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はじめに 
環境変化の速度や規模を理解したいと願う者は、誰もが、

UNEP の最も重要な評価報告書であるこの地球環境概観
（GEO-5）：「私達が望む未来の環境」が、どんどん先へ読み
進めたくなるような報告書であることがわかるでしょう。また、
本当に持続可能な世界へと私達を近づけることができるパラ
ダイムシフトを求める者は、誰もが、この GEO シリーズの最
新版にそのチャンスや政策オプションがあふれていることに
気付くでしょう。 

序文 xiii 

パン・ギムン 

国連事務総長 
ニューヨークの国連本部にて、 

2012 年 5 月 

GEO-5 は、この種の評価報告書としては、最も包括的で、
最も公平で、最も詳細なものとなるよう構成されています。各
分野の第一人者および国連提携機関による研究、ならびに国連
システム内およびそれを越えて為されている膨大な調査を引
用し、近年の科学知識を総結集させたものを反映しています。 

GEO-5 の発表（リリース）は、持続可能な発展について今
の時代に考えることを議題に定めたリオデジャネイロ地球サ
ミットから 20 年が経過した 2012 年に開催される国連持続可
能な開発会議（リオ+20）の準備の最終段階に、時期を合わせ
て行われます。本報告書は、世界のリーダーたちが、リオ+20
およびその先で、なぜ断固としたリーダーシップを発揮する必
要があるのかを明らかにしています。また地球とその住人の現
状、傾向、軌道を明らかにし、積極的な環境変化を構築してい
くための世界中からの 100 を超えるイニシアチブやプロジェ
クトや政策を提示しています。 

世界は人口増大、明らかな不平等、そして不安定な環境基盤
を抱えており、持続可能な発展をするには諸政府が協働して、
経済、社会、環境で構成される「よりひも」の平衡を保ってい
くことが不可欠です。GEO-5 は、行動が遅延することによる
リスクと共に、持続可能な発展を理論から現実へと転換させる
ためのオプションを明らかにしています。私は、我々が望む未
来を創造するために、この時代のチャンスに投資したいと思う
すべての方々に GEO-5 を推薦致します。 



緒言 
古代のエジプト、ギリシャ、中国の時代から、イスラム黄金

時代やルネッサンスを通じて、哲学者や科学者は、自然界の力
やプロセス、およびそれらの中に置かれた人類の立場について、
解明しようと努力してきました。過去半世紀ほどで、産業化に
よる影響に対して懸念が抱かれるにつれ、この努力が加速され
るようになり、かつては環境変化にとって取るに足りない影響
しか及ぼさなかった人類が、ごく最近では、生物多様性損失か
ら気候変動に至るまで、今やその主要な駆動要因になっている
と認識されるようになり、ますますその解明への取り組みに力
が注がれています。 

地球環境概観（GEO-5）：「私達が望む未来の環境」は、こ
の壮大な歴史の一部であり、2050 年には 90 億人以上になろ
うとしている現在 70 億の人々を擁する一つの惑星上で起きて
いる、過去に前例のない消費と生産のパターンに対して、生態
系や大気が反応しているやり方について、一般の人々が理解で
きるようにすることに大きく貢献します。地球の現状について
の本報告書による世界的な発見や地域的な発見は、やはりハッ
とさせられる、深刻な懸念を引き起こす内容であり、6 月のリ
オ+20 サミットに出席される世界のリーダーや代表者に、な
ぜ自分がそこにいるのか思い起こさせることになるでしょう。 

そういった政策オプションは、グリーン経済と名付けられる
新たに出現している広範な取り組みの一部であり、持続可能な
発展や貧困根絶を目指す状況の中で、リオ+20 が掲げる二つ
の主要テーマのうちの一つです。リオ＋20 の目的は、誓約の
評価とその更新ですが、また一方で、その目的は、証拠に基づ
く政策策定に科学的な諸発見を組み入れることであり、世界を
持続可能な方向へと向かわせる取り組みに社会を再度関与さ
せることです。 

xiv  序文 

アヒム・シュタイナー 
国連事務次長で国連環境計画の事務局長 

科学と政策をその間に橋を架けてつなげることは、依然とし
て難しく、科学による発見を環境の法令や政策策定に反映させ
ることは、1992 年のリオデジャネイロ地球環境サミットから
さらに1972年のストックホルム人間環境会議にまでさかのぼ
る難題です。そのような中にあって励まされることは、科学的
理解や技術的進歩の高まりに、耳が傾けられなかったわけでは
ないことであり、絶滅危惧種の取引、オゾン層の保護、気候変
動、生物多様性損失、残留性有機汚染物質の禁止のような問題
を対象とする数多くの条約や協定がもたらされました。 

GEO-5 は、国際的に合意された諸目標の達成に向けた進展
を評価することを通して、またその達成に当たって欠落してい
る点を特定することで、本報告に新たな一面を加えています。
評価された 90 の目標や目的のうち、４つだけが著しい進展を
示すことができました。等しく懸念事項であるもののうち、14
の目標および目的に対する進展については、データ不足であっ
たために、評価できませんでした。 

1992 年のリオデジャネイロ地球サミット以降の 20 年間の
持続可能な発展について諸国家が評価する際に、その達成が不
十分であるものや、風土的な知識の南北間での分断は、優先議
題にされるべきです。 

以上要約しますと、科学が政策策定を下支えしなければなり
ませんが、第５次 GEO 評価報告書が示すように、それは十分
にはなされていません。科学に基づいて政策を実現したり実施
することが、現実において欠落している点ですが、これは、よ
り多くの人工衛星による観察、フィールドモニタリング、計算、
シナリオモデリングによって、また GEO-5 が裏付けた現実に
対して取り組む勇気と、決断力と、政治的指導力によって克服
されることが可能です。 

GEO-5 でなされたもう一つの改革は、世界中の国やコミュ
ニティで成功裡に試行された 100 を超える政策や変革的な活
動の中から、大陸域（region）で選定されたものに焦点を当て
るやり方です。これらの政策オプションは、政策決定者に自分
たちの状況にあてはまるかもしれないツールを提供します。 



序章 
地球システムの状況 

地球システムはすべての人間社会とその経済活動に対して
基盤を提供している。人々は、呼吸するためのきれいな空気、
飲むための安全な水、食べるための健康的な食糧、商品を生産
し輸送するためのエネルギー、そしてこれらすべてのサービス
に対して原材料を提供する自然資源を必要とする。しかし、今
日生きている 70 億という人々の集団は、地球システムが廃棄
物を吸収して、環境への悪影響を中和する能力を越える加速度
と強度で、地球資源を不当に使っている。実際、いくつかの重
要な資源が枯渇または劣化し、世界のいくつかの地域では、既
にこれまでの発展が制約を受けている。 

地球システムは物理的、化学的、生物的、人的な要素で構成
される単体で自己調整するシステムとして機能しており、その
中での人類の活動による影響は、惑星規模で検知されることが
できる（第７章）。このことによって科学者たちは、大気、地
質、水文、生物、その他地球システムのプロセスが、人類の活
動によって変化させられているという証拠に基づき、今の時代
に対して「人新世」という新しい地質年代を定義付けた。最も
たやすく認識された変化は、世界的な気温と海水位の上昇、海
洋の酸性化などで、それらはすべて温室効果ガス、特に二酸化
炭素やメタンの排出の増加に関係している（第２章と４章）。
人類が引き起こしているその他の変化は、自然の生息・生育地
が破壊されて種の絶滅を引き起こす農業や都市化による、広大
な森林破壊や土地開墾などである（第 3 章と 5 章）。 

人類は局所環境に及ぼす自分たちの活動の影響には長らく
気づいていたが、これらの活動が累積して地球環境に影響を及
ぼし得ることが、最近の数十年で初めて明らかになってきた
（第１章～７章）。過去においては、自然資源に対する人為起
源の圧力はそれほど広がらなかったので、地球の大気、陸、水
は、人の消費と生産の負荷を支えることができた。しかし 20
世紀の後半には、多くの多様な局所環境で起こる変化の影響が、
加速度的に組み合わされて、世界的な影響を生み出すようにな
った。グローバル化は、消費者たちが自分たちの地域社会で生
産されるのであれば拒絶していたであろう状況であっても、そ
の商品が生産されることを可能にしたり、廃棄物が目に見えな
い所で輸出されることを可能にし、人々が廃棄物の大きさやそ
れによる影響の両方を無視できる状況を作り出す。しかし廃棄
物（waste）が、文字通り（waste には荒涼とした広がりとい
う意味もある）、地球の端まで到達するようになるにつれ、環
境に及ぼす懸念もグローバル化されるようになった（第１章）。 

これらの地球システムに対する脅威のために、科学界や政策
策定者は、持続可能で協力的なやり方で課題に対応できるよう、
より一層緊密に協力するようになった。 

科学－政策の状況 
1972 年の国連人間環境会議で、科学界や保全のコミュニテ

ィによって取り上げられた環境への重大な懸念について議論
するために、119 ヶ国が初めて集まった。その会議は第一歩と
して UNEP（国連環境計画）を創設し、国際的および国連全
体の環境行動に触媒作用を引き起こした。そして 20 年が経ち、
リオデジャネイロでの国連環境開発会議が、持続可能な発展を
導入するための青写真であるアジェンダ 21 を承認した。その
「持続可能な発展」という概念は、「環境と開発に関する世界
委員会」による 1987 年の報告書「我ら共通の未来」の中で「将
来の世代が自らのニーズを充足する機会を損なうことなく、今
日の世代のニーズを満たすこと」として初めて明らかにされた
概念である。アジェンダ 21 は、新世紀の 2010 年代になって
も、特に消費に関してこれから適用されるべき多くの指針を備
えた活力ある適切な手引き書であり続けている。 

21 世紀になって国連の役割について議論するために世界の
リーダーを集めて開かれた 2000 年のミレニアムサミットは、
国際的発展が停滞していた間に経済的目標に焦点が当てられ
たことで生じた欠陥を補うため、8 つのミレニアム開発目標
（MDGs）を立てた。MDGs は、各国の政策の中に持続可能
な発展原理を組み入れることを提案し、また期限付きターゲッ
トを設定し、評価指標を確立して、人や環境資源の貧困化を反
転させることを目指している。特に環境に取り組む MDG7 は、
生物多様性損失速度を2010年までに著しく低減させるターゲ
ット、安全な飲料水や基本的な衛生施設を継続使用することが
できない人々の割合を 2015 年までに半減するターゲット、お
よび少なくとも 1億人のスラム居住者の生活を 2020年までに
著しく改善するというターゲットを設定している。 

人の幸福と環境変化との関係についての理解が進むにつれ
て、それを政策決定者に関連付けさせる試みも進んだ。社会の
発展や経済活動が環境サービスに依存していることは、徐々に
理解されつつある。経済は、市場性のある商品やサービスを生
産するために自然資源や人的資源を用い、一つまたは複数の社
会、あるいはその社会間で機能している。と同時に、それらの
社会は、大気、陸、水、生物多様性、その他物的資源などの物
理的限界によって決定される環境の中に存続し、繁栄している。 

相互作用する環境の力、社会の力、経済の力が生み出す複雑
なシステムに焦点を当てた相当量の研究がなされてきたが、研
究者が情報や通信技術を用いて、複雑で込み入った地球システ
ム全体をモデル化し検証することができるようになったのは、
まだ最近の 20 年に過ぎない。 

序文 xv 

複雑な地球システムの持つ力やニュアンスを正しく理解す
る能力が身に付いたことで得られる見識は、地球という惑星を
管理する国民国家の義務や責任について新たな認識が必要と
なっていることをいやが応でも知らせることになった（第 16
章と 17 章）。そのため、環境と開発についての目標やターゲッ 
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そのような目標を入念に仕上げるには、目標の達成に向けた
進展について、それを導き、追跡し、報告するための科学的に
信頼できる指標や情報が必要となる（第 8 章）。統合された環
境評価である IES（integrated environmental assessment）
は、広範なツールキットの中でも、この要求を満たすために開
発されたツールである。しかし、ほとんどの場合、IES によっ
て発見された内容やその他の科学情報を、国際政策の優先事項
の中に十分に組み込むことができるようにする政策の開発や
改正ができていない。 

背景 

これまでの GEO 報告書は、様々なテーマにわたって総合的
で学際的な概観を提供する統合的アプローチを用いて、環境問
題の分析や対応策の特定に焦点を当ててきた。今回の第 5 次地
球環境概観（GEO-5）は、これまでの報告書を踏まえて、継
続的に環境変化の現状、傾向、展望を分析し、環境変化への対
応策を提供する。しかし GEO-5 は、さらにその上に、国際的
に合意された目標の達成への進展度を評価し、目標の達成に当
たって欠落している点を特定することによって（第 2章～6章）
新たな側面を加え、また各大陸域（region）で浮上してきた有
望な対応オプションを分析し（第 9 章～15 章）、国際社会のた
めの政策対応を提示することによって（第 16 章～17 章）新た
な側面を加えている。さらに GEO-5 は初めて、単に環境に対
する圧力を考察するだけではなく、世界を変化させている駆動
要因を考察すると共に、環境問題が分析されるやり方に根本的
な転換がはかられるべきであることを提案している。 

GEO-5 を制作する際に UNEP 事務局によって進められた
制作工程については GEO-5 制作工程の章で詳しく示される
が、GEO-5 は政府諮問機関、科学的諮問機関、および政策諮
問機関に導かれた 600 名を超える科学者の集団によって作成
された。 

構成 
GEO-5 報告書は、異なるが関連する３つの部分に分けられ

た 17 章で構成される。 

第１部：地球環境の現状と傾向（上巻） 
今日の急激に変化する社会経済的状況を探るために、第１章

では、地球環境を変化させている駆動要因（環境に様々なレベ
ルの影響や圧力をかける全体に及ぶ社会経済的な力）について
見ていく。第１章は、環境の難題を引き起こす主要な根本原因
を特定して記述し、政策介入のためのいくつかの提案を行う。 

GEO-5 は、駆動要因（drivers）、圧力（pressures）、状態
（state）、影響（impacts）、対応（responses）からなる DPSIR
という分析のための枠組み（図１）を用いて、大気、陸、水、
生物多様性、また GEO シリーズでは初めてとなる「化学物質
と廃棄物」というテーマを加えて、地球環境の最新の現状と傾
向を示す（第 2～6 章）。 

DPSIR の枠組みは、社会と環境の間の複雑で多次元の因果
関係を特定し評価するために使用される。GEO 評価で用いら
れるこの枠組みは、1990 年代中頃に OECD と欧州環境機構
によって開発された「圧力－状態－対応」というモデルを拡張
したものである。人口動態、経済需要、持続不可能な消費と生
産のパターン、といった駆動要因が、環境に影響を引き起こす
プロセスである。これらの駆動要因は、多くの場合、直接ある
いは間接的に汚染物質や廃棄物の排出を増大させたり、壊滅的
な資源採取を行うなどの環境圧力をもたらす。そのような圧力
は、人と生態系の両方に対して同時に影響を及ぼしながら、環
境への変化を引き起こす。DPSIR の分析的な枠組みは、これ
らのプロセスを特定するのに役立つ。最後に、その枠組みは、
根底にある駆動要因に対する対応策だけでなく、生態系や人の
健康に及ぼす環境圧力とその影響に対処するための対応策を
提示するが、その対応策はコミュニティ活動から国際協定に至
るまでの多くの規模で、多くの形態を採ることが可能である。 

第２～６章では、国際的に合意された環境目標の中から選定
された目標が、それぞれのテーマに対して達成されているかど
うかが評価され、第７章では、地球システムの全体像から見た
テーマについての情報が分析され提供される。第１部は、さら
なる調査、モニタリングと評価、科学的アセスメント、効果的
な政策策定、のために必要な基本要件として、環境の現状と傾
向を追跡するための関連データの収集、分析、解釈を強化する
必要性を見直して締めくくる（第８章）。 

第２部：大陸域からの政策オプション（下巻） 
GEO-5 の第９～１４章からなる第２部は、各大陸域（図２）

から示された政策オプションの中から、国際的に合意された目
標の達成を加速するのに役立つ潜在力のある政策オプション
についての評価が示される。これは UNEP の管理理事会によ
って要求されたもので、成功した政策を実施したいと望む読者
に、検討するための有望な手段を提供する。 

上記政策評価を指導するに当たって、多様な利害関係者によ
る協議が各大陸域で開催され、優先度の高い環境課題と、その
課題に関連する国際的に合意された目標が特定された。 

トを単に実現するだけでなく、より力を持つ人々の欲求に対し
ても、最も脆弱な人々のニーズに対しても対処し得る、地球規
模での持続可能性を目指す特別な目標の開発が求められる。 

UNEP の GEO、つまり地球環境概観（Global Environment 
Outlook）の主要な目標は、地球環境の現状と傾向についての
情報を、政府と利害関係者に絶えず提供し続けることである。
GEO 報告書は、過去 15 年にわたって地球環境に関する豊富
なデータや情報や知見を調査し、潜在力のある政策対応を特定
し、将来に向けた展望を提供してきた。その評価と、評価のた
めの協議プロセスや協働プロセスによって、利用可能な最善の
科学的知識が、政策決定者向けの関連情報に変換され、科学と
政策の間のずれを補う働きをしてきた。 



政策を選定するに当たって、ふるい分け作業のあと、関連す
る目標に対して成功であるとする実績が示されているか、また
は有望な初期成果に結び付く革新的な特性が見られるか、のい
ずれかの政策または政策の集まりが選別され、さらに詳細に分
析された。政策評価は、文献レビュー、文書化された事例研究、
および専門家の意見に基づいてなされた。国際的に合意された 

目標のうちのいくつかには多面的で定量化できない要素があ
り、また政策にはコベネフィットやトレードオフによる多次元
で分野横断的な性質があるために、必ずしも一貫した評価方法
を適用することはできなかった。また基本となるデータや指標
が不足していたために、アプローチの一貫性も阻まれた。 
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図 1  GEO5でのDPSIRの概念的枠組み
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 政策の評価工程では、政策による恩恵と、政策を採用または
成功させることになった条件が調査された。その他分析された
特性は、政策が環境、経済、社会にもたらした成果についての
モニタリングと追跡； その他優先度の高いテーマや国際的に
合意された目標に対してその政策が及ぼした分野横断的な影
響； 新たな状況の中でその政策の応用の可能性などである。 

各大陸域は、他の国々での再現や採用に際して、効果的でか
つ適用される可能性のある政策対応を特定した。その大陸域の
章で特筆されたいくつかの非常に有望なアプローチは、諸政府
によって綿密に分析され、できる限りテストされる価値がある。 

第２部の最後の大陸域の要約の章（第１５章）は、大陸域に
よって選定された優先度の高い環境課題の全体像； 共通する
特徴、諸課題、チャンスについての考察； さらに政策オプシ
ョンの要約を提示する。 

第３部：地球規模での対応（下巻） 
GEO-5 の最後の部は、持続可能な世界に到達するために必

要とされる行動の類型について分析することから始まる。まず
既存の環境に関する条約と、特定のゴールやターゲットを持つ
2050 年に向けた可能なビジョンを構築するための国際的に合
意された目標について見ていく。次に現在の傾向が継続する場
合に起こり得る進展を描く従来の世界シナリオと、持続可能な
世界を達成することを目指す世界シナリオという 2 つの起こ
り得るカテゴリーを背景に置いて、既存のシナリオ研究につい
て見ていく。それに続く分析では、GEO-5 によって特定され
た持続可能な開発ターゲットに世界を到達させることができ
るようにする様々な対策を特定する。しかし、これらのターゲ
ットを達成するには、現在の傾向から根本的に脱却することが
必要となる。グローバルな活動が深くかつ相互に結び付いたシ
ステムにおいて、諸部門にまたがる政策の相互作用を説明する 

ために、一つの統合的で持続可能な世界シナリオを取り入れて、
2050 年に向けたビジョン（第 16 章）を達成する上で必要と
される政策変更の範囲と複雑さを検討する分析が行われる。 

第 16 章と 17 章は、公共機関、民間企業、市民社会が、環
境の変化に対して効果的で効率的な対応策をいかにすれば作
成することができるか、知識の現状について見ていく。国と大
陸域のレベルでの多くの対応策が、これらの課題のうちのいく
つかに対処を開始していく軌道に社会を載せることに成功し
ているが、単一のアプローチでは、世界の環境変化にはうまく
対処できないことが分析によって確認される。 

GEO-5 は必要に応じて、真に変革力のある政策と、それら
の政策を成功させるために必要となる法的、制度的、政策上の
枠組みを採用できるようにする関連国家による適用に結び付
く、世界レベルで取り組むべき行動を特定して結論を出す。
GEO-5 は読者に、人類が直面している脅威の複雑さについて
理解させるだけでなく、持続可能な未来へと向かうための可能
な政策上の解決策や革新的な道すじも提供するだろう。 

GEO-5 によるプロセスは、国家と人々を鼓舞し、情報を伝
え、将来世代の生活の質を危険にさらすことなく人々の生活の
質を向上させることを可能にすることによって、環境を大切に
するリーダーシップを提供し、そして協力を促進していくとい
う UNEP の使命に寄与するものである。その発展を促進する
ために、地球が、UNEP の地域事務所の懸案事項や付託権限
を大きく反映する６つの地域（region：「大陸域」と訳す）に
分けられ、各地域事務所が GEO-5 準備作業チームに大陸域で
の支援を提供できるようにした。大陸域、サブ大陸域、および
その区域内の民族国家の全内訳は、www.unep.org/geo 
/data にて、環境 Data Explore（以前は GEO Data Portal）
上で見ることができる。 
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図 2  UNEP の大陸域（UN region）
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「 私たちのふるさと地球の汚れた水域を覆うスモッグ、そして夕暮れに、

太陽がその中を沈み行くのを見る度に思うのだが、ある別の惑星の未来

の宇宙歴史家が、地球人類のことを『優れた才能、技術がありながら、

将来への備え、大気、食料、水、アイデアを使い果たしてしまった』と

言うのを本当に望むのかと、私たちは真剣に自分自身に問いかけなけれ

ばならない。」

ウ・タント国連事務総長、1970 年ニューヨークにて７度目の国連総会に

臨む際に。
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主要メッセージ 
地球の駆動要因が変化する規模、広がり、速度は、前

例のないものである。急激に増大する人口、および成長

していく経済は、環境システムを危うくする限界へと押

し進めている。複雑な生態系に変動が生じると、突然の

フィードバックを引き起こすことがあるという考えは

以前からある。そこで、多大な科学的調査が行われ、人

類が二酸化炭素排出を抑制しない場合、地球システムが

直面するかもしれない閾値およびティッピングポイン

ト（限界点）が調べられた。駆動要因の視点からフィー

ドバックを理解することで、駆動要因の多くが予測不能

な方法で相互作用していることが明らかになる。一般に、

これらの駆動要因の変化率はモニターも管理もされて

いないので、臨界閾値に近づいていても、それを予測す

ることも感知することもできない。危機的なことに、研

究の多くは、駆動要因が生態系に及ぼす影響を理解しよ

うとするものがほとんどで、変化した生態系が駆動要因

に及ぼす影響、つまりフィードバック・ループに関する

ものではない。 

貿易、金融、技術、通信が互いに連結するグローバル化

のパターンによって、駆動要因における傾向が、世界の

中の集中する箇所において、非常に速く激しい圧力を生

成するようになった。トウモロコシ、サトウキビ、ヤシ

油、菜種から作られる輸送用のバイオマス燃料の生産が

急増した。21 世紀初頭にバイオディーゼル燃料は、そ

の生産が年間約 60パーセント成長したため、2009年に

石油換算でほぼ 1,300万トンに達し、広く利用されるよ

うになった。しかし最近の情報では、大規模なバイオ燃

料の生産による環境や社会への直接的な影響に懸念が

投げかけられている。これらの複雑な問題には、例とし

て土地の開墾と転用、侵入生物となり得る生物種の伝来、

水の使い過ぎ、グローバルな食物市場への影響、食物や

バイオ燃料を生産するための外国人投資家による土地

の購入やリースなどがあり、それらは開発途上国や、時

には半乾燥地域の国々において典型的に起こっている。 

駆動要因には、一般的に高い慣性と経路依存性があり、 

めに、修正が極めて困難になっている。 

環境を変化させる駆動要因を直ちに削減することは、

政治的に困難に思えるかもしれないが、人類の幸福につ

いての国際的目標のような、より適切な目標を掲げるこ

とにより、環境上のいくつかのコベネフィットを達成す

ることは可能である。教育は、世界人権宣言に含まれて

おり、基本的な人類の権利として認められている。普遍

的初等教育の達成は、ミレニアム開発目標の第２目標で

あり、男女平等と女性の社会的地位向上につながる。教

育は、性と生殖に関する健康を入手できるようにするだ

けでなく、出生率のレベルを決定する重要な因子である。

教育投資をより大きくすることが、出生率の低下、収入

の上昇、長寿の増加と相関関係にあり、さらに環境問題

に懸念を示すことができる教養ある市民の育成と相関

関係にある。 

 監視とモニタリングが成果をもたらす。政策対応が直

ちにできなくても、駆動要因の重要性に気付けば、監視

とモニタリングを増大させる努力をすべきであること

が分かる。本章において特定する最も重要な駆動要因の

多くが、現状では、体系的なモニタリングを行う対象と

されておらず、それらによる影響は、なおさらモニタリ

ングされていない。そういう訳で、駆動要因およびそれ

らが環境と相互に結び付いていることについての理解

と、モニタリングを強めることが切実に求められている。 

そのことが効果的な対策への障害として働くことがあ

る。アメリカの農地の４分の３が、トウモロコシ、小麦、

綿、大豆、米、大麦、オートミール、モロコシという、

たった 8 つの農作物に専用されている。この専用は、高

水準の農業補助金が交付され、食べ物の好みがあり、そ

うして食品加工経済が大規模に産業化されるという、一

連の構造的制約が連動することによって強められる。例

えば、アメリカで産業公害を生み出すトップ 20 の発生

源のうち、８つが屠殺場であるが、この食糧システムに

付随する環境問題や健康問題はよく理解されているに

もかかわらず、その体質が非常に確立されたものである
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序文 
過去100年は、人口と世界経済の大きさの両方において、並

外れた成長をしたことが特徴で、人口は４倍の７０億人、世界
経済の生産高は国内総生産(GDP)で約２０倍に増大した
(Maddison 2009)。この発展によって、社会の自然界との関
係における規模、強度、形質が、根本的に変化した(Steffen et 
al. 2007; MA 2005; McNeill 2000)。これらの形質転換を追
跡し分析することによって、地球の生物物理学システムの複雑
さが新たに理解されるようになった。 

地球システムは複合生物であるという考えを、ラブロック
(1972)が導入してから 40 年になる。つい最近になって、科学
的知識体系は、地球システムの多くが、超えてはならない惑星
限界に到達しているという認識と格闘するようになった
(Rockstrom et al. 2009)。これらの概念は、人類の発展が環
境に依存していること、そして地球システムの生物、物理、化
学的プロセスの上に、人類の活動の総集計を加えた時に導かれ
る帰結について早急に検討しなければならないことを知らせ
てくれている。人類の活動による影響には、二酸化炭素(CO2)
とメタン(CH4)排出による地球規模での炭素循環の変化、窒素
とリンと硫黄の循環の崩壊、水の循環を妨げる自然河川の流れ
の遮断、無数の種を絶滅へと導く生態系の破壊、地球の土地被
覆の劇的な変化(Rockstrom et al. 2009)などがある。 

枠組み 
第５次地球環境概観（GEO-5）は、連続体としてつながる、

駆動要因（Driver）、圧力（Pressure）、状態（State）、影響
（Impact）、対応（Response）から成る DPSIR という枠組
みを用いて構成される(Stanners et al. 2007)。駆動要因とは、
環境の状態に圧力をかける、全体に及ぶ社会経済的な力のこと
である。GEO-4 では、テーマの前後関係の範囲内で駆動要因
を特定したが、GEO-5 では、上記連続体上で、分野横断的な
動的パターンに影響を及ぼし、かつ複雑なシステムの相互作用
を引き起こす「人口」と「経済発展」という二つの主要な駆動
要因を特定する。例えば、発展している都市部に食物や飼料や
繊維を供給することによる圧力が、生物多様性を脅かし、その
結果、気候変動による圧力が激化する。 

圧力には、資源の採取、土地利用の変更、生命体の変異や移
動なども含まれる。例えば経済成長や農産物の需要が上昇する
と、農薬の使用だけでなく、農業目的の土地転用も引き起こさ
れる。同様に市場の需要や貿易やグローバル化のパターンが高
まるにつれて、侵入生物種の不注意な輸送が引き起こされ、そ
れらが新たに生息して自然生態系が破壊されるかもしれない。 

DPSIR の枠組みでは３つの問いかけがなされる(Pinter et 
al. 1999)。 

・環境に何が、なぜ起こっているのか（圧力と状態）。 
・変化して環境はどのような結果になるのか（影響）。 
・適宜、それに対し何が行われ、それはどれほど有効なの

か（対応）。 

圧力の背後にある駆動要因の作用、そして圧力と駆動要因の
間の関係について問いかけることによって、持続性のある論理
的な議論へと導くことができる。GEO-5 では、そのような作
用や関係は、流動的で、時には偶然によるものであると仮定す
るが、それは本報告書の目的に沿うやり方である。 

 政策の決定を促すために、本報告書では、人類と地球システ
ムの複雑な相互作用に対して介入する上で有利な場所である
レバレッジポイントについて検討する(Meadows 1999)。多
くの場合、政策に対して最も重要なレバレッジポイントは、圧
力そのものではなく、駆動要因であるかもしれない。環境上の
圧力を削減するために駆動要因を変えることに関しては、相当
なコベネフィットおよびトレードオフが起こるはずである。 

選択された駆動要因について有効に記述するために、環境に
作用する圧力についてよく理解するために、なぜ環境の変化が
生じているのか、またもっと基本的に、なぜ圧力が存在するの
かということに焦点を合わせた二つの問いかけがなされる。 

・駆動要因の規模や量はどれほどなのか。それを求めるに
は駆動要因が他のパラメーターに与える影響や効果の範
囲、駆動要因の大きさとその成長速度の両方が必要である。 

・駆動要因の強度や質はどれほどなのか。それを求めるに
は、駆動要因が表し、影響を与える様々なプロセスと、
駆動要因の組成が必要である。 

駆動要因 
人口増加および経済発展は、エネルギー、輸送、都市化、グ

ローバル化といった圧力を及ぼす特有の側面を持ち、至るとこ
ろに存在して環境を変化させる駆動要因であると見なされる。
上記リストは、すべてを列挙していないかもしれないが、有効
である。これらの駆動要因の増大とその間の連結を把握するこ
とが、それらの集合した影響に対処して、解決法を見つけるの
に大いに役立ち、そうすることで、人間社会と経済が依存する
環境上の利益が保全される。 

人口 
技術的進歩によって個々の影響が緩和されることはあるが、

環境の圧力の多くは、自然資源に依存する人口数に比例して増
える。鹿やネズミやウニの個体数は、それらの生態系の環境収
容力を越えて増えると崩壊する。生態系は時には回復するが、
時には永久に変わってしまう。このことが千年の間、人類の人
口において起こっていて、人口は彼等の社会を支える谷や島や
風土の収容能力を越えて増大すると、飢きん、疫病、または崩
壊に直面する(Diamond 2005)。前世紀に人々は人口の増大と
共に、地球表面のほとんどを開拓するようになったが、環境へ
の圧力の本質に影響を与えるのは、単に人口の規模や量だけで
はない。それに加えて、人口がどう編成されているか、つまり
移住者か残留者か、都市か村か、核家族か大家族かが、彼等の
生活様式で彼等を支える環境の収容能力に違いを生じる。 
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表表 1.1 人口統計データ、2011年*

アフリカ アジアと
オセアニア ヨーロッパ  中南米と

カリブ諸国 北アメリカ 世界（データを
持つ全ての国）

36 18 11 18 13 20

人口1 000人当たり死亡率 12 7 11 6 8 8

平均寿命 58 70 76 74 78 70

合計特殊出生率（１女性が一生に生む子供数） 4.7 2.2 1.6 2.2 1.9 2.5

出生数1 000当たり乳児死亡率 74 39 6 19 6 44

人口 1000 人当たり正味の移住者 -1 0.04 2 -1 3 N/A

1990～2005年の国内移動, % 15.4 13.2 22.3 19.3 17.8 17.5

避妊具（全避妊法）を用いて
いる15～49才の既婚女性, %

29 64 73 74 78 61

現代的な避妊法を用いている15
～49才の既婚女性, % 25 59 60 67 73 55

*  特に明記しない限り2011年のデータ
出典: PRB 2011; UNDP 2009

人口 1 000人当たり出生率

量 

人口は 2011 年に 70 億に達して、2100 年までに 100 億に
達すると予想されている(UN 2011)。国連統計部が定義した
大陸域（region）で見ると、アジアとオセアニアを含む大陸域
が最も人口が多く、アフリカは最も急成長している最も若い大
陸域である。またヨーロッパと北アメリカは人口の成長が最も
遅く高齢者の比率が最も高い。2012 年時点で、地球人口が増
大している原因の多くは、過去の人口増加からくる推進力、世
代構成の変化、低開発国の農村地域の出生率が高いコミュニテ
ィ、その他であると言える(Bongaarts and Bulatao 1999)。
出生率が低下しているのに、人口規模が増大していく明らかな
矛盾については、人口の推進力によって説明される。前の数十
年間の出生率が高かったことで多くなった若年世代が、現在、
生殖可能な年齢グループに加わりつつあるか、加わっているた
めである。たとえ夫婦が少しの子供しか産まないとしても、こ
の生殖可能な人口の増加は、全体として多くの出産をもたらす
状況を引き起こす。 

出生率については、割合は大きく異なるが、ほとんどすべて
の国々で低下している。地球規模のレベルでは、出生率は 1950
～1955 年において 1000 人当たり 37 人の出生であったもの
が、2005～2010 年には 20 人にまで下がった。また同時に合
計特殊出生率、すなわち 1 人の女性が一生の間に生む子供の数
が、1950～1955 年の 4.9 から、2005～2010 年の 2.6 に減
少した(UN 2011)。開発途上国では、特殊出生率の減少がよ
り顕著で、1950～2010 年の間に、1 人の女性当たり 6.0 から
2.7 に減少したが、低開発地域の国々における特殊出生率のレ
ベルは、まだ広範囲に分布している。先進国の間で、出生率は、
1950年 に1人の女性当たり2.8とすでに比較的低かったが、
2010 年に 1.6 にまで落ち続けていて、置換水準である 2.1 に
満たない（Box 1.1）(UN 2011)。世界人口の成長速度は 40 

年以上前にピークに達しているが、いくつかの推定では、2025
年までにさらに 10 億人、世紀半ばになる前にさらに 10 億人
増えると示唆されている(UN 2009a)。 

出生率と死亡数は密接につながっている。例えば、妊娠が減
ると、妊婦死亡率が低下する。まだ多くの国々では、妊婦の死
亡は、出産年齢の女性にとって死亡の主要原因である。さらに、
幼児や子供の死亡率が低下すると、親たちは自分たちの生き残
る子どもに依存できるようになるので、出生率は下がる方向に
動く(Palloni and Rafalimanana 1999)。 

疫学的な変遷は、人口転換の出生率の側面に酷似している。
出生率と死亡率が高い、初期の人口動態の段階にある地域では、
幼児が次々と死んでいく。彼等のほとんどは、栄養不足と関係
し、インフルエンザ、マラリア、結核、HIV/エイズのような
伝染病で死んでいく。出生率と死亡率が低い、後期の人口動態
の段階に入った地域では、乳児死亡率は低く、死は高齢者のも
のとなり、癌や心臓病による多くの死をもたらす肥満や老化と
関係するようになる(Murray and Lopez 1997)。 

 死亡率の推移は、死亡率が改善されても、先進国と開発途上
国とでは、依然はっきりと異ったままである。どこの国も乳児
死亡率は下降し続け、平均寿命は上昇し続け、1950～1955 年
に 47 才であった世界の平均寿命は、2005～2010 年には女性
が 70 才、男性が 65～68 才になった(UN 2009a)。しかし地
域で大きな差があり、後発発展途上国の乳児死亡率、HIV 流
行の影響を受けた国々の若年層の死亡率、先進国の老年層の死
亡率は、特にそうである (de Sherbinin et al. 2007; Rindfuss 
and Adamo 2004)。表 1.1 は、死亡率の顕著な相違を示す。
乳児死亡率は、アフリカでは千人当たり 74 人、ヨーロッパと
北アメリカでは千人当たり６人というように異なる。 



移住は、人口の変遷を促進するもう一つの要素で、その変遷
の初期段階では、地域における主として田舎と田舎の間の移住
であったものから、後期段階では田舎と都市の間の移住および
国家間の移住へとシフトすることが特徴である。その三つの変
遷過程を持つ非常にダイナミックな人口移動が、地方と世界の
環境に帰結をもたらす。移住は、環境に対して次の三つの直接
的な影響のいずれをも及ぼすと言える。 

・田舎と田舎の間での移住は、多くの場合、農業の拡大を
通して自然資源に直接的な世帯単位での影響をもたらす。 

・田舎と都市の間での移住とそれに関連する生計の変化は、
多くの場合、エネルギー消費のパターンを変え、食肉と乳
製品の消費を増大させ、そのことが生産性の高い農村地域
での土地圧力を強める。 

・また、国家間の移住は、家に送られる送金額によって、
土地使用に投資される直接的影響、また食肉、乳製品、物
的消費を増大させる間接的影響を及ぼす。 

アフリカは、人口のほとんどが田舎に残ったままであるが、
次第に都市化しつつある。アジア、オセアニア、ラテンアメリ
カ、カリブ諸国は、すでに大部分が都市化され、移住の流れは、
ますます国家間でなされるものになっている。また、アメリカ
やヨーロッパでは、労働力の移動と関係する高い内部移住があ
る (UNDESA 2011; Zaiceva and Zimmerman 2008)。 

田舎と都市の間での移住、および国家間の移住の送り出し側 

のエリアと受け入れ側のエリアは、地域によってかなり異なる
特性はあるが、送金を通してつながった状態にある。送金で駆
動される土地使用の変更がもたらす潜在的な影響は重大であ
り、また送金で駆動される消費は、大きさにおいて同じでも、
その環境への影響においては、より拡散する可能性がある
(World Bank 2011b)。 
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Box 1.1 教育を通しての人口転換の促進

人口は、ミレニアム開発目標（MDGs）などの重要な政策領
域と直接関係するけれども、人口の水準や成長速度は、国際的
な目標やターゲットの対象とされていない。人口の圧力を下げ
る最も費用対効果の大きい方法は、避妊の要望を満たすことに
よる。多くの国々が、少女に対する教育に投資することによっ
て、避妊の要望を増大させると同時に、満たされていない要望
に応じる政策目標を策定している。妊娠のおよそ 40 パーセン
トが予期せぬものであるならば、避妊を潜在的に必要とする大
きなポテンシャルが存在する(Singh et al. 2010)。 

教育は、世界人権宣言に含まれる基本的な人権として認識さ
れている(UNDHR 1948)。普遍的初等教育の達成は、２番目
のミレニアム開発目標（MDG）であり、男女平等の推進と女
性の地位向上につながる (UN 2000)。教育は、性と生殖に関
する健康(MDG 5b)へのアクセスと共に、出生率を決める重要
な要素である。教育投資を増大させることは、出生率を低下さ
せ、収入を増加させ、寿命をより長くすることと相関性があり
(Bulled and Sosis 2010)、さらに、教養のある人々の集団は、
環境問題により大きな関心を示すことができる(White and 
Hunter 2009)。 

開発途上国では、少女達への教育は、出生率を低下さ 
せるだけでなく、関連する死亡率をより低くし、健康を向上さ
せるために重要である(Lutz and Samir 2011)。1970 年～
2009 年の間に、5 歳未満の子供の死亡を半分以上防ぐことが
出来たのは、生殖可能年齢の間に女性たちへの教育を促進させ
たおかげであると言える(Gakidou et al. 2010)。さらに、女
性は教育で、より大きな社会経済的な立場を獲得することによ
って、より一層、暴力に抵抗できるようになってきた。この権
限の付与は、例えば、女性が HIV/エイズ感染を避けるのに役
立っている (Bhana et al. 2009; Vyas and Watts 2009)。 

教育に積極的に介入することで大きな可能性が生まれる。倫
理的規範、社会経済的な善といった普遍的な教育を少女達に施
すことによって、彼女等が子供をつくり家族を拡大させること
についても、自分自身で選択できる権限を得るようになるだろ
う。地球規模で見ると、小学校に通わない 7,700 万人の子供の
うち 60 パーセントが、少女である(CARE 2011)。2015 年ま
でに全世界の子供達を小学校に入学させる MDG を達成する
には、初等教育に現在毎年費やされている約 800 億 US ドル
に、さらに年間 100～300 億 US ドルの投資の必要があると推
定される(Bruns et al. 2003; Devarajan et al. 2002)。 

図 1.1 人口転換

総人口

死亡率

出生率
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が続く

 出生率と
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していく

 出生率が高く
死亡率は高いが
上下変動する 

出典:  University of Michigan



国内での移住は、田舎と都市の間の流れが次第に支配的にな
る が 、 そ の 傾 向 は 続 く と 予 想 さ れ る (Sommers 2010; 
Rindfuss and Adamo 2004; Cohen and Small 1998)。し
かし、いくつかの開発途上国では、田舎と田舎の間での少数の
移住者が、熱帯林伐採に大き過ぎるほどの影響を及ぼす (Carr 
2009; Lambin et al. 2003)。沿岸地域や小さな島々に移住が
増加すると、沿岸湿地帯および関連する漁場の環境保全に影響
を与える場合がある(Rindfuss and Adamo 2004)。 

世界人口は、2010 年の人口密度が、マカオの１km2 当たり
21,000 人から、グリーンランドの１km2 当たり 0.03 人まで異
なり、不均等に分布している。これは、植民の歴史、出生率や
死亡率や移住といった人口動態の地域格差、いくつかの場所が 

2050 年までの世界の純人口の増加のすべてが、世界の最貧
都市で生じると予測されているが(UN 2009b)、すべての土地
被覆の変化は、実質的には田舎の環境の中で起こるだろう。地
球表面に人類が為した最も大きな刻印は、森林の農業への転用
であった。現在、地球の地表の 37.4％が農業生産に使用され
ている(Foley et al. 2011)。 

地球の陸地表面の 0.5％だけに局在(Schneider et al. 2009)
している都市部が必要とする食料のために使用される土地は、
世界の土地使用の観点から見ると、不釣り合いに大きい。それ
に加えて、森林の喪失は、もはや農村人口の成長と相関性がな 
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図 1.2  都市人口、1950～2050年

表 1.2  国家間の移住、1950～2100年

1970–1975 1975–1980 1980–1985 1985–1990 1990–1995 1995–2000 2000–2005 2005–2010

先進地域 6 122 6 076 5 643 7 433 11 895 13 821 17 450 16 558

発展途上地域 -6 122 -6 076 -5 643 -7 433 -11 895 -13 821 -17 450 -16 558

後発発展途上国 -4 872 -4 301 -5 735 -3 562 2 563 -3 061 -3 351 -5 559

後発発展途上国を除く、発展
途上地域 -1 250 -1 775  92 -3 871 -14 458 -10 760 -14 099 -10 999

中国を除く、発展途上地域 -5 043 -6 210 -5 438 -7 194 -11 068 -13 535 -15 316 -15 107

注釈： 数量は千単位。正数は入ってくる純移住を意味し、負数は出て行く純移住を意味する。
出典: UN 2011

単に人類の居住に適さないという事実など、多くの要因による
ものである(Adamo and de Sher- binin 2011)。人口は特に、
より標高の低い所や海岸近くに集結する。1998 年からの推定
では、標高 100ｍ以下の地帯が、全居住地の 15％を占め、そ
の地帯に人口の約 30％が住んでいることが示された(Cohen 
and Small 1998)。標高の低い沿岸地帯にはさらに集中し、全
陸地面積の約 2％に相当する地域に人口の 13 パーセントが居
住し、急速に成長している (McGranahan et al. 2007)。 

1950 年に、都市部には世界人口の 29％しか住んでおらず、
1,000 万人以上の人口をもつニューヨークと東京だけが、メガ
都市としての要件を満たしていた。2010 年には、アジアと中
南米（図 1.2）における都市人口の大部分を擁する 20 のメガ
都市での都市部の人口が全人口の 50％に達した。都市の成長
率は、アジアとアフリカの両方で高く(Satterthwaite et al. 
2010)、最近の数十年間では、中規模の都市が最も高い成長率
を示している(Montgomery 2008)。 

質 

人口の大きさやその成長速度以上に、人々が定住するあり方
や消費のあり方が、様々な生態系に影響を及ぼし得る。 



く、むしろそれは、国家規模での、農産物に対する国際的需要
や都市消費のための森林伐採と連結している (DeFries et al. 
2010)。 

この世界は、田舎の居住者と都市の居住者のほぼ半分ずつに
分けられる。その前半分には、空間的、時間的に土地に対して
直接の影響を及ぼす田舎の食物生産者が含まれる。彼等が森林
に及ぼす影響は、田舎と田舎の間での移住と、その移住に伴っ
て森林が農地に転用されるために、特に深刻で広範囲なものに
なる。全移住者のうちのこの非常に少数の者たちが、熱帯林伐
採に著しく大きな割合で関わっているのに、ほとんど調査され
ないままである(Carr 2009)。その活動の規模や拡散する性質
があるために、駆動要因の観点からこの現象を制御することは、
非常に難しい。後の半分は、急成長している都市人口であり、
それらは限られた場所に集中しているが、土地に対するその影
響は、たとえ間接的であっても大きい。 

また、増大する人口は、水危機の根本的原因であることも確
認された(UNEP 2006)。全体として、人類は作物栽培のため
に陸地の蒸発散量の 4 分の 1 以上を使用し、また利用可能な流
出水の半分以上を使用している(Postel et al. 1996)。気候変
動がいくつかの地域に、より多くの雨を降らせる一方で 
(Clark and Aide 2011)、アフリカの多くや中東では、膨張し
ていく人口のために悪化していく水不足に苦しんでいる
(Sowers et al. 2010)。さらに人口増加は、中国のような急進
国における水不足にも関係している。つまりその都市の成長が、
上水道と下水の設備を圧倒したため、利用可能な上水量が著し
く低下した(Jiang 2009)。 

人口は、ただそれだけの問題ではなく、例えばインドでは、
地下水使用が、極めて不公平であり、10％の大規模農場が 90％
の地下水を消費している(Aguilar 2011;Kumar et al. 1998)。
また民衆の喉の渇きだけが、その結果として生じるものではな
い。タンザニア共和国では、人口増加などの多様な一連の駆動
要因が、水をめぐる紛争を引き起こした(Mbonile 2005)。さ
らにアフリカの至る所で報告されるように、水不足は移住を誘
発することがある(Mwang'ombe et al. 2011; Grote and 
Warner 2010; Mbonile 2005)。 

世界の環境変化を招く一つの駆動要因である人口に対処す
る際に、世帯を、消費パターンを分析するためのユニットと見
なすことが可能である (Jiang and Hardee 2009; UNFPA 
2008; Liu et al. 2003; MacKellar et al. 1995)。先進国では、
世帯規模は、拡大家族から核家族へと家族構成が変化すると共
に、縮小している(Bongaarts 2001)。結果として、世帯数の
上昇は、人口の増加より速かった(Liu et al. 2003)。研究によ
れば、世帯数の増加は、電気器具の数を増加させ、一人当たり
の消費電力量のレベルを上げるので(Zhou et al. 2011)、人口
増加単独で発生するエネルギー消費量を２倍に上昇させる原
因になり得ると指摘されている(MacKellar et al. 1995)。規
模の経済の予想に従えば、一般により大きな世帯は、小さな世
帯より一人当たりエネルギー使用が小さい(O'Neill et al. 
2001; Ironmonger et al. 1995)。世帯の年齢構成も、エネル
ギー消費量に影響を及ぼす( Lenzen et al. 2006) 。オースト
ラリア、ブラジル、デンマーク、インド、日本からのデータを
用いて分析すると、世帯規模と都市への配置には負の相関関係
が示される一方で、居住者の平均年齢と、一人当たりエネルギ
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密度の変化
１°グリッド・セル当たりの人々の数
著しい減少～ わずかな減少 
(-315～-0.00976)
わずかな減少～ わずかな増加 
(-0.00976～0.11)
増加 
(0.11～3.75)
相当な増加
(3.76～1 531) 出典: CIESIN and CIAT 2005

図 1.3  人口密度の変化、1990～2005年
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注釈：国境の内側のすべてのセルを集めた経済生産高の変動は、 の変動と一致する。

生産高の変化
１ グリッド・セル当たりのUSドル
著しい減少～わずかな減少 
(-100～-11.112)
わずかな減少～わずかな増加 
(-11.111～42.482)
増加 
(42.483～80.861)
相当な増加
(80.862～2 397)

出典: Nordhaus et al. 2008

図 1.4 経済生産高の変化、1990～2005年

ー消費量には明らかに正の相関関係があることが分かった。家
屋数の増加は、主として人口密度の低い郊外の地勢において生
じ (Seto et al. 2010)、ガソリン消費や汚染を増大させる乗用
車や通勤車を増やす結果となるので、輸送もまた世帯数の影響
を敏感に受けることになる。 

世帯をユニットとする研究以外に、絶対的な人口規模に関連
付けられる影響を特定する研究もなされている。カリフォルニ
ア州の研究では、人口規模が窒素酸化物と一酸化炭素の排出量
の増加に著しく寄与していることが分かった(Cramer 1998)。
同様に、研究者たちは、人口規模と CO2 排出とが正の相関関
係にあることを示し(Cole and Neumayer 2004; Mackellar et 
al. 1995; Bongaarts 1992)、二酸化硫黄に対しては逆 U 字型
カーブの関係にあることも観察した(Cole and Neumayer
2004)。世帯と人口がどのように生態系に影響するかは、発展
の段階、地理的スケール、および生態系自体に大きく依存する。
そのことは第 2～6 章でさらに議論される。

経済発展 
消費と生産は、共に経済発展の構成要素で、人口のように、

環境への圧力に対して乗数的な効果を及ぼす。消費と生産は、
専門的には別々の社会経済的な駆動要因であるが、それらは表
裏一体であるので切り離して議論するのは難しい。つまり採鉱
や林業という第一次産業による原材料の消費は、回りまわって
個々の消費者によって消費される生産品の製造に生かされる。 

量 

消費のための商品の生産には、鉱物、水、食糧、繊維といっ

た原材料と、エネルギーが必要である。２０世紀の間に、世界
的な経済生産高は 20 倍以上に成長し、また原材料の採取は年
間ほぼ 600 億トンに成長した(Maddison 2009)。人口によっ
て消費されるこの原材料のレベルは、例えば緑色植物によって
毎年生産されるバイオマスの量といったような、生態系の中を
流れる大きな地球規模での原材料の流れと同規模のものであ
る (Krausmann et al. 2009; UNEP 2009b)。 

消費と生産の傾向は、先進国において安定しているように見
える一方で、ブラジル、中国、インド、メキシコのような新興
市場国では、一人当たりの資源使用とそれに関連する環境影響
が、2000 年以降増加してきており(SERI 2008)、また低開発
国では、より高い消費水準に向かってまさに移行し始めている。
もし 2050 年まで世界的な経済発展が現状のまま続き、人口が
予測通りに推移するならば、世界の資源使用の水準は、さらに
急激に上昇しそうである(Krausmann et al. 2009;SERI 2008)。 

 1970～2010 年の間、購買力平価(PPP)で測定された一人当
たり GDP の世界平均成長率は、年間 －2％から 5％の間を上
下し、平均は約 3.1％であった(World Bank 2011a)。しかし
2001 年以降、中国が 7 年で倍増することになる年間 10％で
成長し、インドが 9 年で倍増する年間 8％で成長した。いずれ
もほとんど同じペースで環境圧力を増加させた。その結果、中
国は今や年間の温室効果ガスの世界最大の排出国であり、また
2010 年以降、その経済の大きさはアメリカに次いで第 2 位で
ある(World Bank 2011a)。 
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Box 1.2  繁栄を表すGDPに勝る指標

経済実績をベンチマーク評価するためのこれまでの計算の
枠組みでは、かなりの量の自然資本やサービスが外在化され
（除外され)、そのために、重要な環境圧力やそれらを駆動す
る力が無視される。それらの圧力を含めるには、GDP や関連
するベンチマークに代わる測定基準が必要である。そのよう
な GDP に代わる手法は、通貨単位または物理的単位のいずれ
かによる測定が可能である。 

GDP に代わる通貨単位でのアプローチは、従来の計算の枠
組みを維持し、市場取引に対する従来の枠組みの信用の維持
に努めるが、環境コストや圧力を内在化する(含める)ことによ
って従来の枠組みを補強する。これを達成する共通のアプロ
ーチは、1997 年にコスタンザらによって最初に試みられた手
法であるが(Costanza et al. 1997)、市場および非市場の両
方の費用便益を完全に計算することを目指し、自然資産やサ
ービスに対して市場価格を割り当てるものである(Abraham 
and Mackie 2005; NRC 2004, 1994; Nordhaus and 
Kokkelenberg 1999)。 

GDP に代わる物理的単位でのアプローチは、産業物質代謝
または産業生態学の様式に根差したもので、経済を通過する
原材料の流れの速度と量を特定しようとするものである。物
質フロー勘定（MFA)のようなシステムは、燃焼を介する抽出
から、利用可能な商品への変換、消費者による消費、リサイ
クル、廃棄、管理に至るまで、資源の全ライフサイクルの過
程からもたらされる資源に対する圧力や、環境への望ましく
ない影響も、より正確に明らかにできると推定される。

世界、国、都市の原材料の流れの傾向を示すために、二つ
の先行指標が使用される。 

・ 単位 GDP 当たりの原材料採取の合計
・ 一人当たりの資源利用量である物質代謝率

20 世紀中に、原材料採取の合計が、70 億トンからほぼ 600
億 ト ン まで 増加 す る一 方 で、 GDP は 24 倍 増 加 した
(Krausmann et al. 2009)。同期間に、一人当たりの資源利
用が 4.6 トンから約 9 トンと２倍になる一方で、一人当たり
収入は７倍に増大した(UNEP 2011a; Krausmann et al. 
2009)。その時、資源価格は下落するか、停滞していた。総合

すると、これらのデータは、全体的に見た場合と、一人当た
りを基準として見た場合のいずれにおいても、資源デカップ
リング（一経済活動当たりの資源利用量を減らすこと）また
は脱物質化が、20世紀の間に起こったことを示す。その間に、
デカップリングのために特に充当された包括的な政策は何も
無かったので、それはおそらく世界規模の経済システム内の
力によって、自然に起こったように見える。しかし、さらな
る研究によって、その原因となった要因の特定が必要である
ことは明らかである。

使用可能なデータに制限があるため、かなり厳しい挑戦で
あるが、原材料使用が国別に増加しているか減少しているか
が判断されようとしている。生産に基づく勘定体系では、環
境圧力は圧力が生じている国に割り当てられるが、消費に基
づく勘定体系では、製品が最後に消費される国に圧力が割り
当てられる。 

さらに、貿易勘定は、ただ単に国に入ってくる貿易商品の
重量を計上するだけであって、直接的に貿易取引されない原
材料が採取されたり動かされていても、そういった隠れた流
れや間接的な流れは無視される。最後に、工業先進国は、原
材料を輸入する傾向があり、開発途上国は輸出する傾向があ
る。先進国による高い資源利用は、実際には資源を輸出して
いる国の中で起こっていることなので、上記のデータの制限
やパターンのために、先進国の資源強度が大幅に低く見積も
られている可能性がある (Caldeira and Davis 2011)。 

同じ生活水準で、より人口密度の高い地域が、それほど高
くない地域よりも、一人当たり資源消費量が少ないというこ
とになる場合は、これらのデータ制限が原因である可能性が
ある(Lenzen et al. 2006; Lariviere and Lafrance 1999; 
Kenworthy and Laube 1996)。産業化された人口密度の高
い地域を人口密度の低い地域と比較する場合、その違いはよ
り明白である。人口密度の高い地域は、都市化されているも
のと考えてよいから、これらの地域（辺境地でない）は、商
品やサービスを受け取る国際貿易の中心地であるが、資源の
採取は、一般的に人口の低い地域で行われていて、資源強度
や環境影響はどこか別の場所でカウントされている(Rosa 
and Dietz 2009)。

中国の経済成長の多くは、国内市場と輸出向け製造の増大か
らもたらされた。それに比べて、サハラ以南のアフリカでの平
均伸び率はマイナスで、中東と北アフリカでは１％未満である。
図 1.4 に示されるように、地域によって相当な変異がある。さ
らに、1995 年以降、ロシアの年間成長率は －7.8％と 10.0％
の間を上下し、平均 3.3％であった(World Bank 2011c)。 

 経済成長を予測するのは難しく、1980 年代と 1990 年代に、
韓国は、中国やインドの最近の成長率に似た急激な成長率を経

験したが、その後、より穏やかな比率に減速した(World Bank 
2011b)。現状での資源使用の程度を満たすために必要とされ
る仮想の土地の大きさという尺度で、すべての環境圧力を集約
して示すエコロジカル・フットプリントの概念を用いると 
(Wackernagel et al. 2002, 1999)、中国およびインドが、毎
年の生産効率をそれぞれ 2.9 および 2.2％改善できなければ、
両者で、2001～2015 年の間の地球全体のフットプリントの予
測増加量のうちの 37％を占める可能性がある(Dietz et al. 
2007)。このような成長速度が、地球システムの生物物理的な 
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図図 1.5  環境クズネッツ曲線の簡単な説明
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限界という観点で見た場合に、はたして現実的であるかどうか
は、今のところ不明である(第 7 章)(Rockstrom et al. 2009)。 

質 

技術は、商品やサービスを生産するための鍵になる要素であ
り、環境影響の点からも重要な要素である。強度や質といった
要素は、技術革新による影響を受けて、人口の上昇という悪影
響を十分に補うことができるから、経済成長はいずれ環境の改
善をもたらすことになる、と議論されてきた。その一例は 1970
年以降の先進国における温室効果ガス排出の割合であるが、環
境影響をより小さくする方向へ技術変革がなされるため、排出
量は経済活動よりも遅い速度で増加していくと説明されてい
る(Bruvoll and Medin 2003; Hamilton and Turton 2002)。
しかし他部門がそのようにうまくいくかは定かではなく、つま
り国家レベルでの森林破壊を縮小させる努力が、国内で効果を
もたらしたとしても、木材需要が他国での森林破壊を増加させ
るかもしれない(Meyfroidt and Lambin 2009)。 

環境クズネッツ曲線（図 1.5）は、国々がより豊かになるに
つれて、環境に対する懸念が増して、環境を保護する政策へと
導かれていくこと、またそれに加えて、嗜好が、環境に有害な
商品やサービスから離れていくように変革していくことを示
唆した(Grossman and Krueger 1995)。 

この理論は広範囲に考察され(Carson 2010; Mol 2010; 
York et al. 2010; Aslanidis and Iranzo 2009; Galeotti et al. 
2009; Jalil and Mahmud 2009; Lee et al. 2009; Roberts 
and Grimes 1997)、論争が続いているが、理論が予測するよ
うに、いくつかの企業や産業界が環境への影響を減少させた明
らかな証拠があるように見える。しかしより環境に無害な技術
へとシフトしていくには、多くの障害がある。いくつかの場合、
それは経済的問題で、環境に配慮する技術には総合的に高いコ
ストがかかる。しかし多くの場合、新技術の成長ペースの遅さ
を、単純な費用対効果の計算で説明するのは十分ではない。例
えば、研究者が長年にわたってエネルギー効率に欠陥があるこ
とを指摘しても(Jaffe and Stavins 1994)、経済的に有利にな
るエネルギー効率への投資が為されてこなかった。特にライフ
サイクル原価計算（LCC）が適用されれば、消費者も産業も、
エネルギーコストを節約して潜在的な見返りを期待できるの
に、その欠陥を埋める顕著な投資がなされてこなかった。

他方、資源効率を改善する技術的進歩は、資源利用のコスト
を下げるが、そのために需要が増大するという、思い通りにな
らない環境影響をもたらすことがある。その需要の増大が、効
率性の利益より大きい場合、環境影響を伴って増加するために、
資源の総消費量が実際に増大することになる。この現象は、ジ
ェヴォンズのパラドックスまたはリバウンド効果として知ら
れている(Polimeni and Polimeni 2006; York 2006)。技術
の選択は、経済的要因ならびに個人や国民の決定によって形成
されるが、環境に対する人類の全影響をも決定することになる
ので極めて大切である。環境的により無害でコスト効率の良い 

技術であっても採用が妨げられており、その妨げている障害を
明らかにする研究が始まったばかりである。採用を妨げる主な
要因の一つは、少なくとも世帯が、ライフサイクル原価計算に
ついてよく知らないこと、また一般に用いられている技術によ
るエネルギーやコストへの影響についての理解が不足してい
ることである(Attari at al. 2010; Carrico et al. 2009)。また、
同じ要因が、組織的意志決定にも作用しているようである。 

価値観 

価値観は、環境を変化させる一つの重要な駆動要因であると
見なすのが一般的である。一つのレベルでなら議論は単純であ
り、特に消費に関する人間の決定は、価値観によって影響を受
け、それらの決定が環境に影響を及ぼす。しかし、人間の意思
決定についての研究によれば、信仰や規範も非常に重要であり、
価値観は認知過程での単なる一つの要素に過ぎないと指摘さ
れている(Stern 2011)。いくつかの決定には、価値観と信仰に
基づくしっかりとした熟慮が反映されるが、多くの決定は、大
した熟慮無しに、標準的な期待や感情や、シンボルについての
解 釈、ま たはせ っかち な判断 に基づ いてな されて い る
(Kahneman 2003; Jaeger et al. 2001)。 

環境についての意思決定に関する社会心理学を調査した公
に認められた膨大な文献があり、その中にいくつかの一般法則
を見出すことができる (Carrico et al. 2011; Schultz and 
Kaiser 2011; Stern 2011; Stern et al. 2010)。まず第一に、
環境につていの意思決定を説明するには、単一の要素では不十
分で、価値観、信仰、規範、信頼のすべてが必要である。ここ
でいう信頼とは、共に行動を起こさなければならない他の人々
や、情報を提供してくれている他の人々への信頼である。第二
に、意思決定は多くの場合、個々の人間が、損得を重視してい
るのかどうかといったことなどの周りの状況を読み取り、その 



社会心理学は、環境について意思決定を行う基になる要素に
ついて説明する多くの概念を発展させた。これらの中でも、価
値観が最も徹底的に調査され、多くの国の状況を踏まえて実験
的に調べられた(Dietz et al. 2005)。すると、特に、他の人た
ちに向けられる愛他精神、他の生物種や生物圏に向けられる愛
他精神が、一貫して見出され、環境保護の姿勢や振る舞いを予
見させるものであった。次に、研究所や現場環境の両方で実施
された試験的なゲームにおいては、他者と協力しようとする積
極的な意思は、個々の人間や文化によってかなり異なる 
(Henrich et al. 2010, 2005)。最近、森林共有地のジレンマ
に対しては信頼が重要であることを示す相当量の文献が示さ
れると共に(Fehr 2009)、上記の協力する性向が、森林共有地
を管理する際に重要であることが示された(Rustagi et al 

2010; Vollan and Ostrom 2010)。しかし、信頼についての
研究は、価値観について為されたより多くの文献との関連付け
が、まだ為されていない。消費者調査によって、環境に配慮さ
れた製品に対して、個人がなぜもっと支出しようとしないのか、
その一連の理由が明らかにされた(WBCSD 2010)。その上位
3 つの理由は、その消費決定によって生じる環境上の悪影響に
ついて理解できていないこと、または無関心であることに関係
したもので、そして 4 つ目の理由は、最も一般的なものである
が、個々の人たちが、彼等の仲間の間で、その行為を一般的慣
習として見ているかどうかというものであった。この最後の点
は、価値観に対して取られる社会的な圧力の重要性を示してお
り、ひいては、環境に影響を与える決定が、いかに社会的圧力
によって影響を受けているかを示している。 

食事 

経済成長と共に、食事の量や質に変化が起き、ポピキン
(Popkin 2002)は、それを栄養転換と表現している。これは次
の３つの段階で起こる。収入の増加と共に飢きんの発生が減少
する段階、行動や食糧消費パターンの変化によって慢性的な食
事関連の疾病が発生する段階、そして、より健康的な人生を長
く送ることができるよう食事や行動のレベルが、より良く管理
されるようになる行動変化の段階。 

食糧消費の増大とそれに関連する飼料向け需要の増大が、農
産品の国内需要や輸出需要に応じて成長していく必要がある
供給のペースを決定する。ブラジル、中国、インド、インドネ
シアといった、いくつかの急速に発展する地域が都市化して、 
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図図 1.6  肉の供給の変化、 地域別、1960～2007年
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ヨーロッパは、1990年代の初めの牛海綿状脳症(BSE)危機により、1990年
と1999年の間にその肉の供給が著しく減少した。
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読み取ったものに基づいて決定を下しているという意味で、周
りの状況に依存するものである。個々の人間は、時には消費者
として、時にはコミュニティのメンバーとして、時には市民と
して行動する。第三に、社会のネットワークがとても重要であ
り、それは価値観、信仰、規範、信頼、その他の重要な要素を
形成するだけでなく、上記の周りの状況も提供する(Henry 
2009; Jackson and Yariv 2007)。第四に、価値観、信仰、規
範、信頼、それに個性は、振る舞いを形にする際に起こさねば
ならない行動の特性によって反応する。例えば、環境保護活動
に着手することが非常に簡単であるか困難である場合には、社
会心理的な要素は、ほとんど問題にならないが、中程度に困難
な活動の場合は、決定的に重要な意味を持つ(Guagnano et al. 
1995)。 



人口が変化し世帯が裕福になっており、食糧の消費パターンの
変化が、地域の食糧システムに深刻な影響をもたらすようにな
ることが示される(Satterthwaite et al. 2010)。これらの消費
や消費の好みにおける変化は、需要サイドから、食糧やエネル
ギーのシステムに対する圧力を増大させ、その圧力が、市場を
介して価格を変動させる、生産者との相互作用を通して、供給
サイドにそれを補う調節を引き起こす。 

都市地域は、田舎より一般に裕福であり、より高い水準の肉、
乳製品や植物油を特徴とする都市型の食事をとるために、食品
構成に相当な差が出る。これらの食糧は、多くの場合、輸入さ
れるため、よりエネルギー集約的な生産が必要とされる(de 
Haen et al. 2003; Popkin 2001)。グローバル化と都市化は、
食事の収れん（convergence）および適応（adaptation）を
引き起こすとされている。食事の収れんとは、カロリー摂取量
が小麦、米、トウモロコシのような少数の主要農作物に集中す
ることを指し、それに付随して健康への影響が伴う。食事の適
応とは、ライフスタイルの変化、多くの広告に触れること、そ
して調理の時間的制約により、加工食品により大きく頼るよう
になることが特徴である。さらにこのように消費が集中するこ
とにより、スーパーマーケットおよびより大規模な農業生産を
無条件に選択せざるを得なくなるため、比較的少数の企業間に
食糧サプライチェーンが集中するようになる(Kennedy et al. 
2005)。 

エネルギーと水の連立問題 

消費のもう一つの重要な力学は、エネルギー消費と水消費と
の間でのトレードオフである。この力学は、エネルギー生産と
農業のいずれにとっても重要である。Gerbens-Leenes ら
(2009)は、全世界で使用される 60～80％の水が潅漑に提供さ
れ、降雨量の少ないいくつかの地域では、それがほぼ 90％に
まで高まっていると推定している。その上、潅漑に費やされる
エネルギー消費が、かなり大きい。インドでは、よく政府によ
って、揚水に多額の補助金が交付され、15～20％の電気がこ
の目的のために使用される (Shahra et al. 2004)。農業のた
めのエネルギー使用は、先進国、開発途上の両方においてかな
り多いが、先進国においては、食糧の加工と輸送のために使用
されるエネルギーが、農業生産部門全体の２倍になることもあ
る(Bazilian et al. 2011)。 

駆動要因による圧力の連続体 
人口と経済発展が、不況や景気低迷にもかかわらず成長し続

けるなかで、技術革新が、コミュニティや社会を統合してグロ
ーバルな文明へと高めた。エネルギーや輸送における技術進歩
が、生産と消費を成長させる新しい機会を絶えず生み出し、通
信や移動性に注がれた創意工夫が、前の世代では想像もできな
かった新製品やサービスを作り出した。人類の居留地、社会、
人間関係が成長し統合されていくことは、迅速な都市化やグロ
ーバル化によって証明されている。 

エネルギー 
量 

世界人口が増加するにつれ、より多くの人々が物質面でのよ
り高い生活水準を目指すようになるが、それを提供するのに必
要なエネルギー需要と共に、商品やサービスに対するさらに大
きな需要も生み出される。1992～2008 年まで、一人当たりの
エネルギー消費量は、毎年 5％の速度で増加した。2009 年に、
金融および経済危機の結果、世界のエネルギー消費の合計が、
この 30 年で初めて 2.2％だけ減少した(Enerdata 2011)。そ
のうちの半分は OECD の国で生じた(IEA 2011)。石油、天然
ガス、原子力の消費はすべて減少し、一方で水力発電や再生可
能エネルギーの消費が増加した。石炭は影響されなかった唯一
のエネルギー源であった。2010 年の一次エネルギー消費は、
2009 年のわずかな減少分を軽くしのいで、世界で 4.7％上昇
したと推測される。しかし、人口増加が水平になると予想され、
またエネルギー効率が継続的に向上するために、将来のエネル
ギー消費の成長率は減少すると予想されている(IEA 2011)。 

14  第１部：現状と傾向 

2030年までに、アジアの人口の55％以上が都会に住むだろう。 
© Klbae Park/UN Photo

したがって、地域経済が成長し続けると共に、肉に対する消
費も生産も成長する(図 1.6)。畜産物の生産は、人為的な土地
利用の中で最大のもので、地球の地表の 30％、全ての農地の
70％を占めており、さらに全ての耕作可能な土地の 33％が飼
料の生産のために使用されている(Steinfeld et al. 2006)。ペ
ルティエとタイドマースは(Pelletier and Tyedmers 2010)、
地球規模での、気候変動、反応性窒素の移動、植物バイオマス
の占有という 3 つの環境領域における人類の生物物理学的な
限界、についての最近の推定値の大半を、2050 年までに、畜
産部門が単独で占めるか、あるいはその推定値を著しく超える
ことになるかもしれないと示唆している。 

さらに水は、エネルギー生産、ならびに鉱物採取のための重
要な資源となり得る。しかし最近の水圧破砕作業など、採鉱に
よる一般的な副作用で淡水が汚染されている (Scott et al. 
2011)。中国では、産業による汚染だけでなく、供給の減少に
よる水不足に苦しんでいる。世界銀行(World Bank 2006) は、
中国の水不足の 3 分の 1 までは、汚染によるもので、それにか
かるコストは GDP の 1～3％に相当すると推測している。 
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石炭火力発電所からの排出物が大気へ上昇している。  
© Sasha Radosavljevic/iStock

各エネルギーのシェアは、石油の減少と天然ガスの増加によ
ってもたらされる割合で変わるだろう。石炭は比較的一定を保
つと予想され、原子力エネルギーの使用は、アジアでの投資の
ために増加するだろう。しかし、2011 年の福島での惨事によ
る政策変更の可能性があるため、原子力の成長軌道を予測する
のは難しい。原子力エネルギー計画が継続されない場合、より
多くの石炭が使用されることになり、気候変動の緩和努力に対
して重大な影響がもたらされるだろう(IEA 2011)。開発途上
の地域では、2005 年～2010 年の間の一人当たりエネルギー
消費量が、特に強い増加を示すが、2010 年には、それが横ば
い状態になっているようである。3 つの主な経済部門でのエネ
ルギー消費は次のとおりである(IEA 2011)。 

・製造部門：33％ 
・世帯部門：29％ 
・輸送部門：26％ 

電気および発熱が、全 CO2 排出のうちの 40％以上の割合
を占める(IEA 2010)。1992 年～2008 年の間に、CO2 排出
が年間 3％以上の率で上昇し、合計 66％の上昇となったのは、
世界人口の上昇よりはるかに大きな増加であるが、それは主と
して多くの開発途上国で、鉱工業生産が成長しただけでなく、
生活水準がより高くなった結果である。 

一人当たりを基準に、先進国における電力生産が、1992 年
の 8.3 MWh（メガワット時）から 2008 年の約 10MWh に
まで増え、これは、パーセンテージでいえば 22％という（世
界の中で）最小の上昇幅であるが、1 人当たりの電力生産量で
は 1.7MWh と最大の伸びであった(IEA 2010)。一人当たりの
電力生産の世界平均は、1992 年の 2.2MWh から 2008 年の
3.0MWhまで33％成長し、一方、開発途上国のそれは、1MWh
から 1.7 MWh まで 68％成長した(IEA 2010)。 

2010 年に、世界人口の約 20％である 14 億 4000 万人が、
まだエネルギー不足に苦しんでおり、信頼できる電気または送
電網を利用できず、料理や照明を完全にバイオマスに依存して
いる(UNEP 2011b)。 

消費においてアメリカと競争を続けている中国が、貿易量と
貿易額において勝っているエネルギー商品は原油である(EIA 
2010)。中東は、全世界の石油取引のおよそ半分を占める(IEA 
2008)。石炭の生産は、2005～2009 年の間に年当たり 3～5％
増加したが、それは、中国が石炭の生産を 2008～2009 年に
16％増加させ、30 億 5000 万トンという世界の総石炭生産高
の 44％に到達したためである。しかし、急速に増加するエネ
ルギー需要で、中国は 2007 年に初めて石炭の純輸入国になっ
た(Kahrl and Roland-Holst 2008)。アメリカは、年間 9 億
7500 万トンの石炭を生産する 2 番目に大きな生産国で、5 億
6600 万トンを生産するインドがそれに続く。 

質 

再生可能エネルギーの生産が、多くの注目を集めつつあり、
太陽、風、水、木材などの再生可能資源から生産されるエネル
ギー量は、2008 年に世界供給量の 13％になり、2010 年の推 

定量は 16％になる(REN21 2011)。しかし最大の再生可能資
源は、世界供給量の 10％を占めるバイオマスで、さらにその
ほぼ 3 分の 2 は、開発途上国で料理や加熱に使用されるバイオ
マスである(IPCC 2011)。したがって、バイオマスを除外する
と、他の再生可能資源は、世界のエネルギーの約 3％を提供す
るに過ぎない。 

1992 年以降、太陽エネルギー供給は 30,000％上昇し、風
エネルギーは 6,000％の増加で、バイオ燃料の生産は 3,500％
上昇した。すべて非常に低い基準点からの上昇率である。これ
は主として、これらの技術のコスト削減、および再生可能エネ
ルギー促進政策が、2010 年に 199 か国によって採択されたこ
とによる(REN21 2011)。 

トウモロコシ、サトウキビ、油ヤシ、菜種といったバイオマ
スから作られる輸送用燃料の生産が急増した。エタノールは
20 年間ブラジルで広く使用されてきたが、その使用が 1990
年代の終わりに世界的に加速され、毎年 20％ずつ増加し、
2009 年には石油換算で 3,000 万トンに達した。21 世紀の初
期に、バイオディーゼルが利用可能になり、生産が年間約 60％
で成長し、2009 年には石油換算でほぼ 1,300 万トンに達した。
しかし、バイオ燃料の生産について、最近の情報では、次のよ
うな懸念、つまり土地の開墾や転用による直接的な環境影響や
社会的影響、可能性のある侵入生物種の伝来、水の使い過ぎ、
グローバルな食糧市場に対する影響についての懸念が投げか
けられている。また懸念される追加要素として、一般的には発
展途上国において、時には半乾燥の国々において、食糧やバイ
オ燃料を生産するために、より裕福な国家による土地の購入や
リースが行われることである。この傾向は、化石資源や再生可
能な水資源だけでなく、地方の食糧安全保障にも重大な影響を
及ぼしかねない(UNEP 2009a)。 
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エネルギー部門を環境に優しくするための投資は、2010 年
に総額 2,110 億 US ドルという新記録を樹立しつつあり、それ
は 2009 年からみて 32％の上昇で、2004 年の総額のほぼ 5.5
倍になる。開発途上国における実用規模の再生可能エネルギー
事業への新たな投資額が、初めて、先進国経済のそれを上回っ
た(UNEP 2011c)。 

一部の人々によって、成長するエネルギー需要を賄うものと
目されている原子力発電所の数は、1992 年以降 20％以上増加
し、2012 年中頃までに 435 箇所に上昇する。国際原子力機関
によれば(IAEA 2008)、原子力を持っている 30 か国では、電
気に占める原子力のシェアは、フランスの 78％から中国の 2％
までの範囲にある。中国は 14 の稼働中のプラントと、建設中
の 25 のプラント、さらに計画中のプラントを持つ(WNA 
2011a)。1992 年以降、原子力電源からのエネルギー生産は、
ほぼ 30％成長したが、供給中の全電源に占める原子力のシェ
アは 1992 年の 17.5％から 2008 年の 13.5％まで下がった。
今日、世界中で、60 のプラントが建設中で、155 箇所が計画
され、339 プラントが提案されている(WNA 2011b)。 

世界のエネルギー消費量は、成長し続けると予想されている。
中国のエネルギー強度は 1980～2002 年の間に 66％減少した
が(IEA 2008; Polimeni and Polimeni 2006)、インドの GDP
の単位当りエネルギー使用量は、その同期間に、比較的一定の
ままだった。インドはその発展する経済のために、2030 年ま
でに、推定される世界の CO2 排出の増加の 8％を担うと予想
される(World Bank 2008)。国際社会が、この先、気候変動
の対処に困窮し続けるならば、今世紀の終わりまでに気温は
3.5～6℃上昇するかもしれない(IEA 2011)。世界的な温室効
果ガス排出の上昇を止めるために、京都議定書は、より環境に
やさしい技術が、先進国から開発途上国の経済に移転されるよ
う促進した。貿易がこれらの技術を広げる手段と見なされてい
るが、既存の貿易障壁を相当に減らさせなくては、この削減手
法は影響を限定されてしまうだろう(World Bank 2008) 

エネルギーを求める世界的需要を満たす上で、依然として重
大な不公正が残ったままである。今日、13 億人が電気を使用
できず、また 27 億人が食糧を調理する際にまだ従来のバイオ
マス使用に頼っており、そのためそれに付随する森林伐採速度、
土壌侵食、人の健康に、影響が出ている(IEA 2011)。一人当
たりの薪消費量は、世帯規模が小さくなると増え、資産効果の
出る都市化によって減少することが示されているので、薪への
依存は、人口動態的な側面を持つ (Knight and Rosa 2011)。
2030 年までに一次エネルギーを誰もが利用できるようにする
ためには、毎年 480億 US ドルの投資が必要である(IEA 2011)。 

輸送 
量 

輸送は、人々、生産、消費のために役立ち、貿易を促進する
重要なものである。世界経済は、厳しい景気後退から現在、回
復しつつある。著しい地理的な差はあるが、世界の鉱工業生産
および貿易が上昇して、深刻な景気後退の前の水準に戻りつつ
ある。GDP は、中国において最も速く成長しており、2010 

年に年間 10.3％で、インドが 9.7％である。グローバル・イン
サイトが発表したデータによれば(Global Insight 2010)、次
の 40 年で、ブラジル、ロシア、インド、中国（BRIC 国）が、
GDP において、ドイツ、英国、フランス、イタリアを上回っ
て、アメリカに接近し始め、2050 年までに中国が世界で最も
高い GDP を持つ確かな可能性があると示唆している。この不
均衡な成長は、物流管理やサプライチェーンの観点から多くの
課題と機会をもたらし、国際貿易や物品の流れに影響を及ぼす。 

国々とすべての大陸域が、競争力をつけようとして特化しつ
つあり、輸送に対して、さらに大きな需要を生み出しつつある
ように思われる。例えば、ヨーロッパ、アメリカ、カナダ、お
よび日本は、中南米、いくつかの西欧諸国、多くの東欧諸国、
およびアフリカの一部から輸出される果実に依存している。同
様の特化したもので動く生産や消費の傾向が、すべての製品で
起こっていて、輸送に対する需要がさらに高く押し上げられ、
燃料価格に対する貨物量の弾性は小さい。この常に増大してい
く国際貿易を管理するために導き出された傾向がコンテナ輸
送であり、それは産業界の多くの人々によって、より大型船を
使用して規模の経済を達成する物品の取扱における大改革で
あると見なされている。国際貿易の 80～90％は、船便による
と推定されている(UNCTAD 2011)。 

アメリカでは、輸送統計局(BTS 2011)が、2005 年と 2006
年のコンテナ貿易が前の十年間の２倍だったと報告し、20 フ
ィートコンテナ (TEU：19～43 ｍ３) に換算すると 4,630 万
TEU に増加した。世界規模で見ると、同期間にコンテナ貿易
が３倍になった。世界で最大の通商圏である欧州連合(EU)は、
その外部との貿易の 90％、および内部での貿易の 40％の計
35 億トンを船便で行なっている(Reynaud 2009; Goulias 
2008)。しかし、主要港における調査によると、積荷を船便に
することが環境面で利点があるとしても、積み降ろし場所にか
なりの配慮が必要とされるということである。例えば、主要な
ハブ港である、カリフォルニアのロサンゼルス港は、天然ガス
の燃料補給のための給油ステーションを備えた清掃車の導入、
積荷取扱い人と湾の船のための作業基準、鉄道機関車の近代化
と清掃、船舶速度を減速させるといった様々な方策を実施して
いる(Port of Los Angeles 2010)。 

航空貨物に関しては、2011 年の成長については消費者の支
出に強く依存すると予想されるが、2008 年と 2009 年の不況
の後、2010 年に世界で年間 21％という成長を為し、経済危機
の前の水準に戻り始めた(IATA 2011)。鉄道貨物については、
国際輸送フォーラム(ITF)のデータによれば、幾分かの回復を
示すものの、長期に渡って解明されていない影響で、まだ経済
危機に苦しんでいる。例外的にインドは鉄道貨物が増加し続け
ている。自動車貨物の回復については、鉄道と同様に、多くの
OECD や ITF の国々にとって、国レベルでも国際レベルでも
非常に遅れている。 

移動した乗客数は、中国、インド、ブラジルで、2009 年と
比べて 2010 年に 7.1％の成長を記録した。国際航空運送協会
によれば、2010 年に、これまでになく、およそ 6.4％多い 24 
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2011年、北京の高速輸送地下鉄網は21億8000万人以上の乗客を運んだ。　© Niclas Mäkelä

億もの国内および海外への乗客があり、乗客の移動したキロ数
も同様の傾向が見られた。鉄道による移動乗客数は、可能な別
の輸送機関に取って代わられ、減少し続けた。自家用車による
移動キロ数のデータは、整合がとれたデータではないものの、
経済危機が全体的に旅行を縮小させたことは明らかである。さ
らに先進経済においては、自動車による移動者の飽和状態が観
察されていて、それは年間およそ一桁のパーセントの成長率を
前後していて、移動キロ数の増加は取るに足らない。 

質 

輸送は、人類の発展に寄与する相互作用を可能にするが、そ
の一方で、高速の移動用乗り物のためのインフラ設備が、強制
移転や障壁を生み出してコミュニティを分断し、幸福度を低下
させる。道路、それに世界の 10 億台の自動車を格納するため
の莫大な量の駐車場は、最も一般的な障壁であるが、空港や、
コンテナ船用の港も、大きな障壁である。 

 非常に高いレベルの移動性を備えた社会では、関連する環境
による圧力や便益を社会的に分配する際の不公正に対して、高
い懸念が示されるようになる (Adams 1999)。人々の住居の
ほとんどは、水や農地が供給される近くに配置されるので、輸
送のためのインフラ設備が、食糧生産を立ち退かせるだけでな
く、景観をばらばらにするので野生動物の維持ができなくなる
(Huijser et al. 2008)。さらに輸送は、そのためのインフラ整
備が、新たな場所に採鉱や林業や発電といった経済活動を促進
するので、人々の土地へのアクセスを拡張させ、二次的な環境
影響をもたらす。また輸送は、より広範囲に人々が永住する住
居、特に郊外や都市を成長させる。 

輸送のためのほとんどのエネルギーは化石燃料からもたら 

されるので、自動車の増加は、土地や水質の劣化による都市衛
生の問題から、気候変動の助長まで、様々な特定の環境影響を
もたらす。多くの人たちは自動車が燃料電池や電動モーターで
駆動するようにシフトする長期的見通しについては楽観的に
見ているが、短期的な変化については難しいだろう。自動車は、
最も高いレベルのエネルギー消費と、温室効果ガスの排出を示
しているのであり、その競合する他の輸送技術より、環境に及
ぼす影響は著しく強い (Chester and Horvath 2009)。また
自家用車の所有は、分散していく低人口密度のスプロールを引
き起こすことによって都市化のパターンに影響する傾向があ
る。スプロールは、多くの状況において、個々の世帯に都市環
境に対する不満を抱かせ、全体として環境の質を低下させる。
それらを引き起こす輸送インフラと同様に、このように新しく、
または拡張して造られる都市区域は、自然景観に影響を与え、
輸送による直接的環境影響を増幅させる。 

 景気後退により、例えば英国やアメリカでは、輸送活動量に
一時的な減少があったかもしれない (Millard -Ball and 
Schipper 2011; Metz 2010)。しかし、これらの減少より、
急速に発展する低所得国や中所得国での自家用車所有の増加
が上回っているようである。現在、世界中の自動車の数は、人々
の数よりはるかに速く増加している(World Bank 2012)。ア
メリカで達成された高機動性のレベルが、いつか他の多くの
国々でも達成されるとは考えにくいが、特に収入の増加と共に、
移動のレベルが高まり、個人が電動モーター付き車両を持つよ
うにシフトする可能性は多いにある。中国やインドなどの開発
途上国では、大きく環境を汚染するオートバイの所有とその使
用が、車より速く増大している(Pucher et al. 2007)。より燃
費のいい乗り物が導入されても、数が増加すれば効率による便
益が圧倒されてしまうだろう。 
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世界中の自動車産業は、現在１日当たり22万台以上の車を
生産している。　© Josemoraes/iStock

しかし、グリーン市場の創設における政府や支持グループに
よる積極的な働きで、二つの関連する制度が実現されるだろう。
一つは、企業が CO2 の発生を処理しきれない部分を埋め合わ
すために、先物やオプションとして、オフセットを購入するこ
と が で き る オ フ セ ッ ト 取 引 の 市 場 で あ る (Lequet and 
Bellasen 2008)。もう一つは、発生した CO2量を地域のサプ
ライチェーンとの連携などの様々な緩和活動で相殺する、カー
ボンニュートラルのサプライチェーンを開発する試みである。
政策全体から見て、これらは、カーボンニュートラルの達成を
促進すると共に、小さな現地メーカーに、多国籍企業と組ませ
るよう働きかけることによる、いくつかの開発利益をもたらす
ことができるだろう。同じように、健康、環境、社会正義、個
人正義、持続可能な生活を促進していくことを基本にするライ
フスタイルを基軸とした新しい市場が発展しつつある。その発
展は、すべての部門にわたって、環境にやさしい輸送政策を組
み入れた、より持続可能な開発を進める新しい政策を策定する
機会を世界中に提供する。 

都市化 
量 

都市化は、これまでに論じてきた、食糧やエネルギーと複雑
に相互作用する。世界の人口の半分が暮らしている市街地は、
世界のエネルギーの3分の2を使用し、世界の炭素排出の70％
を生み出している(IEA 2008)。市街地が消費するエネルギー 
量は、そこに構築される環境が、住居や商業ビル群なのか、輸
送インフラなのかによって大きく左右される。例えば、北京や
上海の高度経済成長において、1985 年以降、産業活動に起因 

する排出量の割合が減少するということが起こったが、1985
年～2006 年の間に、乗り物を所有する個人が増加するにつれ
て、輸送に起因する排出が、北京で 7 倍、上海で 8 倍と著しく
増加した(Dhakal 2009)。この増加量は、中国政府が実施した
エネルギー効率ラベル制度によって、2006～2010 年の間に回
避された 14 億トンの CO2 排出分のクレジットで、ある程度、
相殺されたかもしれない(Zhan et al. 2011)。 

一般に、開発途上国では、一人当たり温室効果ガス排出は、
都市人口による生成量の方が、周囲の農村人口による生成量よ
り高くなる。一方、先進国ではそれが逆になる(Dhakal 2010)。
市街地でのエネルギー消費は、食糧消費の場合とよく似ていて、
その環境影響が生じる場所から人々が消費する場所が遠く離
れているため、人々は、自分たちの消費によって発生している
温室効果ガスや水質汚濁の影響に気付かずにいることがある 
(Scott et al. 2011)。 

人口増加と GDP は互いに結び付いているため、人口増加と
GDP の正確な予測無しに、市街地が空間的に膨張する速度を
正確に予測することは難しい。その予測に挑戦することは、最
近の研究でこれら三つの要素間の関係が、地域によって著しく
変わる場合があることが示唆されたため、さらに困難になって
いる。人工衛星を用いた都市空間の拡張変化についての評価に
よると、中国が最も速く、市街地が年間 3～7％の平均速度で
成長していることが示される。人口および GDP の成長がこの
膨張に及ぼす寄与度は、北アメリカでそれぞれ 27％および
72％であり、インドでそれぞれ 23％および 30％であることが
分かった。その同じ研究において、アフリカの都市の成長は、
GDP との関係を示さなかったが、多くの開発途上国では、
GDP 統計によって捕らえられない、かなりの量の非公式な経
済活動があるとの認識がなされている(Seto et al. 2010)。 

成長している都市での人々の空間分布に関する決定的な特
徴は、おそらく東アジアで最も一般的なことであるが、周辺域
の発展である(Seto et al. 2010)。2000年の衛星画像を使用し
て、この現象を数値化すると、全市街地の空間的広がりの推定
値は、市街地の被覆についての定義が様々であることも一つの
原因であるが、陸地表面の0.2～2.4％の範囲にあることが示さ
れる(Potere and Schneider 2007)。アメリカやカナダのよう
な先進国においては、およそ半分の都市人口が郊外に住んでい
る一方で、開発途上の諸国においては、不法居住区またはスラ
ム街が、都市人口の3分の1以上を抱えている(UN-Habitat 
2003)。 

都市の空間分布は、都市化と輸送の間に複雑な相互作用があ
ることを示している。例えば、一人当たりの温室効果ガス排出
を比較する場合、ニューヨークやロンドンでは、住居や商業ビ
ルから著しく大きな排出がある一方で、バンコクでは輸送によ
る排出が支配的である(Croci et al. 2011)。都市内を移動する 



能力は、環境への影響と、経済的生産性の両面で非常に重要で
ある (Bertaud et al. 2011)。開発途上国では、移動の大部分
はコミューター（郊外電車）に乗って為されているが、収入の
増加につれて、個々の人たちは、より私的に移動するようにな
るだろう。ショッピングや娯楽センターの所在地、学校や病院
が広範囲に広がっていて、それほど容易には公共交通システム
で接続されていないため、個人が乗り物を獲得するようになる
(Bertaud et al. 2011)。最後に、使用される燃料のタイプが、
市街地での環境影響に作用する重要な要素である。既に多くの
列車は電気で走っているが、電動の乗り物の使用が増加すべき
で、そうなるとより多くの電気が必要とされるだろう。もし、
エネルギー源の価格が、炭素強度に基づいて決められないなら、
石炭を用いる電力生産の増加によって、温室効果ガス排出が著
しく増大するだろう(Bertaud et al. 2011) 

質 

都市は、資源をより持続可能に管理する方法を発展させ、温
室効果ガス排出を削減するための一つのチャンスであると見
なされてきた。先進国の都市における一人当たりの排出量は、
周りの農村地域よりも一般に低いけれども、その排出源が非常
に分散しているため、一つの包括的な政策手段で管理すること
は困難である(Bertaud et al. 2011)。特に開発途上国において
は、都市は、緩和策よりも、気候変動への適応策を発展させる
必要がある(World Bank 2011d)。南アメリカ、アフリカ、ア
ジアのいくつかの都市が、革新的な適応戦略の開発に、大きな
リーダーシップを示した (Heinrichs et al. 2011)。 

開発途上の都市は、廃棄物ゼロを達成するよう奨励されてお
り、それらの都市の指針には、ごみ焼却の削減、大量の紙やプ
ラスチックのリサイクル、既存の埋めたて地から貴金属やレア 

アースを採鉱することが盛り込まれている(Zaman and 
Lehmann 2011)。 

地球に新たに増える数十億人は、自給自足農業を通して土地
に直接的影響を及ぼすが、地球は彼等を支えることができるの
か、また、新たに増える何十億の都市人口は、大きな企業農場
で生産される肉から、脂肪やタンパク質を消費者として消費す
ることを通して、土地に間接的影響を及ぼすが、地球は彼等を
支えることができるのかという疑問が残されたままである。こ
の疑問に対する答えが出れば、どれだけの土地を、家畜の飼育
や、飼料の生産や、農業に振り向けられるかが究極的に明らか
になるだろう。短期において明らかにされていないことは、人
口転換の加速か減速のいずれが、土地システムへの負荷を増加
させるのか、それとも減少させるのかということである。しか
し、最も貧しい人たちの生活水準が、より公平に先進国世界の
人々に匹敵するところまで引き上げられる場合、人口増加は遅
くなり、関連する環境影響は縮小し始めるに違いない。人口転
換と健康の変遷は、一般的に環境の変化、特に土地利用と土地
被覆の変化を予測する重要な判断材料であり続けるだろう。人
口転換および健康の変遷を促す基本は、母子保健と教育への投
資であるだろう。 

グローバル化 

量 
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図 1.7 　人口、GDP、貿易、CO2排出量の成長、 1990～2008年

 食糧、燃料、鉱物の貿易が最近の数十年間に劇的に増加し、
減速の兆候はほとんど見られない。国際貿易は 1990 年以降急
速に成長し、年間12％で6年で２倍になった(図1.7)(Peters et 
al. 2011)。さらに輸出品からの年間排出量が 4.3％増大した。
それは多くの場合、先進国から、現場の技術がより精巧でない
開発途上国へ製造が移転したためである(Peters et al. 2011)。 
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世界中で太陽光などの再生可能資源から生産されるエネルギー量
は上昇中である。© Fernando Alonso Herrero/iStock

貿易の自由化がより高まると、次の三つの点で、いずれも環
境に対する圧力が加わることになる。 

・経済活動が増加し、自然資源の採取が拡大することによ
るスケール効果 

・多少の汚染産業であっても経済活動の様式を変えて実施
されるため、圧力の強度に影響が及ぶこと 

・より環境にやさしい製造技術はたまに促進すればいいよ
うに、製造の技術や強度が変更されること(Kirkpatrick 
and Scrieciu 2008)。 

地方で本質的な変化が起こっても、より広域で行われる貿易と
いうものは、製造による環境影響を、消費の現場から完全に取
り除くか、あるいは切り離すことができる。 

そのような切り離しは、先進国の世帯による消費が、どこか
他の場所、特に開発途上国に著しい環境影響をもたらすことに
なる。ピーターズとヘルトウィッチは(Peters and Hertwich 
2006) 、ノルウェーにおける消費の影響を追跡調査したとこ
ろ、輸入は家計の 22％にしか過ぎないのに、ノルウェー世帯
が諸外国にもたらしている環境影響は、その消費によって間接
排出された CO2 の 61％、二酸化硫黄の 87％、窒素酸化物の
34％になることが分かった(Wiedmann et al. 2007)。 

中国は、貿易を理解するための有益な事例である。20 世紀
の後半に、中国は、加工基地となるよう、その経済を急速にシ
フトさせた結果、天然資源の純輸出国であったものが、純輸入
国に変わった。そこで加工された商品の多くは、直接輸出され
るが、中国の環境がその汚染を吸収している(Ma et al. 2006)。
例えば 2002～2007 年の間の中国の CO2 排出の 8～12％は、
アメリカへの輸出品に帰属すべきものであった(Xu et al. 
2009)。 

質 

グローバル化は、新興経済国における環境クズネッツ曲線の
期待される効果を狂わせる。環境の状態を改善することは、豊
かさと共に実現されるべきであるが、その両者を確実に結び付
けることは、難しいことが分かってきている。中国の事例では、
窒素酸化物と二酸化硫黄の排出量が、収益を向上させることと
複雑な関係を示しており、石炭の燃焼力に頼ることが、他の生
産技術の向上を打ち消しているかもしれないことが示唆され
ている (Brajer et al. 2011)。 

 規制緩和は、経済活動を誘引し、競争相手を超える比較優位
を作り出すと予想されるので、規制の緩和合戦が行われると、
仕事に幾分かは従来の経済原動力が呼び起こされる。この概念
は、それを示す証拠が決定的であるということではないが、先
進国で環境に対する懸念が高まり、環境規制が増大すると、最
も汚染を排出している産業が、低所得の国に移動させられる結
果となることを示唆している(Kirkpatrick and Scrieciu 
2008)。また、そのパターンは、そもそもいかなる規制もなか
ったために、急速に工業化を進めている国が底辺に留まってい
る状況にむしろ近いという異なる説明も提示されている
(Porter 1999)。また関連する議論が、貿易による環境影響に
ついてもなされている(Jorgenson 2007; Cole 2003)。 

いずれにしても、開発途上国に汚染の集中するところが形成
されるという結果は同じである。このことは次のことを示唆す
る。最も豊かな国民の消費が、環境汚染を引き起こす製造や消
費をそれほど豊かでない国民へと追いやるのであって、国の状
況に関する環境クズネッツ曲線は、国境を超える汚染の移動を
覆い隠していたのである。例えば、コールは(Cole 2006, 2004, 
2003)、先進国において多様な形の汚染が減少していく一方で、
貿易によって、後発の開発途上国の環境被害が増大することを
示した。恐らく、汚染がすべての国境を超える時、環境クズネ
ッツ曲線は機能しなくなる。 

エネルギー消費量と温室効果ガス排出が、この移動パターン
に追随すると思われる。高所得国では、貿易自由化に応じてエ
ネルギー消費量が低下するようになるけれども、市場が開放さ
れると、規制がさほど厳格ではない低所得国では、経済的には
比較優位がある汚れた製造が増えて、全体のエネルギー消費量
が増大することが分かるだろう(Cole 2006)。 

 したがって、将来の消費用に生産される品物についても、先
進国で規制が為されていても、必然的に多くの汚染が生み出さ
れることになるのだろうか。炭素集約度の高い産業は、より厳
しい炭素規制の敷かれた地域を去り、規制の無い地域に移って
いく(World Bank 2008)。21 世紀の初め、先進国は一人当た
りに換算すると、最大の温室効果ガス排出国であり続けた。し
かし次の数十年間は、排出の増大は主に開発途上国からもたら
されるだろう。したがって、この帰結を回避するために 20 年 



考察 
 駆動要因は、いくつかの驚くべき結果をもたらす予測不可能
な方法で相互作用している。この項では、駆動要因と、環境に
作用する多くの圧力とを結び付けていくが、その複雑さを図示 

し、また政策決定者がその影響の改善に取り組めるように、い
くつかの方法を提供することを目指している。 

臨界閾値 
地球はいくつかの臨界閾値に接近するか、それを超えようと

している。生態系および生物圏は、人類からのストレスによっ
て、ダイレクトで直線的に変化するか、またはより複雑な動態
を示すかもしれないシステムである(Levin 1998)。生態系は、
何らかの反応を示す前に、相当な量のストレスを吸収すること 
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Box 1.3　温室効果ガスの排出と国際貿易

先進国
開発途上国

1990 1995 2000 2005 2010
出典: Peters et al. 2012
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図 1.8   先進国と開発途上国との間でのCO2排出量の移動、 1990～2010年

純輸
出

間交渉が行われているけれども、開発途上国は、相手方の先進
国が行ってきたのと同じエネルギー集約度も、炭素集約度も高
い発展経路をたどっていくだろう(World Bank 2008)。 

最近開発された分析手法を用いれば、国際的に生産され、
消費され、貿易される商品やサービスに体化（embodied）さ
れ た 炭 素 排 出 量 を 表 示 す る こ と が で き る (Peters and 
Hertwich 2006)。時間をかけてこれらのデータをプロットす
ることで、貿易収支の変化や排出量の移動を図示できる
(Caldeira and Davis 2011)。直近の排出量や貿易データに
よって、2008 年に始まったグローバルな金融危機の影響が明
らかにされている(Peters et al.2012)。 

図 1.8 は、1990～2010 年の先進国および開発途上国の経
済活動と CO2 排出量を追跡したものである。着色した部分は、
開発途上国にて消費が生産より低いこと、先進国にて消費が
生産より高いことを示す相対的な貿易収支を表す。開発途上
国では生産と消費が分離されるにつれ、貿易収支がゆっくり
増加していったが、商品やサービスの生産および消費に体化
された総 CO2排出量は、特に 2002 年以降、急勾配で上昇し
た。対照的に、先進国での生産と消費に体化された排出量は、 

2002 年頃までほとんど水平で、その後急激に上昇した後、
2008 年にピークに達した。先進国の CO2 貿易収支のマイナ
スは、数十年にわたって拡大した。体化された炭素排出量に
よって表されるように、先進国は 2010 年までに従来の状態
に戻るように見えるが、一方の開発途上国の排出量はほとん
ど小休止もなく、先進国のそれを追い越した。一人当たりを
基準にして見ると、右側部分に示されるように、先進国と開
発途上国からの CO2 排出量の間に大きな格差が存続している。 

グローバルな金融危機は、経済発展を炭素排出から切り離
すデカップリングの機会を提示することができたが、2010 年
に高い排出量の成長状態に戻ったということは、その機会が
消失したと言ってさしつかえない。環境に配慮した低炭素の
景気刺激策の影響は、まだ明らかではないが、資源効率を向
上させるようにする低炭素経済計画を根気強く実施すること
によって、体化排出量の将来の追跡調査において、肯定的な
結果がもたらされることだろう(Peters et al. 2012)。 



22  第１部：現状と傾向 

図 1.9　第二次世界大戦後の「大加速」
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ができるが、閾値を超過すると、人類が適応する機会をほとん
ど残すことなく、後戻りできない形で変化が唐突に起こる傾向
がある(Carpenter et al. 2011; Folke et al. 2004)。 

複雑なシステム（系）の動態を理解するために、分析者たち
はレバレッジポイントを探し求める。複雑なシステムにおける
レバレッジポイントに関する研究で、次のことが示唆されてい
る。間接介入が大きな力を発揮できること、直接介入もコベネ
フィットを強めるために用いられてよいこと、起こり得るすべ
ての結果に対処すべきであること、困難な課題は取り扱いやす
い部分に分解してもよいことが示唆されている。意図した変化
と意図しなかった変化の両方に対して、そのシステムがモニタ
ーされなければならない(Meadows 1999)。 

複雑な生態系の変動が突然のフィードバックを引き起こす
ことがあるという考えは、以前からあり、新しいものではない。
人類が炭素排出量を抑制しない場合に、地球システムが直面す
るかもしれない閾値およびティッピングポイント（限界点）が、
多大な科学的調査によって探究された。駆動要因の全体像から、
フィードバックを理解することによって、駆動要因の多くが予
測不可能な方法で相互作用することが明らかになっている。一
般に、これらの駆動要因の変化率はモニターも制御もされてい
ないので、閾値が近づいていても、閾値を予測することも知覚
することもできない。批判的な表現になるが、研究の大部分は、
駆動要因によって生態系が受ける影響を理解しようとするも
のであって、変化した生態系によって駆動要因が受ける影響、
つまりフィードバックループを理解するためのものではない。 

図 1.9 から、これらの変化の速度、およびそれらの変化に作
用する人為起源の駆動要因が加速していることは明らかであ
る。事実、コスタンザらは(Costanza et al. 2007)、第二次世
界大戦の後に、人口増加ならびに経済の消費と生産の規模が、
前の時代よりも桁違いの速度で増大し、この「大加速」が始ま
ったと主張する。この規模と速度であるがゆえに、惑星限界の
限度内にあるうちに、人類の軌道を変えて、より持続可能な開
発へと向かわせることは、非常にてごわい挑戦であるが、私た
ちはそれを遅らせるわけにはいかない。 

天然資源の乱開発 

世界的に消費される動物性たんぱく質の 14～16％が海から
もたらされることを考えると、海洋資源の乱獲は、自然資源の
乱開発を示す有意な例である。地球規模の乱獲は、広範囲に広
まったが、普遍的と言うほどではなく、漁場管理の能力を備え
た世界の漁業地域において乱獲を止めることは可能であり、以
前に乱獲された分の回復も可能であることが証明されている
(Worm et al. 2009)。しかし、方策の制定や効果的に管理す
るための能力向上の必要性を国際社会が強調する努力をして
いるにもかかわらず、乱獲が続くケースが多く残っている。 

政府がかなりの補助金を提供して、収量を増大させる漁獲技
術に多く投資するよう奨励したために、第二次世界大戦後に、
漁業船舶と漁獲量が最大の伸展を見せた。しかし多くの場合、 

漁獲量を増やすと、持続不可能になることが判明し、1970 年
代までに漁場の衰退が広範囲に広がった(Pauly 2009)。国連
海洋法条約(UNCLOS)による管轄権の拡張によって、多くの
沿岸地域の管理実務の改善が為されたが、再度、漁獲能力が向
上したため２度目の衰退がもたらされた(FAO 2010)。それに
取り組むための国際協定である漁獲能力を管理する国際行動
計画が 1999 年に採択されたが、依然として過剰な漁獲能力が
世界の漁場における深刻な問題になっている(FAO 2010)。 

漁場を持続可能に管理していく上での問題の一つは、魚の個
体群数の状態をモニターすることの難しさである。生物情報や、
さらに基本的な捕獲高データすら利用できないか、またはその
信頼性が低く、特に国や国際機関の管轄外のエリアの場合はそ
うである。さらに、多くの漁場では、付随漁獲物（気付かずに
捕らえられた望まれない魚で、多くは死ぬか死にかけた状態で
海に返される）として捕獲された魚種のデータは記録されない
ので、それらの状況や漁獲の影響は分からないため管理されて
いない(Myers and Worm 2005)。全般的に、モニタリングが
貧弱であり、多くの魚の個体群数の動態に関する情報が少しし
か得られず、観察された個体群数が自然変動なのか、差し迫っ
た崩壊の兆候を示すものなのかを識別することが困難である
(Carpenter et al. 2011)。第 4 章と第 5 章で、これらの崩壊
による環境影響についてより詳細に取り上げる。 

駆動要因の結合と人の健康へのフィードバック 

特に食糧生産で見ると、農業が産業化されるにつれ、人や生
態系に対する化学物質の暴露が劇的に増加した(Wallinga 
2009)。化学物質への長期暴露が人や環境衛生に与える影響の
研究はわずかしか為されていないが、開発途上国での農薬暴露
による危険性が非常に高いことが知られており、その暴露によ
る現在の世界の死亡の 99％が開発途上国で起こっており、そ
れらは職業的な暴露や、安全衛生管理の怠慢または欠如で生じ
る偶然の暴露によって発生している (De Silva et al. 2006)。 

作物栽培と家畜生産の両方からもたらされる硝酸汚染は、食
糧生産による最も破壊的な影響の一つであり、食肉生産の大規
模化が、局所の汚染レベルに対して重大な問題を引き起こして
いる。例えばアメリカでは、産業公害のトップ 20 の源泉のう
ち、8 つが食肉解体場である(Hamerschlag 2011; EPA 2009)。
さらに、その国の高密度舎飼家畜飼養経営体（CAFOs）は、
2007 年にアメリカでの人の排せつ物の総量の３倍に当たる５
億トンの糞堆肥を生産した(Hamerschlag 2011; EPA 2009)。
集中化された食肉生産設備のさらなる問題は、そのような糞尿
内の過剰な硝酸塩が、バクテリアによって強力な温室効果ガス
である亜酸化窒素にいかに多く変換されているか、また過剰な
硝酸塩がいかに多く水路や地下水へ浸出している可能性があ
るかということと関連している(Wallinga 2009)。 

強烈な圧力の生成 
環境を変化させる駆動要因は、とても速度を速めて、非常に

大規模に広範囲に成長し、発達し、結合しつつあり、環境に対
して前代未聞の圧力をかけつつある。ほとんどの消費と生産の



形態は、原材料の採取源としても、廃棄物の投棄先としても環
境を用いている。その影響は、核廃棄物貯蔵施設や、電子廃棄
物のリサイクル用地での毒性化合物の残留集積のように、世界
のいくつかの地域に極めて集中する可能性がある(Box 1.4)。
またその影響は、赤道から両極へ食物連鎖によって受け渡され
る PCB のように、体系的に地球全体に広まって、新しい潜在
的に危険な状況を短期間に生み出す可能性がある。多くの場合、
それらの影響が、非常に深刻で、急速で、予測不能であるため、
それらが、環境の閾値を超えたり、またそれらを監視し適切に 

対応するための社会能力を越えてしまう危険がある。 
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Box 1.4 情報通信技術の悪循環？

コンゴの民主主義共和国 

環境を変化させる駆動要因の速度や規模が増大するのは、
人々、考え、技術の移動する速さと広がりを強めるグローバ
ル化の過程と関係している。携帯電話の爆発的な需要とその
生産に要する資源が、生産国にその影響を集中させた。1994
年以来、100 億を超える携帯電話が生産され、2010 年半ばに
世界でおよそ 50 億のユーザーがいた(ITU 2010)。この成長
は、家電の重要な構成成分であるコルタン鉱石から抽出され
るタンタルの需要を加速させることになった。ほとんどのコ
ルタンはオーストラリアで採掘されるが、世界のコルタン供
給のほぼ 8～9％が、東コンゴ民主共和国(DRC)から来ている
(Global Witness 2010)。その環境への影響は、次のような
多くの理由のために重大なものとなるだろう。なかでも、不
法な採鉱作業が、ほとんど国定公園の境界内で、環境保全対
策無しに実施され、地表障害物の除去や採鉱場からの汚濁で、
浸食、河川や地下水の劣化がもたらされている。また一般に、
採鉱作業は、野生生物を脅かす密猟や現地での野生動物の肉
の取引を増加させる(Hayes 2002)。さらに東コンゴでのほと
んどの採鉱作業が、外部の政府によって管理されているので、
コルタンや他の鉱物の採取および売買によって得られた収益
が、暴力や他の人権侵害の資金にしばしば使用されている。 

中国の珠江流域(Pearl River basin) 

2008 年に世界の電子機器の 4 分の 1 が中国、なかでも南
部の珠江流域で製造された(Yunjie et al. 2010)。中国の GDP
成長は 2009 年に 9％だったが、珠江流域の広東地域は中国の
平均より 2～3％高い成長水準を示した(World Bank 2011e)。
その地域は中国の面積の 5 分の 1 を占め、過去 10 年間で、
中国の人口の 3 分の 1 を抱え、国民の GDP の 40％を生産し
た(Barak 2009)。この経済成長による環境影響が、十分に監
視されていなかったので、毎年、推定何万トンもの重金属、
硝酸塩、燃料が処理されずに海洋に捨てられた(AsiaNews 
2005)。また水の処理がうまく行われなかったために、農民た
ちは極度に汚染された潅漑用水を使用し、深刻な作物損失を
被った。またその地域に多くの重金属が廃棄されたために、
情報技術産業は非難され、珠江流域は 2004 年と 2005 年に中
国で最も汚染された水系として名指しされた (Xu 2010)。 

ガーナのアボブロシ 

電子廃棄物用の巨大な埋立地が、ガーナの首都、アクラの
郊外にある。アボブロシ・スラム街は、ガーナの北部区域か
らの国内移住者たちの居住地であるが、過去 10 年にわたって、
廃棄されるコンピュータ、スクリーン、ハードドライブ、携
帯電話が爆発的に増加するのを目の当たりにしてきた。かつ
ては生産力のある湿地であったおよそ 4 万人の故郷が、危険
な化学地帯になってしまった(Safo 2011)。その地域経済は、
この廃棄物のリサイクルに依存しており、大多数の労働力は、
１日当たりおよそ８US ドルを得ている 11～18才の若い少年
たちである。アフガニスタンとハイチに加えてバーゼル条約
の締約国でないアメリカからも、この廃棄物のかなりの部分
がもたらされているようであるが、廃棄物の多くは、この条
約の締約国が発生源であると見られる。 

現在まで、この廃棄物取引の影響に関する調査はほとんど
為されてこなかったが、毒素は、食物連鎖で集積される化学
物質であるために、土の中や食糧のサンプルの中に発見され
ており、地元の犠牲者数は相当なものになるだろう(Dogbevi 
2011; Monbiot 2011)。化学ガスに暴露されると、生殖や神
経系の発達が阻害されることがあり、特に子どもの場合には、
高濃度の鉛でそれらが阻害される。さらに水銀、カドミウム、
鉛はすべて、若い労働力の認知発達や免疫発達を遅らせる可
能性がある。アボブロシの話は、情報技術へのシフトによっ
て、使い捨てられた多くの時代遅れの機器であふれるという、
急速に新たに出現している地球規模の現象によって、局所的
な環境や健康が実際に影響を受ける状況を垣間見た最初のケ
ースである。それは、技術革新が世界経済や社会自体に、い
かに並外れた影響をもたらすかという警告と、また特に、必
要な制度上の監視が不在である場合に、ほとんど目に見えな
い形で、より脆弱なものがめちゃくちゃにされてしまうこと
があるという警告の物語である。現在の経済規範が作り出し
たものは、世界と地方との間のこのような分断であり、現在
のこの状況が理解されれば、研究者たちはサプライ・チェー
ンを通して過去に㴑って調査しなければならない。 

いくつかの駆動要因が結合し規模が大きくなると、その次に、
複雑で体系的な相互作用を生成するダイナミックなパターン
を引き起こすことがある。その一例は、温室効果ガス排出量の
上昇であり、その規模が大きすぎて、排出量を食い止めるため
の必要な行動を促進しようとする世界の努力を寄せ付けない。
科学者たちは、地球の気温上昇と海面上昇に加えて、気候変動
の速度と規模が、ある生態学的な限界、すなわち閾値をいずれ



由来する不健康な油脂の価格が 35％だけ上昇する間に、野菜
や果物のようなより健康的な食糧の価格が 100％以上上昇す
るという結果になった (Jackson et al. 2009)。国の消費者の
多くが価格に基づいて日々の消費決定をしている状況の中で、
この縦割りで政治的に強力な産業に対して、数十年間にわたっ
て投資が為されてきたため、その食糧システムによる健康への
影響を、根本的に変化させることが非常に困難になっている。 

 また一方、健康への影響は、すべてが食事に関連するものに
よるのではなく、数ある汚染源のなかでも、硝酸塩生成などに
よる大気汚染や、増強された農薬使用に起因する化学薬品によ
る汚染とも結び付いていると言える。例えば、アメリカでは、
トウモロコシや大豆といった作物の大部分が、雑草の根絶のた
めに散布された莫大な量の除草剤グリフォサートの影響に抵
抗できるよう、遺伝子組換えを施されている。トウモロコシと
大豆は、サプライ・チェーン内で、家畜の飼料穀類の 83～91％
を構成している。進行中の研究であるが、グリフォサートには
内分泌腺かく乱を起こす可能性があるという疑いが提起され
ている(Daniel and Margareta 2009; Gasnier et al. 2009)。
環境中でのグリフォサートの滞留時間については、それが多く
の生物物理学的な要因に依存すること(Vereecken 2005)、ま
たモニタリング能力が最近になってやっと普及してきたばか
りであることにより、モデル化するのは難しい。しかし、田畑
の近くに位置するコミュニティでは、グリフォサートおよびそ
の 最も一 般的な 分解物 である アミノ メチル ホスホ ン 酸
(AMPA)の痕跡を、大気、雨、および地域の水域で見つけるこ
とができる(Chang et al. 2011)。 
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有機無農薬栽培のトウモロコシの茎、 カリフォルニアのサンタク
ルーズにて。 　© David Gomez/iStock

一つの駆動要因が、ドミノ式に一連の駆動要因と圧力の作用
を引き起こす引き金になることがある。例えば、作物の脆弱性
や食糧不足など、気候変動の影響に対する懸念から、ＥＵでは
2008 年に、アメリカでは 2003 年に導入された法律で、バイ
オ燃料の生産を増加させる権限を含む政策が生まれた。その結
果として生じた需要は、バイオ燃料への作物転換を含む滝のよ
うに流れ出る圧力の集合を生み出し、それによる耕作地の転換
が、2008 年と 2010 年に、食糧の価格を上昇させることにな
り、食糧不足に関する懸念を増大させた。 

慣性と経路依存性 
地球の生態的で組織的なシステムは、非常に複雑で、変化が

遅いので、今日なされた決定が、長期的かつ広範囲に影響を及
ぼす。世界は、現在歩んでいる軌道の背後に存在している駆動
要因に対処しなければ、環境的に持続可能となるひとそろいの
選択と結果をもたらす軌道へと移行することは難しいだろう。
また同時に、それを急ぐ必要があることも認識しなければなら
ない。それでも結局、システム内の慣性と、過去にこれらの駆
動要因に対処することを渋ってきたために、回避できたはずの
一連の影響を、将来の世代が担わされることになる。これらの
問題の中で最も手ごわいのは、気候変動であり、それには、い
くつかの駆動要因が結合していて、炭素排出量の削減を、非常
に複雑で困難な作業にしている。例えば、現在の化石燃料依存
のエネルギーや輸送インフラは、地球に対して、今から 2060
年までに 4,960 億トンの CO2 を放出すると推定されている
(Davis et al. 2010)。（これらの計算には、現時点で未達成で
ある輸送網の拡張、追加予定である化石燃料による発電所、燃
焼エネルギーに依存する基地や工場に燃料補給する複合経済、
は含まれていない。またそれらの計算はすべて、現在のエネル
ギー生産や輸送モデルに従ってなされている。）そこで問題と
なるのは、単にその置き換えにコストがかかる既存の物的イン
フラだけでなく、現状維持の結果として発展してきた何百万も
の仕事や加工施設や全ての副次産業に関するものである。 

輸送インフラに為された投資のケースについては、すでに言
及したが、世界の食糧生産の制度的慣行は、それを変えようと
すると、輸送インフラに似た障壁となって立ちはだかる。決し
てそれが生じている唯一の国ではないが、アメリカの農業政策
はこの現象の実例である。現在、アメリカの 74％の農地は、8
つの商品作物に専有されている。トウモロコシ、小麦、綿、大
豆、米、大麦、オートミール、モロコシの支援に政府の農業助 
成金の 70～80％が費やされ (Jackson et al. 2009)、農業が
統合され、産業化された食糧生産システムとなった。不幸にも、
食糧システムにおいて、これらの 8 つの作物商品の生産が重視
されたことで、1985 年～2000 年に、これらの基本食料品に 

越えて、酸性化させる炭素比率の増大による世界の海洋の化学
組成の改変、サンゴ礁生態系の地球規模での喪失、西南極の氷
床の崩壊など、驚くべき危険な結果に至ることになるだろうと
予測している(Fabry et al. 2008; Lenton et al. 2008)。 
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Box 1.5 駆動要因を中心にした考え方の結論

1992年6月の国連の環境開発会議でのディスプレイで、世界人口
の増加と生産性のある土地の減少を示す。© Michos Tzovaras/UN Photo

影響よりもむしろ原因に注目すること。環境政策のため
の重点項目として、駆動要因（原因）について考察すること
は、これまで一般的に行われてこなかった。どちらかといえ
ば、政策の対応は、一般的に圧力（影響）を下げることに集
中してきた。しかし、政策のための適切な重点項目として駆
動要因を新たに見直す、やむにやまれぬ二つの理由がある。
第一に、先例のない変化の速度が経験されつつあり、一組の
圧力に対処することに成功した場合でも、他のものがすぐ近
くに迫って来ている。第二に、国際社会が、環境変化をもた
らす駆動要因に対して、これまでの試みよりももっと直接的
に取り組むことを目指す、一連の国際的な環境目標を採択し
た。1992 年の環境と開発に関する国連会議（気候変動、生物
多様性、土地荒廃について）の主な法的取り決めによって、
長期的な進展を計るためには、根本的な駆動要因の発展を制
御する能力が必要であることが認められた。環境問題を制御
するために、駆動要因に焦点を当てたオプションを選択でき
るようにしたレバレッジポイントのメニューが政策決定者に
提供されるよう、関連性のあるひとそろいの見識が利用可能
になっている。 

人類の幸福と環境の持続性との関係は、互いに相乗効果

をもたらすものである。欠乏と飢えを終わらせる MDG 1、
普遍的な教育を達成する MDG 2、および男女平等と子どもの
健康と母の健康についての MDG 3～5 は、環境持続性の
MDG 7 とすべて互いに相乗効果をもたらす。例えば、人類の
全ての土地利用のおよそ４分の３が、肉と乳製品の生産に充
てられているが、赤身の肉は、鶏肉やベジタリアン用の食糧
よりも、土地や水を数倍要求し、その上、癌と心臓病にもつ
ながる。したがって、赤身の肉の消費を減らすことを奨励す
る政策は、人の健康と環境持続性に関係する MDG に寄与す
るだろう。同様に、普遍的な教育と男女平等の向上は、互い
に相乗効果をもたらし、これら両方の分野の向上が、母子保
健サービスの需要を増大させ、望まれていない出産を減らし、
次いで、環境への人口による影響を低減する。 

間接介入が大いに役立つ。駆動要因を直接ターゲットとす 
る政策介入は、時には現実的ではない。例えば、人口増加に 

対して特定の目標を設定した政策は、政治上ほとんど実現性
がなく、道徳および人道的な立場で問題視されてきた。しか
し多くの場合、より受け入れやすい方法で駆動要因を間接的
に縮小させることができる政策オプションがある。例えば、
出生率は、女性の教育水準に非常に反応し、また家族計画プ
ログラムへのアクセスにも反応して変化することが示されて
おり、またそれは倫理的な人類正義の原則にも、また 2 つの
重要な MDG とも調和する。 

直接介入は、様々なエントリー・ポイントを目標にする

ことができる。直接介入が現実的でない場合でも、鍵となる
駆動要因を十分に分解して示すことで、効果的な介入を行う
ための状況が生まれる。例えば、経済成長は、世界中で一般
に肯定的な成果であると考えられているので、成長の縮小を
目指した政策は、直接的であろうと間接的であろうと、受け
入れられない。しかし、それは、駆動要因に焦点を当てた政
策が不可能であることを意味しない。例えば、中国では、成
長に関する問題を認識することによって、エネルギー効率を
高める野心的なターゲットが設定された。 

意図しない結果がもたらされる問題。一つの環境領域を
改善しようとする政策が、別の環境領域に意図しない結果を
もたらすことがある。マイナスの結果が、システムを超えて
互いに連結する形をとることもある。例えば、バイオ燃料の
促進が食糧安全保障に与える影響とか、一つのタイプのイン
フラを促進する政策が、より有望なインフラへの切り替えを
一層困難にしてしまうという経路依存による影響である。駆
動要因を制御しようと努力する政策決定者は、そういったマ
イナスの結果を最小化する政策を立案する方策を見つけ出す
必要がある。 

扱いにくい駆動要因でも再構成は可能である。紛争を解
決するための核心となる理念は、見た目には扱いにくい要素
でも、個々の部分に分割することであり、その分割されたも
のは有効な協定を結ぶための対象となり得る。幸福度を計る
別の尺度に関する最近の議論には、これと共通する要素があ
る。一人当たり GDP は、幸福の代理指標として、また普遍的
な政策目標として扱われているが、最近、幸福度から GDP を
解析的に切り離して、代わりのものを策定する動きが推進さ
れている。そのため、求められる幸福度の代理指標の調査が
広範囲にわたって始められている。 

監視とモニタリングが好い結果をもたらす。政策対応が
直ちにできなくても、駆動要因の重要性に気付けば、監視お
よびモニタリングを増大させることの正当性が分かる。最も
重要な駆動要因の多くが、現状では体系的なモニタリングを
行う対象になっておらず、それらによる影響は、なおさらモ
ニタリングされていない。そういう訳で、人為起源の駆動要
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主要メッセージ 
地球の大気は、特に気候変動に関して危機的な段階に

ある。人の健康と生態系を守ることができるであろう原

因と解決策について、相当な科学的根拠を基に有効な行

動がとられた結果、いくつかの国際的に合意された目標

が達成された。比較的単純でコスト効率の良い解決策が

実施されて、ガソリンに含まれていた鉛、そしてオゾン

破壊物質の段階的廃止が実現した。そのことは、主要な

利害関係者のほとんどが同意すれば、著しい進展が起こ

り得ることを示すものである。 

粒子状物質（PM）と対流圏オゾンに対する環境目標の

達成については、それらの影響に対する懸念が高くなっ

ているにもかかわらず、解決策が複雑で多額のコストが

かかる可能性があり、進展が見られたものとそうでない

ものが混成している。先進国の多くは、屋内外の PM 濃

度、硫黄や窒素化合物の濃度を、世界保健機構のガイド

ラインに近い水準か、ガイドライン以内にまで削減する

ことに成功した。しかし為されるべき多くのことがまだ

残っている。アフリカ、アジア、中南米において、高い

懸念があり、それらの多くの都市の PM 水準が、ガイド

ラインをはるかに超過した状態のままである。既存の解

決策は比較的コストが高く、ガイドラインやターゲット

濃度が達成されるまでに要する期間は、その問題に向け

られる優先度に左右されることになるだろう。また対流

圏オゾンの問題は、厳しい状況のままで、ヨーロッパと

北アメリカでのピーク濃度については、ある程度の進展

はあったけれども、対策が難しいことが判明しつつある。 

気候変動は、最も重大な大気の問題である。この複雑

な問題について深刻な懸念が示されているが、その進展

については、モチベーションの高さが異なるためと、解

決策であるいくつかの低炭素技術が高価であると考え

られているために、遅れている。多くの国々で低炭素経

済を開発しようとする試みが為されているが、温室効果

ガスの大気濃度は、国際的に合意された産業革命以前の

平均気温から 2℃という上昇限界を超えて、地球の温度

を押し上げそうな水準へと増大し続けている。現在の低 

炭素技術や既存の政策オプションを適用することで、気

候変動によってもたらされる危険性は減るだろうけれ

ども、現在誓約されている排出削減量と、気候ターゲッ

トを達成するために必要な削減量との間には、二酸化炭

素（CO2）換算で数十億トンもの隔たりがある。 

 黒色炭素、メタン、対流圏オゾンといった短寿命気候

強制力因子（SLCF）に対処する補完的戦略が、もし広く

実施されれば、短期間で、温度上昇の速度を著しく下げ

ることができる上に、人の健康と食糧安全保障に対して

実質的なコベネフィットがもたらされるだろう。政策手

段と技術的な解決策が既に存在していると仮定すれば、

SLCF 削減は、迅速な進展を見せるだろう。しかしこれ

は、２℃限界を越えることから地球を守るために必要な、

人為起源 CO2排出量の削減に向けた補完的戦略と見なさ

れなければならない。 

気候変動、大気質、成層圏オゾン層破壊は、ますます

密接に関連する問題であると見なされているのに、各国

政府はそれらに対して一体的な対処をしていない。大気

保護に向けた統合的アプローチが為されることで、経済

発展が支えられ、また政策決定者が、鍵となる部門に対

処することで、複数の目標を達成できるだろう。汚染の

発生源に対処することによって、そこから放出される

様々なガスや粒子状物質に影響を及ぼし、複数の気候や

大気質に恩恵をもたらすことが可能である。課題は、そ

の利益を最大限にし、かつ広範囲での実現へと結び付け

るような解決策を見つけることである。 

大気の目標を達成することへの投資は、高い費用対効

果を期待できる。これらの政策がもたらす恩恵には、人

為起源の放射強制力を減少させ、何百万もの命を救い、

著しく生活の質を向上させることなどがある。このよう

な恩恵と、気候や大気質の目標を達成するには、現在利

用可能な技術、実績のある政策を広範囲にわたって実施

することが必要である。しかし同時に、排出の主要な駆

動要因に影響を与える大変革も必要であると思われる。 
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図2.1  大気に放出された物質（選定された）に
よる影響と、物質間の相互連関
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序文 
人類の活動の結果として大気に放出される物質は、環境と発

展の両方に立ちはだかる難題である。そのために、毎年、何百
万もの人々が、屋内と屋外の大気汚染のために天寿をまっとう
せずに死んでいる。またオゾン破壊物質(ODS)が、オゾン層を
薄くし、極地域上空の成層圏オゾン層に季節的な穴を作り出し
ている。また気候変動が進行中で、気候に影響を与える温室効
果ガスやその他の物質の大気中濃度が増加し続けている。中で
も気候変動は、食糧安全保障と生物多様性を脅かし、地球のあ
らゆるところに、嵐による被害を増大させるだろう。開発途上
の地域の多くの人々が特に脆弱である。 

これらの大気の問題への対処は、アジェンダ 21(UNCED 
1992)、ヨハネスブルグ実施計画(WSSD 2002)などのいくつ
かの世界的合意と地域協定によって進められている。国際的な
目標が合意され、いくつかのケースで、ターゲットが設定され
た。さらに人の健康と生態系に関するいくつかの国際的に合意
されたガイドラインがあり、大気の問題を取り扱う際の進展を
モニターするために使用されている。 

本章では、鍵となる指標を用いて、大気問題の地球および大
陸域レベルで設定された目標の進展状況を評価する。その進展
が、既存の政策や手段を用いてこれらの目標を達成し得る軌道
上にあるか否か、人類の幸福と発展にとって重要な鍵となる問
題に取り組む上でこれらの目標が十分か否かが検討される。そ
して様々な問題に対する展望と何がもっと行われる必要があ
るかが検討される。既存の政策が不十分な場合には、第 16 章 

で展開する概念である、より大きな変革の必要性が示される。 

大気汚染対策を発展させるための科学的基盤が非常に向上
し、大気問題の社会経済的な側面についての理解が進みつつあ
る(Stern 2007)。昨今、科学は、短期気候変動や短寿命気候強
制力因子(SLCFs) (Shindell et al. 2012; UNEP and WMO 
2011)のような新しい課題に注目し、また閾値とティッピング
ポイントについての知見が向上した(Lenton et al. 2008)。 

気候変動、大気質、成層圏オゾン層破壊は密接に関連してい
て、それらの個々の汚染物質は、すべてが人の幸福に影響を与
えるポテンシャルを持つ、健康、作物収穫量、生態系、大気の
冷却加熱、成層圏オゾン層破壊に複合的な影響を及ぼしている
と言える(図 2.1)。また多くの排出源が、大気質に影響を与え、
かつ気候変動をも引き起こす多様な汚染物質を放出している。
しかしこうしてこれらが相互に関連しているにもかかわらず、
ほとんどの政府がこれらの問題を別々に取り扱っている。その
理由の一つは、目標が上記のように 20 年前に設定されたため
である。かといって、どの対策が実施されるかで、コベネフィ
ットになったり、その反対の結果になることも起こり得る。ま
た、より統合的なアプローチが開発されなければ、様々な大気
政策が互いにマイナスに働くことも起こり得る危険性がある。 

国際的な目標とターゲット 
環境と人の幸福を、大気に放出された物質の影響から守るた

めの主要な目標は、アジェンダ 21(UNCED 1992)とヨハネス
ブルグ実施計画(WSSD 2002)で設定された。これらは、「気
候システムおよび環境に対して危険な人為的介入」を引き起こ
している汚染物質と温室効果ガスのそれぞれの閾値のレベル
を特定する必要性を強く打ち出した(アジェンダ21の第９章)。
またこれらは 1985 年のオゾン層保護のためのウィーン条約
(UNEP 1985)と、1987 年のオゾン層を破壊する物質に関す
るモントリオール議定書(UNEP 1987)で定義されたように、
クロロフルオロカーボン(CFC)とその他のオゾン破壊物質を
段階的に無くすという目的の達成が不可欠であると判断した。
またこれらは、1979 年の長距離越境大気汚染条約（CLRTAP）
とその条約の地域大気汚染を削減するための議定書の重要性
を認め、これらのプログラムが継続され増強されるよう、また
その経験が他の地域で共有されるよう勧告した。 

 ヨハネスブルグ実施計画は、政策の策定に統合的アプローチ
を採用するよう推進し、大気質を全体的な展開の中での重要な
部分と見なしてきた。そして女性と子どもに特別の注意を払っ
て、大気汚染に起因する呼吸器疾患とその他の健康影響を減ら
す必要性を強調した。またガソリンに含まれる鉛を段階的に無
くすこと、子どもの鉛への暴露を防ぐ手段、鉛中毒のモニタリ
ング、監視、取扱を強化する努力を支援した。もう一つ重視し
たことは、特に料理や暖房を従来型の燃料に依存するのを減ら
すために、農村集落に手頃なエネルギーを供給できるよう開発
途上国を支援することであった。 



表 2.1 に示されるように、大気の問題は、ミレニアム開発目
標(MDG)(UN 2000)と密接に関連している。1992 年の生物
多様性保全条約(CBD)のような大気関連でない他の条約も、大
気汚染の影響と結び付いている。生物多様性の愛知ターゲット
(CBD 2010a)は、次の 2 つの大気関連のターゲットを含む。 

・ターゲット 8： 2020 年までに、富栄養化などによる汚
染が、生態系機能と生物多様性に有害とならない水準にま
で抑えられる。 

・ターゲット 10： 2015 年までに、気候変動または海洋酸
性化により影響を受けるサンゴ礁その他の脆弱な生態系
に及ぶ複合的な人為的圧力が最小化され、その生態系の健
全性と機能が維持される。 

大気の目標とターゲットは、法的拘束力のあるものと無いも
のの両方の環境協定（表 2.2）によってサポートされていて、 

その環境協定のほとんどが、世界的に合意された量的ターゲッ
トと実行スケジュールを含み、それらが各国の国内規制の制定
と実施を促進する。目標やターゲットは、次のような制御に関
する様々な側面について述べたものである。 

・駆動要因の制御、例えば、オゾン破壊物質の生産と消費
の完全禁止（一部の例外を除く）、ならびに加鉛ガソリン
の段階的廃止。 

・圧力の低減、例えば、二酸化炭素（CO2）や他の温室効
果ガスの排出量削減。 

・濃度に関するターゲット、例えば、粒子状物質（PM）や
CO2 

屋外と屋内の空気汚染については、そういった地球規模のタ
ーゲットは無いが、世界保健機関(WHO)が、科学的調査に基
づいて、大気汚染(WHO 2006)からのリスク低減の進展を評 

南アフリカのダーバンでの2011年国連気候変動会議の代表者たち  © UNFCCC/Jan Golinski
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表 2.1  ミレニアム開発目標の達成に影響する大気の問題

目標 ターゲット 影響

極度の貧困と飢
餓の撲滅 

1990年から2015年までに、飢えに苦しむ人々の
割合を半減させる。

気候の変異と変動（傾向と極致）が作物生産に影響する。
対流圏のオゾンは直に作物収穫量に影響する。

普遍的初等教育の
達成 

2015年までに、すべての子どもたちが、男女の区
別なく、初等教育の全課程を修了できるようにする。

鉛への暴露は、幼児の認知発達と機能に影響する。

 幼児死亡率の削減 1990年から2015年までに、5歳未満の幼児死亡
率を3分の2まで引き下げる。

子供は、大気汚染と鉛中毒による健康への影響に最も敏感で
ある。過度に生物燃料を用いて調理することによって発生す
る屋内の空気汚染が、女性と小さな子供に影響を与える。

環境の持続可能
性の確保

2010年までに、損失率の大幅な引き下げを達成
して、生物多様性の損失を抑える。

気候変動は生物多様性にとって最も大きな脅威のうちの一つ
である。窒素沈着からもたらされる富栄養化は、陸性植物の
多様性に影響する。対流圏オゾンは、敏感な生態系での植生
構成に影響する。海洋の酸性化と温暖化が、海洋生物多様性
に影響する。

出典: (goals and targets) UN 2000



価するために、大気質ガイドラインを設定した。今世紀末の世
界の温度上昇の限界（2℃限界が合意）についての設定は、潜
在的な影響に関する科学的な議論だけでなく、政治情勢や達成
される見込みに基づいてなされた(Hare et al. 2011)。各国は、
それぞれの国際的な義務、開発途上国か先進国かといった立ち
位置、組織能力、に応じて、国家としての大気質基準と、温室
効果ガスについての公約やターゲットを設定した。コペンハー
ゲン協定(UNFCCC 2009)は、先進国に対して 2020 年の経済
全体の排出量削減ターゲットを提出するよう要請し、開発途上

国に対しては国としての適切な緩和行動(NAMA)を提出する
よう要請した。カンクン合意(UNFCCC 2010)は、これらの
誓約されたターゲットと緩和行動を、国連気候変動枠組み条約
(UNFCCC)に公式に固定させ、法的に確認した。越境大気汚
染に関しては、いまだに CLRTAP だけが、様々な汚染物質の
ターゲットを設定している唯一の地域合意である。いくつかの
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国際的に合意された目標の中の主なテーマ 数値目標（ターゲット） 範囲
成層圏オゾン層の破壊
オゾン層の保護のための
ウィーン条約(UNEP 1985)

オゾン層の保護 グローバル

オゾン層を破壊する物質に関する
モントリオール議定書(UNEP 1987))

オゾン破壊物質の除去 定められた例外を除いて、オゾン破壊物質の生産と
消費の全廃。

グローバル

気候変動
国連気候変動枠組み条約
(UNFCCC 1992)

気候システムに対して危険な人
為的干渉を及ぼすこととならな
い水準に、大気中の温室効果ガ
ス濃度を安定させる。

グローバル

UNFCCCに関連する京都議
定書(UNFCCC 1998)

工業先進国からの温室効果ガ
ス排出の削減。

1990年と比較して2012年までに添付1の（先進）国からの
排出量を少なくとも5%削減。特定の国による削減の誓約。

議定書添付１
の国々

カンクン合意(UNFCCC 2010) 世界の平均気温の上昇を産業化
前の水準から2℃までに制限す
るために、世界の排出量を削減

添付1の参加国による2020年に向けた経済全体の排出量
についての数量的な誓約と、添付1でない参加国（開発
途上国）による適切な緩和行動についての誓約。

グローバル

EUの 202020ターゲット
(EEA 2009)

2020年までにEUの国々から
の温室効果ガス排出の削減。

1990年の水準から排出量を20%削減。
エネルギー消費の 20% を再生可能エネルギーで賄う。 
一次エネルギー使用量を 予測値より20% 削減する。

EU 加盟国

鉛汚染
アジェンダ21 (UNCED 1992)
ヨハネスブルグ実施計画(WSSD 
2002)

鉛暴露を防ぐ。 輸送機関からの鉛の排出をゼロにする。 グローバル

健康と生態系のための大気質

WHO ガイドライン(WHO 2006) 大気汚染による健康影響を削減 PM2.5 、PM10 、SO2 、NO2 、Pb、CO、O3 に対して設
定されたガイドラインで、例えば PM2.5 は年平均 10 
µg per m 3 、 PM10 は年平均 20 µg per m3。CLRTAP
で設定されたように、臨界値と臨界負荷量に基づいて
設定された生態系のためのWHOのガイドライン。

世界的に推奨 

大気汚染

大気質、乗り物、固定発生源、
国の排出量に対するEU指令
(EC 2008)

2020年までに人の健康と
環境の質を増進する。

EU 加盟国

国境を越える大気汚染
長距離越境大気汚染条約
（CLRTAP）(UNECE 1979)

条約の議定書で設定された目
的によって実施され、大気汚
染から人と環境を保護する。

イェーテボリ議定書(UNECE 2005)は、すべての参加
国に対して削減を設定するもので、1990年との比較で
2010年に達成されるべき排出量削減目標を備えた、複
数の汚染物質に関する、複数の効果を持つ議定書であ
る（達成年度は2020年に変更された）。特定の国の排
出量上限については議定書の添付2を参照のこと。

 ヨーロッパの
国連欧州経済
委員会の国々、
中央アジア、
北アメリカ

アセアン煙霧協定(ASEAN 2002) 泥炭地火災および(または)森林
火災の結果、国境を越える煙
霧汚染を、モニターして防ぐ。

火災をゼロにする政策を採択することに合意した。 東南アジアの
アセアン諸国

表 2.2  大気の問題に関して国際的に合意された目標とテーマ（選定されたもの）

PM2.5 、PM10 、SO2 、NO2 、Pb、CO、O3 に対して設
定されたガイドラインで、例えば PM2.5は年平均25µg 
per m3、PM10 は年平均 40 µg per m3 。生態系のため
に設定された臨界負荷量と値。SO2、NOX、VOC、NH3
に対する各EU国のために設定された国の排出量の上限。

大陸域とサブ大陸域（アフリカ、アジア、南アメリカ）には、
排出量を削減する趣旨を示す協力協定があるが、これらは拘束
力を持たず、一部では人手と財源不足により実施されていない。 
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関連する目標

気候システムに対して危険な人為的介入を及ぼすことに
ならないようにする(UNFCCC)。

指標

温度傾向、降雨量変化、海氷範囲、CO2濃度、温室効果
ガス排出。

世界の傾向

進展が遅い。UNFCCCが合意した2℃の温度上昇限界を超
えないようにするための軌道に乗っていない 。

Box 2.1 気候変動大気の目標達成の進展度 
この節では、アジェンダ 21(UNCED 1992)が、鍵となる優

先事項を定めて以降の 20 年ほどの間の、大気に関する懸念へ
の取り組みの進展について考察する。多くの大気問題に対する、
世界や大陸域に設定された目標とターゲットを現状と比較し、
それらが達成されているかどうかを調べ、目標とターゲットの、
現状との隔たりの大きさを明らかにする。 

進展については、大気問題を次の大きく 3 つに分けて検討し、
鍵となる指標に対して記述される。 

・ターゲットが達成されておらず、その現状が全く持続可
能な状況でない例。 

・いくつかの大陸域がターゲットを達成し、他の大陸域が
ターゲットからほど遠い状況である、混成した進展の例。 

・ターゲットが設定され、大部分が達成されているよい進
展の例。 

気候変動：目標達成にほど遠い 
CO2 やその他の温室効果ガスの人為起源による排出が、現代

の気候変動の主要原因であることは、幅広く科学的に合意され
ている(IPCC 2007)。独立した 4 つの解析によっても、増大
し続ける CO2の大気濃度によって、2000 年～2009 年が、記
録上、最も暖かい 10 年間であったことが示されている(図 2.2)。
地域の気温変化を見ると、過去 1 世紀にわたって最も大きく温
暖化されたのは、高緯度の地域であることが分かる(図 2.3)。 

気候変動は、熱波や猛烈な嵐の発生頻度を高め、降雨量パタ
ーンを変化させ、海面を上昇させ、多くの点で人類の幸福を脅
かす(IPCC 2007)。熱帯低気圧の発生頻度の変化は不明確であ
るが、それらの強度は、温度の上昇につれて増大するだろう
(IPCC 2011)。 

人類は、例えば淡水供給の変化、農業の生産性や健康への変
化を通して直接的影響を受け、次に生物多様性や生態系サービ
スの喪失による社会経済的影響によって、間接的影響を受ける。
したがって、気候変動は、人類が直面している大気変化に関す 

る最も重大な問題であると考えられる。経済面から捉えた文献
を調査すると、温度が産業化前の水準より 2.5℃上昇する場合、
気候影響による損害が 2100 年までに、毎年、世界の国内総生
産(GDP)の 1～2％になる可能性が示唆されている。これらの
損害推定額は、4℃上昇ならば、世界の GDP の 2～4％に増大
する(Aldy et al. 2010)。極端な温暖化による損害額を推定し
たいくつかの研究によれば、世界の GDP 換算で 2100 年まで
の毎年の損失額が、6℃温度上昇の場合の 10.2％から(Nord- 
haus and Boyer 2000)、7.4℃温度上昇の場合の 11.3％まで
(Stern 2007)、変動する可能性のあることが分かった。損害の
評価は、割引率や破滅的な影響に関して、その基になる仮定に
大きく左右されやすいが、気候変動による社会経済的な影響が
非常に大きくなるであろうことは明らかである。 

影響は恐らく、温暖化が最も大きくなるだろう北極地方にお
いて特に深刻になるだろう。北極地方の大部分は、1890～
1910 年と比べて、2℃を越える温度上昇を経験してきており
(図 2.3)、北極を覆う海氷が、秋と冬のいずれにおいても縮小
する劇的な減少を呈している(図 2.4)。グリーンランドと南極
の氷床のいずれも、融ける速度が急速に増大し、グリーンラン
ドの融解面積が著しく拡大した (Rignot et al. 2011)。その他
の地域で、かなり大きな気候変動の影響が予測されるのは、乾
燥地の拡大が予想される亜熱帯地方や、海面上昇によって最も
損害を受けるであろう低平地などである。このような変化への
適応能力に限界がある低開発国は、対策目標を達成できない危
機に置かれている。 

地域的熱波や、降雨が極端に多いか少なくなるなどの異常気
象が、気候の温暖化と共により一般的になり、その頻度や強度
が変化すると予想される(IPCC 2007)。ヨーロッパは 2003 年
と2010年に、非常に暑い夏を２度経験したが、研究によれば、
巨大熱波を含む極端に暑い夏の来る可能性が、次の 40 年以内
に 5～10 倍に増加するとの予測が示されている(Barriope- 
dro et al. 2011)。豪雨の発生頻度が、世界の陸地部分（第 4
章）のほとんどで増加し、より激しいより長期にわたる干ばつ
が、1970 年代以降、特に熱帯地方と亜熱帯地方(IPCC 2007)
で観察された。長期傾向では、サヘルやインド北部が、より乾
燥した状況へと向かう傾向にあることが示されている(図 2.5)。 

22,000軒を超える家が、オーストラリア史上最悪であった2011年
の悲惨なブリズベーン洪水で浸水した。© OnAir/iStock



人類の時間尺度で見て不可逆的となる変化、いわゆるティッ
ピングポイントと呼ばれるものが、不実行によってもたらされ
るだろうという懸念が高まっている。CO2 またはメタンとして、
永久凍土層に格納されていた炭素の放出が増加し、それがさら 

に温度を上昇させ、そのためにさらに温室効果ガスが放出され
るというサイクルを引き起こしかねないといった変化が、その
一例である (Schaefer et al. 2011; Lawrence and Slater 
2005)。 
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図 2.2 1850年から2010年までの温度変化と大気のCO2濃度の傾向

HadCRU

NOAA
NASA

JMA

CO2,  ppm
400

380

360

340

320

300

280

260
1850 1870 1890 1910 1930 1950 1970 1990 2010

温度変化  °C 
0.6

0.4

0.2

0.0

-0.2

-0.4

-0.6
1850 1870 1890 1910 1930 1950 1970 1990 2010

注釈：0 ＝ 1961年～1990年の世界平均
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出典：Scripps Institute of Oceanography, NOAA
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図 2.3   20世紀を通しての温度変化



ほとんどの人為起源の温室効果ガスの濃度と発生量が、近年、
増加し続けている(表 2.3 と図 2.6)。増加速度では、いくつか
のハイドロフルオロカーボン（HFC）の濃度が、特に高くな
っている。一方、化石燃料消費からくる CO2排出は、2009 年
に景気後退によって世界の排出量が短期下降したにもかかわ
らず(図 2.6)、気候変動に関する政府間パネルによる排出シナ 

リオ特別レポート(SRES)(IPCC 2000)で広く用いられる予測
の中のより悲観的なシナリオをこの 10 年間たどっている。ま
た CO2 濃度の急速な増大は、同じように急速に進行している
海洋の酸性化(4 章)と関連している。 

IPCC は、2℃の温度上昇限界内でとどまるために必要とさ
れる、CO2 換算で 450ppm 大気濃度を超過しないようにする
ために、先進国が 2020 年までに排出量を 1990 年の水準より
25～40％削減する必要があると結論し(IPCC 2007)、さらに、
専門家によって検証された文献によると、開発途上国が 2020
年までに現状と比較して 15～30％まで排出量を削減する必要
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図 2.4  冬と秋の北極の海氷範囲の傾向、1979～2010年

Source: 
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北極の海氷が年中減少している。
図は冬と秋における縮小を示す。

0.5 1.5 3.5 データ無し
1日当たりミリメートル

青色エリアは、雨が多くなる状態へと向かう傾向、赤色エリア
は、より乾燥した気候へと向かう傾向を示す。
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出典: Hulme et al. 1998

図 2.5  アフリカと南アジアと西アジアの降雨
の傾向、1960～1998年の5月から9月

表  温室効果ガスの濃度、2005年、2009年 2.3 
および2010年

2005 2009 2010

CO2 (ppm) 378.7 386.3 388.5

CH4 (ppb) 1 774.5 1 794.2 1 799.1

N2O (ppb) 319.2 322.5 323.1

CFC-11 (ppt) 251.5 243.1 240.5

CFC-12 (ppt) 541.5 532.6 530.8

HCFC-22 (ppt) 168.3 198.4 206.2

HFC-134a (ppt) 34.4 52.4 57.8

 出典: NOAA GMD 2011a



があると結論した(den Elzen and Hohne 2010, 2008)。ま
たターゲットを達成するには、2020 年より先に、さらなる削
減が必要とされている。京都議定書が 2005 年に施行されて 

以来、いくつかの国々は CO2 排出量を削減したが、多くの国
が京都ターゲットを達成しそうにない。その上、削減を報告し
ているその同じ国々の多くが、炭素集約的な製品の輸入を増加
させている。いわゆる炭素リーケージである。輸入製品内に埋
め込まれた他国の CO2 排出を計算に入れると、多くの先進国
における排出量は、事実上増大していて、国内排出量に上記埋
め込まれたものを加えた純排出量は、京都ターゲットよりはる
かに大きくなる(Peters et al. 2011a)。 

バリ行動計画(the Bali Action Plan)(UNFCCC 2008)以降
これまでに、42 の先進国が、2020 年までの数量化された経済
全体の排出量ターゲットを誓約（プレッジ）し、さらに 44 の
開発途上国が、国の適切な緩和行動を誓約してきた。それにも
かかわらず、これらの誓約の総計は、図 2.7 に示されるように、
安全な限界内に気温を維持するであろう水準に達しておらず、
CO2 換算で約 60 億トン不足している。この図は、86 か国か
ら出された緩和行動の誓約から 4 つの可能な解釈により導か
れる 2020 年の予想排出量と、参加国が合意した 2℃の温度上
昇限界内に留まれる可能性が 66％以上になる排出量範囲とを
比較したものである。予想排出量と、合意されたUNFCCC 2℃
限界内に留まるための排出量の間には、CO2 換算で 60 億トン
から 110 億トンの隔たりがある。その隔たりの大きさは、誓
約が実行される範囲と、いかに誓約が適用されるかに左右され
る(UNEP 2011a)。 
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図 2.6  化石燃料排出量における傾向、算出された
現実とIPCCシナリオ、1990～2015年

出典:  adapted from Raupach and Canadell 2010, with observed emissions data 
from the Carbon Dioxide Information Analysis Center (CDIAC) and International 
Energy Agency (IEA), and preliminary data for 2010 from Peters et al. 2011b

注釈: 2010年の排出量は仮データ。
　　 年当たり9.1 +/0.5 (10億トン)
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汚濁源に対処することは、気候と大気質の両方に恩恵をもたらすことができる。 © Morten Madsen/iStock

算出された現実



気候変動の速度は歴史的に過小評価されてきた傾向がある
ため、推定される範囲の上限では、非線形な変化や物的損失が
起こることもあり得る(Smith et al. 2009; Stern 2007)。全体
として、国際レベルと国家レベルの両方において明白な進展が
ない場合、長期的に見た気候変動に対する前途は暗い。 

たとえ国際レベルでの交渉が予想より長くかかっても、国の
行動は前進し続けるべきである。発展しつつある多数の低炭素 
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ケース 2 – 無条件で野心的でない誓約で、厳密な計算規
則で国々によって実施される。削減の隔たりは90億トン

ケース 4 – 条件付きの野心的な誓約で、厳密な計算規
則で国々によって実施される。削減の隔たりは60億トン

ケース 1– 無条件で野心的でない誓約で、寛大な計算規則
で国々によって実施される。削減の隔たりは110億トン

温度上昇限度2℃と整合する排出量の水準: 
CO2換算で440億トン

カンクンで国々が提示し正式に承認された誓約に従った場合に2020年に予想される排出量と、
UNFCCCで合意された 2℃限界内に温度上昇を制限するための排出量の範囲、との間の隔たりを比較したもの。

濃い灰色のエリアは、21世紀の間
の世界の温度上昇を2℃以下に留め
る（6 6％以上の可能性で）ように
するための排出量の範囲を示す。
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出典: UNEP 2011a
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図 2.7  排出量の隔たり

ケース 3 – 条件付きの野心的な誓約で、寛大な計算規則
で国々によって実施される。削減の隔たりは90億トン

研究によれば、英国(Strachan et al. 2008) や日本(Fujino et 
al. 2008 年)、そしてタイ(Shrestha et al. 2008)などの国々で
は、2050 年までに排出を半分にすることが経済的技術的に実
現可能であるだろうことを示した。これらの研究の成果は、例
えば排出権取引の仕組みを通して、炭素に値段をつけることに
よって成り立っている。しかし、排出権取引の仕組み、あるい
はクリーン開発メカニズム（CDM）のような市場ベースの手
段が、すべての状況で機能するとは限らないし、すべての大陸 



 他の研究では、特に排出枠のために開発を制約している開発
途上国にとっては、気候変動を既存の開発計画の中心に位置付
けることが、市場ベースの手段より、有望な選択肢となり得る
ことが示唆されている(Shukla et al. 2008)。このことは、次
のような研究によってさらに裏付けられる。地方の大気質が改
善されるといったコベネフィットが比較的大きな価値をもた
らすために、低所得国では、開発の優先事項をかなえる形で、
温室効果ガスを緩和することによって最大の利得を得ること
が示されている(Nemet et al. 2010)。これらのコベネフィッ
トを獲得するには、政策決定者が気候変動を開発計画の中心に
位置付けることに精通するようになることと、気候変動とその
他の大気問題との間の相乗作用をはっきりと認識する意思決
定の枠組みが必要となる。そういった統合的アプローチは、相
当量の気候緩和や大気質の制御を既に実施したことがある地
方や都市レベルであれば、即座に導入可能である。 

進展が混成している例 
いくつかの地域で向上している一方で、他の多くの地域では

大きな障害が残っていて、地球規模での目標達成にはほど遠い
例がある。硫黄、窒素、小さな粒子状物質（通常、PM10 およ
び PM2.5 と呼ばれる）、および対流圏オゾンという、大気の主
要な 4 つの問題を以下に述べる。 

硫黄汚染 

火力発電、工業、輸送、による化石燃料の使用から主として
排出される二酸化硫黄（SO2）は、PM2.5 の一因となることに
よって、人の健康に有害な影響をもたらす。また二酸化硫黄は、
酸性化によって陸域生態系や淡水生態系に有害な影響をもた
らし(Rodhe et al. 1995)、腐食によって人工材料や文化遺産
に(Kucera et al. 2007)、そして生物多様性(Bobbink et al. 
1998)や林業(Menz and Seip 2004)にも有害な影響をもたら
す。また硫酸塩エアロゾルは、大気を冷却するが、それゆえに、
温暖化ガス削減戦略の全体的な恩恵を評価するには、それらを
追跡することが重要になる。 

越境大気汚染の問題がアジェンダ 21(UNCED 1992)で強
調されて以来、ヨーロッパと北アメリカにおいて二酸化硫黄排
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世界貿易の大発展によって、国際間の海運業から、CO2の著しい排出、そしてSO2、NOX、黒色炭素を含む主要汚染物質の著しい排
出がもたらされた。　© Mark Wragg/iStock

Box 2.2  硫黄汚染

関連する目標
長距離越境大気汚染条約（CLRTAP）、EU指令、人類の
健康と生態系のためのWHOのガイドライン。

指標
硫黄の排出量。 臨界の負荷量またはレベル
（それ以上になると弊害が観測される閾値）の超過。

世界的な傾向
地域の進展が混成している。

域に等しく恩恵をもたらすとも限らないことに注意すること
が重要である。例えば、CDM 市場では、中南米とアジア太平
洋地域が全事業の 87％以上を占め、一方で、アフリカは 3％
未満である(UNFCCC 2012)。 



出量が、かなり削減され、CLRTAP 議定書、欧州連合（EU）
の国家排出上限指令（NEC）、カナダとアメリカの大気清浄化
法の、それぞれのターゲットが達成された(図 2.8)。ヨーロッ
パにおける各国のターゲットが進展した秘訣は、臨界負荷（そ
れ以上に蓄積されると有害な影響が観察される閾値)を使用し
たことであった(Nilsson and Grennfelt 1988)。法令施行の
好結果により、1980 年から 2000 年の間に、世界の排出量の
約 20％が低下した。東アジアの排出量が優勢になり始めた
2000 年頃までは、ヨーロッパと北アメリカからの排出量が支
配的であった。代表的濃度経路（RCP）のシナリオ(図 2.8)に
従って、世界の二酸化硫黄排出量を予測すると、2005 年以降
着実に減少し、2050 年までに、2000 年より 30％か、50％か、
70％低くなる。この一組の新しい 4 つの経路は、短期と長期
のモデリング実験のためのベースとして、気候モデリングを行
う団体向けに開発された(van Vuuren et al. 2011; Moss et 
al. 2010)。 

 まだいくつかの地域で臨界負荷の超過が見られるが、硫黄の
集積がヨーロッパと北アメリカで減少するにつれ、酸性化も縮
小し、いくつかの淡水の生態系が回復した(Wright et al. 
2005; Stoddard et al. 1999)。一方、アジアでは排出量が増
加して、敏感に反応しやすい生態系を土壌酸性化の影響を受け
る危険にさらしている(図 2.9)。しかし、ヨーロッパや北アメ
リカで経験された湖の大規模な酸性化は、観測されておらず、
地域の土壌や地質により、アジアでは起こりそうもない(Hicks 
et al. 2008)。2005 年に、中国の国土の 28％、主として東部
と中南部で、硫黄の集積によって土壌の臨界負荷が超過状態に
なっていることが推測された。超過している地域は、現在の排
出量削減計画が実施され、2020 年には 20％まで減少すると予
測されている(Zhao et al. 2009)。 

硫黄排出におけるさらなる処置が、イェーテボリ議定書の改
訂を通してヨーロッパで講じられている。またアジアでは、エ
ネルギー使用の効率を改善し、二酸化硫黄排出量を削減するた
めの措置が講じられている。例えば、中国は、その五か年計画
の一部として、2005 年から 2010 年の間に、二酸化硫黄排出
量を 10％削減する国家目標を達成する方策として、排煙脱硫
と、発電部門の小さくて非能率的なユニットの段階的廃止を実
施した(Zhang 2010)。 

輸送や海運業などの主要部門からの硫黄排出量を削減する
世界的な取り組みもなされている。直径 2.5 マイクロメートル
以下の粒子状物質 (PM2.5) による人への健康影響については、
ディーゼル燃料の硫黄分を低下させることにより取り組まれ
ている。例えば、UNEP のクリーン燃料と自動車のパートナ
ーシップ（PCFV）は、世界的に、乗り物の燃料中の硫黄を
50ppm 未満まで削減するよう働きかけている(UNEP 2012)。
海運業からの硫黄排出量が、ヨーロッパで重要な政策問題にな
り、「船舶による汚染防止のための国際条約」(MARPOL)で、 
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図 2.8  二酸化硫黄排出量の地域傾向、
　　　　　　1850～2050年

1850～2000年までの排出量傾向と、IPCCC第5次評価に寄与するよ
う開発された4つの代表的濃度経路（RCP）シナリオの2000～2050
年までが、大気汚染の半球輸送（HTAP）の多種モデル実験に基づい
て、4つの発源地域と、世界全体に対して示される。
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硫黄酸化物、窒素酸化物、粒子状物質の排出量を世界的に漸減
させていくことが表明された(MARPOL 2011 Annex VI)。 

窒素化合物 

人類の活動は、エネルギー消費や食糧生産と結び付いており、
過去一世紀の間に(ENA 2011)、環境の中を循環する反応性窒
素の量を２倍以上にした(ENA 2011)。この反応性窒素は、主
として輸送部門と工業部門から窒素酸化物(NOX)として、また
主として農業部門からアンモニア（NH3）と亜酸化窒素（N2O）
として大気に放出されている。それらは、大気、陸域生態系、
淡水システム、海洋システム、そして人の健康に対して、窒素
カスケードとして知られる現象であり、様々な影響を与えてい
る(Galloway et al. 2003)。窒素化合物は、人の健康に影響を
及ぼす大気 PM2.5 の前駆物質であり、一方、窒素酸化物は対流
圏オゾンの前駆物質であり、その対流圏オゾンは健康、作物収
穫量、生態系、気候に影響を及ぼす。また亜酸化窒素と対流圏
オゾンは、有力な温室効果ガスでもある。窒素沈着は、陸域生
態系と水界生態系における富栄養化と酸性化を通して、生物多 

様性の喪失を引き起こす(Bobbink et al. 1998)。しかし、そ
れは収穫量にとっては有益で、また森林の成長も活性化させて
炭素固定も増加させることになる(ENA 2011)。 

大気 43 

出典: Hicks et al. 2008.

塩基飽和度20%まで
酸性化されるまでにかかる年数 
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200以上
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データ無し

これは、塩基飽和度が20%まで下がって土壌が酸性化されるまでの
期間を示し、土壌pHの低下に関係する。塩基飽和度が20%以下だ
と、酸性化による深刻な影響（植物根に有毒な土壌水へのアルミ
ニウムの増加）が生じる場合がある。その予測は、2050年のIPCC 
SRES A2シナリオに沿った排出量に基づいている。

図 2.9  アジアにおいて酸性化被害の危険性のあるエリアと酸性化に至るまでの期間

関連する目標
CBD、CLRTAP、EU指令、人の健康と生態系のための
WHOのガイドライン

指標
窒素酸化物とアンモニアの排出量。窒素沈着。臨界の負荷
量またはレベル（ それを超えると有害な影響が観測され
る閾値）の超過。

世界の傾向
進展が混成しており、いくつかの大陸域で窒素酸化物が
削減され、すべての大陸域でアンモニアの排出量が増加
に向っている。

Box 2.3  大気の窒素汚染



世界の窒素酸化物排出量の合計は、2000 年頃まで増加した
が、その後、アジアと他のすべての大陸域での排出量の増大を
補うヨーロッパと北アメリカでの削減で、ほぼ一定のままであ
ると予想された（図 2.10）。道路輸送による排出量が 2005 年
に 40％を占めていたヨーロッパで、規制措置が講じられ、
1990 年から 2005 年の間に、窒素酸化物の排出量合計を 32％
削減することに成功し(Vestreng et al. 2009)、さらにアメリ
カでの措置によって、1990 年から 2008 年の間に排出量が
36％削減された(IJC 2010)。アジアでは、排出量が過去 20 年
間にわたり増加し続け、その間の成長速度も加速している(図
2.10)。国際間の船舶輸送による二酸化窒素(NO2)の排出量は、
2000 年の 1,600 万トンから、2007 年の 2,000 万トンまで上
昇したと推測される(IMO 2009)。 

世界のアンモニア排出量は、大部分が農業部門からで、前世
紀の中頃以降、5 倍に増加している。ヨーロッパは、例外とし
て、わずかに減少しており、安定するかもしれないが、他のす
べての大陸域で上昇し続けると予測される(図 2.10)(EEA 
2009)。しかし、ヨーロッパには、このアンモニア問題につい
ての関心の欠如と焦点にずれがあり、多くの場合、大改革に対
して農業団体から抵抗がなされている。その他のほとんどの大
陸域では、アンモニアは、主要な排出規制法の下での規制が行
われていない。しかし、CLRTAP のイェーテボリ議定書は、
より厳格なターゲットを持つよう改訂されつつあり、ヨーロッ
パでの排出量は一層削減されることになるだろう。 

このように改善したけれども、農業、工業、市街地での交通、
から発生する窒素に起因する大気汚染が、二次的な硝酸塩やア
ンモニウムの粒子状物質として、PM2.5 濃度に著しく寄与し、
それが中央ヨーロッパの多くに及んで、人々の平均寿命を数か
月減少させている(ENA 2011)。 

窒素排出量の規制がさほど優先されていないアフリカ、アジ
ア、中南米では、窒素酸化物とアンモニアのいずれの排出量も
増加すると予想されている(図 2.10)。いくつかの大陸域、特に
アフリカでは、モニタリング能力の不足が、大きな問題である。
これに対処するため、これらの大陸域では、食糧生産に利用で
きる適切な窒素肥料を確保する一方で、これらの物質の、特に
農業、エネルギー、産業、輸送部門からの排出に関する政策を
より重視することが必要になるだろう。 

現在の技術は、窒素酸化物の排出量を著しく削減させること
ができるが、ある部門の成長、特に輸送部門の成長が、規制措
置を打ち消してしまうことがある。アンモニア排出量を削減す
るためには、経営慣行を変えることが必要となるだろうし、ま
た大きな削減を達成しようとする場合には、肉や乳製品の消費
パターンの変更に加えて、農業政策や農業運営についてのより
抜本的な検討が必要となる。 
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農業、輸送、工業からくる反応性窒素化合物の沈着は、亜酸化窒素（N2O）の排出量を増加させ、森林のような生態系から生物多様性
を喪失させることがある。　 © Orchidpoet/iStock

大気からの窒素沈着の増大は、植物多様性への影響を含めて、
窒素カスケードによる環境影響を引き起こすだろう (Gallo- 
way et al. 2003)。生物多様性保全条約は、窒素沈着を生物多
様性への脅威の指標であると認め、1 ヘクタール当たり年間
10kg 以上の全窒素沈着を受けている繊細な生態系にとっては
特にそうである(CBD 2010b)(図 2.11)。しかしヨーロッパと
北アメリカ以外での生物多様性への影響の定量化はほとんど
行われていないので、十分に影響を評価することは難しい。 

作物収穫量や炭素の隔離を増やすという窒素沈着の肯定的
な影響と、生物多様性の喪失や温室効果ガス排出の増大という
マイナスの影響とのバランスのとれた有効な政策を策定する
には、環境中の窒素を管理するための真に統合されたアプロー
チがまさに必要である。 
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図 2.10  窒素酸化物とアンモニアの排出量の地域傾向、1850～2050年

出典: HTAP 2010
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1850～2000年までの排出量傾向と、IPCCC第5次評価に寄与するよう開発された4つのRCPシナリオの2000～2050年までが、HTAP多種モ
デル実験に基づいて、4つの地域と世界全体に対して示される。全窒素酸化物の排出量（左）は、世界規模では、ほぼ一定のままである
が、世界のアンモニア排出量（右）は、ほとんどのシナリオで増加すると予測されている。

これまでの記録
RCP 8.5
RCP 6.0
RCP 4.5
RCP 2.6



粒子状物質 

粒子状物質の制御について達成された進展は、世界的に見た
場合、混成している。ヨーロッパや北アメリカの他に、中南米
やアジアのいくつかの都市でも、PM10（直径 10 マイクロメー
トル以下の粒子状物質）の排出量は、削減されたが、アジアや
中南米の多くの都市では、主要な汚染物質のままである。アフ
リカでは、全くわずかの都市しか、大気汚染物質をモニターし
ていないが、モニターしている数少ない都市の多くで、PM10

濃度が WHO のガイドラインを超えていることが示されてい
る(WHO 2012)。高所得国での屋外の濃度は、WHO の PM10

ガイドラインである 1 m3 当たり 20 マイクログラムに接近し
ている(図 2.13)。アフリカで最も広範囲におよぶ問題は、屋内
の粒子レベルである。これらの汚染物質を規制することは、そ 

れらが最初の排出物である一次放出と、それが大気中で変質す
る二次汚染物質とが絡み合ってできているために複雑である。
都市にとって、粒子のホットスポット（高い地点）を消失させ
ることは、さらに難題である。 

粒子状物質、特に、より細かい PM2.5 は、人の健康に被害を
も た ら す最 も重 大 な大 気 汚染 物 質 であ る (WHO 2011; 
Carnelley and Le 2001)。粒子状物質の主要な発生源は、エ
ネルギー部門、輸送部門、工業部門に関係するが、固形廃棄物
や作物残渣を野焼きすることも、有力な発生源である。世界中
の健康に関する研究によって、粒子状物質への暴露に対しての
安全な閾値は存在しない、つまり非常に低レベルでも健康被害
を引き起こすことが指摘された。健康への影響は、圧倒的に呼
吸と心血管の病気に関係するが、影響の範囲は、急性と慢性暴
露の両方に及ぶ。2004 年の粒子状物質への暴露に基づいて、
WHO は、世界中での年間の早死の 5.3％、約 310 万人の死
亡が（屋外の都市汚染 2％、屋内の汚染 3.3％）、その大気汚染
に起因していると判断した。これは他のすべての環境リスクを
集結したものを上回る数字である(表 2.4)(WHO 2009)。しか
し、より最近の研究では、屋外の人為起源の PM2.5 だけによる
早死が 370 万人と推定された。ただしそれは、農村地域での
暴露を含め、低濃度の閾値を設けず、最新の濃度-反応関係を
使用する特別な手法を用いて推定されている(Annenberg et 
al. 2010)。固形燃料とその使用方法に起因する世界全体の障
害調整生命年(DALY： 本来健康であるはずの人生のうち病気
により失われた年数の合計）は、おおよそ 4,100 万で、その全
体の 44％に当たる 1800 万が、サハラ以南のアフリカで生じ
ている(UNDP and WHO 2009)。料理や暖房用に従来の燃
料や手法を用いることへの依存を減らすように、家庭に対して 

46 第１部：現状と傾向 

窒素沈着の分類
生物多様性保全条約の下で保護されているエリアで、赤は、全窒素沈着が比較的高
く、2030年まで増加すると推測されるところで、緑は、まだ比較的低いが増加しつつ
あるエリアで、オレンジは、高いが減少しつつあるエリアであることを示す。

出典: Bleeker et al. 2011.

1ヘクタール当たり10kgを超過し、かつ増加しつつある
1ヘクタール当たり10kgを超過しているが、減少しつつある
1ヘクタール当たり5～10kgの間で、かつ増加しつつある

図 2.11  保護地域への窒素沈着の傾向、 2000～2030年

関連する目標

人の健康の保護。

指標

PMの濃度

世界の傾向

WHOのガイドラインに関して混成した進展が見られる。 
EUと北アメリカ、そしていくつかの中南米とアジアの都市
で著しく削減されたが、アジアと中南米の都市部ではほと
んど高濃度のままである。アフリカのデータは不十分であ
るが、いくつかの都市でPM濃度が高い。

Box 2.4  粒子状物質



大気 47 

大気汚染のタイプ ૣ死 障害調整生命年（DALY）
都市の屋外 115万人 ＝ 世界中の死の2.0%　

　　　　　 61万人の男性と54万人の女性肺癌死の8%　
　　　　　 心肺死の5%　
　　　　　 呼吸器系の感染死の3%

870万 DALY

屋内 197万人 ＝ 世界中の死の3.3%　
89万人の男性と108万人の女性　
下気道感染症による死の21%　
慢性的閉塞性の肺臓死の35%　肺癌死の3%　
5才以下の子供の肺炎死 90万人

4,100万 DALY

大気汚染の合計 312万人 ＝ 世界中の死の5.3% 4,970万 DALY

注釈：障害調整生命年（DALY）： 本来健康であるはずの人生のうち病気により失われた年数の合計 出典: WHO 2009

表 2.4  粒子状物質の大気汚染による世界疾病負担

燃料としてバイオマスを用いる従来の調理法を使用すると、深刻
な屋内での粒子汚染が引き起こされ、また屋外での黒色炭素や他
の粒子状物質の濃度を著しく高める。 © Stillpictures/nbsp

エネルギー介入することは、明らかに、健康を増進させ、かつ
ミレニアム開発目標の達成を促進するポテンシャルがある。英
国のような高所得国でさえ、PM2.5 は、濃度の低減に相当な進
展が見られたにもかかわらず、2008 年に 29,000 人の早死と
340,000 生 命 年 の喪失 をもた らし たと 推定 され てい る
(COMEAP 2010)。 

大気汚染の長距離に及ぶ移送についての最近の評価報告に
よると、粒子状物質の大陸間の移送が、公衆衛生基準や視程基
準を超える大気汚染をもたらしていることが示されている。粒
子が長距離に移送されていることが、世界で 380,000 人が早
死している原因である可能性があり、その 75％は、PM2.5 とい
う鉱物粉塵に起因している(HTAP 2010)。自然を発生源とす
る大気汚染の影響は、対応を要する新たに発生している大気問
題で、大気ガバナンスの節で議論される。 

自動車への技術的改善、輸送やエネルギー効率の向上、より
クリーンな燃料やフィルター、といった様々な手法が先進国に
おいて成果をあげ、開発途上国でもある程度まで成功している。
しかし、後者が、よりクリーンな技術の使用で追いつく間に、
そういった効率の向上は、排出発生源の急速な増加、例えばエ
ネルギーや輸送のための燃料使用の急増によって、帳消しにさ
れつつある。屋内の粒子が関係するところでは、グローバル・
パートナーシップによって、よりクリーンなエネルギーと、改
善された料理用かまどの普及が促進されている。 

先進国と開発途上国の大部分が、環境大気質基準を採用した
が(図 2.12)、ほとんどの都市の粒子の濃度は、人の健康と生態
系を保護するための WHO の環境大気質ガイドラインによっ
て推奨された水準を超えている(図 2.13)。大抵の開発途上国の
PM10 基準は、大気汚染の漸進的な削減を促すための WHO に
よって設定された暫定ターゲットほど厳格なものではない。
WHO はさらに PM2.5 ガイドラインを推奨したが、多くの国々
がまだ、基準もモニタリングの履行も導入していない。2010
年においてアジアでは、例えば、22 か国のうちの 4 か国だけ 

が、モニタリングによってサポートされている PM2.5 の基準を
持っている。後記の「新たに発生している問題」の節で述べる
ように、マイクロメートルおよびサブマイクロメートルの粒子
状物質による健康への影響に関心が高まりつつある。 

ヨーロッパでは、2020 年までに PM2.5 の排出量を 20％削減
する計画によって、PM2.5 による損失生命年数を、2000 年と
比較して 40％低下させることが期待されている。それでも、
まだ PM2.5 大気汚染が、統計平均寿命を 4.6 か月短くすると予
想されている (Amann et al. 2011)。しかし、ヨーロッパで
新しい国家排出上限指令が実施される場合、その恩恵は、評価
方法にもよるが、コストの 12～37 倍上回るだろう(AEA 
2010)。また、対策の構成によっては、PM 排出量を、35～50％
削減することができるかもしれない。また一方、米国環境保護
庁は、米国大気汚染防止法によって、環境の PM2.5 とオゾンの
水準を低下させることで、2010 年に 1 兆 2000 億 US ドル、
2020 年に 1 兆 8000 億 US ドルに相当する、多数の死者によ
る損失を回避する計画であると報告している(2006 dollars)。
これらの計画され実現される恩恵の 90％以上が、粒子状物質
への暴露を減らすことによってもたらされる(USEPA 2010)。 
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出典: Vahlsing and Smith 

注釈　AQG：WHOの24時間値の大気質ガイドライン
　　　IT：WHOの24時間値の暫定目標値。IT1からIT3まで設定。
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図 2.12  PM10に対する各国の環境大気質基準とWHOのガイドライン 

図 2.13  選定された地域や都市における都市の
PM10の傾向、 1993～2009年
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粒子状物質と健康のための政策立案により良い情報を提供
するには、解明されなければならないいくつかの不明な要素が
ある。それは、粒子の大きさ別の濃度と影響、様々な場所での
一次 PM 汚染と二次 PM 汚染の性質についてであり、モニタ
リング、排出インベントリ、モデリングを通して理解すると共
に、発生源の寄与率を把握したり、健康への影響を経済的価値
で計ることを通して、より理解を深めることが必要である。環
境大気質基準と能力の向上とを調和させる取り組みによって、
ヨーロッパや北アメリカ、またアジアや南米のいくつかの都市
において適用して成功した政策や技術を拡大させていきなが
ら、開発途上国の PM を迅速に削減できる可能性がある。 

対流圏オゾンと地表オゾン 

対流圏オゾン（O3）は、地表上空 0～10km から 20km ま
での下層大気中のオゾンで、温暖化の原因になっている。地上
または地表オゾンは、地表におけるオゾン濃度で表現され、人
間の健康と生態系の両方に悪影響を及ぼす。対流圏オゾンの制
御については、進展した部分とそうでない部分が混成している。
つまり、ピーク濃度がヨーロッパと北アメリカで減少した一方
で、バックグラウンド濃度は増加している。急速に産業化して
いる地域においては、バックグラウンド濃度とピーク濃度の両
方が、着実に上昇し続けている(Royal Society 2008)。 

オゾンは主に 3 つの点で害をもたらす。第 1 に、地表オゾン
は人の健康を害し、その影響は粒子状物質に次いで第２位であ
ると考えられている。それが世界で毎年、推定 70 万人の呼吸
器関連の死をもたらしており、その 75％以上がアジアにおい 



てである。さらにオゾンは、生涯続く肺損傷に至る慢性的な健
康影響をもたらす(Royal Society 2008)。 

第 2 に、地表オゾンは、植生に最も重大な被害をもたらす大
気汚染物質であり(Emberson et al. 2009; Ashmore 2005)、
作物収穫量や森林の生産力を縮小させ、純一次生産力を変化さ
せる。例えば、オゾンによって引き起こされる収穫の損失は、
推定でトウモロコシ、小麦、大豆、米といった 4 つの主要生産
物の 3～16％に及び、それを経済的損失に換算すると、世界で
毎年 140 億から 260 億 US ドルに相当する(HTAP 2010)。 

オゾンは、大気に直接放出されるのではなく、むしろ、前駆
汚染物質（窒素酸化物、メタンを含む揮発性有機化合物、およ
び一酸化炭素）が、日光の存在下で反応する時に形成される。
そのため、オゾン濃度が、前駆汚染源の風下の何十キロから何
千キロメートル離れたところで高くなる傾向があり、地方、大
陸域、半球の規模でオゾン汚染が引き起こされる。 

対流圏中のオゾンのおよそ 90％が光化学反応によるもので、
残り 10％は成層圏から直接移送される。対流圏オゾンの約 

30％は、人為起源の排出が原因で、そのうち、産業革命以前の
時代からの世界のオゾン負荷の変化の 40％がメタンの増加に
よるもので、残りは、窒素酸化物、一酸化炭素、メタン以外の
揮発性有機化合物の排出増加によるものである(HTAP 2010)。
地上または地表オゾンは、北半球の汚染地域を覆い、人の健康
と生態系に影響を及ぼすが、その起原は、成層圏からのものが
20～25％で、自然発生のメタンの酸化と、雷光と、土壌や植
生や火災からの放出など、自然の前駆発生源によるものが、成
層圏からのものと同様の割合を占める。したがって、これらの
地域では、人為起源によるものが、通常、50％以上を占める(図
2.14)。 
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図 2.14  北半球の汚染地域を覆うオゾンの発生源、
　　　　　　　　1850年と2000年 
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地表オゾンは、食用作物に対して他の大気汚染物質より、より多
くの被害を与える。 © Evgeny Kuklev/iStock

 最後に、オゾンは、CO2 とメタンに次ぐ 3 番目に大きな影
響を持つ温室効果ガスであるが(IPCC 2007)、たった数日から
数週間という大気中での滞留時間のために、短寿命気候強制力
因子に分類されている。人為起源による放射強制力は、全て合
計すると１m2 当たり+1.6(1.0、+0.8)ワットであるが、その
うち、対流圏オゾンがもたらした産業革命以降の放射強制力の
変化は、１m2 当たり+0.35(0.1、+0.3)ワットであると推定
されている(IPCC 2007)。オゾンが引き起こした変化は、産業
革命以前の時代からの世界的な温度変化の 5～16％に相当す
ると考えられている(Forster et al. 2007)。さらにオゾンによ 
って引き起こされたバイオマスの減少は、陸域生態系内に隔離
して貯留される炭素量に影響を及ぼしている。この効果は、大
気中の対流圏オゾンの直接放射効果による温暖化を上回る、追
加の放射強制力が生み出されるほどの、大気 CO2 濃度の増加
をもたらしていると推定されている(Sitch et al. 2007)。 

人の健康、作物収穫量、生態系、気候の保護

前駆物質排出量、オゾン濃度

CLRTAPターゲットに関して混成した進展。
EUと北アメリカで幾分かの削減が見られ、アジアの
ほとんどで濃度が増加している。アフリカはデータ
が不十分である。

Box 2.5 対流圏オゾン
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地表オゾンは、都市スモッグの主要原因の一つである。© T. Kimura

図 2.15  地表オゾン濃度の地域変化、1960～2000年

出典: HTAP 2010

注釈：グラフは、HTAP分析
に寄与した6つの全球光化学
モデルによる結果に基づく。
変化は2000年の地表オゾン
を基準にしている 
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オゾン濃度の上昇は、太陽放射が高くなる季節に関係すると
共に、産業や都市中心部から放出される野放しの高レベルの諸
排出にさらされる地域に関連して起こる傾向がある。このこと
が、世界的に、そして季節的に高い濃度変動が引き起こされる
原因である。北アメリカ、ヨーロッパ、アジアの地域には、高
い人為起源のオゾン負荷があることが確認された（図 2.15）。 

国連欧州経済委員会（UNECE）において規定された対流圏
オゾンのターゲットを、現在、多くの地点のオゾン濃度が上回
りつつある。しかし、ヨーロッパでの協調的行動によって、窒
素酸化物と揮発性有機化合物の排出量を 1990 年比で 30％と
35％低減させたので、短期ピーク・オゾン濃度として空気 1 m3

当たり１日のピーク値を約 60 マイクログラムにまで削減する 

に至った。それとは対照的に、多くの地点での平均オゾン濃度
は、様々な異なった要因により増加している。例えば、地域で
の窒素酸化物の排出量の削減と、それによる一酸化窒素の削減
は、オゾン破壊の主要なメカニズムを取り除くことになり、市
街地でのオゾン濃度を増加させる結果になることがある 
(Royal Society 2008)。さらに 1970 年代以降、気候変動の影
響を受けて、成層圏オゾンの流入、半球規模での移送、そして
気候変動によるオゾン生成の変化によって、バックグラウンド
オゾン濃度が、10 年当たり、空気 1 m3 当たり 10 マイクログ
ラムまで増加していることが証明されている。これは平均濃度
と、ピーク・オゾン濃度の両方を増加させるだろう。 

HTAP(2010)評価のために行なわれた全球光化学モデリン
グ研究によって、現在最も高い濃度を示している地域に対して、
地表オゾン濃度の変化していく予測値が提供されている。これ
らのデータは、最近、北アメリカとヨーロッパで地表オゾンが
減少したことを示している。このことは、米国大気汚染清浄化
法、ヨーロッパにおけるCLRTAP とEUターゲットに応じて、
過去 20 年間にわたって、窒素酸化物と揮発性有機化合物が効
果的に規制されたことによるだろう。対照的に、アジアにおけ
る傾向は、地域において継続する迅速な産業化によって上昇し
続けている(図 2.15)。しかし、これらの地域の傾向には、大き
な地域変動が隠されているかもしれない。 

対流圏オゾン濃度の将来の変化については、様々な排出シナ
リオに対して、異なった多くの全球光化学モデルを用いて調査
され、変化しやすい結果が提供されている(図 2.16)。
HTAP(2010) 評価では、RCP 排出シナリオに従って 2000 年
～2050 年の間の排出量変化の予想される結果を算定するため 



に、6 つの全球モデルの平均値が使用された。オゾン濃度の見
通しは、世界と地域の排出経路に極度に依存する。 

オゾンを抑制するために導入される政策の有効性を評価す
るには、都市も田舎もカバーする広く行き渡った世界規模の監
視ネットワークが必要である。さらに、オゾンによる人の健康
と生態系への影響、気候変動がどのようにオゾン生成に影響す
るのか、そして地球温暖化や過度の窒素沈着のような他のスト
レス要因と結合してオゾンがどのように作用するのか、といっ
たことについての理解を高めることも重要である。短寿命気候
強制力因子としてのオゾンに対する関心が増大していること
と、オゾンの削減によって、関連する人の健康や農耕や生態系
に恩恵がもたらされるかもしれないために(UNEP/WMO 
2011)、オゾンは、政策介入する上で、特に興味をそそられる
汚染物質となっている。 

国際的に合意された目標が進展した例 
問題の解決と、ターゲットの達成において、具体的に進展し

た 2 つの例がある。成層圏オゾン層の保護と、ガソリンからの
鉛の除去である。 

成層圏オゾン層 

 成層圏のオゾン層破壊に対処する世界の制度には、1985 年
のオゾン層の保護に関するウィーン条約と、1987 年のオゾン
層を破壊する物質に関するモントリオール議定書がある。最新
の科学的評価は、オゾン破壊物質の消費を排除するために、モ
ントリオール議定書の下で講じられた処置が成功したことを
確認している(図 2.17)(WMO 2011; UNEP 2010)。 

 成層圏オゾンは、太陽からの紫外線 B 波(UV-B)という放射
線を吸収するので、人や他の生物を保護している。人にとって、
UV-B 放射線への高度な暴露は、皮膚癌、白内障、免疫機能抑
制といったリスクを増大させる。さらに過度の UV-B暴露は、
陸上植物の生命、単細胞生物、水界生態系を損なう場合がある。
1970 年代中頃に、成層圏オゾン層の希薄化が、大気中のクロ
ロフルオロカーボン(CFC)（冷凍や空調機器、発泡剤や産業用
洗浄に使用される）の着実な増加と関係していることが発見さ
れた。 

最も深刻で驚くべきオゾンの損失（オゾンホールとして知ら
れるようになった）が、南極地域上空で、春季に繰り返されて
いることが発見された。オゾン層の希薄化は、北極地域
(Manney et al. 2011)と、南北の中緯度地方のような他の地
域の上空にも観察された。 
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出典: HTAP 2010

注釈：グラフは、HTAP分析に寄
与した6つのグローバル光化学モ
デルからの結果に基づく。変化は
2000年の地表オゾンを基準にし
ている。
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図 2.16  北半球の汚染地域における地表オゾン濃度の変化の予想、 2000～2050年

関連する目標
成層圏オゾン層の保護��

指標
�������オゾン破壊物質の消費量。大気の負荷。南極
のオゾンホールの毎年の広がり。��

世界の傾向

�著しい進展

Box 2.6  成層圏オゾン



オゾン破壊物質の消費は劇的に削減されたけれども(図
2.17)、それらの大気寿命が長いため、成層圏での濃度は、オ 
ゾン破壊ガス指標(ODGI)で示されるように高いままである
(図 2.18)。図 2.18 は、その指標が中緯度で 1994 年のピーク
から 17％回復したことを示し、南極地域で 31％回復したこと
を示す。 

南極のオゾン層のホールは、オゾン破壊物質の影響が最も明
瞭に現れたものである。南極地域で春季に全オゾン量が減少す
るという現象が、気象条件による影響を受けて、毎年、発生し
続けている。図 2.19 は、最近 30 年間にわたって、毎年 7 月 

19 日から 12 月 1 日まで測定された南極のオゾン層破壊の進
行を示す。記録における最大のオゾンホールは、2006 年に生
じた(WMO 2011)。 

「世界が回避した」シナリオ、つまりモントリオール議定書
が制定されずにオゾン層が破壊された場合のシナリオのモデ
ル・シミュレーションによると、1980 年の水準と比較して
2065 年までに、中緯度以北の地域の紫外線が 300％増加して
いたか、あるいは中緯度での紫外線が 550％増加していただろ
う(図 2.20)(Newman and McKenzie 2011)。紫外線のその
ような劇的な増加は、人の健康と環境の両方に、重大な結果を 
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図 2.19  南極のオゾンホールの広がり、 1980～2010年
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図 2.20  世界が回避したモデル計算によるUVインデックス、1975年、2020年、2065年
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もたらしていただろう。モントリオール議定書の成果として、
アメリカ単独で、1985 年から 2100 年の間に生まれる人々に
対して、2165 年までに 2200 万人の白内障の発症が回避され、
630 万人の皮膚癌による死亡が回避されることになるだろう
(USEPA 2010)。 

2007 年に行われたモントリオール議定書の最新の改正によ
って、地球温暖化係数(GWP)の CO2 換算で約 180 億トンの
排出量削減に貢献することになるハイドロクロロフルオロカ
ーボン(HCFC)の段階的廃止が加速された。 

オゾン破壊物質の現在の段階的廃止が、様々な地域で、それ
ぞれの時期に、オゾン層の回復につながると期待されている
(WMO 2011)。世界全体として、全オゾン量の年間平均が、
2025 年から 2040 年の間に、1980 年の水準に戻ると予測さ
れている。しかし、これは南極地域においては世紀半ばまでか
かり、小さな一時的な南極のオゾンホールが、21 世紀の終わ
りになっても存続しているであろう(WMO 2011)。全オゾン
量の年間平均は、北半球の中緯度において、2015 年から 2030
年の間に 1980 年の値に戻ると予測され、一方、南半球の中緯
度では、2030 年から 2040 年の間に回復すると予測される。 

確かにモントリオール議定書の条項が成功裏に実施された
けれども、古い設備の中に捕獲されたままになっているオゾン
破壊物質や、収集されたり備蓄された器具が破壊されることに
関するいくつかの問題が残っている。 

ガソリンからの鉛の除去 

鉛への暴露を削減するヨハネスブルグ実施計画の目標は、ほ
とんどの国々が 2002 年以降、ガソリン中の鉛を段階的に無く
したことで、大部分は達成されたが、少なくとも 6 か国では、
加鉛ガソリンがまだ販売されている形跡がある（図 2.21）。 

鉛中毒は、あらゆるレベルの暴露でも、人の健康に対して有
害であり、多くの場合、特に子供の場合に、不可逆的な影響を
引き起こし、世界疾病負荷のうちのほぼ 0.6％の約 900 万
DALY を占めている(WHO 2009)。高レベルで急性の鉛暴露
は、脳と中枢神経系に影響し、その結果、昏睡、痙攣、さらに
死さえも引き起こす。また鉛は、比較的低レベルであっても、
免疫、生殖、心臓血管系に悪影響を及ぼすことがある(WHO 
2010)。鉛暴露には、それ以下なら悪影響が検知されないとい
う閾値は存在しない(Lanphear et al. 2005; Schneider et al. 
2003; Lovei 1998; Schwartz 1994)。 

鉛暴露と鉛中毒は、絵の具や色素、電子廃棄物、化粧品や玩
具、伝統薬、食糧への混入、飲料水システムといった、様々な
発生源や製品が原因である可能性があるが、世界の鉛環境汚染
の最大の原因は、ガソリン中の鉛である(WHO 2010)。 

米国環境保護庁が、鉛の排出によって、特に子供の神経系へ
の深刻な被害と、健康への重大な影響がもたらされることを結
論付けた後の 1973 年に、アメリカで、ガソリンから鉛を取り
除くための健康に基づく規制が作られた(Bridbord and 
Hanson 2009)。日本でも同様の結論が出され、日本は、鉛が
添加されていないガソリンを販売する最初の国となり、1981
年には、販売されていたガソリンのうち有鉛ガソリンは 3％未
満にまで減っていた(Wilson and Horrocks 2008)。 
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鉛が含まれていると警告する掲示を付けた古いガソリン
ポンプの側面  © Tim Messick
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 加鉛ガソリンを持つ国々の数

世界の傾向

世界的に6か国を除いて段階的に廃止された 。

Box 2.7  ガソリン中の鉛

1976～1980 年の期間から 1999～2002 年の期間までに、
アメリカは、1～5 歳の子供について、血液 1 デシリットル当
たり 10 マイクログラム以上のレベルの鉛を持つ子供の割合
を 98％減らした(CDC 2005)。その他の世界中の研究で、ガ
ソリン中の鉛の使用が減少すると、血液中の鉛が減少するとい
う強い相関が示された(図 2.22 と 2.23)(Thomas et al. 1999)。 

鉛中毒を防ぐための介入が、非常に大きな経済的恩恵となる
ことが示された。アメリカにおける子供の鉛中毒に関連する、
直接的な医療コストと、間接的な社会コストが分析され、当時
の比較的低レベルの鉛暴露であっても、それらのコストが毎年
430億USドルになることが分かった(Landrigan et al. 2002)。
人々の一生涯の生産性を見た場合の別の経済分析では、ガソリ 



ンから鉛を除去することに起因する、子供の知能の増加と、そ
れによる彼等の一生涯における経済生産性が、アメリカでの各
出生コホートにおいて 1,100 億から 3,190 億 US ドルの恩恵
を生み出すと推定された(Grosse et al. 2002)。 

グールド(Gould 2009)によれば、鉛による危険を削減する
ために費やされた１US ドル当たり、17～220 US ドルの恩恵
があり、ワクチン剤に費やされるより費用便益比がよい。それ
は、単一で最も費用対効果のある医学的介入または公衆衛生介
入として、永く評されてきた。文献に公表された、GDP の既
知の事実から推定する別の方法論によれば、ガソリン中の鉛の 

段階的廃止によってもたらされる世界の恩恵が、毎年 1～6 兆
US ドルになり、その最良推定値が 2 兆 4500 億 US ドルで、
世界の GDP のおよそ 4％になることが示された (Tsai and 
Hatfield 2011)。 

健康への影響に関する根拠となる最近のデータを基にして、
米国環境保護庁は、鉛に対する 3 か月移動平均の大気質基準を、
空気１m3 当たり 1978 年の 1.5 マイクログラムから、2008 年
の 0.15 マイクログラムまで強化させた(USEPA 2008)。
WHO の鉛に対する年間の環境大気ガイドラインは、空気１
m3 当たり 0.5 マイクログラムのままである(WHO 2000)。 
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図 2.21  加鉛ガソリンの段階的廃止、2002年と2011年
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ガソリンから鉛を除去し、その結果として健康リスクが減少し
たことによって、数年の内に世界のガソリン中の鉛を期待通り
に完全に消失させることになったのであり、これは地球規模で
の際立った成功物語である。 

新たに発生している問題 

 大気中の黒色炭素粒子状物質は、人の健康だけでなく、気候
にも著しい影響を及ぼす。それらは雪や氷の表面を暗くし、ア
ルベドを低下させて、日光の吸収を増加させる。そのため、大
気の加熱に加えて、北極地方、ヒマラヤ山脈、他の氷河や雪で
覆われた地域など、世界中の融雪と融氷を激化させる。このこ
とは、水循環に影響し、洪水の危険性を増大させる可能性があ
る。メタンは、強力な温室効果ガスであり、かつオゾンを生成
させる重大な前駆物質である。メタン、黒色炭素、対流圏オゾ
ンは、大気での寿命が比較的短いので、より長寿命の温室効果
ガスとは基本的に異なるが、今、黒色炭素とメタンの排出量を
削減することで、今世紀前半の気候変動の速度を遅らせること
ができるだろう (Shindell et al. 2012; UNEP/WMO 2011)。 
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出典: EEA 2011
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グラフは、血液中の鉛濃度が1デシリット
ル当たり10マイクログラム以上である1～
5歳のアメリカの子供の比率を示す。
データ期間の変化に注意すること。

図 2.22  ガソリン中の鉛の段階的廃止に追随するスウ 
ェーデンのガソリンと血液の鉛濃度、1976～2004年 

ヒマラヤ山脈の雪と氷の覆いは黒色炭素を含むエアロゾルによって影響される。 © Arsgera

大気環境に関する研究で最も重大な新しい問題は、短寿命気
候強制力因子、特にメタン、対流圏オゾン、黒色炭素(UNEP 
/WMO 2011)が及ぼす作用である。一部のハイドロフルオロ
カーボン（HFC）もまた、重大な短寿命気候強制力因子であ
る(UNEP 2011c)。 
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伝統的な窯でのレンガの生産が南アジアにおける黒色炭素の
局所的で重大な発生源になっている。  © Alexander Kataytsev/iStock

二つ目に重大な新たな問題は、自然起原の微粒子による健康
影響である。毎年、非常に大量の、土壌から派生するほこりや、
野火からもたらされる粒子状物質が、主要な人口集中地域を飲
み込んでいる。これらには、中国の海岸都市に堆積させられて
いる乾燥地帯からの土壌粒子、アフリカや地中海の都市に到達
するサハラのほこり、アメリカやオーストラリアの都市に堆積
させられている、干ばつの影響を受けた内陸地方からのほこり
などがある。さらに、野火からの煙が、一般に、アフリカ、シ
ベリア、地中海、アメリカ、南東アジア、オーストラリアにお
ける粒子の濃度を上げる。これらの粒子状物質は、人の健康に
大きな影響を及ぼす力を持っており、最近の研究では、年間に
ほとんど 300,000 人以上が、その自然起原の微粒子が要因で
死亡している可能性があることが示唆されている(Liu et al. 
2009a, 2009b)。しかし、その発生源を少なくとも部分的に抑
制することは可能である(第３章)。劣化した地形を再緑化する
大規模な介入が、いくつかの国々で継続されており、国境を越
える煙霧汚染に関する 2003 年の ASEAN 煙霧協定は、森林火
災から生成された粒子状物質が国を超えて運ばれることへの
対処を目指した国際協定の例である。 

粒径と微粒子数と健康影響との間の関係についての理解が
向上するにつれ、微粒子（直径 2.5 マイクロメーター未満）お
よび超微粒子（１マイクロメーターおよびサブマイクロメータ
ーの大きさ）が、呼吸器系や心血管の健康に及ぼす影響につい
ての懸念が高まってきた(Schmid et al. 2009; Valavanidis 
et al. 2008)。その証拠量が急速に増えつつあり、次の数年で、
超微粒子への暴露を抑制することで健康を保護する、大気保全
の基準やガイドラインが開発され、大気質の政策、監視、管理
の焦点になるだろう。 

気候変動の諸課題に取り組む、炭素の捕獲と貯蔵、地球工学
などの多くの新しい手法が提案されている(IPCC 2005; 
Rasch et al. 2008)。 

大気ガバナンスと対処への統合 
的アプローチ 

この節では、大気問題のガバナンスについて評価するが、そ 

の分析には、様々な課題への懸念の度合い、問題の解決に要す
る相対的コスト、大気の課題に対処する際の複雑度、に基づく
枠組みが用いられる。それは、ほとんどの大気問題には一つで
すべてを解決する方策が無いことを示唆している(Levy et al. 
1993)。つまり成層圏オゾン層の破壊への対処に有効だったタ
ーゲットや工程表が用いられると、気候変動の交渉を遅らせる
ことになるかもしれない(Sunstein 2007)。また二酸化硫黄の
削減のために、いくつかの先進国で有効に働いた排出権取引の
仕組みが、開発途上国では他の手段で補完される必要があるか
もしれない(Chang and Wang 2010)。さらに多くの排出源
が、温室効果ガスと大気汚染物質の両方を放出していて、その
大気汚染物質のいくつかは気候にも追加的影響を及ぼしてい
るため、オゾン破壊物質の消費を押さえれば、気候への影響も
押さえられる。そういった大気の持つ統合的な性質をはっきり
と認識した上で為される意思決定の枠組みや、そういった性質
を認識し得る状況にすることの必要性が高まりつつある。 

ガソリンからの鉛の除去は、政治家やその他利害関係者に伝
え易いと判明したコスト効率の良い選択肢を用いて、よりたや
すく達成された。UNEP によるクリーン燃料や自動車パート
ナーシップのような国際的な取り組みの時宜にかなった支援
で、各国が次々に無鉛の燃料を導入した(Hilton 2006)。 

ガソリンからの鉛の段階的廃止については、国際的に拘束力
のある協定は無かったが、コスト効率の良い解決策があり、高
いレベルの懸念が抱かれ、比較的扱いやすい問題であったとい
う点で、オゾン破壊物質の段階的廃止と似ているところがある。
オゾン層を傷つける物質を除去するために、諸政府は、最終的
にモントリオール議定書となった、国際交渉のプロセスを発動
するウィーン条約に同意した。その議定書は、先進国における
オゾン破壊物質を廃絶するための一連のターゲットと工程表
を求め、また CFC を製造し始めている開発途上国のための代
替技術に対して融資する多国間基金の創設を求めた。それは、
他の国際協定のためのモデルになった(Benedick 1998)。この
合意に至ったプロセスは、懸念を提起し、コストを低下させ、
複雑さを明確にするための手助けとなった。 

他の汚染物質についての進展は、それほど平坦ではなかった。
例えば二酸化硫黄の場合には、既存の技術、手頃なコスト削減、
高まりつつあった理解が、多くの先進国においてその問題を次
第に扱いやすいものにした。ところが、ターゲットを設定する
ことや排煙脱硫を設置することは、常識になったけれども、石
炭火力発電所の数が増大し、排出量を削減する努力を圧倒した。
従って、東アジアの酸性降下物は、高水準のままである。 

粒子状物質については、健康に影響が及ぶので、規制するこ
とが最優先事項になる。しかしその対策は、開発途上国では特
に、数え切れないほどの産業、輸送、エネルギー、商業、家庭
といった国内の発生源と、自然の発生源があるために、高価で 
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都市での使用を目的としたコンパクトな電気自動車は、特別な充
電ステーションでバッテリーを充電する。 © iStock/code6d

複雑になり得る。車両の技術的改善、エンジン効率の向上、よ
りクリーンな燃料、粒子フィルタといった対策が、様々な都市
で適用され成功した。先進国では、都市における粒子状物質の
レベルが、1950 年代と 1960 年代に急激に落ち始めた。開発
途上国では、クリーンテクノロジーが、排出量削減を幾分か成
功させたが、モータリゼーション、エネルギー、工業製品に対
する高い需要のために総排出量を増加させながら急速に発展
する都市においては、それは持続しなかった。問題の複雑さと、
コストの両方が進展を妨げた。屋内の粒子状物質への暴露の削
減に関しては、農村開発とエネルギーを含める国の政策が、総
合的な開発政策の中心に位置付けられることが必要である。 

気候変動に関するガバナンスの問題には、高レベルの複雑さ、
懸念の度合いが混成すること、行動してから恩恵を得るまでに
長いリードタイムがあり多くの場合に行政的な時間尺度を越
えてしまうことなどが挙げられる。気候変動のためのガバナン
スのアプローチは、多くの点で、オゾン層のそれとよく似たア
プローチになるが、問題の性質が異なるために結果は異なる。
懸念が増大したために、国連気候変動枠組み条約（UNFCCC）
という地球規模の合意がなされ、京都議定書の交渉が可能にな
った。この条約は、人為起源の温室効果ガス排出の削減プロセ
スを開始することを目的としたが、それが完全に遂行されたと
しても、UNFCCC の合意である 2℃の温度上昇の限界内にと
どまるために決して十分となるように計画されていなかった。 

国際的な枠組みの中で、各国に拘束力のあるターゲットを展
開させるアプローチは、これまでのところ、気候ターゲットや
国際的に合意された目標を達成するための排出量の削減を遂
行できていない。やや長い目で見た有望なアプローチとしては、
各国なりの緩和行動で削減に寄与できるようにするための、
「開発途上国による適切な緩和行動」（NAMAs）を発展させ
ていくことであるように思われる。 

地球規模で気候目標を達成するには、おそらく、電気を生成 

する方法、エネルギーと資源の使用効率、陸域生態系の管理（第
3 章と 12 章）、といった排出の主要な駆動要因に対処する変革
（第 16 章）が必要とされるだろう。消費水準と生産工程に対
しては、循環経済のようなアプローチの導入が必要となるかも
しれない。つまり、原材料の流れが生物圏に再投入されるよう
デザインされた、原材料が生物栄養素で構成される循環経済か、
あるいは原材料が生物圏に入ることなく循環するようデザイ
ンされた循環経済である (Braungart et al. 2007)。しかしそ
のように変化するまでには時間がかかるので、短期的には、設
定された気候目標の達成に向かう進路上に世界を置く、早期の
排出量削減を達成できるよう、できるだけ早く費用効率の良い
既存の選択肢を展開していく必要がある。 

北極圏のような脆弱な生態系への被害、干ばつや洪水の傾向
がある地域の脆弱な社会への被害を防ぐには、次の 20～40 年
間にわたり経験されるだろう温暖化による短期気候変動を緩
和することが重要である。しかし CO2 への対処だけでは、一
つには CO2 が長命であるので、20～40 年という時間尺度で温
暖化を緩和するには十分ではないだろう。幸運にも、短期の温
暖化は、黒色炭素、メタン、対流圏オゾンなどの短寿命気候強
制力因子の濃度を削減する相補的な政策措置によって対処で
きる（Box 2.8）(Shin dell et al. 2012; UNEP/WMO 2011)。
これら短命な物質への措置は、大気ガバナンスへの統合的アプ
ローチの一例であり、費用効率の良い方法で政策を展開し、複
数の目標を達成する機会を提供する。大気の褐色雲（Box 2.9）
への認識が高まり、様々な大気の問題を統合することが重要視
されている。また南極のオゾンホールが南半球の表層の気候に
影響していることが一層明らかになってきており (Polvani 
et al. 2011)、さらにオゾン破壊物質の多くが非常に強い温室
効果ガスでもあり、気候変動とオゾン破壊物質は互いに関連し
ている。CFC の排出を回避できたことが、実際に気候変動の
緩和に著しく貢献している(Velders et al. 2007)。 

 このように様々な大気の諸問題が相互作用し関連している
ことは、国際的に設定された目標を達成する上で、政策矛盾を
回避して恩恵を最大限にし、その進展を好転させるきっかけを
提供する。飛躍的な進展をもたらすには、政策決定者が問題の
複雑さと共に、科学的知見をもっと効果的に扱うことができる
よう、その知見が適切に提示される必要がある。選択肢が分析
され、費用対効果が評価され、証拠に基づく政策が展開される
には大幅な改善が求められる。それには科学と政策関係者の間
のより密接な意思疎通、利害関係者の参加の増加、能力の増強、
技術移転が必要となるだろう。 

結論と欠落点と展望 
地球規模、大陸域規模、国の規模での大気問題に対する影響

への懸念から、国際的に合意された目標やターゲットの達成に、
排出量を抑制する相当な努力が為された。いくつかの問題は有
効に対処された。その他の問題は、いくつかの地域で改善が見
られたが、他に問題が残っており部分的に成功しただけである。 



国際的なガバナンスの既存モデルに基づけば、現在の発展軌
道は、恐らく国際的に合意された大気目標を達成しそうにない。
特に気候変動の緩和、汚染物質による健康影響の削減目標は達
成されそうにない。今後短期間にターゲットを達成できる見込
みが増大するよう世界的に協働することによって、国や大陸域
の規模での注意深く選択されたアプローチが奨励され促進さ
れる必要がある。 
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Box 2.8  短期の気候変動を限定的にし大気質を向上させるための相補的な活動

図 2.24   基準シナリオに対して、CO2、メタン、黒色炭素の排出量を削減する対策を加えた場合
に予想される効果
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黒色炭素、対流圏オゾン、メタンを対象とする限られた数の
対策を実行することで、2050 年に向けて予想される世界の温
度上昇を 0.5℃減少させる可能性があり、それは参照シナリオ
中の温暖化のおよそ半分に相当し（図 2.24）、次の数十年間の
世界の温暖化の速度を大幅に下げる。この減少のうちおよそ半
分はメタン排出の削減により、残り半分は、不完全燃焼に対処
して黒色炭素の排出削減をターゲットとする対策による。この
調査により北極圏で予測される2050年における温暖化の低減
幅は、参照シナリオより低い約 0.7℃であり、世界で見られる
低減幅より大きくなりそうである(UNEP/ WMO 2011)。ア
ジアモンスーンに関するいくつかの詳細な研究によれば、日光
を吸収する粒子による地域の放射強制力が降雨パターンを大
幅に変化させると示唆されており、地域の気候にとってさらな 

る恩恵がもたらされる(UNEP/WMO 2011)。黒色炭素の排出
削減による大気の放射強制力の減少は、インド亜大陸およびア
ジアのその他の地域において最大となるので、排出削減がアジ
アモンスーンにかなりの影響を及ぼし、降雨パターンの崩壊を
緩和するかもしれない。 

特定された対策を十分に実施することで、大気質が大幅に改
善され、屋内および室外の大気汚染が著しく低減されるために
早死が世界的に減少し、作物収穫量が向上するだろう。対策を
実施することでもたらされる PM2.5 と対流圏オゾン濃度の低
減によって、2030 年までに、240 万人の早死（70 万～460
万人の範囲の死)と、世界で毎年 5,200 万トンまたは１～４％
のトウモロコシ、米、大豆、小麦の生産損失（3,000～14,000
万トンの範囲）を回避できるだろう(UNEP/WMO 2011)。 

大気汚染から地球の大気を保護するターゲットについては、
成層圏オゾン層の破壊とガソリン中の鉛に対するターゲット
が達成されつつある。しかし、世界の大半は、政策の実行が不
十分であるために、ほとんどの大気質ガイドラインが達成され
ていない。その間にも、重要な生態系が、臨界閾値を超えた汚
染負荷に見舞われつつある。粒子状物質やその他の汚染物質な
どの大気の問題は、近いうちに、適切な誓約と援助でもって、
既存の政策や技術がより広く実行されることによって、効果的
に対処されることだろう。 

UNEPとWMOが作成した黒色炭素と対流圏オゾンの
総合アセスメントにおいて特定された、黒色炭素（BC）
とメタン（CH4）についての対策を、CO2排出量を削
減する対策と一緒に、今開始して2030年まで実施すれ
ば、地球の温度上昇を産業革命前の水準と比べて2℃未
満に維持できる可能性が高まるだろう。メタンと黒色
炭素についての対策効果の大部分は、2040年までに実
現される。グラフの右側の複数の線は、推定値の不確
定さを表す。1890～1910年の平均値を基準にして、
そこから2010年まで観察された温度差に上記予測が
加えられている。 



気候変動は、国際社会に対して、対策の目標を達成すべき最
も難しい課題の一つを提示している。気候変動によってもたら
される深刻な影響は、おそらく現在の排出量削減の誓約に基づ
いても、回避されることはないだろう。中期的には、進展が得
られるかもしれないが、個々の国の状況を考慮に入れながら、
国々の誓約をさらに促進させ、現在の技術的かつ政策的なアプ
ローチを広く適用する必要がある。 

短寿命気候強制力因子の排出量を削減する対策が、近いうち
に温度上昇を低減することに寄与できるかもしれないが、究極
的には、消費や生産パターンのシフトと、技術革新への投資に 

加えて、エネルギーが提供される仕組みの変革と、電気やその
他資源の使用効率の変革が、長期的な気候目標を達成するため
に必要となるだろう。そのような変革は、他の大気の問題にも
影響を与えるだろう。しかし、変革を起こす一方で、現時点で
利用可能な対策でもって、直ちに行動を開始すべきである。特
に大気の問題と、必要とされる政策が、統合的手法で検討され
るならば、そのような行動が著しい恩恵をもたらすことだろう。 

表 2.5 は、鍵となる大気の問題に関して、それらの目標とタ
ーゲットについての進展の要約と、発展に向けた予測を提供す
る。 
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Box 2.9  大気の褐色雲
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図 2.25  南アジアの一部を覆う大気の褐色雲

大気の褐色雲とは、特に南アジアで、褐色を帯びた煙霧が
広範囲の層として観察されるもので（図 2.25）、主としてエア
ロゾルとオゾンを生成する黒色炭素や前駆体ガスから成る大
気汚染物質による地域規模の煙霧である。これらの雲は、地
域の気候、水の循環、氷河の融解に著しく影響する。その汚
染物質は、平原から山に向かう風のシステムが、気団を高地 

へと長距離にわたって移送する地域の現象によって、この煙
霧はヒマラヤ山脈の尾根に向かって運ばれる傾向がある
(Bonasoni et al. 2010)。大気の茶色の雲の広範に拡がる性質、
それらがもたらす多様で有害な影響についての発見がなされ
たことによって、統合的な枠組みの中で、科学、対処能力、
排出量削減対策、を向上させる必要性が増大した。 
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A: 著しい進展 
B: ある程度の進展

C: ほとんど進展はない 
D: 悪化している

X: 進展を評価するには早すぎ 
?: データ不十分

鍵となる問題と目標 現状と傾向 展望 欠落している点

1. 気候システムに対して危険な人為的介入を及ぼすこととならない水準に、大気の温室効果ガス濃度を安定化させる。

気候変動
地球の平均気温の上昇
を産業革命前を基準に
2℃未満に制限する。

C CO2とその他の温室効果ガス排出の増大、ま
た濃度 の増加。 SLCF濃度は高いままで、そ
のうちいくつか は増加している。
温度上昇が、最近の数十年間にわたって世界
的、地域的に観察された。

京都ターゲットを達成するた
めの、効率の向上と、ある程
度の進展。さらなる誓約や行
動が無い場合には2℃限界は破
られそうである。

誓約された行動についてのモニ
タリングと報告を向上させるこ
と。開発途上国への財政と技術
サポート。気候変動とその他の
大気の問題の政策統合。

2. オゾン破壊物質（ODS）を廃絶する究極の目的と共に、それらの世界での生産と消費の総計を公平に規制する予防措置をとることにより、
オゾン層を保護する。

成層圏オゾン層の破壊
オゾン破壊物質の消費
をゼロにする

A モントリオール議定書の対象にされた物質の生
産と消費の削減を約98%達成（2009年に）。
大気濃度は減少しつつある。南極のオゾン
ホールの安定化。

オゾン破壊物質の大気濃度の 
継続的な減少。
世紀半ばまでにオゾン層の回
復。

大気にまだ放出されてい
ない設備、化学的備蓄、
ウレタン、その他製品、
からのオゾン破壊物質の
回収と破壊。

3. 女性と子供に重点を置いて、大気汚染に起因する呼吸器疾患とその他の健康影響を削減する。
粒子状物質（都市と
屋外）
WHOのガイドライン
と各国のターゲット

B ヨーロッパと北アメリカの大部分の国々にお
ける粒子状物質の屋外濃度は、WHOおよび
EUのガイドラインの範囲内にあるか、あるい
は接近している。アフリカとアジアの濃度は
高いままである。

アフリカとアジアの開発途上国
においては、どんなに効率が上
昇しても、消費や活動水準の増
大によって相殺されるので、進
展が遅い。

主として開発途上国のモニタ
リング。いくつかの開発途上
国においては、粒子状物質に
対する基準と、政治的な意志
と、問題の認識。

粒子状物質（屋内） 
バイオマスを使用す
る家庭用料理

C 世界の貧しい農村地域、例えばアフリカとア
ジアの一部において、より無公害な料理用か
まどや燃料を入手できる機会がほとんど無
く、屋内の粒子状物質濃度が非常に高い。特
に女性と子供に著しい健康影響が及んでい
る。

継続的な貧困とその他の障壁
が、近代的な燃料に移行するこ
とも、改良された炊事設備を使
用することも妨げている。

開発途上国におけるモニタリ
ングと、関連する技術。効率
的な料理用かまどの購入を可
能にするメカニズム、制度上
での強化、その問題に対処し
ようという政治的意志。

対流圏オゾン 
健康のためのWHO
ガイドライン

B 対流圏のピークオゾン濃度は、オゾンのホッ
トスポットを除いて、ヨーロッパと北アメリ
カにおいて減少している。

ヨーロッパと北アメリカにおける
さらなる削減が、オゾンを減少さ
せるだろうが、他の大陸域では前
駆物質とオゾンが増大するだろう。

開発途上国におけるオゾン
と前駆物質のモニタリング
をより多くする。その問題
に対する認識。

4.. 国境を越えた大気汚染と酸性降下物を含む大気汚染を軽減化するための、国際レベル、大陸域レベル、国レベルでの協力の強化。

対流圏オゾン 

CLRTAP目標

B オゾンのホットスポットを除いて、ヨーロッ
パと北アメリカで、前駆物質（窒素酸化物、
揮発性有機化合物、メタン、一酸化炭素）の
排出量の縮小によりオゾンのピーク濃度が減
少している。その他ではピーク濃度が増加して
いる。バックグラウンド濃度は増加している。

いくつかの大陸域における
改善が、バックグラウン
ド・オゾンの増加によって
相殺されるであろう。

オゾン前駆物質の排出量を最
小化する技術。農村の環境で
のモニタリング。様々な前駆
物質の排出に対しての様々な
部門での政策の実施。地域と
異地域間の協力。

.....
8)0ΨΠυϥΠϯ 
CLRTAP排出量ター
ゲット

B 二酸化硫黄の排出量と濃度は、ヨーロッパ
と北アメリカで著しく減少した。

全体的な二酸化硫黄排出量は、
世界規模での脱硫により減少す
るだろうが、アジアのいくつか
の急速に発展しつつある国で排
出量が増加するだろう。

特にアジアでの、さらなる
二酸化硫黄排出量の削減。

窒素
WHOガイドライン 
CLRTAP排出量ター
ゲット

B 北アメリカとヨーロッパによる削減が、アフ
リカ、アジア、中南米でのわずかな増加と相
殺されて、二酸化窒素濃度は、地球規模では
一定のままであった。

窒素排出が最優先の問題になっ 
ていないアフリカ、アジア、中
南米では、特に農業と車社会化
からくる窒素酸化物とアンモニ
アの両方の排出量の増加が予想
される。

問題の認識と政策的注
目。窒素の排出量を最小
化する技術改良。すべて
の大陸域で窒素の長距離
移送とその影響について
の理解が為されること。

5. 子供の鉛暴露の防止

鉛
ガソリン中の鉛の廃絶。 

A 6か国を除いて、世界規模でガソリン中の鉛
を段階的に無くした。子供における鉛の血中
濃度が下がった。

塗料のような他の発生源の鉛
に、世界で取り組まなければ
ならない

開発途上国からもたらされ
る塗料中の鉛に対する政策
と研究。

表 2.5  目標に向けた進展（表2.2を参照）
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主要メッセージ  
土地資源の管理を向上させる国際的な目標が掲げら

れたが、近年、土地資源に対する圧力が増大している。

地球環境概観第 4 次報告(UNEP 2007)において、人口、

経済発展、世界市場の急成長によって、前例のない土地

利用の変化が引き起こされたことが明らかにされた。こ

れらの駆動要因が、結果として、資源破壊や生態系の衰

退を引き起こし続けている。 

経済成長は、自然資源と生態系を犠牲にして来た。生

態系の機能が非経済的であることや、生態系の生産力に

生物物理的な限界があることについて、多くの場合、認

識されることなく土地利用の決定がなされるために、た

くさんの陸域生態系がひどく劣化させられている。例え

ば、森林減少や森林劣化だけでも、2008 年の金融危機

の損失を越える負担を世界経済にかけることになるだ

ろう。絶え間ない成長という観念で構築されてきた現在

の経済システムは、生物物理的な限界によって拘束され

る生態系内にあって、不安定な状態に置かれている。し

かし、生態系サービスに価格を付ける、市場に基づくい

くつかのアプローチが、環境被害を低減するインセンテ

ィブを提供する。 

食糧、飼料、燃料、繊維、原料を求める需要競争が、

土地に対する圧力を高めている。食糧や家畜用飼料の需

要が、人口増加と食生活の変化により急速に増大してい

る。またバイオ燃料や原料に対する需要が、人口増加、

増大していく消費、それにバイオ燃料向けの政策によっ

て駆り立てられ急激に上昇した。これらが同時に増加す

るため、土地転換、土地荒廃、保護区への圧力、が引き

起こされている。それに加えて気候変動が、作物生産地

帯に対してさらなるストレスを及ぼしつつある。その結

果、生産に関する目標と、保護に関する目標との間で、

緊張関係が高まるということが起こっている。 

グローバル化と都市化が、土地の需要競争を激化させ

ている。グローバル化と都市化のプロセスは、生産物が 

作られる場所と、それらが消費される場所との間の距離

を離すことになるため、土地制度に対する圧力を拡大し

強める。距離が離れることで、資源の枯渇や生態系の劣

化を引き起こす駆動要因が目立たなくなる。また距離が

離れることは、輸送と輸送インフラによる高い環境コス

トを誘因し、かつ持続可能な土地管理を実践しようとす

る交渉を困難にする傾向がある。大規模な国際的な土地

取引は、この流れから新たに出現してきた結果であり、

この流れの引き金にもなっている。国際的に協調して対

応することが、関連する社会や環境への圧力に対処する

ために必要である。 

ガバナンスの改善と能力向上が、持続可能な土地管理

の達成に極めて重要である。生態系を保護する目的で為

された介入の多くが、その設計と実施において、地域の

価値観を認識せず、また地元コミュニティを参画させず

に創設されたために失敗してきた。全ての空間および時

間スケールでの能力向上が、土地管理を改善させる上で

必要である。現在のガバナンスのアプローチには、「森

林減少・劣化からの温室効果ガス排出削減」（REDD）の

ための国連の協調的プログラムという市場に基盤を置

く戦略と、認証という中央集権的な制度を用いた戦略と、

コミュニティに基盤を置いた資源管理という地方分権

的な戦略とがある。すべて土地ガバナンスを向上させる

ための機会と課題の両方を提供する。 

より持続可能な土地制度を創設できる可能性は有る。

これらの複雑な問題を解決するためには、さまざまな社

会的、生態学的な駆動要因が、地方、地域、国、地球の

それぞれのスケールで、土地制度に対して、どのように

影響を与えているかを理解することが決定的に重要で

ある。国際組織、科学界、国や地方機関が、それぞれの

行動を調整するために協調努力することによって、この

目標を達成するために必要とされる政策オプションを

創設することは可能である。



序文 
気候パターンの変化、経済のグローバル化、人口増加、天然

資源の使用増加、急速な都市化が、陸域生態系にかつてないほ
どの圧力をかけており、実際に陸域生態系のすべてがストレス
を受けている。人類の用途に使用できていたものに、生物物理
的な限界が存在するというのは本当であり、そのような限界に
接近しているか、または既に超過してしまったことを示す強い
兆候が見られる(Rockstrom et al. 2009)。それでも最近にな
って、いくつかの地域で、森林に覆われる区域や再生される土
地 が 増 え て い る 事 実 は (Lambin and Meyfroidt 2010; 
Nepstad et al. 2009; Bai et al. 2008)、衰退は避けられない
わけではないこと、そしてたとえ元の生態系機能が変化させら
れたり、あるいは生態系への圧力がどこか別のところへ移行す
るとしても、回復は本当に可能であるかもしれないことを示唆
している(Meyfroidt et al. 2010)。 

食糧、飼料、燃料、繊維、原料に対する需要の増加は、土地
利用変化を引き起こす圧力を地方と遠方に作り出す(Lambin 
and Meyfroidt 2011)。これらの需要からもたらされる一連の
現象は、都市化とグローバル化のために複雑なものにされ、物
品の生産場所を消費場所から途方もなく遠くに引き離す
(Barles 2010; Kissinger and Rees 2010)。核心となる問題
は、人類の幸福と環境の持続性を両立させる方向で、これらの
需要がいかにして対処され、または制御され得るかということ
である。これに対処するには、陸域生態系の制御に関わってい 

る社会的関係や生物物理的プロセスについての注意深い調査、
政策の優先順位と手法の設定、引き起こされそうなプラスとマ
イナスの両方の影響の配分について考慮しておくことが求め
られる。 

地球環境概観第 4 次報告（GEO-4）(UNEP 2007)は、水
と廃棄物処理と食糧に対する需要の増大が、持続不可能な土地
利用や土地荒廃のパターンを招いたことを述べた。また、土地
利用を変化させる主要な要因として、森林の被覆と構成、耕地
の拡張、農業の強化、砂漠化、市街地開発を特定した。また
GEO-4 は、土地の管理を怠り続ける場合、増大する気候変動
と相まって、将来のストレスからの回復を困難または不可能に
して、社会のレジリエンス（回復力）を低下させるだろうと結
論付けた。本章では、湿地を含む地球規模での土地制度の現状
と傾向に関する最新情報を提供し、土地利用の変化に影響を及
ぼす新たに出現した主要な問題を検証し、国際協定の達成に向
けて最近引き起こされている変化の影響を考察し、いくつかの
広範な対策を提示する。 

国際的な目標 
本章を解説するために選定された国際的な目標は、食糧の安

全保障、貧困の削減、および環境の持続性に関する、生命にと
って極めて重要なターゲットからなる（表 3.1）。本章は、そ
れらの達成を可能にするか、それとも制約するかもしれない生
物物理的、社会的、経済的、政治的な要因を特定する。 
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表 3.1  国際的に合意された土地に関係する目標やテーマ（選定されたもの）

国際的に合意された目標の
主要テーマ

ヨハネスブルグ実
施計画(WSSD 
2002)の第40節(b)

ミレニアム
開発目標 
MDG1
(UN2000) 

ミレニアム
開発目標 
MDG7
(UN2000) 

世界食糧サミッ
ト行動計画
(FAO 1996)
の第33節(g)

ラムサール
湿地条約
(1971) 

国連砂漠化防止条約
(UNCCD 1994)第2条

食糧安全保障を促進する。 X X

飢えに苦しむ人々の割合を削
減する。

X

食糧へのアクセスを改善する。 X X

食糧生産を増やす。 X

環境資源の損失を反転させる。 X X X X

森林破壊率を減らし、森林に
よる被覆を増やす。 X

熱帯林の破壊をやめさせる。 X

湿地の損失を止める。 X

砂漠化を防止し、干ばつの影
響を緩和する。 X

統合した土地利用の計画と
管理を実行する。 X X X X X

持続可能な発展の原則を、国の政
策やプログラムに組み入れる。 X X X

生態系サービスの複合的な恩恵を
認識し、維持し、開発する（それ
らの経済価値に加えて）。

X X



第 16 章で実証するように、これらのターゲットを達成でき
なければ、人類の幸福と環境保全に厳しい影響が及ぶことにな
る可能性があり、その危険度は高い。 

現状と傾向 
この節では、選定された指標を用いて、農地、森林、乾燥地、

湿地、極地域、人類の居住地についての現在の状況、ならびに
これらの土地被覆と土地利用についての最近の変化を見てい
く。 

農業 
食糧と家畜飼料に対する需要が、人口増加、都市化、ならび

に動物性食品を多く含むようになった食事の変化により、急速
に上昇している。これらの変化による結果の一つは、直接的に
も間接的にも飼料生産専用の耕作地を通して、家畜に割り付け
られる農地が広範囲に拡大したことである(Rudel et al. 
2009; Naylor et al. 2005)。水不足と土地荒廃が食糧安全保
障にとって依然として脅威である状況下で、近年のバイオ燃料、
飼料、繊維に対する関心が加速されたことによって、農地をど
のように使用するかという需要競争が引き起こされている。 

農地と生産の傾向 

2009 年に世界には、およそ 33 億ヘクタールの牧草地と、
15 億ヘクタールの耕地がある。合計した土地面積の大きさと
割合は、大陸域で大きく異なる（図 3.1）(FAO 2012)。2009
年にヨーロッパ以外のすべての大陸域は、土地面積の多くを、 

耕地よりも牧草地専用に使用していた。過去１０年間に、耕地
部分の合計はわずかに増加しただけであったが、育てられた作
物には相当な変化があった（図 3.2）(FAO 2012)。トウモロ
コシは、西アジア以外のすべての大陸域で重要な作物であり、
2001～2010 年の間に、アフリカとアジア太平洋地域において、
25％以上収穫が増えた。2010 年に合計約 1 億 6,000 万ヘク
タールの土地でトウモロコシが収穫された。米の最大の生産地
帯はアジア太平洋地域であるが、ヨーロッパとアフリカが、
2001～2010年の間にそれぞれ約30％と20％という最大の増
加率を示した。主要な大豆生産地域は、中南米とカリブ諸国、 
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関連する目標
極貧と飢えを根絶する

指標
栄養不良の人々の割合

世界の傾向
比率は減少しているが、絶対数は増加している。

最も脆弱なコミュニティ

慢性的な貧困、気候変化、または食品価格の変動のため
に食糧不足である人々。

最も懸念される地域
アフリカ、アジア太平洋地域

Box 3.1  飢えの根絶

図 3.1  2009年に耕地と牧草地に使用された面積（地域別）、また1960年と2010年の間の地球全体での変化
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および北アメリカで、アメリカ合衆国、ブラジル、アルゼンチ
ンが世界の 3 大生産国である。小麦の主要生産地はアジア太平
洋地域とヨーロッパである。 

これらの作物に使用された面積の増加によって、収穫が全体
的に増加した(FAO 2012)。現在の世界全体の小麦、トウモロ
コシ、米の収穫高は、それらの潜在力のそれぞれ 64、50、64%
であると見積もられているが、収穫高との格差の大きさは、
様 々な要 因の影 響によ って大 陸域ご とに大 幅に変 わ る
(Neumann et al. 2010)。実際の収穫と潜在的な収穫との間に
大きな格差が生じるのは、低肥料投入型農業が実施されている
場合に起こる傾向がある(Licker et al. 2010)。作付面積が
2001 年以降に拡大した二つの大陸域、アフリカと中南米カリ
ブ諸国は、北アメリカやヨーロッパと比較して、収穫高がまだ
比較的低いが、大陸域に特有の制約が見極められて克服されれ
ば (Neumann et al. 2010)、耕地の拡大を最小にしながら、
食糧生産を増大させる潜在力があるかもしれない。 

農業の生産性は、生物物理的な要因とその他の要因によって
制約される。未開墾の土地に従来の農業を展開するには、その
表層を改良するための機械化と、肥料、除草剤、農薬、潅漑用
水という形での補填が必要になる。しかし、機械類や化学的な
補填が過度に行われると、土壌構造が崩れ、浸食が増大し、化
学的に土壌が汚染され、地下水と地表水が汚され、温室効果ガ 

スのフラックスが変わり、生育地が破壊され、化学的な補填に
対する遺伝的耐性が構築される(Blanco-Canqui and Lal 
2010; Foley et al. 2005; Buol 1995)。集約的に機械化され
た高入力型の農業が広範囲で採用されたことで、土壌侵食の速
度が大幅に加速した。さて、一般に行われている農業方式によ
って起こる浸食は、保存農業を実施する方式よりも 3 倍以上高
く、自然植生で行う方式よりも 75 倍以上高い(Montgomery 
2007)。劣化した土地は放棄されるため(Bakker et al. 2005; 
Lal 1996)、土壌侵食が、世界的に一人当たりの利用可能な農
地を低下させる一因になっている (Boardman 2006)。したが
って、これらの方法によって収穫の増加が達成されたとしても、
それは環境上の負担ももたらしていることになる。 

連続して耕作を行う低入力の農業方式では、土壌肥沃度と収
穫高の急速な低下が、作物の国際的な価格変動と相まって、農
村での人々の生活状況に影響を与え続ける(Koning and 
Smaling 2005)。一方、持続可能な集約技術は、先程述べた高
入力型農業の問題のいくつかを回避しながら、状況によっては
土壌肥沃度と収穫高を向上させる可能性を提供する。 

気候変動が将来の世界の食糧生産に与える影響を特定する
ことは難しいけれども、気候変動が農業区域に与える影響によ
って、ますます多くの人々が直接的影響を受けるであろうこと
が、相当な証拠をもって示されている(World Bank 2010)。 
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中西部アメリカのエタノール工場の前にあるトウモロコシ畑、エタノール生産に使用される最も一般的な原料は、引き続きトウモロ
コシである。　© iStock/SimplyCreativePhotography
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図 3.2  2010年に収穫された面積と、2001～2010年の間の変化（選定された作物別）

出典: FAO 2012
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消費の傾向 

栄養不良の人々の割合は、1995～1997 年の世界人口の
14％から、2010 年の 13％まで減少したが、絶対数は、人口
増加によって同期間に 7 億 8800 万人から、およそ 9 億 2500
万人まで上昇した(Box 3.1) (FAO 2010b)。慢性的な食糧不
足に陥っている区域は、地域紛争、弱いガバナンス構造、地方
機関の崩壊など、多くの障害に直面しており、それらの障害す
べてが、食糧へのアクセスと分配に影響を与えている(FAO 
2010a)。また世界の栄養不良の人々の多くは、気候の変動性
の被害を特に受けやすい地域に住んでいる。アフリカとアジア
太平洋地域は、2007 年の食糧消費の平均が最も低い大陸域で
あったが（図 3.3）(FAO 2012)、食料消費の変化においては
最も高い増加率を経験した大陸域でもある。アジア太平洋地域
は、栄養不良の人々の数が 5 億 7800 万人で最も多く、一方、
サハラ以南のアフリカは、栄養不良の人々の割合が最も高く、
2010 年における人口の約 30％である(FAO 2010b)。 

森林 
森林は、陸域生態系に極めて重要な役割を果たし、隠れ場、

生息生育地、燃料、食糧、飼料、繊維、木材、薬、安全、雇用、
といった多くのサービスを提供し、さらに淡水の供給を調節し、
炭素を貯蔵して栄養素を循環させ、また地球の気候の安定に寄
与している。歴史的に森林は、隠れ場、農地、食肉生産、燃料
や木材の採取、に対する需要の増加による圧力を受けてきた。 

しかし、最近の数十年間でこの圧力は増加した。それは、農業
拡大とバイオ燃料生産による需要競争、急速な都市化と社会基
盤整備、林産物に対する世界的な需要増大によるものである。
さらに森林は、平均気温の年々の変化、降雨パターンの変化、
より頻繁に起こる異常気象、からもたらされる強いストレスも
受けている(Allen et al. 2010; Tiwari 2009)。 
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図 3.3  2007年における食糧供給の平均、および1998～2007年の間の変化（地域別）
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Box 3.2  森林

関連する目標
森林伐採を減少させ森林被覆を増加させる。

指標
正味の森林変化

世界の傾向
温帯地域において若干の森林増加。
いくつかの熱帯諸国で森林伐採が減速。
全体として熱帯での森林破壊は高いままである。

最も脆弱なコミュニティ

熱帯諸国で森林に依存している人々

最も懸念される地域
アフリカ、中南米とカリブ諸国



 
 

森林地帯 

森林は、世界の全陸地部分のうちの 31％で、ちょうど 40
億ヘクタールある(FAO 2011)。これらの大多数は、ロシア北
部と中部、およびカナダとアラスカのほとんどに拡がる寒帯林
である。広大な熱帯雨林は、アマゾン、アフリカのコンゴ盆地、
東南アジアの一部で見られる。温帯林は、アメリカ合衆国、ヨ
ーロッパ、アジアの中緯度にまだら状に分布している。 

森林伐採と自然原因の両方による森林損失は、その速度は低
下しているものの、驚くほど高いままである（Box 3.2）。地
球レベルでの、年間の森林損失は、1990 年代の 1,600 万ヘク
タールから、2000～2010 年の間におよそ 1,300 万ヘクター
ルまで減少した(FAO 2011)。この期間に、最も速い速度での
熱帯雨林損失が、南アメリカとアフリカで生じた（図 3.4）。
1990 年代に広範囲の森林伐採を被ったブラジルやインドネシ
アなど、いくつかの急速に発展している国々は、熱帯雨林損失
の速度を著しく低下させたが(FAO 2011; Ometto et al. 
2011)、中南米とアフリカの低開発国は、高い速度での損失を
続けている。先進国の多くは、1800 年代後半から、田舎から
都市への移住と、農場放棄の結果として、正味の森林再生を経
験してきたが(Walker 1993; Mather 1992)、干ばつ、森林火
災、昆虫攻撃のような自然要因が、ここ数十年間に森林損失を
悪化させた。しかし、森林損失の主要な駆動要因は、人口増加、
貧困、経済成長、土地の価格設定、木材や他の林産物に対する
国際的な需要、地元住民の権利の不安定さ、そして森林生態系
に対する評価が十分になされていないことである(Carr et al. 
2005; Lambin et al. 2001)。 

プランテーション 

森林プランテーションは、通常、産業目的のために開拓され、
2000～2010 年の間に世界全体で 5,000 万ヘクタール増加し、
全森林地帯の 7％である 2 億 6400 万ヘクタールに達した（表 
3.2） (FAO 2011)。アジアは、この増加の 58%である 2800
万ヘクタールを占める。一般に単一栽培プランテーションは、
地域の生物多様性を豊かにしない傾向があるが、材木、炭素や
水の貯蔵、土質安定化などの生態系サービスを提供する。 
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アマゾンにおける開墾であるが、その森林伐採のかなりの部分が、
畜牛の大規模放牧と大豆の大規模生産に起因する。 © iStock/luoman

図 3.4  地域別の森林地帯の変化、19902010年
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表 3.2  2010年のプランテーション面積と、2000～2010年の間の増加（地域別）

アフリカ アジア
太平洋地域 ヨーロッパ 中南米と

カリブ諸国 北アメリカ 西アジア 世界全体

2010年のプランテーション
面積、1000ヘクタール 15 409 121 802 69 318 14 952 37 529 5 073 264 084

毎年の増加、1000ヘクタール 245 2 948 401 407 809 115 4 925

毎年の増加、% 1.75 2.82 0.6 3.23 2.46 2.6 2.09

注釈： FAOのデータからアフガニスタン、トルコ、イランを除き、それらを西アジア地域に含めるGEO地域カテゴリーが適用されている。 
出典: FAO 2011

生産森林地帯と保護森林地帯 

木材や非木材製品の生産用に指定された世界の森林面積は、
2000 年の約 11 億 6,000 万ヘクタールから、2010 年の約 11
億 3,000 万ヘクタールまで減少し、年間の減少幅は、約 291
万ヘクタールで 0.25％に相当する(FAO 2011)。しかし、土壌
と水の保護用に指定された世界の森林面積は、2000 年の約 2
億 7,200 万ヘクタールから、2010 年の約 2 億 9,900 万ヘク
タールまで増加し、年間の増加幅は、約 277 万ヘクタールで
0.97％に相当する(FAO 2011)。同様に、生物多様性の保全用
に指定された世界の森林面積は、約 3 億 300 万ヘクタールか
ら、約 3 億 6,600 万ヘクタールまで増加し、年間の増加幅は
約 633 万ヘクタールで 1.92％に相当する(FAO 2011)。生産
用に指定された森林面積の減少の主な理由は森林伐採で、保護
用の森林面積の増加の主な理由は、植林である(FAO 2010a)。 

森林管理と認証 

森林管理協議会（FSC）と森林認証プログラム（PEFC）が、
2 つの主要な森林管理認証機関である。これらの 2 つの機関の
下で、2002～2010 年の間に、認証された森林が、毎年約 20％
増加した(UNEP 2011c)。しかし、2010年にFSCまたはPEFC
が認証した森林管理下にあった森林は、全森林面積の約 10％
である (UNEP 2011c)。これらの傾向は、森林管理が向上す
る一方で、実施されるべき多くの作業が残っていることを示す。 

森林の炭素貯蔵 

 森林は、それらのバイオマスと土壌中に炭素を貯蔵する能力
があるため、大気の二酸化炭素（CO2）を吸い込む重要な貯蔵
庫と考えられている(Anderson et al. 2011)。全ての陸域のバ
イオマス炭素の貯蔵の 75％以上、土壌有機炭素の貯蔵の 40％
以上が森林生態系内に存している(Jandl et al. 2007)。森林に
よる 1990 年代の炭素隔離量は、化石燃料の燃焼と土地利用の
変化によって生じる炭素排出量のおよそ3分の1に相当してい
た(Bonan 2008)。寒帯林は熱帯雨林より多くの炭素を土壌に
貯蔵し、一方、熱帯雨林は寒帯林よりはるかに多くの炭素を植
物バイオマスに貯蔵する(Prentice et al. 2001)。パーンらは
(pan et al. 2011)、世界の森林システムが 1990～2007 年ま
で年間24億±4億トンの炭素を吸収していたと推定している。 

火災は、森林から生じる温室効果ガス排出の主たる源泉であ
る(van der Werf et al. 2010)。寒帯林の生態系は、大きな炭
素排出に至る高頻度の激しい森林火災になる傾向がある。アミ
ロらは(Amiro et al. 2001)、1949～1999 年の間に、毎年平
均 200 万ヘクタールのカナダの寒帯林が燃え（その間の年間
変動幅は 30 万～750 万ヘクタール）、年間平均 2,700 万±600
万トンの炭素が排出されたと推定した（その間の年間変動幅は
300 万～1 億 1,500 万トン）。スクヒニンらは(Sukhinin et al. 
2004)、1995～2002 年の間に、東ロシアで毎年平均 770 万
ヘクタールの面積が燃え、その 55％の 420 万ヘクタールが森
林であったと推定した。ジレットらは(Gillett et al. 2004)、
カナダで燃える面積が最近増加したことは、人為起源による気
候変動の結果であることを突き止めた。将来、温帯地域と寒帯
地域で、火災がより多く、焼失面積がより広く、火災期間がよ
り長くなる可能性がある(Flannigan et al. 2009)。 

乾燥地、草地、サバンナ 
 乾燥地、草地、サバンナは、降雨量の空間的時間的な大きな
変動に見舞われており、そのことが植物成長、生育環境、人間
の生計に劇的な変化を生じさせている。乾燥地は世界の地表面
のおよそ 40％に当たり、開発途上国の人々の 90％である 20
億人以上がそこを居住地としている(UNEP 2007)。しかし、
乾燥地の空間的な範囲は、生態系サブタイプの変異、データの
ばらつき、遠隔探査データに適用されるクラスや閾値が様々で
あること、によって不明確なままであり、世界的な比較が困難
な状況にある(Reynolds et al. 2007)。草地には、ほとんど砂
漠のような非常に乾燥しているタイプから、湿度の高いタイプ
まで幅がある。サバンナは木と草が混合した生態系で、ほとん
ど樹木が無い草地から、閉鎖林冠の森林地帯までの幅があり、
特にアフリカ、中南米、オーストラリアの熱帯地方や亜熱帯地
方で大きな面積を占めている(Mistry 2000)。 

乾燥地、草地、サバンナの傾向 

降雨量の変動が、植生を変化させる主な駆動要因であるが、
放牧の強度も長期的な乾燥地の劣化に直結する(Miehe et al. 
2010)。放牧地を耕作地に転換することは、全体的な乾燥地の
植物による生産性を、持続的に著しく減少させることにつなが 



っている。シーズらは(Sietz et al. 2011)、乾燥地の脆弱性を
引き起こす最も重要な要因が、水分ストレス、貧困、土壌侵食、
自然農業が制約されること、政治的中枢からの孤立、であるこ
とを示した。 

純一次生産力（NPP）は、年間の光合成を通して植生によっ
て捕らえられる炭素の正味量のことである(Melillo et al. 
1993)。地球の陸域の NPP のおよそ 2％が、毎年、乾燥地の
劣化のために失われており、それは乾燥地の潜在的な NPP の 

4～10％に相当する(Zika and Erb 2009)。図 3.5 は、NPP
損失の観点から測定された乾燥地の劣化が、サヘル地域ならび
に中国の乾燥や半乾燥地帯においていかに広範囲に拡がって
いるか、また、それに続いてイラン・中東の乾燥地、またそれ
程ではないにせよ、オーストラリアと南部アフリカの大陸域に
いかに拡がっているかを示す。乾燥地の持続可能な発展は、土
壌肥沃度を向上させる技術、土壌と水を保全する技術、ならび
にマルチ農業や保全耕うんや多様な作付体系といった農業効
率を向上させる技術、に依存するだろう(Mortimore et al. 
2009)。 
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図 3.5  世界における乾燥地と、人類が引き起こした乾燥地の劣化の範囲
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70%以上 出典: Zika and Erb 2009
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図 3.6  砂漠化防止条約（UNCCD）運用の目的と成果、2010年

世界人口の30%が、砂漠化や土地荒廃や干ばつに
ついて、またそれらと気候変動や生物多様性との

相乗作用について知らされていること。

支持、認識、
教育

運用の目的 　 達成の評価指標 現在の達成水準 全体のターゲット ターゲット
の期限

2018

影響を受ける締約国の80%が、
2008～2018年長期計画に沿って作成または

修正された国家行動計画を持つこと。
政策の
枠組み

国家行動計画
との連携 2014

影響を受ける締約国の100%が、リオ３条約間の相乗
作用を確実にするための、統合された国家行動計画を
実施するか、または機能的メカニズムを持つこと。

リオ３条約＊の
統合計画 2014

影響を受ける締約国の60％
が、国の乾燥地モニタリングシ
ステムを設立し支援すること。

科学、
技術知見 乾燥地の

モニタリング 2018

影響を受ける締約国の90%が、
乾燥地に特有の能力向上の取り

組みを実施すること。
能力向上 乾燥地域の関係

者の能力向上 2014

影響を受ける締約国の50%が、統合
的な投資の枠組みを持つこと。

金融と
技術移転

統合的な
投資の枠組み 2014

情報と認識 25%

5%

72%

38%

71%

15%

* 生物多様性保全条約(CBD)、国連気候変動枠組み条約(UNFCCC)、および砂漠化防止条約(UNCCD)

図は、UNCCDターゲットの進展度を評価するもので、いくつかの領域では具体的進展を示し、他の領域では改善が必要であることを明らかに
している。特に有望なことは、乾燥地の劣化に関して世界的に高い水準で認識されていることである。国家行動計画を連携させること、および
統合的な投資の枠組みを進展させることに関して、諸問題に直面している。また2012年における次の報告サイクルに先立って得られたこれら
の教訓に、UNCCDが対処できるよう、データの有効性や報告の仕方における問題点が、評価プロセスによって明らかにされた(UNEPWCMC 
2011)。 出典: Prepared by UNEP-WCMC

湿地 
2003 年に欧州宇宙機関が、国際的に重要な湿地に関する条

約（ラムサール条約）の事務局と共同で、湿地生態系の目録作
りとモニタリングと評価を支援するために、地球観測技術の現
在の能力を使って、GlobWetland（地球湿地）プロジェクト 

を開始した。そのプロジェクトによって、世界の湿地評価には、
かなりの不一致があり、地球観測による知見と、従来の湿地群
落(Jones et al. 2009)との間に大きな隔たりがあることが明ら
かになった（表 3.3）。 

湿地の転用が続いている。内陸湿地と沿岸湿地の両方を最も
顕著に変化させている駆動要因は、人口増加と増大する経済発
展であり、それらが次々に社会インフラの開発と農業の拡大な
どによる土地転用を促進している(Wood and van Halsema 
2008)。湿地に影響を与えるその他の直接的な駆動要因は、森
林伐採、淡水の取水の増大、淡水の流れの転換、地形の崩壊や
細分化、窒素負荷、乱獲、シルテーション、水温の変化、外来
種の侵入である(Fraser and Keddy 2005)。コールマンら
(Coalman et al. 2008)によって分析された 14 の三角洲で、
調査された 160 万ヘクタールの湿地面積の過半数が、14 年間
で自然要因あるいは農業や工業向けの転用のために取り返し 

 乾燥地における砂漠化、土地荒廃、干ばつに対する国際的な
対策として、国連砂漠化防止条約（UNCCD）が 1995 年に採
択され、193 か国に欧州連合を加えた 194 の締約国によって
署名がなされた。その初期の実施段階における成果がまちまち
であったので(UNCCD 2007)、条約の締約国は、条約を再活
性化するために2008～2018年の10年の長期計画を採択した
（図 3.6）。その計画には、一組の特定の目的と指標に基づい
て事を進める成果重視型の管理アプローチ、ならびに実施体制
の遂行能力を審査し評価するための新しいモニタリング、評価、
報告の工程が含まれている。 
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表 3.3  世界の湿地帯の推定量

 大陸地域 湿地資源についての世界的な再調査
(MA 2005b; Finlayson et al. 1999)

世界の湖と湿地のデータベース  
(Lehner and Döll 2004)

100万ヘクタール 世界の湿地帯の構成比% 100万ヘクタール 世界の湿地帯の構成比%

アフリカ 125 10 131 14

アジア 204 16 286 32

ヨーロッパ 258 20 26 3

新熱帯区 415 32 159 17

北アメリカ 242 19 287 31

オセアニア 36 3 28 3

合計 1 280 100 917 100

のつかないほど失われた。世界の気候変動は、沿岸湿地の損失
や劣化を激化させるかもしれない。例えば、シビツキらは
(Syvitski et al. 2009)、三角洲の沈下、洪水の影響を受け易い
こと、海面上昇に対する脆弱性に、人間活動が及ぼす影響を分
析し、洪水の危険にさらされる三角洲の面積が今世紀の終わり
までに 50％以上増加する可能性があると結論づけた。 

泥炭地での森林伐採や排水や農業転用は、CO2 と亜酸化窒素
の相当な量の排出につながる (Mitra et al. 2005)。世界の泥
炭地は、世界の地表面の 3％に当たる約 4億ヘクタールを占め、
そのうちの 5,000 万ヘクタールが排水されて分解されつつあ
り、全世界の CO2 排出量の 6％に相当するものを引き起こそ
うとしている(Crooks et al. 2011)。これ以上の湿地の劣化を
回避することによって、気候変動を著しく緩和することが可能
である (Wetlands International 2011)。 

食糧、飼料、バイオ燃料、材料向けの土地需要が増大し続け
るために、湿地と湿地に関連する生態系サービスの損失が続く
だろう(CA 2007)。マングローブがあるような沿岸湿地は、世
界で毎年 0.7％を超える 10 万ヘクタール以上が減少し続けて
いるが、その損失速度は 1980 年代の年間１％に比べれば遅く
なった。1980 年代や 1990 年代と比較して、ほとんどの地域
で損失速度は減少したが、2000～2005 年にかけてアジアでの
マングローブの損失が再び加速した(UNEP-WCMC 2010)。
このような損失はあるものの、アジア太平洋地域は、世界全体
の 50％以上という最大の空間的広がりをもったマングローブ
生態系を保持している。他の主なマングローブ地帯は、中南米
の北部、東アフリカと西アフリカ、そして紅海である。 

極地域 
北極圏の永久凍土層（24 か月以上連続して凍ったままであ

る土壌の上層 3.5ｍ）は、地球上で最大の有機炭素の貯蔵場所
である。しかし、永久凍土層内の温度が、過去 20～30 年間で
既に 2℃上昇している、地球上で最も急速に温暖化していると 

ころであるため (McGuire et al. 2009; Tarnocai et al. 
2009)、来世紀にわたって炭素の相当な排出源となるだろう
(Schuur et al. 2008)。北極圏のツンドラや寒帯林の生態系は、
現在、炭素の吸収源として機能している(McGuire et al. 
2009)。しかし、表面に近い永久凍土層の 90％までが、2100
年までに溶けて消えると予想されるので(Lawrence et al. 
2008)、21 世紀の間に、北極地方が炭素の純排出源となる可
能性がある (Schuur et al. 2008; Zimov et al. 2006) 。 

また、主として湿地から排出されるメタンは、北極圏の炭素
収支における重大な要素である(O'Connor et al. 2010)。世界
のメタン排出量のちょうど 2％が北極圏で生じているが、この
地域の排出量は、2003～2007 年の間に 3 分の 1 近く上昇し、
その増加率は最大であった(Bloom et al. 2010)。これらの排
出量のうちのいくつかは、永久凍土層の下にハイドレート結晶
として凍結され閉じ込められていたメタンが開放されること
で生じている。また、これらのメタンハイドレートは、深い海
洋底の下や、大陸棚の内部に豊富に存在している(O'Connor 
et al. 2010)。メタンは、大気での 100 年間の温室効果が、CO2

より 25 倍大きい(IPCC 2007)。 

北極圏で生じている気候に関連するその他の土地変化には、
樹木限界線の北方への移動、木本植物によるツンドラへの侵食、
植物の生産性を増大させる結果になる生育期間の拡大などが
上げられる（図3.7）(Epstein et al. 2012; Walker et al. 2012; 
Callaghan et al. 2011; Wang and Overland 2004; Zhou 
et al. 2001; Myneni et al. 1998)。これらのプロセスは大気
から CO2 を取り除くけれども、永久凍土層が融けることによ
る炭素の放出やその他のプロセスが、植物による CO2 隔離を
追い越すだろう(Schuur et al. 2008; Zimov et al. 2006)。 

樹木限界線の北方への前進といった環境変化は、急速な産業
振興と相まって、トナカイ牧畜のような伝統的な生計に課題を
投げかけている。特にカナダやロシアの北部で、氷道がより早 
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図 3.7  北極圏の植生の変化、1982～2005年

生産性の減少（近年、火災に
見舞われていない樹木地帯）

ピーク生産性と生育期間
の増加

出典: CAFF 2010

く溶け、より遅く凍るので、陸地の多くの地域へのアクセスが
困難になり、コミュニティや産業振興に深刻な影響を与えてい
る (AMAP 2011; Stephenson et al. 2011)。同時に、季節ご
との北極海の氷の覆いが、面積、体積、持続期間において減少
しているので、観光旅行の増加、林業、農業、油・ガス・鉱山
開発の拡大などの新しいビジネスチャンスが出現しつつある。
それでも永久凍土層の融解や海岸侵食によって、最も影響を受
けた北極圏のいくつかのコミュニティは、移住を強いられてお
り(ACIA 2005)、地元の先住民に特に配慮して、生活状況が
どう変化するかを予見し、可能な適応オプションを評価するさ
らなる研究が必要である(AMAP 2011)。 

また南極では、南極大陸の広大な土地が、地球の気候や海洋
システムに深刻な影響を及ぼしている。しかし北極圏とは対照
的に、南極大陸は氷河の氷によって 99％覆われている。この
地域で生じている変化は、第 4 章と 7 章で詳しく議論される。 

都市部と人間の社会基盤 
都市化は、最近の数十年間に並外れた速度で進行した。この

成長は今世紀の間中、継続すると予測される。都市部は、地方
から世界に至るまで、土地利用と土地被覆、生物多様性、水資
源、に影響を与える物的需要を通して、多くの変化を駆動させ
る社会プロセスの中心である。しかしうまく計画されれば、都
市部は、成長し続ける人口による土地資源への全体的圧力を下
げることが可能である。 

人工衛星を利用した研究によれば、都市による土地被覆は、
地球の全地表面の 1％未満であると計算されている(Schnei- 
der et al. 2009)。しかし、地球環境に対する都市部の影響は、
それらの物理的な広がりだけで測定することはできない。いく
つかの研究では、全ての人為起源による温室効果ガス排出量の
60～70％が直接または間接的に都市部と関係し、少数の豊か
な都市がその排出の大多数に関わっていると推定されている
(Dodman 2009)。世界中の土地利用の変化に著しい影響を及
ぼす食糧、エネルギー、水、生産材料への需要によって、都市
部が地球環境に対して影響を強めるのは、都市部に人口と経済
活動と裕福な世代が集中するためである(Grimm et al. 2008)。 

都市化を土地変化の一過程として捉える考え方の多くは、大
陸域や国々の間、国内でさえ、都市化の過程が著しく異なるこ
とを明らかにした個々の事例研究に基づく(Seto et al. 2010)。
都市のエコロジカル・フットプリント分析は、これらの相違が
地域環境や地球環境に及ぼす影響を説明する象徴的なパラメ
ーターを提供する。例えば、アメリカ合衆国の人口 65 万人の
典型的な都市の住民達は、彼らの家庭のニーズを満たすために、
全部で 300 万ヘクタールの土地を必要とするのに対して、イ
ンドの同規模の都市の住民達は、たった 28 万ヘクタールを必
要とするだけである (Newman 2006)。 

都市の傾向 

2007～2050 年の間に、開発途上国の都市と町のほとんどす
べてで、将来人口が増加すると予想されており、国連人口部は
世界の都市人口が 30 億人以上増加すると予測している
(Montgomery 2008)。2050 年までに、100 万人以上の住民
を抱える都市が中国で 30 ヵ所増え、インドで 26 ヵ所増える
見通しで、中国の人口の 70％以上、インドの人口の 50％以上
が都市に住むと予想されている(Seto et al. 2010)。 

都市化は、一様なプロセスではない(Seto et al. 2010)。最
近の研究では、次の 40 年間で都市用途のために必要とされる
土地が、可能性としてさらに 1～２億ヘクタール、著しく増大
すると指摘している(Betten- court et al. 2007)（図 3.8）。
この増加は、主としてスプロールを引き起こす形で生じ、温室
効果ガスの排出、大気汚染、廃棄物処理に大きな影響を及ぼす
と予想される(Lobo et al. 2009)。 

非常に大きな都市は、例えば、温室効果ガスや、大気を薄暗
くする効果をもたらすエアロゾルの排出といった環境影響を
地方や世界に及ぼす。しかし特に人口が将来集中するであろう
低所得や中所得の国々において、小さな都市や中くらいの都市
は、都市自身がもたらす環境影響はあるものの、都市と環境と
の関係、都市と社会福祉との関係を向上させる良い機会を持て
るかもしれない (Seto et al. 2010, Martine et al. 2008)。開
発途上国では、都市人口全体の 12％だけが 1,000 万人以上の
非常に大きな都市部に住んでおり、40％は 100 万人未満の都
市に住んでいる（図 3.9）(Montgomery 2008)。 



土地変化の主な問題 
本章で示される土地利用の変化は、人間の活動と、生物物理

的なプロセスとの間での複雑な相互作用の産物である。国際的
な目標として、土地管理のためのセットになったガイドライン
が提示されているが、これらは多くの場合、他の圧力や競争的
需要のために脇に追いやられている。ここで、土地にまつわる
目標の達成を阻んでいる明らかな動きについて説明するのに
役立つ 4 つの主要なテーマを検証する。 

・自然資本を犠牲にする経済成長 
・土地に対する需要競争 
・生産地と消費地の分離の拡大 
・持続可能な土地管理に関わるガバナンスの諸課題 

各テーマ別に、圧力が土地に及ぼす影響、ならびに土地管理
の決定が国際的な目標に沿った社会的成果や生態学的成果を
得る方向へと向かう可能性について、例を用いて説明する。 

経済成長と自然資本 
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図 3.8  珠江デルタ地帯（中国）の都市の拡大、 1990～2009年

左の画像に示される上部デルタ地帯の人口は、1990年に既に700万人を超えていたが、その後、トンコワン、仏山、広州、深川の都市
が、1つの連続した都市へと融合し始め、2009年には3倍以上の2500万人を超えた。この極度の都市化は、生産的な農地や自然地帯を
喪失させると同時に、様々な環境問題を引き起こしている。

出典：USGS EROS Data Center 2010 and UNEP 2011c

図 3.9  開発途上国の都市人口の分布
　　　（都市サイズ別）
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出典: Montgomery 2008

世界の経済システムは、果てしない持続不可能な成長を追い
求めることにその基盤が置かれている。資源やエネルギーの使
用を削減しようとする試みは、たいていの場合、政治的に問題
があるようにし向けられ、歪んだインセンティブによって自然 
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Box 3.3  ミシシッピ川に沿った湿地の回復

湿地帯には、強い降雨を吸収、貯蔵することによっ
て、洪水を抑制する働きがある。しかし、アメリカの
ミシシッピ川流域は、農業のために湿地から水を抜き、
洪水をくい止めるためのダムと堤防を建造することで、
これまで管理されてきたが、その戦略は、洪水による
影響を深刻化させた(Hey and Philippi 1995)。同様に
ミシシッピデルタの沿岸湿地も人工的に洪水調節する
構築物と取り替えられたが、土壌形成、魚や甲殻類の
ための生息地の提供、猛烈な嵐に対する防御、といっ
た生態系サービスを低下させることになった(Twilley 
and RiveraMonroy 2009)。 

2005 年に襲ったハリケーンであるカトリーナとリ
タが、自然災害に対する緩衝地として、湿地を維持す
る重要性に目を向けさせることになった。それ以来、
ルイジアナ州では、新しい石油やガスのプロジェクト
から得られる収入の 37％を、海岸の保全や復元に当て
ており、他の資金と併せて、次の 30 年間、毎年、最大
10 億 US ドルが提供されることになるだろう(Day et 
al. 2007)。研究によれば、ミシシッピデルタを復元す
るための 100～150 億 US ドルの投資によって、追加
の生態学的利益が得られると同時に、嵐による被害や、
生態系機能の低下によってもたらされる損失が回避さ
れることで、620 億 US ドル相当のものが生み出され
ると示唆されている(Batker et al. 2010)。 

Box 3.4  ケニアのマウ森林複合体

ケニアのマウ森林複合体は、侵食防止や炭素隔離と共に、水力発電、農業、観光事業、都市や工業用途、のための水を通
して、年間15億USドルに相当する商品やサービスを提供している(TEEB 2010)。そこに住んでいる人々の利益について検
討する諸課題は残るものの、従来のものに取って代わる会計システムが、その区域と、区域の生命維持に必要な生態系
サービスの再生に投資するよう、ケニア政府を促す手助けとなった(UNEP 2011a)。 © Christian Lambrechts

資本が取り壊わされてきた（第 1 章）(Daly and Farley 2010; 
Dasgupta 2009)。手短かに言えば、経済成長は自然資本を犠
牲にしてきた。 

今日の多くの陸域生態系が劣化とレジリエンスの低下を示
している。これは、経済費用便益分析において、これらの生態
系の重要な機能を評価することに失敗したために起こってい
ると言える。例えば、経済的圧力によって広大な乾燥地帯が潅
漑され、その後に塩類化作用が引き起こされて、乾燥地の回復
が非常に困難になるといったことである(Sakadevan and 
Nguyen 2010)。また農業や市街地開発のために湿地帯が排水
され続けているが、それは、水量や水質を調整して異常気象を
和らげる湿地帯の能力を破壊することになる(Box 3.3)。森林
伐採や森林の規模縮小は、財政的に魅力的な短期の投資収益を
生み出すが、世界の自然資本を毎年 2 兆～4 兆 5000 億 US ド
ル損失させているという推定が最近なされた(Kumar 2010)。 

生態系は、値段の付けられないほど貴重な精神的、美的、文
化的な側面を持っている。また生態系は経済の土台であるのに、
国家の損益勘定において、それらの実際の価値が、有効な形で
目に見える状態に置かれていない(TEEB 2010)。より革新的
で公正な土地管理のアプローチに取り組むことなく、民間が自
然資本を採取して利益を得ることに許可を与えていることが、
すべての土地被覆と土地用途に浸透している問題である。経済
成長のみに焦点を合わせるインセンティブ（やる気を起こさせ
ること）は、多くの場合、生態系サービスを低下させる土地管
理を助長する。一方、会計システムの中に生態系サービスを取
り入れて評価することが、生態系サービスを保護し増強する手 



かの大陸域が豊かになったことで、問題の度合いを増している。
食事の変化、バイオ燃料やその他産業資材である材木への需要
の増大が、土地の競合や陸域生態系への圧力を強めている。 

食糧安全保障 

飢えを削減するミレニアム開発目標（MDG）のターゲット
1c を達成するために、世界の食糧生産を増大させ、食品流通
が改善されなければならないだろう。MDG 7 やその他の環境
目標を達成するために、農業は、農業がもたらしている現在の
環境影響を低減する必要がある（図 3.10）。 

推定量は変化するだろうけれども、国連の食糧農業機関
(FAO)は、慢性的に栄養不良に陥っている開発途上国の人口割
合を 2050 年に 4％に削減するために、世界の食糧生産が 2005
年の水準から 70％増加する必要があると推定している
(Bruinsma 2009)。一人当たりの食糧消費は全ての大陸域で増
加しているけれども、食糧が不均等に分配されており、余裕の
ある人々の肉を生産するために、多くの穀物が転用されるので、
栄養不良となる人々の数が上昇し続けている。地域内の家畜や
鶏肉は、慢性的な食糧不足に陥っている地域にとってタンパク
質の重要な供給源として役立ち、凶作時の重要な緩衝機能を提
供することができるが、先進国で消費される肉や乳製品の生産
に、農地が振り向けられるために、地域内での割り振りが不釣
り合いを来している。世界の食糧ニーズを満たすためのそうい
った土地利用は、効率的ではなく、通常の耕作よりも大きな環
境影響を伴う(Steinfeld et al. 2006)。例えば、アメリカにお  
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図 3.10  2050年までの農業に対する食糧安全
保障と環境目標

食品の流通とアクセス

2050年に向けた最低限の目標

食糧安全保障
環境影響

水質汚染

温室効果ガス排出

温室効果ガス排出

持続不可能な取水

生物多様性の損失

生物多様性の損失

食品の流通とアクセス
食糧システムの回復力

食糧安全保障
環境影響

2050年に向けた最低限の目標

食糧システムの回復力

円が、目標を達成するのに必要とされるバランスを表し、長い楕円
形がそれぞれ、特定のテーマの状態を表す。
上の図は現状を示し、食糧安全保障が目標より不足していること、
そして環境影響が過大であることを反映している。下の図は、2050
年に向けた目標がすべて達成されている仮定の状況を示す。 
出典: Adapted from Foley et al. 2011

実際の食糧生産
農業生産の合計
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助けとなる。戦略の成功の鍵は、生態系の機能についての理解
を向上させ、その理解を政策や制度に組み込めるか否かにかか
っている(Daily et al. 2009)。実際、生態系の多種多様な用途
や価値について認識することが、生態系の保護に資源を活用し
ていくのに役立つ (Box 3.3 および 3.4)。 

PES の概念は、従来の保全アプローチより優れたいくつかの
長所がある。PES は、命令して管理するやり方や汚染者負担の
原則を、より柔軟なインセンティブに基づくアプローチで補う
ものである。PES は、公正さ、説明責任、費用対効果を促進す
るポテンシャルを持つ条件付きで自発的な仕組みである。また
生計のためのコベネフィットを生み出し、貧困の緩和に寄与で
きる(Borner et al. 2010; van Hecken and Bastiansen 
2010)。すばらしい土地利用の成果が、いくつかの PES 構想に
よって達成された。例えばコロンビア、コスタリカ、ニカラグ
アでは、地域で統合された PES プロジェクトによって樹木に
よる被覆が増加し、牧草地の劣化が減少した（第 12 章）。 

しかし、自然を商品化し取引する考え方に反対するグループ
が、その概念を批評してきた(Pascual and Corbera 2011; 
Corbera et al. 2007)。さらに、ガバナンスが弱い開発途上国
では特に、土地保有に対する保障が増大するという初期利益を
望めるにもかかわらず、現時点での PES の費用対効果につい
ての証拠に関して、また PES がどのような条件下でプラスの
環境影響や社会経済的影響を持つかについて結論を出せない
でいる(Pattanayak et al. 2010; Wunder et al. 2008)。 

PES を前進させるための諸課題は、費用対効果、モニタリン
グ能力、実施能力、透明性、説明責任、土地へのアクセス権と
保有権の境界を明確にすること、に集中している(Borner et al. 
2010)。社会規範や文化を考慮に入れ、関係者との信頼を築き、
力関係に対処することが、究極的には PES の利益配分戦略を
確かなものにし、良好な長期導入をもたらすだろう(Bille 
2010; van Hecken et al. 2010)。 

土地に対する需要競争 
増大する人口に対して食物を供給するという問題は、いくつ 

生態系サービスに対する支払い（PES）は、過去 20 年以上、
注目されてきたメカニズムである。PES は生態系が提供するサ
ービスを市場で扱えるようにし、またそのサービスの利用者と
提供者間をつなげて双方に利益をもたらし、さらに環境保全と
貧困緩和の問題を同時に対処するなどの潜在性をもつメカニ
ズムである(Pascual and Corbera 2011; Engel et al. 2008)。
生態系サービスに対する支払いは、「個人や団体の土地利用の
やり方が、自然資源を管理して社会的利益を生じさせることに
金銭的インセンティブが支払われるように、社会の当事者間で
資金をやりとりさせる」という核となる広大な考えに沿う一連
のアプローチをもたらす(Muradian et al. 2010)。 



いて、家畜に供給される穀物量は、人口が直接消費する場合の
量 の ７ 倍 以 上 で あ る と 推 定 さ れ て い る (Pimentel and 
Pimentel 2003)。 

それと同時に、人類の消費のために生産されるすべての食糧
の約 3 分の 1、およそ 13 億トンが毎年浪費されるか失われて
いる(Toulmin et al. 2011)。食糧安全保障の概念は、十分な
食糧が利用可能であるかどうかということだけでなく、人々が
食糧を物理的経済的に入手できるかどうかも配慮する(FAO 
2008)。そのため、食糧の配給に関係する幅広い社会的政治的
な課題にも注目する。 

食糧安全保障は、森林、湿地、その他生態系、へのマイナス
影響を避けるか少なくとも緩和すると共に、貧困を減らし、生
計を支援し、食品の安全性と動物保護を確保しながら、食糧に
対する将来の世界的需要を満たしていく挑戦となるであろう。
より多くの土地が農業に割り当てられなければならないだろ
うという議論はほとんどないが、収穫量を増大させないままで
は、また食糧のサプライチェーンでの損失を削減しないままで
は、不十分であるだろう。気候変動が、多くの地域の収穫量に
影響するために問題をさらに複雑にするだろう（図 3.11）
(Ringler et al. 2010; Lobell et al. 2008)。 

農業のアプローチを多様にすることで、食糧安全保障と環境
保全に最良の結果がもたらされる可能性がある。高入力で集中
的な農業のやり方は、紛れもなく農業の収穫量を増大させるが、
これらの増収は長期的な土壌肥沃度を犠牲にするかもしれな
い(Foley et al. 2005)。生物物理的考察と社会経済的考察に基
づく持続可能な土地利用を達成するには、地域に根差したアプ 

ローチが必要となる一方で（第 12 章）(DeFries and Rosen- 
zweig 2010) 、世界的な食糧供給には、アグロエコロジーや
近郊農業が役立つ(Perfecto and Vandermeer 2010; Zezza 
and Tasciottia 2010)。無耕農業のような土壌や栄養素を節
約する農業の実践は（第 12 章）、劣化して廃棄された農地を回
復させるのに役立つだろう。 

食糧に対する世界の要求を満たすことは、今世紀の最も重要
な諸課題の 1 つであり、保全農業、多収穫栽培品種、肥料を効
率的に注意深く管理して使用する方法などの解決策を揃える
ことは、単一の戦略を促進するよりもむしろ必要である。遺伝
子組換え作物の支持者は、農薬使用を減らして収穫を増やせる
ポテンシャルを指摘する (Brookes and Barfoot 2010; 
Fedoroff et al. 2010)。しかし、それらの使用には、人の健康、
さらに農業の生物多様性（第 5 章）の損失への潜在的危険性が
不明瞭であるために部分的に抵抗が残る。 

食肉生産 

食肉生産は、過去 20 年間で著しく増加し、同期間における
人口増加率を追い越した（図 3.12）。北アメリカやヨーロッパ
の年間一人当たり平均 83 kg から、アフリカの年間一人当たり
11 kg まで、肉の消費に関して、国内そして国々の間に大きな
格差が存在する(FAO 2009)。特に開発途上国で、人口増加、
都市化、収入の増大によって、肉の需要が増え続けると予想さ
れる(Delgado 2010)。 
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世界の食糧システムは、ますます複雑で相互に連結した諸課題に
直面している。 © Ralf Hettler/iStock 

図 3.11  気候変動による2050年に予測されるアフ
リカのサハラ以南における収穫量の変化
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出典: Ringler et al. 2010
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図 3.12  世界の人口と、肉、魚、海産物の供給
の変化、1992～2007年
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肉と乳製品の生産システムが、世界の陸地部分の大きな割合を占
める。 © Anna Kontorov

食肉生産による環境への影響は、生産の強度、範囲、管理に
よって左右される。しかし、家畜の飼料用の大豆を植えるため
に森林が除去されるので、世界中で増大する肉の需要が、南ア
メリカでの森林伐採の重大な駆動要因となった（Box 3.5）。
食肉生産が増大したことで、その地帯は大豆作物を収穫するよ
うになり、30 年前は 5,040 万ヘクタールであったものが、
2000 年に 7,430 万ヘクタールに、2009 年に 9,880 万ヘクタ
ールまで拡大した(FAO 2012)。肉に対する需要の増大は、放
牧地の劣化をいっそうひどくする可能性がある。家畜の生産は、
世界の淡水使用の 8％以上を占めており、富栄養化、藻類の異
常繁殖、サンゴ礁の劣化、人の健康への問題、抗生物質耐性、
栄養循環の崩壊、に至る水質汚濁の最大の源泉である(Stein- 
feld et al. 2006)。牧草地や飼料生産のための森林伐採など、
商品連鎖の全体を考慮に入れると、食肉生産は世界の温室効果 

ガス排出の 18～25％を占め、それは全世界の輸送による排出
量を超える(UNEP 2009b; Fiala 2008; Steinfeld et al. 
2006)。したがって、肉の消費が比較的高い地域での肉の消費
を削減できれば、さまざまな環境利益がもたらされるだろう
(Marlow et al. 2009)。 

バイオ燃料 

エネルギーの再生可能資源を早急に求めたことが、バイオ燃
料の使用を促進する政策を招いた。油ヤシ、大豆、トウモロコ
シ、サトウキビのような、食糧、飼料、または燃料などの多目
的に使用できる作物の生産が増加したのは、この傾向を示す
（図 3.14）。しかし、バイオ燃料を促進する補助金が、世界の
食糧システムの歪みと結び付き、食品価格を上昇させた 
(Pimentel et al. 2009)。食料、飼料、燃料が結び付いて生産
されるようになった最近の変化が、生態系に対しても、社会的
関係や脆弱性に対しても、広範囲に影響を及ぼしている
(Bernstein and Woodhouse 2010; McMichael and Scoo- 
nes 2010)。いかなるエネルギー源も完全に問題がないわけで
はないが、バイオ燃料は土地利用や陸域生態系に対して、特有
の諸問題を提示している。そのことが、バイオ燃料生産の最近
の急速な増加と相まって、本書でそれらを検討する理由である。 

バイオ燃料を促進し投資する主な動機は、温室効果ガス排出
を削減したいという願いであったが、最近の研究で、それらを
削減できるか否かは、どの作物がどこでどの生産方式で栽培さ
れるかに大きく左右され変化することが示されている (Cerri 
et al. 2011; John ston et al. 2009; Pimentel et al.2009)。
例えば、バイオ燃料作物は、インドネシアでの森林伐採に結び
付き（Box 3.6）、またこれまで保全されていた土地の転用に
結び付く。これらの土地利用の変化を考慮に入れると、バイオ
燃料の炭素収支は、否定的になる可能性がある。つまり化石燃
料からのエネルギーによる排出量より多くの炭素が、バイオ燃
料を生産し使用することで放出されることを意味する(Melillo 
et al. 2009; Fargione et al. 2008; Searchinger et al. 2008)。 

バイオ燃料の需要に由来する作物用途の変更は、既に観察さ
れてきた。例えば、2007 年にアメリカ合衆国は、政府による
補助金の支援でトウモロコシの 24％をエタノールに変換した。
2007 年のアメリカ合衆国の再生可能燃料基準（RFS）は、2001
年の年間約 65 億リットル(17 億 US ガロン)から、2022 年ま
でに年間 1,360 億リットル(360 億 US ガロン)まで、バイオ燃
料生産を増加させることを法令で定めた(US Government 
2007)。また 2007 年にアメリカの農民が植えたトウモロコシ
の面積は 1944 年以降最大で、2006 年より 20％大きい 3,780
万ヘクタールであった(Gillon 2010)。これまで余剰分をチェ
ックし、物価水準を維持し、生態的均衡を促進するのに役立っ
てきた保全回復プログラム（CRP）中の多くの休耕地を、この
補助金交付による作物変更によって、結果として生産に呼び戻
すことになった。2007 年の終わりから 2009 年 3 月の間に、
アメリカの CRP の土地面積の合計は、1,490 万から 1,360 万 



ヘクタールに落ちた(Gillon 2010)。つまり、保全されていた
土地のうち 130 万ヘクタール近くが 1 年と少しで失われた。 

同様の傾向は、欧州連合(EU)、特にドイツでも見られ、ド
イツのバイオディーゼル用の生産設備が 2004～2008 年の間 

に 5 倍に増加した(Franco et al. 2010)。ドイツでの菜種の耕
作は 2007 年に 153 万ヘクタールに達したが、その２分の１
強が、EU による強制的なバイオディーゼル混合のターゲット
を達成するために使用された。ところがドイツではさらに 180
万ヘクタールの菜種が必要とされており、それはアメリカの 
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Box 3.5  ブラジルの森林政策と大豆生産の一時停止

図 3.13  ブラジルのアマゾンでの明確な森林伐採、1988～2011年

出典: INPE 2012
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ほとんどのアマゾンの森林伐採は、牛の牧草地や大規模放牧
に結び付いたものであるが、2000～2004 年にかけて、耕地（特
に大豆）向けの森林転用が、マト・グロッソ(Mato Grosso)
で増加した(Morton et al. 2006)。牧草地を置き換えることに
よって進められる大豆生産が、森林伐採をも推進し得ることが
証拠によって示されている(Barona et al. 2010)。2004～
2009 年の年間の森林伐採は激減したが（図 3.13）、それは、
アマゾン森林伐採を防止し規制するための行動計画（PPCD 
Am）の一環として、新しい政策が導入されたことと期を一に
する。これらの政策には次のものが含まれる。 

ること。 
・資産の取り押さえ、没収、取り壊しさえも可能にする断

固たる法執行戦略。 
・環境規制を破る生産者に対して、公共の地方クレジット

の停止。 
・一定の閾値以下に森林伐採速度を下げ、また不法な森林

伐採を速やかに明らかにするために GIS データベース内 

に保護区を登録するよう地方自治体に義務づけること
(BRASIL 2009)。 

また不法な森林伐採に対するヨーロッパの消費者からの圧
力や、グリーンピースのキャンペーンによって、ブラジルの植
物油企業団体（ABIOVE）と国立穀類輸出者協会（ANEC）
が、2006 年 7 月に協定に署名したため、その加盟メンバーは、
アマゾンで新たに森林伐採された地域で採れた大豆を取得し
ないと誓約することになった。この一時停止の成功によって、
牛肉産業が、独自の商業協定を結ぶよう説得させられた。 

森林伐採を削減するこれらの協定や、その他政策や協定が明
らかな成功を収めたが、諸課題は残っている。例えば、ブラジ
ルの森林法の改訂案によって、森林保護が減らされるかもしれ
ないと多くの者が懸念している(Tollefson 2011)。また他の生
物群系や他国における森林伐採の増加が懸念されるので、ブラ
ジル政府は、セラード生物群系(BRASIL 2010)向けの行動計
画を開始し、また近隣のアマゾン川流域の国々に対して学習さ
れるべき教訓を普及させている。 

・森林伐採のホット・スポットに新しい保護区を作ること。 
・衛星画像を使用する森林伐採モニタリング計画を開始す



CRP の場合に似ているが、永久草地の転用を増やすことによ
ってのみ可能である。しかしドイツは、EU 共同農業政策の下
で、既にその許容し得る最大 5％の草地を転用してしまってい
る(Franco et al. 2010)。アメリカや欧州連合での農業の拡大
に対するそういった制約が、バイオ燃料（および食糧）生産を
他国に外部委託することを後押しする弁明に使われている。 
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図 3.14  湿度の高い熱帯諸国における作物（選定された）の耕作面積、1960～2010年
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出典: UNEP 2011c
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Box 3.6   インドネシアにおけるヤシ油の拡大と熱帯雨林の破壊

食糧と燃料の両方のための、油ヤシのプランテーションの
拡大は、東南アジアにおいて熱帯雨林を破壊する最も重大な
原因の一つであり、そこでの油ヤシの栽培面積は、2000～
2009 年の間に 420 万から 710 万ヘクタールに増加した
(FAO 2012)。インドネシアでの油ヤシの拡大の 3 分の 2 が、
熱帯雨林の転換によってもたらされた(UNEP 2009a)。熱帯
雨林を取り除くことは、数十年から数世紀にわたって続く炭
素の借金をもたらし、そもそもバイオ燃料を追い求めた主要
な理由の一つに矛盾する(Gibbs et al. 2008)。また熱帯雨林
の除去は、プランテーションでは代替できない、熱帯雨林が
提供してきた生命維持に必要な生態系機能を危険にさらすこ
とになる。 

2009 年にインドネシア政府は、次の 10 年または 20 年の

間に、大半は森林を伐採することによって油ヤシの植え付け
面積を、2,000 万ヘクタールまで劇的に増やす計画を立てた
(UNEP 2009a)。この目標値は、関連する 2 つの想定に基づ
いていた。 

・料理用油やチョコレートからシャンプーに至るまでその
他消費財に対する中国やインドでの需要が増大すること。 

・またヨーロッパやどこか他国におけるバイオ燃料に対す
る需要が増大すること(McCarthy 2010; White and 
Dasgupta 2010)。 

2011 年 5 月に、インドネシア大統領は、油ヤシの拡大を遅
らせることになる、新たな主要な森林や泥炭地の転用許可を
２年間停止することに署名した。しかし主要でない森林や現
行契約分は、適用外のままである(USDA 2011)。

バイオ燃料に対する批判には、代替案が出されてきた。例え
ば、ブラジルで何人かの小規模農民が、自分自身の乗り物や設
備のための燃料を生産するといったように、一定の状況下で、 

地元で消費するための地域密着型のバイオ燃料を生産するこ
とは望ましいと言うものである(Fernandes et al. 2010)。バ
イオ燃料生産は、有益と判定されるには、実エネルギーの増加、
温暖化ガス削減、生物多様性の保全、食糧安全保障の維持など、
多数の基準を満たすべきである(Tilman et al. 2009)。実際に、
バイオ燃料の生産を、生産と生計と保全の目的を相互達成する
方向に誘導するには、生態系農業（エコ農業）の原理(Milder et 
al. 2008)を適用することが有効である。そのような体系は、
バイオ燃料生産全体のほんの一部に用いられているに過ぎな
いが、公平に分配される代替燃料が、例えば木炭の生産の削減 
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表 3.4  木材と繊維の消費、2002年と2008年

種類 2002年
100万 m3

2008年
100万 m3

2002～2008
年の変化、%

薪 1 795 1 867 +4

工業用木材 1 595 1 544 -3

木材をベースにした
パネル 197 263 +34

紙用のパルプ 185 191 +3

紙と板紙 324 388 +20

出典: FAO 2011b, 2005

など、陸域の生態系に恩恵をもたらす可能性を提供する。 

木材と木製品 

森林は、燃料、産業、パルプ、紙、木ベースの複合材などに
用いられる木材の主要な源泉である（表 3.4）。木材消費を上
昇させる主な要因は、人口と経済の成長である(FAO 2011)。
加えて、特に農村部での貧しい生活をしている人々の絶対数の
増加や、都市化の継続が、木質燃料の消費を増大させる主要因
であり、また新興経済国における経済成長の進展も、紙や紙製
品の消費増大に寄与している。 

保護区 

保護区は、時として地元住民の生計を犠牲にしているか否か
が議論になるが、脆弱な環境資源を保全するための重要なメカ
ニズムである。保護区内の森林伐採の速度は、その外部よりも
はるかに遅く(Scharlemann et al. 2010; Nag- endra 2008)、
ある研究は、保護区が生態系サービスの保全に明確な恩恵をも
たらすと指摘する(Stolton and Dudley 2010)。しかし、地元
住民によって課せられている根底に流れる圧力を十分に活用
しない場合、自然資源を保持するために策定した規則を施行す
るには、かなりのモニタリングや施行能力が必要となるため、
自然資源を統治する設計や実施に地元ユーザーを参画させる
ガバナンスが、最も有効であることが明らかになっている。ま
た保全政策を実施している国々が、例えば他国からの穀類輸入
を増加させるなど、他国に保全政策の影響を波及させてしまう
事態はいくつもある (Rudel et al. 2009)。またある特定の区
域を保護すると、住むところを無くした住民が移動して、隣地
で森林伐採を引き起こすことも明らかになった(Wittemyer 
et al. 2008)。保護された状態の土地の面積は増大し、地球の
陸上面積のほぼ 13％が、現在ある程度の保護下にあるが（第 5
章）、 政策決定者は自然資源を保護するために、単にこのメカ
ニズムに頼るべきではない(Ostrom and Cox 2010)。それよ
りむしろ政策決定者は、地元の財産権や生計を保護する必要性
を考慮に入れ、自然資源問題に対して最も適した制度を生み出 

生産の影響から消費が分離されること 
都市化とグローバル化には、資源や物品が生産される場所と、

生産物が消費される場所とを分離させる働きがある。最近の研
究では、生産と消費の間の空間的な距離が著しく大きく、かつ
増大していることが指摘されている(Erb et al. 2009)。そのた
め、消費によって発生する生態系コストの多くが、消費場所か
ら遠く離れた人々や地域によって負担される。都市化が、人口
密度の高い区域に人々を引き寄せ、食糧や材料や消費財への需
要を集中させる一方で、グローバル化と貿易が、資源や最終製
品の地域間や国際間での移転を可能にして、人々と物品の移動
を促進している。食糧、飼料、その他林産物、その他自然資源
を、遠方の国々の市場に供給するために為される大規模な土地
取得は、生産と消費の分離によって生じている近年の現象であ
ると同時に、それらを分離させる一因でもある(Toulmin et al. 
2011)。しかし都市化やグローバル化は、もし慎重に計画され
制御されるならば、資源利用の効率を増大させる機会を提供す
ることができるかもしれない。 

分離の増大という駆動要因 

都市化は、地方や地域の規模で、消費パターンや物品需要を
作り出す社会プロセスを通して、土地利用や土地被覆、水利用、
生物多様性に影響を与える。多くの都市労働者の間での高い購
買力は、人生の質の向上に寄与するが、自然資源や環境の管理
に新たな諸問題をもたらす。例えば、都市部では世界的に、西
洋風の食事がますます採用されている(Pingali 2006)。また改
善された都市の生活様式は、水やエネルギーの消費と炭素排出
量の増大を伴う。これらの都市の消費パターンは、地元の生態
系だけでなく、遠方の生態系に対してもストレスを強める。 

グローバル化は新しいものではないが、現在起こっているグ
ローバル化には、いくつかの明瞭な特徴がある（第 1 章）。貿
易障壁の低下、コミュニケーション技術の向上、輸送コストの
かなりの低下が、いずれも国々に対して、その経済活動におけ
る専門性をますます高めるように働き、製品やサービスを遠方
の市場と結び付ける国際貿易に頼るように仕向けている
(Gibbon et al. 2008)。国際貿易は、効率的な方法で製品を生
産するための戦略的優位を活用できるようにする一方で、環境
コストや社会的コストの両方を外在化することも容易にする。
多くの場合、一つの場所での個々の幸福は、例えば再生不能な
資源採掘といった、他国の環境を劣化させることで成り立って
いる。また同時に、資源と汚染の両方が、貿易に組み込まれて
おり（第 4 章）、国々が、自由な市場経済を推し進める政策に
大きく重点を置けば置くほど、高レベルの環境劣化と結び付け
られてしまうことになった(Özler and Obach 2009)。世界経
済の課題は、効率的な資源利用の観点から、環境コストや社会
コストの発生、集中、移動を縮小させる対策を講じながら、世
界経済が提供できる最上のものを推進することである。 

す順応的管理の戦略を立てる能力を開発すべきである。 
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地球上で単独で最も生物が多様な場所であると考えられてい
る、エクアドルのアマゾン盆地の端にあるヤスニ国立公園は、公
園の川の下に豊かな石油鉱床が発見されたことで、深刻な脅威に
さらされるようになった。2011年12月に、生態系サービスに対
する1億1600万USドルの支払いが、クラウドソーシングによっ
て集められ、生態破壊と、4億トン以上の二酸化炭素(CO2)の放
出が一時的に停止された。  © Sebastian Liste

土地取引 

生産パターンにおける最近の変化は、食糧危機、エネルギー
危機、環境危機、金融危機の寄せ集まった状況や、鉱物産業や
木材産業が急成長し続けていることと関連がある（表 3.2 と
3.4、第１章）。これらの相互作用によって、世界の南北に拠点
を置く企業やいくつかの政府は、時には土地の買い占めと呼ば
れる、遠方の国々での広範囲の土地取引を行ってきた。食糧安
全保障の国連委員会は、そのような大規模な土地買収が今や 1
億ヘクタール近くに及ぶと示唆する(Toulmin et al. 2011)。
世界の南部に集中するこの土地取引は通常、輸出用の食糧、飼
料、バイオ燃料、木材、鉱物の生産を目的としている。この進
行している土地への世界的需要の急増は、土地利用のパターン
や社会の関係を変えつつあり、人々と圧力の新しい組み合わせ
を引き起こしている。最近の急速なペースでの開発や、食糧、
飼料、バイオ燃料、材料に対する需要が予測通り成長するなら、
将来の土地利用に大きな影響が及ぶだろう。 

2007～2008 年の食品価格の急上昇が、多部門の投資家を触
発し、食糧生産や輸出に必要な土地の購入や賃借を促した
(Toulmin et al. 2011)。同時に、ＥＵや他の多くの国々で、
バイオ燃料混合の要請が出され、外国での土地取引や土地利用
変化を促すもう一つの推進力となった。これらが、直接および
間接的に、コロンビア、グアテマラ、インドネシア、マレーシ
アでの油ヤシのプランテーション、ブラジルとアフリカ南部で
のサトウキビによるエタノール生産、アルゼンチンとブラジル
での大豆の耕作、ガーナとインドでのヤトロファの植栽などの
開発の拡大を触発した(Franco et al. 2010)。これら新しく開
拓された現場での新生産パターンは、大規模な工業型の単一栽
培である(Novo et al. 2010; Richardson 2010)。小自作農と
共に成長するとの取り決めが新企業の重要方針として推進さ
れる場合でも、例えばインドネシアの油ヤシ部門のように、単 

一栽培の工業型生産方式が採用されている(McCarthy 2010)。 

よく土地取引に適用される耕作限界地という言葉は、理論的
には、道路網から遠く離れ、潅漑されない、集約的な商業的農
業に使用されない土地のことである。ただ実際には、投資家は
給水源や輸送インフラへのアクセスが少ない土地には投資し
たくないと推測されるため、主要な農地が土地取引によって侵
害されているとの指摘がなされている。 

先住民を含む地元住民の置き換えは、これらの土地取引によ
って起こり得る結果である。置き換えが原因で、人々が職を探
したり生計を立てるために、どこにも行けないならば問題であ
る(Li 2011)。地元住民の置き換えが、現在の土地取引のいく
つかの現場で起こっていて、人々を都市空間に群がらせたり、
残った森林や、より急な斜面や河岸などの脆弱な環境へと追い
やっている。例えばコンゴ民主共和国では、大規模農業投資が
地元農民を国立公園に追いやったと報じられた(Deininger et 
al. 2011)。しかしすべての土地取引が、追い出しにつながっ
ていないし、これからもつながるとは限らないだろう。農村の
貧困層にとっての、土地取引による様々な結末が、マッカーシ
ー(McCarthy 2010)によって解説されている。インドネシア
のジャンビにおいて、3 つの村が 3 つの大まかな経路をたどっ
た。それは、追い出し、比較的成功した油ヤシ居留地へのとり
込み、不安定な雇用や生計手段を伴う有害なとり込みである。 

土地取引にどう対応すべきかについては見解が分かれてい
る。ある立場は、土地取引が機会と脅威の両方をもたらし、そ
のうちの機会は利用し、脅威は土地取引の自主行動規範を促す
ことで制御可能であると主張する(Deininger 2011)。これと
対照的に、最低限の人権を支持する立場は、農業投資が「北部
の金持ちに資源が移転するよう誘導するよりも、むしろ南部の
貧困層に利益がもたらされる」よう保証するには、自主行動規
範では不十分な場合があると主張する(De Schutter 2011)。
中間の立場は FAO が推進する「自然資源を民主的に統治する
ための自主ガイドライン」に反映されているが、企業主導の行
動規範ではなく、加盟国に報告を義務付けるものである。これ
らの見解がどのように展開するかは、今後の課題である。 

土地ガバナンス 

持続可能な土地管理に向けた課題の多くは、土地ガバナンス
制度の根本的な弱点から生じている。一般に、ガバナンス制度
には、当事者と組織、制度、慣行という 3 つの要素がある (GFI 
2009)。土地資源の採取から持続可能な管理へと、うまく遷移
できないのは、これらの要素間の調和がとれていないことが最
もよくある原因である。例えば、様々な国が、持続可能な森林
管理に向かわせるよう国の政策や管理規則を方向転換しても、
林業組織での構造的文化的な抵抗のために、経営慣行が期待さ
れる水準にまで変化しない(Kumar and Kant 2005)。土地ガ
バナンスが貧弱なケースのその他共通の特徴は、意思決定時に
おける透明性や説明責任や地元民参画が低レベルであること、
土地管理を担当する当事者や組織の能力不足である。 
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土地ガバナンスには、その構成が全体的に中央集権型から、
完全に地方分権型のものまである。大切なことは、最良のガバ
ナンス制度を見つけることだが、社会、経済、環境の状況やそ
れらの動力学や、既存のガバナンスに左右される(Kant 2000)。 

市場に基づくアプローチ 

炭素隔離への関心の高まりが、生態系保護のための新たなイ
ンセンティブや資金提供を呼び起こした。地方や世界が、森林
に貯蔵された炭素に金融資産価値を付ける、市場に基づく気候
アプローチに投資する取り組みが始まり、開発途上国が低炭素
開発に投資するためのインセンティブが提供されることにな
った。そのような機会の一つである開発途上国での「森林減
少・劣化からの温室効果ガス排出削減」(REDD)が、北から南
へと向かう資金の流れを作ると共に、排出量を削減するための
世界戦略の中の重要な要素として浮上してきた(Scharle- 
mann et al. 2010; Angelsen 2009)。その開始以来、REDD
は REDD+へと発展し、今や森林の減少と劣化対策の域を越え
て、保全、持続可能な森林管理、森林炭素貯蔵の増強、を含め
るようになっている。REDD+計画を支援することで、森林だ
けでなく、乾燥地や草地の生態系も炭素隔離の潜在力を持って
いるという証拠が蓄積されつつある(Neely et al. 2009)。 

現段階で REDD+は、いかなる正式な国際的炭素市場にも組
み込まれていない。しかし REDD+は、義務を果たそうと努力
する国々にふさわしい活動として、森林伐採の回避や、共同で
の対処を促進することによって、京都気候変動条約に取って代
わる重要な要素を形成するだろう。カーボンオフセットの支払
いは、開発途上国に、森林伐採の速度を低減するよう促すこと
になるだろう。さらに REDD+には、植林、森林再生、森林管
理の改良、を促進するインセンティブを組み込むことができる
可能性がある。研究によれば、適切な技術が使用される場合、
森林の復元は、豊かな社会的恩恵と生態上の恩恵を提供すると
同時に、炭素隔離を行うコスト効率の良い手段であると指摘さ
れている(Sasaki et al. 2011)。 

科学と政策の両面から支持する人たちは、REDD+が、ただ
森林を保全するだけではないだろうと確信しており、また世界
中で最もコスト効率の良い炭素削減のための選択肢の一つで
あると考えている(Corbera et al. 2010; Dickson and Osti 
2010; Sikor et al. 2010; UN-REDD 2010; Kindermann et 
al. 2008; Thoms 2008)。REDD+は、適切な保障措置を設け、
生物多様性保全、流域保護、熱帯雨林国の能力向上、農村社会
の貧困緩和、を同時に可能にすることで、1992 年のリオデジ
ャネイロ地球サミット以来、曖昧にされてきた「持続可能な発
展目標」を達成するための、極めて重要な新しいインセンティ
ブを提供する可能性がある(Sikor et al. 2010)。 

防ぐための国内保障措置を創設することにも大きく依存する
だろう(Phelps et al. 2010; Cotula and Mayers 2009; 
Daniel and Mittal 2009)。このため利害関係者の中には、既
に脆弱な住民に REDD+が、土地へのアクセスの制限、保有権
の不安定な状況、資源をめぐる争い、権力の中央集権化、地域
経済システムを歪める影響、による新たなリスクをもたらす可
能性を懸念する者もいる。これに対し、観測筋では、REDD+
は、関連する国々の特定の状況への適応がうまくいきさえすれ
ば、恒久的な結果を達成するだろうし、能力を向上させながら
地元住民のニーズに対応できると戒めている(IUCN 2010/ 
11; Mayers et al. 2010; Preskett et al. 2008)。 

REDD+によってもたらされるリスクとチャンスは、それが
どのように融資され実施されるかを含む、いくつかの要因に左
右されるだろう。多くの諸課題が森林国によって共有されてい
るが、対応と解決策は、多くの場合、各国特有の地域特性に応
じて開発されなければならないだろう。究極的に、REDD+が
成功することになる場合、農村の貧困の削減や生計を支援しな
がら、保全と持続可能な森林管理を実施するために、かなりの
財源が生み出されなければならない。また同時に、たいてい原
因と結果が時間的空間的に離れている世界システムの動的な
複雑さについて認識されていなければならない。 

土地管理と地方分権化 

土地資源がどのように監視され使用されるか、また環境保護
がどのように強化されるかは、ガバナンスの果たす役割が大き
い。自然資源を管理する際の地方分権化を支持する者たちは、
地方レベルの役人に、より大きな責任を与えることによって、
より効率的で、柔軟で、公正で、責任ある、参加型のガバナン

持続可能な土地管理のための能力向上 

能力向上（capacity building）によって、すべての利害関
係者の知識体系や視点や価値観が認識され、資源システムがど
のように機能しているかという深い理解が得られる。持続可能
な土地管理には、一般的な土地管理者としての技能とは異なる、
組織的、技術的、経済的、環境上、管理上の、技能が必要とさ
れるので、すべての関係者と組織の能力を向上させることが、
その政策を成功させる基軸になると言える。 

REDD+についての議論の多くは、その国際的な側面に焦点
をあてたものであった。しかしその成功は、利益を地元から国
レベルにまで配分することに大きく依存し、また間違ったイン
センティブや森林に依存するコミュニティへの社会的排斥を 

スがもたらされるはずであると提案する(Blair 2000)。地方レ
ベルの意思決定者は、たいてい地方の状況をより多く知ってい
るので、新しい運営方法を十分に開発できる立場にある。この
ことは、順応的管理を行う観点から、また予知しない問題の解
決策をすばやく展開する柔軟性を意思決定者に提供するとい
う観点から重要である(Ostrom 2007)。しかし、地方自治体が
環境の変化をモニターするための財源や技術的な能力を持っ
ている場合にのみ地方分権化は有効である(Andersson 2004)。
また、地方自治体の意思決定に民衆が参加していない場合には、
地方分権化された環境ガバナンスからは、プラスの成果は得ら
れそうもない(Larson 2002; Blair 2000)。このことは、土地
制度の持続可能な管理を行うには、地方レベルの利害関係者の
能力を開発しておくことが、いかに重要であるかを示している。 
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Box 3.7  持続可能な乾燥地の管理

乾燥地生態系で起こっている土地荒廃は、科学的、技術的、
協調的な能力が足りなければ、環境問題の取り組みでは限られ
た成功しか得られないことを示す例である。乾燥地生態系の劣
化は多様な原因によってもたらされ、世界的な気候変動でさら
に悪化する複雑なフィードバックが特徴である(Ravi et al. 
2010; Verstraete et al. 2009)。協調的な努力や、幅広い取り
組み（Box 3.7）にもかかわらず、劣化の根本的な駆動メカニ
ズムや特性や因果関係についての合意が得られないために、乾
燥地は脅威にさらされ続けている(Reynolds et al. 2007)。整
合のとれた長期にわたるデータが必要である。それは、観察さ
れる変化の根本原因を理解するためと、他の人間活動によって
引き起こされる、たいてい一時的か局所的な変異が、もしかす
ると取り返しのつかない世界的変化となる影響を予測し、それ
を解きほぐすためである。これらのデータの欠落、次いで乾燥
地の国々の間での能力や共通戦略の不足が、乾燥地の保全や復
旧に関する国際的合意目標への進展を著しく妨げている。 

展望 
土地資源に対して複雑な力が、いくつかは劇的な速度で、ま

た地域や国家の多様な特性を伴い、影響を及ぼしている。世界
的な人口や消費の増大が、土地にますます大きな圧力となり、
間違いなくかなりの土地転用をもたらし、その傾向は持続不可
能な軌道を進んでいる。森林減少の継続、湿地の転用、乾燥地
の劣化が特に懸念される。熱帯雨林に圧力を増加させているの
は、世帯による小規模な農業活動から大規模な産業プランテー
ションへの移行であり、そこで世界市場向けの大豆、肉や乳製
品、ヤシ油、サトウキビ、その他産物が生産されている(DeFries 
et al. 2010, 2008)。また農業生産には温室効果ガス排出削減
の大きなポテンシャルがあるが(Smith et al. 2007)、土地荒廃
が多くの地域の土壌生産性や生態学的機能を阻害し続けてい 

る。GEO-4 以来、開発途上国にて、バイオ燃料生産の拡大と
土地取引の増大という二つの現象が発生した。これらの現象と
その他プロセスが急速に展開している。それらによって引き起
こされる長期的な影響は不確かなままであるが、それらが社会
や環境に与える影響の初期兆候について入念に検討されるべ
きである。これらのプロセスは、組み合わさっていくつかの地
域の環境にひどく影響を与えており、緊急の対応が必要である。 

データとモニタリングの欠落 
環境被害を回避する一つの鍵は、環境の傾向を効果的にモニ

ターすることであるが、主要なデータの欠落が、望ましくない
結果を回避する能力を制約している。人工衛星の機材を用いた
新しい推定値が明らかになりつつあるが、土地荒廃に関する世
界のデータは、長らく更新されていない。土地被覆に関するデ
ータセットは存在するが、択伐や他のタイプの調節が施された
面積を必ずしも十分に表現しているとは限らない。放牧地と草
地が著しい炭素隔離の潜在力を持っている証拠が、さらに明ら
かにされつつある一方で、北方林や温帯林の森林被覆の損失は、
熱帯雨林のものほど研究されていない。生態系の変化に関する
記録は、主としてリモート・センシングによって改善されてい
る。しかし土地利用の変化については信頼できるデータがまだ
断片化していて、比較できない場合が多い。例えば、用いられ
る分類や方法論が、様々なプログラムによるものであるために、
乾燥地の範囲が不明確である。同様に、湿地の数量を示す多く
の目録に不一致があり(Ramsar Convention Secretariat 
2007)、また包括的な世界の湿地データベースが存在しない。 

人工衛星によるリモート・センシングは、世界の土地資源を
モニタリングするための不可欠なツールであるが、人口パター
ンに対しては、そのような技術が存在しない。現時点での最良
の技術である国勢調査の取り組みは、多くの国々において散発
的で財源不足であり、また農村地域の人口変化に対して、著し
くデータに欠落がある。さらに急速な広範囲の都市化が、土地
資源に対して引き起こす影響が確定されておらず、その影響と
共に環境に及ぼす影響を追跡することが非常に重要である。 

バイオ燃料のデータ（生産と使用範囲を含む）は、いくつか
の国々の国のデータセットを見いだせても、世界レベルでのそ
れは不完全である。同様に、大規模な土地取引を含む、国と世
界レベルでの土地取引のモニタリングの改良が必要である。ま
た様々なパターンの土地保有による環境影響をモニターする
ための、政府が使用できる標準指標がほとんどない。最後に、
是非とも必要であるが、生態系サービスの評価価格を求めるた
めの標準的な方法論が、現在開発の初期段階にある。 

目標の欠落 
表 3.5 は、土地利用と保全に関して国際的に合意された目標

の中のテーマに対して、どのように進展があったかを要約した
ものである。しかし、いくつかの重要な項目がそれらには反映
されていない。例えば、極地域に特有な脆弱性や諸課題を取り
上げた目標やターゲットが全くない。 

世界の乾燥地の生態系を管理するための有望な戦略は、土
地荒廃によって絶え間なく続く炭素損失に対抗するための植
林であり、イスラエル(Tal and Gordon 2010)、イラン
(Amiraslani and Dragovich 2011)、東ウガンダ(Buyinza et 
al. 2010)に成功例がある。乾燥地に適応した管理を行うため
の、他の先進的な戦略は、回復力の強い窒素固定作物の植え
付け(Saxena et al. 2010)、砂丘の安定化対策、流出制御、生
育域の管理の改善、統合的土地管理であり、例としてイラン
の砂漠化防止に向けた国家計画がある。インドの Watershed 
Organization Trusts のように、乾燥地の中の流域を復元し
て、地域社会のレジリエンスを構築する計画も有望で、また
オーストラリアで徐々に採用されている多元的な順応的ガバ
ナンスのモデルもある(Marshall and Smith 2010; Smith et 
al. 2010)。また植生指数やリアルタイムの気候データに基づ
きモニタリング計画を増強することが、早期警戒と管理の介
入を可能にする上で重要である(Veron and Paruelo 2010)。 
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表 3.5  目標への進展（表3.1を参照）

A: 著しい進展 B: 
ある程度の進展

C: ほとんど進展が無い 
D: 悪化している

X: 進展を評価するには早過
ぎ ?: データ不十分

重大な問題と目標 現状と傾向 展望 欠落している点

1. 食糧安全保障を促進する。

飢えに苦しむ人々の割
合を下げる。

B 栄養不良の人々の割合は減少して
いるが、絶対数は増加している。

これから為される政策決定
や介入に依存する。

食糧生産と食料入手を増やすた
めの次の記載欄を参照のこと。

食物を入手できるよう
家庭経済を向上させ
る。

C 一人当たりの食糧は全体として
増加している。しかし特に収入
の半分以上を食糧に費やす農村
の貧しい世帯にとって、地域間
や地域内に大きな格差が残った
ままである。人類の消費のため
に生産された食糧の3分の1が失
われるか浪費されている。土地
や食品の価格が、他の経済力と
絡んで、バイオ燃料の需要の増
大に影響されて変動している。

駆動要因が、土地や食品の価
格を変動させているため、介
入が無ければ、一人当たりの
食糧格差が存続しそうであ
る。

収穫後の食糧廃棄を削減するための介
入、貧しい世帯に対して土地、水、保
有権を手頃に入手できるよう促すこと
による小自作農の農民を中心とした農
業成長を促進していく介入、そして世
界の食糧不足を悪化させないように国
内や大陸域のバイオ燃料政策を調整す
る介入。

食糧生産の増大 C 農業生産力は一般に増加して
いるが、地域間に大きな格差
が残っている。

先進国における収穫量は、さ
ほど改善されそうにない。開
発途上国での収穫量の格差を
減少させることに注目する取
り組みが、いかに達成される
かによって多くが左右される。

収穫量を増加させ、かつ持続可能な土地
利用を達成するためのその土地特有のア
プローチ。例えば、小自作農民を中心に
した農業の普及、養分の利用効率の向上、
時間的空間的に植物の要求と栄養素の供
給を一致させるよう改善することなど。

2. 環境資源の損失を反転させる。

森林伐採の速度を低下さ
せ、森林被覆を増加させ
る。

B 森林伐採の速度は少し落ちた
が、まだ速い。森林伐採は熱帯
地方に集中している。温帯地域
は森林を幾分か再生しつつあ
る。

木材と繊維の需要は上昇する
だろう。バイオ燃料を含む農
業の拡大による森林伐採は、
政策の変更が無ければ継続す
るだろう。

森林劣化についての理解の向上。森林
伐採の規制エリアから無規制エリアへ
の移行による漏出を回避するための地
域政策の調整。

熱帯雨林の破壊を止める。 B 森林伐採の速度は、いくつかの
熱帯諸国において遅くなった
が、中南米およびカリブ諸国
と、アフリカにおける正味の森
林損失は、ほぼ年間700万ヘク
タールのままである。

熱帯雨林や熱帯雨林の生態系
サービスを保護する新しいイ
ンセンティブを提供するRED
D+計画や、生態系サービスへ
の支払い構想の下に置かれる
区域が、増加しそうである。

湿地の損失を止める。 C/D 農業、水産養殖、人間によ
るインフラのために、湿地
が継続的に転用されている。

農地や都市の拡大に対する需
要が継続しているので、湿地
に対する圧力は、継続または
増加するだろう。

世界の湿地のインベントリー（数量目
録）とモニタリングの改善。国レベルで
のラムサール条約に対する誓約の更新。

砂漠化を防止し、干ば
つの影響を緩和する。

C 乾燥地域における純一次生
産力が減少している。

乾燥地に対する圧力は継続
しそうである。

世界の乾燥地のインベントリーとモニ
タリングの改善。

3. 統合的な土地利用計画と管理の実施

持続可能な開発という
原則を、国の政策や計
画の中に組み込む。

B UNCCD（砂漠化対処条約）の
影響を受ける国々において、
砂漠化に関する条約、生物多
様性条約、気候変動に関する
条約間の相乗作用を確実にす
るためのメカニズムの確立に
良い進展があったが、少しの
国しか投資の枠組みを統合し
ていない。

これから為される政策決定
や介入に依存する。

部門間でのより大きな統合や協調。

生態系サービスによる多
様な恩恵、例えば生物多
様性や生態系サービスが
持つ経済的価値に加え
て、文化的、科学的、レ
クリエーションの価値を
認識し、維持し、開発す
る。

C 生態系サービスの多様な恩恵
を評価するいくつかの実例が
あるが、全体として、まだ大
部分が表面的なものとして扱
われている。

これから為される政策決定
や介入に依存している。

市場外での評価手法の改善。
土地利用の意思決定に地域の多様な
価値観を含めるために必要な能力向
上。

炭素の貯蔵/フラックスに関するデータ
とモニタリング、コミュニティに管理
されるREDD+区域の数と面積、生態系
に基づく要素を使った国の適応策。



能力向上と利害関係者の参画に関する問題が、国際的な目標
の中で適切に表現されていない。含まれている土地関連の目標
のいくつかは、計測可能なターゲットを欠いているため、達成
の進展度を評価する作業が困難である。解決しなければならな
いことは、様々なスケールで、社会-生態システムの異なる構
成要素間でなされている相互作用を認識することである。 
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かつてアメリカで最もひどく浸食された地域のうちの一つであった南西ウィスコンシンのコーン川流域は、今は土壌や農地を復元する
技術進歩のおかげで、すばらしく統合された農地の組み合わせになっている。 © Jim Richardson

目標は、単独で考察されることはできない。緊張関係と相乗
作用のために、一つの目標への進展は、他の目標との関わり合
いと照らして、考察されなければならない。例えば、図 3.10
は、飢えを縮小するミレニアム開発目標 MDG 1 と、環境の持
続性についての MDG７とのあつれきを浮き彫りにしている。
つまり食糧生産が農業の拡大によって増加されると、それは直
ちに森林、湿地、その他の生態系の保護を危険にさらす。その
一方で、MDG 2～6 に示された教育と健康の問題に対処する
努力は、間接的に MDG 1 と 7 の達成を長期的に支援すること
ができる。したがって目標を達成する上で、統合された全体像
を見通すことが極めて重要である。 

重大な問題についての考察 
経済成長と土地資源 

世界経済は過去 25 年間で 4 倍になった(IMF 2006)。しか
し生計を下支えする世界の主要な生態系商品やサービスの
60％は劣化するか、持続続不可能な形で使用されている(MA  

2005a)。これは、これまでの経済成長では、持続可能な発展
の基盤は作れないことを意味している。経済的厚生という新し
いパラダイムが必要である。人類の福祉や社会的公正さを向上
させ、環境リスクや生態学的希少性を減らすことに焦点を合わ
せたパラダイムである。そのアプローチの一つが、2010 年に
UNEP が提案したグリーン経済で、次のものを含んでいる。 

・自然資源や環境資産の評価額 
・これらの評価額を市場や市場外のインセンティブに変換

する価格決定方針と調節機構
・そして生態系商品やサービスの使用や劣化や損失に対応

する経済的厚生による措置(UNEP 2011b) 

従来の経済成長からグリーン経済への移行には、国の規則、
政策、補助金、インセンティブ、会計システム、の変更だけで
なく、世界の法的基盤や市場基盤の変更、適切な国際貿易機構、
ターゲットを設定した開発支援、も必要になるだろう。 

食料の需要増大への対処 

世界の人口と一人当たり消費は、いずれも増え続ける。極度
の貧困と飢餓の撲滅を目指す MDG 1 の達成には、より多くの
人々がより多くの食糧を得ることが必要になるだろう。これが
どのように達成されるかは、環境の持続性を目指す MDG 7 に
とって重要な意味合いを持つだろう。人口増加はこの複雑な相
互作用のうちの重大な要素であるが、生活様式や消費パターン 
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新しいガバナンスのアプローチは、土地制度への圧力を下げるため
に必要とされる消費パターンの変化を促進し、かつ生態系の多様な
価値観について、より良い理解と認識を生み出すことができるかも
しれない。© Frank van den Bergh/iStock

の変化、特に動物性食品に対する世界的な需要の増加も重大な
要素である。これら 2 つの MDG 目標の間のあつれきを以下
の方法によって減らすことができるかもしれない。 

・研究と生産拡大を通じて収穫量を増加させ、全ての食品
チェーンの効率を向上させること、開発途上国における輸
送、貯蔵、分配のインフラを改善して食料の浪費と損傷を
削減すること、食品小売市場や家庭で多くの食料の浪費を
生じさせている裕福な社会の振る舞いを変えること、 

・消費パターンの転換を促進するために、生産環境や社会
的コストを反映させる、食物生産にかかる全コストを組み
込んだ原価計算を実行すること、 

・必要に応じて、食糧のサプライ・チェーンを短くし、か
つ食糧安全保障を強化するための、食糧生産の革新的なア
プローチを奨励すること、

・土地利用を計画し管理する基礎とするため、生態系サー
ビスを評価し、また潜在力のあるバイオ燃料生産による炭
素収支の影響を評価すること、そして特に作物生産に関し
て非常に高い潜在力を持つ区域では、食糧生産とバイオ燃
料生産の競合を少なくすること。 

食料用でない資源の需要増大 

プランテーションによる作物を用いたバイオ燃料生産が、近
年急速に増加した。またこれに関連する土地利用の変遷が、強
い環境影響と社会影響をもたらした。多数の国々において、燃
料にバイオ燃料を混ぜるターゲット（目標値）が設定され、バ
イオ燃料生産の継続的な拡大を義務づけている。次世代バイオ
燃料（例えば藻類やセルロースから採る）は、まだ開発中であ
り、近い将来にバイオ燃料生産の中で大きなシェアを占めるこ
とにはならないだろう。政府はバイオ燃料生産のターゲットが、
国や世界規模での土地利用に対して、直接と間接的影響の両方
をもたらしていることを認識すべきである。 

大規模な土地買収が増えており、土地利用の変化や社会的関
係に大きな影響を及ぼす可能性がある。最近の報告書では、土
地へのアクセスを監視し、土地投資がその投資を受け入れたコ
ミュニティや国々の飢えと貧困を確実に減少させる結果とな
るよう、土地所有権と食料確保の権利についてモニターする監
視所を設立することが提言されている (Toulmin et al. 2011)。
国連組織は、開発途上国での食糧へのアクセスを向上させる手
助けの先例となる重要な役割を果たせるかもしれない。 

複雑さと政策の諸課題 

これらの諸課題に取り組むための重要なステップは、社会的
な駆動要因と生物物理的な駆動要因がどのように相互作用し
ているかを、次いで駆動要因が、地方、大陸域、世界の各レベ
ルで生成する社会、経済、環境への影響の多様性を、モニター
し、研究し、理解することである。国際組織、科学界、ならび
に国や地方機関による協力があれば、この目標の達成に必要と
される包括的なモニタリングのネットワークを創設すること 

は可能である。しかしそれが効果的なものになるには、これら
の関係者間での強い協働が必要である。 

土地変化のプロセスを評価する際の制約が、それらの駆動力
に対処する行動を遅らせることがあってはならないし、遅らせ
るべきではなく、予防原則がそれらによるマイナス影響を少な
くするよう適用されるべきである。それらの結果についての最
新の証拠から、不可逆的なマイナスの結果を長期に招く可能性
を避けるために、短期に行動する必要があることが明らかにな
っている。これらの複雑な問題に対する安直な答えなどなく、
結局は、広い解決策というよりも、単一の単独行動によって、
限られたプラスの成果を達成できるかもしれない。土地管理の
ための新しいガバナンスによるアプローチは、コミュニティ機
関やボトムアップアプローチの担うべきより大きな役割を、市
場ベースのツールと結び付けることによって、順応的管理や能
力向上の実現だけでなく、生態系サービスや自然資源に対する
より有効な評価額を設定する手助けとなり得る。またその新し
いガバナンスによるアプローチは、土地制度に対する圧力を下
げるために必要となる消費パターンの変化を促し、生態系の多
様な価値についてより良く理解し、認識してもらう手助けとな
り得る。国連やその他の国際的な公共機関によるリーダーシッ
プが、これらの取り組みの中心に位置付けられる要素であるが、
各国政府には、変革の担い手として行動する、極めて重要な役
割と責任と機会が与えられている。 
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主要メッセージ 

すべての部門での水利用効率を増大させることが、あ

らゆる用途に対して持続可能な水資源を確かなものと

する上で極めて重要である。人による水の需要は、利用

効率の改善が不十分なまま増加しており、多くの地域で

既に持続不可能になっている。それでも、効率の向上の

余地はまだ残されている。例えば灌漑効率は、既存の技

術を駆使するだけで、3分の 1程度は向上できるだろう。

地方レベルでは統合的な需給戦略が重要である。河川流

域レベルではより効率的で公平な水の配分システムが

必要である。もっと広域のレベルでは仮想水取引によっ

て、いくつかの場所の水需要を抑制することができる。 

生態系の必要水量を水配分システム内に組み込むと

いう認識が、生命を支える生態系サービスを保護するの

に役立つことになる。淡水と海洋の生態系サービスが人

類の発展にとって決定的に重要であり、グリーン経済へ

の移行に不可欠である。ところが、打ち出された計画目

標が不適切であったり、データが不足していると、環境

が必要とする水量が満たされているかを評価すること

が難しくなる。環境を含めた利水者間で、効率的に公平

に水を配分するための、より良い方策や手法が必要であ

る。国際的な公約を完全に実施すること、法律的拘束力

のある協定を完全に執行すること、そして利水の慣行的

秩序に十分配慮することによって、人と生態系にとって

持続可能な水利用が促進される。 

点源汚染と非点源汚染の両方を削減することが、生態

系の健全性を増進し、かつ人に安全な水を提供するため

に欠かせない。多くの水域がまだ影響を受け、多くの新 

たな汚染物質の影響がほとんど解明されていないけれ

ども、いくつかの汚染物質の削減に 1992 年以降かなり

の成果が見られた。都市や工場の廃水処理は、既存の技

術で達成可能であるが、開発途上国においては特に、よ

りふさわしい規制制度や、基盤施設への投資や、能力向

上が必要である。淡水と海洋の両システムの非点源汚染

を減らすには、統合的な土地水管理や、利害関係者の参

画が必要である。 

水の供給と衛生設備の改善は、おそらく、水関連の死

亡と疾病を世界的に削減するための、単独で最もコスト

効率の良い手段である。水の供給に関するミレニアム開

発目標（MDG）のターゲット（半減）は、2010 年に達成

されたが、2015 年になってもまだ 6 億人以上が安全な

飲料水を利用できないだろう。衛生に関する MDGターゲ

ットについては、改善された衛生設備を持たない人々が

現時点で 25 億人おり、おそらく達成されないだろう。

そのことによって最も影響を受けるのは、貧しい農村の

人々である。水の供給と衛生に関する MDG が達成される

と、水関連の世界の疾病負荷は約 10 パーセント減るだ

ろう。それには基盤施設への投資、能力向上、それに規

制が必要であり、また水管理と水系感染症の予防のため

に女性の参画が極めて重要である。 

極端現象と気候の変動性の増大に対処するには、水に

関連する全部門にわたって気候に鋭敏に対応する政策

が不可欠である。洪水と干ばつは、依然として毎年数十

億ドルの損失を引き起こしている。気候変動は水の循環

を変えつつあり、多くの地域で人の水安全保障だけでな 
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く淡水と海洋の生態系を脅かしつつある。外洋は、表面

水の温度上昇と海面上昇となって現れている気候変動

の影響を受けながらも、地球の気候と気象パターンを調

節する重要な役割を果たしている。海洋の温度上昇と酸

性化によって、熱帯サンゴ礁の生態系が脅かされ、2050

年までには急激に縮小すると予想されている。気候変動

の影響を緩和し適応するには、他の駆動要因や圧力の状

況に合わせた検討が為されなければならない。エネルギ

ー生産に関しては、人的なエネルギー必要量、水需要、

生態系保護の間のトレードオフが必要になるだろう。 

淡水資源や海洋資源に対して需要が増大していくペ

ースは、ガバナンスを向上させることによって、環境と

の適合が計られなければならない。淡水系は、国や大陸

域の全域において、人的活動と土地管理を結び付けてい

る。外洋は、世界の重要なコモンズ（共有物）であり、

効果的な国際協力とガバナンスを必要としている。人と

環境の多くの水問題は、政策や制度、財政、そして利害

関係者に関わる問題などの不適切なガバナンスに起因

する。これらの制約に対処するための統合的な管理の取

組みが成功するには、時間と資源が必要である。そして

そのアプローチには、部門間やガバナンスのレベルの間

の政策や制度の統合強化、関連する協定や目標の実施お

よび執行、モニタリングの改善、国や行政範囲の境界を

またいで生じている問題（越境問題）の解決が、必要で

ある。利害関係者と民間企業を参画させ、ジェンダーに

配慮することなどを取り入れた、望ましいガバナンスが、

社会や環境の回復力と持続可能性を高める上でとても

重要である。 
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マングローブは、海洋生物の重要な繁殖地であり、かつ高潮や他
の自然災害から沿岸地域を保護する  © Jeremy Sterk

出典: WSSD 2002

Box 4.1 ヨハネスブルグ実施計画の第26節(c)

水資源のより効率的な利用、また競合する用途の間での水
資源の有効な配分を、人の基本的な要求を充足することを優
先しつつ、生態系とその機能の維持・再生のための必要（特
に脆弱な生態系においては）と人の生活（飲料水の水質保全
を含む）、工業、農業での要求を調和させながら行なうこと。 

序文 
水界生態系は自然の営みと人間の営みを統合する重要な働

きをしている。淡水生態系と海洋生態系は、汚染物質の最終の
受け皿であり、人の活動の環境への影響が最も鋭敏に表れる指
標の一つである。それらの生態系は広く多種多様な生命（第５
章）を支えており、人の生存と生活を直接または間接的に支援
し持続させる重要な財とサービスを提供している。適切な品質
を満たす淡水の十分な供給を受けることは、国連総会の清浄水
と衛生に関する宣言によって、人の権利として認められている。 

ミレニアム生態系評価(MA 2005)の中で明らかにされてい
るように、淡水と海洋の生態系は、供給サービス（食料、水、
繊維、燃料）、調整サービス（気候、水文、浄化）、文化的サー
ビス（精神、レクリエーション）、基盤サービス（堆積物の輸
送、栄養塩循環）など様々なサービスを提供する。そのような
生態系サービスは、水、陸、生物多様性、大気が相互に結び付
いた機能である。健全な水界生態系は、財やサービスを提供す
るだけでなく、環境の変動または災害によるマイナスの影響に
対するレジリエンスも高める。また水のシステムは、世界の主
要な生物的、地球化学的な循環を駆動させている。外洋は地球
の気候と気象パターンを調整する重要な役割を果たしている。 

本章は、水環境の中で、個別ではあるが互いに結び付いてい
る水文要素として、淡水システムと海洋システムを取り扱う。
また GEO-5 のハイレベル政府間諮問パネルと地域協議会に
よって選定された、多国間環境協定における主な水関連の目標
の達成状況を評価する。GEO-5 の評価に使用される、駆動要
因 － 圧 力 － 状態 － 影 響－ 対応 （ DPSIR ） とい う 枠 組 み 
(Stanners et al. 2007)に基づき、本章は、水環境の現状、傾
向、影響に焦点を当て、必要に応じて駆動要因（第 1 章）、対
応策（下巻の第 2 部と 3 部)、他の環境部門（第 2、3、5、6
章）に言及する。 

淡水生態系の財とサービスは広大であるが、水紛争や多部門
からの需要によって、多くの地域で資源の乱開発と汚染がもた
らされた。水量と水質の問題を含む水利用の競合と、それが持
続可能な水資源に及ぼす影響が、生態系に必要とされる水と併
せて議論される。また本章は、多くの国で起きている不均等で
非持続的な水の需要について取り上げる。陸上や海洋での活動
からくる汚染（第 6 章）は、沿岸地域と外洋をだめにし続けて
いる。水質変化の動向も議論される。ひどい乱獲が続いている
ことが、多くの魚種資源、特に海の魚種（第 5 章）に影響を与
えている。 

多くの予測される世界の気候変動の影響が、水循環の変化と
なって現れるだろう。気候変動が水環境にどう影響を与えるの
か、干ばつと洪水の頻度、期間、程度の増大を含めて明らかに
される。予測される気候変動の影響とその不確実性が、多くの
コミュニティの脆弱性と、適応の必要性を含めて議論される。 

流域は、河川、湖沼、貯水池、湿地、地中の帯水層、下流の
海洋システムなどの水系群が相互に連結した一つのグループ
として成り立っているが、水管理計画を立てる際に、これらの
相互の結びつきが考慮されていないことが多い。このことは重
大な手落ちである。なぜならいくつかは非常に困難ではあるが、
世界が複雑につながっている状況の中で、疾病と貧困、経済発
展と持続可能な環境の保全といった人の健康と社会的懸念に
同時に対処するには、多くの場合、環境と経済のトレードオフ
が求められるからである。多くの水に関する問題が、政策、制
度、財政、またはその他ガバナンスの不備に起因しているので、
本章は、多国間の環境協定にて認められた淡水と海洋の両方の
ガバナンスの要素についても考察する。水に関連する目標を達
成する上で、重要な政策やデータの欠落箇所を特定し本章を終
える。本章で取り上げた問題に対処するための政策オプション
は、GEO-5 の第 2 部（下巻）の全体を通して取り組まれる。 

国際的に合意された目標 
UNEP の GEO-5 のすべての大陸域スコーピング協議にお

いて、淡水が優先課題として選ばれた。そしてその淡水の最も
重要な目標として、ほとんどの大陸域が、ヨハネスブルグ実施
計画の第 26 節(c)（Box 4.1）を選定し、いくつかの大陸域は、
水の利用可能量の問題と、海洋の問題を選定した。地球規模の
データや特定のターゲットが欠落しているために、制限はある
ものの、水に関連する多国間の環境協定がどの程度まで取り組
まれてきたのかを示すことが、本章の焦点である。 

目標の選定は、1992 年の国連環境開発会議（UNCED）以
降とそれ以前の政府間協力について説明するに当たって、その
政策の妥当性と機能に基づいて行われた（表 4.1）。 
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国際的に合意された目標の主なテーマ

7* 25
*

26
**

30
*

31
*

32 40
–4

5
1* 4 7* 55

/2

生態系 陸水生態系とそれらのサー
ビスを保護し回復させる 。 X X X X X X X X X X X X X X X X

海洋生態系とそれらのサー
ビスを保護し回復させる 。 X X X X X X X X X X X X X X X X X X

湿地を保全し、その管理を
向上させる。 X X X X X X X X X

環境が必要とする水を確保
する。 X X X X X X X X X

  人の幸福 水に関連する人の健康に危
害を及ぼす要因を減らす。 X X X X X X X X X X X X X X X X

改良された飲料水の供給への
公平なアクセスを確保する。 

X X X X X X

適切な持続可能な淡水の
供給を確保する。 X X X X X X X X X

水に関連する極端な事象の
影響を緩和するための計画
を策定する。

X X X X

気候変動による水環境への悪
影響を緩和し、適応していく。 X X X X X

 水利用の効率 水資源の利用効率を向上
させる。 X X X X X X X X

水質 X X X X X X X X X X X X X淡水汚染を減らし制御する。 X

海洋汚染を減らし制御する。 X X X X X X X X X X X X X

下水の収集、処理、処分な
どを行う下水設備の普及率
を向上させる。

X X X X X X

制度と法律の
問題 

水の経済的価値を認識する。 X X X X

有効な法的枠組みと規制
を開発し強化する。 X X X X X X X X X X X X X X X

制度の調整メカニズムを
強化する。 X X X X X X X X X X X X X X X X X X

水資源管理 統合的な管理戦略と計画
を開発し実施する。 X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X

適切なモニタリングシステ
ム（国、大陸域、世界）を
開発する。

X X X X X X X X X X X X X X X

利害関係者が参加するよう
に改善し、水管理にジェン
ダー（性）を組み入れる。

X X X X X X X

X X X X X地下水の管理を向上させる。 

表 4.1  国際的に合意された水に関する目標とテーマ（選定されたもの）

* GEO5の政府間のハイレベル諮問パネル（HLIAP）によって選定されたもの。 ** 大陸域協議で選定されたもの。
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現状と傾向 
水不足 
乏しい水資源をめぐる人間と環境の競合 

Falkenmark と Rockstrom(2004)は、生態系がその財とサ
ービスを維持するために必要とする水量を、全利水量の 75％
であるとし、直接的に人が使用する水量を全利水量の 25％と
算定した。これらの計算には、「青の水」（地下水と地表水）と
「緑の水」（土壌中に保持されている水）の両方が含まれてい
る。水は、多くの場所で使われ過ぎていて、人と環境のニーズ
の両方にとって、不足する資源となっている(Gleick and 
Palaniappan 2010)。39 億人が住む世界の主要な 424 の河川
流域での研究では、必要な環境流量が 223 の流域において満
たされず、その流域の 26 億 7000 万人が、年間の少なくとも
１か月間は厳しい水不足の状況に置かれている（図 4.1）
(Hoekstra and Mekonnen 2011)。乾燥地帯であるアフリカ 

北部と中東はこの分析に含まれていないが、それ以外の地域の
データから、これらの地域で取水される再生可能な水の割合は
全利水量の 50～75％を超過していて、環境流量が少ししか残
らないことが示されている(FAO 2008)。 

ヨハネスブルグ実施計画の中の多くの目標は、海洋と沿岸の
生態系の重要性を認めているが(WSSD 2002)、正当な水の利
用者である陸水生態系を支えるための水の必要性についての
認識が乏しい（第 5 章）。多くの水界生態系が依然として危険
な状況にあり、環境を正当な水の利用者であると正式に認める
重要性が高まりつつあるが、その認識は実際にはまだ比較的小
さな規模に留まっている(Garrick et al. 2009)。 
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目標
環境が必要とする水を確保する。
湿地を保全し、その管理を向上させる。

指標
青の水不足（blue water scarcity）

世界の傾向
悪化している。

最も脆弱なコミュニティ
生態系サービスに大きく依存する貧しいコミュニティ

最も懸念される地域
西アジア、南アジア、中央アメリカ、オーストラリア

Box 4.2  水不足

図 4.1  主な河川流域での水不足、1996～2005年の年平均

出典: Hoekstra and Mekonnen 2011

弱い青の水不足
中程度の青の水不足
かなりの青の水不足
激しい青の水不足

データ不足

注釈：年平均は毎月の値から計算されている。

水不足（water scarcity）は、環境、人の健康、開発、エネ
ルギー安全保障、世界の食料供給にとって、深刻で増大しつつ
ある脅威である(Pereira et al. 2009)。生命維持のための財と
サービスを提供している生態系（第5章）は、適切なタイミン
グで適切な量と質の水（環境流量）を必要とするなど、多くの
要請を抱えている。本報告書では「青の水」の不足（図4.1）
という指標が用いられるが、それは「消費された地下水と地表
水の合計量」を「環境流量を除いた後の人間のために利用でき
る持続可能な水量」で割った値である(Hoekstra and Mekon- 
nen 2011)。水不足は、世界人口の5分の1が物理的な水不足の
区域に住んでおり、人の水安全保障における重要な因子である
(Comprehensive Assessment of Water Management  
in Agriculture 2007)。 



水需要 

全世界の取水量は、富と消費のレベルが高まり、成長してい
く人口による需要を満たすために、過去 50 年で 3 倍になった。
この間、水の供給は比較的一定していたのに対して、需要は今
や多くの地域で、持続可能な供給を上回っていて、厳しい長期
的 な 影 響 が予 想 さ れる (2030 Water Resources Group 
2009)。利用された地下水と地表水が同じ流域内で再利用でき
ない場合、人が消費できる青の水の惑星限界は、年間 4,000km3

であると推定されているが、現在の青の水の消費量は推定で年
間およそ 2,600 km3 である。したがって、予測される水需要
は、今後数十年で惑星限界に到達する可能性がある(Rock- 
strom et al. 2009)。 

農業、工業、そして生活用の取水量は、着実に増加している。
農業は、世界的に群を抜いて最も多く水を使用している（図
4.2）。農業目的の取水は、長期にわたる過剰な灌漑取水による
ためと、帯水層開発や大規模導水プロジェクトに依存している
ことから明らかなように、多くの地域で持続不可能である(MA 
2005)。これらの取水は、増加し続けると予想されるので、水
界生態系に対して一層の制約をかけることになる。それは、水
界生態系も、その健全な状態の保持のために、適切な量と質と
タイミングの水を必要としているからである。 

多くのコミュニティが、農業や生活のための用水需要を満た 

すために、持続不可能な地下水からの取水（帯水層開発）に依
存していて、そのことが、さらに多くの地域の水安全保障を脅
かしている。1960 年から 2000 年の間に、全世界での地下 

水  103 

目標

適切な持続可能な淡水の供給を確保する。

指標
取水量、地下水の取水量、正味の水フットプリント

世界の傾向
悪化している。

最も脆弱なコミュニティ

最も懸念される地域

Box 4.3  水の需要

地下水取水：アジア太平洋地域、北アメリカの一部
水フットプリント：北アメリカ、中南米およびカリブ諸国、
                           ヨーロッパ

水需要が増加している開発途上国、
地下水による灌漑農業に依存するコミュニティ

図 4.2  部門別の取水量と将来予測、2000～2050年

0
2000 20152005 2020 2030 2050

1 000

3 000

2 000

km3、年間の取水量 
4 000

出典: CESR, University of Kassel, Germany; Alcamo et al. 2005a, 2005b (MA scenarios); Rothman et al. 2
007 (GEO-4 scenarios); Bakkes et al. 2008 and OECD 2008 (OECD scenarios)

農業用水
注釈：グラフは、3つの異なるグループのシナリオ（ミレニアム
生態系評価、 GEO4、OECD）を含み、各5年の区間での最大値
と最小値の範囲を示す。

工業用水 生活用水



水取水が、年間 312 km3 から 734km3 に増加し、その結果、
地下水の減少量が 126 km3 から 283 km3 に増加した(Wada 
et al. 2010)。世界的に重要な農業の中心地の多くは、特に、
北西インド、中国東北部、北東パキスタン、カリフォルニアの
セントラル・バレー、アメリカ西部などは、地下水に依存して
いる（図 4.3）(Wada et al. 2010)。 

取水された水の多くは、排水または灌漑の還元水となって戻
されるので、すべての取水が消費されるわけではない。また天
水農業は、直接的な取水を伴わないが、重要な人による水利用
である。世界の 1 人当たり水消費量は、水フットプリントによ
って計測すると、年間平均 1,387 m3 である。北アメリカの一
人当たり水フットプリントは、年間 2,798 m3 で最も多く、そ
の一方でアジア太平洋地域は、1,156 m3 で最も少ない（図 4.4）。
全世界の水フットプリントのうち、74％は土壌中に保持された
雨水（緑の水）で、11％は消費に供される表面水と地下水（青
の水）で、15％はすべての発生源からの汚染を希釈するために
必要となる淡水（水フットプリントの用語で「灰色の水」と呼
ばれる) である。農業が世界全体の水フットプリントの 92％
を占め、家畜とその関連生産物だけで 27％（第 1 章）を占め
る (Mekonnen and Hoekstra 2011)。 

水利用効率と仮想水取引 

水が継続的に再生補充される水量はほぼ一定であるので、水
不足への対策は、水の利用効率の向上と、消費される水使用を
削減して水需要を減らすことにほぼ依存する。環境用水を含め
て、全てのユーザーの需要を連動して検討しなければならない。 

いくつかの大陸域では、全部門で手法や技術の改良によって
利用効率が向上したけれども、生態系への影響と生態系の財や
サービスへの影響を最小限にしながら、増大していく世界人口
の幸福を確保するために一層改良する必要性があり，その実現
の可能性はある。 

人口の増大と食生活の変化（第 1 章）に対処するためには、
2050 年までに、およそ 70％多くの食料が必要とされるだろう 
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100万m3、0.5度グリッド・
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注釈：0.5度のグリッドは、赤道近くでは50×50kmとほ
ぼ等価である。凡例の中で示されるカテゴリーの桁は、
年間100万m3の減少量であることに注意。

図 4.3 世界の年間の地下水の減少量、2000年

スプリンクラー灌漑システムは湛水システムより通常効率的であ
る。 © Pgiam/iStock



から、改良の必要性と可能性は農業部門（図 4.5）が最も大き
い(Boelee 2011)。灌漑における灌水、送水、配水、管理、の
改善によって、およそ 35～75％あるいはそれ以上に、水が作
物に到達するまでの水の全システムの効率を上げることがで
きる(Rohwer et al. 2007)。農業用水の利用効率に関わるより
幅広い戦略としては、土地水管理と再利用などがあるが(Ali 

2010)、農場を超えての食料供給チェーンにおいても、より多
くの水の効率化が可能である。 

工業や生活での水利用効率の全体的な状態と傾向を評価す
るには、グローバルなデータが足りない。それでも、特に大規
模な取水がなされているところや、急速な都市化が起こってい
るところでは、工業部門や生活部門に著しい改善のチャンスが
ある（第 1 章）。また持続可能で、公平で、経済的な水使用を
確保するには、河川流域レベルで、水の分配を効率化すること
が必要である。 

国、大陸域、そして世界規模での、仮想水取引（農作物から
工業製品に及ぶ、取り引きされた生産物に組み込まれた水）は、
特定の地域で一定量の水を使用することの比較優位を生かす
ことによって、全体的な効率を向上させるツールになり得る。
世界の水フットプリントのおよそ 5 分の 1 は、輸出向けの生産
と関係がある（図 4.6）。農業と工業製品に対する世界の仮想
水取引は、1996 年から 2005 年にかけて年間合計 2,320 km3

で、そのうち農作物が 76％、畜産物と工業製品が共に 12％で
あった(Mekonnen and Hoekstra 2011)。仮想水取引は、効
率的に水を再分配することができ、また消費による影響と生産
による影響とが分離されることに、部分的に対処する役割も果
たすことができる（第 3 章）。例えば、水が乏しい流域や国や
大陸域では、乏しい水資源をより貴重な目的のために温存して 
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目標
水資源の効率的な使用を向上させる。

指標

灌漑効率；正味の仮想水取引

世界の傾向
ある程度の進展。

Box 4.4  水利用の効率

最も脆弱なコミュニティ
乾燥地域において灌漑農業に依存している人々；正味の仮想
水を輸出している国々の貧しいコミュニティ

最も懸念される地域
西アジア、アジア太平洋地域、アフリカの各地、中央アメリカ

西アジアヨーロッパ 中南米とカリブ諸国 北アメリカ

世界平均

出典: Mekonnen and Hoekstra 2011

0

500

1 000

1 500

2 000
m3、一人当たり

　アフリカ

図 4.4  世界と大陸域の年間の水フットプリント、 1996～2005年

緑の水フットプリント
世界平均

アジア太平洋地域

青の水フットプリント
世界平均

灰色の水フットプリント



おいて、水集約的な産物を取引を通じて輸入することができる。
しかし、特に、強い経済的な駆動要因によって商品の輸出が促
進されている場合には、基本である地方ニーズよりも商品の水
ニーズが優先され、純輸出国において水資源の乱開発が引き起 

こされる場合がある（第 1 章）。またもう一つの特性は、中央
ヨーロッパの場合のように、いくつかの純輸入国が、豊富な水
供給量を持っている一方で、オーストラリアや南アジアのよう
ないくつかの仮想水の純輸出国が、水不足の状態になることで
ある。 
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出典: Rohwer et al. 2007

注釈：灌漑効率とは、配水システムの管理、
搬送損失、圃場での灌水における損失を換算
しての作物に届けられる灌漑用水の割合を指
す。
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図 4.5  世界の灌漑効率、2000年
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図 4.6  世界をめぐる仮想水の輸入と輸出とその流れ、1996～2005年



流況の変動 
極端現象：洪水と干ばつ 

1980 年代以降に、10 人以上の人々が亡くなったり、100
人が被災したり、非常事態が宣言される場合や、国際的な援助
が要請される場合(EM-DAT 2011)など、災害として分類され
る洪水や干ばつが増加して、影響を受ける面積や人の数と被害
程度が大きくなっている (EM-DAT 2011; Rosenfeld et al. 
2008; Kleinen and Petschel-Held 2007)。河川の人工水路
化、氾濫原の損失、特に沿岸地域における都市化、土地利用の
変化が、洪水や干ばつの影響を増大させると共に、影響に対す
る脆弱性も大きくしている主な要因である（第 1 章）。影響を
被る人々の数や被害の総数が著しく変化するので、確信を持っ
て傾向を特定することが困難になりつつある(Lugeri 2010)。
脆弱性は、極端現象を予想し対応するための準備や能力によっ
て左右される。突然発生する災害（洪水）や、徐々に拡がる災
害（干ばつ）に対処するための準備の度合いは、地域によって
異なる(IOM 2010)。 

洪水は、毎年、人命の損失と何十億ドルの被害を引き起こし
ているが（図 4.7）、先進国においては、金融上の評価額が高
いことや、資産保険による損害補償額が高いために、より大き
な経済損失を伴うことになる。1980 年代から 2000 年代の間
に、洪水災害の発生数が 230％上昇し、被害レベルを増大させ
ることになった（図 4.7）(EM-DAT 2011)。さらに、洪水に
さらされる人々の数が 114％増加した(UNISDR 2011)。例え
ば、1970 年から 2008 年の間の自然災害に関係した死者の
95％以上が、開発途上国で発生しており(IPCC 2011)、南ア
ジアと東アジアの政府は災害に対する備えのレベルを上げた 

が、そのような極端現象に対処するコミュニティの能力が、社
会的な能力不足と洪水の深刻化のために弱まりつつある(Osti 
et al. 2011)。将来に目を向けると、北半球と赤道域で、降水
強度がより高くなることが予測され、また既に乾燥した地域や 
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目標
水に関連する極端現象の影響を緩和するための計画を
開発する。

指標
洪水と干ばつによって影響を受けた人々の数；
洪水と干ばつによる被害総計

世界の傾向
いくつかの年または地域で、まずますの進展があり、
その他では悪化する状況にある。

最も脆弱なコミュニティ
三角州、低平地、河川の氾濫原の中の開発地、島、排水
設備の不十分な都市部は、洪水に弱い；天水農業に直に
依存するコミュニティは、干ばつに弱い。

最も懸念される地域
洪水に対しては、東南アジア、北アメリカ（ミシシッピ流
域）、中南米（アマゾン流域）； 
干ばつに対しては、小島嶼開発途上国
(SIDS)、西アジア、アフリカ北部と西、オーストラリア、
南アジアと中央アジア

Box 4.5 極端現象
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出典: EM-DAT 2011注釈：2011年のタイとパキスタンにおける大洪水のコストは、ここに含まれていない。
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図 4.7  洪水と干ばつによって影響を受けた人々と関連する被害、1980～2010年



半乾燥地域の多くでは、より乾燥することが予想される(IPCC 
2007a)。 

干ばつ災害の数が 1980 年代と 2000 年代の間に 38％上昇
し、その影響を被った人々の数が増加し、関連する被害も増加
した(EM-DAT 2011)。干ばつは、ミレニアム開発目標(MDG)
の達成を妨げ、持続可能な社会経済の発展を分断させ、さらに
生態系にストレスを及ぼす。世界の作物生産のおよそ 70％を
占める天水作物に依存している地域社会は、多くの場合、国際
援助以外には、代替となる食料資源をほとんど持っていない
(Portmann et al. 2010)。このことは、東アフリカで進行中の
厳しい干ばつによって実証され、また中南米、アフリカ、東南
アジアにおける純一次生産量の減少によっても実証されてい
る(Zhao and Running 2010)。また干ばつは、灌漑に影響を
与え、特に気候変動の状況の中で、とりわけ脆弱な乾燥地域と
半乾燥地域で、水資源の争いを悪化させる可能性がある。 

ダムと河川分断化 

ダムの建設と河川の制御は、洪水を防ぎ、信頼できる水供給
と水力発電による電力を提供して、人類に大きな恩恵をもたら
す。しかしまた、ダムは、流路を分断し流れを調整することに
よって、生態系プロセスを変化させ、水生生物の、特に移動性
の種に作用して、生態系に有害な影響を及ぼすことがある。環
境流量を確保し、かつ魚道を保持するかまたは創設して、既存
のダム管理を改善することが、両者の競合を緩和するために重
要である。しかし多くの場合、そうした方策は、改善策として
十分なものとなっていない(Gleick 2003)。新しいダムの設計
と配置と操作によって環境影響を最小にしていくには、精緻な
トレードオフ分析が必要である(Matthews et al. 2011)。 

より適した場所にダムがすでに建設済みであったり、最近の
法令や公共の圧力がダム建設を認めないために、先進地域にお
ける建設は減速してはいるが、ダムの密度は工業先進国が最も
高い（図 4.8）。しかし一方、多くの開発途上国では、水と電
気の供給を確保するためにダムが次々に建設されている。この 
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目標
適切で持続可能な淡水の供給を確保する。
水に関連する人の健康被害を削減する（洪水防止）。陸水生
態系とそれらのサービスを保護し回復させる（多くの場合
は対立的である）。

指標
ダムの密度 

世界の傾向
ダムの密度は増加している。持続可能な淡水を適切に供給
することに、ある程度の進展が見られる。陸水生態系とそ
れらのサービスは劣化している。

最も脆弱なコミュニティ
ダム建設によって立ち退かされた人々。
水の供給をダムに依存する人々。

最も懸念される地域 

Box 4.6  ダムと河川分断化

開発途上国、アジア、アフリカ南部

図 4.8  世界の中規模から大規模なダムの密度

低密度 高密度
出典: Vörösmarty et al. 2010



傾向は続きそうであり（第 1 章）、ダムの計画は、気候変動に
よって予想される何らかの流量変化の増大を考慮すべきであ
る。 

淡水と海水の質 
地下水汚染 

世界中の地下水は、農業や都市部からの汚染、固形廃棄物、
現場での廃水処理、油やガスの抽出と精製、採鉱、製造工業、
ならびにその他の工業汚染源、によって脅威にさらされている。 

その根本原因は、これらの活動に対する制御が不適切であるこ
とと、これらが地下の土壌や地層の持つ自然の浄化能力を超え
ていることである(Foster et al. 2006)。乱開発による帯水層
の塩水化が、特に海岸地域で、とりわけ飲料水を地下水に依存
する地域社会にとって、新たな深刻な懸念となっている。 

地下水の硝酸塩濃度は、特に、急速に都市化されている区域、
下水設備が不足している区域、農業用肥料の多量施用がなされ
ている区域で高くなっている。地下水中の硝酸塩は、富栄養化
をもたらし、人の健康に直接影響を及ぼす。自然発生のヒ素と、  
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採鉱や鉱物の抽出は、河川の水位や地下水位を著しく低下させる
ことがある。© BanksPhotos/iStock

目標
地下水汚染の影響を緩和する。

指標
ヒ素、硝酸塩、塩化

世界の傾向
いくつかの区域で非常にわずかな進展。
その他は悪化している。

最も脆弱なコミュニティ
下水設備が不適切な急速に都市化している
区域の人々。

最も懸念される地域
ヒ素は、バングラデシュ、インド、東南アジアにおける人
口密度の高い三角洲、北アメリカ、東ヨーロッパ、で特に
懸念される。

Box 4.7  地下水汚染

図 4.9  水文地質状況に基づいて推定される飲料水中のヒ素の危険性

非常に低い

危険性のレベル
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中程度
高い

データ無し 出典: Schwarzenbach et al. 2010



人の活動によって発生するヒ素の両方が、多くの国々で飲料水
の品質を脅かしている（図 4.9）。元々地層に存在する発生源
由来のヒ素で汚染された地下水によって、3,500 万～7,500 万
の人々が影響を受けている。地表水汚染のために地下水を飲料
水の源泉として開発したいくつかの地域で、こうした自然発生
のヒ素に人々をさらす予想もしなかったことが起こっている
(Schwar zenbach et al. 2010; Brunt et al. 2004)。 

病原性の汚染 

地表水と地下水の病原性の汚染は、多くの地域の人々の健康
にとって重大な脅威であり、地域社会の多くで水処理コストを
高める原因になっている。ほとんどの先進国では、下水を収集
して処理しており、微生物汚染は過去数十年にわたって減少し
た。先進国とは対照的に、多くの開発途上国では、微生物病原
体は、しばしば喫緊の水質問題となっている（図 4.10）。 

人と動物の糞便が、水質汚染となる主要な病原体の源泉であ
ることから、2015 年までに基本的な下水設備を持たない人口
の割合を半減させるというミレニアム開発目標の７ｃが達成
されれば、その汚染を減らすことになるであろう。しかし、い
くつかの地域ではかなりの進展が見られるものの、現時点で世
界的にはこの目標に着実に向かっているとは言えない（図
4.11）。特にアフリカや南アジアの最も貧しい地域社会や個人 

にとって、依然として下水設備は改良されていない(WHO 
2012)。ミレニアム開発目標の下水設備の目標が今後達成され
るとしても、下水を収集して処理する施設の提供を伴うもので
なければ、改良された衛生設備の利用の増加で、未処理の排水 
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目標

下水の収集、処理、処分を行う下水設備の普及率を向上さ
せること；
淡水汚染と海洋汚染を削減し抑制すること。

指標
糞便由来の大腸菌濃度；
改良された下水設備を利用できない人々の数。

世界の傾向
ある程度の進展。

最も脆弱なコミュニティ 

最も懸念される地域
アフリカ、南アジア、南太平洋。

Box 4.8  病原性の汚染

最も貧しい農村社会の大部分。

人口規模

水100ml当たりの指標生物数 

10未満
10～1 000
1 000～10 000
10 000～100 000
100 000以上 出典: UNEP-GEMS/Water Programme 2008

平均値

50万人未満

50万～100万人

50万～100万人

100万～200万人

300万人以上

注釈：生汚水は、100ml当たり1000万以上
の生物を含んでいる。世界保健機構のガイ
ドラインでは、人が消費するための水は、
糞便の指標生物を含んでいてはいけない
(WHO 2011b)。レクリエーション用の基準
は異なり、100ml当たりおよそ200～300程
度なら許容される(WHO 2003a)。 

図 4.10  主要都市の近くの川の糞便由来の大腸菌濃度（水媒介性の病原体の指標）1990～2011年



が水域に流れ込み、下流の水質をさらに低下させるという、意
図しないマイナスの影響を招きかねない(Biswas and Torta- 
jada 2011)。 

栄養塩汚染と富栄養化 

生活排水、畜産廃棄物、肥料、大気降下物、侵食由来の過度
の栄養塩汚染による富栄養化は（第 3 章）、引き続き蔓延して
いる水質問題である。多くの区域で排水処理は増えたが、農業 

排水や都市排水、淡水系や海洋系への大気降下物、などの面源
（非点源）由来の栄養塩負荷の軽減はほとんど進んでいない。
地球規模の栄養塩循環の改変は、これらのプロセスに対する具
体的な閾値がまだ明確になっているわけではないが、海洋生態
系および陸水生態系によって回復できる限界を超えて惑星限
界に到達している可能性がある (Rockstrom et al. 2009)。 

世界の河川の栄養塩流出は、1970 年以降、およそ 15％増加
した。南アジアがその増加の少なくとも半分を占めている
(Seitzinger et al. 2010)。1970 年以降、湖沼における藻や大
型水生植物の全発生量は 74％増加した(Lewis 2011)。また
1990 年以降、富栄養状態になっている沿岸地域の数が劇的に
増加した。激しい富栄養の状況の下では、アオコが低酸素状態
を生み出すことがあり、その結果、湖沼では魚が死に、沿岸地
域では酸欠海域が発生する。低酸素は、世界中の湖沼や河川、
河口、沿岸地域において大きな影響を与える深刻化する問題に
なっている(Diaz et al. 2010; Rabalais et al. 2010; Diaz 
and Rosenberg 2008)。少なくとも 169 ヵ所の沿岸地域が、
低酸素状態であると考えられており、特に東南アジア、ヨーロ
ッパ、北アメリカ東部の周りの海で酸欠海域が広がっている
（図 4.12）。そんな中で、13 ヵ所の沿岸地域だけが、回復し
ていて、そのほとんどが北アメリカとヨーロッパ北部である 
(Diaz et al. 2010; Rabalais et al. 2010)。リン負荷は横ばい
になると予測されるが、世界の河川の窒素負荷は、南アジアを 
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図 4.11 改良された下水設備を利用できない人口数とミレニアム開発目標ターゲットとの対比、1990～2015年

北アメリカ 西アジア

目標
淡水汚染と海洋汚染の削減と制御。

指標
海洋：海岸の酸欠海域の発症率；有害アオコの発生
         頻度と程度
淡水：世界の川への窒素とリンの流出

世界の傾向

ほんの少しの進展あるいは悪化 

最も懸念される地域
東南アジア、ヨーロッパ、北アメリカ東部

Box 4.9  栄養塩汚染と富栄養化



中心に、2030 年までにさらに 5％増加するだろう(Seitzinger 
et al. 2010)。 

また栄養塩は、淡水地域と沿岸地域において有害なアオコを
引き起こし、そのいくつかが藻類毒素を放ち、人の健康(WHO 
2003a)や、水生生物や、家畜に直接影響を及ぼすことがある。
富栄養の水域で発見された有害な藻類毒素である、まひ性貝中
毒の公表発生数は、1970 年の 20 回未満から、2009 年には
100 回以上にまで増加した(Anderson et al. 2010)。 

海ゴミ 

ごみは、固形廃棄物処理が不十分であることや、プラスチッ 
クの使用増加のために、世界中の海洋で発見される(UNEP 
2009)。ごみは、野生生物、漁場、船に損害を与え、沿岸地域
を汚染し、安全と人の健康に対してリスクを生じさせる。漂
流・漂着ごみは、海岸の砂浜、大西洋や太平洋の海底(Galgani 
et al. 2000)、そして大きな海洋の渦の中に蓄積される(Law et 
al. 2010; Martinez et al. 2009)。 

2005 年から 2007 年に調査された 12 の海のうち、南東太
平洋、北太平洋、東アジア海、広域カリブ海の海岸は、最も多
くの海ゴミを含んでおり(UNEP 2009)、カスピ海、地中海、
紅海は最も少なかった。バルト海(HELCOM 2009)、北東大
西洋(OSPAR 2009)、米国海岸線(Sheavly 2007)、北大西洋
亜熱帯環流に関する地域研究では、1986 年から 2008 年の間
のごみの量について、統計的に著しい変化は見られなかった。
しかし、中部大西洋からのデータでは、1997 年から 2007 年
の間に、陸上からのものと、発生源全般からの海ゴミに増加が
見られた(Ribic et al. 2010)。 

難分解性の有毒化学物質 

毒性汚染物質には、カドミウムや鉛や水銀といった微量金属、
ジクロロジフェニルトリクロロエタン(DDT)やクロルデコン
のような農薬とそれらの副産物、工業用化学物質、ならびに燃
焼副産物などがある。それらは、まだ多くの場所で使用されて
おり、底質汚染として長く留まり、水システムに蓄積され続け
るため、水域の 90％で発見されるまでになっている。汚染物
質で最も懸念されるのは、難分解性で、有毒で、生物濃縮性が 
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図 4.12  世界の沿岸の低酸素地域と富栄養地域、2010年

目標

海洋汚染を削減すること。 

指標
海岸線のごみのレベル；
海底と海洋渦巻きの中のごみのレベル。

世界の傾向
少しの進展か、もしくは全く進展がない。

最も脆弱なコミュニティ

海岸沿いに住んでいる人々

最も懸念される地域

Box 4.10  海ゴミ

 不明



あるものである（第 6 章）。生物は、水、底質、食料から汚染
物質を集積して、周辺環境中よりもはるかに高いレベルの汚染
物質を、細胞組織に蓄える傾向がある。脂肪組織中のポリ塩化
ビフェニル(PCB)あるいは DDT 濃縮物のような有機塩素化合
物は、長期間留まって、食物連鎖による生物濃縮を受け、頂点
の捕食者において最も高濃度になる。 

北極圏に蓄積する傾向がある(Hung et al. 2010)、多くの残
留性有機汚染物質(POP)の濃度が、1990 年代の初め以降、北
極圏の大気のサンプルで減少し続けている（第 2 章）。また、
太平洋西部の 12 種の深海魚類の細胞組織中の、少なくとも
3 つの有機塩素系化学物質の濃度（図 4.13）(Oshihoi et al.  

2009)、ならびにサンフランシスコ湾の少なくとも 4 種の魚類
の中の PCB 濃度 (Davis et al. 2003) が、1990 年代中頃以
降、下がり続けている（第 6 章）。 

新たに出現している水質懸念 

従来の毒性汚染物質は多くの工業地域で減少しているが、追
加の汚染物質が新しい懸念を引き起こしている。例えば、一種
の POP であるポリ臭化ジフェニルエーテル(PBDEs)のような
防燃剤の使用が、ヨーロッパや北アメリカや日本において、過
去 30 年にわたって指数関数的に増加した(Schwarzenbach 
et al. 2010)。また、使用後に、ほとんどの下水設備で取り除
かれることなく環境に入り込む、薬剤やパーソナルケア製品に
対する懸念が増大している。薬剤や内分泌腺かく乱化合物は、
非常に低濃度であっても、生物学的作用を引き起こす可能性が
明らかになっているが、水生生物や人間にとっての長期的な危
険性については、ほとんど分かっていない(Schwarzenbach 
et al. 2010)。 

ナノ粒子とマイクロプラスチックは、水に対する比較的新し
い汚染物質（第 6 章）である。1～100 ナノメートルの粒子（１
ナノメートルは 1 メートルの 10 億分の１）が、現代の生活の
中で次々に使用されるようになっている。ナノエコトキシコロ
ジーという新しい学問領域によって、水界生態系に及ぼすそれ
らの環境動態と潜在的影響が調べられている(Hassellov et al. 
2008; Navarro et al. 2008)。マイクロプラスチックは、プラ
スチック製品の劣化から生じるもので、水生生物に蓄積する添
加物を含んでいる可能性があり(GESAMP 2010; Ryan et al. 
2009)、特に海洋システムの中では、それらの濃度が、世界の
プラスチック消費の増加につれて高まると予想されている。現 
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最も懸念される地域

極地域

Box 4.11  有毒化学物質
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在ほとんど知られていないタイプの新たな汚染物質が、まちが
いなく継続して特定されていくだろう。新しくはないが、2011
年の津波が日本の原子力発電所に損害を与えた後の水質汚染
によって例証されるように、産業、医学、軍事、そして事故に
よる放射性物質の放出が、再認識された懸念材料である。また
侵襲性の外来種も、多くの沿岸地域おける問題となっている
（Box 4.12：第 5 章）。 
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目標
持続可能な適切な淡水の供給を確保すること。

指標

人の水安全保障上の脅威 。

世界の傾向

悪化している。

最も脆弱なコミュニティ

水需要が増加している開発途上国。

最も懸念される地域

Box 4.13  水の安全保障Box 4.12  バラスト水と侵入生物種

生物学的汚染の一つの形態である侵入生物種は、水
界生態系に対して大きな脅威を生み出し、甚大な環境
被害と経済的被害を引き起こす場合がある。バラスト
水は、世界中に種を送り届ける運び屋である。2004 年
のバラスト水条約は、持ち込みを減らすために一般的
に行われる外洋でのバラスト交換と共に、管理計画の
実施を要求した。多くの航路でこれを実施することは
難しいので、デンマークとオーストラリアなどのいく
つかの国々では、寄生微生物を殺すバラスト水処理を
課す規制を設けた。 

アフリカ、西アジア、アジア太平洋地域、中南米、カリブ
諸国。

水の供給についてのミレニアム開発目標ターゲット（半減）は2011年に満たされたが、2015年に6億人以上が安全な水の供給を受け
られないだろう。  © Kibae Park/UN Photo

分野横断的な問題 
水の安全保障と人の健康 

既に述べたように、水の地域間格差は、絶対的な利用可能水 

量と、基盤施設が不十分であることによってその利用可能水量
が受ける制限の両方に関係している。これらはいずれも、人と
環境が利用する水の範囲に影響を及ぼすことから、いずれも水
質汚染に関わると共に、水の安全保障にも関わる。改善されて
いるにもかかわらず、依然として適切な質と量の飲料水を利用
できないでいることは、世界的な最大の人の健康問題の一つで
ある。しかし、十分な水を供給できないのは、本質的には地域
的な現象であって、流域レベルでの水不足、地域の水質、基盤
施設とガバナンスの不適切さ、文化的視点や不公正な水価格に
よって、引き起こされている。 



改善された飲料水の公平な利用 

水の安全保障が世界の多くの地域で、ますます問題となって
いるが、改善された飲料水の利用には、1990 年以降、大幅な
進展があった。しかし、アフリカのほとんどや、その他の開発
途上国の農村区域など、いくつかの地域では、まだ改善された
飲料水源を利用できていない(UNDESA 2010)。国連総会は、
2010 年 7 月に上水と下水設備を利用することは人の権利であ
ると宣言したが、その権利は、まだ多くの国々で認識されてお
らず、また適用されていない。 

最近のデータによれば、ミレニアム開発目標の飲料水ターゲ
ットが 2010 年に達成された（図 4.15）。しかし、この改善に
は見過ごせない不公平がある。2010 年に、都市部で、改善さ
れた飲料水を利用できない人々は 4％だけになったが、農村区 
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図 4.14  基盤施設への投資をした場合と、しない場合の水安全保障への脅威、2000年

目標
改善された飲料水の供給を公平に利用できるようにす
ること。 

世界の傾向
改善された水の供給にかなりの進展；
農村と都市の公平性にまずまずの進展。

最も脆弱なコミュニティ

開発途上国と農村地域における貧困層。

最も懸念される大陸域
南太平洋のサブ大陸域；アフリカのほとんど、特に
インド洋西部のサブ大陸域

Box 4.14  改善された水へのアクセス

指標
改善された飲料水源を持たない人口の割合；
農村と都市の公平性。

水の安全保障 

1992 年のリオ地球サミット以降、水の安全保障の定義がい
くつか提案されたが、いずれも誰もが受け入れるものとはなっ
ていない(Oswald Spring and Brauch 2009)。定義が様々で
あれば、異なる基準による多くの指標をもたらすことになり、
傾向データを導き出すことが困難になる。ハーグ閣僚宣言は、
水の安全保障を、広く定義していて、水に関連するリスクと災
害から脆弱なコミュニティを保護すると共に「健全で生産的な
生活を送るための負担可能なコストで安全かつ十分な水」をす
べての人が利用できるようにすることを目的として、淡水生態
系と海洋生態系の保護と改善、持続可能な発展、政情の安定を
含むと定義している (World Water Council 2000)。 

世界人口の約 80％が、水の安全保障上の脅威の高い区域に
住んでおり、それは 34 億人が関わる最も深刻な事態で、その
ほとんどすべてが開発途上国である。ここでの水の安全保障上
の脅威とは、23 の駆動要因が水資源に及ぼす影響の累積効果
であり、流域の改変、汚染、水資源開発、生物要因に分類され
る(Vorosmarty et al. 2010)。今後数十年のうちに、より多く
の人々が、気候変動で変化する降水パターンに加え、水需要の
増大（第 1 章）による深刻な水ストレスを経験するだろう。 

図 4.14 は、人類の水安全保障に対する世界的な脅威を明ら
かにしたもので、これまでと現行の基盤施設への投資による効
果を加えた場合の脅威と、投資をしない場合の脅威を比較して
いる。この図は、工業先進国においては、基盤施設により多く
投資することで、水資源に対する様々な脅威が克服され、人類
の水安全保障が強化される可能性を示す一方で(Vorosmarty 
et al. 2010)、開発途上国においては、投資が少ないと、水の
安全保障は貧弱なままであることを示している。投資は、十分
な制度面での能力開発と一体で為されなければならないし、ま
た多くの場合、基盤施設の開発は、水生の生物多様性や環境の
質を犠牲にして行われるので、投資による環境リスクが考慮さ
れ、適度に緩和されることが不可欠である。 



域では居住者の 19％が利用できていない。ミレニアム開発目
標 7c の達成に向けた進展は、劣悪な水質や水不足を克服する
ための技術や基盤施設の使用が増大したことによるものであ
る (WHO 2012)。 

水に関連する疾病 

世界保健機構(WHO)によって定義されている水に関連する
疾病には、飲料水中の微生物と化学物質によって引き起こされ
る次のようなものがある。その媒介生物が水中でその生涯の一 
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注釈：WHO/ユニセフによって定義されるように、改善された飲料水源
とは、その構造によって、あるいは積極的な手だてによって、外部の汚
染、とりわけ糞便から保護されている水源である。

図 4.15  改善された飲料水を利用できない人々の数、1990～2015年

北アメリカ 西アジア

目標
水に関連する人の健康被害を削減する。

指標
水に関連する疾病による死を障害調整生命年
(DALY)に換算した値；公表されたコレラ患者数。

世界の傾向 

ある程度の進展。

最も脆弱なコミュニティ
開発途上国や農村地域の貧困層；
自然災害を被ったコミュニティ。

最も懸念される地域 
アフリカ

Box 4.15  水に関連する疾病

蚊によって伝播される疾病であるデング熱とマラリアは、蚊の
発生する滞留水がある場所では、非常に問題になる。 
© Salem Alkait/iStock



部を過ごす住血吸虫症のような疾病、水に関連する媒介生物を
持つマラリアのような疾病、その他、ある微生物を含むエアロ
ゾルによって運ばれるレジオネラ症のような疾病である。 

そのような疾病は、特にアフリカにおいて公衆衛生上の重大
な懸念事項である。世界で、不適切な下水設備と水の供給のた
めに発生する下痢は、2004 年の世界の疾病負荷のうち、2 番
目に大きなものであった。それを健康障害、身体障害、または
若死によって失われた年数である障害調整生命年(DALY)で  

WHO は、25 の様々な水に関連する疾病の発症を減らすこ
とに力を入れている (WHO 2011a)。回旋系状虫症、マラリ
ア、住血吸虫症、コレラの発症を減らすことには、いくつか顕
著な成功例がみられる。しかし、世界で報告されたコレラ発症
率（水に関連する疾病の傾向を完全に明らかにしたデータが無
いため、その代用としてコレラ発症率を用いる）は、主として
アフリカで近年増加している（図 4.16）。2009 年には、全大
陸の 45 か国で 22万 1,226 人のコレラ発生数が報じられた（図
4.16）。2010 年のハイチでの地震のあと、コレラが流行した
ことで、さらに証拠づけられるように、水に関連する疾病は、
適切な飲料水と下水設備を利用できない開発途上国では、長引
く公衆衛生上の問題である(Walton and Ivers 2011)。 

水とエネルギーと気候の連立問題 
水、エネルギー、経済発展、気候変動は、相互に関係する課

題である。人口の増加と、経済発展に伴う一人当たりの消費増
大が、エネルギー需要を駆動する。それと同時に、化石燃料エ
ネルギーの使用が、気候変動をもたらす温室効果ガスの排出を
生み出し、それが異常気象、氷冠の損失、水不足、海面上昇な
ど、水に影響を及ぼす。それに対して今度は、気候変動への対
応が水環境に影響を及ぼす。ある種の太陽エネルギー開発は、 
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注釈：多くが報告されずに終わるので、報告された患者数は合計数を過小評価したものである。

図 4.16  地域別のコレラ患者発生数、1989～2009年

出典: WHO 2010

アフリカ アジア太平洋地域 中南米とカリブ諸国

Box 4.16  アフリカの子供たちの下痢

世界の病院ベッドの半分は、いつでも、水に関連する疾
病に苦しむ人々で満たされている(UNDP 2006)。下痢の
疾病は、世界の疾病負荷の 4％以上になり、下痢の 90％
は、環境汚染と、安全な飲料水や下水設備を利用できない
ことに関係している(PrussUstun et al. 2008)。2008 年
に亡くなった 5 歳未満の子供は 130 万人であるが、その
70％をアフリカが占めており、下痢関連の幼年期の死亡
負荷はアフリカが最も高い。また、予想に違わず、基本的
な下水設備を最も利用できていないのも、サハラ以南のア
フリカで、3 億 3000 万人が適切な下水設備を使用してい
ない(WHO 2011a)。 

表すと 7000 万 DALY 以上になる(Box 4.15) (Prüss-Üstün 
et al. 2008)。世界の保健統計によれば、アフリカと南アジア
には、水を媒介とする病気によって最も深刻な影響を受ける区
域があることが示されている(WHO 2004)。 



乾燥地域でよくあることだが、かなりの量の水を消費する。ま
た水不足が増大すると、いくつかの地域は、大きなエネルギー
投入が必要な海水の脱塩に依存することになる(World Bank 
2009)。さらに、干ばつは水力による発電量を減少させる方向
に働く（Box 4.21）。 

気候変動の水循環と海洋温暖化への影響 

水の循環は、海洋や、大気や、地表と地下を巡る水の連続的
な移動を指す。気候変動が次のような変化となって現れ、地球
規模と大陸域の水の循環を変えつつあることは明らかである
(Bates et al. 2008; IPCC 2007a; Kundzewicz et al. 2007)。
それは、降水パターンの変化、異常気象とその結果生じる自然
災害の強度の増大、河川の流出量の変化をもたらす氷河の後退、
半乾燥地帯での干ばつの激化などである（表 4.2）(IPCC 
2007b)。 

気候変動が特定の水系に及ぼす影響を予測するには、相当の
不確定要素があるけれども、気候変動は水管理に対して深刻な
影響を及ぼすポテンシャルを持っている(Bates et al. 2008)。
それでも、少なくとも次の 20～30 年の間は、都市化、産業化、
水資源開発といった、その他の人類の活動によってもたらされ
る水循環への世界的影響が、気候変動による影響を上回るだろ
う (Gordon et al. 2005)。気候変動による影響に対処するこ
とになる場合、すべての国々に十分な量の水を提供するために、 

2030 年までに必要とされる追加の水基盤設備に要する費用は
年間 90～110 億 US ドルで、そのうちの 85％は開発途上国に
要する費用であると見積もられている(UNFCCC 2007)。洪
水のリスク管理と水質保全に関連しては、さらに追加費用がか 
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表 4.2  主要な水文に関わる変数への、観測された気候変動による影響とその将来予測

主要な変数 観察された傾向 21世紀の予測

降水 傾向は不明瞭である；北緯30度から85度までの陸地に降
る降水量は増加し；南緯10度から北緯30度までは顕著に
減少している。

地域スケールで変化は異なるが、全体の降水量
は、増加（温度上昇１℃当たり1～3%）すると
予測される。

降水強度 激しい豪雨による降水量の極端な増加；
地球的規模での豪雨の激化。

温度上昇1℃当たり、豪雨がおよそ7%増加す
ると予測される。

干ばつ いくつかの地域は湿潤になったり、干ばつ強度が下がった
けれども、パーマー干ばつ深刻度指数（PDSI）によって
計測された干ばつは、20世紀において増加した。

干ばつ強度は、いくつかの地域と季節に増加
するだろう。パターンは複雑で予想するのが
難しい。

熱帯低気圧 気候変動に関係して検知される変化は、いずれも不確
実性の度合いが高い。

熱帯低気圧の平均最大風速は増加し、発生頻
度は減少しそうである。頻度と進路の変化は
不確かである。

氷河と積雪 すべての大陸域においてではないが、氷河の塊に減少が
見られ、北半球の大陸域において積雪が減少している。
氷河と融雪からのピーク流出がより早くなっている。

氷河の塊と積雪が減少し続けている。

海水面 海水面は20世紀にわたって約0.2メートル上昇した；これ
が長期的な海面上昇の加速度であるかどうかは明らかでは
ないが、一世紀当たり0.3メートルに相当する上昇が1990
年代の初め以降、記録され続けている。

範囲の上限はもっと高くなる可能性がある
が、海水面は2100年までに0.2～0.6メートル
上昇すると予測されている。

海洋の酸性化 海洋表面の平均pHは8.2から8.1まで減少した。 pHは、現在の傾向が持続する場合、2100年ま
でに7.7または7.8まで減少すると予測される。

海面水温 1980年以降、0.5℃上昇した。 継続的に上昇する。

出典: IPCC 2011; Feely et al. 2009; World Bank 2009; IPCC 2007c

Box 4.17  人の安全保障への気候変動の影響

目標
水環境への気候変動の悪影響を緩和し適応すること。

指標
極端な降水量；氷河の後退；干ばつの強度；気候変動に
適応するために水部門に要した費用。

世界の傾向
適応策と緩和策に対するある程度の進展。
資金調達および実施についてはほとんど進展がない。

最も脆弱なコミュニティ

天水農業や氷河の融解水に依存している人々。
長期にわたって再生不能な地下水に依存している人々。

最も懸念される地域
乾燥地帯、熱帯地方、サイクロンやハリケーンに見舞わ
れる沿岸地域。



かる(Parry et al. 2009)。緩和策と適応策の必要性についての
認識が高まった兆候が見られ、2006～2008 年の間に世界銀行
によって資金提供された 191 の水道事業のうちの 35％は、気
候変動の影響に対する緩和策と適応策を具体化したものであ
る(World Bank 2009)。しかし同時に、洪水や他の極端現象
に対する防御を高めようとする地方や地域が行う取り組みは、
水界生態系にとっては深刻なマイナスの影響を及ぼすだろう。 

海洋に対して気候変動が最も直接的に及ぼす影響は、海水面
温度(SST)の上昇で、1980 年代以降、世界で 0.5℃上昇してお
り、21 世紀にわたって増加し続けると予想されている(IPCC 
2007a)。世界の降水量は、多くの熱帯地域と温帯地域で予想
される極端な降水事象のために(IPCC 2011; Gorman and 
Schneider 2009)、地表の１℃の温度上昇につき 1～3％の割
合で増加すると予想されている(Wentz et al. 2007)。 

氷床の融解と海面上昇 

海面上昇は、海洋の熱膨張によって、ならびに氷河と氷床が
融けることによって引き起こされる(IPCC 2007a)。世界の平
均海面水位は、3000 年間ほとんどほぼ一定であったが、20
世紀の間におよそ 170mm 上昇し(IPCC 2007b)、2100 年ま
でに少なくともさらに 400mm（+/-200mm）上昇すると予
測されている(IPCC 2007a)。1993 年から 2008 年までの測
定によると、海水面はすでに、以前の数十年間より２倍速く上
昇しており(Cazenave and Llovel 2010) 、気候モデルによ
って予想された上昇を超えていることが示されている。 

こうした海面上昇の推定に関しては、かなりの幅があるが
(Levitus et al. 2009; Ishii and Kimoto 2009)、1960 年以降
に観測された海面上昇の 25～50％は、熱膨張に起因している 

 (Cazenave and Llovel 2010; Antonov et al. 2005; Willis 
et al. 2004)。この幅の幾分かは、過去 50 年にわたって海面
上昇を 30～55 mm 減少させたと推定されている窪地に流れ
込んだ水に起因しているかもしれない(Chao et al. 2008)。小
さな氷河と氷冠が、20 世紀を通して非常に多量に損失してお
り(Dyurgerov and Meier 2005)、陸上の氷の源が融けて作ら
れる淡水流出は今後増加するだろう。しかし、過去 20 年にわ
たって損失が加速しつつあるグリーンランドと南極の氷床の
融解が、海面上昇の最も大きな原因であり、現在の傾向が続け
ば、21 世紀においても海面上昇の主要な原因となり続けるだ
ろう(Rignot et al. 2011; Rignot 2008)。 

多くの国々では、沿岸地帯に人口と社会基盤が高度に集中し
ているため(McGranahan et al. 2007)、海面上昇とそれによ
る海岸沿いや低地の地域社会で起こる冠水に対して脆弱であ
る（第 7 章）。開発途上国、とりわけ小島嶼開発途上国(SIDS)
や三角州地帯が、特に脆弱であるが(IPCC 2007c)、それらの
多くは、上昇する海水面に適応するための能力、また関連する
損失から回復するための能力に限界を抱えている。沿岸地帯が
適応するために要する費用は、海面上昇の大きさに左右される
が、2040 年代までに年間 260 億～890 億 US ドルと見積もら
れている(World Bank 2010)。 

海洋の酸性化 

海洋は、毎年、人為起源の二酸化炭素（CO2）のかなりの部
分を吸収しているが、二酸化炭素は水と反応して炭酸を形成す
るために海洋をより酸性にする。地域によって差はあるが（図
4.17；第 2 章）、海洋表面の平均 pH は、産業革命前の平均値
であった約 8.2 から、現在 8.1 まで既に減少しており、フィー
リーらは(Feely et al. 2009)、2100 年までに平均で約 7.8 ま
で減少すると予想する。海洋の酸性化は惑星限界に達しつつあ
る可能性がある(Rockstrom et al. 2009)。 
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目標
海洋生態系とそれらのサービスを保護し回復させる
こと。

指標

海洋のpH。

世界の傾向
悪化。

最も脆弱なコミュニティ
サンゴ礁生態系やその他の石灰質を一次生産する生物に
頼っている熱帯漁場に依存するコミュニティ。

最も懸念される地域 

Box 4.19  海洋の酸性化

熱帯の海洋。

目標

気候変動による水環境への悪影響を緩和させ適応する
こと。 

指標
海面上昇；海面上昇に適応するための費用。

世界の傾向
進展はほとんど無い。

最も脆弱なコミュニティ

沿岸地域、島のコミュニティ、人口が密集して
いる三角州。

最も懸念される地域
沿岸地域（三角州やアフリカの海岸）、
小島嶼開発途上国、北極圏、南極大陸、高山地方

Box 4.18  海面上昇



海洋酸性度の増加は、炭酸塩から成る殻や骨格を備えた海生
動物、石灰藻、ならびにその他の生物に影響を与える(Langdon 
and Atkinson 2005)。影響を受ける生物には、人間の食料資
源として重要なカニや軟体動物など、海洋食物網にとって決定
的に重要な動物だけでなく、造礁サンゴも含まれる。水温の上 

昇と相まって、海洋の酸性化は、世界中のサンゴ礁生態系を破
壊するサンゴ白化現象の主な原因であると考えられている
(Hoegh-Guldberg et al. 2007)。いくつかの研究では、2050
年までに熱帯サンゴ礁が急速に縮小すると予測されている（第
5 章）(Logan 2010)。サンゴ礁は、いくつかの商業的に重要
な魚種にとって、産卵から稚魚生育の場など重要な生態系サー
ビスを提供している。このような生態系やサービスの悪化が、
ますます明らかになっており、それらの保護を強化するガバナ
ンスが必要となっている。 

エネルギー開発による水資源への影響 

世界的なデータは不足しているが、米国と欧州連合(EU)に
おいて、全取水量のおよそ 40％を、エネルギー部門が占めて
いると考えられる(Glennie et al. 2010)。エネルギーのための
水需要には、原料の抽出と加工から、水力発電タービンの駆動、
原子力発電所を含む火力発電所の冷却までが含まれる。また化
石燃料の抽出は、水質に重大な影響を及ぼし得る。 

石油やガスの探査や生産は、淡水生態系と海洋生態系の両方
に影響を及ぼすことがある。新しく実証された技術によって、
シェールガス堆積盆の新しい天然ガス井の拡大が加速してい
る(EIA 2011)。それに関連する水資源への影響が現在調査さ
れている。それらの影響は、爆発の可能性のある濃度のメタン
による帯水層汚染(Osborn et al. 2011)、地表水と地下水の汚
染、排水を受けて生じる流れ(Johnson et al. 2007)、ならび
に削井と仕上げに消費される多量の水などである（第 7 章）。
またオイルサンドの開発には、大量の水が必要とされ、激しい
水質汚染を生み出す可能性がある(Kelly et al. 2010)。 
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出典: Feely et al. 2009

図 4.17  北太平洋におけるCO2濃度と海洋の酸性化、1960～2010年

海洋の酸性化は、海洋生物、とりわけ珊瑚と甲殻類を脅かしてい
る。それは、漁業と水産養殖に依存するコミュニティに壊滅的な
影響を与える可能性がある。 © Extreme-photographer/iStockv



石油流出は、特に海洋生態系に環境上の脅威をもたらし続け
ている。石油タンカーからの流出件数は、1970 年代と 1980
年代以降、著しく減少したが(ITOPF 2010)、メキシコ湾で最
近、海底石油とガス探査に関連した大きな流出があったことは、
海洋生態系にとって進行するリスクを示すものである(Box 
4.20)。そんな中、世界の石油やガス需要の増大に伴って、そ 

ういった沖合での活動が、海上境界線の問題解消によって促進
され、さらに北極氷原が融けて、以前は近づけなかった区域に
入れるようになることで、今後 20 年間で増加すると予想され
る。北極圏は、世界のおよそ 20％の、未発見であるが、技術
的に回収可能な石油やガス資源を埋蔵している(Bird et al. 
2008; AMAP 2007)。しかし、北極圏は、遠隔であること、
物理的環境が厳しいこと、多くの海生哺乳動物が集合すること、
冷水中での油の分解速度が遅いという理由から、石油流出に対
して、他に類を見ないほど脆弱である。 

電力生産の中で最も水集約型であるのはバイオマスで、その
次が水力で、石油や石炭や原子力発電、ガス発電、太陽熱を集
めるいくつかのシステムや地熱発電、太陽光発電、そして風力
が続く。正確には、発電のタイプや場所によって、大幅に異な
る(Glennie et al. 2010)。例えば、太陽熱を集める形式の多く
は、太陽エネルギーが高レベルになる乾燥地域において最も有
効かもしれないが、それは、時には化石燃料による発電所と同
程度に多いかなりの冷却用水を必要とする。水不足が既にエネ
ルギー生産に影響している場合があり、例えば、南アジアと東
南アジアの主な電力会社の、既存または計画されている発電設
備の半分以上は、水不足か水ストレス区域に設けられている
（図 4.18）(WRI 2010) 
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Box 4.20 ディープウォーター・ホライズン石油流出

2010 年にメキシコ湾に 490 万バレルの原油が流出
したディープウォーター・ホライズン石油流出は、事
故による史上最大の海洋での流出だった。経済的損失
と生態的損失は、まだ完全には数値化されていないが、
海洋生物、野生生物生息地、漁業、観光事業に対して
広範囲な被害をもたらした。以前の石油流出のように、
流出した石油のほとんどが消散したり蒸発するのでは
なく、溶けた原油による巨大な水面下のプルーム（煙
流）や分厚い層となって 2011 年の春には海底に残っ
た。タールボールが岸に打ち寄せ続け、沿岸沿いの湿
性植物が油まみれになって枯死する状況が続いた。 

注釈：水ストレス指標は、利用可能な水量と比べた総取水量の比率で表されるが、予想される人口動態も、降水のタイミングや量といった気候変動も反映しない。
出典: Sauer et al. 2010/WRI
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図4.18  南アジアと東南アジアの5か国における火力発電と水力発電の工場立地と、水ストレスのレベル



また気候変動に対する緩和政策が、電力生産に要する水量に
影響を与える場合がある。例えば、石炭火力発電所からの炭素
排出を回収して貯蔵することが、水消費量を 45～90％増加さ
せる可能性がある(Glennie et al. 2010)。さらに、バイオマス
発電や、太陽熱を集めるいくつかのタイプの発電の比率を増や
すことは、利用可能水量を著しく減少させる要因となるから、
より少ない水で、より効果的な技術を用いて発電するタイプを
選定することが必要である（第 12 章）。 

水ガバナンス 
表 4.1 に整理された水の目標の多くに示されているように、

水問題は、水ガバナンスの不適切さによるものと理解できるこ
とが多い(RCSE-SU and ILEC 2011; UNESCO 2006)。 

適応可能な淡水管理と統合的計画 

UNCED のアジェンダ 21 が、「水資源の開発、管理、利用
に対する統合的アプローチ」(UNCED 1992)を提唱し、それ
に続き、次のようないくつかの統合的な管理パラダイムが展開
された。それは統合的水資源管理（IWRM）(Global Water 
Partnership 2000)、統合的湖沼流域管理(International Lake 
Environ- ment Committee 2006) 、 統 合 的 沿 岸 域 管 理
（ICZM）などであり、そのことは、海洋および沿岸の生物多
様性に関するジャカルタ・マンデート(CBD 1997)、ならびに
生物多様性条約(CBD)のその他成果の中で言及されている。ま
た統合的管理アプローチは、2011 年に日本を襲った壊滅的な
地震や津波のような自然災害のマイナス影響に対処する一定
の防御を提供するものである。 

統合的アプローチの必要性は、ヨハネスブルグ実施計画の第
26 節で正式に取り上げられ、諸政府は 2005 年までに、あら
ゆるレベルの行動を通じて、統合的水資源管理と水効率化プラ
ンを策定すべきであると述べられている(WSSD 2002)。この
全体のターゲットは達成されていない。それでも、主として開
発途上国が関わった 2003 年と 2005 年、すべての国々が関わ
った 2008 年と 2012 年の調査データによると、特に先進国に
おいて、計画の開発からそれらの実施に至るまで、大幅な前進
があったことがうかがわれる（図 4.19）。一方で、開発途上国
における進展は減速したように見える(UN-Water 2012)。 

幾人かの水の専門家や政策決定者の指摘によると、時として、
統合的管理の概念は、実際の実施にあたって十分に明確にされ 
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Box 4.21  水力発電への干ばつの影響

干ばつは、過去 10 年にわたって東アフリカでの水力
発電の出力を著しく減少させ、国家経済に悪影響を与
えてきた。例えば、2004 年～2006 年の間のビクトリ
ア湖の水位の低下が、ウガンダの水力発電の出力を 50
メガワット減少させ、この期間の経済成長率が 6.2～
4.9％まで下がる要因となった(Karakezi et al. 2009)。 
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図 4.19  統合的水管理プランの開発と実施における
進展

目標
統合的な管理の戦略とプランを開発し実施すること；
陸水生態系とそれらのサービスを保護し回復するこ
と。

指標
統合的水管理プランの開発と実行に向けて為された
進展。

世界の傾向
ある地域においてある程度の進展があった；
他の地域についてはデータが不十分。

最も脆弱なコミュニティ
幸福な生活を淡水系に直接依存している開発途上国の
人々。

最も懸念される地域
開発途上の地域、とりわけ水不足で水質が悪化している
地域。

Box 4.22  統合的水管理
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ておらず(Placht 2007; Watson et al. 2007)、制度的、経済
的、政治的、資金的な多くの制約があり、軌道に乗るまでに時
間がかかる (Brauch et al. 2009; Lansky and Uitto 2005)。
さらに統合的水管理には、分野横断的な協働が提唱されるが、
すべての関連する政府系機関や主要な水の利害関係者たちが、
それに同意するとは限らない(Biswas 2004)。また参加型アプ
ローチが必ずしも、ジェンダーの視点での考察を確保するとは
限らないので、現行の取組みとして男女平等に向けた制度的・
組織的な変更を確実に進めるためにも、また両方の性に影響を
及ぼす水問題が、計画の立案、実施、評価の上で確実に不可欠
な要素となるようにするためにも、経済発展が男女に及ぼす影
響の違いを系統的に評価することが必要である(Bennett et al. 
2005)。さらに統合的管理は、村から流域、国家、国境を越え
た、多くのレベルで適用され得るが、これらのレベルのそれぞ
れに特有な管理の問題があり、ボトム・アップ方式とトップダ
ウン方式の両方が必要である(Lenton and Muller 2009)。た
だし既存の兆候を見ると、統合的な政策は、地方レベルの統合
的な管理活動を現場で実施するというよりも、主として国策を
改革したり河川流域の組織を設立するといったより高いレベ
ルの活動に集中していることが分かる(Perret et al. 2006)。 

 欧州委員会（EC）は、2000 年に EU 水枠組み指令の中で統
合的水資源管理原則を採用し、2007 年に洪水リスク管理指令
を採用した。次に、帯水層の保全については、ヨハネスブルグ
実施計画の第 26 節のような目標に事実上含まれてはいるけれ
ども、帯水層の保全を目的として作られた世界的な多国間環境
協定は存在しない。しかし、2008 年に設立されたアフリカ地
下水委員会など、いくつかの地域の地下水イニシアチブはある
(AMCOW 2008)。地下水ガバナンスが貧弱であることが大き
な問題であるので、国内法令の中で地下水系を公認することが、
地下水ガバナンスの向上に向けた第一歩となり、持続可能な制
度や融資の設立につながるだろう。 

統合的水管理や国際的な河川流域管理について、その管理を
行った地域の経験に関する社会科学的文献は増えつつあるが、
そのような取り組みの現状や傾向、特にそれらの長期的な便益
や影響に関するデータはわずかしかない。研究では、関連する
政策の実施にはあまり注目せず、その概念やその適用により多
く注目し、進捗指標や、有効性評価のための継続的なモニタリ
ングの枠組みの必要性を強調している(RCSE-SU and ILEC 
2011; UN-Water 2012)。ある政策イニシアチブは、とりわ
け国際的な河川流域の仕組みを支援し、次のような目的で
UNEP によって実施される越境水アセスメント計画（TWAP）
を取り入れている。その目的とは、中でも、環境と人の水スト
レス、汚染、人口密度、水系の回復力、に関する傾向をモニタ
リングし評価するための方法論を開発することである。 

海洋ガバナンス 

海洋システムは、主要な食料の源泉であり、国際的な海運業
にとっての輸送手段であり、観光のアトラクションであり、気
候変動の調整役でもある。海岸の砂丘や干潟は、潮汐氾濫に対
する重要な緩衝装置になっている。多くの国際条約が、海洋環
境を保護するために制定され、国際協力の重要性を明らかにし
ている。ただ、それらの条約が持つ共通の制約は、別の政策を
反映することもあり得る各国の立法行為に依存していること
である。 

国際協定としては、1972 年の「廃棄物その他の物の投棄に
よる海洋汚染の防止に関する条約」（ロンドン条約）および
1973 年の海洋汚染防止条約（マルポール条約）が、海洋汚染
に対処している。国連海洋法条約（UNCLOS 1982）は、160
か国によって批准され、1994 年より発効し、海洋とそれらの
資源の共用、航法への対処、経済権利、汚染、海洋保護、科学
探査に対して、統一したアプローチを示している。海ゴミ増大
に関する懸念があるにもかかわらず、それらの条約が、一般的 



に海洋汚染を抑制し防止するための積極的な枠組みであると
見なされている。2004 年の「船舶のバラスト水及び沈殿物の
規制及び管理のための条約」は、著しい環境被害と経済被害を
引き起こす可能性がある国外の侵入生物種の移入に対処する
ための共同活動を示すものである。 

もう一つの注目すべき国際的な取り組みは、「陸上活動から
の海洋環境の保護に関する世界行動計画」（GPA）で、1995
年に 108 ヶ国の政府と EC によって採択された。法的拘束力
はないが、GPA は、陸上活動に由来する海洋の破壊を、防ぎ、
抑制し、排除するための持続的な行動に取り組むよう、国と大
陸域の当局を奨励するために策定された。多くの国々が、その
目標に同意することを表明し、流れ込む淡水による沿岸と沖合 

の水の劣化に対処するため、協調的戦略を開発するための手段
を提供している。海洋の空間計画については、国土計画や公有
地の区域指定に似た、海洋ガバナンスにとって可能性のある新
たな領域である。 

地域海条約（UNEP 主導の条約とそうでない独立した条約
とがある）、他の行動計画、米国海洋大気庁（NOAA）によっ
て公表された大規模海洋生態系の概念もまた、統合的管理アプ
ローチを示すものである（図 4.20）。しかし、これらの計画の
開発や実施は、関与している国々に左右されて異なり、いくつ
かの計画のガイドラインは参加国に対して拘束力があるが、拘
束力がないものもある。 
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図 4.20  18の地域海と64の大規模海洋生態系の図示、2011年

3(ROPME SEA AREA)

32
34 1236

2

5

13

1

38

9

28

26

20

52

61

53

29

49

63

40

46

27

21

1737

16

43

50

56

45

24

 31

14

47

23 58 55

22

41

7
6

8

44 15

54

51

57

33

62

4

48

59
18

35

19

25

2360

61
61

6464
北東大西洋 北極圏

バルト海 64
20

42

39

30

11
広域カリブ海

東アフリカ

南極圏

南アジア海

太平洋
南東太平洋

北東太平洋

東アジア海

北西太平洋

黒海

ROPME 海区

バルト海

カスピ海

紅海アデン湾

南極圏 南極圏

北極圏 北極圏

北東
大西洋

地中海 地中海

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

12.

13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

21.

22.

23.

24.

25.

26.

27.

28.

29.

30.

31.

32.

33.

34.

35.

36.

37.

38.

39.

40.

41.

42.

43.

44.

45.

46.

47.

48.

49.

50.

51.

52.

53.

54.

55.

56.

57.

58.

59.

60.

61.

62.

63.

64.

東ベーリング海 パタゴニア棚 カナリア海流 北東オーストラリア棚 オホーツク海

世界の大規模海洋生態系

(ANTARCTIC)

(NORTH-EAST PACIFIC)

(SOUTH- EAST PACIFIC)(PACIFIC)

(NORTHWEST PACIFIC)      
10

      

(ARCTIC)

(CASPIAN SEA)
(BLACK SEA)

(BALTIC SEA)

(MEDITERRANEAN)

(SOUTH ASIAN SEAS)

(EAST ASIAN
SEAS)

30

西・中央アフリカ
(WESTERN, CENTRAL AND
SOUTHERN AFRICA)

(EASTERN    AND
SOUTHERN AFRICA)

(RED SEA AND
GULF OF  

ADEN)   

(WIDER CARIBBEAN)

(NORTH- EAST
ATLANTIC)

East Bering Sea
アラスカ湾
Gulf of Alaska
カリフォルニア海流
California Current
カリフォルニア湾
Gulf of California
メキシコ湾
Gulf of Mexico

南東米国大陸棚
Southeast US Continental Shelf
北東米国大陸棚
Northeast US Continental Shelf

スコーティアン棚
Scotian Shelf

ﾆｭｰﾌｧﾝﾄﾞﾗﾝﾄﾞﾗﾌﾞﾗﾄﾞﾙ棚
NewfoundlandLabrador Shelf

インシュラー太平洋ハワイ
Insular PacificHawaiian

11.太平洋中央アメリカ沿岸
Pacific CentralAmerican Coastal

カリブ海
Caribbean Sea
フンボルト海流
Humboldt Current

East Bering Sea
南ブラジル棚
South Brazil Shelf
東ブラジル棚
East Brazil Shelf
北ブラジル棚
North Brazil Shelf
西グリーンランド棚
West Greenland Shelf
東グリーンランド棚
East Greenland Shelf
バレンツ海
Barents Sea
ノルウェー棚
Norwegian Shelf
北海
North Sea
バルト海
Baltic Sea
ケルトビスケー棚
CelticBiscay Shelf
イベリア沿岸
Iberian Coastal
地中海
Mediterranean Sea

Canary Current
ギニア海流
Guinea Current
ベンゲラ海流
Benguela Current
アグルハス海流
Agulhas Current
ソマリ沿岸流
Somali Coastal Current
アラビア海
Arabian Sea
紅海
Red Sea
ベンガル湾
Bay of Bengal
シャム湾
Gulf of Thailand
南シナ海
South China Sea
スールーセレベス海
SuluCelebes Sea
インドネシア海
Indonesian Sea
北オーストラリア棚
North Australian Shelf

中東オーストラリア棚
EastCentral Australian Shelf
南東オーストラリア棚
Southeast Australian Shelf
南西オーストラリア棚
Southwest Australian Shelf
中西オーストラリア棚
WestCentral Australian Shelf
北西オーストラリア棚
Northwest Australian Shelf
ニュージーランド棚
New Zealand Shelf
東シナ海
East China Sea
黄海
Yellow Sea
黒潮
Kuroshio Current
日本海
Sea of Japan
親潮
Oyashio Current

グレートバリアリーフ
Northeast Australian Shelf
Great Barrier Reef

Okhotsk Sea
西ベーリング海
West Bering Sea
チュクチ海
Chukchi Sea
ボーフォート海
Beaufort Sea
東シベリア海
East Siberian Sea
ラプテフ海
Laptev Sea
カラ海
Kara Sea
アイスランド棚
Iceland Shelf
フェロー海台
Faroe Plateau
南極圏
Antarctic
黒海
Black Sea
ハドソン湾
Hudson Bay
北極海
Arctic Ocean

      
注釈：ROPMEは、地域海計画のうちの1つで、湾岸海洋環境保護機構（the Regional Organization for the Protection of the Marine Environment）の略語である。 出典:  UNEP/DEWA/GRID-Geneva 2011



国の統治権を超える外洋は、地球表面のほぼ半分を占める。
外洋では、漁業、海運業、資源探査などの商業用途に対して、
また二酸化炭素深海隔離のような将来性のある海洋工学に対
して、急速に進歩する技術でもって新しい広範な大洋フロンテ
ィアが拓かれようとしている。外洋生態系と深海生態系は、海
山、海溝や峡谷、冷水性サンゴ、熱水噴出口を含み、豊富な生
物多様性を示す。そこに生息する、より大きくて、成長が遅く、
長命で、種々様々に分布する種は、これらの安定した環境状態
に適応しており、とりわけ環境ストレスの影響を受けやすい。
しかし、国境を超える領域のガバナンスは、弱くかつ寸断され
ているので、それらが保全され持続可能に使用されるようにす 

る必要があると共に、外洋での人の活動の増大と、国の統治権
内に及ぶその影響に対する備えを強化する必要がある。 

紛争と協調のもとになる水 

共有されている水資源に対する競合は、紛争を引き起こすこ
とがある。特に地方レベルで、水需要が常に切迫していて、競
合するすべての水需要に対処するには、水資源がたいてい不足
しているといった場合に紛争が起こることがある。国内紛争は、
農業、工業、都市といった、地方と都市の部門間、それに漁業、
農業、家畜放牧といった、水に依存する生業の部門間で生じる。
人口増加、経済発展、気候変動は、水管理の問題を悪化させる
可能性がある。さらに、世界人口の約 40％が、越境河川流域
に住んでいて、その流域は、地球の陸地表面のほぼ半分を覆い、
世界の淡水の流れ（図 4.21）の 60％以上を供給しているので、
これが水管理をさらに困難なものにしている。 

また水の供給に関して、故意によるまたは恐れられながら避
けられなかった中毒事件が増えている(Pacific Institute 
2011; Greenberg 2009)。パシフィック・インスティテュー
ト（Pacific Institute）によって整理管理されている水紛争年
表（Water Conflict Chronology List）において、1975～
1999 年の間に 54 件の水紛争が記録されているのに対して、
2000～2010 年の間に 69 件が報告された。特定の事件は詳細
には記述されていないが、デ・ステファノら(De Stefano et al. 
2010)は、1948～1999 年に報告された 1,831 件の水事件のう
ち、約 67％が実際には協調的であり、28％のみが対立的であ
ったことを示した。そして 2000～2008 年の間に対立的であ
った事件の割合は 33％で、わずかに増加していた。紛争を生
み出す可能性があるのは、一貫して、基盤施設と水量に関する 
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目標
制度上の協調メカニズムを強化すること。

指標
対立的事件と協調的事件の数；
制度と条約の数。

世界の傾向
ある程度の進展。

最も脆弱なコミュニティ
制度的枠組が不十分で国境越えの流域を持つ
コミュニティ。

最も懸念される地域
水ストレスの状態で、かつ急速な開発が為されている地域。

Box 4.23  競合と紛争

アフリカ
アジア
ヨーロッパ
中南米とカリブ諸国
北アメリカ

出典 : Wolf 2007

図 4.21  国際河川流域、2000年



問題が主であった（図 4.22）。水紛争は多くの場所で生じてお
り、争議が今後増えるかもしれないが(Kundzewicz and 
Kowalczak 2009; Greenberg 2009)、現在の兆候に基づけば、
とりわけ国際的レベルでは、争いよりも協調に向かう可能性が
大きいことが示されている(De Stefano et al. 2010)。 

263 の国際的な淡水流域のうちの 158 流域については、ま
だ共同管理の枠組みはできていない。さらに水の制度を持つ
106 流域についても 20％未満しか、有効な多国間協定を持っ
ていない(De Stefano et al. 2010)。しかし、越境流域組織を
確立できた淡水システムは、一般に、協調関係を向上させるこ
とができ、それを示す主な例として、ビクトリア湖流域、ラプ
ラタ川、メコン川、セネガル川などの河川流域がある（第９章）。
実際に 1948 年以降、約 295 の国際的な水協定が署名されて
きた。越境地下水については、国連国際法委員会（ILC）によ
る越境帯水層に関する法令の成文化が、2008 年の国連総会決
議によって採用され大きく前進したが、越境地下水制度はまだ
わずかしか存在しない。 

越境流域組織は、いわゆる水外交、紛争の管理、争議の解消
を促進してきたが(Oswald Spring 2007)、逆の例もある。セ
ネガル河川流域の水不足は協調に向かっていたが、その後のダ
ム建設は激しい争いを引き起こした(Kipping 2009)。さらに、
水不足は、人口増加と気候変動が伴うと、気候に起因する淡水
資源の劣化、食糧生産の減少、豪雨や洪水災害の増加などの、
新たな様々な紛争のたねを引き起こし、それがさらに食糧安全
保障を弱体化させる可能性がある(WBGU 2008)。 

外洋での乱獲や深海の鉱物探査に関係して発生し得る紛争 
に対しては上記水紛争のような分析は全くなされておらず、
「海洋ガバナンス」の節で説明したいくつかの国際協定が、あ
る程度それらに対処しているだけである。沿岸区域と海洋資源
の利用を持続可能なものにするには、UNEP の 13 の地域海計
画や 64 の大規模海洋生態系（図 4.20）などの例を用いて、地
域と世界レベルで、効果的な調整や協調が行われる必要がある。
EU 海洋戦略枠組み指令は別の地域制度であるが、バルト海、
黒海、地中海、北東大西洋に接する EU 加盟国の統治権の下に
あるヨーロッパの海域において適用されている。地域海計画と
大規模海洋生態系は、国連海洋法条約（UNCLOS）と整合す
るもので、2002 年の持続可能な開発に関する世界首脳会議
（WSSD）のターゲットを基本的に反映しているが、それらの
達成状況は不明瞭なままである。 

展望と欠落点 
淡水問題と海水問題が、依然として世界的に高い優先度を保

持する課題であることは、本章の領域をカバーしている条約や
行動計画などの多国間協定を見れば明らかである。表 4.3 は、
表 4.1 の協定について進展があったかどうかを評価するため
に、指標を用いて水環境の現状について概観し、またできる範
囲でその展望について示している。 
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図 4.22  問題のタイプ別で見た淡水の紛争、1948～1999年および2000～2008年

出典: De Stefano et al. 2010
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1990 年以降、飲料水の供給、人の健康を脅かすいくつかの
毒性汚染物質の低減など、人の幸福や経済発展に直接関係する
目標の達成に進展が見られた。しかし、開発途上国の農村地域
における水に関連する疾病や水の供給について、さらに関心を 
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2011年10月にタイのパトゥムタニーの洪水で冠水した道路の中を、
家財がぎっしり積まれたいかだを引く人々。© ruchos/iStock

A: 著しい進展
B: ある程度の進展

C: 全く無いかほとんど進展が無い
D: 悪化している

X: 進展を評価するには早過ぎ 
?: データ不十分

鍵となる課題と
目標 

状態と傾向 展望 欠落している点

1. 生態系
陸水生態系とその
サービスを保護し
回復させる。 

? 半分の国々は、統合的水資源管理計画を策定し実行
することに対して、著しい進展を見せた。
しかし、陸水生態系の管理の改善がどれほど反映さ
れているかは不明瞭である。
特に開発途上国で、多くの中規模や大規模なダムが
1990年以降建造され、陸水生態系の機能に不可欠
な流況が壊されつつある（第5章を参照）。

エネルギー需要や食
品需要の増大によっ
て、より多くのダム
や灌漑設備を建造し
ようとする圧力が、
駆り立てられ続ける
だろう。

陸水生態系の状態についての世
界的データ；
深刻で慢性的な影響から生態系
を保全し回復させるための計量
可能なターゲット。

海洋生態系とその
サービスを保護し
回復させる。 

D/B D： 海洋温暖化と酸性化が加速されており、海洋生
態系、とりわけ珊瑚礁がストレスを受けている；
415ヵ所の沿岸地区が富栄養で、そのうちの169ヵ所
が低酸素の酸欠海域を抱えている。 B：数ある目標
の中でも、とりわけ生態系の健全性の向上を目指す
143ヶ国が関わる18の地域海条約と行動計画があ
る；また64の大規模海洋生態系が世界の沿岸水域を
覆い、そのいくつかが効果的に管理されているが、
一方、他のものは資金と参加国の誓約が不十分で、
進展が遅れるという結果になっている。
B：保護地区に関しては第5章を参照のこと。

多くの熱帯珊瑚礁が、
海洋の酸性化と温暖化
により2050年までに
急激に死ぬかもしれな
い； 海洋生態系に対
する他の重大な脅威
は、陸上からもたらさ
れる汚染と、公海のガ
バナンスの欠如などで
ある。

海洋のpHターゲット。

表 4.3  目標への進展（表4.1を参照）

注ぐ必要がある。また統合的水資源管理計画と越境水協定が策
定されたことで、水ガバナンスの上で進展が見られた。しかし、
水界生態系と、生命を支えるそれらの財とサービスの持続可能
性を向上させるために、今こそ、これらの計画が実行され、資
金が十分に提供され、強化されなければならない。 

水の安全保障を向上させること、水資源の公平な利用を確保
することは、なお挑戦的な課題である。水質の悪化と乱開発が
続く中で、水の供給を持続可能なものにするという要求は、依
然として、人類にとって最も重要な資源に関わる要求の一つで
ある。淡水や沿岸部への栄養塩負荷の削減と、国の統治権を超
えた領域へのガバナンスについては、ほとんどの大陸域で進展
が全くなかったか、ほとんど見られなかった。 

最後に、表 4.1 に特定された多国間の環境協定に関する現状
と傾向についての分析によると、国や国際レベルで調査や、政
策の策定と実施を継続的に行う必要性が高いことが分かる。ま
た男女別のデータを含むデータ収集について、特に豪雨、洪水、
干ばつといった異常気象が人々に与える影響に関して、十分に
注意を払うことが必要である。そうすることで、女性、子供、
高齢者など、こうした異常気象の影響を受ける全ての人々の安
全と生活を増強することになる将来の政策を策定し、採用し、
実施するための基盤が形成されるはずである(Bennett et al. 
2005)。本評価は、データや情報の多くの欠落のために制限を
受けてはいるけれども、本章の中で特定した水やそれに関連す
る土地の問題に対処するための、有用な政策的措置を策定する
に当たっては、十分に情報は存在している。 

 水界生態系に影響を及ぼす諸々の駆動要因と、その関連の圧
力が複雑に絡んでいることが、それらの根本原因に対処しよう
とする国際的な合意目標を達成する際の主な障害になってい
る。たくさんの環境、社会経済、ガバナンスの目標に対して、
適切な指標やターゲットが無ければ、水に関する目標や、持続
可能な水界生態系の達成に向けた進展度を評価することは非
常に困難である。その他の主な障害としては、能力不足、技術
や融資を十分に受けられないこと、情報やデータの欠落、計量
可能なターゲットの欠如などが挙げられる。モニタリングの増
強に努めると共に、人の健康や幸福、環境保全に対して気候変
動や異常気象が及ぼす影響について、信頼度の高いデータを入
手するよう、もっと強調されるべきである。あいにく、多くの
地域で、水質、水量、生態系の健康についてのモニタリングが
縮小された。その結果、気候変動に関するものを含め、データ
が欠落し、水問題の性格が急速に変化していることによって、 

水環境の評価や管理について不確実性が増している。 
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1. 生態系 つづき

湿地の管理を向上
させ保全する。

D 第3章と第5章を参照のこと。

環境が必要とする
水を確保する。

D 主要な河川流域のほぼ3分の1において、人の水消
費が、環境流量を利用しているために、生態系を
危険にさらしている。

水需要の増大で、よ
り悪化することが予
想される。

流域レベルで生態系サービスを維
持するために必要な毎月の環境流
量に関するデータ； 環境が必要
とする水についての法的認知（第2
部）； 環境が必要とする最低限の
水が流域レベルで満たされるよう
に規定し保証するためのター
ゲッット；流域配分の仕組みの中
に環境流量を取り込むこと。

2. 人の幸福

水に関連する人
への健康被害を
低減する。

B 改善された水の供給や下水設備の利用を増やすこと
によって、水に関連する人への健康被害が世界的に
低減され、また、いくつかの水関連疾患を減らすこ
とに、著しく成功した； しかし、2004年の時点でま
だ毎年350万人が、水に関連する疾病で死んでいる；
まひ性貝中毒の頻度が1970年以降5倍に増加した。

水の供給と下水設備
の利用が改善され続
けると予想される。
アフリカは世界の他
よりも遅れると予想
される。

水に関連する疾病と被害について
の最新データ；
地方のスケールでミレニアム開発
目標を厳格に実施するための仕組
み。

改善された飲料
水の供給を公平
に利用できるよ
うにする。 

A/B A： 改善された飲料水の供給を利用できない人口は
1990年の23％から2008年の13％に減少し、2015年
までに9％になると予想される。B： より多くの改善
が、農村社会よりも都市において為されたため、利
用に関して大きな不公正さが残っている； 水供給の
信頼性と質が、多くの区域での懸案事項である。

改善された飲料水の供
給を利用できない人口
は、関連するミレニア
ム開発目標を達成し、
2015年までに9%にな
ると予想される。

安全な（単に改善されているだけ
ではない）飲料水の利用に関する
地域別のデータ； ミレニアム開発
目標を厳格に実施するための仕組
み； 公平ということについて合意
された定義。

適切で持続可能な
淡水の供給を確保
する。 

D/B D： 需要の増加を満たすために、世界の取水は過去
50年で3倍になり、特に地下水が危険にさらされて
いる； 80％の人々が水安全保障の脅威レベルが高い
区域に住んでいて、 34億人が脅威の非常に深刻なカ
テゴリーに置かれている。 B： 多くの開発途上国で
は、ダムの建造によって、淡水の供給を利用できる
ように向上しつつある。 

より多くの人々が、こ
れから数十年のうち
に、より激しい水スト
レスを経験するだろ
う；  あと数十年で、
淡水使用について、
惑星限界に到達するこ
とが予想される。

定義された水安全保障の測定基準
と、長時間かけて傾向を追跡でき
るよう開発されたデータ（地下水
の涵養； 世界全体の取水量とエネ
ルギー部門による消費水量； 水不
足とエネルギーによる水需要を世
界規模でオーバーレイさせたも
の)；水安全保障とそれに関連する
測定基準について合意された定義。

水に関連する極端
現象の影響を緩和
するための計画を
策定する。

B/D B: 多くの政府が、災害リスク軽減戦略の実施に向け
て大きく進展したことを公表している。
D: 干ばつと洪水の災害数は、1980年代から2000年
代までに、それぞれ38％と230％増加し、さらに洪
水にさらされた人々の数は114％増加した。 

降雨強度と乾燥状態
の増加が、世界各地
で水に関連する極端
現象を強めると予想
される。

様々な適応策と緩和策の全体的な費
用便益分析と、緩和努力による影響
の分析； 水平的（例えば部門間）な政
策統合と、垂直的（例えば世界から
地域や地方へ）な政策統合； 脆弱な
コミュニティのためのリスク管理戦略。

水環境に及ぼされ
る気候変動の悪影
響を緩和し適応す
る。

B/C B： 幅広い適応ツール、シナリオに基づくアプロー
チ、適応のための管理が、多彩な規模で定式化され
つつある； また水部門における計画的介入が、後発
発展途上国の国別適応行動計画（NAPA）において
見られる； 2006～2008年の世界銀行による水道事
業の35%が、気候変動のための緩和策と適応策を含
んでいた；  C： 気候変動に適応するための費用
は、上水と下水設備に関する現在のミレニアム開発
目標ターゲットを満たすのに必要な費用の上に追加
で必要になるが、ミレニアムターゲットを満たす費
用自体が資金不足である。

科学的な不確実性が、
大陸域レベルそして地
方レベルで減少し、認
識が増大するにつれ、
緩和策と適応策が増加
すると期待される； 水
部門と海面上昇に要す
る気候変動適応費用は
少なくとも年間 350億
から１兆USドルになる
だろう。

緩和成果と適応成果の報告； 
水に関連する気象異常に対するモ
ニタリングと早期警報；
気候変動の結果として現れる水循
環への変化をモニターするための
長期観測。

3. 水利用効率

水資源の使用効率
を向上させる。

B 多くの地域で灌漑効率が悪い； 灌漑技術はより効
率的になったが、広く適用されていない； いくつ
かの効率向上が仮想水取引を通じてもたらされ
た。

水効率改善の実施割合
が、増加する需要ペー
スに合わせて増えてい 
っていない； 仮想水取
引は、効率的な水の再
分配を促進することが
できる。

水資源の効率の傾向を表す部門別
（エネルギー部門など）と国別の
データ； 仮想水取引の傾向データ； 
仮想水取引による水効率への影響； 
部門別の効率についての量的ターゲ 
ット； 環境流量を含めた水配分の効
率化。

4. 水質

淡水汚染を低減
し、かつ規制す
る。

?/C 全体的な傾向を評価するために利用できるような、
淡水の質に関する世界規模のデータセットがない； 
いくつかの地方の水質には向上が見られたが、ほと
んどの主要な河川系で、その中の少なくとも一部に
おいて、糞便の大腸菌が、飲料用のWHOの基準を
超えている； 湖沼における藻や大型水生植物の総
発生量が、世界で74％増加した。

展望データは特定され
なかった。

底質、栄養分、海ゴミ、有毒化学
物質、新規汚染物質、に関する世
界データと地域データ； 総合的な
長期データに基づく、正確な世界
と地域の水質指標； 新規汚染物質
に対する水質基準とターゲット。

表 4.3  目標への進展（表4.1を参照） つづき
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4. 水質  つづき
海洋汚染を低減し
規制する。 

D/C/B D： 少なくとも415ヵ所の沿岸地区が深刻な富栄養化
を抱えている。世界の栄養塩流出は1970年以降およそ
15％増加した。 C： 多くの地域に対するデータは乏し
いが、沿岸漂着ごみや海洋漂流ごみの量は、統計的に
大きく変化していない。 B： 魚の細胞組織内の多くの
汚染物質の低減； 顕著な最近の汚染事象として、日本
での福島原発危機やメキシコ湾でのディープウォー
ター・ホライズン石油流出などがある。 

海洋への窒素負荷
は、 2000年の年間
4,320万トンか
ら、2030年には年
間4,550万トンまで
増加すると予想され
る。

底質、栄養塩類、海ゴミ、有毒化
学物質、そして新たに生起してい
る汚染物質についての世界データ
と地域データ。

下水の収集、処
理、処分などを
行う下水設備の
普及率を向上さ
せる。 

B 世界的に、改善され
た下水設備を利用で
きない人々を半減さ
せるというミレニア
ム開発目標ターゲッ
トを、達成できる軌
道上にない。

5. 制度と法律

水の経済的価値を
認識する。 

? 生態系サービスの議論については第5章を参照のこ
と； 第10、11、12章で、水と水界生態系の価値を
反映する、水の価格決定の仕組みと、市場に基づく
解決法の例を挙げる。

展望データは特定
されなかった。

水に関連する生態系サービスの範
囲、重要性、価値に関するデータ
（例えば異常事象に対する緩衝装
置としての湿地の価値）； 人の健
康、環境衛生、および幸福のため
の生態系サービスを認定、保護、
評価する目標とターゲット。

法的な枠組みや
規制を策定し施
行する。

B UNCLOSが、160ヶ国よって批准され、世界行動計画
（GPA）が108ヶ国によって採用された； 非点源に
対する規制は遅れているが、産業と都市の廃水を排
出するための法的な枠組みは、ほとんどの先進国に
存在する； 国境を超えた区域のガバナンスは、弱く
かつ寸断されている； それを施行することは、依然
として多くの地域で問題になっている。

展望データは特定
されなかった。

国の統治権の域を超えて、環境影
響を効果的に評価し、規制する能
力。

制度が持つ協調
のメカニズムを
強化する。 

B 水紛争の数は1970年代以降、増加したが、越境す
る水に関連する事件の3分の2は協調的である； 
1948年以降、295の国際的な水協定が署名された； 
水制度を持つ106の流域のうち、効力を有する多国
間協定を持っているのは20％未満である；  143ヶ
国が18の地域海計画に参加し、大規模海洋生態系ア
プローチによって世界で64ヵ所の管理ユニットの線
引きがなされた。

展望データは特定
されなかった。

協調の効果についての測定基準。

6. 水資源管理
統合的に管理する
戦略と計画を策定
し実施する。 

B/? 淡水システムと海洋システムの管理のための統合的ア
プローチの必要性がますます認識されるようになって
いる；国々のおよそ半分は、水資源管理と水効率に向
けた統合的アプローチを策定し実施することに著しい
進展が見られたが、2002年のWSSDターゲットの達成
にはほど遠い； 財政上、法制上、および／または能力上
の障壁によって実施が遅れている； 統合的水資源管理の
長期的な効力を評価するにはデータが不十分である。

特に開発途上国は、
資金、能力、ガバナ
ンスの欠如のため
に、統合的管理アプ
ローチを実施するに
当たって、困難に直
面するだろう。

そのようなアプローチの有効性を
含めて、国々が統合的水資源管理
に向けて進展していくための仕組
みや、有意義なガバナンスの指標
を発表すること； 
政策目標の実施。

適切なモニタリ
ングシステムを
開発する（国、
大陸域、世界） 

C/D 総合的なモニタリン
グシステムは、資金
調達と能力の問題
で、引き続き制限さ
れるだろう。

既存のデータに関するメタデータ； 
総合的なモニタリングと報告制度に
ついて合意された量的目標。

利害関係者の参画
を促進させ、水管
理でジェンダー
主流化を進める。

? この目標を評価するために利用できるような、世界的
な量的データが無い； 利害関係者の参画とジェンダー
主流化は、世界的により一般的になりつつあるが、ま
だ多くの地域で不十分である。

展望データは入手で
きていない。

男女の役割、性別にデータを分け
ることなど、利害関係者の参画を
評価するためのデータ； 利害関係
者の参画を制度化すること； 系統
的なジェンダー影響評価。

地下水の管理を
向上させる。 

C/D/? C： ヒ素と硝酸塩が、多くの国々の帯水層を脅かして
いる。 D： 多くの帯水層が、持続不可能な速度で水位
低下させられている； 効率的な管理を行うには、その
問題を量的に評価するためのより多くのデータが必要
である。 ?： 越境地下水系は、大部分はデータが不十
分なためと、合意が為されていないために、ほとんど
無視されてきた。

展望データは入手で
きていない。

地下水についての汚染、利用可能
量、取水量に関する世界レベルの
データセット；地下水資源につい
ての越境管理（データの欠落に
よって妨げられている）。

表 4.3  目標への進展（表4.1を参照） つづき

定義された水安全保障の測定基準
と、長時間かけて傾向を追跡でき
るよう開発されたデータ（地下水
の涵養； 世界全体の取水量とエネ
ルギー部門による消費水量； 水不
足と、エネルギーによる水需要を
世界規模でオーバーレイさせたも
の）； 水安全保障とそれに関連す
る測定基準について合意された定義。

データが寸断され、完全に世界をカバーしていない
か、定期的に更新されていない； 海洋モニタリングや
リモートセンシングによるデータ収集は増加したが、
世界の淡水モニタリングが減少し、今は不十分であ
る； モデリングやリモートセンシングが、多くの事例
でモニタリングを補完しつつあるが、いまだに、かろ
うじて満たされたデータに依存している。

最も貧しい農村社会のほとんどが、改善から取り残さ
れているが、改善された下水設備を利用できる人口
は、1990～2008年に54％から61％まで増加した； 
2008年時点で、26億人（2.5人に1人）が、改善され
た下水設備を利用できていない。
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主要メッセージ 

生物多様性に対する圧力が増加し続けている。農業活

動やインフラ整備や開発による生息・生育地の損失や劣

化、乱獲、汚染、侵略的外来種が、依然として主要な脅

威である。気候変動は重大性を増しつつあり、特にその

他の脅威と複合して深刻な影響を及ぼすだろう。現在の

減少傾向を食い止めて回復に転じさせるには、地域コミ

ュニティの効果的な関与を得ながら政策や制度を大き

く変えていくことが必要である。世界では 2000 年～

2005 年の間に森林の１億ヘクタール以上が失われ、ま

た海洋沿岸域においては 1970 年以降に海草の生育地が、

1980 年以降にマングローブ林が、それぞれ 20％失われ

た。湿地の 95％が失われた地域もある。サンゴ礁は 1980

年以降世界で 38％減少した。今や世界の大河川の 3 分

の 2 が、中程度から深刻なレベルでダムと貯水池によっ

て分断されている。 

世界の生物多様性の状態は悪化し続けており、生物の

個体群数、種数そして生息・生育地の大幅な減少が進行

している。例えば、1970 年以降、脊椎動物の個体群数

は平均 30％減少しており、今や、絶滅危惧種が 3分の 2

にのぼる分類群もある。生物多様性の減少は、熱帯地域、

淡水生態系、そして人間に利用されている海の生物種に

おいて最も急激に進んでいる。自然の生息・生育地の転

用と劣化も進行しており、中には 1980 年以降に 20％減

少した例もある。特定の種を絶滅の危機から救ったり、

個体群数の減少を増加に転じたり、生息・生育地を再生

させるといった成功の事例はあるものの、継続する下降

を上回るものではない。 

人が生物多様性から得ている恩恵が、失われつつある。

自然の生態系から大規模な集約的農地への転用は、人の

福利にとって純便益をもたらしたが、多くの場合、同時 

に炭素隔離や洪水調節といったその他のサービスの低

減を招いた。生態系の劣化、持続不可能な消費活動、生

物多様性から受ける恩恵の不平等な配分などが続き、こ

こ数十年間で達成されてきた人の福利や健康の向上が

脅かされている。 

生物多様性の損失と劣化に対して、対策は増えている

が減少を緩和することはできず、より多くの取り組みが

必要になっている。成功している取り組みには、保護区

の設定の増大があり、今では陸地部分のほぼ 13％が組

み込まれ、先住民や地域コミュニティによって管理され

る保護区への認識が高まったことが挙げられ、また、侵

略的外来種や遺伝子組換え生物（GMOs）を管理するため

の政策や行動が採択されたことが挙げられる。約 55％

の国々が、新しい外来種の移入を防ぎ、かつ既存の侵略

的外来種を規制するための法律を定めている。しかし包

括的な戦略と管理計画を持つ国は 20％未満と推定され

ており、しかもそれらの有効性についてのデータは不足

している。この他で成功した取り組みには、持続可能な

収穫や汚染の削減を支援する規則、種の回復や生息・生

育地の再生、また遺伝資源の取得の機会や利益配分を公

平にすることに関する進展などがある。生物多様性保全

のための国際的な資金供給は、1992 年以降、実質ベー

スで約 38％増加したと推定され、今では年間 31 億 US

ドルになっている。しかし、海域で保護区に設定されて

いるのは、1.5％未満である。 

愛知ターゲットを含む生物多様性戦略計画 2011- 

2020 の採択ならびに遺伝資源の取得の機会と利益配分

に関する名古屋議定書の承認によって、生物多様性の減

少を食い止めて回復に転じさせるために世界が協調し

て取り組む機会が到来した。 



序文 
生物多様性は、生物多様性条約（CBD）によって「すべて

の生物（陸上生態系、海洋その他の水界生態系、これらが複合
した生態系、その他生息又は生育の場のいかんを問わない）の
間の変異性をいうものとし、種内の多様性、種間の多様性及び
生態系の多様性を含む」と定義されている(UN 1992 Article 
2)。

近年、生物多様性と生態系サービスの関係、および人々がこ
れらから受けている恩恵に対する関心が高まっている(CBD 
2010b;TEEB 2010; Sutherland et al. 2009; UNEP 2007; 
MA 2005a;2005b)。また、生物多様性がミレニアム開発目標
の達成に極めて重要な役割を果たしていることが明らかにな
ってきている。生物多様性は、例えば食糧安全保障や人の健康
を根底から支えること、きれいな空気と水を提供すること、そ
して経済発展を支えることを通して貧困の削減ならびに人の
暮らしと福利の維持に寄与しているからである(UNEP 2007; 
MA 2005a)。生物多様性の重要性と、それが低下しているこ
とを考え合わせると(CBD 2010b)、その低下速度を遅らせ、
出来る限り回復させていく計画を立てることが必要不可欠で
ある。 

生物多様性の状態についての最近の評価でも、改善の兆しは
ほとんど見られない。2010 年 5 月(CBD 2010b)に公表され
た第３次の地球規模生物多様性概況(GBO-3)の中でも、ミレ
ニ ア ム 生 態 系 評 価 (MA 2005a) と 前 回 の 地 球 環 境 概 観
（GEO-4）(UNEP 2007)の出版以降、生物多様性が衰退し続
けていることが示された。本章は最近のこれらの評価結果に基
づくものである。生物多様性条約の 3 つの目的、すなわち、生 

物多様性の保全と、その構成要素の持続可能な利用と、遺伝資
源の利用から生じる利益の公正かつ衡平な配分に加えて、その
他の生物多様性関連の条約の使命や目的についても検討する。 

本章では、生物多様性について、世界的に合意された指標と
ゴール、特に愛知ターゲットを提示する（Box 5.1）。これら
のターゲットが達成されなかった場合に、人間の暮らしがどう
なるのかを調査し、また、国際的に合意されたゴールを達成す
るために何が足りないかを特定して、国際社会に向けた重要な
メッセージとする。生物多様性に影響する直接的圧力、生物多
様性の状態と変化の傾向についての現在の知見、ならびに生物
多様性が人々に与える恩恵についての知見を、過去の評価や最
近の刊行物を基にまとめている。また、これらの圧力への対応
策についても調査し、生物多様性の保護の進展について表にま
とめた。特に、行政界を超えて起きている問題は、生態学の視
点と公平性の両方の観点から取り組んでいる。生物多様性、伝
統的知識、そして文化的多様性との間の結び付きについても検
討した上で将来への展望とともに締めくくっている。 

国際的に合意された目標 
ゴールとターゲットは、生物多様性についての世界的な誓約

について、その達成状況を評価するための政策課題の一つの見
方を示すものである。生物多様性に関する 18 個の目標を選定
して示す（表 5.1 と Box 5.2)。これには環境の持続可能性を
確保するミレニアム開発目標 7 から、最近の生物多様性戦略計
画 2011-2020 の 5 つの戦略目標と 20 の愛知ターゲット(Box 
5.1)までが含まれている。これらの生物多様性のゴールとター
ゲットは、テーマごとに分類され、相互の関係性と生物多様性
の重要課題を参考にして優先順位付けが行われた（表 5.1 と
Box 5.2)。 

生物多様性  135 

ケニアのナクル湖国立公園は、400を超える鳥類のサンクチュアリ（聖域）として有名で、同時にウォーターバックなどの大型有蹄類の
避難所にもなっている。 © Jason Jabbour
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Box 5.1  生物多様性戦略計画20112020及び愛知ターゲット

生物多様性の国連親善大使である俳優エドワード・ノートン
が、世界の生物多様性損失の危険性について記者会見で演説し
ている。© Rick Bajornas/UN Photo

多数のパートナーの協働により開催された数々の地域協議、
専門家ワークショップ、ハイ・レベル会議を経て、2010 年 10
月に生物多様性条約（CBD）の締約国会議において愛知ター
ゲット(CBD 2010a)を含む生物多様性戦略計画 2011-2020 
(CBD 2010c)が採択された。その計画には、5 つの戦略目標
が盛り込まれ、次のようなビジョンを達成するためのターゲッ
トを設定している。「自然と共生する世界、すなわち、2050
年までに、生物多様性が評価され、保全され、回復され、そし
て賢明に利用され、それによって生態系サービスが保持され、
健全な地球が維持され、全ての人々に不可欠な恩恵が与えられ
る世界」である (CBD 2010c Decision X/2)。 

その戦略計画は、地域（UN region）や世界からの支援を受
けて、主として国や地方政府により推進されることが想定され
ている。各国は、戦略計画と愛知ターゲットを柔軟な枠組みと
して用いて、自国の生物多様性戦略と行動計画の中へこれらの
ターゲットを組み入れながら、国そして地域（UN region）の
ターゲットを開発することになっている。また 2014 年と
2018 年に達成状況を報告するための指標を開発することにな
っている。 

戦略目標Ａ：政府と社会において生物多様性を主流化する
ことにより、生物多様性損失の根本原因に対処する。 
ターゲット１：遅くとも 2020 年までに、生物多様性の価値と、
それを保全し持続可能に利用するために可能な行動を、人々が
認識する。 
ターゲット２：遅くとも 2020 年までに、生物多様性の価値が、
国と地方の開発及び貧困削減のための戦略や計画プロセスに 

統合され、適切な場合には国家勘定や報告制度に組み込まれて
いる。 
ターゲット３：遅くとも 2020 年までに、条約その他の関連
する国際的義務に整合し調和するかたちで、国内の社会経済状
況を考慮しつつ、負の影響を最小化又は回避するために、生物
多様性に有害となるような補助金を含む奨励措置が廃止され、
あるいは段階的に廃止され、又は改革され、また、生物多様性
の保全及び持続可能な利用に資する奨励措置が策定され、適用
される。 
ターゲット４：遅くとも 2020 年までに、政府、ビジネス及
びあらゆるレベルの利害関係者が、持続可能な生産及び消費の
ための計画を達成するための行動を起こし、又はそのための計
画を実施し、また自然資源の利用の影響を生態学的に十分安全
な範囲内に抑える。 

戦略的目標Ｂ：生物多様性への直接的な圧力を減少させ、
持続可能な利用を促進する。 
ターゲット５：2020 年までに、森林を含む全ての自然生息地
の損失の速度を少なくとも半減させ、可能な場合にはゼロに近
づけ、またそれらの生息地の劣化と分断を顕著に減小させる。 
ターゲット６：2020 年までに、すべての魚類と無脊椎動物の
資源及び水生植物が、持続的かつ法律に沿ってかつ生態系を基
盤とするアプローチを適用して管理、収穫され、それによって
過剰漁獲を避け、枯渇したすべての種に対して回復計画や対策
が実施され、絶滅危惧種や脆弱な生態系に対する漁業の深刻な
影響をなくし、資源、種、生態系への漁業の影響が生態学的に
安全な範囲内に抑えられる。 
ターゲット７：2020 年までに、農業、養殖業、林業が行われ
る地域が、 生物多様性の保全を確保するよう持続的に管理さ
れる。 
ターゲット８：2020 年までに、富栄養化などによる汚染が生
態系機能と生物多様性に有害とならない水準まで抑えられる。 
ターゲット９：2020 年までに、侵略的外来種とその移入経路
が特定され、優先順位付けられ、優先度の高い種が制御または
根絶される。また、侵略的外来種の導入又は定着を防止するた
めに移入経路を管理するための対策が講じられる。 
ターゲット 10：2015 年までに、気候変動または海洋酸性化
により影響を受けるサンゴ礁その他の脆弱な生態系に及ぶ複
合的な人為的圧力が最小化され、その生態系の健全性と機能が
維持される。 

戦略目標 C：生態系、種、遺伝子の多様性を守ることによ
り、生物多様性の状況を改善する。 
ターゲット 11：2020 年までに、少なくとも陸域及び陸水域
の 17％、また沿岸域及び海域の 10％、特に、生物多様性と生
態系サービスにとって特に重要な地域が、効果的に衡平に管理 
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2010年に名古屋で開催された生物多様性条約の第10回締約国会議（COP10）の様子。この会議で、愛知ターゲットを含む新しい国連の
戦略計画が採択された。　© IISD/Earth Negotiations Bulletin

されかつ生態学的に代表的で良く連結された保護地域システ
ムや、その他の効果的な地域型の手段を通じて保全され、また、
より広域の陸上景観や海洋景観に統合される。 
ターゲット 12：2020 年までに、既知の絶滅危惧種の絶滅が
防止され、また、それらのうち、特に減少率の高い種の保全状
況が改善され、維持される。 
ターゲット 13：2020 年までに、社会経済的、文化的に貴重
な種を含む作物、家畜及びその野生近縁種の遺伝子の多様性が
維持され、また、その遺伝資源の流出を最小化し、遺伝子の多
様性を保護するための戦略が策定され、実施される。 

戦略目標 D：生物多様性と生態系サービスから得られる全
ての人のための恩恵を強化する。 
ターゲット 14：2020 年までに、水に関連するものを含む基
本的なサービスを提供しかつ人の健康、生活、福利に貢献する
生態系が、回復及び保全され、その際には女性、先住民及び地
域コミュニティ、貧困層及び弱者のニーズが考慮される。 
ターゲット 15：2020 年までに、劣化した生態系の少なくと
も 15％以上の回復を含む生態系の保全と回復を通じ、生態系
の回復力及び二酸化炭素の貯蔵に対する生物多様性の貢献が
強化され、それが気候変動の緩和と適応及び砂漠化対処に貢献
する。 
ターゲット 16：2015 年までに、遺伝資源の取得の機会（ア
クセス）及びその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分に 

関する名古屋議定書が、国内法制度に従って施行され、運用さ
れる。 

戦略目標Ｅ：参加型計画立案、知識管理と能力開発を通じ
て実施を強化する。 
ターゲット 17：2015 年までに、各締約国が、効果的で、参
加型の生物多様性の国家戦略及び行動計画の改訂を策定し、政
策手段として採用し、実施している。 
ターゲット 18：2020 年までに、生物多様性の保全及び持続
可能な利用に関する先住民及び地域コミュニティの伝統的な
知識、工夫、慣行、並びに生物資源に対する慣習的な利用法が、
国内法制度及び関連する国際的義務に従って尊重され、あらゆ
る関連するレベルで、先住民及び地域コミュニティの全面的か
つ効果的な参加と共に、生物多様性条約の実施において、十分
に統合され、反映される。 
ターゲット 19：2020 年までに、生物多様性、その価値、機
能、現状や傾向、及び生物多様性が損なわれた場合の結果、に
関する知識、科学的基盤及び技術が改善され、広く共有されか
つ伝達され、適用される。 
ターゲット 20：遅くとも 2020 年までに、戦略計画 2011-
2020 を効果的に実施するための、また資源動員戦略において
統合、合意されたプロセスに基づく、全ての資金源からの資金
動員が、現在のレベルから顕著に増加すべきである。このター
ゲットは、締約国により策定、報告される資源ニーズを評価し
て変更される可能性がある。 
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国際的に合意されたゴールの中の主要課題 生物多様性

圧力 状態と傾向 恩恵 社会側の
対応

愛知ターゲット
5,6,7,8,9,10 11,12,13 14,15,16 1–20

国際植物防疫条約（IPPC）
 (FAO 1951)の第１条

植物病害虫の侵入と拡散を防ぐと共に、適切な制御策
を実施する。 X

絶滅のおそれのある野生動
植物の種の国際取引に関す
る条約（ワシントン条約）
(CITES 1973)の前文

野生動植物の国際取引の規制を輸出国と輸入国とが協
力して実施することにより，採取・捕獲を抑制して絶
滅のおそれのある野生動植物の保護をはかる。 X X

ラムサール湿地条約(UN 
1973)の第３条

国の領内の、リストに含まれた湿地の保全、およびそ
の他の湿地の賢明な使用を促進する。 X X X

移動性野生動物種の保全
に関する条約（ボン条約）
(CMS 1979)の前文

移動性の野生動物の保全および効果的な管理を行うため
の、それらの動物がそのライフサイクルの一部なりとも過
ごす国家の管轄である境界内における、すべての国家によ
る調和された行動。

X X

アジェンダ21(UNCED 
1992)の第17章86節

優先度の高い海洋生態系を特定し、特に保護区の指定
によって、これらの区域の使用を制限する。 X X X

生物多様性条約(CBD 
1992)の第１条

生物多様性の保全と持続可能な利用、遺伝資源の利用
から生じる利益の公正かつ衡平な配分。 X X X

第６条 生物多様性の保全と持続可能な利用のための国家戦略を策定
する。また、関連する計画や政策にも同様に組み入れる。 X X X

第８条（ｊ） 生物の多様性の保全及び持続可能な利用に関連する先住民
コミュニティの知識を維持し、それらの幅広い活用を促進
し、そしてそれらの利用がもたらす利益の衡平な配分を奨
励すること。

X X X

第１０条 生物の多様性の構成要素の持続可能な利用、ならびに関連す
る者の協力を促進し、伝統的な文化的慣行を保護し、生物の
多様性が減少した地域の修復のための作業を支援すること。

X X X X

決定VII/28の1.2.3節 

X X X X

生物多様性条約 
COP7(2004)の
決定VII/30の付属書II

生態系プロセスを維持し、かつ移住性の種に配慮するた
め、生態系ネットワーク、コリドーや、バッファーゾーン
の設定を通して、より広域の陸域・海域の景観に保護区を
組み込む。

X X

20112050ビジョン
(CBD 2010年c)

侵略的外来種による脅威を抑制する。 X X X X

ミレニアムサミット
(2000)でのミレニアム開
発目標（MDG）7
(UN 2000)

X X X X

ヨハネスブルグ実施計画
(JPOI)(WSSD 2002)の44
節

環境の持続可能性を確保する。 
X X X X

CBD(CBD 2000)のバイオ
セーフティに関するカル
タヘナ議定書の第１条

生物の多様性の持続可能な利用、および遺伝資源の利
用から生じる利益の公正かつ衡平な配分。 X

食料農業植物遺伝資源条
約（ITPGRFA）
(FAO 2001)

現代のバイオテクノロジーによる遺伝子組換え生物の
移動、取り扱い、利用において、適切なレベルの保護
を確保すること。 X X X

第1条の1.1項 植物遺伝資源の保全と持続可能な利用、ならびにそれらの
利用から生じる利益の公正かつ衡平な配分を通した持続可
能な農業と食糧安全保障。

X X X X

世界サミット成果
集(UNGA 2005)

遺伝資源の利用から生じる利益の公正かつ衡平な配分を促
進し、保護する； 2010年までに生物多様性の損失速度を
顕著に減少させる。

X X X X

表 5.1   生物多様性に関して国際的に合意されたゴールと課題（ハイレベル政府間諮問パネルによって選定された）

生物の多様性の構成要素の持続可能な利用ならびにそのため
の協力を促進し、伝統的な文化的慣行を保護し、生物多様性
が減少した場所における修復のための行動を支援すること。

自然と共生すること、そして2050年までに、生物多様性が
評価され、保全され、回復され、そして賢明に利用され、
そのことによって生態系サービスが保持され、健全な地球
が維持され、全ての人々に不可欠な恩恵が与えられる。 



現状と傾向 
生物多様性は多様な駆動要因や圧力によって影響を受ける。

そのために人々にもたらされる生態系サービスにも変化が生
じる。第１章で考察したように、人口、経済、社会政治、科学、
技術などの多様な駆動要因の相互作用が、生物多様性に対する
圧力を増加させ、生物多様性のさらなる減少、衰退、損失へと
導いていることが分かっている。しかし、そのような損失に関
わるメカニズムについては、さらなる研究が必要である。 

圧力 
生物多様性に対する主な圧力は、生息・生育地の損失と劣化、

乱獲、侵略的外来生物、気候変動、汚染である（図 5.1） (Baillie 
et al. 2010; Vie et al. 2009; MA 2005a)。これらの圧力は
増加し続けている（Box 5.3）(Butchart et al. 2010; CBD 
2010b)。 

生息・生育地の損失 

陸域での生息・生育地の損失のほとんどが農地の拡大によっ
て引き起こされており、陸地面積の 30％以上が農地に転換さ
れてしまっている (Foley et al. 2011)。大規模な集約的農業
は、従来型の農業に付随して成り立っている生物多様性に悪影
響を及ぼしている(Belfrage 2006; Rosset 1999)。さらに、バ
イオ燃料に対する需要の増加によって、東南アジアで、単一作
物プランテーションに転換される森林や自然地が拡大し、生
息・生育地が大きく損なわれた(Danielsen et al. 2009; 
Fitzherbert et al. 2008)。 

水産養殖による直接的な生息・生育地の損失は、沿岸生態系 
にとって大きな脅威である(Valiela et al. 2004)。特に湿地は、
20 世紀の間に 50％減少してしまった(MA 2005b)。淡水生態
系は分断化によって深刻な影響を受け(Nilsson et al. 2005)、 
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Box 5.2  生物多様性のビジョン：自然と共生する
世界

関連するゴール 

生物多様性への直接的な圧力を減少させる； 生物多様
性の状態を改善する；生物多様性から受ける恩恵を増強す
る； 生物多様性を保護するための対応を強化する。 

指標 

以下のものの傾向： 
侵略的外来種、窒素沈着などの汚染物質； 種の絶滅リス
ク； 生物群系（バイオーム）と生息・生育地と生態系の、
広がりや状態や健全性； 食用や薬用に収穫される種の状
態； 保護区と、先住民や地域コミュニティによって保全
されている地区と、生態系サービスを持続的に利用するた
めの管理と、生態系サービスへの支払いを行うプログラム、
についての発展と効果； 持続可能な資源利用や保全を支
える伝統的知識を伝える言語と話し手の数。 

世界の現状と傾向 

生物多様性に対する圧力が増加し、その状態が悪化する
と予想されると同時に、良い対策が増え始めている。 

図 5.1  IUCN レッドリストにて絶滅危惧IA類、絶滅危惧IB類、絶滅危惧Ⅱ類とされている脊椎動物に対する
主な脅威

出典: Baillie et al. 2010

注釈：一部の種は複数の脅威にさらされている。
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また氾濫源生態系も脅かされている(Tockner et al. 2008; 
Tockner and Stanford 2002)。底生生物の生息地も、底引き
網 漁やそ の他の 破壊的 な漁法 の結果 劣化し てしま っ た 
(Thrush and Dayton 2002)。 

乱獲 

無秩序な過剰消費の需要を満たすための野生生物の乱獲は、
陸上、海洋、淡水の各生態系の衰退をもたらし、生物多様性を
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Box 5.3  地球規模生物多様性概況

地球規模生物多様性概況（Global Biodiversity Outlook）
は、生物多様性条約の事務局が作成している定期報告書である。
その第３版（GBO-3）は、世界レベル、大陸レベルおよび国
家レベルで生物多様性の現在の損失速度を顕著に低下させる
ことを目指した生物多様性2010年目標の達成状況を評価した
主な報告書の一つであり、生物多様性戦略計画 2011-2020 お
よび愛知ターゲットへの立案における重要な情報源であった。 

GBO-3 の主な結論は、生物多様性の 2010 年目標が達成さ
れなかったということだった。具体的には、政府による対策が
増えたにもかかわらず生物多様性損失の根本原因への取り組
みが為されなかった、というものであった。生物多様性に対す
る圧力は、高いままか増加し続け、生態系の劣化の進行、種個
体群の減少、絶滅リスクの増大を遺伝的多様性の減少と共に招
いている（図 5.2）。 

生物多様性の変化を予測した将来シナリオのほとんどが、高
いレベルの個体群および種の絶滅と、生息・生育地の損失が起 

き続け、それに伴って、人類の福利にとって大切ないくつかの
生態系サービスが低下すると予想する。生態系が、ある閾値レ
ベルを越えて劣化すると、広範囲で様々な生態系サービスが損
なわれる危険性が高い。 

GBO-3 の結論は懸念を引き起こしたが、一方で希望のメッ
セージも発信している。生物多様性を保全するための多くの対
策が講じられた結果、特定の区域あるいは目標とされた種や生
態系の中には、著しく良い成果がもたらされた事例があった。
これは、適切な資金と政策的な意欲があれば、生物多様性の崩
壊をくい止める手立てがあることを示唆している。これ以上の
損失を防ぐことは短期的に実現できるわけではないが、効果的
な処置が講じられれば、長期的には目標を達成することが可能
である。生物多様性減少の根本原因に対処する行動を始めるこ
とが最優先である。このチャンスを逃せば多くの生態系がかつ
てない様な状態へと移行することになり、そうなれば、現在と
将来の世代のニーズをまかなう生態系のキャパシティが極め
て不確かなものになるだろう。 

マレーシア・サバ州における油ヤシのプランテーションへの土地転換が、オランウータンの自然の生息地を奪い、本種を著しく脅かしている。 
© Johannes Refisch/UNEP
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図 5.2 生物多様性の指標の傾向

状態 社会側の対応

2010

水質指標

1970 2010

圧力

エコロジカルフットプリント

1970 2010

窒素沈着

1970 2010

外来種

1970 2010

乱獲される漁業資源 

1970 2010

気候影響指標

1970 2010

持続可能となるよう
管理された森林

1970 2010

保護区

1970 2010

保護されたIBA/AZE地区

1970 2010

生物多様性への援助

1970 2010

森林 海草 

マングローブ 

サンゴ 

1970 2010

海洋食物連鎖の栄養段階指数

1970 2010

レッドリスト指数

1970 2010

野鳥指数

水鳥の個体数
の状況の指数 

生きている地球指数

注釈：IBA ＝ Important Bird Area（重要野鳥生息地）
　　   AZE ＝ Alliance for Zero Extinction（絶滅ゼロ
　　　同盟）信頼区間については出典を参照のこと。

1970

縦軸の目盛りと単位は異なる。詳細は、出典を参照のこと 。 出典: Adapted from Butchart et al. 2010

生物多様性の状態についての傾向を、種個体群
の傾向、絶滅の危険性、生息・生育地の規模と
状況、群集構成といった指標で示した。生物多
様性に対する圧力を、エコロジカルフットプリ
ント、窒素沈着、外来種の数、乱獲、気候の影
響といった指標で示した。社会側の対応は、持
続可能な森林管理、保護区、生物多様性関連の
援助といった指標で示した。



脅かしている （図 5.3）(Peres 2010; Vorosmarty et al. 
2010; Kura et al. 2004; Dulvy et al. 2003)。陸域生態系に
おける乱獲量を定量化することは、多くの場合困難であるが、
乱獲される主な生物は、材木、食品、薬のための植物、ブッシ
ュミート（野生動物の肉）やレクリエーションの目的で狩猟さ
れる哺乳類、食用やペット取引のための鳥類、伝統的な薬や食
用のための両生類などである(Vié et al. 2009)。乱獲による脊
椎動物に対する脅威は、東アジアにおける野生生物やその産物
への需要によって特に深刻である(図 5.3)。世界で人間に利用
されている脊椎動物の個体群の数は、「生きている地球指数」
で示されるように、1970年以降 15％減少した(Butchart et al. 
2010)。同様に、利用されている鳥類についての絶滅リスクが、
乱獲も影響して、1988 年～2008 年の間に増大した(Butchart 
et al. 2010)。 

海洋では、1950 年代の初めから 1990 年代中頃までに漁獲
量が 4 倍以上に増加した。それ以降、漁獲努力量は増えている
にも関わらず(Anticamara et al. 2011; Swartz et al. 2010)、
漁獲量は変化していないか縮小している(FAO 2010b)。乱獲
された、枯渇した、または枯渇から回復しつつある海洋の漁業
資源の割合は、1974 年の 10％から 2008 年の 32％に上昇し
た（図 5.4）(FAO 2010b; Worm et al. 2009)。過去 200 年
のうちに、局所的、地域的、または世界的に絶滅が確認された
133 種のうち 55％は乱獲が原因で、残りは生息・生育地の損
失やその他の脅威が原因となっている(Dulvy et al. 2003)。
商業漁業は漁業資源にとって一番の脅威であるが、零細漁業で 
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図 5.3  乱獲によって世界的に脅かされている脊椎動物の数（2010年）

出典: IUCN 2010
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も乱獲が生じている(Garcia and Rozenberg 2010)。そのよ
うな行為は、最終的に群集構成に大きな変化をもたらすことが
ある。例えば、草食性魚の乱獲のために、サンゴ群集が、藻類
が優占する系に転換されてしまった例がある(Mumby 2009)。 

破壊的な漁獲技術の利用が、海洋の生物多様性や生息地に対
する悪影響をさらに増幅している(FAO and UNEP 2009)。
技術の革新は、漁業の影響を破壊的でないものに緩和すること
に役立つ一方で、生物多様性への人間による影響を拡大させて
しまうこともある。さらに、投棄されたり流失した漁具が、海
洋の生物多様性に負の影響（幽霊漁業の別名でも知られる）を
及ぼしている (Brown and Macfadyen 2007)。 

また乱獲は、淡水の湿地においても問題になっている。ただ
多くの場合、その影響を定量できる適切なデータが無い(Kura 
et al. 2004)。放流や選択的に釣るといった遊漁の慣習は、淡
水の漁業資源に、進化的な観点でみても重要な影響を及ぼす可
能性がある(Jorgensen et al. 2007)。また、漁業の際の混獲は、
サメ、カメ、アホウドリのようなグループにとって大きな脅威
になり得る。 

侵略的外来種 

侵略的外来種は、交通や貿易のグローバル化による意図的・
非意図的移入の両方により増加し、在来の生物多様性を脅かし
ている。ペット、園芸植物、観賞水槽用の生物などの貿易ルー
トのほか、雑な計画による商品の輸入、空輸、船体付着、船の
バラスト水なども侵略的外来種が拡散する主要な経路である
(Reise et al. 2006; Bax et al. 2003)。侵略的外来種は、主に、
捕食、競合、生息・生育地の改変によって在来種に影響を及ぼ
し(McGeoch et al. 2010; Vie et al. 2009; Strayer et al. 
2006)、ある研究によると、その経済的損害は年間合計で 1 兆
4000 億 US ドルと推定されている(Pimentel et al. 2004)。
侵略的外来種はほぼすべての国や生態系で見られ、例えば、海
洋生態系では、ハナミノカサゴ（Pterois volitans）がカリブ
海のサンゴ礁に生息する魚に影響を及ぼし(González et al. 
2009)、淡水生態系では、ナイルパーチ（Lates niloticus）が
ビクトリア湖の在来魚に影響を及ぼしている(Balirwa et al. 
2003)。侵略的外来種は小さな島の陸域生態系では特に深刻な
影響をもたらす(McGeoch et al. 2010)。ヨーロッパのデータ
によれば、外来種の数は 1970 年以降 76％増加しており
(Butchart et al. 2010)、この傾向は他の地域でも同様である
と考えられる。もう一つの研究では、絶滅要因が特定されてい
る脊椎動物の絶滅種のうち、50％以上で侵略的外来種が要因の
一つとなっており、20％においては侵略的外来種が唯一の要因
であった(Clavero and Garcia-Berthou 2005)。 

気候変動 

気候変動は、生物種や自然の生態系にとってますます重大な
脅威になっている。様々な生物種の繁殖や移動のタイミングな
どの生物季節、生理、行動、形態、個体群密度、分布などの変
化が気候変動によって引き起こされていることがわかってい
る(Rosenzweig et al. 2007)。例えば、1990 年以降のヨーロ

ッパの鳥類の個体群にはその影響が見られる。気候変動が有利
に影響すると予測される種では個体群が増加している一方で、
生息域が縮小すると予測される種では個体群の減少が報告さ
れている (Gregory et al. 2009)。北極圏では、樹木限界線の
前進のためにツンドラでの生息・生育域が縮小している
(Callaghan et al. 2005)。海洋では、水温上昇と海洋酸性化
によって広範囲にわたるサンゴ礁の死滅が起きている(Baker 
et al. 2008; Carpenter et al. 2008; Hoegh- Guldberg et al. 
2007)。また北極では氷床が急激に縮小しており、氷に依存し
ている種への影響が予想される(McRae et al. 2010; IPCC 
2007)と同時に、海洋生物種の生物季節や分布の変化も予想さ
れる(Dulvy et al. 2008; Hiddink and Ter Hofstede 2008; 
Richardson 2008; Perry et al. 2005)。さらに最近の研究で
は、1,066 種の海水魚と無脊椎動物種の分布が、極地に向かっ
て 10 年に 40km という平均速度で移動しており(Cheung et 
al. 2009)、群集構成の崩壊や、局所絶滅が引き起こされてい
ると推定されている。 

多くの湿地では、降雨と蒸散が変化し水環境に大きな影響を
及ぼすと予想され、それにより移住性、定住性の両方の生物種
が影響を受ける(Finlayson et al. 2006)と考えられる。同時に、
短期的および長期的な水流の変化が多くの水生生物種に影響
を与えるだろう(Bates et al. 2008; Xenopoulos and Lodge 
2006)。また気候変動は病気や侵略的外来種の拡散といった他
の脅威と相乗的に作用することもあるだろう(Benning et al. 
2002)。しかし多くの場合、オーストラリアの湿地や河川につ
いて概説されているように、これらの異なる脅威の影響を分離
することは難しいかもしれない(Finlayson et al. 2011)。 

汚染 

農林業の現場から流出した農薬や肥料、採鉱や石油・ガス採
掘などで発生する産業廃液、汚水処理場の廃液、都市や郊外の
居住地からの排水、流出した石油といった汚染物質が、生物の
死滅や繁殖成功率の低下を通して生物多様性に直接的に害を
及ぼし、また生息・生育地の劣化を通して間接的に害を及ぼす
(MA 2005a)。内陸の湿地や、沿岸の生態系は、水に溶け込ん
だ汚染物質（第 6 章）により深刻な危機に直面している(Fin- 
layson and D'Cruz 2005)。またその一方で、陸域生態系で
の大気汚染、特に窒素や硫黄のような富栄養化や酸性化をもた
らす化合物の沈着（第 2 章）も重大な影響をもたらす。窒素の
沈着の速度は 1940 年以降急激に増加したが、1990 年以降に
は横ばいになった。それはおそらく、地域格差はあるものの全
体 的にバ イオマ ス燃焼 が減少 したた めだと 考えら れ る 
(Butchart et al. 2010)。しかし窒素の沈着は、特に低窒素の
生息・生育地に適合した種にとっては今でも重大な脅威である
(Dise et al. 2011)。 

さらなる脅威 

生物多様性にとってのさらなる脅威は、森林火災の発生状況
の変化、問題を引き起こす在来種（図 5.1）、人間活動による
悪影響などである。生物多様性にとって有害となり得る人間活
動には、人工照明、遺伝子組換え生物（Box 5.5）、マイクロ 
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プラスティック、ナノテクノロジー、地球工学、純一次生産力
の人間による占有率が高いこと（Box 5.4）などである(Cole 
2011; Gough 2011; Galgani et al. 2010; Holker et al. 
2010; Sutherland et al. 2009, 2008)。これらの脅威からく
る生物多様性への影響について、科学的な知見が蓄積されつつ
ある。その一方で、例えば近年の北オーストラリアの哺乳類 
(Woinarski et al. 2011) やサハラを通る渡り鳥(Moeller et 
al. 2008)の減少など、原因が解明できていない事象もあり、
これらの原因を解明し解決策を見出すためのさらなる調査が
必要である。 

生物多様性の変化のパターン 

生物多様性は、個体群、種、生態系のレベルで低下しつつあ
り、遺伝的多様性も、その傾向の大部分は分かっていないが低 

下しつつあると推測されている（Box 5.3）(Butchart et al. 
2010; CBD 2010b; Vié et al. 2009)。脊椎動物については、
「生きている地球指数」に登録された種の個体群が、1970 年
以降に平均 30%減少している（図 5.6）(Loh 2010; Collen et 
al. 2008a)。中でも、淡水生物は 1970 年以降に 35%減少して
おり、陸生生物の 25％や海洋生物の 24％よりも、急激な減少
率である。また、熱帯域の生物は温帯域の生物よりも大きく減
少した。生態系ごとの傾向について、一部の地域の鳥類につい
てわかってきている。例えば、ヨーロッパの農地に生息する鳥
の個体群は、1980 年以降、平均 48％減少した(Gregory et al. 
2005)。また、北アメリカでは 1968 年以降、草地と乾燥地に
生息する鳥類の個体群はそれぞれ28％および27％減少したが、
湿地性の鳥類は 40％増加した(Butchart et al. 2010; NABCI 
US Committee 2009)。 
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Box 5.4  生物多様性への圧力の指標であるエコロジカルフットプリント

図 5.5 エコロジカルフットプリント（1961～2007年）
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出典: WWF 2010

エコロジカルフットプリントは、所定の人口の生活や活動に
必要な、生物学的に生産力のある陸地と海域（作物生産や放牧
用の土地、森林、漁場、および市街地）の面積を算出し、それ
を利用可能な陸地と海域の面積と比較する資源の分析手法で
ある(Kitzes and Wackernagel 2009; Wackernagel et al. 
2002; Wackernagel and Rees 1996)。それは、人間による
環境への様々な圧力を表すための主要な指標として普及する
ようになったが、その方法論や適用については、議論が続いて
いる(Kitzes et al. 2009; Best et al. 2008; Fiala 2008)。 

エコロジカルフットプリント分析によれば、生物学的に生産
力のある土地に対する世界の需要は、1960 年代以降ほぼ倍増
している(WWF 2010)。2007 年に、地球全体で、地球 1.5
個分以上の生物学的生産力の需要があった。それは、再生可能
資源のストックを使い果たし、また何よりも深刻な大気中への
二酸化炭素（CO2）放出など、廃棄物を溜め込むことでしか、
帳尻を合わせられない損失である（図 5.5）。この傾向は、他
の指標(Butchart et al. 2010)と共に、生物多様性に対する圧
力が全体的に増加している証拠である。これらの圧力がさらに
増え続ければ、世界の生物多様性の損失をくい止めたり、回復
に転じさせることはさらに難しくなるだろう。 



種レベルで言えば、絶滅の危機（IUCN レッドリスト上で絶
滅の危機に瀕している、近い将来における野生での絶滅の危険
性大、または危険が増大しているとして分類された）にさらさ
れている種の比率は、鳥類の 13％からソテツの 63％までの範
囲にわたり、脊椎動物の平均は 20％近くにのぼる(Baillie et al. 
2010; Hoffmann et al. 2010)。さらに、哺乳類、鳥類、両生
類、サンゴのレッドリスト指数によると、ここ数十年間に絶滅
の危機から回復した種よりも絶滅の危機がさらに高まった種
の方が多く、特にサンゴについてその傾向が顕著である（図 
5.7）(Butchart et al. 2010; Hoffmann et al. 2010)。人間活 
動、特に乱獲によって生物群集の構成の崩壊が進行している。
例えば、いくつかの海域では、捕食者や大型の魚類を標的とす
る漁業が行われるために、群集構造をみると栄養段階が低下す
る変化が起こっているようである(Branch et al. 2010; Pauly 
and Watson 2005)。このように漁業により食物網が低い栄
養段階の魚類群集になる現象（fishing down the food web）
は、カナダ(Pauly et al. 1998)、ブラジル(Freire and Pauly 
2010)、インド(Bhathal and Pauly 2008)、タイ(Pauly and 
Chuen- pagdee 2003)、北海(Heath 2005)、カリブ海(Wing 
and Wing 2001)といった多くの海域で報告されている。しか
し、漁獲量データからこの現象を評価する際には、データの質
や漁業活動の空間的範囲などの要因によって結果が左右され
る可能性があるため(Swartz et al. 2010)、水産資源を定量化
するための水準に関する独立したデータがない場合は慎重に
解釈する必要があるだろう(Branch et al. 2011)。FIB
（Fishing-In- Balance）指数などの指標が今後は望ましいか
もしれない(Kleisner and Pauly 2010; Bhathal and Pauly 
2008)。 

生態系レベルでは 2000～2005 年の間に世界の森林の１億
ヘクタール以上、つまり 2000 年に存在していた 32 億ヘクタ 

ールの森林の 3％が消失した(Hansen et al. 2010)。また、
1980 年以降にマングローブの 20％が消失し、1970 年以降に
海草の20％が消失した(Butchart et al. 2010; Waycott et al. 
2009)。他の生態系も次第に劣化しており、例えば、純一次生
産量の計算から、全森林の約 30％、耕作地帯の約 20％、草地
の約 10％が劣化しており、陸域全体の約 4 分の 1 が劣化して
いることが示されている(Bai et al. 2008)。同様に、世界のサ
ンゴ礁は、1980年以降に 38％減少した(Butchart et al. 2010; 
Spalding et al. 2003)。また自然地は分断化がさらに進行して
おり、ブラジルのアトランティックフォレストに残っている森
林断片の 80％は、一つの大きさが 50 ヘクタール未満であり
(Ribeiro et al. 2009)、世界の最大河川の 3 分の 2 が、ダムや
貯水池によって、中程度から深刻なレベルで分断されている
(Nilsson et al. 2005)。 

分野横断的な問題 
生物多様性からもたらされる人への恩恵 

生物多様性は、人々に恩恵をもたらす生態系サービスの基盤
となっている(UNEP 2007;MA 2005a)。生物多様性と生態系
サービスの劣化あるいは損失は、貧しい人々に最も直接的に影
響する傾向がある。それは彼等が地域の自然に最も依存し、多
くの場合、生態系の変化に対して脆弱な地域に住んでいるため
である(UNEP 2007)。人間が生物多様性に依存している仕組
みが完全には解明されておらず、また生物多様性が、特にその
調整サービスについて過小評価されているため、生物多様性の
保全が政策に十分に組み込まれている例はほとんどない。ミレ
ニアム生態系評価が行われ、生態系サービスの概念や、その基
盤サービス、供給サービス、調整サービス、文化的サービスの 
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図 5.7  鳥類、哺乳類、両生類、サンゴの全ての
種に対する種存続のレッドリスト指数（1980～
2010年）

出典: Vié et al. 2009 から編集
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種、サンゴ704種（温水性の造礁サンゴのみ）である。指数１は全種が
「軽度懸念」（絶滅の心配なし）で、指数０は全種が絶滅として分類され
た場合を意味する。

図 5.6  生きている地球指数（1970～2007年）

出典: WWF 2010 
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役割が強く支持されて（図 5.8）からは進展が見られた(TEEB 
2010;MA 2005a)。最近では、「生態系サービスと生物多様性
の経済学」(TEEB 2010)、そしてグリーン経済のアプローチ
によって、生物多様性や生態系サービスの価値が定量化された
(UNEP 2011)。さらに、ラムサール条約によって、湿地がも
たらす生態系サービスと人の健康との間の直接的な結びつき
について概要が示された(Horwitz and Finlayson 2011; 
Horwitz et al. 2011)。 

生物多様性と人類の福利 

生物多様性と生態系サービスは、人間の暮らしと福利のため
に必要な、食糧、薬、魚や木材の加工品、またバイオマス、エ
ネルギー、水などのサービスを提供している。これらの供給サ
ービスを利用し管理する際、ほとんどの場合、その源である生
態系の保全が軽視されてきた。このことは生態系の基盤・調整
サービスをも低下させる結果となる。基盤・調整サービスは、
生態系全体の機能や、変化に対応する長期的なレジリエンス
（回復力）にとって大切であり、それゆえ人間の福利にとって
も大切である。このことは、拡大している農業や水管理の影響 

を考えると明白である (Gordon et al. 2010; Falkenmark et 
al. 2007)。供給サービスの低下は、多くの漁業の崩壊の事例
のように、サービスを提供する生態系の能力という点に関する
生物物理的な閾値を、既に超えてしまった決定的な証拠である
かもしれない(Westley et al. 2011)。 

陸域生態系や水界生態系で生み出される食糧や医薬品には、
農業作物、家畜、養殖魚、養殖生産物だけでなく、自然から捕
獲・採集されたものも含まれる。野生動物の肉、材木以外の林
産物、野生の果実、淡水資源といった自然から狩猟・採集され
る食糧は、今なお多くの人々の食糧安全保障や健康、そして文
化的アイデンティティや適応のために重要である(Golden et 
al. 2011; Nasi et al. 2008; Robinson and Bennett 2000)。
同様に、アジアやアフリカの一部では、人口の最大 80％が伝
統的な医薬品に頼っている (WHO 2003)。これらの目的に使
用される鳥類や哺乳類の種は、他の種よりも深刻な絶滅の危機
に瀕していることが多いことが分かっている（図 5.9 と図 
5.10）。植物について、全球規模のデータが利用可能になって
いるわけではないが、人々が薬用植物に強く頼っている地域で 
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図 5.8  生物多様性と生態系サービスと人類の福利との関係
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それらの種が高い絶滅の危機に瀕していることはわかってい
る。このことは、野生植物に強く依存する人びとの健康や福利
が生物多様性の損失によって脅かされていることを浮き彫り
にしている。 

漁業は、人々に多くの食糧、収入、雇用をもたらしている。
海洋の漁獲物のバイオマス量は、世界で年間 8,000 万トンを超
え(Sumaila et al. 2010)、陸水からも大量に漁獲されている
(Kura et al. 2004)。しかし、漁業資源が減少するにつれて漁
業は徐々に養殖に依存するようになり、その養殖自体が、汚染、
外来種の導入、小規模漁業の排除など、環境や社会に多くの悪
影響をもたらしている(Barnhizer 2001; Naylor et al. 2000; 
Emerson 1999)。また最近の推定では、2000 年だけで、乱獲
による潜在的な損失がその年の実際の漁獲量合計の 7～36％
にもなり、金額にして 64 億～360 億 US ドルの損失をもたら
したとされている。この損失がなければ、世界の 2,000 万の人
が栄養不良で苦しまずに済んだだろう(Srinivasan et al. 
2010)。 

農業生産も生物多様性と生態系サービスによって支えられ
ており(Altieri 1999)、反対に、農業の多様性は気候変動に適
応することで食糧安全保障に貢献できる(Thrupp 2000)。小規 
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図 5.9  食用・薬用に使用される鳥類と哺乳類の種
存続に関するレッドリスト指数（1988～2008年）
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図 5.10  IUCNレッドリスト用に評価された薬用植物種の分布と保全状態（地域別、2009年）
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模の家畜飼育や牧畜は、生物多様性の維持、持続的な地域経済、
気候変動への適応、病気への抵抗力、そして文化的多様性に寄
与することが可能である(FAO 2009)。その一方で、過放牧は
土壌侵食や砂漠化を引き起こして供給サービスを低下させる
場合がある。家畜生産による生物多様性への脅威は、肉や乳製
品に対する需要が増大して、より多くの家畜飼料や水が必要と
なるにつれて高まるだろう(Thornton 2010)。拡大していく人
口に食糧を安定供給していくという難しい課題は、食糧生産と
他の生態系サービスとのバランスを保つことにより得られる
生物多様性の恩恵を同時に考えることで解決を図ることが、最
近の評価書（IAASTD 2009; Molden 2007）で取り上げられ
た。農業や水産養殖による土地や水や生物多様性への圧力は、
一部の国々が食糧の過剰消費を減らし、肉や魚を減らした食生
活を促進し、かつ作物や食糧の無駄を減らすことで低下させる
ことができるだろう(Godfray et al. 2010; WHO 2005)。 

世界の人口の大半が使うエネルギーはバイオマスに由来し
ている。暖房や料理に最も一般的に用いられる燃料は、木材、
炭、植物・動物性廃棄物である(Berndes et al. 2003)。水力
発電は、集水域内の生態系から水が大量かつ定量的にダムへ流
れ込み続けることで機能するが、大抵の場合、環境や社会の広
い範囲へ負の影響を及ぼし、特に生物多様性の損失や種構成の
置き換わりをもたらす(WHO 2009; Greathouse et al. 
2006; Ligon et al. 1995)。エネルギーを提供している生態系
サービスが衰退または消失していることは、貯水池のシルト沈
積や、集水域の劣化に伴う水量の減少から明らかであるし
(Nilsson et al. 2005)、また、木本植物の過剰伐採によって森
林破壊が生じていることからも、そして農業廃棄物や動物性堆
肥を過剰に利用していることからも明らかである。例えば、過 

剰伐採、管理不足、気候変動、森林火災の増加などによる生態
系サービスの損失は、生活のために薪やその他の形態のバイオ
マスを収集しなければならない、社会の主流から取り残された
グループが往々にして感じていることである(CBD 2010b)。
沖合の風力発電基地のような海洋や沿岸の環境における再生
可能エネルギーの開発は、エネルギー生産と生息地の損失との
間のトレードオフ関係をもたらすかもしれない。 

表層および地下の生態系からもたらされる淡水は、飲用、衛
生、料理、農業に欠かせないきわめて重要な供給サービスであ
る（第 4 章）。湿地帯や河川は、人間の生活を支え多くのセク
ターにとって必要不可欠である水と物質の循環を調整してい
る(Arthurton et al. 2007; Falkenmark et al. 2007; Finlay- 
son and D'Cruz 2005)。またこれらの生態系は、水質浄化、
侵食防止、嵐の緩衝作用という形でも重要な調整サービスを提
供している(Morris et al. 2003)。地下水生態系も、都市と農
村地域の両方に、廉価で高品質の水を供給することで大きな社
会経済的恩恵をもたらす(Bjorklund et al. 2009)。さらに地下
水は潅漑にとっても重要であり、シーバートらは(Siebert et al. 
2010) 灌漑面積のうちの 40％、すなわち農地全体の約 20％
である約 3 億ヘクタールが、地下水によって潤されていると報
告している。 

生物多様性の文化的および精神的価値は、多くのコミュニテ
ィにとって重要である(Posey 1999)。多くの人々が、生物多
様性のレクリエーションや文化的な価値を活用したエコツー
リズムによって恩恵を受けてきた(Ehrlich and Ehrlich 
1992)。例えば、湖、湿原、川、沿岸の生態系は、エコツーリ
ズムの大きな可能性を秘めており、例えばベリーズのサンゴ礁 
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大規模ダムとそれによりできる貯水池が、生物を追い出し、または生物が川の中を上下に移動することを妨げることで生物多様性に影
響する。　 © Nikola Miljkovic/iStock



の観光事業は、年間１億 5,000 万～１億 9,600 万 US ドルの
価値があると推定されている(Cooper et al. 2009)。またこれ
らの水界生態系は、多くの社会的、精神的、宗教的な活動にと
って必須である水を供給する。その例として、アフリカ南部の
バンツー民族にとって、水源や川辺が神聖な場所であることや
(Bernard 2003)、ニュージーランドのマオリ族が実践する、
水がはぐくむ生命の躍動の保護などがある(Williams 2006)。 

野生動物や植物資源の販売や交換を含む野生生物や木材の
取引は、各国内で広く行われている。しかし、他国間でも、例
えばキャビアや薬のような高価な商品が大量に取引されてい
る。野生生物の貿易業者にとって一番の目的は収益であり、そ
の規模は、地方での小規模なものから海洋漁業や木材会社のよ
うな営利目的の事業まである。生物の採集・捕獲や取引が、地
方または国の所得のうちの大きな割合を担っている場合があ
る。動物の生体、衣類や食料用の動物性製品、観賞用や薬用の
植物、魚や木材などを含む野生生物の合法的な取引の合計は、
2009 年に 3,000 億 US ドル以上であったと推定された
(TRAFFIC in prep.; Roe 2008)。さらに、不正取引がかなり
の額にのぼり 100 億 US ドルに相当すると考えられている
(Haken 2011)。国際的な野生生物取引の中では、木材と海産
物が容積と価格の両面において最も重要なカテゴリーであり、
2008 年に約 9,000 万トンの魚が 1,000 億 US ドル以上で取引
され(FAO 2010b)、2009 年に主要な木製品が 1,890 億 US
ドルで取引された(FAO 2010a)。 

生物多様性と気候変動 

生物多様性は、気候変動を緩和する取り組みの支援と気候変
動の影響への社会の適応を助けることの両面で重要な役割を
果たす。生態系は、生物多様性によって根底から支えられてい
る生物的および生物物理的なプロセスを通して炭素を貯蔵し
封じ込めている。大気中の炭素量がおよそ 7,500 億トンである
のに対し、陸域生態系には約 2 兆 5,000 億トン分の炭素が貯
蔵されている（第３章）(Ravindranath and Oswald 2008)。
また、海洋には約 38 兆トンが貯蔵され、そのうちの約 37 兆
トンが、大気へ戻るのに非常に長い時間を要する深海層に貯蔵
されている(Sabine et al. 2004)。森林には、約 1 兆 1,500 億
トンが貯蔵され、そのうち 30～40％がバイオマスに、60～
70％が土壌に貯蔵されている。また、湿地や泥炭地などその他
の陸域生態系でもかなりの量の炭素貯蔵が確認されている。泥
炭地は陸地面積の 3％にしか満たないものの、全世界の土壌炭
素のほぼ 30％を含有していると目されている(Parish et al. 
2008)。海洋生態系は、毎年平均して 22 億トンの炭素を吸収
している(Le Quéré et al. 2009; Canadell et al. 2007)。ま
た、世界の炭素循環における淡水域の重要な役割について、最
近になって明らかになってきたところである (Battin et al. 
2009; Cole et al. 2007)。 

森林は陸域生態系の全炭素のほぼ半分を貯蔵し、大気から炭
素を隔離することで気候変動の緩和における重要な役割を果

たしている。中でも原生林は、他の森林生態系よりも生物学的
に多様性が高く、また炭素をより多く貯蔵する。同様の環境状
況下でも、手が加えられた森や人工林は、原生林より生物多様
性が低く炭素貯蔵量も少ない(CBD 2009a)。森林の健全性を
維持する取り組み、例えば「森林減少・劣化からの温室効果ガ
ス排出削減 (REDD+）」のような経済的インセンティブを通
してなされる取り組みが、気候変動の緩和に役立つ可能性があ
る。このような取り組みは、先住民や地域コミュニティの全面
的かつ効果的な参画など、環境および社会的なセーフガードが
確保されれば、生物多様性にとって多くの効果があるだろう
(Cotula and Mathieu 2008)。またこうした取り組みによっ
て、森林伐採や劣化の起こる場所が保全価値の低い場所から生
物多様性の価値が高い場所へ移るのを避けられる、もしくは他
の自然生態系に圧力が及ぶのを避けられるのであれば、生物多
様性にとって多くの効果があるだろう。 

気候変動の影響に対して社会が適応していくための手段の
多くが、生物多様性に依存しており、かつそれによって強化さ
れている。この生態系を基盤とした適応は、生態系の持続可能
な管理や保全や復元を行うための幅広い機会を利用して、気候
変動の影響に人々が適応できるようにするサービスを提供す
る。例えば、健全でよく機能している生態系は自然なレベルの
種多様性を持っていて、通常、劣化し衰弱した生態系よりも多
くの生態系サービスを提供し続けることが可能であり、異常気
象にも強く、即座に回復することができる(CBD 2009a)。ま 
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た健全な生態系は、インフラを守り人の安全保障を高めること
で、災害がもたらす危険を減らす重要な役割を果たす(ISDR 
2009)。生態系を基盤とした適応オプションは、農村の貧困層
にとって、大抵の場合、インフラ整備や工学技術に基づくもの
よりも利用し易いものであり、また、適切に設計・管理されれ
ば、それを利用することで、地域コミュニティに対して多くの
社会的、経済的、環境的な複合効果を生むことができる。 

生物多様性にとっての脅威への対応 
農業と生物多様性の管理 

農業景観の管理を成功させるには、増大していく人口に対し
て食糧を適切に供給しながら、生息・生育地の損失や劣化を減
らしていく必要がある。農業の拡張は、世界的にみて生物多様
性を低下させている主な駆動要因であるため、持続可能な農業
への注目が高まっている(Brussaard et al. 2010; IAASTD 
2009; MA 2005b)。近年、エコ農業または統合的な保全型農
業という、生物多様性の保全と農村開発とを一体化することを
目指した新しいパラダイムが注目されるようになっている。生
態系サービスなど、経済学と生態学の関係を明確に打ち出した
保全戦略を作る際に、このパラダイムがはっきりと考慮されつ
つある(IAASTD 2009; Scherr and McNeely 2008)。粗放化
した農業は、同じ生産水準を達成するための集約農業よりも多 

くの土地を必要とするかもしれないが(Godfray et al. 2010; 
Phalan et al. 2011)、長期的に見ればより持続的であり、野
生 生物や 人の健 康への 影響が 抑えら れる可 能性が あ る
(Perfecto and Vandermeer 2010)。時に持続可能な集約と
も言われる、集約農法と粗放農法からそれぞれ最も効果的で最
も害の少ない方法を取り入れ組み合わせた新しいアプローチ
が、必要とされるだろう(Royal Society 2009)。このような
状況において、農業や水産養殖における GMO（遺伝子組換え
生物）の利用は、生物多様性にとって脅威とチャンスの両方に
なる可能性がある（Box 5.5）。 

侵略的外来種の管理 

侵略的外来種の管理が成功するか否かは、定着した侵入種を
制御し駆除すると共に、新しい区域への侵入と拡大を防ぐこと
ができるかにかかっている。国際植物防疫条約、世界貿易機構、
国際海事機関、国際民間航空条約、生物多様性条約など 10 の
国際協定や組織が本課題に関連している。1970 年以降、これ
らの協定の締約国数が著しく増加し（図 5.11）、世界の 81％
の国が加盟している(McGeoch et al. 2010)。これは、生物学
的な侵入を管理しようとする国際的な意志の表れであるが、現
在のところ、侵略的外来種の取引、輸送、規制のみを主軸に扱
った国際協定はない(Stoett 2010)。国家レベルでは、新たな 

150  第１部：現状と傾向 

Box 5.5  遺伝子組換え

遺伝子組換え（GM）に関しては今なお対立する意見があり、
生物多様性の保全に対する潜在的な脅威となるか、チャンスに
なるかは背景や状況による。遺伝子組換え技術は、製薬や作物
生産において広く使用されているが、多くの人々が環境や人の
健康にとって、不透明なリスクがあると考えている。遺伝子組
換え生物(GMO)とは、現代のバイオテクノロジーの利用によ
り作製されたこれまでにない遺伝物質の組み合わせを持つあ
らゆる生物、としてバイオセーフティに関するカルタヘナ議定
書によって定義されており(CBD 2000)、一般的に、ある種か
ら他の種へ遺伝物質を移植したものなどを指す。遺伝子組換え
作物のほとんどは、より効率的に雑草防除ができるように広域
スペクトルの除草剤に対して耐性を持つよう改変されるか、植
物体の中で食べながら生きるチョウやガの幼虫に対して毒素
（Bt）を与えるよう改変されている。 

遺伝子組換え作物は、1996 年にはじめて商業的に植えられ、
2010 年までに、１億 4,800 万ヘクタールに広まった。面積の
大きい国は、アメリカ、カナダ、ブラジル、中国、アルゼンチ
ンであるが、導入者の多くは（推定合計 1,540 万戸のうちの
1,440 万戸）、途上国の小規模農家だった(James 2010)。 

遺伝子組換え技術が、放射線の代わりにマラリアの防除のた
めに利用されつつあり、野生の蚊がマラリア原虫を媒介しにく
くなるようにしたり(malERA 2011; Sinkins and Gould  

2006)、生殖能力を低下させて蚊の個体数を減らす取り組みが
進められている(Bax and Thresher 2009)。 

遺伝子組換え生物によってもたらされる、環境リスクはいく
つか認められている。これは遺伝子組換え作物でなくとも起こ
ることであるが、作物種とそれらの近縁の野生種との間の遺伝
子流動による遺伝的多様性の損失などが確認されてきた 
(PiñeyroNelson et al. 2009)。もう一つの懸念は、遺伝子組
換えのターゲットでない生物への影響である。ただし、生産さ
れている Bt 毒素は極めて特異的で、その植物自身の中でしか
発現しないので、Bt 作物によるターゲットでない種への毒性
は低い。また、除草剤の利用が減ることで無脊椎動物の個体数
が増加するため、ターゲットでない種への毒の影響は打ち消さ
れてしまう(Marvier et al. 2007)。除草剤の利用が減少するこ
とは、人の健康に対しても良い効果を及ぼす場合がある
(Raybould and Quemada 2010)。これとは対照的に、グリ
フォサートのような広域スペクトルの除草剤に耐性を持たせ
た遺伝子組換え作物の利用は、大抵、従来の作物の場合よりも
雑草を減らすために、農地に生息する鳥のエサが減ってしまう
(Gibbons et al. 2006)。さらに、生物はグリフォサートや Bt
のいずれに対しても、抵抗力を進化させつつある(Powles 
2010; Liu et al. 2010)。上記後段の報告は、遺伝子組換え生
物が環境に与える影響の複雑さに対して懸念を提起するもの
である。 



種の侵入を防ぎかつ既存の種を規制するための法律を有する
国は 55％のみであり、包括的な戦略と管理計画を有する国は
20％未満であると推定される。多くの場合、既存の管理活動に
ついての情報が存在しないか、利用できる状況になっていない 
(Stoett 2010)。 

侵略的外来種による脅威を抑制するために、次の行動が必要
とされている。 

・優先度の高い経路を管理することによって、さらなる移
入を防ぐ統合的な計画 

・既に定着した外来種と生物多様性に著しい影響を及ぼし
ている優先度の高い侵入種を規制することに焦点をあて
ること(Hulme 2009) 

・リスク評価に必要な知見の蓄積やデータ照合や調査への
投資(McGeoch et al. 2010)。 

野生生物の取引と利用についての管理 

野生生物の利用や取引は、次のように様々な方法で管理でき
る。政策や法律による規制と、認証制度などの自発的な手段。
積極的な経済的インセンティブを持たせる公式な措置と、持続
可能な消費者行動をとらせるなどの非公式な措置。税関検査や
他の強制行動といった直接的措置と、経済的に促すなどの間接
的措置。これらの対策は、保護区内での資源抽出ゾーンの線引
きや、コミュニティに基盤を置いた天然資源管理の確立、とい
ったローカルレベルの対応から、グローバルに「絶滅のおそれ
のある野生動植物種の国際取引に関する条約」（CITES）を通
して行うといった様々なレベルで適用することができる(Roe 
2008)。 

緩和策と適応策を通じて生物多様性への気候変動の影

響を制御する 

最近の研究から、気候変動の結果による極地や高緯度方向へ
の陸上生物の分布の移動が予想よりもかなり速く進行してい
ることが示されており、気候変動の影響を制御することが肝要
である(Tewksbury et al. 2011)。生物多様性への気候変動に
よる悪影響を最小限にするために、以下の対策が重要である。 

・気候変動そのものを緩和する取り組み（第 3 章） 
・上記の活動や社会的適応の取り組み自体が、生物多様性

に悪影響を及ぼさないようにするための対策 
・気候変動の状況下においても、生物多様性を保全し回復

させるための最善の対策を行うこと。 

広範囲に及ぶこれらのアプローチの多くは、健全な生態系の
保全とその持続可能な利用に依存しているため、気候変動の緩
和と、生物多様性の維持を両立するための相乗効果を生み出す
チャンスとなる。これには、特に手つかずの森林や湿地が関係
するほか、自然や半自然の草地、多くの農業生態系も関係する。
例えば、保全耕うんや混農林業（アグロフォレストリー）のよ
うないくつかの農業の手法は、陸域の炭素貯蔵の維持と増加と
ともに生物多様性の保全と持続可能な利用に寄与することが
できる(CBD 2009a)。小規模な家畜飼育や農業、林産物の採
集を行うための伝統的な知識や仕組みは、文化的に適切な方法
で、地方での緩和策と適応策を大いに推進させることができる
(RECOFTC 2010;IUCN 2008)。しかし、生態系に基づくア
プローチにもリスクはあるため、そのリスクを評価し対処する 
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図 5.11  侵略的外来種を制御するための誓約 
（1970～2010年）
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出典: McGeoch et al. 2010

湿地の修復は、生物多様性を回復し、気候変動の影響へのレジリ
エンス（回復力）を構築するために重要である。 © J. Smith/Still Pictures



必要がある。森林の場合には、国連気候変動枠組み条約
(UNFCCC 1992)と生物多様性条約が、「森林減少・劣化から
の温室効果ガス排出削減」（REDD+）によるリスクを最小限
にするための、特に生物多様性と人のコミュニティにとっての
セーフガードの必要性を明示している。炭素隔離のための京都
議定書のクリーン開発メカニズムの目標と生物多様性保全と
の間で対立が生じるリスクもある(Heiskanen 2009; Knete- 
man and Green 2009)。 

緩和策の影響として、大気中炭素の海への吸収量を増やすた
めに行われる、鉄や窒素などによる人為的な海洋施肥なども懸
念される。このアプローチの有効性は非常に不確かであり、ほ
とんどないと最近では考えられている。推定される負の影響は、
メタンと亜酸化窒素の増加と、有毒アオコの発生を促すような
植物プランクトンの群集構成の変化である (CBD 2009b)。バ
イオ燃料、水力発電、風力発電、海洋潮汐発電などの代替エネ
ルギー源は、セーフガードが確立されなければ、すべて生物多
様性に負の影響を及ぼすことが判明している(Keder and 
McIntyre Galt 2009; McDonald et al. 2009)。気候変動の
状況下で、生物多様性を保全するための最も基本的な戦略は、
手つかずで機能している生態系を保全しながら、出来る場合に
はレストレーション（自然復元）を行っていくことである(CBD 
2009a)。 

保護区設定に基づく保全管理 

保護区設定は、進行する種や生息・生育地の損失を食い止め
るための中心的な手段として広く認識されている。過去 20 年
の間に、保護区は数と面積ともに増加しており（図 5.12 と
5.13）、今や世界の陸地面積の 13％をカバーしている(IUCN 
and UNEP-WCMC 2011)。しかし、その分布は偏っており、
14 の世界の生物群系（バイオーム）のうちの 6 つ、および 821
の陸域エコリージョンの半分において、2010 年までに面積の
10％を保護するという生物多様性条約の目標が達成されてい
ない(Jenkins and Joppa 2009)。生物多様性にとって最も重
要な場所を対象に、世界の保護区ネットワークを拡大する必要
がある。絶滅のおそれが高い多くの種の存続にとって極めて重
要な場所として、絶滅ゼロ同盟（AZE）により特定された 587
のサイトの約 51％と、10,000 を超える鳥の重要区域の 49％
が、全く保護区ネットワークに入っていない(Butchart et al. 
2012)。さらに重大なのは、主要な種の個体群を維持していく
上での保護区の効果に関する知見が乏しいことである。保護区
内 で 野 生 生 物 が 減 少 し た と い う 事 例 の 報 告 も あ る が
(Woinarski et al. 2011; Crai- gie et al. 2010)、そのままで
は絶滅していただろう種の存続に、保護区が有効であったこと
が実証されている事例もある(Bruner et al. 2001)。しかし、
すべての種が、存続のために保護区を必要とするとは限らず
(Pereira and Daly 2006)、また保護区には、補完的な広範囲
におよぶ保全対策が必要である(Boyd et al. 2008)。 

保護区設定において生物群系（バイオーム）の偏りが最も顕
著なのは海域である。生物多様性条約（CBD）にて 2012 年
までに海域の 10％を保護区とするという目標が立てられたに 
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海洋保護区の設定を促進するため、東アフリカでは過去数十年に
渡り努力が重ねられてきた。 © J Tamelander/IUCN 

図 5.12  国によって設定された保護区の
大きさ（1990～2010年）
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もかかわらず、2010 年末時点で実際の保護海域は 1.6％であ
った(IUCN and UNEP-WCMC 2011)。2010 年までに海域
の 10％以上を保護区設定したのは 12 か国のみで、主に大面積
の保護を通じてであり、121 か国は、管轄海域の 0.5%を超え
る設定を行わなかった(Toropova et al. 2010)。これを受けて
CBD では、10％の達成目標をそのままに、期限を 2020 年に
延長した。 

海洋保護区は、保護のレベルを様々に設定することができる
が、完全に保護される場合が生物多様性にとって最も良い。80
か所の異なる保護海域における 112 の独立した研究調査によ
ると、保護海域に設定される前の同じ場所または周辺海域と比
較して、保護区設定された海域では、魚の個体群数が有意に増
加していた。保護区設定後 1～3 年の間に、基準サイトと比較
して、個体群密度が 91％高くなり、生物量が 192％多くなり、
生物の平均サイズと多様性が 20～30％高くなった。この傾向
は、小さな海洋保護区でも見られた(Halpern 2003)。 

また保護区は、自然の生態系の他の土地利用への転換を防ぎ、
そのため、炭素の大きな放出が回避されるので、気候変動の緩
和と適応に重要な役割を果たすことができる(Dudley et al. 
2010b)。森林の消失を中心とした土地利用の変化から生じる
排出が、人間活動による温室効果ガス排出全体の 17％を占め
ている(IPCC 2007)。世界の陸域の炭素貯蔵量の約 15％が、
世界の保護区ネットワーク内に貯蔵されていると推定されて
おり (Campbell et al. 2008)、2000～2005 年の間に、湿潤 

熱帯林の保護区から放出された炭素量は同面積の保護されて
いない森林の約半分であったという事実からも、保護区による
気候緩和の役割は大きい(Scharlemann et al. 2010)。 

先住民やコミュニティが保全する区域 

保護区は、政府機関から地域コミュニティ、先住民族、非政
府組織（NGO）そして個人にわたる多くのグループによって、
効果的に管理され得る。近年では、保護区設定の際に IUCN（国
際自然保護連合）による一連の保護区カテゴリーが使用される
ようになった(Dudley et al. 2010a)。例えば、オーストラリ
アでは、先住民のコミュニティによって設立され管理されてい
る保護区が、地方によっては国の保護区のほぼ 4 分の 1 に達し
ている。先住民やコミュニティで保全される区域（ICCA）や、
自然の聖地（SNS）は、伝統的な環境に関する知識や慣習が継
承されることによって、生物学的および生物文化的に豊かな多
様性の保全ができることがわかっている(Porter-Bolland et 
al. 2012; Sobrevila 2008)。このようにコミュニティにより
保全される区域は、非常に多様性に富み、倫理的、経済的、文
化的、精神的、政治的な特徴を示す(Brown and Kothari 2011; 
Borrini-Feyerabend et al. 2010a, 2010b; Kothari 2006; 
Posey 1999)。それらには、水鳥が巣を作る湿地、ねぐらなど
動物にとって重要な生息場、ならびにペルーのアンデス高地の
ポテトパークやフィリピンの棚田群のような、自然と農業生態
系が複雑に組み合わさった景観などがある。このような場所が
もたらす様々な価値については多くの研究で示されている
（Box 5.6）(Mallarach et al. 2012; Verschuuren et al. 
2010; ICCA 2009)。 
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図 5.13  各陸域エコリージョンにおける保護区の割合（2011年、生物地理区）
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ICCA と SNS の数や規模について、これまで総合的に推定
されたことがなかった。しかし、世界の一部の地域では、政府
による保護区と同程度の面積にのぼると考えられている（Box 
5.6）(Molnar et al. 2004)。さらに、18 の開発途上国では、
全森林の 22％を、コミュニティが所有または管理していると
推定されている(White and Martin 2002)。最近の分析から、
熱帯雨林の保全における、先住民やコミュニティによって管理
される区域が潜在的な有効性を持っていることが明らかにさ
れている。例えば、そのような区域は、森林保護地区より効果
的に熱帯森林破壊を減少させることができ(Porter-Bolland 
et al. 2012)、また先住民により多面的に利用されながら守ら
れる保護区は、厳重な保護区と同じくらい効果的に熱帯雨林火
災の発生率を下げることができる(Nelson and Chomitz 
2011)。 

ICCA と SNS は、それらの区域に拡がる生物多様性とそれ
らを守る人たちのいずれに対しても安全を保障する合理的で
強力な手法であるとして徐々に認められつつあり、保全、人権、
開発などのさまざまな方面から支えられている。27 か国と 1
つの地方政府の法律と政策について予備調査したところ、
ICCA と SNS に関する国の認識の進展にはばらつきがあり、
急速に進んでいる国もあれば、ゆっくりと、または全く認識さ
れていない国もある(Kothari et al. 2010)。ICCA と SNS に
世界の注目が向けられている今、その最大の課題は、特に保有
権、慣行、意思決定制度、その他基本的人権に対して、国によ
る適切な認識や支援を獲得することにある(Stevens 2010)。
保護区に関する、ガバナンス、参画、公正と利益配分に関する
活動について、もっと考慮していく必要がある。 

文化的多様性と伝統的知識についての価値の認識 

人間と自然のシステムを社会生態系として総合的に捉える
ことは、生物多様性を保護する上で、ますます重要になってい
る(Ostrom 2007)。このことについての理解が深まるにつれ、
生物多様性の持続可能なガバナンスや管理を行う上での生物
学的多様性と文化的多様性とのつながりや、地域の人々や先住
民族の役割の重要性も明らかになっている(Sutherland 2003; 
Moore et al. 2002)。生物多様性戦略計画と愛知ターゲットは、
先住民や地域コミュニティによる全面的かつ効果的な参画と
ともに、伝統的な知識のさらなる尊重と、生物多様性条約の実
施の全てのレベルにおける伝統的知識の統合と反映を支援し
ている(Aichi Target 18, Box 5.1)。言語の多様性についての
現状と傾向に関する情報は（図 5.14）、生物多様性についての
情報を含む、伝統的な知識、革新、慣習を評価する代理的指標
として使用されている。伝統的な知識は、生物多様性と人間と
の関係に関する非常に貴重でかけがえのない情報源であり、そ
れを失うことは、共同の文化遺産や、ある生態系や区域内で適
応し持続可能に生活していくための能力を失うことになる
(Maffi and Woodley 2010; Swiderska 2009)。 

遺伝資源へのアクセスと利益配分および関連する伝統的

知識 

遺伝資源を利用することによって得られる利益を、公正かつ
衡平に配分することは、生物多様性条約の 3 つの目的（第 1
条）のうちの 1 つであり、生物多様性保全にとって、きわめて
重要である。近年採択された「遺伝資源の取得の機会及びその
利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分に関する名古屋議
定書」によって、遺伝資源の取得の機会やそれらの利用から生 

154  第１部：現状と傾向 

Box 5.6  コミュニティによる管理の例

世界全体： 

コミュニティが管理している森林は、総計 4 億～8 億ヘクタ
ールにのぼる(Molnar et al. 2004; White et al. 2004)。 

アフリカ： 

総計約 6,000 ヘクタールになる、およそ 70 ヵ所のカヤの森
林のうちの 47 ヵ所が、ケニアで法的に認定され、地域コミュ
ニティと協働で管理されている(Githitho 2003)。タンザニア
共和国では、合計 200 万ヘクタールを越える森林が、コミュ
ニティ主体で管理されている(Blomley and Iddi 2009)。 

ヨーロッパ： 

エストニアのような小さな国に、7,000 を超える SNS（自
然の聖地）があると推定されているが、そのうち法的に保護さ
れているものは 500 未満である(Valk and Kaasik 2007)。 

アメリカ： 

アマゾンの 5 分の 1 が、生物多様性の保全の達成を支える先
住民の領土として分類され(Oviedo 2006)、カナダでは、80
万ヘクタール以上の北方林と湿地が、伝統的な領土として保護 

されることが宣言された(Government of Manitoba 2011)。 

アジア： 

南アジアでは、１ヘクタールから数百平方キロメートルにわ
たる面積を持つ数千ヵ所の自然生態系のサイトがコミュニテ
ィによって保全されている(Kalpavriksh 2011; Jana and 
Paudel 2010; Pathak 2009)。インドでは、少なくとも 13,720
ヵ所の神聖な林の存在が報告され、専門家によると国全体での
総数は 10 万～15 万であると推定されている(Malhotra et al. 
2001)。東南アジアから日本にかけて、持続可能な漁業や、沿
岸生態系や海洋生態系の保全をめざして、コミュニティが管理
する何百もの海洋区域がある(Yagi et al. 2010; Ferrari 
2006; Lavides et al. 2006)。 

オセアニア： 

南太平洋には、先住民による保護地区が 40 ヵ所、2,300 万
ヘクタール以上あり(DSEWPC 2011)、またコミュニティに
よって保全されている区域や、地元に管理されている海洋区域
が何百もある(Govan et al. 2009)。 



じる利益、および関連する伝統的知識を取り締まるための基準
が定められている。生物多様性条約の原則では、国は自国の資 

源をその環境政策にしたがって利用する主権的権利を有する
ことを認めている（第 3 条）。 

遺伝資源の取得の機会（アクセス）の問題は、国際交渉の中
で大きな政治的論点として挙がった。世界の生物多様性の多く
は、熱帯地域における発展途上国の森林に集中しているが、生
物多様性の要素を商品に転換することができる技術や金融資
本の多くは先進国が持っている。そのため、前例のない生物多
様性損失が世界の懸念事項である中、知的財産の商業使用やそ
れに関連する問題が、地球の公共の財産という生物多様性の本
質を、根本的に変えてしまっている (Giraud 2008; Gupta 
2006; Schuler 2004)。名古屋議定書の採択の背景には発展途
上国と先住民や地域コミュニティの中で高まっていた不満が
あり、それは、生物多様性条約が 1993 年に発効されて以来、
その条約の利益配分条項の履行が不十分であったことに関係
している。2002 年にガイドラインが採用されたにもかかわら
ず、バイオパイラシー（遺伝資源に対する盗賊行為）を防ぐた
めのコンプライアンスを順守する利用国がほんの一握りであ
ったことで、この問題は一層悪化した。 

名古屋議定書の採択は、遺伝資源と関連する伝統的知識の商
業使用についての公正性の問題を正す上で重要な転機である。
また、この議定書は、先住民や地域コミュニティの慣習法と手
順に従って遺伝資源に関連する伝統的知識の取得機会を規制
する権利を認定したことにおいても画期的である。名古屋議定
書は 2011 年 2 月に署名のため開放されており、50 か国が署 
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サンゴ礁を越え、約1キロメートル沖合で魚を捕るために、伝統的な木製のボートで漕ぎ出すケニアの漁師 。
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出典: Moseley 2010
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図 5.14  すべての言語の中で、消失が危惧される
言語の割合（2010年）



名して 90 日を経過してから発効となる。多くの国々は、遺伝
資源の取得機会と利益配分の問題に関する国の法律や規則を
既に持っているが、それらの動向を調査していくことで、今後
の進展に関する役立つ指標が得られるだろう（図 5.15） 

海洋の領域では、世界の海岸線の約 20％を占めているに過
ぎない 10 ヶ国が、海洋生物の遺伝資源に付与された特許の
90％（70％がたったの３ヶ国に帰属している）を所有してい
る。これらの国家は、遺伝子の宝庫である海を探査するために
必要な先進技術を取得する機会から利益を得ているため、他の
国々による取得の機会を増やすための能力向上に焦点を当て
た政策が必要とされている(Arnaud-Haond et al. 2011)。 

進展、欠落している点、展望 
進展と欠落している点についての評価 
保全戦略 

保護区は、特に陸域の生物多様性を維持するための重要な対
策の一つであるが、一般的には不十分であると考えられている
(Rodrigues et al. 2004)。生物多様性を守っている地域コミュ
ニティの役割に関する認識が不十分であるために、地域コミュ
ニティが国や民間の多くの保護区から排除されていることは、
真の保全を図る上で依然として問題である。保護区以外で、持
続可能に管理されている生産地の割合は、特に農業、林業、漁
業、水産養殖で増加しているが、その進行は遅い。例えば、森
林管理協議会（FSC）によって認証された持続可能に管理され
ている森林の面積は増加し続けており、2012 年に 1 億 4900
万ヘクタールに達したほか(FSC 2012)、森林認証プログラム
(PEFC)の下で管理されている森林もあるが、それでも世界で

管理されている森林のごく一部分である。同様に、海洋管理協
議会（MSC）によって認証されている水産物は、2007 年にお
いて、世界の水産業の 7％に過ぎない(Jacquet et al. 2009)。 

国の生物多様性戦略と行動計画 

生物多様性条約は、その戦略計画を実施するための主要な仕
組みとして、締約国すべてに、生物多様性戦略と行動計画を策
定するよう定めている。現在までに 193 の署名国のうちの 172
ヶ国が、国家戦略またはそれと同等の文書を採択した(CBD 
2011)。それら多くの戦略計画が採択されたこと自体が成果で
あり、さらに、それらによって国の保全活動が活性化し、生物
多様性とその価値や管理について理解が深まったことも重要
である。しかしこれらの功績にもかかわらず、諸々の国家戦略
は、生物多様性損失の主要な駆動要因への対処には十分な効果
を発揮していない。生物多様性と生態系サービスを主流化する
ための仕組みとして国家戦略を活用しているのはたった数か
国のみであり、多くの場合、他の関連する政策との調整がうま
くいっていない(Prip et al. 2010; CBD 2010c)。しかし、生
物多様性条約の締約国は、生物多様性の主流化を強化すること
を述べている新しい生物多様性戦略計画 2011－2020 に沿っ
て、2014 年までに計画を改訂することになっている。 

資源の動員 

生物多様性条約（CBD）に提出された多くの国別報告書に
よって、国家戦略と CBD 条約の内容を遂行する上での最も広
く共通する課題は、資金、人手、技術、に関する資源不足であ
ることが明らかになった。したがって、資源動員を大幅に増加
させる愛知ターゲットの達成は、他のターゲットを達成する上
で、極めて重要である。 

156  第１部：現状と傾向 

図 5.15  遺伝資源の取得機会と利益配分に関する措置の数とタイプ（2011年）
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生物多様性を保護するための資金について、その現状と、本
来必要な額のいずれについても情報が不足しているが、両者の
間に大きな差があることは間違いない。推定では、既存の資金
源が年間数百億ドルのオーダーであるのに対して、必要とされ
る資金は年間数千億ドルのオーダーである(Rands et al. 
2010; Berry 2007; James et al. 2001)。生物多様性のための
国際的な資金源は、1992 年以来、実質ベースでおよそ 38％成
長したと推定され、現在では年間 31 億 US ドルである(OECD 
2010; Gutman and Davidson 2008)。地球環境ファシリテ
ィ（GEF)は、生物多様性条約の遂行のために、2010～2014
年の間に、その前の 4 年間より 29％増の 12 億 US ドルを提
供するだろう。 

生物多様性のための財源を増やすために、革新的な金融メカ
ニズムが必要だと考えられるようになっている。これらは、生
態系サービスに対する支払い、生物多様性オフセット、環境に
配慮した財政改革、国際的な開発金融の新しい源泉となるグリ
ーン製品や生物多様性の市場などである。その一例である「森
林減少・劣化からの温室効果ガス排出削減」(REDD+）につ
いては第 3 章で紹介している。

生物多様性モニタリングのための情報の欠落 

生物多様性の状態に関する指標の大部分は、その顕著な減少
を示しているが(Butchart et al. 2010; CBD 2010b)、それら
の地理的分布、分類群、時系列の網羅範囲はとても限られてい
る(Pereira et al. 2010a, 2010b; Walpole et al. 2010; 
Collen et al. 2008a, 2008b)。生物多様性損失は世界的な現
象であるが、その影響は、利用可能な指標やデータが最も不足
している熱帯地方において、一番大きいかもしれない。 

生物多様性の状態の指標のうち、情報が特に欠落しているも
のは、草地と湿地の範囲、生息・生育地の状態、一次生産量、
野生種の遺伝的多様性、淡水域と陸域の食物連鎖の健全性、生
態系機能、海洋酸性化などである。直接的原因となる圧力の指
標については、汚染、陸域と淡水の生態系での過剰利用、野生
生物感染症の発生率、淡水の取水についてのデータが欠けてい
る。社会側の対応の指標については、農業や淡水漁業の持続可
能な管理、侵略的外来種の管理などについて主に欠落している。 

生態系サービスに関しても情報が顕著に欠落している
(UNEP-WCMC 2011 年の;TEEB 2010)。生態系サービスを
支える生物多様性の指標は、例えば、農業やバイオマス生産で
は景観スケール、直接の利水や水力発電生成では流域スケール、
というようにサービスを生みだす生態系プロセスが起こるス
ケールに応じて設定されるべきである。

生物多様性損失に対するその他の社会側の対応は、狩猟や汚
染を含む多くの問題に取り組む政策的措置、ならびにインフラ
整備の際の環境影響評価の強化や緩和策の実施などである。し
かし、これらに関する世界の傾向を表すデータは利用できる状 

態になっていない。愛知ターゲットのような、生物多様性に関
する世界的な目標のほとんどが、国家レベルでの行動を必要と
することをふまえると、国の生物多様性データは、世界の目標
の達成度を把握する上で極めて重要であり、また国家戦略に組
み込むためにも重要である。国の絶滅危惧種に関するレッドリ
ストは、国レベルの生物多様性データのうちの一つであり、目
標の達成度の調査や、保全の際の優先順位の設定において、適
切な情報源となりうるものである(Zamin et al. 2010)。もっ
とも、それ以外にも適切な情報を提供できるものはある(Jones
et al. 2011)。地球規模生物多様性観測ネットワーク（GEO
BON）が、将来のモニタリングの取り組みに重要な貢献をす
ると期待され(GEO BON 2011)、生物多様性指標パートナー
シップが(BIP 2011)、世界および国の愛知ターゲット達成と、
国々の生物多様性戦略および行動計画のための生物多様性指
標の開発を支援している。

予測、シナリオ、将来展望 
時間枠で不確実性が増加することを認識しつつ、この節では、

比較的短期の政策提言を視野に、短期的な予測からより長期的
なシナリオまで、生物多様性の研究を総合する。これは、21
世紀中の生物多様性の変化についての予測とシナリオに関し
ての共通見解を見出すために、多岐にわたる分野の科学者たち
が協力して作成された GBO-3 の中で分析された生物多様性
シナリオ (Leadley et al. 2010; Pereira et al. 2010a) に強
く依存している。

定量的な予測やシナリオの方法論は十分に進歩しているが、
数々の研究のレビューで報告されている変化の予測範囲はか
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マダガスカル－キツネザルを含む多くの固有種が生息する世界
的な生物多様性ホットスポット－は、生物多様性・生態系の保
護のための新しい資金の調達のため「生態系サービスへの支払
い」制度を取り入れている。© Tdhster/iStock



なり広い。その理由は、より良い政策の介入の余地が大きいた
めと、予測に大きな不確実性があるためである。グローバルな
変化が生物多様性に及ぼす影響についての予測は、21 世紀に

政策への提言 
ここまでに収集された知見から、持続可能な環境を支援する

積極的な姿勢がとられれば、生物多様性と生態系サービスの悪
化をくい止められることが示唆される。UNEP の「予見イニ
シアティブ（Foresight Initiative）」からの情報(Peduzzi et al.
2011)を加えて、全体として以上を総合すると次のことが示唆
される。

・陸地は、生息・生育地消失の速度を減少させるために、
もっと効率的に使用されなければならない。

・気候変動の緩和は緊急を要し、2010 年のカンクンでの
UNFCCC 会合で合意された地球平均表面温度の変化の
目標である２℃付近または、それより小さくても、ティッ
ピング・ポイントに至る重大なリスクが存在する。

・生態系サービスに対する支払いと国民会計のグリーン化
は、もし適切に適用されれば、生物多様性を保護する手助
けとなり得る。

・保護区そのものだけでは、2010 年までに生物多様性損失
の速度を低下させるという目標を達成するには十分では
なかった。

・海洋生態系が崩壊する可能性があるため、海域のガバナ
ンスに対して、生態系を基盤にした統合的なアプローチが
必要である。

・地域コミュニティの参画と支援の重要性を認識し、確実
に、政策が統合され、コミュニティに配慮し、コミュニテ
ィを含めるようにすることが極めて重要である。このこと
は、保全戦略、地域の文化や言語の保存、遺伝資源と伝統
的知識の取得機会と利益配分にも適用される。

展望についての要約 
主な生物多様性の目標達成の進展についての要約を、表 5.2

に示す。これは、専門家の見解に基づくもので、データおよび
政策の欠落している点についても概説している。生物多様性及
び生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム
（IPBES）が、科学と政策をつなぐことに、今後、重要な役割
を果たすことが期待される(Perrings et al. 2011)。 
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出典: Pereira et al. 2010a
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図 5.16  種の変化のシナリオ

わたって、種の絶滅（図 5.16）、自然の生息・生育地の損失、
ならびに種と生物群系の分布と量における変化が継続し、多く
の場合加速していくことを示している。生態系が急激に変化す
るポイント、いわゆるティッピング・ポイントに至る、潜在的
な閾値、フィードバックの振幅、そしてタイムラグ効果は、そ
の範囲の幅が広いと考えられ、グローバルな変化による生物多
様性への影響の予測を困難にする。また、一度それらが始まれ
ば制御は困難で、それらが起こった後では、元の状態に戻すに
は時間もコストもかかる。多くの重要なケースにおいて、生態
系サービスの衰退は種の絶滅と密接に連動して進行し、種数を
減らし、種と生物群系の分布を変化させる。しかし、生物多様
性の保全といくつかの生態系サービス、特に供給サービスの保
全はしばしば相反する。生物多様性を変化させる駆動要因を緩
和し、かつ順応的管理戦略を開発するための国際、国、地方の
レベルでの強い行動が、早急に包括的に適切に実行されるなら
ば、望ましくない危険な生物多様性の変化を著しく抑制または
回復させることができるだろう。

100万種年（ここでは100年に1万種）当たりの絶滅種数（E/MSY）、対数目盛 

100 000

21世紀（シナリオ）
（21世紀の絶滅予想は複数の研究者グループによる異なる予測が併示されている）
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鍵となる課題とゴール 現状と傾向 展望 欠落している点

生息・生育地の損失
と衰退の駆動要因

C 圧力が増加し続けている。
例えば、農業やインフラ設備
の開発など。

圧力が今後も増加。 様々な駆動要因の影響を受ける生息・
生育地の範囲と状態についての傾向の
定量化。

搾取のレベル C 大部分の種が乱獲によって脅
かされている。
一方、少数の種に関しては、
合法的な国際取引の管理に成
功している。

圧力が今後も増加。 不正取引を含む、特に地方や国レベル
で行われる搾取に対する体系的な対策。

侵略的外来種の
拡散と影響

B/C 侵略的外来種の個体数と分布
は、量的に評価された場所につ
いては増加している。一方で、
影響が緩和され、分布拡大が抑
制された事例もある。

一部地域の例外を除いて、
拡大と影響が継続する。

開発途上国での事例の数および 影響。
地方または 国レベルでの政策の実施と
その有効性。

汚染物質の影響 B 汚染の影響が一般的に増加して
いるが、1990年代以降の窒素
沈着は、横ばい状態になってい
る可能性がある。

特定の汚染物質に対する
一部地域の例外を除い
て、圧力が増加。 

窒素以外の汚染物質の濃度の傾向。

気候変動の影響 C 全生態系において、生物季節、
量、分布、群集構成への影響が
増している。

圧力が今後も増加。 個体群の推移に及ぼす影響と、他の脅
威との相互作用。

2. 生物多様性の状態を改善する (注釈 1, 2, 3, 4, 7, 8, 9, 11, 12； CBD 愛知ターゲット 11～13)

野生生物の遺伝的多様性 ? 農作物および飼育動物の遺伝的
多様性は低下している。野生種
においては評価されていない
が、低下しているようである。

減少傾向が続く。 野生個体群の遺伝的多様性に関する
データ収集。

生物の個体群数 C 世界規模で減少していて、熱帯
域および淡水生態系の生物、食
用・薬用に利用されている海洋
生物種が最も急激に減少してい
る。一方で、北アメリカの水鳥
をはじめ効果的な保全活動によ
る例外はある。

減少傾向が続く。 植物と無脊椎動物に対する傾向。
熱帯域の調査対象範囲がまばらである。
体系的なモニタリングの事例は先進国
における鳥類に限定されている。

種の絶滅リスク C 複数分類群の13～63％の種が絶
滅に瀕している。情報のある場所
では、種の減少傾向が続いている
（サンゴが最も急激に減少）。

減少傾向が続く。 植物、無脊椎動物、および評価がなさ
れていない脊椎動物に対する傾向。
国レベルでの絶滅リスクの傾向。

生物群系（バイオーム）、
生息・生育地および生態
系の、規模と状態と保全
性

C 傾向がわかっているすべての自
然の生息・生育地で減少してい
る。例えば、森林、マングロー
ブ、海草、サンゴ礁など。一方
で、温帯地域の国々での森林再
生の事例がある。

減少傾向が続く。 森林地帯以外に対するものも含めて、
一定の手法で継続されたリモートセン
シングによるモニタリング。状態と分
断化の計測・評価基準。

3. 生物多様性から得られる持続可能な恩恵（生態系サービス）を強化する (注釈 1, 2, 3, 4, 9, 11, 12； CBD 愛知ターゲット 14–16)

食用・薬用に収穫され
る生物種の状態

C 絶滅リスクは、食用・薬用に収
穫される種の方が、他の種より
も高い。

現在、恩恵は持続可能性
がなく、減少する見込
み。

植物と無脊椎動物に関する傾向。全体の
データを小規模の生活用、あるいは大規
模/商業用に分解して当てはめること。

天然資源の公平な利用 C 一部の国では平均寿命に対して、
一人当たりのエコロジカルフッ
トプリントが高く、また増加傾
向にある。これは、資源の利用
が非効率的で、多くの場合、持
続可能でないことを示している。

利益配分において大きな調
整を行い、人間の福利が強
化されると世界のエコロジ
カルフットプリントが削減
される可能性がある。

世界における自然資源の利用の強度や
規模に関する空間分解能データや時間
分解能データなど、フットプリントの
分析に適したデータ。

表 5.2  ゴールに向けた進展（表5.1を参照）

A: 著しく進展
B: ある程度進展

C: 進展がほとんど無いか全く無い
D: 悪化している

X: 進展を評価するには時期尚早 
?: データ不十分

1. 生物多様性への直接的な圧力を減少させる (注釈 4, 6, 7, 13； CBD 愛知ターゲット 5～10) 
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4. 生物多様性を保護するための社会側の対応を強化する (注釈 1, 2, 3, 4, 6, 7, 8, 9, 10, 12, 13； CBD 愛知ターゲット 1–20)

保護区について、その
大きさ、生物多様性の
カバー率、保全性

B 保護区の面積率は陸域では
13％近くに達したが、海洋
では1.5％未満である。幅広
いエコリージョンが含まれて
いるが、完全に保護された生
物多様性保全のカギとなるサ
イトの割合は低い。

政府が誓約を果たせば、保護
区の面積は増加するだろう。
生物多様性の保全のために
は、より注意深いサイト選定
や、より優れた管理が必要と
なる。管轄の不明瞭さや対立
は解決される必要がある。

保護区の有効性についての検証デー
タ、および管轄の不明瞭さと対立に関
する情報。

先住民やコミュニティに
よって保全される区域
(ICCA)、自然の聖地
(SNS)、およびその他の
コミュニティに管理され
る自然の区域について、
その大きさ、生物多様性
のカバー率、保全性

B コミュニティがガバナンスや
管理を行うケースの大部分は
国の承認なしで行われている
か、新たに展開されている。
生物多様性損失の外部からの
駆動要因や他の要因が、生物
多様性を保全するICCAやSNS
や他のそのような区域を弱体
化させる。

重要性が増すだろう。
意思決定の際の地域コミュニ
ティの権限の強化が、保護区
に関わる政府役人の認識を高
めることと共に必要となる。

これらの区域の位置、範囲、法的地
位、および有効性に関するデータ。
これらの区域について国家が適切に
認識し支援ができるようにする仕組
み。

REDD+や、生態系サー
ビスに対する支払い
（PES）といった仕組
み。

B 生物多様性が気候変動の影響
緩和と、気候変動への適応を
支えているという観点から、
REDD+やPESの仕組みの開発
が増えている。

REDD+やPESの対象範囲は
拡大する見込み。これは生
物多様性保全のための好機
と脅威のどちらにもなりう
る。

コミュニティに管理されているREDD
+区域の数や面積、あるいは、生態系
ベースの構成要素を備えた国の適応戦
略の数、といった潜在指標。

持続可能に管理された
生産区域の割合

C 持続可能に管理されている
と認証された区域は増えて
いるが、その割合は小さ
く、地理的にも偏りがあ
る。

特に先進国では、認証された
生産地面積が増加している。

生物多様性保全にとっての有効
性。認証されていない区域でのこ
れらのアプローチの影響。

侵略的外来種に対処す
る政策的対応

B 関連する法律を持った国々の
割合が増加しているが、その
運用や国境を越えた協力は不
十分である。

政策的対応は増加してい
るが、相当の運用改善が
なければ、効果はない。

運用状況と有効性に関するさらなる
データ。

種を回復させるための
活動、サイトの保護、
生息・生育地の復元

B 多くの地域の例から、保全活
動が成功すれば、種の絶滅を
防ぎ、生息・生育地を復元
し、サイトが保全できること
が示されている。しかし、こ
れらの取り組みは依然として
不十分である。

コーディネート、連携の改
善が期待されるが、自力で
は不十分なままだろう。

種の回復と復元に関するさらなる
データ。

遺伝資源の取得機会と
利益配分に対処する国
家としての仕組みを
持った国の数

B 遺伝資源の取得機会と利益配
分に関する名古屋議定書の合
意は、著しい前進であり、署
名国が増加し、関連する法律
を定めた国が増えている。

名古屋議定書の実施によっ
て、この問題が効果的に対
処される可能性がある。

取得機会と利益配分に関する合意
や受益者に関するデータと、遺伝
資源を利用することによる恩恵や
持続可能性に関するデータ。

持続可能な資源の利用
と保全を支える伝統的
知識の指標としての言
語と話者の数

C 言語と話者の数が減少しつつ
あり、持続可能な利用と保全
を支える伝統的知識がより少
なくなっていることが示唆さ
れる。

生物多様性の慣習的かつ持続
可能な利用、ならびに土地保
有権の確保をサポートするな
どの適切な仕組みが、伝統的
知識の減少をくい止めるのに
役立つ可能性がある。

世代間での伝統的知識の受け継ぎやイ
ンセンティブの供与を把握するための
指標。
社会生態学的なレジリエンスを推定す
るための、伝統的知識の保持に関する
指標。

表 5.2  ゴールに向けた進展（表5.1を参照）つづき

注釈: 1. CBD Article 1; 2. CBD Article 6; 3. CBD Article 8j; 4. CBD Article 10; 5. CBD COP 7 Decision VII/28 Paragraph 1.2.3; 6. CBD COP 7 Decision VII/30 Annex II;

7. Agenda 21 Chapter 17 Paragraph 86; 8. CMS 1979 Preamble; 9. CITES 1973 Preamble; 10. ICPP Article 1; 11. Ramsar Article 3; 12. ITPGRFA Article 1 Paragraph 1.1;

13. Cartagena Protocol on Biosafety Article 1.
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主要メッセージ 

化学物質と廃棄物による人や環境への影響について

の科学的知見は、広範囲に及んでいるが不完全である。

それは化学物質の使用、排出、暴露の経路、およびその

影響について、特定の情報やデータが欠落しているため

である。したがって、化学物質と廃棄物の複雑な特性や、

環境への影響についての世界の認識は極めて不十分で

ある。第４次地球環境概観（2007）は、データが世界的

に不完全であること、多くの地域にとって化学物質によ

る汚染の大きさと、その汚染による環境や人の健康への

影響について、評価することが重要であることを示した。

しかしその時以降、ほとんど何も起こっていない。国連

の事務総長は、持続可能な開発委員会(CSD)への廃棄物

処理のための政策オプションに関する 2011 年 5 月の報

告書において「廃棄物のシナリオに関して、データ、情

報、知見が不足していることなどが、廃棄物の効果的な

処理や最小化に際しての障害となっている。」と述べた。

また、都市における廃棄物処理に関する国連ハビタット

報告書は「廃棄物を削減することが望ましいにもかかわ

らず、通常それはどこにおいてもモニターされていな

い。」と表明した(UN-Habitat 2010)。 

過去 10 年で、化学物質の生産が、経済協力開発機構

（OECD）の国々から BRIC（ブラジル、ロシア、インド、

中国）および他の開発途上国へ移行したが、その間、販

売は倍増し、多くの新しいタイプの化学物質が開発され

た。世界生産における OECDの市場占有率は、今や 1970

年より 9％減っている。この移行の多くは、主要な新興

経済国によるものである。2004 年に、中国が BRICの生

産のうち、48％という最大の市場占有率を占め、ブラジ

ルとインドが各々20％で続き、ロシアが 12％である

(OECD 2008b)。化学物質の消費についても、開発途上国

のそれは、先進国の消費よりはるかに速く成長しており、 

2020 年までに世界の消費の 3 分の 1 を占めることもあ

り得る。 

化学物質は人の生活、経済発展、繁栄に重要な役割を

果たす一方、環境や人の健康に悪影響を及ぼすことがあ

る。開発途上国や移行国には、これらの影響を制御する

能力に限界があるということと合わせて、それらの影響

の多様性と予想される結末を考えれば、化学物質と廃棄

物を適正に処理することが、分野横断的に極めて重要な

課題である。世界保健機構(WHO)による最近の研究

(Prüss-Ustün et al. 2011)では、環境中の化学物質へ

の暴露が原因で、2004 年に 490 万人が死亡したことが

示された。多くの地域で、有害廃棄物が、都市廃棄物ま

たは固形廃棄物と混ざり合ったまま投棄されるか、屋外

焼却されるかのいずれかになっている(UN-Habitat 

2010)。 

化学物質による世界の汚染は、持続可能な発展や生計

にとって重大な脅威である。その問題は、人類と生態系

のいずれにも影響を及ぼし、低濃度または致死に近い濃

度の単一化学物質あるいは混合化学物質への長期暴露

による悪影響をもたらす。現在、水域環境から採られた

水や魚のサンプルの 90％以上は、農薬によって汚染さ

れている。暴露された農業労働者の約 3％が、毎年、農

薬の激しい中毒症状に苦しんでいることが推定値によ

って示されている(Thunduyil et al. 2008)。残留性有

機汚染物質(POPs)による汚染が、北極や南極地域のよう

な特に影響を受けやすい遠隔地で広がっている。 

次のような新たな問題が出現し、それらによる健康や

環境に及ぼされる害についてもっと良く理解し、その害

を防ぐために迅速に行動することが必要となっている。 
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つまり電子電気機器の廃棄物（電子廃棄物）の適正な

処理、内分泌腺かく乱化学物質、環境中のプラスチッ

ク、屋外焼却、そしてナノ材料の製造と使用などであ

る。電子廃棄物は、年間 2,000～5,000 万トンと見積

もられる、世界で最も急成長している廃棄物の流れ

であり(Sch- warzer et al. 2005)、21 世紀の主要な

環境諸課題の一つになった。そのことに対し特に関

心が高まっているのは、水銀や鉛などの重金属、臭

素化難燃剤(BFR)のような内分泌腺かく乱物質とい

った有害物質を含んでいるからだけでなく、回収し

てリサイクルできる、金、パラジウム、レアアース

金属といった多くの戦略上重要な金属を含んでいる

ためである。ナノ材料あるいはナノ粒子については、

それを含む製品が焼却処分や、埋められたり、長時

間かけて分解されたりする時に、それらが製品から

放出されるか否かについて、ほとんど知られていな

いから、重大な廃棄物処理の問題を引き起こす可能

性がある。ナノテクノロジーに関して適正な意思決

定を行う仕組みについて、先進国の規制当局間で、

さらに開発途上国の規制当局間で、多くの論争が誘

発されている。 

これらの問題に効果的に対処するには、より良い情

報を収集し、化学物質、放射性物質、廃棄物の処理に

向けた統合的な取り組みが必要である。またその取り

組みは、改善された環境ガバナンスによって、適宜、

支援されることが必要である。化学物質と廃棄物の諸

条約、つまりバーゼル条約、ロッテルダム条約、スト

ックホルム条約の間で、もっと大きく協力したり調整

するプロセスが行われることによって、さらに求めら

れるべき意識の向上、知識伝授、能力向上、国による

実施、を促進する機会が提供される。 
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序文 
248,000 を超える化学品が、商業的に利用可能であり(CAS 

2011)、それらは規制やインベントリのシステムの対象になっ
ている。化学物質は、農業、医療、工業生産、エネルギーの抽
出と生成、公衆衛生、そして病原菌媒介生物の抑制などにおい
て、人類に役立つ恩恵を提供する。化学物質は、特に妊産婦の
健康を増進し、乳幼児死亡を減らし、食糧安全保障を確保する
といった開発目標や社会目標を達成する際に重要な役割を果
たし、またそれらの生産や管理が進歩したことで、使用の安全
性が高まった。しかしそれでも、それらに内在する有害性のた
めに、化学物質のいくつかは、環境や人の健康に危険をもたら
す。多くの化学物質への同時暴露は、カクテル効果または相乗
効果によって、その影響を悪化させるだろう。 

化学物質は、原料の取り出しから、生産諸過程、輸送、消費
を通して、最終廃棄物処理に至るまでのライフサイクルの多く
の段階で放出される。それらは、室内環境、食糧、飲料水を通
して、また土壌、河川、湖を通して分散される。残留性有機汚
染物質(POPs)および重金属のような、いくつかの長命の化学
物質は、全世界に運ばれ、一部は、熱帯雨林、深海、あるいは
極地域のような直接人間の手のおよばないような環境にも到
達する。そして、食物連鎖を通して、すばやく生物濃縮されて、
人や野生生物の中に毒作用を引き起こすことがある。 

化学物質から構成される製品は、多くの場合、それらの使用
が終わった段階で有害廃棄物となり、当初の便益の価値を下げ、
開発の利益を打ち消すことがある付加的な汚染の危険性を生
み出す。一般的な汚染は、不法投棄や規制されていない屋外焼
却によるものであり(UN-Habitat 2010)、最近の数十年間で
多少の進展はあったものの、世界のいくつかの地域では増加す
らしている。取り締まりが出来ていない原因の多くは、制度や
規制の枠組みの不備といった要因にある。またそのような欠陥
が、先進国から開発途上国への有害廃棄物の越境移動の増大に
も影響している。開発途上国ではコンプライアンス、モニタリ
ング、規制が不十分となる傾向があり、先進的な廃棄物処理業
務を実行する財政的および技術的な能力が限られている。この
越境移動によって、人口のより大きな部分を占める人々に対す
る暴露が急速に増加する危険があり、また特に女性や子供にと
って、多くの場合、関連する重大な健康問題が引き起こされる。 

おおまかに言って、先進国と開発途上国では有害廃棄物処理
の進み方が異なる。先進国は一般的に、化学物質の有害廃棄物
を処理するための包括的システムを持っているが、開発途上国
は一般的に持っていない。開発途上国および移行国は、多くの
種類の廃棄物を分類して適正に処理する能力がほとんど無い
ため、それらを一緒に埋める簡単な埋立処理を行っていて、そ
の解決に苦労している。 

多くの開発途上国は、「有害廃棄物の国境を越える移動及び
その処分の規制に関するバーゼル条約」(Basel Convention 

1989)のような、化学物質と廃棄物に関する多国間環境協定に
批准しているが、必ずしもこれらに沿って包括的に国の法令が
策定・整備されているとは限らない。さらにこの問題の分野横
断的な性質を考えると、ほとんどの開発途上国での化学物質の
規制や管理が農業、産業、労働、健康を含むいくつかの省にま
たがり、その上、各省内のいくつかの機関にもまたがっている。 

ほとんどの国々で、特に暴露の危険性が高いのは、人口のう
ちの最も貧しい人たちである。その原因は、職業上での暴露か、
貧しい生活環境か、清浄水や食糧を入手できないためか、汚染
（発生）地域に居住しているためか、化学物質の有害な影響に
ついて知識不足であるためか、またはこれらの要因が組み合わ
さったものである。 

放射能汚染は、環境と健康にとって潜在的な有害性を持つ、
もう一つの汚染源である。放射能は、制御された放出や廃棄物
処理によるものと、事故による放出の両方からもたらされる。
放射性核種の大気環境や水生環境への制御された放出とは、多
くの場合、公的に認められたレベルと形での放出となっている。
一方で、制御されていない放出が、事故の結果として、また核
兵器実験により残されたレガシーサイトで、発生しているかも
しれない。産業、研究、医療からの放射性廃棄物の処理や廃棄
に関しては、ほとんどすべての国々が関与し、原子力発電所か
らのものと同様、廃棄物の容量、放射能、その他特性に応じて
様々なアプローチが要求される。 

当初、化学物質と廃棄物を管理するための法律文書は、問題
が起きてからの対応で、断片的で個別的であったと考えられ、 



部分的には成功したが部分的にはうまくいっていない。例えば、
オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書
(UNEP 1987)は、オゾン層を破壊する物質の影響を削減する
ことに効果があったが、一方で、バーゼル条約(1989)は、有害
廃棄物の越境移動を削減しようと苦闘している。しかし、過去
十年で著しい進歩があり、規制のための法律文書は、現在、化
学物質のライフ・サイクルや、廃棄物の発生や処理と化学物質
との関係が、より良く幅広く理解されるようになったことで好
転しつつある。バーゼル条約、ロッテルダム条約、ストックホ
ルム条約に共に成果がもたらされるよう取り組んでいくこと
が、化学物質の全ライフ・サイクルにわたる対処を行うための
第一歩となる。またこのことは、「国際的な化学物質管理のた
めの戦略的アプローチ」（SAICM）の制定や、水銀に関する国
際協定に向けて現在行われている交渉にも当てはまる。同様に、
「放射性廃棄物管理の安全性及び使用済み核燃料管理の安全
性に関する条約」が制定されたことは、著しい前進である。し
かし、これらの取り組みが国家レベルで続けられ完全に根を下
ろすようにするには、化学物質と廃棄物についてのより一層の
科学に基づいた理解、開発の規範と持続可能性の規範とをバラ
ンスさせるための政策を作成する力、技術革新と社会的責任と
を結び付ける官民のパートナーシップ、包括的な能力向上のた
めの資金配分、のためにさらなる投資が必要である。

国際的に合意された目標 
本章では、化学物質と廃棄物に関する国際的に合意された目

標の進展について評価する。その諸目標は、GEO-5 ハイレベ
ル政府間諮問パネルが、多国間の重要な環境協定および関連す
る協定や宣言の中から選定した目標であり、さらに大陸域協議
において検討され優先順位付けされたものである。現在のデー
タ不足は、化学物質と廃棄物処理の多くの面で大きな制約とな
っているが、目標の選定を妨げる理由とは見なされていない。
評価の対象とされた諸目標を表 6.1 に示す。

1970 年代と 1980 年代において、化学物質と廃棄物が人の
健康や環境に影響を及ぼしたことが、多くの重要な国際協定を
創設させることにつながった。これらの協定は、2002 年のヨ
ハネスブルグでの「持続可能な開発に関する世界首脳会議」
(WSSD)から発せられたものなど、他の関連する目標ベースの
国際協定や宣言に沿ったもので、環境に配慮したデザイン、生
産、消費、化学物質と有害廃棄物のリサイクルや処分に対して、
特定の目標を体系化して実行に移すための枠組みを構成して
いる（Box 6.1）。またこれらの目標は、ミレニアム開発目標
(MDG)、特に、極貧と飢えを撲滅するための MDG 1、およ
び環境持続可能性を確保するための MDG 7 を背景に据える
考慮がなされている。MDG 7 は、安全な飲料水と衛生施設へ
のアクセスを改善するためのターゲットと共に、オゾン破壊物
質に対する明確なターゲットも含んでいる。

国際協定の発展に極めて重要である広範な一連の原則は、次
のようなものからなる。有害廃棄物と特定の有害化学物質の越 

化学物質と廃棄物の適正な処理に関する目標は、資源効率を
向上させながら、人の健康や環境を保護することを目指す。そ
れらは 6 つのテーマに分類される。 

・残留性有機汚染物質と重金属などの化学物質の全ライフ
サイクルにわたる適正な処理、および廃棄物の適正な処
理;

・有害化学物質の貿易に責任を持たせることに加えて、有
害廃棄物の越境移動の規制;

・国、大陸域、世界レベルの監視システムに加えて、透明
性のある科学的根拠に基づくリスク評価とリスク管理手
順;

・化学物質と廃棄物を適正に処理する能力を国々が強化す
るための支援;

・すべての汚染源からの海洋環境の保護と保全;
・放射能と核廃棄物に関する安全管理
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Box 6.1 多国間の環境協定および化学物質の適正
な管理

化学物質の適正な管理は、1998 年「国際貿易の対象とな
る特定の有害な化学物質及び駆除剤についての事前のかつ
情報に基づく同意の手続に関するロッテルダム条約」や、
2001 年「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」
（いずれも 2004 年以降に発効）など、17 の様々な多国間
協定によって対処される。さらに、2006 年に、第１回国際
化学物質管理会議が、「国際的な化学物質管理に関する戦略
的アプローチ」(SAICM)を制定した(SAICM 2009)。これは
2020 年までに世界中の化学物質の安全管理を達成するため
の、多様な利害関係者に関わる政策の枠組みである。これま
でのところ、300 を超える活動が、SAICM の「世界行動計
画」の下で実施された。汚染物質の排出移動登録(PRTR)が
促進され、現在、ちょうど 23 か国が、機能する国内登録を
開設したところである。「化学品の分類および表示に関する
世界調和システム」が、危険有害性の周知に備えるために制
定された。それには、化学物質に内在する有害性に沿って化
学物質を分類するために必要な基準がすべて含まれている。
しかし、多くの諸課題が残っており、化学物質の適正な管理
に関する優先順位の欠落、法律制定の限界、情報不足、汚染
現場を改善するための活動資金を含む適正財源の不足が、今
だに 2020 年の目標を達成するに当たっての主たる障害であ
る(CSD 2010)。 

境移動に対する事前告知に基づく同意； 国の公表による透明
性； 化学物質と廃棄物を環境上適正に処理すること； 廃棄物
発生の抑制； 予防的措置； 汚染者負担の原則である。これら
は、規制措置を実施し、環境状態をモニタリングし、コンプラ
イアンス制度などの一定の義務を課して、取り組まれる。また、
能力向上やトレーニング、国際協力、相乗作用、パートナーシ
ップなどの支援を提供するメカニズムを伴ってなされる。



172 第１部：現状と傾向 

持続可能な開発と人の健康と環境の保護のために、ライフサイクルを考慮に入 れた化学物質
と有害廃棄物の適正な処理のためのアジェンダ２１で促進されている誓約を更新する。とり
わけ、環境と開発に関するリオ宣言の第１５原則に記されている 予防的措置に留意しつつ
(UNCED 1992a)、透明性のある科学的根拠 に基づくリスク評価手順と科学的根拠に基づく
リスク管理手順を用いて、化学物質が、 人の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最小化す
る方法で生産、使用されることを 2020年までに達成することを目指す。
また技術および資金協力を行うことにより、発展途上国が化学物質と有害廃棄物の適正な処
理を行う能力を高めることを支援する。

開発途上国への資金、技術、その他の援助により、環境への悪影響を最小限に抑え、資源
効率を向上させるために、政府当局とすべての利害関係者が参加しつつ、 廃棄物の発生を
防ぎ、あるいは最少化し、再利用、リサイクル、環境に優しい代替物質を、最大限に活用
する。

第23節(ｇ) 水銀とその化合物に関する国連環境計画（ＵＮＥＰ）のグローバルアセスメントなどの関
係する研究を見直すこと等を通じて、人の健康と環境に害を及ぼす重金属によるリスクの
軽減を促進すること。

残留性有機汚染物質に関するストックホル
ム条約 (Stockholm Convention 2001)
の第１条

残留性有機汚染物質から人の健康と環境を保護すること。

国際貿易の対象となる特定の有害な化学物
質及び駆除剤についての事前のかつ情報に
基づく同意の手続に関するロッテルダム条
約 (Rotterdam Convention 2001)の第1条

特定の有害な化学物質の特性についての情報の交換を促進し、当該化学物質の輸入と輸出に
関する各国の意思決定の手続を規定し並びにその決定を締約国に周知させることにより、人
の健康と環境を潜在的な害から保護し並びに当該化学物質の環境上適正な使用に寄与するた
めに、当該化学物質の国際貿易における締約国間の共同の責任と共同の努力を促進すること。

有害廃棄物の国境を越える移動及びその
処分の規制に関するバーゼル条約(Basel 
Convention 1989)の前文

有害廃棄物及び他の廃棄物の発生及び処理から生ずることがある悪影響から人の健康及び環
境を厳重な規制によって保護すること。

1973年の船舶による汚染の防止のため
の国際条約に関する1978年の議定書
（マルポール条約）(MARPOL 1973/78)
の第17条

条約の締約国は、他の国際機関との協議で、またUNEPからの支援およびUNEP事務局長と
の調整によって、以下の領域での技術援助を必要とするかもしれない締約国に対して、必要
な支援を促進する義務を引き受ける。この条約の意図および目的の実現を促進するため、で
きれば関係する国々の中で、以下が為されることが望ましい。
a) 科学および技術スタッフのトレーニング；b) 必要とされる設備やモニタリング装置の取
得；c) 船による海洋環境での汚染を防ぐかまたは減らすことを求める追加の措置および条件
の採択を緩和すること；d) 研究の奨励

廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の
防止に関する国際条約（ロンドン条約）
(London Convention 1972)の第２条

締約国は、個々におよび共同で、すべての汚染源から海洋環境を保護し保全するものとし、
また、締約国の科学的、技術的、経済的な能力に応じて、廃棄物あるいはその他の物の海上
での投棄あるいは焼却によって引き起こされる汚染を防ぎ、低減し、できれば廃絶するため
に有効な対策を取るものとする。

第12条 締約国は、次の物によって生じる汚染から海洋環境を保護するための措置を、権限
のある専門機関およびその他の国際団体によって促進することを誓約する。
(a)炭化水素（油を含む）およびその廃棄物

アジェンダ21(UNCED 1992b)の第22章3節 この計画領域の目的は、放射性廃棄物管理および安全への対話的で統合的な取り組みを行う
広い枠組みの中で、人の健康および環境を保護することを前提に、放射性廃棄物が安全に管
理され、輸送され、格納され、配置されることを確保することである。

使用済燃料管理及び放射性廃棄物管
理の安全に関する条約(IAEA 1997)の
第1条

この条約の目的は、以下のとおりである。
(1) ・・・、使用済燃料管理及び放射性廃棄物管理の安全を高水準で世界的に達成し、
かつ、維持すること。(2) 現在および将来において電離放射線による有害な影響から個人、
社会および環境を保護するために、将来世代の必要および願望を満たすことを阻害するこ
となく、現在世代の必要および願望を満たすことができるように、使用済燃料管理及び放
射性廃棄物管理のすべての段階において潜在的な危険に対する効果的な防護を確保するこ
と。(3) 放射線による影響を伴う事故を防止すること、また、使用済燃料管理または放射性
廃棄物管理のいずれかの段階において事故が発生した場合にはその影響を緩和すること。

表 6.1  化学物質と廃棄物に関して国際的に合意された目標（選定されたもの）

ヨハネスブルグ実施計画(JPOI)(WSSD
2002)の第23節
(ヨーロッパとアジア太平洋地域での大陸
域協議において優先順位が高い)

第22節
(アジア太平洋地域での大陸域協議において
優先順位が高い)

現状と傾向 
第 4 次地球環境概観(2007)は、世界レベルでのデータが不

完全であることを示した。そのため多くの大陸域が化学汚染の
大きさと、それが環境や人の健康に及ぼす影響を評価すること 

を課題とした。5 年経過したが、ほとんど変わっておらず、こ
の空白を埋めるために世界的な努力が必要である。次回の
UNEP 地球化学物質概観レポートは、化学物質を適正に処理
する国際的行動をさらに促進できるよう、評価して優先順位を
設定する枠組みの提供を目指すべきである。 
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Box 6.2  ヨハネスブルグ実施計画(JPOI)
(WSSD 2002)の第23節

課題 

人の健康と環境を保護するための化学物質のライフサイク
ル全体にわたる適正な管理。 

関連する目標 

化学物質が、人の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最小
化する方法で使用、生産されることを２０２０年までに確保
すること。 

指標 

化学物質と廃棄物に関する 3 つの条約（バーゼル、ロッテル
ダム、ストックホルム）の調印国の数； 
調印国によって講じられる実行計画の数。 

世界の傾向 

いくつかの進展。 

最も脆弱なコミュニティ 

開発途上国の労働者、女性および子供、ならびに世界中の消
費者 

最も懸念される大陸域 

アフリカ、中南米、アジア

図 6.1  バーゼル条約の締約国による国の報告書の送付、 1999～2009年
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化学物質と廃棄物：データと指標 
化学物質と廃棄物の現状と傾向を特定するには、時系列デー

タを備えた一揃いの確立された指標が必要であるが、既存の化
学物質についてのデータ不足と、市場に新しい化学物質がもた
らされる技術進歩が速すぎるために、それらの指標作成が妨げ
られている。この欠陥を埋めることができるいくつかの指標を
下記に提案する。その上で、必要とされるデータを照らし合わ
せ、知識ベースを強固なものにする長期時系列を構築するため
の大幅な投資が必要である。 

廃棄物の発生、処理、リサイクルについての基礎データは取
得が困難である。有害廃棄物についてのいくらかのデータは、
バーゼル条約の事務局に提出される報告書(図 6.1)を通して利
用可能である。国際的な移動の対象となる有害廃棄物について
は、その数量、特性、仕向先、処理または処分の方法について
の情報を提供することになっている。しかしこれさえも、この
条約の 2011 年第 10 回締約国会議で報告されたように、不完
全で未証明のものである(UNEP 2011a)。有害でない廃棄物に
ついては、その発生と処分に関する世界のデータは、系統的に
公表されておらず、したがって不十分である。国連事務総長が
持続可能な開発委員会への報告書（2011 年 5 月）で述べたよ
うに、「廃棄物を効果的に処理し最小化することを妨げている
障害は、廃棄物の状況についてのデータや情報や知識の不足、
現行法に包括的な規則が欠落していること、現行法の強制力が
弱いこと、技術的組織的な能力が低いこと、人々の理解や協力
が乏しいこと、資金不足などである。」(UNCSD 2011)。 

これらの基本的なデータセットを利用可能にし、その質を向
上させることが緊急に必要である。またそのデータセットは、
国家間の比較に焦点が当てられ、適時性と経年的な一貫性があ 

り、説明力のあるものが求められる。廃棄物が、しだいに潜在
的な資源として見なされるようになるにつれて、廃棄物のデー
タや指標は、より密接に、経済や社会情報システム、物質フロ
ー勘定と結び付けられるようになるはずである。地方自治、産
業、農業、鉱業、軍事、放射能、核などにおける廃棄物の発生
を評価するには、計測可能であることが決定的に重要である。 



産業の効率や進展について、政府や地方自治体が情報を得る
手助けとなる 3 つの指標を、ここで明らかにする。世界が適正
な廃棄物処理を行なおうと意思決定するように導くには、これ
らの指標のためのデータが作成されることが必須である。提言
される重要な指標は次のとおりである。 

・処理または最終的に処分される廃棄物の数量とタイプ（固
形物、有機物、有害、無害）；

・一人当たりの廃棄物と有害廃棄物の発生量；
・リサイクルされる、都市または家庭の廃棄物量、

産業固形廃棄物量、および有害廃棄物量。

化学工業の現状と傾向 
化学工業は経済成長の主な駆動要因であり、その業績が経済

発展の先行指標である。2008 年に、世界の化学工業は、約 3
兆 7,000 億 US ドルの推定売上高を計上し(OECD 2010a)、
一年当たり 3.5％で成長している。世界中の 2,000万人以上が、
化学工業によって直接あるいは間接的に雇用されている。また、
化学工業は、激しくエネルギーを消費し、至る所で廃棄物を放
出している。

経済協力開発機構（OECD）の国々の企業が、世界生産の大
部分（2004 年に 74.5％）を占め続ける一方、OECD の市場
占有率は、現在、1970 年の時より 9％少ない。この変遷の多
くは、主な新興経済国、特に BRIC 国（ブラジル、ロシア、イ
ンド、中国）によって引き起こされた。2004 年には中国が
BRIC 生産のほとんど（48％）を占め、ブラジルとインド（各
20％）、そしてロシア（12％）が後に続いた(OECD 2008b)。
同様に開発途上国の化学物質の消費は、先進国の消費よりはる
かに速く成長しており、2020 年までに世界の消費の 3 分の 1

を占める可能性がある。一方で、いくつかのデータは、先進国
が化学物質の使用を減少させていることを示している。例えば、
国によって傾向は異なるが、OECD の国の農薬の全体使用量
は、1990～2002 年の間に 5％減少した(OECD 2008a)。ア
メリカとカナダにおいて共通である 152 種の農薬の全放出量
と移動量が 18％減少し、オゾン破壊物質の生産がほとんど停
止された。また酸性雨前駆物質の排出量が 48％減少し、オゾ
ン前駆物質が 38％減少し、そして非メタン揮発性有機化合物
が 26％減少した。それでも、すべての政府間での国際的協力
がなお必要であり、能力の向上、情報の共有、効果的な化学物
質の管理を、世界的に促進する必要がある (OECD 2008b)。
図 6.2 は、化学物質を生産している世界の主な国の売上データ
を示す。
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夜の大規模化学プラント © Tetsuo Morita/iStock 

図 6.2  国別の化学物質の売上高、2009年
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Box 6.3  OECDの廃棄物

OECD の国々で発生した都市廃棄物の量は、2007 年にお
いて推定 6 億 5000 万トン（一人当たり 556kg）を超過し、
1980 年以降、著しく上昇した。データが入手できる国々の
ほとんどで、経済成長に伴って豊かさが増し、消費パターン
が変化して、一人当たり廃棄物量発生量がより多くなる傾向
がある。しかし、過去 20 年において、廃棄物の発生は、民
間消費の GDP あるいは支出高のいずれよりも、急速な上昇
をしておらず、ここ最近は減速している。最終処分される都
市廃棄物の量や組成は、国の廃棄物処理の方式によって左右
される。都市廃棄物の処理方式は改善されているが、処分す
べき固形廃棄物量を削減することに成功したのは、わずかの
国々だけである (OECD 2010b)。 

リサイクルのための住居からの廃棄物を集めるロボット
アームを備えた市のトラック　© Paul Vasarhelyi/iStock 

世界の重要な問題としての廃棄物 
世界中の廃棄物の発生が増大し複雑化するのに加えて、世界

経済の相互依存が増すと、国々が不適切な廃棄物処理や処分操
作ヘと誘導される可能性があり、また廃棄物関連のコストが増
えて、経済や公衆サービスが維持できなくなる時が来るかもし
れない。工業生産に投入されたいくつかの資源が、廃棄物とし
て環境に戻り、有害なものになる可能性は避けられないので、
自然資源の使用量と廃棄物量の両方を削減することを目指す、
リサイクル、回収、再利用、その他運用によって、持続可能な
経済発展を支援する統合政策が必要となる。決定的に重要なこ
とは、廃棄物が発生する現在の傾向を逆転させることであるが、
それには、有害物質の量とレベルの両方を最小にする、高いレ
ベルの誓約が必要だろう。しかも不適切なリサイクルは、汚染
のリスクをもたらし、毒性物質への人の暴露を増大させる。ま
たリサイクルは、犯罪行為の偽装として悪用されることもある。 

多くの新しい化学物質が市場に導入されることによって、新
しい種類の廃棄物が生み出されている。多くの地域で、有害廃
棄物の流れは、都市廃棄物または固形廃棄物と混合され、その
後、野外で捨てられるか燃やされる(UN-Habitat 2010)。そ
のような危うい運用によって最も影響を受ける人々は、ごみ捨
て場に隣接して、働いているか生活している貧困層であるので、
このことは環境や社会正義の問題を提起する。 

グローバル化によって、原材料は、一つの国または大陸域で
生産され、もう一つの国または大陸域で使用され、第三の国ま
たは大陸域で廃棄物として処理されることになるかもしれな
い。電気電子機器はその代表例である (Schluepa et al. 2009; 
Cui and Forssberg 2003)。使用済み電子機器の処理は、それ
らの機器が難燃剤や貴金属を備え、毒性の物質やプラスチック
も含んでいるため、この業界の 2 つの側面を例証するものであ
る。機器には本来、人の健康を保護し、生計を支援し、仕事を
生み出すことに貢献する潜在力があり、また経済発展、エネル
ギー効率、自然資源の保全、を支えることにつながる廃棄物か
ら資源へのシフトを促進する潜在力もある。しかしその機器の
廃棄処理が不適切または不十分だと、人の健康に深い影響を及
ぼし、環境に重大な害をもたらす場合がある。電気電子機器の
耐用年数を延ばし、製品の中に、より無害な物質を使用するこ
とが、廃棄の負担やそれに伴う危険を減らす一つの方法である。 

都市廃棄物 
都市廃棄物の不適切な処理は、互いに増強し合う望ましくな

い結果に至る場合がある。それは環境を汚染し悪影響を及ぼし、
人の健康を脅かし、物質とエネルギーの両方の形で資源を損失
していると言える。都市の固形廃棄物処理に関する最近の国連
ハビタット報告書は、廃棄物の処理が、世界中で拡大している
問題であると指摘し、例えば、「廃棄物を削減することが望ま
しいにもかかわらず、通常それは、どこにおいてもモニターさ
れていない。」と述べ、進捗度が記録されない場合には、目的
を達成することが難しいことなど、直面している問題の複雑さ
と多様性を詳細に説明している(UN-Habitat 2010)。 

都市廃棄物は、年間一人当たり 0.4～0.8 トンで、国が排出
している全ての廃棄物の中で大きな割合を占め(OECD 2008 
b)、固形廃棄物量は、年間約 0.5～0.7％の推定率で増加して
いる。また廃棄物はタイプで分別され、現在の都市固形廃棄物
では、そのほとんど 50％が生物分解性の成分で、5～15％が
電子廃棄物であるが、これらが一緒に処分されるために廃棄物
処理の複雑さが増している。さらに廃棄物処理は、鉱業や種々
様々な製造業者による廃棄物から、農業や医療の廃棄物、家庭
の廃物まで、廃棄物を発生させる者の範囲や多様性によって複
雑になる。その上、都市廃棄物を適正に処理するために要する
費用は、市町村予算の中で継続的にかなり大きな部分を占める。 

多くの国は、ますます複雑になる廃棄物の流れに対処してい
くだけの設備を持っていない。また多くの国は、リサイクル可
能な材料からいくらかの有価物を取り出すための制度（社会的
仕組み）も施設も持っていないため、それらをやむなく都市廃
棄物の一部としている。 



ライフサイクル思考：化学物質と廃棄物から
受ける影響の範囲を特定する 

人や生態系が有毒化学物質にどれくらい暴露されているか
を最終的に決めるものは、その化学物質のライフサイクル特性
によって定義付けられる。物質の放出は、化学物質の生産時に
生じるだけでなく、その化学物質を含む製品を使用している間
に（図 6.3）、そして最後にそれらを廃棄処分する時にも生じ
る。ライフサイクル思考は、そのような物質を、持続可能に生
産し消費するための統合的アプローチを促進する。 

資源が採取され生産・製造されてから、消費・使用され、消
費の後に廃棄処分されるまで、資源を使用する全ライフサイク
ルを通して、有害化学物質の排出物や廃棄物から、望ましくな
い環境影響がもたらされる。これらの影響には、内分泌腺のか
く乱といった意図しない副作用が含まれることがあり、ほとん
どの動物の成長や生育を直に妨げ、人にも影響を与える 
(WHO 2002)。ライフサイクル分析は、そのような影響を理
解するのに役立つ有益なツールである一方で、その分析は非常
に複雑になることがある。よく起こることであるが、問題が特
定され、同じ所期の特性を持つ代替の化学物質に切り替えても、
さらに予期しない、または望ましくない結果がもたらされるこ
とがある(Muir and Howard 2010)。 

最近になって懸念を引き起こしているものは、合成生物学や
加工ナノ材料から生み出されている原材料である。新しい技術
や化学物質が、世に出る速度が加速しているため(Poliakoff et  

al. 2002)、それらが生産に投入される前に、それらの影響を
系統的、包括的に評価する様々なアプローチが必要である。化
学物質のデザインにグリーンケミストリ原理を使用すること、
またクリーン製造工程を採用することは、後々の段階での問題
の発生を防ぐのに役立つかもしれない。このような手法は、世
界の一部の地域で始められており、例えばカナダの環境モデリ
ング・化学センター(CEMC 2012)では、いくつかの技術や化
学物質に対して、暴露モデル（exposure model）が用いられ
始めている。しかし、ライフサイクル分析は、まだ普遍的で体
系的なアプローチにはなっていない。これには多分、新しい形
の国際的なガバナンスが必要だろう(Finnveden et al. 2009)。 

化学物質の数の多さや多様性、それらのライフサイクルの複
雑さのために、化学物質の影響についての科学的な理解や、そ
れらの制御に用いられる規制方針が、技術開発や経済発展より
遅れて来るという事態は避けられない。 

貧困と化学物質への暴露：脆弱なグループ 
危険な化学物質の使用や、不適切な廃棄物処理からもたらさ

れる影響（死、健康障害、生態系の衰退など）の圧倒的多数が、
貧困の状況において生じている(Sexton et al. 2011)。毒素へ
の暴露、有害な化学物質や廃棄物への暴露の危険性の増大は、
圧倒的に、そういった危険に日常的に直面している貧困層に影
響を及ぼす。それは、彼等の職業、貧しい生活水準、そしてこ
れらの化学物質や廃棄物への暴露によってもたらされる有害
な影響についての知識不足、が原因である。貧困層の多くは、 
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注釈：破線は管理オプションで、実線はライフサイクルに相当する。 出典:  Adapted from Prüss-Ustün et al. 2011

図 6.3  化学物質のライフサイクル分析



電子廃棄物のような新しい種類の毒物による危険に遭遇する
可能性がある経済のインフォーマルセクターに身を置いてい
る。リスクは、そのような暴露から受ける量だけでなく、年齢、
栄養状態、他の化学物質との複合暴露などの要因にも関係する。
子供は、成長と発達が速く、体重の割にはより大きな暴露を受
けることになるため、化学物質による健康への悪影響に特に弱
い(Sheffield and Landrigan 2011)。 

世界保健機構(WHO)による最近の研究(PrüssUstün et al. 
2011)で、2004 年に 490 万人が、化学物質への環境暴露に起
因して死亡していることが示された。固体燃料の使用から来る
屋内の煙、屋外の大気汚染、受動喫煙が、その最も大きな原因 

である。研究では、化学物質について既に知られている、人へ
の負荷が大きいにもかかわらず、多くの化学物質についてのデ
ータが不足しているために、そのことが過小評価されていると
結論付けた。 

有害廃棄物となる化学物質についての世界的な生産、貿易、
用途における変化、ならびに有害廃棄物が付随して発生する生
産に対して、必ずしもそれに対応する規制措置が実施されてい
るとは限らないために、有害化学物質を環境に放出する危険性
が増大している。ヨーロッパ、アメリカ、ロシアだけで 200
万の汚染現場があると推定されている。開発途上国や移行国の
データは、入手するのが難しく、懸念される状況にある。グロ
ー バ ル イ ン ベ ン ト リ プ ロ ジ ェ ク ト （ Global Inventory 
Project）は、ブラックスミス研究所が、国連工業開発機関
(UNIDO)、グリーンクロス、欧州委員会と共に関わっている
プロジェクトであるが、現在、最も問題のある 10 タイプの汚
染の中で、微量金属や農薬汚染を伴う世界中の 80 か国におけ
る汚染地区の状態を評価しつつある(Blacksmith Institute 
2011)。これは、意思決定を行うために、政府、国際機関、影
響を受けているコミュニティに対して、情報集約されたデータ
を与える初めての試みである。 

海洋汚染 
地球表面の 71％を覆う海洋は、さまざまな度合いで汚染さ

れ、海洋生物、漁場、マングローブ、珊瑚礁、河口地帯、沿岸
地帯が脅かされつつある。それらの汚染の約 80％は陸上の発 
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汚染された水路に沿った掘っ立て小屋、フィリピンのマニラ 。 
© Marcus Lindström/iStock 

ポリエチレンの小粒のサンプルが、29か国の56の海岸で集められ、有
機塩素化合物の濃度が分析された。PCB濃度（ここでは1グラム当たり
のナノグラムとして示される）は、アメリカ、西ヨーロッパ、日本で
集められた小粒のサンプルにおいて最も高かった。熱帯アジアとアフ
リカで集められたサンプルにおいて最低だった。この分布パターン
は、PCBの使用の地域格差を反映している0
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生源から来ている(UNEP 2011b)。海洋環境で一般的に検出さ
れる汚染物質は、農薬、化学肥料、重金属、洗剤、油、下水、
プラスチック、その他の固形物などである(UNEP 2011b)。こ
れらの汚染物質の多くは、深海や海底堆積物の中に蓄積され、
そこで小さな水産生物によって消費され、世界の食物連鎖に再
導入されている可能性がある(Jacobsen et al. 2010; Zarfl 
and Matthies 2010; Wania and Daly 2002)。海洋汚染の
残り約 20％は、海洋への直接投棄に由来する。直接投棄には、
船から日常的に放出されている油廃棄物、事故による石油流出、
地中海のような閉鎖性海域での生下水の流入などが含まれ、こ
れらは海洋生態系にとって脅威である(UNEP 2011b)。図 6.4
は、世界中の海岸に打ち上げられたプラスチック中に含まれる
PCB の分布を示す。また最も有害な汚染物質のいくつかは、
大気汚染のような面的な汚染源からもたらされている。 

残留性有機汚染物質 
残留性有機汚染物質(POPs)は、残留性、生物蓄積、長距離

移動などの共通した性質を備えた一群の化学物質である。これ
らの特性は、POPs が持つ毒性と組み合わさって、野生生物で
は海生哺乳動物などに、そして人では、特に養母や幼児のよう
な脆弱なグループに、著しい悪影響を与える。POPs への暴露
による健康影響は、神経の発達障害、内分泌系の混乱、発癌性 
などである(Diamanti-Kandarakis et al. 2009)。 

「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」は、地
球規模の行動に対する差し迫った必要に応じて2001年に採択
され、2004 年に発効した。現在、その条約は、177 の締約国
を擁し、まだ様々な国々の中に存在している POPs の量につい
ての資料の作成、またヒトの組織（血液や乳）中のこれらの物
質についての世界的なモニタリングを要請している。これは、
環境中の POPs の汚染状況や傾向、人の健康へのそれらの影響
を、モニタリングし評価するために提案された 2 つの指標のう
ちの 1 つである。ストックホルム条約は、世界的に一貫した信
頼できるデータの源泉となるよう、世界モニタリング計画
（Global Monitoring Plan）を創設した。データの収集は初
期段階にあり、今後数年のうちに、より多くのデータが利用で
きるようになるだろうが、個々の研究では、既にいくつかの物
質に対して、歴史的傾向や地域的傾向が提供されている。一つ
の例は DDT である。DDT に対して、リッターら(Ritter et al. 
2011)は、多くの個別測定から、（DDT の）ヒトの体組織中濃
度の世界規模での時系列的傾向について報告している（図 6.5）。
一般に、DDT の体内負荷量は、ここ数十年間で減少したが、
北部地域よりも、熱帯地域においてまだ相当に高い。DDT が
マラリア予防対策に使用されている所では、他のどこよりも濃
度がまだ非常に高く、際立った減少は見られない。 

POPs に対するあともう一つの指標は、選定された POPs
について、都市または工業地域と、そこから遠く離れた地域と
の両方における大気中の動向である。大気中のこれらの物質の
濃度は、食品やヒトの組織内での濃度よりももっと密接に排出
量の変化に追随し、大気の長距離移動の影響を反映する。ハン
グら(Hung et al. 2010)は、北極のモニタリング局で測定され
た様々な POPs の長期的な時間的傾向について要約を提供し
ている。北極の大気中のほとんどの物質の濃度は、一般的に低
下してきているが、その半減期は長く、多くの場合、5～10 年 
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Box 6.4  船上で発生する廃棄物

世界の船団は、8 万隻を超える船から成り、そのうち約 5
万隻の商船が国際貿易の 90％を担っている。すべての船は、
その航行中または貨物輸送時に、スラッジ、油タンクの洗浄
液であるスロップ、乗組員からの廃物、貨物の残留物などの
廃棄物を発生する。その大きさにもよるが、船は一回の航海
の間に、数百トンの汚水を発生することがある。世界の船団
には、総トン数 500 トンを越える船が 5 万隻あり、1 隻当た
り年間平均 10 回の寄港を仮定すると、50 万回の寄港が毎年
行なわれている(Mikelis 2010)。港の設備状況が、「1973 年
の船舶による汚染の防止のための国際条約に関する 1978 年
の議定書」（マルポール条約）(MARPOL 73/78)によって要
求されていて、港は船上で発生した廃棄物を集めるための適
切な受入設備を提供する。汚水の不法排出は、海洋汚染の主
な源泉となる。例えば、地中海地域海洋汚染非常事態対応セ
ンター(REMPEC)によれば、地中海では船の廃棄物の不法排
出が年間 2500 回以上なされている。「1972 年の廃棄物その
他の物の投棄による海洋汚染の防止に関する条約」（ロンドン
条約）は、1975 年から発効しており、1996 年の議定書と共
に、人の活動の影響から海洋環境を保護するための最初の国
際条約の 1 つである。その目的は、海洋汚染のすべての汚染
源について有効な規制を促進し、廃棄物その他の物の投棄に
よる海洋汚染を防止する実行可能な方策をすべて取ることで
ある。 

Box 6.5  人の健康と環境と残留性有機汚染物質

関連する目標 

POPs から人の健康と環境を保護すること。 

指標 

選択された POPs のヒトの細胞組織内での量的レベルの傾
向； PCBs（長年規制されてきた従来の POPs）や、エンド
スルファン（2010 年にストックホルム条約でリストに加え
られた新しい POPs）などの選択された POPs の大気中の量
的レベルの傾向。 

世界の傾向 

ある程度の進展； まだ早すぎて、上記の指標を用いて評価
できない。 

最も懸念される最も脆弱なコミュニティと領域 

北極のコミュニティ、特に子供たち；  
屋内に、ジクロロジフェニルトリクロロエタン(DDT)の残留
噴霧を持つ区域の地域社会；  
POPs に暴露される世界の子供たち。 



で、時にはそれよりもっと長い場合がある。近年、その濃度の
低下が、いくつかの化合物に対して停止し、いくつかの物質で
は上昇していることが観測された。例えば、ポリ塩化ビフェニ
ル(PCBs)、クロルデン、DDT の濃度が上昇している。2 つの
種類の PCBs に対する長期の傾向が図 6.6 に示される。 

POPs の環境での振る舞いは、温度、その他気候関連の要因
である降水パターン、風力場、異常気象などによって強く影響
される(UNEP/AMAP 2010; Macleod et al. 2005)。一般に、
気候変動（温暖化）は、一次発生源と二次発生源からの POPs
の放出を促進し、それらの大気による運搬移動を増大させるこ
とが予想される(Lamon et al. 2009)。気温の上昇が、どの程
度まで POPs の分解を加速するかは不明瞭であるが、POPs
をその中に数十年間保持していた氷が融解すると、環境中の
POPs やその他汚染物質の量を増大させることになる(Bogdal 
et al. 2010)。 

POPs を含む農薬 
農薬は、特定の害虫を殺す目的で作られた化合物であるが、

多くの場合、非標的生物にも影響が及ぶ。ある研究では、サン
プリングされた水や魚の 90％以上が、いくつかの農薬によっ
て汚染されていることが分かり、また暴露した農業労働者の約 
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図 6.5  人体中のDDTレベル、1960～2008年

出典: Ritter et al. 2011
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図 6.6  北半球の2つの現場での大気監視データから得られた2種類のPCBの（経年的）傾向、1995～2005年
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保護具を着用せずに、農民がブドウの木に農薬を吹きかけている。 © Alistair Scott/iStock 

3％が、毎年、激しい農薬中毒の症状の発現に苦しんでいるこ
とが推定された(Thunduyil et al. 2008)。したがって、暴露
のタイプや汚染原因を識別し、陵域生態系や水界生態系での農
薬レベルを下げるために取れる行動を特定することが、ぜひと
も必要である。長期的な農薬の売上高のデータは、農薬使用に
ついての世界と地域の主要な指標となる(Brodesser et al. 
2006)。過去 25 年間は、哺乳類への毒性の懸念から、殺虫剤
の売上高に減少が見られたが、一般的な農薬の売上高は、中南
米地域で 2004 年の 54 億 US ドルから、2009 年までに 75 億
US ドルまで増加した。これらの売上高の内、 2,4-D、パラコ
ート、メタアミドフォス、メソミル、エンドスルファン、クロ
ルピリホスが高い割合を占めた(Brodesser et al. 2006)。 

世界的に、河川や地下水で見られる主要な 15 の農薬は、除
草剤のアトラジンとジエチルアトラジン、メトラクロール、シ
アナジンとアラクロール、殺虫剤のダイアジノンなどである。
しかし、魚や河床堆積物や土壌に関して言えば、そこに見られ
る主要な農薬は、今でもまだ、1960 年代に多量に使用され、
現在ほとんどの先進国で禁止されている難分解性の殺虫剤で
ある DDT、ディルドリン、クロルデンなどである。さらに、
エンドスルファン硫酸塩は、まだ多くの国々で使用されている
エンドスルファンの代謝物質であるが、表面水や地下水で見ら
れる非常に一般的な汚染物質である(Ondarza et al. 2011)。
ほとんどの有機塩素系殺虫剤の使用は10～25年前に終わって
いるが、それらは、懸念される濃度レベルで環境中に残存して
いる(Gonzalez et al. 2010; Ondarza et al. 2010)。 

低所得国の人口の 70％以上が農村地域に住んでおり、農村
人口の 97％は農業に従事している。開発途上国が世界の農薬
使用のちょうど 3 分の 1 を占め、さらに農薬中毒の大部分がこ
れらの国々で生じている(Brodesser et al. 2006)。 

よる健康への影響は、気温や降水量のような要因の変化を考慮
に入れた、より毒性の弱い農薬散布を採用できるかどうかに左
右されるだろう(Boxall et al. 2009)。 

旧式の農薬 

農薬は、所期の目的のために使用できなくなると、もはや旧
式のものとなり、使用されなくなる。農薬を規制するための 4
つの主な国際協定としては、ストックホルム条約、ロッテルダ
ム条約、バーゼル条約、そして「長距離越境大気汚染に関する
1979 年のジュネーブ条約に基づく POPs に関する 1998 年の
議定書」(UNECE Geneva Convention 1979/98)がある。
旧式の農薬は、その多くが非常に古く、資料が不足しているの
で、正確な量を評価することは難しい。ストックホルム条約の
締約国は、ヘキサクロロシクロヘキサン(HCH)など、2009 年
に条約の付属書に加えられた 9 種の POPs に関する情報収集
の作業中であるが、たとえいくつかの小さな投棄現場が見逃さ
れたとしても、あとの投棄現場については、かなりよく知られ
ている。しかし、ストックホルム条約の分類に入っていない旧
式の農薬の量は曖昧なままで、単におおまかに計算されている
可能性がある。UNEP は、アフリカや中東での経験に基づき、
POP 農薬は平均すると、既存の旧式の全農薬のうちの約 30％
を占めているに過ぎないと推定している(UNEP 2000)。 

国際 HCH 農薬協会(IHPA 2009)によって実施された国別
の評価によれば、旧式の農薬は次の国々で 256,000～263,000
トンになる可能性があり、その処分におよそ 7 億 8000 万 US
ドルかかると示唆されている。その国々とは、旧ソ連、バルカ
ン諸国の南部、新欧州連合のメンバー国（EU 初期の 12 か国、
EU 加盟候補国、欧州近隣政策(ENP)の国々、ロシア、中央ア
ジアを併せた国々）である。また一方、国連環境計画（UNEP）
の化学部門による推定では、旧式の農薬がアフリカに 120,000
トンも残っている可能性があり(UNEP 2002)、国連食糧農業
機関（FAO）の見積りによると、その処分に約 2 億～2 億 5000 将来の気候変動の下で、人が農薬に暴露する程度や、農薬に 
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表 6.2  旧式の農薬の量

大陸域 推定数量（トン） 1トン当たり3,000
～5,000USドルで評
価された処分費
（100万USドル）

アフリカ 27 395 82.2～137.0

アジア 6 463 19.4～32.3

東ヨーロッパ 240 998 722.9～1 204.9

中南米とカリブ諸国 11 284 33.9～56.4

近東 4 528 13.6～22.6

合計 290 668 872～1 453

注釈：FAOから得られた最新情報、1994年から2006年まで幅がある。
出典: FAO 2012

アメリカのアリゾナ州ビスビーにある赤銅鉱の露天掘り鉱山ラベンダー 
© Claude Dagenais/iStock 

万 US ドルかかると見られている(FAO 2002)。これらの評価
だけでも、併せて 376,000～383,000 トン、その処分に 9 億
6800 万～10 億 4000 万 US ドルかかることが分かる。表 6.2
の最新の FAO の統計によると、1 トン当たりの処分に 3,000
～5,000 US ドルかかると推定される農薬の残量が約 290,000
トンあることが示されている(FAO 2012)。

2005 年に開始された「アフリカ諸国における農薬の廃棄削
減のためのプログラム」（ASP）は、10～15 年以内にアフリカ
内の旧式の農薬と汚染廃棄物をすべて取り除くこと、ならびに
予防対策と能力向上を促進することを目指している。不実行の
コストは、取り除くコストより、はるかに高くつくことは間違
いないだろう。欧州環境機構（EEA）によって強調されるよう
に、不実行のコストの軽視が、頻繁に起こっているが(Koppe
and Keys 2001)、不実行のコストが高くつくことは、分析で
分かっている(OECD 2008c)。

金属、半金属、および重金属 
金属や半金属などの無機汚染物質もまた、地球的規模で、人

に悪影響を与える(Blacksmith Institute 2011)。有機化学物
質と異なり、金属元素は分解されずに、環境に蓄積し、時間と
共にどんどん生物の体内に吸収されてしまうかもしれない。金
属元素による影響は、多くの場合、開発途上国で起こっており、
環境の制御や規制が貧弱な状況の中で、それらが採掘され、加
工され、使用され、リサイクルされるために、とても深刻であ
る。また、中進国の人々は、進行中の歴史的に有名な汚染物質
の産業排出に苦しんでいるだけでなく、酸性雨や酸性鉱山排水
を引き起こす硫黄酸化物のような他の汚染物質の関連放出に
も苦しんでいる(Carn et al. 2007)。さらに、工業による汚染
物質の排出は、他の大陸から長距離の大気輸送によって運ばれ
るため、汚染が南極大陸にまで及ぶ(Caroli et al. 2001)。ま
たその汚染物質は、数十年後に氷河が融けると、再度放出され
ることになる(Geisz et al. 2008)。 

自然発生のヒ素による中毒は、世界的な問題である(Raven- 
scroft et al. 2009)。10 年以上前、世界中の 1 億 3000 万人が、
飲料水中の毒性レベルに達したヒ素に暴露されていたことが
推定された。その毒性レベルは、WHO が提言した 10 ppb 
(Smith and Lingus 2000)という限界を超えていた。その限界
より下のレベルでも、ヒ素中毒が生じるという証拠が次々と出
されている(Wasserman et al. 2004)。なおヒ素については、
多くの未調査の発生源があり、影響を受けた人々の総数はもっ
と多いかもしれない(Huang et al. 2011)。関連する中毒症と
しては、糖尿病、皮膚疾患、腎臓疾患、肺疾患、神経系疾患や
血管系疾患（とりわけ壊疽に至る烏脚病）、膀胱癌などがある。
これらの疾病を最も多く発症するのは、ヒ素に汚染された食糧
を生存食として生活している人々で、かつその毒性を部分的に
中和する上水やミネラルや栄養分をわずかしか入手できない
脆弱な人々である。病原体によって汚染された表流水から人々
を保護するために、井戸を掘削したことで生じたバングラデシ
ュのヒ素汚染は(Lokuge et al. 2004)、「史上最大の集団中毒」
と評された(Smith and Lingus 2000)。先進国でも開発途上国
の人々でも、ヒ素が以前に農薬として広範囲に使用されたなら、
後に残された汚染現場でヒ素に暴露される可能性がある。 

鉛は、急性鉛中毒の原因となったいくつかの事業のために、
世界の汚染物質の中で最も突出したものの一つである(Rauch 
and Pacyna 2009)。ザンビアのカブウェ (Nweke and 
Sanders 2009)、ロシアのルドナヤ川流域(von Braun et al. 
2002)などの以前に鉱業や精錬所の現場があったところで、人
の健康問題が進行している。そこでは、両区域の精錬所が閉じ
られた後も、子供たちの中に高濃度の鉛が持続していた。また
ペルーのラオロヤにおいて、精錬所の最も近くに住んでいた子
供たちの 99.7％が、体の組織内に危険な高濃度の鉛を持って
いることが発見された(Fraser 2009)。世界的規模で、約 85％
の鉛蓄電池がリサイクルされており、セネガルのダカールに、
そのリサイクル現場があるが(Haefliger et al. 2009)、そこの 
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注釈：MTHM：metric tonne of heavy metal（重金属１トン）；TBq：テラ・ベクレル
出典: IAEA 2008b

表 6.3  世界の放射性廃棄物の保有目録、2004年

廃棄物の発生源 低レベルと中レベル
の廃棄物

使用済燃料 高レベル廃棄物 採鉱

容積
(100万m3)

放射能
(100万TBq)

質量
(100万 MTHM)

放射能
(100万TBq)

容積
(100万m3)

放射能
(100万TBq)

容積
(100万m3)

放射能
(100万TBq)

原子力 2 1.2 0.17 28 000 0.034 42 1 600 0.028

産業または
医療の用途 2 1.2

兵器 4 0.7 0.8 31 250 0.0046

合計 8 3.1 0.17 28 000 0.8 73 1 850 0.033

子供たちの平均血中鉛濃度は、１デシリットル当たり 130 マ
イクログラムもあり、急性中毒どころか死を引き起こすのに十
分な濃度であった(ATSDR 2007)。また子供たちは塗料の中
の鉛に暴露される可能性もある。それは先進国では段階的に無
くされたが、いくつかの開発途上国では続いている(Lanphear
et al. 1998)。また電子廃棄物のリサイクルによって、ハンダ
の中の鉛による暴露が引き起こされ、中国のグイユに、そのよ
うな現場があり(Huo et al. 2007)、そこで検査された村の子
供たちの 82％が、1 デシリットル当たり 10 マイクログラムと
いう米国疾病管理センターの限界水準より高い血中鉛濃度を
示した(ATSDR 2007)。その濃度は、推定される自然の鉛濃
度より 2 ケタ高い。人の鉛中毒には、それ以下なら悪影響は出
ないという閾値は設定されていない(Flegal and Smith 1992)。 

ほとんどの石炭はわずかの水銀を含んでいるので、化石燃料
の燃焼が増大するにつれ、産業による生物圏への水銀フラック
スの増加が予測される(Soerensen et al. 2010)。こうして大
量の水銀が、多くの産業活動によって環境へ放出されているが、
水銀中毒からくる激しい神経毒性が報告されるのは、主として
前近代的な採掘で金を水銀と化合させるために水銀を用いる
ことに関係している。そのような採掘が 50 か国以上で実施さ
れている(Bose-O'Reilly et al. 2008)。インドネシアやジンバ
ブエでは、子供たちが鉱業に直接関係してもしていなくても、
2 つの鉱業地区で検査された子供はすべて、水銀濃度が高く、
水銀中毒に伴う兆候を示すことが分かった(Bose- O'Reilly et 
al. 2008)。ブラジルでの前近代的な金採掘場で働く人に発見
されたように、水銀は、致死に至らないレベルであっても、発
育を阻害し、また他のいくつかの毒素と同様、育まれた自己免
疫力を永久に阻害することがあり、子供や成人が感染症や病気
にかかりやすくする神経毒であるので、この子供たちの中毒は
特に懸念される(Feingold et al. 2010)。現在、UNEP は水銀
に対して世界の法的拘束力のある法律文書を準備するために、
政府間交渉委員会を召集している。そこに 100 か国以上が参
加していて、国際条約案が 2013 年の終わりに採択される状況
になることが期待されている(Selin and Selin 2006)。

亜鉛、銅、マンガンのような他の多くの金属は、一定のレベ
ルになると、人や環境に有害な影響を及ぼす可能性がある。カ
ドミウムは、かつて顔料や電気めっきに使用されていたが、最
も有毒な金属であり、汚染現場が残存しているかもしれない。
現在の主な用途は、再充電可能なニッケルカドミウム電池で、
これらの品目を回収しリサイクルすると、それが環境に放出さ
れることがなくなるから、効果的であるにちがいない。またカ
ドミウムは、化石燃料の燃焼によって環境に放出され、さらに
リン鉱床中に存在する自然の汚染物質でもあるので、肥料を介
して根菜類によって吸収される可能性がある(Jarup and
Akesson 2009)。

放射性物質 
放射性物質は、1890 年代以降に使用されるようになったが、

1940 年代に核エネルギーが出現し、核兵器に使用され、放射
性廃棄物の発生や汚染現場が付随的に増加したことで、著しく
増大した。さらに産業、研究、医療での放射性物質の使用が増
加し続けており、高濃度の天然に存在する放射性核種を含む鉱
物の採取や処理も増加している。汚染現場のいくつかは相当の
費用を掛けて除染されたが、その他の汚染現場は対処されてい
ない。温室効果ガス排出への懸念が近年高まっているところに、
化石燃料のコスト上昇やその供給力の低下が、時には原子力の
採用に有利に働いた。しかし、スリーマイル島やチェルノブイ
リのような、希ではあるが非常に大きな影響を及ぼすことがあ
る原発事故に対する社会の受け止め方が、抑制効果をもたらし
てきた。核エネルギーの使用について、2020 年までに 15～
45％、2030 年までに 25～95％増加するであろうと 2008 年
に予測されていたが(IAEA 2008a)、将来の動向は、より最近
の福島事故への対応により影響を受けるだろう。

放射性廃棄物は、多くの物理的形態および化学的形態をとり、
様々な放射線学的特性を持つ。国際的な分類体系(IAEA 2009 
a)によって、廃棄物は分類（規制免除、極短寿命、極低レベル、
低レベル、中レベル、高レベル）され、管理および処分オプシ
ョンと結び付けられている。処分は、放射性廃棄物を管理する
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放射性物質を貯蔵するための箱。© Clearviewimages/iStock 

最終ステップであり、一般に、地表近くかまたは深い地層の施
設内で為される。高レベルやいくつかの中レベル廃棄物は別と
して、大多数はそのような施設で処分されてきた。表 6.3 は世
界の保有する放射性廃棄物の推定量を表す(IAEA 2008b)。 

地表近くの施設は約 100 存在する。その他の様々なレベル
の廃棄物処分用の施設については、多くの国々で開発中である
が、建設地の選定や設計のプロセスがしばしば論争の的になる。
多くの原子炉が、老朽化しており、近い将来に廃炉にされる必
要があるだろう。そうなると放射性廃棄物となり、その処分の
ための施設と、それらを運用するための訓練された専門家が必
要になることが示唆される。2012 年 2 月 2 日時点で、30 か
国において合計約 368 ギガワットの能力になる 435 台の原子
炉が稼働中であり、その約 75％が 20 年以上の年月を経ている。
建設中のプラントは 63 個で、14 か国で合わせて 61 ギガワッ
トの容量になる(European Nuclear Society 2012)。

「使用済燃料管理及び放射性廃棄物管理の安全に関する条
約」への締約国は、1997 年の設立後に着実に増加し、2011
年 4 月に 58 か国となり、放射性廃棄物管理に対して高水準の
安全性を確保する義務を負う。３年毎に開催されている 2009
年の検討会議で、45 の締約国からそれぞれ報告書が提出され、
レビューに付された結果、安全性を向上させる義務、法令上の
枠組みを構築し維持し実施していく義務、国の放射性廃棄物管
理の戦略や政策が適正に実施されているかを監視する義務、が
あるとの結論が得られた (IAEA 2009b)。また 2006 年のレビ
ュー会議以降に進展はあったけれども、2009 年の会議では、
次の諸課題に対応するためにまだ多くのことを行う必要があ
ると結論付けた。

・処分を含む長期的な使用済燃料管理のための国家政策の
実施；

・使用済燃料と放射性廃棄物の処分施設の立地、建設、お
よび操業；

・レガシー廃棄物（核兵器製造に伴い発生した放射性廃棄
物や放射性物質で汚染したサイトにおける放射性廃棄物）
の管理；

・使用されなくなった密封線源のモニタリングおよび身元
不明線源の回収；

・知識管理と人材育成；
・負債に対する財源の提供。

処分施設が、国際的な専門家によって検証され、安全性の実
証を受けるという傾向が増えてきた(IAEA 2006)。その上で、
国際原子力機関(IAEA)の 2010 年の総会は、規制制度、専門
的な取締官の育成、安全性、環境影響評価の適用を増強するこ
とを目指して、レガシーサイトを規制監督する国際ワーキング
フォーラムを創設した(IAEA 2010)。

新たな問題 
政策を策定して規制を行う工程は、化学物質や廃棄物の世界

的な生産や分配で起こる急速な変化よりも、当然遅れがちであ
る。したがってその課題は、数量的なデータが不十分であって
も、また新旧の素材のライフサイクルにわたる潜在的危険性が
完全に理解されていない場合でも、化学物質や廃棄物の望まし
くない影響から人々の健康と環境を保護していくことである。 

ナノ材料とナノ粒子
多くの新素材が、１メートルの 10 億分の 1 という、ナノメ

ートルの大きさの微粒子として生産されている。それらは、そ
れに対応する集合体としての物質とは全く異なる、化学的生物
学的な特性を示す。ナノ材料の商業的用途は、例えば、食品包
装、パーソナルケア製品、化粧品、薬剤などである。ナノ材料
は、その特異な性質によって、癌治療や、汚染の中和や、エネ
ルギー効率の改善に役立てられている。しかし、それらは広く
販売され、人体への暴露の可能性も、ある程度特定されている
にもかかわらず、その安全性のテストが初期段階にあり、政府
に よるこ れら新 素材へ の現行 規則の 適応が 遅れて い る
(Morris et al. 2010)。職場や消費者への暴露、関連する人々
の健康への影響について、もっとよく理解されるためには、よ
り多くの研究が必要である。特にこれらの材料のうちのいくつ
かは、皮膚を通り抜けることが知られていて、十分に小さいた
めに細胞膜に浸透し、細胞や細胞より小さいスケールで毒作用
を引き起こす。さらに、製品が焼却処分されるか、埋められる
か、あるいは長い時間をかけて劣化する場合に、製品からナノ
材料またはナノ粒子が放出されるかどうかについて、ほとんど
知られていない。したがって、それらが重大な廃棄物処理障害
をもたらす可能性がある。ナノテクノロジーに関する適切な意
思決定の仕組みが、先進国の取締官の間で多くの論争を引き起
こしており、開発途上国の取締官の間でもますますそうなって
いる(Morris et al. 2010)。

環境中のプラスチック 
プラスチックは環境中のどこにでもある。それらは、多くの

製品に広く使用され、多くの形態がある。単純なプラスティッ 
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ク袋は、実用的な物体がいかに環境に有害なものになるかを示
す典型例である。5000 億を超えるプラスティック袋が毎年使
用されるが、その多くが不適切に処分され最後に海のごみとな
っている。この重大な問題が、UNEP の 2011 年鑑(UNEP
2011b)で取り上げられ、廃棄されたプラスチックの砕片が、
海のごみの主成分を形成することが示された。廃棄されたプラ
スチックは、海洋の渦の中でミクロの汚染物質に分解され、沿
海の海岸を汚し、食物連鎖に入って、それがカメや海鳥のよう
な海洋動物によって消費され、消化や呼吸や生殖作用に影響す
ることによって、それらの動物を弱めるか、または死なせる。

電子廃棄物 
情報通信技術産業での装置の入れ替わりが速いことが、時代

遅れになる電気電子製品の増大をもたらし、結果的にほとんど
制御しがたいほどの量の使用済み製品が、電子廃棄物の世界的
な取引を引き起こしている。世界で最も急成長している廃棄物
の流れとして、年間 2,000～5,000 万トンと見積もられている
電子廃棄物が、21 世紀の主要な環境諸課題の 1 つになった
(Schwarzer et al. 2005)。それは広範囲の電気製品によって
発生するため、水銀や鉛などの重金属や、臭素化難燃剤(BFR)
のような内分泌腺かく乱物質などの有害物質だけでなく、回収
されリサイクルできる金、パラジウム、レアアースメタルなど
の多くの戦略上重要な金属も含んでいるので、とりわけ注目さ
れている。そのため電子廃棄物は、二次原料の貴重な源泉とし 

ての機能を果たすことができ、かつ乏しい自然資源への負荷や
鉱業の環境フットプリントへの負荷を下げることができる。 

それにもかかわらず、中古または使用済み装置として、先進
国から輸出されるほとんどの電子廃棄物の仕向け先は、開発途
上国のままである。しかし、これらの国々は、多くの場合、電
子廃棄物の適正な処理のための設備、能力、資源を欠いていて、
インフォーマルセクターや脆弱なグループと一体となって、戸
外で燃やしたり、酸浸出を行うといった粗雑な処理方法を使用
して、銅や金のような貴金属を回収している(UNEP 2009)。
その処理過程で、廃棄物中の毒性物質が環境へ放出され、生態
系や人の健康に高いリスクがもたらされる可能性がある。最近
の研究では、2016 年までには、開発途上国が、先進国の 2 倍
くらい多くの電子廃棄物を発生させるだろうということが明
らかにされている(Zoeteman et al. 2010)。電子機器は発展
や進歩に積極的な影響を及ぼす一方で、使用済み電子廃棄物と
なって、人の健康や環境保全の両方に悪影響を及ぼす。これは、
開発途上国や移行国において、ミレニアム開発目標（MDG）
の達成を脅かす、ますます高まる環境問題であり民衆の健康問
題である。

内分泌かく乱物質 
内分泌かく乱とは、生命体が特定の化学物質にさらされると、

生命体のホルモンによる信号が変化させられることを指す用
語である。相当な数の化学物質が、人を含む多くの生物種の成
長、ならびに生殖器や神経の発達に影響を及ぼす、内分泌かく
乱物質であることが示された(Waye and Trudeau 2011; 
Gore and Patisaul 2010; Toppari et al. 1996; Colborn et 
al. 1993)。さらに、環境中に低濃度で存在している、自然と
人為起源の複数の化学物質が同時に作用することにより、人と
野生生物の両方への暴露が増幅されている。「内分泌かく乱化
学物質の科学的現状に関する全地球規模での評価」(WHO 
2002)が出版されて以降、多くの調査が行なわれ、無機物質、
有機物質のいずれでも、ホルモンの信号に影響を与え得ること
が明らかにされている。UNEP は、国際的化学物質管理に関
する戦略的アプローチ(SAICM)の下で、これを新たな政策課
題としてリストに載せることを提案した。 

屋外焼却 
屋外焼却では、燃焼によって生じた汚染物質が、大気に直接

放出されるので、環境への投入量をコントロールする手立てが
ない。屋外焼却には、森林の山火事、計画的な野焼き（直後の
穀類作物の栽培に備えて刈り株を焼くなど）、家庭ゴミや電子
廃棄物のような廃物の無責任な焼却、放火に起因する廃タイヤ
の燃焼、さらに公開の花火などがある(Lemieux et al. 2004)。
多環式芳香族炭化水素類(PAHs)が、これらの燃焼過程で常に
放出され、鉛や銅などの重金属（花火の場合）も放出される。
PAHs は、先進国や開発途上国のいずれにおいても広がってお
り(Barra et al. 2007)、それらの発癌性への懸念から、米国環
境保護庁のような機関によって、優先監視汚染物質として分類
されるようになっている。 

またこれらのプラスチックが細かく分解されたマイクロプラ
スチックが、PCBやその類似化合物などの残留性有機汚染物
質の輸送ベクターとして作用し、野生生物に慢性的な影響を
及ぼすことが懸念されている。その解決策は、プラスチック
の漏出または排出を防ぐ適正な管理である。しかしプラスチ
ックがリサイクルや再利用される比率は、ＥＵのいくつかの
国々での80％以上から、多くの開発途上国での、ごくわずか
の比率まで、国によって大きく異なる。海洋環境を陸上ベース
の諸活動から保護するための、世界行動計画(GPA)、およびそ
の他の地方や大陸域のイニシアチブが、この問題に対処しよう
と努力している(Astudillo et al. 2009; Young et al. 2009)。
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化学毒性についての理解の欠落 
人は、生産される多くの化学物質に絶えずさらされているの

で、これらの化学物質の振る舞いや、人の健康や環境との、そ
れらの相互作用を理解しておく必要がある。広く使用されてき
た化学物質の、以前には思いも寄らなかった特性が、レガシー
汚染を引き起こしており、科学界や市民の間で、その懸念が高
まっている。例えば、内分泌腺かく乱特性を持つことが分かっ
ている多くの化学物質のうち、ビスフェノール A は、多くの
プラスチック哺乳瓶や食品缶詰めの内面コーティング中に存
在し、またフタル酸エステルは、いくつかの子供の玩具などの
様々な軟質プラスチックの中に存在する(Hengstler et al. 
2011)。通常これらの化学物質の存在は、素人にははっきりと
分からないので、消費者は、そのような場合の暴露を防ぐため
に十分に警戒することができない。そのため、公共団体に対し
ては、生産された化学物質に関する潜在的リスクについて、
人々に通知するよう重い責任を持たせ、また製造業者に対して
は、製品の使用段階だけでなく使用後の段階まで製品に対して
幅広く責任を取らせるアプローチ（拡大生産者責任）を持たせ
たり、代替物を探させるようにする必要がある。 

既存の世界中のほとんどの化学物質に対する規制は、個々の
物質による影響を取り扱ったものである。単一の化学物質の管
理だけでも困難であるが、化学物質の混合物による人体暴露に
対する理解に欠落があることも懸念されている(Rajapakse et 
al. 2002; Silva et al. 2002)。前述したように、混合物による
毒性の研究はほとんど為されていない。多数の化学物質への暴
露が組み合わさった場合の、化学物質の混合または相乗作用の
危険性について、人の健康や環境へのさらなる評価が緊急に必
要である。最新式の動的汚染（動態）モデリングおよび混合さ
れた化学物質に関する毒性実験に基づく統合環境リスク評価
は、化学物質の汚染に対する地球の限界量を計るのに役立つだ
ろう(Handoh and Kawai 2011; Rockstrom et al. 2009)。 

欠落点と展望 
化学物質の特性、使用パターン、環境 

多くの化学物質による健康や環境への影響についての情報
や、製品内部にどのような様々なタイプの化学物質が使用され
ているかという製品に関する情報が不足している(OECD 
2008b)。化学物質の評価における大きな欠落は、2 つの原因
から生じている。一つは、多くの化学物質が導入され、体系立
った評価が始められる前に、商取引が行われる品目になってし
まっていることである。有害であるか、または潜在的に有害で
あるという証拠が高まったところで、地域規制や最終的に国際
条約のリストに載せることは可能であるのに、ほとんどの工業
用化学物質が評価されないままになっている。化学物質に関す
る、もう一つの原因は、例えば、フタル酸エステル類やビスフ
ェノール A が持つ内分泌の働きや、生物濃縮によって長距離
移動するといった、これまで思いもよらなかった特性に対して
懸念が持ち上がってきたことである。さらに、学術的な評価に
よると、さらなる工業用化学物質や農薬が、POPs と見なされ 

る可能性が示唆されている(Muir and Howard 2010, 2006)。
また廃棄物の多くが混合されていて、そこに存在する任意の化
学物質の危険性を評価することが、非常に困難になっているこ
とも注目されるべきである。その上、有害廃棄物のリサイクル
から発生する残留物は、リサイクル可能な材料そのものよりも
高濃度の有毒物質を含む可能性がある。 

ヒトの体組織に対してと同様に、環境中の POPs に対する長
期的なモニタリング計画が、特に南半球において維持され拡張
される必要がある。それらは、世界的な化学汚染の傾向をもっ
と良く理解するためと、ストックホルム条約の効力を評価する
ために不可欠である。 

化学物質の毒性インベントリを作る大規模な作業は、重大な
欠落点を埋めることを目指している。一例は、ヨーロッパで制
定された化学物質の登録、評価、認可及び制限に関する規則
（REACH）である。REACH 規則は規制対象にする化学物質
の数を拡張し、中でも、1981 年以前に市場に出ていた化学物
質やこれまで免除されていたものも規制対象とした（第 11 章）。 

現状では製品内に使用されている化学物質に関する情報が
限られており、人の健康や環境にもたらされる危険性の程度を
明らかにすることが困難である。進行中の UNEP による世界
化学物質概観（Global Chemicals Outlook）や不実行のコス
トといったイニシアチブ（UNEP による化学物質の主流化）
は、いくつかの重要な情報の欠落点を埋めるのに役立つだろう。 

また科学知識の欠落に加えて、財源不足、能力不足、法令順
守の監視不足によっても、適正な化学物質や廃棄物の管理が妨
げられる。また教育や訓練が不足しても、多くの開発途上国で
の化学物質と廃棄物の適切な管理が制限される。自由貿易協定
に起因する貿易の増大は、この状況を複雑にすることになる。
それは、自由貿易協定が、化学物質使用の規制または制限を尊
重しなければならない新興経済国にとって、大きな圧力として
働くからである(Vogel 1997)。 

化学物質、廃棄物、飲料水 
世界で見た場合、約 11 億人が安全な上水道を利用できる状

況になっておらず、また 26 億人が適切なし尿処理施設を利用
できる状況になっていない。そのことによる健康への影響は、
年間 170 万人が死亡し、またその 90％が 5 歳未満の子供たち
であることであり(WHO/UNICEF 2005)、憂慮すべき事態で
ある。水質汚染による損失は農村部の国内総生産 (GDP)の0.3
～1.9％に相当している可能性がある(WHO/UNICEF 2005)。
重大な水質汚染の潜在性を抱える工業部門には、化学物質部門、
食品と飲料部門、織物と鉱業部門、パルプと紙部門などがある。
水質汚染のうち工業の点汚染源を規制するための政策的枠組
みは、ほとんどの OECD 国において高度に発達しているが、
重金属や塩素系溶剤のようないくつかの汚染物質は、懸念事項
のままである。規制することは困難であるが、水域の硝酸汚染
につながる農業排水のような非点汚染源に対して注意が払わ 
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Box 6.6  財政支援：進行中の課題

政府間レベルでの努力の多くは、開発途上国や移行国におけ
る化学物質と廃棄物の適正な処理のための、能力向上、技術援
助、制度強化に要する財政支援と支援ニーズを特定することに
注がれる。これは、バーゼル条約、ロッテルダム条約、ストッ
クホルム条約の締約国会議の決定に反映され、特に国内の実施
計画に対して反映される。化学物質と廃棄物の課題を遂行する
ための国際的な財政支援は、現在、OECD や地域開発銀行だ
けでなく、世界銀行、地球環境ファシリティ(GEF)、国連開発
計画(UNDP)、UNEP、国連工業開発機関(UNIDO)、国連訓
練調査研修所(UNITAR)、FAO、WHO、SAICM のクイック
スタートプログラム、を通して管理され行われている。また、
ある財政支援は、民間部門の機関を通しても利用可能である。
さらに、SAICM、化学物質の適正な管理に関する国際機関間
プログラム(IOMC)、化学物質安全性政府間フォーラム(IFCS)、
化学兵器禁止機関(OPCW)が、サポートと調整の役割を担っ
ている。 

既存のアプローチは分裂、断絶、不十分な調整によって阻ま
れており、適切な財政支援を行うことは、いまだに根本的な課
題である。例えば、財政支援についての合意が不足していたこ
とが、ストックホルム条約のためのコンプライアンス・メカニ
ズムの制定を遅らせる大きな原因となった。その結果、2009
年にUNEPの事務局長は、全体的な資金のニーズと可能性を検
討するために、「化学物質と廃棄物に対する資金拠出選択肢に
関する協議プロセス」を開始した。2009～2011年に参加国が
次の4つの方針について議論した。 

・化学物質と有害廃棄物の適正な処理を中心に位置付ける
こと； 

・国レベルと国際レベルで、官民協力や経済的手段を使用 

するなど産業界を関与させること; 
・多国間基金に似た新しい信託基金; 
・新しい地球環境ファシリティ（GEF）の重点分野として

化学物質と廃棄物の安全処理を導入すること、GEF の下
で既存の重点分野である POPs を拡張するか、または
GEF の下で新しい信託基金を設立すること。 

2011 年 10 月の協議プロセスの最終会合で、化学物質と廃
棄物の適正な処理に対して融資を行う統合的アプローチの概
要を示す文書が作成された(UNEP 2012)。これは、2012 年 2
月の UNEP 運営審議会特別総会に提出された UNEP事務局長
の報告書の根幹を成し、そのことによって、化学物質と廃棄物
の部門に最適な財政支援を確保する、統合的アプローチに関す
る本格的な提案を、各国政府が事務局長に要求するという成果
につながった。これに関する決定が、2012 年 9 月の第 3 回
SAICM 国際化学物質管理会議および 2013 年の UNEP 運営
審議会で期待されている。 

協議プロセスを進めていくことは、化学物質と廃棄物の適正
な処理に対する財政支援への注目を高め、また人の健康や発展、
環境、炭素との結び付きに注目させる重要な機会である。持続
する社会的、環境的、経済的な便益がもたらされることは、発
展の本質的な要素であり不可欠な目標である。健康、水、下水、
エネルギー、輸送、情報通信技術、災害管理、といった主要部
門における適切な社会基盤が無ければ、有害な化学物質、危険
な廃棄物または放射性の廃棄物、環境を汚染するその他廃棄物
の流れ、への暴露の危険性から人々を保護することはほとんど
不可能である。 

れるようになりつつある。化学肥料や有機質肥料からの有機汚
染物質の流出を削減する取り組みに加えて、農薬からの有機燐
酸エステルの流出についても懸念されている。OECD によっ
て再検討された研究(2008a、2008b)によれば、ヒ素や硝酸塩
のような様々な汚染物質を削減することを目標にした対策を
含め、農業排水を削減し、降雨流水を制御する国の対策が、大
きな OECD 経済圏において 1 億 US ドルを越える健康上の有
益性を生み出すかもしれないと示唆されている(Hammer et 
al. 2011)。OECD でない国々においては、安全でない上水道
や下水に関する不実行のコストが、特に深刻である。 

世界の対応を増強すること 
バーゼル条約、ロッテルダム条約、ストックホルム条約、な

らびに化学物質と廃棄物に対処するその他の協定書であるオ
ゾン破壊物質に関するモントリオール議定書、マルポール条約、
ロンドン条約、ならびに水銀に関する水俣条約やそれと同様の
バマコ条約、ワイガニ条約、地中海条約といった地域条約が、
人の健康と環境を、化学物質や廃棄物の悪影響から保護するた
めの世界的対応を組み立てて強固にするための土台を担って
いる。これらの世界的な諸条約による支援を下になされる議論 

が、新たに発生する問題の予測を可能にし、問題を持続可能な
方向へと、着実に集団的に制御する方法を策定するように働く。
OECD や欧州委員会によって合意されたような地域協定と同
様に、これらの世界の法律上拘束力のある条約はすべて、化学
物質と廃棄物の環境上適正な処理を行う普遍的な原理を共有
している。この世界的な構成の鍵となる特性は、情報の収集と
普及における透明性である。ＥＵの化学物質に関する規則、
REACH は、そのような取り組みの典型である(Hartung and 
Rovida, 2009)。しかし、次のいずれにも、大きな問題点が残
っている。すなわち、市場に出ている多くの化学物質とナノ材
料への対処と、多くの国々が有害化学物質と廃棄物を環境上適
正な方法で処理することができていないという事実である。 

人の健康や環境を有害化学物質と廃棄物から保護するとい
う共通の目標を共有するバーゼル条約、ロッテルダム条約、ス
トックホルム条約に関して、これらの協定の締約国は、化学物
質のライフサイクルの様々な段階で化学物質を管理すること
に対して、国々への援助を向上させるために、その３条約の運
営を合理化することに着手した。この着手は、2008 年の化学
物質汚染国際パネル(IPCP)の制定を促し、2008 年と 2009 年 



概観 
表 6.4 は、鍵となる課題ごとに主たる目標を要約して示し、

本章で述べた指標を用いて目標の達成に向けた進展について
説明している。その表は、第二部と第三部（いずれも下巻）で
概説されるような政策オプションや対応を開発していく際に
考慮されるべき提言を、第一部の他章からの提言に沿って示す。 
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B

B
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表 6.4  目標に向けた進展（表6.1を参照）つづき

A: 著しい進展
B: ある程度の進展

C: 進展がほとんど無いか全く無い
D: 悪化している

X: 進展を評価するには早過ぎ
 ?: データ不十分

鍵となる課題と目標 現状と傾向 展望 欠落している点
化学物質についての全ライフサイクルにわたる適正な管理、および廃棄物についての適正な処理を提供する。

化学物質の適正な
管理  

17の多国間協定があり、300以上の活動
がSAICMの世界行動計画の下で行われて
きた。23か国が、機能する国の化学物
質登録簿を持っている。化学物質の分類
および表示に関する世界調和システムが
設立された。

適正な化学物質の管理を
実施する開発途上国の数
が増加している。

化学物質のリスク評価とリスク管理のため
のより統合された世界の枠組み。特にアジ
ア太平洋地域と中南米において、中でも特
に化学物質の生産、貿易、使用に大きく関
与している開発途上国が化学物質の適正な
管理を実施するための計画 

廃棄物の適正な
処理

廃棄物の発生は、消費と
貿易における現在の傾向
に従って増加するだろ
う。

廃棄物に関するデータ。

資源効率を向上さ
せる。 

環境上適正な廃棄物処理を行うための客
観的な基準が、最適なものになっておら
ず、処理業務が地方の規準や状況によっ
て大きく異なり、都市では、廃棄物につ
いてのモニタリングが不十分で、屋外焼
却、不法取引といった廃棄物処理問題の
増大に直面している。
開発途上国において、廃棄物をエネ
ルギーに転換するために使う有効な
方法が不足している。

エネルギーの解決策と張り
合うよりも、再利用やリサ
イクルによる廃棄物回収を
重視することと釣り合いを
取るのであれば、環境上適
正なエネルギー回収は、状
況によって役立つだろう。 

すべての設備の運転性能の維持を確保す
るための、長期にわたる技術移転と能力
向上。

再利用、リサイク
ル、環境にやさし
い代替物質を、最
大限に増して廃棄
物を最小限に抑え
る。

次のような多くの構想と、いくつかの地域
や国の計画が存在する。リジュース、リユ
ース、リサイクル；ＥＵの生産者責任指令
；バーゼル条約のモバイルフォン・パート
ナーシップ・イニシアティブ(MPPI）；
バーゼル条約のコンピュータ機器廃棄物
に関するパートナーシップ(PASE)など。

締約国がコンプライアンスを
向上させ、方向を変えるよう
支援されなければ、その傾向
が継続するかもしれない。

これらの努力の多くを世
界レベルにまで高める可
能性。

廃棄物を最小化するために、全世界を測
定する方法やそのデータ。
信頼できるデータや傾向情報。

有害廃棄物とその
他廃棄物の発生お
よび処理について
の厳重な制御。

バーゼル条約事務局に報告される国から
のデータは希薄で、解釈するのが難しい。
締約国による報告が減少しつつある。

意識向上と能力向上のためのさらなる努
力。

Ｂ：いくらかは前進しているが、指標に基
づいて前進していると評価するには、まだ
早い。Ｂ：長期記録では、1980年代と
1990年代の間に、大気のPOP濃度に減少
が見られるが、その傾向は2000年以降、
横ばいになった。
Ｂ：西側の工業先進国の都市地域では、 
PCBの排出が進行中であり、年間一人当た
り約0.1～1.0グラム である。 

先進国における進展は、急性毒性の発生頻
度が少なくなったことであるが、暴露はま
だ産業の現場やレガシーサイトで生じてい
て、慢性的な低濃度の曝露によって微妙に
進行していく影響の可能性について懸念が
増している。開発途上国では、重大な問題
が残っており、多くの場合、重金属がわず
かな規制の下で、採掘され、加工され、使用
され、リサイクルされていて、ほとんどの
ケースの急性毒性、とりわけ鉛、水銀、ヒ素
の急性毒性が発生している。

POPsの生産、使
用、輸出入、を
廃絶または制限
する。

重金属の生産およ
び使用を制限す
る。

世界のどこにおいてもPOPs
への暴露は継続しそうであ
る。気候変動は、POPsの移
動性を増すことによって暴
露を増加させるかもしれな
い。

ストックホルム条約に基づく開発途上国
の国内実施計画への支援。マラリア予防
対策から来るDDT暴露と、電子廃棄物の
取り扱いから来るポリ臭化ジフェニル
エーテル（化学物質の中でも特に）への
暴露に対して十分に注意すること。

水銀に対して世界で進行
中の包括的交渉は有望で
ある。そしてさらに国際
協定の中に重金属（鉛、
カドミウム、ヒ素）を含
める努力が必要である。

環境への重金属負荷を低減させることに
役立つよう、消費財に、より無害な代替
化学物質を使用できるようにするための
追加調査。
人の健康と環境についての、より厳格で
業務的な基準。

2.  人の健康と環境をPOPsから保護する。

重金属によってもたらされる危険性の低減

の締約国による３条約のそれぞれの会議で、また 2010 年 2 月
のインドネシアのバリでの３条約の同時臨時会議において、3
つの条約間の協力と調整を増強させた。2011 年の初め以来、
それらの条約事務局は、共同の事務局長の下で働いており、化
学物質と廃棄物の適正な処理に向けて、より全体論的なアプロ
ーチを行う可能性が広がった(Basel Convention 2012)。 
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3. 重金属によってもたらされる危険性の低減  つづき
重金属と、重金
属を含む廃棄物
の輸出入を制限
する。 

B 電子製品の入れ替わりが速いことと、
それらの内部の危険物質の排除に要す
るコストが高いために、人件費が低
く、健康や環境の基準も低い開発途上
国へ、電子廃棄物の取引と移動が増大
することになった。

電子廃棄物における特定の
有害性物質を制限するＥＵ
指令は、有望なステップで
あるが、さらなる世界的な
イニシアチブが必要であ
る。

水銀に関するような世界的なイニシアチ
ブがあれば、有益だろう。

重金属を含有して
いる廃棄物に対す
る廃棄技術を向上
させる。

? 先進国では、非常に制御された廃棄処
理が行われているが、多くの開発途上
国では、採鉱、精錬、電池や電子廃棄
物のリサイクル、に付随する廃棄処理
を向上させる作業がまだ必要である。

鉛、水銀、場合により他の
重金属に対する国際的に合
意された目標が存在するか
または展開中であるが、さ
らなる努力が必要である。

人の健康と環境についての、もっと厳格
で業務的な基準、ならびに廃棄について
のもっと厳格な規制。

4.特定の有害化学物質の国際貿易において、締約国間での共同責任や協調的努力を促進する。
有害化学物質の輸
出入に対して国が
意志決定するため
のプロセスを開発
する。 

C 多くの開発途上国において、制度や規
制上の枠組みが弱く、現行法の執行度
も低いため、適正な処理を行うための
政策を欠いている。有害化学物質の輸
出入のための権限を持っている政府系
機関が多数あって、司法権の争いを引
き起こし、意思決定が弱められるため
に、国が意思決定のための首尾一貫し
たアプローチを取れない。

ロッテルダム条約に基づ
いて通告される割合が継
続または増強される場
合、改善が予測される。

化学物質と廃棄物についての国際協定の実
施における相乗作用を促進することを含め
て、地域や国レベルで有効な意思決定を行
うためのメカニズム、ガバナンス、規制の
枠組みを改善すること。

化学的特性に関
する情報交換を
促進する。

? 化学物質の特性に関する情報の検索
や普及のための、国、地域、世界、
の利害関係者が利用できるデータ
セットや有効なメカニズムが不足し
ている。国レベルで、政府系機関の
間での情報交換が不十分だと、情報
に基づく意思決定が妨げられる。

有害化学物質と廃棄物の特性についての情
報交換のための、世界、大陸域、国、の機
能的なネットワークの開発と実施。

5. 透明性のある科学的根拠を有するリスク評価やリスク管理のやり方を用いる。
ライフサイクル全
てにわたる化学物
質の適正な管理

? リスク評価は、国際レベルで使用さ
れつつあるが（ストックホルム条
約）、開発途上国においては、化学物
質と廃棄物によって引き起こされる暴
露や影響に関するデータ不足、また能
力的制約のために制約を受ける。

モントリオール議定書に基づき、不法
な船積を見破るためのトレーニングが、
オゾン担当職員に対して提供された。
作業場の化学物質にラベル表示するた
めの世界調和システム(GHS)は、危険有
害性に基づくもので、リスク評価のた
めのデータとして用いることができる。
若干の化学物質は、危険有害性もそれら
がもたらすリスクも不明確である。製品
内の化学物質は、時には商業機密を理由
に、多くの場合明らかにされない。

その状況は、条約審査委
員会の活動、水銀に関す
る政府間プロセス、ＥＵ
の REACH、化学物質に関
する国の再評価、によっ
て好転するかもしれな
い。

化学物質のリスクに対する子供の脆弱性
に関するデータ（平均リスク評価は単に
成人のデータを用いている）。SAICMの
支援による、化学物質の同定やリスク管
理のトレーニング。製品組成の開示。

海洋環境の汚染
を防ぎ、除去
し、減らすため
の研究を奨励す
る。

A これまで、海洋汚染研究への投資は、
北半球においてより活発であった。最
近では、発展途上の国々において、多
くの場合、重要な食料源となっている
海洋資源を汚染から保護する努力がな
されている。

汚染に関する科学的に適正なデータ。

6. 適切なモニタリングシステムを開発する（国と大陸域と世界）。
科学に基づいた
適正なモニタリ
ング計画を開発
する。

? POPsの世界的なモニタリング計画が実
施されているが、広範囲の追加化学物
質については、ほとんどの国々におい
て生物学的モニタリング計画が不十分
で、人体への暴露について完全な形で
の報告がなされていない；また有害廃
棄物の報告制度は、バーゼル条約の締
約国は利用できるが、完全には取り入
れられておらず、報告も完全ではない
；不適切に処分された廃棄物の影響は
計量が困難である。

化学物質に関する世界
モニタリング計画が開
発され、今後数年間で
制度的調和と世界的普
及が達成されると予想
される。

変化についてのモニタリングを可能にするデー
タセットや指標だけでなく、重要な化学物質と
廃棄物の空間的時間的傾向を構築する、包括的
な地域と世界のモニタリング計画。
化学物質への暴露とその影響についての評価を
支援するバイオマーカーと生物指標。開発途上
国におけるトレーニング、適切な実験施設、な
らびに先進国から輸入された有害な残留物の貯
蔵、廃棄、または再処理をモニタリングするた
めの能力を向上させることへの支援。

表 6.4  目標に向けた進展（表6.1を参照）つづき
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7. 能力開発
化学物質と有害
廃棄物の適正な
処理。 

C 国際機関による努力にもかかわらず、
開発途上国が適正に処理するための能
力の開発がまだ不十分である。
バーゼル条約とストックホルム条約の
地域センターが、開発途上国の政府と
利害関係者の能力を増強するために設
立されたが、適切な融資メカニズムは
まだ実施されていない。

ストックホルム条約とバー
ゼル条約ならびにSAICMと
GHSが、画期的な融資メカ
ニズムによって支援される
ことになれば、状況は好転
しそうである。

適切な融資メカニズムならびに南北間で
の情報と知識の共有。

資源効率を向上
させる。 

B 統合的な廃棄物処理ではなく、資源や
物資を回収しない廃棄物投棄が行われ
ており、収集用の設備も統合的な廃棄
物処理を行う国の廃棄物政策も法律の
制定も不十分である。粗雑で非能率的
な資源リサイクルが、非公式の経済活
動として存在している。

分別されない廃棄物（ご
み）の投棄や、規制されな
い屋外焼却にとって代わ
る、廃棄物の環境上適正な
処理。

実験プロジェクトまたは実証プロジェクト
によって、廃棄物をリサイクルし物資を回
収することに加えて、廃棄物をエネルギー
へ、そして廃棄物を有機質肥料へ変えると
いう地域や国のイニシアチブの促進。

有害廃棄物の越
境移動の規制

? バーゼル条約の事前告知に基づく同意
届出の手順を通して利用される規制制
度は、迂回や不法な取引に対しては脆
弱であるけれども、完全に利用される
ならば、非常によく機能する制度であ
ると言える。

さらなる奨励に加えて、
国々がバーゼル条約およ
びSAICMに基づく対策を
十分に実施するならば、
進展度は向上するだろ
う。

バーゼル条約の実施と順守を保持するため
の、能力向上と資金調達メカニズムの改善。
大陸域と国レベルで相乗作用を引き起こす条
約のイニシアチブを入念に作り上げること。
有害廃棄物の越境移動を抑制するための世界
と大陸域と国のネットワーク間の協力を向上
させること。
例えば、国際刑事警察機構汚染犯罪作業部
会のイニシアチブと共に、順守と執行を向
上させるために、ヨーロッパのIMPELネッ
トワークおよび世界のINECEネットワークを
通したより大きな協力； 開発途上国におけ
る、バーゼル条約の担当者との活発な連携
と協力ならびに報告の改善。

8. すべての汚染源から海洋環境を保護し保全する。
船からの汚染 B マルポール条約の下で進展があり、多

数の国がまだ応じていないが、150か
国が批准した。国際的な船舶輸送から
出る温室効果ガス排出の抑制と、削減メ
カニズムそのものについての草案が、国
際海事機関(IMO)の海洋環境保護委員
会(MEPC)によって審理継続中である。

MEPCの下で、新しいメカ
ニズムが開発され向上しそ
うである。

港湾でのゴミ処分施設など、船の廃棄物
を制御するための機能的な国際的ネット
ワークの開発と実施。

海洋環境を保護
する。 

X 海洋環境の保護は、制度的取り決め、
あるいは開発途上国における環境規制
によって、必ずしも優先度を与えられ
ているとは限らなかった。UNEPの地
域海条約は、必ずしもすべてが国内法
に反映されず、実施されているわけで
はない。多くの国々がマルポール条約
を批准しなかったし実施しなかった。
海岸や海洋の汚染レベルが、大陸域や
国レベルでの陸上汚染源への制御が欠
如しているために増大し続けている。
海洋資源と海洋環境の持続不可能な開
発が、広範囲に行われている。

進展と後退が混成している。 

9. 放射性廃棄物の処理と安全性
放射性廃棄物が
安全に管理され、
輸送され、格納
され、配置され
ることを確保す
る。

B 核施設の操業から出る放射性廃棄物、
ならびに医療、産業研究で使用される
放射性物質は、一般に国際基準によっ
て制御され、「使用済燃料と放射性廃
棄物に関する合同条約」の会合で報告
される。いくつかのレガシーサイト
が、核兵器の生産と実験の後に残され
たままである。いくつかのウラニウム
採鉱のレガシーサイトが、アフリカや
中央アジアに残っている。

放射性廃棄物は、高レベル
の自然発生の放射性核種と
共に、原子力産業、医学使
用、工業使用、ならびに採
鉱や鉱物の資源開発によっ
て発生し続けるだろう； 
管理し処理する設備が、近
い将来に必要になるだろ
う。

有利な相乗作用を展開させるために、前記合
同条約（放射性廃棄物を安全管理するための
重要な世界的協定書）および有害物質に関す
るその他の国際的協定書との間の結び付きを
より密接にすること。ウラニウム採鉱のレガ
シーサイトの修復を援助する国際的努力への
支援。

放射線の影響を
伴う事故を防ぎ、
事故による放出
の影響を緩和す
る。

B 福島事故は、チェルノブイリ以降の改善
にもかかわらず、原発事故がまだ起こり
得ることを例証する。また原子力安全条
約（前記合同条約の姉妹条約）は、国々
が高レベルの安全性を確実に維持するこ
とを目的としている。

他の国々が核計画を開発し
続ける一方で、多くの国々
が、福島事故の後に核計画
の廃止を決定した。全体的
な影響がどうなると言うに
は、早すぎる。

原子力安全条約および前記合同条約の目
的が確実に達成されるようさらに重視す
ること。

表 6.4  目標に向けた進展（表6.1を参照）つづき

大陸域と国レベルでの、マルポール条約、
地域海条約、ロンドン条約への批准と国
内法令化と実施を促進するための国際的行
動、ならびに化学物質と廃棄物に関する多
国間協定を進展させるための国際的行動。
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主要メッセージ 

第 2 章～第 6 章で議論された変化は、統合され相互接続

された統一体である地球システムの中で起こっている。人は、

そのシステムの不可欠な要素である。 

地球システムは複雑であり、相互作用する構成要素から

できている。これらの構成要素内、およびその構成要素間

に非線形な相互作用があり、それに人の鼓動を予測する

ことの生来の難しさが加わり、それらが地球システムの

予測に制約を課している。 

地球システム内の、人による圧力が増大するにつれて、地

球はいくつかの臨界閾値に接近しているか、または既にそれ

を超過してしまっており、その臨界閾値を超過すると、地球の

生命維持機能にとって、突然の非線形な変化が生起する可

能性があり、このことは現在と将来の人間の幸福にとって重

大な意味を持つ。例えば、気候の変動性や過酷な天候が

食糧安全保障に影響を与え、閾値の超過が温度上昇に応

じたマラリアの増加による著しい健康被害をもたらす。

また気候事象の頻度と激しさの増加が、自然資産と人の

安全保障の両面に影響を与え、気温や海面上昇の変化が

加速することで、現地住民コミュニティの社会的結束に 

影響を及ぼす。例えば、アラスカでは、永久凍土層が溶

けて洪水が増加するために村が移転を強いられようと

している。 

問題解決のためこれまでなされてきた専門家によるトップ

ダウン方式は、柔軟性に欠けるため、地球システムの複雑で

非線形な変化に対して、効果的に対処できない。これまで

持続不可能な発展という難題に 20 年もばらばらに取り

組んできたが、今は、情報を得て効果的な意思決定を行

うための、地球システム（Earth Systems）として統合

されたアプローチが必要になっている。 

地球システムへの人間圧力の底流にある駆動要因に、緊

急に対処する必要がある。と同時に、地球システムの複雑さ

とそこに内在する不確実性に、もっと適切に対処できるアプ

ローチをとる必要がある。そのアプローチは、次の３つの

要素を含んでいなければならない。相互作用とフィード

バックを理解する基礎研究； 基礎研究を下支えする継

続的な長期モニタリングと観察； 観察によって必要性

が指摘された場合に、対応の調整が行えるように進展に

ついて定期的に評価しておくことである。 



序文 
宇宙から初めて撮られた地球の写真は、その境界線が有限で

あるという、一瞬にして深遠な理解をもたらした。科学の進歩
によって、全体としての地球を、より良く見ることができるよ
うになってきている。それは、地球規模の現象を記録できるよ
うにする、地上とリモートセンシングの地球観測システムを結
合させたものや、環境の過去の状態を復元する能力の進歩や、
地球規模のシミュレーション実験を行なう計算能力の向上な
どによる(Steffen et al. 2004b)。人類の活動が、現在、非常
に広範囲になり、その影響が深刻であるために、惑星規模で地
球に影響を与えているという証拠が示されている。 

変化を来す主要な駆動要因を明らかにした第 1 章、そして地
方レベル、大陸域レベル、世界レベルでの環境変化とその影響
を例証した第 2～6 章に続いて、本章は地球システムの観点か
ら、変化について議論し、私たちが生活し、働き、そして惑星
を統治しながら進める遷移（transition）の舵取りをすること
との関連について述べる。 

地球システム 
一つのシステムとは、一定の境界内で互いに相互作用する構

成要素の集合体である。地球システムは、惑星とそこに住む生
命の状態と進化を決定している、相互作用する物理的、化学的、
生物的、社会的な構成要素とプロセスの巨大な集合体を含む、
複雑な社会・環境システムである。地球システムの生物物理的
な構成要素は、多くの場合、スフィア（圏）と呼ばれ、大気圏、
生物圏、水圏、地圏がある。それらは、気候システムや、生き 

ている生物圏によって生み出される食物生産などの生態系サ
ービスや、化石燃料や鉱物のような自然資源、といった地球の
機能を制御する環境プロセスを提供する。人間は地球システム
の中に組み込まれている一つの要素である。すべてのスフィア
は、無数のサブシステムと無数のレベルの構成を含んでいる。
これらのスフィア内での相互作用と、スフィア間での相互作用
は複雑であり、地球システムの将来の状態について予測できる
ことには限界がある。 

前例のない変化 
何人かの専門家は、地球が人新世という新しい地質年代に入

ったと言っている(Zalasiewicz et al. 2011, 2010)。その言葉
は、ノーベル賞受賞者ポール・クルッツェンによる造語で、人
間が今や自然の力を圧倒しつつあるという考え方をとらえた
ものである。人新世に入るということは、近代社会や 70 億人
を擁する世界の発展を可能にする、非常によい生活環境を過去
一万年にわたって人類に提供してきた「完新世」と呼ばれる間
氷期から離脱するということになるだろう(Folke et al. 2011)。 

クルッツェン(Crutzen 2002)は、250 年前の産業革命が人
新世の始まりであったと言う。19 世紀前半以降、10 億人未満
から現在の 70 億人になったという前例のない人口上昇は、人
新 世 が 展 開 し て い く に つ れ て の 特 有 の 出 来 事 で あ る
(Zalasiewicz et al. 2010)。この人口の急増に伴って、天然資
源の消費増大や、化石燃料への依存が途方もなく膨張するとい
った多くの社会変化が起こった（第１章）。 

地球システムは、人による影響とは別に、人の影響を受ける
前から、自然の変動の複雑さを呈している。南極大陸の氷床コ
アによって分かることは、過去 80 万年の間、気温や二酸化炭
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図 7.1  大気のCO2濃度の変化
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南極の氷の中に閉じ込められた気泡は、大気のCO2レベルについて80万
年分の記録を保存していて、そのCO2レベルは約180ppmから約
280ppmまで自然に変化していた(Luethi et al. 2008)。 19世紀にいった
ん人間が大量の石炭や石油を燃やし始めると、濃度はこれらのレベルを
越えて上昇し始め、大気中のCO2濃度の測定が始まった1958年までに
315ppmに達し、 2007年に380ppm、2011年に391ppmに達した。



素（CO2）濃度は、比較的限られた範囲内で振動しているが
(Luethi et al. 2008)、それは、地球が自転や太陽を回る軌道
に沿って回転運動する際の不規則なずれ(Hays et al. 1976)と
いった要因に、大きく結び付けられる変動によるものである。
しかしながら、現在の大気の CO2 濃度は、過去の範囲とかけ
離れており（図 7.1）、1950 年の 310ppm から 2011 年には
391ppm まで上昇し(NOAA 2011)、産業革命前の時代から後
の大気 CO2 濃度の全上昇分のうちの半分が、過去 30 年間に生
じた(Steffen et al. 2007)。 

地球システムの相互作用 
地球システムの様々なスフィアが相互に連結されているこ

とを考えると、システムの一つにおける変化は、他のシステム
の一つか、それ以上に影響を与える。Box 7.1 は、第 2 章～第
6 章の例を引用して、地球システムのスフィア間での相互作用
を説明し、それらが人の活動によってどのように変化させられ
ようとしているかを示す。 

地球システムの複雑さ 
地球システムの複雑さは、システム構成の多くのスケールや

レベルで相互作用する無数のプロセスと関係している。重要な
ことは、これらの相互作用では、変化が直線的であったり、漸
進的な形で起こることはめったにないということである。代わ
りに、地球上の様々なシステムが変化を受ける場合の振る舞い
は、ほとんど非線形で起こり、変化を抑えるか（負のフィード
バック）、変化を増強するか（正のフィードバック）のいずれ
かのフィードバックによって決定される (Steffen et al. 
2004a)。多くのそのようなフィードバックが地球システムを
形作る。

正のフィードバックは、システムを不安定にして、もう一つ
の状態へと移行させる、つまりレジームシフト（Box 7.2）を 
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Box 7.1  人の活動によって影響を受けた地球システムの相互作用の例

大気圏と生物圏 

・二酸化硫黄の大気濃度の変化が、酸性雨（第 2 章）によ
って陸域生態系と淡水生態系に影響を与え、魚種資源や他
の敏感な水生種を著しく損失させ、生物多様性や林業にも
影響を及ぼしている。

・極地域の生物圏が、他の大陸からの産業性汚染物質の長
距離輸送によって汚染されてきた（第 6 章）。

地圏と水圏 

・世界の地下水の貯水率は、1960 年から 2000 年の間に取
水量が２倍以上になったために減少している（第 4 章）。
地下水層の枯渇は、地盤沈下や、淡水を供給する際に、塩
水の侵入を引き起こす場合がある。さらに農業のような人
間の活動により、1960 年以降、世界中の流域でリンや窒
素などの栄養塩の移動が著しく増加した（第 4 章）。 

大気圏と地圏 

・地表近くの永久凍土層の 90％が、大気圏に CO2 とメタン
を放出しながら、2100 年までに融けて無くなってしまう
かもしれない（第 3 章）。

・世界の陸地の多くで、極端に激しい雨が降ったり、極端
に雨が少ないか全く降らない（干ばつ）といったことが頻
繁に起こるようになった。長期の傾向として、サヘルやイ
ンド北部で、より乾燥した状

況へと向かう傾向が示されている（第 2 章）。 

生物圏と水圏 

・ダムの建設や、川や川の氾濫原の制御が、生態系や生物
多様性に影響を与える（第 4 章と第 5 章）。

・産業廃水、下水、廃物、農業排水、大気汚染（酸性雨）
などの廃棄物から来る水質汚染物質は、内陸の湿地やそれ
らの生物多様性に大きな脅威を与える（第 5 章）。

大気圏と水圏 

・人為起源の CO2 排出のかなりの部分が、海洋に毎年吸収
されている。これは水と反応して炭酸を作るため、海洋を
より酸性化する。平均の海洋表面 pH 値は、既に 8.2 から
8.1 まで減少しており、2100 年までに 7.7 まで下がると
予想されている（第 4 章）。

・残留性有機汚染物質（POPs）や重金属のような特定の長
命の化学物質が、海洋環境に到達して、世界中に運ばれ、
その結果、人間や野生生物に毒性作用を引き起こしている
（第 6 章）。

地圏と生物圏 

・石油流出が、水界と海洋生態系を脅かし続けている（第 4
章）。

うことを認めたようである(Myers and Knoll 2001)。 

地球上の生命の多様さを示す生物多様性は、およそ 50 億年
のこの惑星の歴史のうちの過去 38 億年程度の間に進化した。
その間に 5 回の大規模な絶滅という出来事が記録されたが、こ
れまでの出来事（自然の隆起や惑星の変化によるもの）と異な
り、現在の生物多様性の損失は、主として人の活動によるもの
で、多くの場合、6 度目の地球規模絶滅と呼ばれている
(Barnosky et al . 2011; Eldredge 2001)。第３次地球規模生
物多様性概況(CBD 2010)によれば、有り余るほど生存してい
た、いくつかの脊椎動物の個体数が、1970 年から 2006 年の
間に、平均してほぼ 3 分の 1 減り、なおも世界的に減り続け
ている。多くの生物学者が、今後数十年で多くの種が失われ
(Leadley et al . 2010)、陸や海の景観が突然変化するリスクが
増大するだろうと考えている(Estes et al . 2011)。少数の科学
者は、より長期的には、これらの絶滅が、生物多様性だけでな
く多様性が生成される進化のプロセスをも変えるだろうとい 



引き起こすかもしれないシステムの反応の増加である。正のフ
ィードバックの一例は、北極圏における黒色炭素沈着の影響で
ある(McConnell et al. 2007)。黒色炭素粒子は、バイオマス
や化石燃料の不完全燃焼から大気へ放出される（第 2 章）。極
地の気候が、黒色炭素沈着に特に脆弱であるのは、黒色炭素が
雪、氷河、海氷のアルベド（反射率）に影響を与えるためであ
る。黒色炭素はそれらの表面を黒くして、放射線の反射をより
小さくするので、温暖化と、氷や雪の融解を増加させることに
なる。ラマナサンとカーマイケル(Ramanathan and Carmi- 
chael 2008)は、ヒマラヤ山脈の高地では、雪塊や氷河の融解
にとって、黒色炭素による太陽放射線吸収の増加からくる正の
フィードバックは、大気の CO2 増加に起因する温度上昇と同
じくらい重大なことであるかもしれないと報告している。

地球の大気の温度と炭素含有量との間の重要な関係が、比較
的短い時間スケールと、地質年代の時間スケールの両方におい
て明らかになったが(Pagini et al. 2010)、それは、大気圏や、
地球システムの他の構成要素における多くのフィードバック
が関与した結果である。例えば、海水の温度がより高くなるこ
とや、酸性度がより大きくなることは、炭素吸収源として働く
海洋の能力を弱める(Steffen et al. 2004b)。この正のフィー
ドバックは、システムの反応を増加させて、不安定にするフィ
ードバックである。 

気候科学でますます議論されるようになっている、もう一つ
の不安定にするフィードバックは、北極圏の永久凍土層内の炭
素貯蔵と関係している。気温上昇が永久凍土層を融かすことに
なれば、これが炭素を放出し、気温をさらに上昇させ、結果と
して、より多くの永久凍土層を融かし、もっと多くの炭素を放
出することになるだろう (Krey et al. 2009)。 
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藍藻類ミクロキスティスの繁茂によって、水が明るい緑色に変色して
いることから、この川は明らかに富栄養化している。© Heike Kampe/iStock

そのようなフィードバックのプロセスにおける生物多様性
の役割は、現時点では、物理的、化学的、生物的なプロセスに
おける相互作用の複雑さのためによく理解されていない。しか
し、もし土壌の温暖化で引き起こされる土壌呼吸の加速によっ
て、地下に格納されていた炭素が大気に放出されるならば、気
候変動を増強する可能性がある正のフィードバックが生じる
であろうことが、よく知られている(Rustad et al. 2001)。 

負のフィードバックは、初期の反応を抑えるフィードバック
で、安定させる傾向がある。例えば、大気中の水分が増加する
と、より大きな雲の覆いが作られ、地球から太陽光を反射させ
る割合（アルベド）が高まり、そのことが大気の温度を下降さ
せ、蒸発率を減少させるに至る(Schmidt et al. 2010)。 

これまでのところ、人間の圧力に対して地球システムがとっ
た対応はその影響を抑えるほうが総じて支配的であった
(Steffen et al. 2004b)。これは地球システムが持つ生来のレ
ジリエンス（回復力）によって説明され、生物圏は、人によっ
て引き起こされたいくつかのかく乱も含め、かく乱を和らげる
ように気候システムと相互作用する。その結果、世界の生物圏
の中の炭素吸収源が、人の活動からもたらされる CO2 排出に
対して負のフィードバック対応を行い、1960 年代に年間およ
そ 20 億トンであった炭素吸収を、2005 年にはおよそ 40 億ト
ンまで増加させた(Canadell et al. 2007)。しかし、世界の環
境変化がもたらす圧力を和らげる生物圏の能力が、低下してき
ている兆しが見られる(Le Quéré et al. 2009)。例えば、地方
レベルでは、湖の富栄養化が生じ(Qin et al. 2007)、大陸域レ
ベルでは、地域の温暖化が増幅して北極圏の海氷融解が加速さ
れるというように、正のフィードバックが増大している証拠が
ある(Serreze and Barry 2011)。森林は貴重な炭素吸収源であり、人為起源のCO2排出に対して負

のフィードバック対応を提供する。© Eugenio Opitz
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カリブ海の珊瑚礁上での相互作用 
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Box 7.2  レジームシフト

図 7.2  様々な駆動要因とフィードバックに起因するレジームシフトの例

アリゾナ南部での単一の要因

0.25ヘクタールの区画当たりの低木
の平均数 

ある閾値を超えると発生する生態学上のレジームシフトは、
たいてい突然発生し、それは強制力の変化（駆動要因の変化）
によるよりも（社会側の）対応の変化によって、はるかに大き
く発生する。またレジームシフトは、人間の経済や社会への影
響を伴いながら、長期に続く可能性がある(Briggs et al. 2009)。
いくつかの生態系は、２つ以上のかく乱による別々の影響の合
計よりも、結合された影響の方が大きくなる相乗効果にさらさ
れる時の変化に対して、極めて脆弱になる可能性がある(Folke 
et al. 2004)。一例は、干ばつと過放牧の結合した影響にさら
された牧草地であり、土壌、生物多様性、生産性に変化が起こ
り、結果として、異なる構造や機能特性を備えた新しい生態系
がもたらされる。これは、フィードバックの変化が徐々に起こ
った例である(Wysham and Hastings 2008; Levin 1998)。
対照的に、一つの状態からもう一つの状態へのシフトが、以下
に例証するように、破局的または極端な外部からの混乱に起因
して起こる場合もある(van Nes and Scheffer 2007)。 

レジームシフトの3つの例が図7.2に示される。最初の例は、
アメリカの北ニューメキシコにおいて、いかにして森林であっ
た区域が消滅し、それらがピニョンやジュニパーの低木林によ
って置き換えられたかを示すもので、干ばつとキクイムシ来襲
の相乗効果が、ポンデローザマツ（マツ属ポンデローサ）の枯
死率を高めた結果である。これは、記録されている景観規模の

レジームシフトのうち最も急速に起こったものの一つである
(Allen and Breshears 1998)。

ブラウンらは(Brown et al. 1997)、アメリカのアリゾナ南
部の半乾燥の立地において、約 10 年の期間にわたって、草に
支配されていた生態系から、低木に支配される生態系へのシフ
トについて記載した。これを駆動させたのは、季節的な降雨で、
ゆっくりと変化する単一の駆動要因であった。冬の降雨は、草
よりも木質の低木が成長して拡がっていくのを容易にし、その
ことが、いくつかの動物種の絶滅を引き起こし、以前は希であ
った他の動物種を増やした。

第２の例も、急速であるが、基本的な原因が全く異なる。デ・
ヤングらが(de Young et al. 2008)、生物間の相互作用の影響
を例を用いて説明した。カリブ海のサンゴ礁の種特有の病原体
が、1980 年代の初めに、ウニの大量死を引き起こした。ウニ
の個体群密度が、それらの本来のレベルの 1％に減少し、次い
で茶色の肉質の藻類が、もはや（ウニに）食べられることなく
増えることができるようになり、サンゴ礁に繁茂した。そのサ
ンゴ礁の群落は、レジームシフトを引き起こしたのである。そ
のシフトは、トリガー（病原体）と、藻の優位性の両方のため
に、1 年か 2 年以内で発生したが、その新しい状態が、20 年
以上の間、いくつかの区域で存続した。



地球システムが人の幸福に及

ぼす変化と影響 
上記で議論された主要な地球システムの変化が、環境、経済、

社会に対して影響を及ぼす。あらゆるスケールで、人の活動や
環境変化がもたらす影響と地球システムとの相互の関わり合
いを示しながら、決して包括的ではないが、実例を用いてこれ
らの影響について引き続き説明する。 

極地域 
世界の環境の中で発生する複雑な変化の多くが、極地域にお

いて増幅する傾向がある。例えば、緯度のより低い地帯から来
る熱流束は、北極海氷の融解を加速するし、北極圏の氷河やグ
リーンランドや南極の氷床の量を減少させ、そのすべてで世界
の海面上昇に寄与する。極地域は、いろいろな経路で、緯度の
低い地帯や地球全体に影響を及ぼしている。

北極圏 

図 7.3 に示されるように、北極地域は最近の数十年間に、表
面温度の最大の上昇を経験した（赤で示される）。この地球温
暖化の増幅は、計器による記録と過去の気候を復元することに
よって確認され、気候モデルのシミュレーションでも示されて
いる(Serreze and Barry 2011)。 

地球システムの全体像  199 

-1.0 -0.5 -0.2

表面の年平均気温の変化、℃

0.2 0.5 1.0 2.0 4.0 データ無し。
出典: Serreze and Barry 2011 based 
on NASA GISS temperature analysis  
(http://data.giss.nasa.gov/gistemp).

図 7.3  地球表面の年平均気温について観測された1960～2009年の変化 

その増幅は、北極圏への熱輸送(Graversen et al. 2008)、
雪上への黒色炭素沈着(Hansen and Nazarenko 2004)、それ
に付随するアルベドの減少によって強められる海氷の融解
(Screen and Simmonds 2010)、大気によって下向きに放出
される赤外放射｟温室効果ガス等による赤外線エネルギー｠
の増加(Francis and Hunter 2006)、大気中にあって熱を吸収
する黒色炭素エアロゾルの増加（第 2 章）(Shindell and 
Faluvegi 2009)など、いくつかの要因によって引き起こされ
る。北極の海氷被覆が急速に縮むことは、正の気候フィードバ
ックの一部である。人工衛星のデータによって示されるように、
過去 30 年にわたって氷で覆われた区域の減少に加えて、最も
古くて最も分厚い氷についても、かなりの減少が起こりつつあ
る(Maslanik et al. 2011)。海洋と大気の間の断熱材としての
働きをしている海氷の消失は、結果として、上向きの熱流束を
強めることになり、そのことが北極圏における対流圏下部を暖
めて、北半球の多くに行き渡る大気循環に影響を与える
(Serreze and Barry 2011; WWF 2010)。これは、暴風の経
路、降雨パターン、熱波と寒波に至る状況を変える。例えば、
暖かい北極海と寒い大陸によって新たに生じている大気パタ
ーンは、寒い季節に、より激しい北極気団をより頻繁に発生さ
せるように働き(Petoukhov and Semenov 2010)、北半球の
中緯度で暮らしている何億もの人々の幸福に影響を及ぼす。 



北極評議会の「北極圏の雪、水、氷、永久凍土」（SWIPA）
評価によると、永久凍土層の温度が、特に寒い場所で過去 20
～30年で 2℃も上昇したことが示されている(SWIPA 2011)。
北極圏の温暖化は、永久凍土層の融解と減少を引き起こしてお
り(Lawrence et al. 2008)、スカンジナビア、ウラル山脈西の
ロシア北極圏、アラスカの奥地において、季節的に永久凍土層
の上部の土壌の融ける深さが増大した。1970～2005 年の間に、
ロシアの永久凍土層の南限界が北方へ 30～80km 後退し、カ
ナダのケベックでは、過去 50 年間に 130km 後退した(ACIA 
2004)。地域規模で起こっている永久凍土層の融解というプロ
セスは、微生物の活性を増加させ、現在凍土に固定されている
炭素を放出することになり(Tarnocai et al. 2009)、世界的な
正の気候フィードバックを引き起こすだろう(Schaefer et al. 
2011)。2030 年までに、北極圏は炭素吸収源というより、む
しろ炭素発生源になる可能性がある(Schaefer et al. 2011)。 

また北極海域が温暖化して海表面が開放されることは、炭化
水素や他の天然資源が利用されるようになることを意味する
(Stephenson et al. 2011)。石油やガスの生産、そして航行が
増加して、北極圏は、人為起源の炭素排出量を増大させる産業
振興の区域へと急速に変わる可能性があるかもしれない。これ
は正の気候フィードバックのもう一つの例であり、自然的影響
（温室効果）と社会的影響（人間活動）の両方を引き起こす。 

地球システムにおける世界と地域の相互の結び付きに関し
て、予期しなかったもう一つの兆候が、2011 年春、亜寒帯の
北極圏で観測された。高度 18～20km の成層圏オゾンのおよ
そ 80％が消失するという前例のない現象で、マニーらによっ
て(Manney et al. 2011)、それは成層圏下部の低温状態が変
則的に永く続いたことが原因であるとされ、塩素がオゾンを破
壊する形となる大気状況が、永い低温状態によって持続強化さ
れたのである。 

南極圏と南極海 

この辺境の地域は、まだよく理解されておらず、そこで起こ
る非常に複雑な地球システムの相互作用を観測する能力は制
限されている。多くの観測によれば、南極海域が世界の海洋の
平均よりも、急激に暖まっていることが示されている。中層水
の温暖化が、ジル(Gille 2002)によって報告され、さらに船舶
による観測結果とフロート観測を比較した結果、南極環流の海
域が広範囲に温暖化し、塩分濃度が下がっていることが示され
た(Böning et al. 2008)。また深海と深層水の測定結果も、温
暖化の傾向を示している(Purkey and Johnson 2010)。この
地域の大きな特異性は、成層圏のオゾンホールであり、オゾン
ホールが過去 30 年にわたって南極の環境に著しい影響を及ぼ
してきた。オゾンホールの影響による南半球環状モードとそれ
に関連する風が、温暖化を引き起こす温室効果ガスから、南極
半島を除く南極大陸の大部分を保護する傾向にあったが、（オ
ゾンホールの回復で）そのような気候変動に関する主要な地域
パターンが変わろうとしている。(Turner et al. 2009; 
Thompson and Solomon 2002)。 

南極圏は、地球最大の冷凍された淡水を貯蔵しており、61.1
メートルに相当する海面上昇を引き起こす潜在力を持つ
(IPCC 2001)。南極の氷床のかなりの部分が陸の上にとどまっ
ているが、これらの陸地表面は現在の平均海面よりももっと低
い。例えば、西南極の氷床の氷の底は、その多くが海洋表面よ
り 1,000 メートル以上も下にある。最近の推定では、この西南
極の氷が世界の海面を 3.3 メートル押し上げる可能性がある
ことが示唆されている(Bamber et al. 2009)。東南極の氷床の
これまで未調査であった区域について、最近の航空機からの地
球物理学的な測定結果によると(Young et al. 2011)、そのほ
とんどの氷床の底が海面より下にあることが示された。したが
って、急激な温暖化に置かれている海洋氷床の安定性が懸念さ
れる。最近の南極大陸における地域的な温度傾向は、さほど著
しいものではなく、いくつかの場所では温度が下がっているけ
れども、1951～2006 年の間には、南極半島の北西部のファラ
デーやベルナツキー基地で10年当たり0.53℃の上昇を観測し
た(Turner et al. 2009)。この地方の温暖化とそれに伴う風の
変化が、1995 年におけるラーセン棚氷 A の崩壊と、2002 年
の B の崩壊を引き起こした主な原因であると考えられている。
温暖化にさらされている現在の西南極の氷床の崩壊の可能性、
または融解の加速が集中的に調査されている(Huybrechts 
2009; Pollard and DeConto 2009)。 

通常、CO2 の大気濃度が増加すると、海洋はさらにそれを吸
収する傾向がある。しかし、世界の海洋の炭素吸収のうちの重
要な部分を占めている（Takahashi et al.2009）南海洋では、
CO2を吸収する能力が低下しつつある(Le Quéré et al. 2007)。 
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Box 7.3  南極の生物多様性

南極の大規模海洋生態系は、魚、イカ、ヒゲクジラ、アザ
ラシ、ペンギン、海鳥のすべてが常食としているナンキョク
オキアミと、低次栄養段階の植物プランクトンとを結び付け
る、やや短い食物網が特徴である(Hill et al. 2006)。1980
年代までは、アザラシ、クジラ、魚の捕獲について、制御が
為されていなかったか、または規制が緩かった(Sherman 
and Hempel 2008)。アザラシ、クジラ、海鳥が初期の捕獲
の対象となったが、これらの資源が減少すると共に、魚、次
いでオキアミ、そして最後にカニやイカに注目が移っていっ
た。初期の搾取の多くは、やや急激に起こり、鍵となる生物
の一連の破局的な資源崩壊を招いたので、激しい生態学的な
影響が及ぼされたに違いない(Nicol and Robertson 2006)。
オキアミ漁場を管理する予備的なアプローチが、以下の好ま
しいアプローチが開発されるまでの当面の手段として、「南
極の海洋生物資源の保存に関する条約」（CCAMLR）によっ
て採択され、1982 年に施行された。好ましいアプローチと
は、生態系モニタリングの増強、オキアミやそれらの捕食動
物と環境影響と漁場とを結び付けるモデルのさらなる進化、
漁船の挙動に関する高解像度リアルタイム情報などである
(Hewitt et al. 2001)。 
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数年の間隔でパキスタンを襲う最悪の洪水による犠牲者が、ノウ
シェラの北西の都市の浸水した通りを歩いている。
© Amjad Jamal/UN Photo

この理由として可能性の高いものの一つは、1970 年代以降、
南極海を覆う極地付近の西風が 15～20％強まったことである
が、その西風の増大は、部分的に成層圏オゾンホールによる影
響に起因している可能性がある(Thompson and Solomon 
2002)。この現象は南極の生物多様性にとっても重要な意味を
持つ（Box 7.3）。 

世界気候研究計画の化学-気候モデル検証プロジェクト（CC 
MVal2）は、全体として、モントリオール議定書の実施によ
る成層圏オゾン層の完全回復が、今世紀の中頃には達成される
としている(Eyring et al. 2010)。しかし、オゾン層が復元さ
れると、南半球環状モードとそれに関連する風に影響して、南
極圏と南極海にて温室効果ガスの引き起こす温暖化を押さえ
込んでいる既存の制約が弱まって(Turner et al. 2009)、その
他の著しい変化を、その地域から世界にもたらす可能性がある。 

人の幸福への影響 

極地域での変化パターンが地球の他の場所での活動や影響
と結びついていることは、GEO-4(UNEP 2007)で「地球公共
財の乱用」と呼んだ、どこにでもある脆弱性のパターンを例証
するものである。例えば、この乱用によって、気候変動や海面
上昇といった環境変化がもたらされ、海面上昇した場合の漁場
や土地の減少といった資源の枯渇に、人々も環境もさらされる
ことになる。地球公共財の乱用に起因する変化に最も脆弱な
人々は、たいていその乱用自体に責任を負っていない。 

長い時間スケールで地球システムの全体像を見てみれば、極
地域で進行する可能性がある将来の変化は、極地域と地球の残
りの部分とが互いに接続されること、成層圏オゾンの回復と地
球温暖化のような問題の領域間で相互作用が起こること、西南
極の氷床の融解という大惨事が起こる可能性などである。これ
らの極地域での将来の変化は、潜在的な非常に大きな圧力であ
り、それらへの人々や環境の脆弱性を減らすために、地球公共
財を管理する全体的な対策が必要であることを示している。 

ヒンドゥークシュ山脈とヒマラヤ山脈
ヒンドゥークシュ山脈からヒマラヤ山脈にかけては（図 7.4）、

時には第３の極と呼ばれ、世界で最も動的で複雑な山系の一つ
である。それは、10 万 km2 以上の氷河の覆いと、アジアで最
も大きい河川のうちの 10 本の水源を含み、極地域以外で見ら
れる最大の量の雪と氷を擁する。この山系は、世界で最も多湿
な環境や、最も乾燥した環境をいくつか通って 3,500km 伸び、
垂直方向には地球上のほぼすべての生物分布帯を通って標高
8,000ｍに達する。そして地理的には人間が最も集中し人口密
度が最も高い地域の中心に位置し、非常に壊れやすい環境で、
特に地球温暖化に脆弱であることが認められる(Bates et al. 
2008; Xu et al. 2007)。 

南アジアの国々は、自然災害に対して極端に脆弱であるため、
周期的な災害が、地域の社会経済的で公平な発展に大幅な後退
を繰り返し引き起こしている。気候変動が、災害に至る異常気 

象の頻度と大きさの両方を増大させていると予想され、速やか
な対応が必要である(Cruz et al. 2007)。 

気候変動の頻度や大きさ、そしてそれによる影響の可能性に
関して、不確実性が高まっているが、ヒマラヤ地域の環境的・
社会経済的な景観を、徐々に、強力に変えつつある多くの圧力
の一つが、気候変動であることに疑問の余地はない。このこと
は、山間部のコミュニティや生計に対して著しい影響を及ぼす
水や生態系サービスについて特に当てはまり、下流の利用者、
特に女性は、例えば飲料水や燃料のためにひんぱんに長距離を
歩く必要があり大きな影響を受ける(UNEP 2011b)。しかし、
山間地域では、近代化（通信、輸送、インフラ、貨幣化など）
や移住による伝統的な性別関係を変更させる、全体的な変化の
枠組みの中で、変化していく気候の影響が理解されなければな
らない(CIDA 2002)。 

人の幸福への影響 

ヒンドゥークシュ－ヒマラヤ山脈地域とその下流での、気候
変動による人の幸福への影響は特に激しい。それは気候の影響
を受けやすい農業などの職業に依存している人々が多いため
である。この地域では、20％以上の総計約 2 億 6,000 万人が
貧困ライン以下の生活をしている。国際食糧政策研究所
（IFPRI）は、気候変動による世界の穀物生産への悪影響が、
年間 0.6～0.9％出るかもしれないが、南アジアではその影響
が 2080 年までに 18.2～22.1％程度まで高くなるかもしれな
いと結論した(von Braun 2007)。また最近の研究で、ヒマラ
ヤ地域とその下流域の、南アジアの穀物地帯として知られるイ
ンドのガンジス川の平原などは、気候変動に特に弱いとの結論
が出されている(Ma et al. 2009; Xu et al. 2009; Ba tes et al.
2008; Cruz et al. 2007; Beniston 2003; Nijssen et al. 
2001)。
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図 7.4 ヒンドゥークシュ山脈からヒマラヤ山脈の地域の最近の洪水
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山間に住む人々や下流の氾濫原に住んでいる人々のような、
貧しく社会の主流から取り残されたグループは気候変動に特
に弱い。低所得で多くの家屋が丈夫でないことに加えて、ヒマ
ラヤ山脈の荒い地形が、この地域を特に洪水の被害を受けやす
い区域にしていて、土砂崩れや不安定な地盤（図 7.4）が、定
住するには重大な脅威になっている。さらに洪水後、人々は多
くの場合、同じ危険を受けやすい区域に再建するために、死と
破壊の危険性を増大させている。 

山間での生計は、平地での生計よりも、環境や経済の激変に
はるかに影響を受けやすく、山間における貧困は気候変動によ
って悪化する(ICIMOD 2010b)。特に女性は気候変動や環境
劣化の影響に脆弱である(ICIMOD 2009; Plumper and 
Neemayer 2007)。 

アマゾン 
アマゾンの森林は地球システムの非常に重要な構成要素で

ある。それは地球で最大の陸域生物多様性の宝庫であり
(Cochrane and Barber 2009; Foley et al. 2007)、莫大な量
の水とエネルギーを大気圏と交換し、狭域や地域の気候に影響
を与え(da Rocha et al. 2009)、また 900 億トンの炭素を保
持する主要な炭素吸収源であり、貯蔵庫である(Chao et al. 
2009)。この量は、世界の熱帯雨林に保持されている全炭素の
およそ 5 分の 1 になる(Pan et al. 2011; Chao et al. 2009)。 

アマゾンは、最近になって世紀に一度の大干ばつを、2005
～2010年の5年の間に2回も経験した。その2回はいずれも、
普段は純炭素吸収源である平穏な地域に、炭素排出量を大きく
増加させることになる急速で広範囲に及ぶ木の大量枯死を引
き起こした(Lewis et al. 2011; Phillips et al. 2009)。森林減 



上に及び、東の自然植生と、西の 1300 万ヘクタールの耕地を
分離している。ウサギから作物が保護されたかは例証していな
いが、植生がどのように気候に影響したかを例証している。自
然植生が残っているフェンス東側に、より多くの雲があり、よ
り頻繁に雨が降る（写真を参照）。フェンスの両側で、多数の
物理的、生物的な変数を測定したネアら(Nair et al. 2011)に
よって、いくつかの妥当性のある説明がされている。彼等は、
フェンスの農地側では、年間を通してこれらの変数が大幅に変
動するが、自然植生の側では、小さな季節変動だけが見られる
ことを発見した。ネアと同僚は、自然植生側の表面がより暗い
こと、またより大きくでこぼこしていることが、大気の中へ流
れていく熱流束を増強させる結果となり、それが雲を形成させ
るチャンスを増やしたと結論した。測定が 1970 年代に始まっ
て以降、降雨量の観察結果では、主に農地側に限って、冬の降
雨量が 20％減ったことが示されている。

サヘル

サヘルは、サハラの南のアフリカを東西に横切って、10 か
国にわたって延びる大きな半乾燥地帯である。降雨量が非常に
変化し易く、そして疑いなく相互作用している重要な次の二つ
の要因によって、その降雨の大半が駆動されている。それは、
地球規模での海面温度のパターン(Biasutti et al. 2008)と、陸
と大気の相互作用に影響を及ぼす土地被覆の大規模な変化
(Huber et al. 2011)である。サヘルにおける降雨変動と植生
の動態の役割は、多くの注目を集める研究対象となっているが、
サヘル地域の国々の人口が、1960 年の 1900 万人に対して
2020 年までに 4 倍になると予想されているので、それは特に
重要である(Brown and Crawford 2009)。
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西オーストラリア州の耐ウサギ性のフェンスが、自然植生（東側） 
と、農地および牧草地（西側）とを分離している。自然植生が成
長しているフェンスの東側は、より暗くて、多くの雲がある。  
Source: Pielke et al. 2011

少の速度は低下しつつあるけれども、干ばつは森林の燃焼性や
延焼を大きくするために、火災への脆弱性を高める(Aragão et 
al. 2007)。ベルガラとショルツ(Vergara and Scholz 2010)
によるモデル・シミュレーションによれば、ゼロ森林伐採（森
林伐採させない）のシナリオにおいて、主として化石燃料の排
出ガスによって駆動される気候変動単独の影響が、2100 年ま
でにアマゾン生物群系の規模を3分の1にまで縮小させるとい
うことが起こり得る。それも森林伐採と火災の影響が気候変動
の影響と結合する場合、そのモデルはもっと大きな縮小を示す。 

森林減少は一般的に、アマゾンにおいては特に、上記で議論
された自然の要因に加えて、多数の社会経済的な要因（第 3 章）
による相互作用の産物である。これらの中で最大のものは、圧
倒的に牧草地への転用であり、それは国際的に増大している牛
肉需要を満たすためのものである(Zaks et al. 2009)。第 3 章
で議論されたように、アマゾンの未来に関する楽観論には、ま
だ根拠は残っている。例えば、ブラジル政府によるアマゾンの
森林減少を予防し制御するための行動計画（PPCDAm）であ
り、それはモニタリングと法の執行、土地保有権の調整、持続
可能な土地利用のための代替案の促進という３つの目標を焦
点にした一連の政府イニシアチブを統合したものである。 

人の幸福への影響 

またアマゾンは、炭素吸収源として機能することによって、
地球の気候を調節する重要性に加えて、先住民族と最近の入植
者の両者に対して生計を与える(Parry 2008)。フォーリーらは
(Foley et al. 2007)、アマゾン生態系が、淡水や河川流量を調
節し、地域の気候パターンを調整し、媒介生物による疾病や飲
料水媒介の疾病の蔓延を抑制しており、それらのすべてが人の
幸福にとって極めて重要であると指摘する。アマゾンの農民た
ちは、栽培時期における干ばつや洪水や火災による影響、疾病
の蔓延による影響、食料や水や人の安全保障上の影響を受ける
ため、気候変動に脆弱である(Brondizio and Moran 2008)。 

乾燥地域 
乾燥地域の砂漠化または土地荒廃は、人間社会が直面する最

も大きな環境諸課題の一つである（第 3 章）。世界の乾燥地域
は（砂漠からステップ、サバンナに及ぶ、乾燥、半乾燥、乾燥
半湿潤の気候地域）、世界の地表面積のおよそ 40％を覆ってい
て、ほぼ 20 億人にとっての生活の地である(Ezcurra 2006)。
景観の劣化は、社会経済、気象、生態系の各プロセスが密接に
結合して生じるので、特に複雑な問題である(Reynolds and 
Stafford Smith 2002)。 

西オーストラリア州 

土地被覆の変化が、乾燥地帯の地域の気候にどのように影響
を及ぼし得るかを示す一例がある。西オーストラリア州での、
ウサギが耕地と牧草地に損害を与えるのを防ぐために構築さ
れたウサギ防除フェンスである。そのフェンスは、750km 以
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カナダ、ブリティッシュコロンビアのバーミリオン川、3年前に
区域を荒廃させた森林火災の余波　© Bruce Smith/iStock

サヘルは、ほぼ 6 千年前は、草地や灌木地によって覆われて
いたが(Prentice and Jolly 2000; Hoelzmann et al. 1998)、
その後乾燥した状態に転換したことを示す海底堆積物や考古
学的証拠資料がある。(Foley et al. 2003; de Menocal et al. 
2000)。最近では、1950 年代と 1960 年代のより降雨量の多
い比較的湿潤な状態から、1970 年代と 1980 年代のより乾燥
した状態への明白な移行があり、それに続いて、過去 30 年に
わたってサヘル地域全域での降雨量の全般的な増加傾向がも
たらされ(Huber et al. 2011)、それが、一般に緑化傾向と呼
ばれるものになっている。しかし、フーバーらは(Huber et al. 
2011)、植生の変化が必ずしも降雨変化に直接に関係したとは
限らないとして、この傾向の複雑さを明らかにしている。 

人の幸福への影響 

西オーストラリア州の場合には、土地利用の変化が意図しな
い影響をもたらした。根深い自然植生を除去したことが、降雨
量の減少だけでなく、地下水面の上昇をもたらし農地表層の塩
分を増加させたために、農業生産性がさらに低下した。人が農
業のために土地を開墾し続けるにつれ、逆説的なことが起り、
食糧生産が短期的には増加しても、長期的にはひどく減少する
かもしれない(Noticewala 2007)。 

牛飼育と農業のためにオーストラリアの自然植生を広範囲
に除去したことのもう一つの影響は、先住民に対するもので、
彼等はこれまで伝統的な食物を、豊富な野生生物に頼ってきた。
しかし多くの先住民のグループが、大牧場で働いてヨーロッパ
の食糧に適合する以外に選択肢がなかった(Kouris-Blazos 
and Wahlqvist 2000)。これは、肥満に関連する慢性病を引
き起こし、彼等の栄養状態や幸福に対して、有害な影響を及ぼ
した(Wolfenden et al. 2011)。 

アフリカの多くの地域、特にサヘルのような乾燥地域では、
主に自給農業で生活が営まれている(Kumssa and Jones 2010) 。
このことは、人の活動と土地被覆と気候との間の複雑なフィー
ドバックを考慮すると、食糧安全保障にとって著しいリスクと
なる。アフリカ・パートナーシップ・フォーラム(APF 2007)
は、アフリカの乾燥地域で暮らす 7,500 万から 2 億 5,000 万
の人々が気候変動によって影響を受けると推定している。 

サヘル地域の緑化は観測されているが、地域の西部区域の降
雨量は増加していない(Huber et al. 2011)。メルツらは
(Mertz et al. 2010)、年間 400～900mm の降雨量であるサヘ
ル地域の５つの国々の 1,249 世帯について行った研究で、天水
作物生産が減少している原因が、降雨量の不足を主とする気候
要因によるものであると信じているのは世帯の 30～50％で、
土地保有の変化のような広範な他の要因によるものであると
した者が、残り 50～70％であることが分かった。メルツら
(Mertz et al. 2010)は、最も乾燥した地帯と最も湿潤である地
帯の違いに加えて、天水作物区域と家畜区域の違いを研究し、 

最も乾燥した地域で天水農業を発展させようとしているサヘ
ルの農業限界域にいる人々の直面している困難さを示した。乾
燥地域における気候変動への適応策は、これらの込み入った相
互作用を考慮に入れなければならないだろう。

火災 
地球規模でのバイオマスバーニングの大半が、干ばつ年と並

外れた降水年のサイクルがある熱帯地方で発生している(Liu 
et al. 2010; van der Werf et al. 2008; Goldammer and de 
Ronde 2004)。アフリカ大陸は、植生火災の発生が最も多く、
世界全体での年間のバイオマスバーニングの推定 30～50％を
占める(Roberts and Wooster 2008; Dwyer et al. 2000)。 

大規模な制御不能な火災が、植生に覆われた全ての大陸で近
年増加しており、何百億米ドルの被害をもたらしている
(Bowman et al. 2009)。アメリカやカナダからの検証データ
（図 7.5）では、両国での森林火災の程度が、20 世紀の間に著
しく増加したことを示している。アメリカ西部では、1980 年
代の中頃以降から、大規模な森林火災の頻度がほぼ４倍に増加
し、その広がりは６倍以上になった(USGCRP 2009)。カナダ
やアラスカのツンドラでの最近の火災は、過去５千年の間に前
例を見ないものである(Hessl 2011)。人工衛星による観察によ
って、気候と人的活動の間の強い非線形な関係が明らかにされ
ている。干ばつは、より急速な森林減少をもたらすと同時に、
泥炭地の地下水面による火災緩衝の効果を減少させ、生態系の
火災への脆弱性を増加させる(van der Werf et al. 2008)。将
来の火災の動態を予測することは困難な作業である。それは、
火災の様々な原因となる要素が非線形性を示すことや(Hessl 
2011; Flannigan et al. 2009; van der Werf et al. 2008)、
直接的な人間活動と気候変動のどちらが、一般的に言って、よ
り支配的な役割を火災発生に及ぼしているのかという未解決
の疑問があるためである(Bowman et al. 2009)。 

人の幸福への影響 

火災による人の幸福に対する著しい影響には、次のようなも 



シェールガス堆積盆
傾斜掘りや水圧破砕のような新しく実証された技術によっ

て、低透過性の地層（シェール層）から、天然ガスを経済的に
抽出することができるようになった。これらを実施することは、
新しい天然ガス井の建設、そしてそれに伴う基盤施設であるパ
イプライン、道路、圧縮装置ステーション、蒸発池の建設を加
速することになり、広範な土地の破砕とかく乱、大気質の悪化、
地表水と地下水の質の低下をもたらす。アメリカの東部と西部
の数箇所では、新たに対象となる地層が、新技術を使用して経
済的に掘削できるようになるため、その発展の速度が急上昇し
た。現在まで、そのようなシェールガスの抽出は、主としてア
メリカで起こっているが、新技術の使用が拡大するにつれて世
界の他の地域（図 7.6）に拡がると予想され、拡がってゆくに
つれて、他のガス資源と比較した場合の収益性や、シェールガ
スの特性によって勢いを増す(Kuuskraa and Stevens 2009)。 

天然ガスで石炭の燃焼を代用することは、排出量の低減にな
り、いくつかの地方の大気質に恩恵をもたらすかもしれないが
(Howarth et al. 2011)、一方で、天然ガスを集中的に開発す
る現場近くでの大気質への影響は、特にベンゼンや、オゾンを
生成する前駆物質や、浮遊粉じんなどの、危険な大気汚染物質
の放出のために、非常に深刻になる可能性がある。さらに広い
意味では、シェールガス燃料への切り替え、つまりシェールガ
スのような従来とは異なる化石燃料が、大規模に開発され使用
され続けるようになると、そのメタン排出量が従来のガスと比
べて少なくとも 30％高いため、人為起源の気候変動を悪化さ
せるだろう(Howarth et al. 2011; Wigley 2011)。さらにア
メリカ西部では、生成された水（つまり炭層ガス水）の廃棄に
使用される蒸発池が、揮発性有機物である、危険な大気汚染物
質の深刻な発生源となっていることが最近分かった(USEPA
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図 7.5 カナダの森林火災、1920～1999年
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出典: Gillett et al. 2004/American Geophysical Union

図 7.6  米国連邦エネルギー情報局によって特定された世界のシェールガス堆積盆
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出典: EIA 2011

のがある。家屋などの資産の破壊(Bowman et al. 2009)、
2010 年のロシアでの火災で明らかにされた人の健康や大量死
に及ぼす影響、また例えば 2007 年のレバノンで経験されたよ
うな農村資源に依存しているコミュニティでの生計の喪失
(IUCN 2008)などである。さらに、現在の世界の火災の傾向
が継続または悪化すると、森林や他の生態系に貯蔵された莫大
な量の炭素による深刻な事態を招き、気候－炭素フィードバッ
クの増幅が解き放たれ、危険な気候変動のリスクが増大する可
能性がある。



2009)。また、井戸を掘削し完成させるために使用される水の
消費割合が高いことに伴って、その天然ガス開発が水資源に及
ぼす影響も広範囲に及ぶ。また爆発可能レベルのメタンによる
地下水層の汚染(Osborn et al. 2011)、塩化物、金属、有機化
合物による表面水や地下水の汚染、生成された水が放出される
河川の汚染などがもたらされる(Johnson et al. 2008)。天然
ガスが採取される地層が持つ多くの複雑な性質が、地下水資源
に対して、知られていない多くの影響を及ぼすかもしれない。
このことは、世界にシェールガスの膨大な埋蔵量があるために
特に懸念される(EIA 2011;IEA 2011)。 

人の幸福への影響 

関連する地表水汚染や大気汚染と同様に、水圧破砕で使用さ
れる化学物質も、人の健康にとって有害であると思われる
(Finkel and Law 2011)。 

オーバーシュート 
地球システムの機能やその最近の変化について、科学的に理

解されるようになったことで、人間社会にとって深刻な影響と
共に、根本的な状態変化をもたらすであろう閾値、あるいはテ
ィッピングポイントを超過する危険性があることが分かって
きた。そのようなシフトには、熱帯雨林からサバンナへの転換、
造礁サンゴ礁から軟質サンゴ礁への転換、降雨パターンの変化
などを含めなければならないかもしれない（Box 7.2）。地域
から地球規模の影響が引き起こされる急激に変化する危険性
については、ティッピングエレメント(Schellnhuber 2009)
や、惑星限界（planetary boundary）(Rockström et al. 
2009a)といった概念で捉えられ、それらは地球システム科学
によって洞察された比較的最近の見識である。持続可能性につ 

いてのこれらの地球規模での枠組みは、成長の限界、環境収容
力、エコロジカル・フットプリント、オーバーシュートといっ
た以前の概念を補完するものであり、天然資源の埋蔵量の推定 
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Box 7.4  エコロジカル・フットプリント

エコロジカル・フットプリントは、現在の技術を用いて、
一人の住人の消費する資源を生成するために、かつ一人の住
人の廃棄物を浄化するために、一人の住人が使用することに
なる生物学的に生産性のある陸地と水域の面積として表さ
れる。Kitzes らは(Kitzes et al. 2008)、エコロジカル・フ
ットプリントを、利用可能なバイオキャパシティと比較した。
バイオキャパシティは、規定された地理的区域内で、一人の
住人が利用できる生物学的に生産性のある区域の面積であ
る。図 7.7 は、北アメリカと西ヨーロッパでは、フットプリ
ントがバイオキャパシティを超過していることを示す。
Kitzes らは(Kitzes et al. 2008)、もし世界中の誰もが、典
型的な北アメリカや西欧の人と同等のエコロジカル・フット
プリントを持ったならば、国際社会は、地球のバイオキャパ
シティの３～５倍オーバーシュートするだろうと結論した。
中央ヨーロッパや東ヨーロッパは、共にその地域における利
用可能なバイオキャパシティ内で生活しているが、地球規模
で見れば持続可能にやっていけないレベルの、一人当たり消
費レベルで生活している。逆に、アジア太平洋地域は、その
領域内において利用可能なバイオキャパシティを越えた生
活をしているが、もし地球規模に拡張されれば、オーバーシ
ュートを引き起こさない一人当たりのエコロジカル・フット
プリントで生活している。アフリカの居住民は平均して、地
域規模でも、地球規模でも、一人当たり利用可能なバイオキ
ャパシティ未満で生活している。 

図 7.7  大陸域のエコロジカル・フットプリントとバイオキャパシティ、2002年
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出典: Kitzes et al. 2008
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や、主として健康に関する様々な汚染物質の臨界負荷について
の推定と共通するところがある。これらを記述する言葉のすべ
ての基本になるものは、人為起源による変化が、地球システム
によるその変化を吸収する能力を超えてしまうポイントを特
定するための、様々な方法であり想定である。この方法や想定
については、まだ科学文献において議論されているところであ
るが、その結論はすべて、地球システムが閾値に到達しつつあ
り、その影響は重大であるという点で一致している。 

40 年前に、メドウズらは(Meadows et al. 1972)「成長の
限界」の中で、限りある惑星上で歯止めのない消費や経済を成
長させると、地球の環境収容力を超過する方向へと地球を導き、
それが世界経済に重大な影響をもたらすだろうと主張した。ホ
ールとデイは(Hall and Day 2009)、この研究の結論をふり返
って見て、その警告が概ね正しかったことを発見した。ターナ
ーは(Turner 2008)、「成長の限界」の中で提示されたシナリ
オと 1970 年から 2000 年までの実際の歴史データとを比較し、
その「成り行き」シナリオの特徴が、30 年間の実際の歴史デ
ータとほぼ同じであったと見なすことができること、またその
結末が 21 世紀の途中で世界システムが崩壊する結果になって
いるということを発見した。

エコロジカル・フットプリント（第 5 章）は、生物圏に対す
る人の需要や、地球のバイオキャパシティを理解するために使
用される。さらなるデータ改善の必要性はあるが、1966 年以
降、人類全体のエコロジカル・フットプリントは、かなりの地
域差はあるものの、２倍になった(WWF 2010)。Box 7.4 や
図 7.7 は、フットプリントと利用可能なバイオキャパシティの
両方に、著しい地域格差があることを示しており、どの地域が
利用可能量を超えてバイオキャパシティを使用しているかが
分かる。巨大都市のエコロジカル・フットプリントは、著しく
オーバーシュートしている。

地球システムの全体像  207 

図 7.8  世界の物質採取、1900～2005年
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出典: Krausmann et al. 2009

地球システムの限界を示すもう一つのアプローチは、資源の
使用に着目したものである(UNEP 2011a)。経済活動で使用さ
れる全ての物質を数値化する物質フロー勘定は、採取の工程で
動員された物質の総計、および経済過程の中で実際に使用され
た物質を、それらの質量（トン）で測って計上する。21 世紀
初めに採取された世界の物質の推定量は、年間 470～590 億ト
ンにのぼり（図 7.8 は高い方の推定値を示す）、世界の物質採
取は 20 世紀の間に８倍に増大した(UNEP 2011a)。UNEP
(2011a)が開発した 3 つのシナリオはすべて、2050 年までに
資源の生産性の著しい改善が無ければ、90 億人のニーズを満
たすことは不可能であるだろうということを明らかにしている。

地球システム内の相互作用と非線形性を考えに入れた惑星
限界という概念が、ロックストロームら(Rockström et al. 
2009a)によって導入され、幸福に暮らせる安全な活動領域を
人類に提供する惑星限界の設定の鍵となる環境プロセスが特
定された。ロックストロームらは(Rockström et al. 2009b)、
9 つの惑星プロセスを特定し、それらのうちの 7 つに対して安
全な惑星限界を提案した。つまり気候変動、生物多様性の損失
速度、窒素とリンの循環、成層圏オゾン層の破壊、海洋の酸性
化、世界の淡水使用、土地利用の変化の７つである。提案され
た惑星限界の位置は、危機的な環境システムに有害な変化をも
たらす引き金を引く可能性がある、重大なフィードバックや非
線形シフトの危険性から距離を置いて、安全であると考えられ
る位置に置かれた（図 7.9）。環境の危険性には不確実な領域
があり、それも常にあるだろうという認識の下、プロセスにと
っての安全な位置は、科学による現状の評価に基づかせた。そ
の個々の環境プロセスにとって安全な限界のレベルは、予防的
措置が反映されるよう、この科学的に不確実である領域の下端
に選定された(Rockström et al. 2009a, 2009b)。その惑星限
界は、資源の欠乏に関係するのではなく、人の活動によって駆
動される速度とプロセスに関係する。 



208 第１部：現状と傾向 

図 7.9  地球システムのプロセスにおいて、臨界
閾値を超えてしまうことを回避するために設定
される限界である惑星限界の概念についての記述
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惑星限界の枠組みは、世界規模での環境の諸問題が気候変動
だけにはとどまらないことを示す。さらに、分析された上記の
諸々のプロセスが相互作用すること、つまり、一つの安全な惑
星限界を超過することが、他の惑星限界からの距離に影響を与
えるかもしれないことが、証拠によって示されている。例えば、
農地の拡張は、陸域生態系からの炭素排出量を増加させること
により、気候変動の惑星限界に関係してくるかもしれない。惑
星限界の分析において用いられた特定の数字については、異論
が唱えられるかもしれないが(Nature 2009)、そのアプローチ
によって、オーバーシュートに関する議論が提供され、早期の
分析によれば、気候変動、生物多様性の損失速度、窒素循環へ
の世界的介入という 3 つの惑星限界を、人類がすでに超過して
しまっていることが示されている(Rockström et al. 2009b)。
リンの循環への人的介入に関する最近の追跡調査によれば、リ
ンに関する惑星限界も、淡水系で超過してしまっていることが
示されている(Carpenter and Bennett 2011)。

人の幸福への影響 
生態系は、供給サービス、調整サービス、基盤サービス、文

化サービスを提供しており、人の幸福にとって不可欠なもので
ある(TEEB 2010;MA 2005)。人の幸福は、個々の人間が、価
値あると思う人生を生きていく能力や、彼等の可能性を達成す
る機会をどの程度まで持てるかであり(UNEP 2007)、家計、
安全、健康、社会関係だけでなく、資源へのアクセスを含む一
連の要素によって決定される（序章）。これらの要素はすべて、
地球システムの変化によって影響を受ける。また人と環境のシ
ステムにおいて世界が相互に連結されていることは、一つの場
所での幸福が、他の場所での行為によって影響されるかもしれ
ないことを意味する。第 2 章～6 章は、地球システムのサブシ

ステムの変化が、どのように幸福に影響するかの例を提供して
いるが、それらは概して、資産や社会的結束や身の安全という
よりも、食料や水の安全保障などの側面について言及している。 

惑星の環境収容力を超過したり、突然、不可逆的に変化する
時代に入ることによる人の幸福への影響を、地球システムの全
体像から検討することが重要である。以下の例で示されるよう
に、地球システムの複雑で非線形な変化の影響は、既に人の幸
福に対して重大な結果をもたらしている。 

多くの相互作用する駆動要因が人の安全保障に影響する 

気候の変動性や異常気象が食糧安全保障に影響を及ぼす。こ
れらの駆動要因は複雑で、様々な経路で影響を引き起こす（地
域的水不足、農地の塩類化、洪水による作物の破壊、災害によ
る食品物流の途絶、伝染性の植物病や疫病の負荷の増加）
(IPCC 2007)。 

閾値の超過：健康への著しい影響 

土地利用の変化や森林減少は、局所的に温度を上げ、陰を取
り除くことになって生息地が変化し、その変化が、マラリア媒
介生物の急速な発生を促すことがある (da Silva-Nunes et al. 
2008; Afrane et al. 2005)。パスカルらは(Pascual et al. 
2006)、地域の温度変化の影響による、マラリアのよく知られ
ている非線形な閾値反応（生物系）の重要性を示した。 

前例のない事象による資産や人の安全保障への影響 

気候変動は既に人の安全保障をむしばんでいるが、生計を維
持するために重要である天然資源へのアクセスと質が低下す
ることによって、今後ますますそうなるだろう(Barnett and 
Adger 2007)。例えば、バングラデシュでは、かなりの人々が、
農地、社会基盤、通信システムを損失させる河川堤防の浸食や
洪水によって、毎年影響を受けている。これらの資産は生計を
維持するために不可欠である(Poncelet et al. 2010)。 

急速な変化と先住民コミュニティ 

既に述べたように、北極圏は地球上のどこよりも速く暖まっ
ている。1975 年以降、アラスカの気温は平均 2.0～3.5℃まで
上昇した。アラスカの海岸や川の航行可能水域に沿ったおよそ
200 の先住民の村が、浸食または洪水の頻度の上昇に脅かされ
ており、5 つのコミュニティにおいて、移転が唯一の解決策で
あると結論が下された。研究では、立ち退きは相当な文化的、
社会的、経済的、心理学的な影響を及ぼすことが示されている
(Bronen 2010)。 

地球システムの諸課題に対する
遷移とシステム対応 

地球システムの諸課題は「込み入ってはっきりとせず、多く
の利害関係者を伴い、構造の不確実性に包まれ、制御すること
が困難である、持続不可能という難解な諸問題」であると見な
されてきた(Rotmans 2006)。その難解な諸問題は、それらの 
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チリの特定海域内の大型船を削減したことで、漁業経営に斬新な
解決策がもたらされた。© Joris Van Ostaeyen

 

図 7.10 遷移の段階
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症状に対処するだけであったり、採られた対策が単に周辺部へ
の対策をわずかに増やすだけで根本的原因に対処することが
不十分である場合には、再発する傾向がある。第 2 章～第 6
章（気候変動、土地荒廃、生物多様性損失、水の安全保障、化
学汚染）で議論された様々な諸問題の一つ一つについて、持続
不可能という症状がみられるが、社会の機構や制度のより深い
根本的な問題が覆い隠されている。 

その問題の難解さは、Rotmans (2006)がシステム障害と呼
ぶ、次のようなものによる。 

・制度のシステム障害：刷新を妨げる制度による支配
・経済のシステム障害：市場開発の不十分さ、または投資

資金の不足
・社会のシステム障害：硬直化した行動
・生態のシステム障害：本章初めに述べたレジームシフト

遷移管理 
これらのシステム障害に対処するには、遷移管理など、斬新

なガバナンスの形態が必要である（第16章）(Grin et al. 2010)。
究極的に、これらのシステム障害が取り除かれると、構造や文
化や慣習が変化すると共に、社会システムの構成や機能に、非
線形な根本的なシステム変化がもたらされるだろう(Loorbach 
and Rotmans 2010)。 

図 7.10 に示されるように、遷移（transition：トランジシ
ョン）の変化は、通常の徐々に進む社会変化とは異なり、次の
4 つの段階で生起する。すなわち進展前、離陸、加速、安定化
の４つである。進展前と加速の段階の間にある離陸の瞬間が、
多くの場合、システムが覆り、後戻りできなくなるポイントと
して認識されている(Frantzeskaki and de Haan 2009)。 

1950 年以降の個人的移動手段や、集約農業、化石エネルギ
ーインフラなどの出現といった歴史的な遷移は、貧困、不平等、
教育不足といった社会問題を解決しようとする望みをもって、
ある程度は推進された。しかし、これらの遷移が、今度は、そ
れ自身による問題を生み出した。各個人は今や、安価なエネル
ギーや移動手段を利用できるようになったかもしれないが、そ
の結果として、汚染や資源搾取や過密を招いている。複雑で難
解な現代の諸問題に対処する際の課題は、より先を見越した、
探索的なやり方で、それらに対処する新しい方法を見つけるこ
とである。変化の複雑なプロセスについて、その動態をよく理
解し、それらの速度と方向に対して影響を及ぼそうとすること
が必要である。 

社会の遷移を推し進める力について、より完全に理解するこ
とが、地球システムのための政策を作る上で不可欠である
(Frantzeskaki and de Haan 2009)。現在主流である政策や
調査のアプローチは、主に、既存のシステムを向上させるよう
に努力して、徐々に改善へと導いていくものであるが、遷移を
思考するには、根本的な転換が必要である。周辺部を改善した
り、既存システムの最適化を図るといった現在の流れは、技術
システムだけでなく政策をも、そしてさらに社会システムも固
定化してしまい(Frantzeskaki and Loorbach 2010)、結果的
に、持続可能性から逸脱した社会へと導いてしまう。そのよう
な固定化から抜け出すには、基本的に、構造、文化、慣習を改
めて、長期の持続可能性を達成する根本的な転換、すなわち大
転換（第 16 と 17 章）が必要である。

社会経済システムと生態系の両者に不安定性が表れ、諸々の
遷移がますます起こりそうになっているので、その速度と方向
に対して効果的に、これらの遷移に影響を及ぼすための戦略を
組み立てることが極めて重要である(Loorbach et al. 2011; 
Loorbach and Rotmans 2006)。指示して制御するやり方で
遷移を誘導しても、うまくいかないけれども、様々な取り組み、
例えば、既存社会の動きの統合、特定分野での技術革新、新た
な慣習などを用いて、遷移に影響を及ぼすことは可能である。
遷移を制御するためには、長期の安定した系統立てたモニタリ
ングが重要であることが、Box 7.5 で例を用いて説明される。 



地球システムが変化している証拠が示された以上、遷移の起
こる必然性を理解することや、遷移のプロセスを統治し制御す
る方法を学ぶことが、特に重要である(Loorbach et al. 2011)。
社会の変革に際して、徐々に導入されるトップダウンの変化と、
自己組織化していくボトムアップのプロセスとの間で、動的な
相互作用を引き起こす、新しい種類の複数レベルの変化プロセ
スが必要となる。なぜなら、専門家によって問題解決を行う伝
統的なトップダウン方式は、複雑で非線形で急激に変化する状
況に、効果的に対処できるほど、柔軟ではないからである。

これらの変化のプロセスには、新たな知識を発展させ、それ
を適用していくために、科学、政策、市民社会、企業からの担
当者による活発な関与が必要である(O'Riordan 2008)。その 

プロセスは、必然的に反復作業となるが、問題に共同で取り組
む枠組の開発、将来についてのビジョンの共有、解決策を用い
ての実験、評価、学習から成る。このように展開されるボトム・
アップの解決策は、地方の持続可能性を向上させることに寄与
し、また当初のトップ・ダウンによる変化を補強し、それらの
さらなる拡張を支援するものでなくてはならない(Weaver
2011)。またこれは、ドイツ地球環境変動諮問委員会（WBGU）
によって提案されており、委員会は、州に対しては、優先度の
決定とその決定を明確なメッセージで示す権限を与えると同
時に、市民に対しては、発言権を持たせ、意思決定に関与させ、
政策においてより積極的な役割を果たせるよう、広範囲な機会
を与える必要性を指摘する(WBGU 2011)。

ボトム・アップの対応について、ウェストリーら (Westley 
et al. 2011) は、たいていの場合、危機にひんした時に明らか
になる、学識や技術革新に関する莫大な蓄積があると指摘する。
トップダウンで立案プロセスを求めるのとは対照的に、ボトム
アップで成功するためには、地域のコミュニティに考えを聞く
こと、利用できる資源や可能性について地域住民に情報を流す
こと、彼等を信頼し、多種多様な革新的な対応が出てくるよう
にすることが必要である。ウェストリーらによって示された例
の一つが、Box 7.6 に要約される(Westley et al. 2011)。
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チリでは、漁場連合が崩壊し、民主主義への動きが出たこ
とで、漁師、科学者、管理者の間の非公式の協力と信頼に基
づく、漁場を管理するためのいくつかの新しい取り決めを試
みるチャンスが訪れた。チリの魚種資源が危機的な状況にあ
り、人々がその対策を求めていることを誰もが認識し、また
同時に社会変化が始まっていた。このことが、新しいアプロ 
ーチを積極的に受け入れるように促した。またその地域の沿
岸生態系についての科学的な理解が十分に為され、漁業管理
のための新しい管理計画の基盤と、新しい協同モデルが試行
された。その結果、出来たものは、排他的な大洋領域を地元
漁民や小規模漁業に割り付ける海洋保有権の全国システム
だった。明確に定められた領域での大型船の数を減らすこと
によって、漁業圧力が下がった。         出典: Gelcich et al. 2010

Box 7.5  危機に対する革新的な対応

Box 7.6  グレートバリアリーフのガバナンスの改善
という遷移

出典: Westley et al. 2011

ルソンら(Olsson et al. 2008)はグレートバリアリーフの
場合には、管理が、柔軟なものでなければならず、また継続
的で科学的なモニタリングに適応でき対応するものでなけ
ればならないことを見出した。リーダーシップのもとでのコ
ンセンサスの形成も重要であるが、この柔軟性が、新しい形
の相互作用や作業のやり方を可能にする。グレートバリアリ
ーフ海洋公園局と局長は、世界で最大のサンゴ礁生態系の管
理を、生態学に基づくものにするために、国民、産業界、政
府といったあらゆるレベルに支援を求め、それを獲得するこ
とに重要な役割を果たした。そのプロセスで決定的に重要な
ステップは、バリアリーフをより柔軟に管理するために、公
的支援を得ることだった。新制度の下で、最も目を見張る最
も議論の的になったイニシアチブの一つは、あらゆる形態の
漁業を禁止する地区を、6％から 33％まで広げたことであり、
何も採取しない世界最大のゾーンを作ることであった。バリ
アリーフの例は、人の幸福のために海洋生態系を積極的に管
理するという姿勢に基づいて、人と自然を統合的に見る方向
へ、考え方が転換されたことを示す。 

考察 
地球システムは、サブシステム間やサブシステム内での多く

の相互作用、フィードバック、非線形性を含み複雑である。人
間は、地球システムの不可欠な要素として、その莫大な数と活
動を通して、地球システムを変化させつつあるが、これらの変
化の影響は一様には分布せず、人々や場所によっては、他より
も大きな影響が及んでいる。全体として、地球システムが余り
にも複雑であるため、地球システムへの人間による圧力の急激
な増加が及ぼす結果を予想することは出来ないが、それを超え
ると突然の不可逆的な変化を生じる閾値に既に到達している
か、または到達しようとしていることは明らかである。これら
の変化は、地球の基本的な生命維持機能に影響を与えるだろう。 

その変化のいくつかに対処する努力が為され、本報告書の他
の箇所で述べたいくつかの成功例はあるが、本分析は、地球シ
ステムに対する人為起源の圧力である根本的駆動要因、特に人
口増加と過剰消費に対処するアプローチの必要性を指摘する。
と同時に、地球システムの複雑さと生来の不確実性によりうま
く対処できるアプローチを採用することが必要である。そのよ
うなアプローチは、順応的ガバナンスのプロセスとして第 15
章と第 16 章で議論される。しかし、これらのアプローチは、
地球システムに関するあらゆる側面についての持続的な長期
モニタリングや観察、進展についての定期的な評価、また観察
で調整の必要が示された場合に目標を調整することによって、
下支えされなければならない。同時に、基礎研究と応用研究に
よって、地球システムについての理解が向上し続けなければな
らないし、持続不可能という難解な問題の解決策を見い出すた
めに、この知見が利用できるようにされなければならない。
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主要メッセージ 

世界的な調査プログラムが実施され、環境情報を収集

して人を引きつけるやり方でそれらを提示する技術が

急速に向上したことで、現在と将来の環境問題について

討論されている内容が情報提供されつつある。しかし、

環境に関するデータ、特に、淡水の量や質、地下水の涸

渇、生態系サービス、自然生息地の損失、土地荒廃、化

学物質や廃棄物などの項目について、時系列の科学的に

信頼できるデータが欠如しており、証拠に基づく政策を

進展させる際の大きな障害になっている。 

公式な環境統計は、まだ新らしい分野のことであり、

多くの国々においてデータの入手が困難であったりデ

ータの質が低い。国の統計局によってその多くが収集さ

れ編纂される環境統計は、GEO-5 のような評価報告書に

とって、最も重要な情報源の 1 つであるが、国連やその

他機関から出される世界的報告書や大陸域の報告書で

は、通常、欠落している箇所がある場合は、欠落のまま

であるか、古いデータや推定値が使用される。 

環境情報を支えていくための能力の開発が、特に開発

途上国において著しく強化される必要がある。同じ項目

に関するデータを作る際に、様々な国々が様々な手法を

用いるために、多くの場合、比較が困難になる。このた

め、定期的なモニタリングが必要であり、国や大陸域を

またがって比較できるようにするために、データ作成の 

手法を国際規格に沿うよう一致させることが必要であ

る。また優先されるべきことは、既存の科学的な環境デ

ータが断片化しているなら、それらを国家レベルで統合

し； 広範囲の潜在的な利用者に対して、例えばインタ

ーネット上で容易にアクセスできるようにし； その環

境データを政策策定に使用される公的統計と結び付け

ることである。 

環境問題には国境がないので、国際協力が不可欠であ

る。環境情報を支える多くの世界や大陸域のイニシアチ

ブの中のいくつかが、本章で説明される。比較可能なデ

ータを国際的に協力して共有することが、気候変動のよ

うな地球規模の問題に対処する上で、また越境水路、大

洋や海、極地域に関する環境問題に取り組む上で、特に

重要である。現在、その協力メカニズムは、いくつかの

地域において他の地域よりもはるかに強い。 

効果的な環境政策を開発するための情報は十分に存

在しており、データの欠落によって不実行が正当化され

ることはまずない。しかし、データ収集をより体系的に

行う取り組みは、各国政府が国際的な目標へと向かう進

展度を評価するのに役立ち、政府が政策の焦点を高め、

政策の影響をモニターし、限られた資源を最も危機的な

環境問題に投入して取り組むことができるようにする

手助けとなる。 



背景 
本章は、GEO-5 が基にしているデータについて寸評を提供

し、現在利用しているデータの制約のいくつかを明らかにし、
また環境情報を下支えしているいくつかの世界プログラムと
大陸域プログラムについて述べ、国々や大陸域がより効果的な
環境モニタリングを促進できるようにするための最優先事項
をいくつか特定する。 

本章は、細かいことや技術的なことよりも、むしろ実際的な
ことに焦点を当てようとしている。世界の諸政府および多様な
利害関係者で構成された協議会の要請に沿って、本章は、環境
の現状と傾向（第１部）を追跡するために必要とされるデータ
に重点を置き、政策対応（第２部と第３部）に関するデータニ
ーズについては簡潔に述べる。 

定義 

序文 
GEO-5 のような評価書の事実としての質や、科学的な質は、

環境の現状や傾向に関してどのようなデータが入手できるか
に大きく左右される。経済データや社会データは、環境変化を
もたらす駆動要因や社会経済的な影響（Box 8.1）を分析し、
可能な対策やシナリオを検討するために重要である。指標は、
多くの変数に関するデータを結び付けパッケージ化すること
によって得られるもので、情報を要約するため、また情報の伝
達や理解を容易にするために使用される。その他様々な手段が、
データや情報を視覚化し、提示し、広めるために使用される。 

情報を入手できるか否かは、次のような諸活動に依存する。
まずデータ収集で、例えば、大気と水の汚染レベル、海面水温
の測定、土地被覆図作成のための人工衛星によるリモートセン
シング画像等の収集； 次に定期的な測定、比較を可能にする
測定、また時系列測定などのモニタリングプログラム； 次い
で長時間かけて得られる傾向の比較や、設定ターゲットに向け
た進展度などの、政策決定者が利用できる情報を作成するため
のデータ分析； そしてパターンや傾向を説明するための結果
についての解釈； などである。既存情報の欠落や、能力向上
の必要性は、これらの諸活動の全領域に関連することである。 

情報技術、リモートセンシング、地図情報システム(GIS)、
全地球測位システム(GPS)、データベース管理、計測機器、デ
ータ視覚化ツール、ソーシャルメディア、インターネット、の
急速な進歩によって、情報を収集し広めるためのこれまでにな
い機会が提供されている。デジタルデータ化される傾向によっ
て、GEO のような従来の定期的で分析的な報告書に加えて、
環境の現状を報告する新しい可能性が切り開かれ、利用者がデ
ータや地図やその他情報に直接アクセスしたりダウンロード
することが可能になった。そうは言っても、多くの国の統計局
は、国際的な協力や支援の恩恵を受けられる領域である統計シ
ステムの近代化に、このポテンシャルをまだ活用できていない。 

大陸域と世界レベルで環境の変化を追跡するために、国際的
に比較可能なデータが必要である。環境の現状や傾向を追跡す
るためのほとんどのデータは、国レベルで集められるが、その
入手の可能性も質も、多くの国々でまだ低いままである。多く
の国が、国独自のガイドラインに従うか、国際的なガイドライ
ンの中のある改訂版に従っているため、国際的に比較可能なデ
ータが生み出されない。 

データは、広範囲にわたる公的および私的な情報源によって
生成されるが、多くの場合これらは散在していて、世界的に比
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Box 8.1  地球の環境変化をもたらす駆動要因に
関して欠落している３つの主要データ

人の移住 

移住者がどこから来て、どこに行っているかというデータが、
国際間での移住と国内での移住の両方に関して、また永続的
な移住と一時的移住の両方に関して必要である。そのデータ
には、時期、人数、地理的な場所が含まれることが望ましい。 

農業システム 

栄養塩類と水の流入と流出、ならびにその他の重要な資源の
流れに関する基本的な情報が必要である。 

経済的生産に対する環境フットプリント 

国レベルや製品レベルで、生産と消費のパターンが環境シス
テムにどれほど影響しているかを理解するために、エネルギ
ーと水の入力ならびに主要な汚染の出力に関する情報が必
要である。 

データ：「参照したり、分析するために使用される事実や統
計値」のことである(COD 2003)。本報告書でデータという場
合は、普通に、ある種の科学的手法によって集められた複数の
情報を指す。一個のデータという場合は、例えばカイロの繁華
街で午前 8:00 に測定された気温である。 

データセット：特定の課題について集積されたデータのこと
で、例えばカイロの繁華街の過去の気温についての記録である。 

情報：「調査や研究の結果として、提供されたり習得される
事実や知見」のことで(COD 2003)、本報告書における情報と
いう言葉は、それらを用いる人によって正確に理解されたり不
正確であったりする事実やデータや逸話や分析結果等の幅広
い意味を持ち、例えばカイロを訪れるべき最も良い時期は 11
月から 3 月までの涼しい数か月間である、といったものである。 

統計：本報告書において、統計とは、国の統計局によって収
集された公的データを表記する際に使用されるものである。 

環境統計：環境の現状と傾向について表記する統計のことで、
自然環境（大気と気候、水、陸、土)という媒体、その媒体内
の生物相、および人の居留地が対象とされる(OECD 2007)。 
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韓国の冠岳山（クァナクサン）の測候所     © Matteusus/iStock 

較することが困難である。その上、私的に生成されたデータは 
知的所有権によって保護され、費用を支払った場合にのみ利用
できるが、知的所有権が無ければデータは全く収集されなかっ
たかもしれない。 

2009 年の国連報告で、「環境統計は、高い頻度で、高品質な
統計としての標準的な特性、いわゆる適合性、正確性、適時性、
アクセス可能性、解釈可能性、整合性、のうちの一つ以上を欠
いていることが多い。環境統計がその場しのぎで、広く分散し、
質のレベルが様々であるという事実を見れば、環境統計の指針
となる体系化された基本構成、いわゆる枠組みが必要であるこ
とは明らかである(UN 2009)。」と述べられている。 

環境情報を支援する国際プログ
ラム 

多くの国際的なプログラムによって、データ収集や分析が支
援され、環境の現状についての様々な項目のデータや情報が統
合され、編纂され、広められ、提示されている。国連から発信
される環境データや情報は、多くの場合、各国政府によって集
められた統計に依存していることに留意しなければならない。 

国連は、2002 年の持続可能な開発に関する世界首脳会議
（WSSD）と、国連の持続可能な開発委員会（CSD）の決定
に応じて、持続可能な発展のためのコアセット指標（core set 
of indicators）を開発した。2007 年 10 月に出版されたこれ
ら指標の最新改訂版には、貧困、ガバナンス、健康、教育、人
口動態、自然災害、大気、陸、大洋、海と沿岸、淡水、生物多
様性、経済発展、世界経済パートナーシップ、消費と生産のパ
ターン、を対象とする 50 のコアセット指標が含まれている
(UN 2007b)。 

環境統計整備に関する枠組み(UN 1984)は、各国が環境や
関連する社会経済的データを整備し体系化するための、ひな形
やガイドの役割を果たす。国連統計部（UNSD）は、国の統計
制度が持つ伝統的な統計データの収集手法だけでなく、科学的
モニタリングから得られる情報も含めて、広範囲に及ぶ環境統
計の作成者たちにとって、この枠組みが中心（ハブ）となる転
換がもたらされるよう、この枠組みを更新する作業プログラム
を承認した。その更新は、各国内の環境データの統合、ならび
に環境、経済、社会の各データの統合強化を目指す(UN 2009)。 

環境統計におけるデータの収集、提供、トレーニング、能力
向上のプログラムは、環境統計事務局間のワーキンググループ
（IWGENV）によってコーディネイトされ、国連統計部によ
って実施される。環境統計に関する国連統計部（UNSD）と国
連環境計画（UNEP）によるアンケート調査は、水、大気、陸、
廃棄物というテーマを対象にしている(UN 2011)。また国連
統計部は、各国の環境経済勘定の現状についての特定データを
集めて(UN 2007a)、国連環境経済勘定に関する専門家委員会
（UNCEEA）の下で、環境経済勘定システム（SEEA）を開 

発した。経済協力開発機構（OECD）や欧州連合統計局
（Eurostat）のような国連機関や国際的パートナーによる統計
データに関する作業は、統計活動調整委員会（CCSA）によっ
てコーディネイトされ、また国連機関の間でのデータ交換は、
UN data の仕組み（data.un.org）を通して促進されている。 

顕著な指標群や指数は、ミレニアム開発目標（MDGs）、特
に環境の持続可能性を確保するための MDG７に関する 10 個
の指標と関連がある。指標群には、国連開発計画（UNDP）
による人間開発指数（HDI）、エール大学の環境パフォーマン
ス指標、OECD のコアセット指標とキー環境指標、欧州環境
機構（EEA）のコアセット指標などがある。多くの環境関連の
世界的条約や大陸域の条約は、モニタリングや報告を行うプロ
グラムを持っており、モントリオール議定書の事務局のような
条約事務局の多くが、担当する領域でのデータ収集、モニタリ
ング、解釈、分析を行って国々を支援している(UNEP 1999)。 

人工衛星によるリモートセンシングや、測候所や海洋ブイの
ネットワークといった技術からもたらされる地理空間データ
は、環境情報のもう一つの重要な源泉であるが、全球地球観察
システム（GEOSS）のような、国際的な大きな地球変動研究
プログラムやイニシアチブが、この種の情報にアクセスする新
たな機会を提供している。GEOSS は、世界中の既存および計
画中の観測システムを結び付けることによって、また情報の欠
落がある場合には、新システムの開発を支援することによって、
種々様々な利用者に意思決定の支援ツールを提供するために
設立された。また GEOSS は共通の技術基準の普及を促し、多
くの様々な観察手段から得られるデータを、一貫性のあるデー
タセットの中に結合させることを可能にする。さらに GEOSS
のデータ共有原理は、人工衛星の運用者に対して、データへの
アクセスをより多く可能とするよう促してきた(GEO 2010)。 



UNEPの環境Data Explorer（geodata.grid.unep. ch）は、
500 以上の変数を対象にした広範囲の経済、社会、環境に関す
るデータを編纂して提示しており、GEO やその他の環境影響
評価を裏付ける、環境の現状や傾向を追跡するために用いるこ
とができる。データ提供者や変数の最新リストは、Data 
Explorer（表 8.1）上で入手できる。 

テーマ別の欠落点 
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表8.1  環境 Data Explorerのデータ提供者

環境 Data Explorer のウェブサイト(geodata.grid.unep.ch)にて、
最新情報やデータ提供者へのウェブリンクを見ることができる。 

生物多様性指標パートナーシップ（BIP） 
Biodiversity Indicators Partnership 

フランス地質調査所（BRGM） 
Bureau de Recherches Géologiques et Minières 

二酸化炭素情報分析センター（CDIAC） 
Carbon Dioxide Information Analysis Center 

環境システム調査センター（CESR） 
Center for Environmental Systems Research 

国際地球科学情報ネットワーク協会（CIESIN） 
Center for International Earth Science Information Network 

災害疫学研究センター（CRED)  
Centre for Research on the Epidemiology of Disasters 

宇宙力学研究コロラドセンター（CCAR） 
Colorado Center for Astrodynamics Research 

オーストラリア連邦科学産業研究機構（CSIRO） 
Commonwealth Scientific and Industrial Research Organisation 

コンサーベーション・インターナショナル（CI） 
Conservation International 

環境システム研究所（ESRI） 
Environmental Systems Research Institute 

欧州委員会共同研究センター(JRC）の環境持続可能性研究所（IES)  
European Commission Joint Research Centre ‒ Institute for Environment and 
Sustainability 

欧州宇宙機関（ESA） 
European Space Agency 

国連食糧農業機関（FAO)  
Food and Agriculture Organization of the United Nations 

森林管理協議会（FSC） 
Forest Stewardship Council 

グローバル・フットプリント・ネットワーク（GFN） 
Global Footprint Network 

Global Land Cover Facility（GLCF） 
気象変動に関する政府間パネル（IPCC） 
Intergovernmental Panel on Climate Change 

国際熱帯農業センター（CIAT） 
International Centre for Tropical Agriculture 

国際エネルギー機関（IEA） 
International Energy Agency 

国際地下水資源アセスメントセンター（IGRAC） 
International Groundwater Resources Assessment Centre 

国際労働機関（ILO） 
International Labour Organization 

国際標準化機構（ISO） 
International Organization for Standardization 

国際自然保護連合（IUCN） 
International Union for the Conservation of Nature 

IUCNとUNEPによる世界自然保全モニタリングセンターの世界保護 
地域データベース（WDPA） 
IUCN and UNEP World Conservation Monitoring Centre ‒ World Database on 
Protected Areas 

米航空宇宙局(NASA)  
National Aeronautics and Space Administration, United States 

NASA のゴダード宇宙飛行センター（GSFC） 
NASA Goddard Space Flight Center 

米国立生態系分析・統合センター（NCEAS） 
National Center for Ecological Analysis and Synthesis, United States 

全米海洋漁業局（NMFS） 
National Marine Fisheries Service, United States 

米国立地球物理データセンター（NGDC） 
National Geophysical Data Center, United States 

米国海洋大気局（NOAA） 
National Oceanic and Atmospheric Administration, United States 

オランダ環境評価庁（PBL） 
Netherlands Environment Assessment Agency 

原子力機関（NEA） 
Nuclear Energy Agency 

経済協力開発機構（OECD） 
Organisation for Economic Cooperation and Development 

森林認証プログラム（PEFC） 
Programme for the Endorsement of Forest Certification 

ラムサール条約の事務局 
Ramsar Convention Bureau 

バーゼル条約の事務局 
Secretariat of the Basel Convention 

生物多様性条約の事務局 
Secretariat of the Convention on Biological Diversity 

国連砂漠化防止条約（UNCCD）の事務局 
Secretariat of the United Nations Convention to Combat Desertification 

国連気候変動枠組み条約（UNFCCC）の事務局 
Secretariat of the United Nations Framework Convention on Climate Change 

国連児童基金（ユニセフ） 
United Nations Children's Fund 

国連開発計画（UNDP） 
United Nations Development Programme 

国連教育科学文化機関（ユネスコ） 
United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization 

国連環境計画（UNEP） 
United Nations Environment Programme 

UNEP/GRIDArendal 
UNEP の地球環境モニタリングシステムのうちの陸水監視部門 
（GEMS Water） 
UNEP Global Environmental Monitoring System ‒ Water Programme 

UNEP の世界自然保全モニタリングセンター（UNEPWCMC） 
UNEP World Conservation Monitoring Centre 

国連難民高等弁務官事務所（UNHCR） 
United Nations Refugee Agency 
（以前は、United Nations High Commissioner for Refugees） 

国連法務部（OLA） 
United Nations Office of Legal Affairs 

国連人口部（UNPD） 
United Nations Population Division 

国連統計部（UNSD） 
United Nations Statistics Division 

アメリカ地質調査所（USG） 
United States Geological Survey 

カリフォルニア大学バークレー校の脊椎動物博物館 
University of California at Berkeley Museum of Vertebrate Zoology 

メリーランド大学（UMD） 
University of Maryland 

モンタナ大学の生態系及び保全科学部 
University of Montana Department of Ecosystem and Conservation Sciences 

ウォーター・フットプリント・ネットワーク（WFN） 
Water Footprint Network 

世界銀行の世界開発指標（WDI） 
World Development Indicators, World Bank 

世界エネルギー会議（WEC） 
World Energy Council 

世界氷河モニタリングサービス（WGMS） 
World Glacier Monitoring Service 

世界保健機構（WHO） 
World Health Organization 

WHOによる州・県レベル行政界データセットプロジェクト(SALB) 
Second Administrative Level Boundaries dataset project 

WHO とユニセフによる水と衛生施設に関する共同モニタリング事 
業 (JMP)  
Joint Monitoring Programme for Water Supply and Sanitation 

WHO とユニセフによるロールバックマラリア 
Roll Back Malaria 

世界銀行 
World Bank 

多くの世界プログラムは、国家レベルで集められるデータを
支援し、編纂することに重点を置いている。ほとんどすべての
テーマに関して、データ入手の可能性が地理的に偏っていて、 
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開発途上国におけるデータが一般的に乏しい。地方政府レベル
で集められたデータ（例えば都市の大気質に関して）は、さら
に一層、断片化している傾向がある。二酸化炭素（CO2）のい
くつかの排出源を含め、産業活動や体系化された経済部門に結
び付けられている変数は、容易に測定されモニター可能である。
その他、森林被覆などの項目も、人工衛星のリモートセンシン
グを用いて、広いスケールで評価されることができる。しかし、
人の健康に害を及ぼす大気汚染や水質汚染のような環境変化
の影響は、広域に拡がるため、測定することも、特定の原因に
結び付けることも難しい場合がある。これらの制約が、環境変
化の影響を測定する際の重大な問題となっている。 

環境の現状についての科学的側面と政策的側面の両方に関
する調査は、絶えず進展し続けており、各国は新しく出現する
問題に関するデータを集める際に、より大きな課題に直面する。
極地域、公海上、大気上層でのデータ収集やモニタリングは、
国際的に協力して実施されるプログラムに依存する。 

大気 
・気候データは、開発途上国において著しく不足している

ため、いくつかの大陸域では依然として制約されたままで
ある。温度変化を大陸のスケールよりも細かい精度で把握
し、その変化を人や自然の原因に帰属させることは、依然
として難しく、土地利用の変化や汚染などの要因が複雑に
絡まっている (IPCC 2007)。気候変動や極端現象から受
ける影響は、性別、年齢、社会的地位に左右されると同時
に、富や教育レベル、身体的障害、健康状態などの広範囲
に及ぶ経済的、社会的、地理的、文化的、制度的な要因、 

そしてガバナンスや環境の要因にも左右される。一般に、 
災害リスクを減らすための災害のデータと災害対策に関
するデータが、地方レベルで欠けている(IPCC 2011)。 

・温室効果ガスの排出、オゾン層破壊物質、その他多くの
汚染物質に関するデータの質や量が、近年向上してきたが、
そ れ は それ ら のデ ータ が 国連 気 候 変動 枠 組み 条 約
（UNFCCC）やモントリオール議定書を含む、多くの国
際的なプログラムや条約によって必要とされ、支援されて
いるからである。排出量データについての政策の適合性は、
それらを部門別に、例えば輸送などの部門に分けることに
よって高められる。つまり陸上輸送、航空輸送、水上輸送
といったサブ部門別や、燃料やエンジンのタイプ別に分け
ることで高められる。関連する条約の締約国でない国々に
とって、データ入手の可能性はより限定的であり、欠落す
る部分については、多くの場合、モデル推定を利用して充
当される。 

・世界的な条約において焦点が当てられていない汚染物質
である、硝酸塩、硫酸塩、対流圏オゾン、粒子状物質、黒
色炭素、に関する大気質データについては多くが欠落して
おり、特に開発途上国ではそうで、データが入手できても、
それらが断片化していて、アクセスが困難なことがある。
屋内大気汚染は、特に低所得国において女性に過度の影響
を及ぼし、主な死亡原因となっている。人々の家屋の内部
をモニターすることは現実的ではないため、世界疾病負荷
を算定する WHO の計画では、屋内大気汚染の影響の推
定値が利用される(WHO 2010, 2009)。 

世界の主なバイオ燃料作物の一つであるサトウキビ。バイオ燃料の生産や使用に関するデータには依然として重大な欠落点がある。         
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　© Wendy Townrow/iStock
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カトマンズのパタン旧王宮広場の都市の泉から水を飲んでいるネ
パール人の少女。そこの地元住民たちは清潔な飲料水を汲むため
に何時間も行列に並ぶことがよくある。　© Wendy Townrow/iStock

陸 
土地の被覆と利用に関する評価方法は様々であり、実に様々

な結果がもたらされる。一般に、これらの項目に関して入手で
きるデータには多くの不備がある。 

・世界の乾燥区域の範囲は、様々なプログラムによって、
様々な分類や方法論が用いられるために不明確である
(ICTSD 2007)。 

・人工衛星のデータを使用する新しい推定法が開発されつ
つあるが、土地荒廃に関して世界規模で比較できるデータ
は限定されており、乾燥地域の国々が土地荒廃に対処する
ために、最も大切な情報ベースにしてきたものは、1990
年の「地球規模での人為的土壌劣化に関する評価」
（GLASOD）にまで㴑らねばならない(UN 2004)。 

・湿地に関して、包括的な完成した世界規模のデータベー
スは存在せず、また地球の湿地範囲に関する様々な推定は、
極めて一貫性がない(Lehner and Doll 2004; Finlayson 
et al. 1999)。 

・リモートセンシングは土地被覆や土地利用に関する知識
を前進させたけれども、様々な時点のデータが、センサー
技術の変化、不十分なグランドトゥルーシング、生態系描
写に関する取り決め不足などによって、比較できないこと
が多く、変化についての情報の信頼性は限定的である。例
えば、森林については多くの定義が存在する。 

・人工衛星によって導き出された都市の面積の推定値は、
世界の土地被覆の 0.5％未満で、世界の都市人口地図に基
づくこれまでの推定値より 4～6 倍小さい(Schneider et 
al. 2009)。 

・森林減少に関する最近の FAO による２つの再調査で、
2000～2005 年のデータに対して非常に異なった傾向が
示された。一つは各国の報告書に基づく調査で、過去より
も森林減少の速度が遅くなっていることを示し、もう一方
はリモートセンシングに基づく調査で、その速度がより速
くなっていることを示している(FAO and EC-JRC 
2011; Hansen et al. 2010)。 

・炭素貯蔵の基準値データと貯蔵変化のモニタリングが必
要とされており、放牧地と草地が著しい炭素隔離の潜在力
を持っているという証拠が今もなお提出され続けている。 

・バイオ燃料に関する生産や使用の拡がりなどのデータは、
いくつかの国々で国レベルのデータセットを見いだせて
も、世界レベルでは断片化されていて不完全である。 

・国際農業開発基金（IFAD）は、貧しい人々に対して国が
土地への立ち入りや土地保有権を保証する国としての能
力を評価するための一連の指標をモニターしている
(IFAD 2008)。諸政府は、それらの指標やその他の社会、
経済、環境の指標を応用して、アフリカやその他どこかで
起こっている土地利用の変化や、大規模な国際的土地取引
の影響を評価できるかもしれない(Bach et al. 2009)。 

水 
・水質や水量に関する包括的なデータは、依然として優先

順位が高く、越境している帯水層系の地図の製作や目録の
編纂は、越境水域評価プログラム（TWAP）にとって、
大きな課題であるだろう(UNEP 2011a)。 

・地下水に関する、利用可能度、質、採取、用途、管理、
規制などのデータは、一般に、地表水に関するデータより
も限定的である。多くの地域で、地下水が持続不可能に採
取され続けている以上、これを是正することの優先順位が
高められるべきである。また、硝酸塩やヒ素のような物質
による地下水汚染に関するデータが限定されている。 

・飲料水と衛生施設を利用できているかどうかに関する情
報は、ミレニアム開発目標７のターゲットを追跡する過程
で向上してきた。これらの問題に関する性別のデータは、
依然として優先順位が高い。 

・すべての水関連の疾病傾向を評価するために利用できる
世界規模のデータセットは存在しないため、コレラに関す
る世界の傾向データが、代わりに使用されている。 

・国連水関連機関調整委員会（UN-Water）が、統合的な
水管理アプローチの現状と傾向についての情報を編纂し
ている(UN-Water 2008a)。 

・越境水の管理は、共同でモニタリングして評価すると共
に、比較可能な情報を交換することが、長期にわたって持
続可能な信頼できる協力関係を形成するために必要であ
る(UN-Water 2008b)。 



・比較可能なデータは、部門別、国別の水資源の効率、水
フットプリント、取引製品中の仮想水の動き、に関するデ
ータが必要とされている。 

・大洋や海洋生態系に関して新たに生じている問題、例え
ば海洋酸性化、海ゴミ、海水浴のための水質、海洋生物に
よって隔離される炭素、サンゴ礁やアオコの状態などに関
するデータは、一連の調査や多くのイニシアチブによって
向上してきている。全ての大陸域は、少なくとも漁業の現
状と傾向に関する何らかの情報を持っているが、一般的に、
海洋環境に関して世界全体をカバーするデータには大き
な欠落があり、特に国の管轄権を超えた海域に欠落があっ
て、時系列の一貫性はほとんど保たれていない(UNEP 
and IOC-UNESCO 2009)。 

・氷河や氷の被覆に関するデータの入手状況は、観測網と
リモートセンシングによって向上しているが（Box 8.2）、
永久凍土層についての情報は、まだほとんど調査段階にあ
り、ほんの少しの区域のみがモニターされている。 

生物多様性 
・保護区や絶滅危惧種のような生物多様性の現状に関する

データは向上しつつあるが、偏りがある(BIP 2010)。例
えば、無脊椎動物や植物より、鳥類や哺乳類の方が、多く
のデータがある。一般に、熱帯地域は世界の生物多様性の
中で最も大きな割合を占めているが、熱帯地域におけるモ
ニタリングの規模が最も小さい(UNEP 2011a)。 

・侵略的外来種の個体群数についてのデータは、それが入
手できたとしても、多くの開発途上国において特にそうで
あるが、恐らくかなり過小評価になっている。侵略的外来
種に極度に苦しんでいる小さな島々にとって、この格差 

への対処は優先事項である。 

・各国は、生物多様性条約(CBD)の下で採択された愛知タ
ーゲット 2011-2020 に対して、報告を行うことになって
いる。最近の再調査によって、これらのターゲットについ
ての報告を支援する既存の観測システムの妥当性が診断
されたが、多くのデータ欠落点が確認されている(GEO 
BON 2011)。 

・以前の 2010 年生物多様性指標パートナーシップ (BIP 
2010)の下では、伝統的知識についても、遺伝資源につい
ても、取得機会と利益配分の状況といったテーマに対する
指標が、包括的なデータ不足のために、完全には開発され
ることができなかった。 

・魚や材木など、直接消費される天然資源のデータ収集に、
かなりの努力が過去になされてきたが、それらのデータの
品質は、漁獲対象が食物網における低栄養段階の魚種へ移
行することで生じる漁獲の構成変化をモニターするには
不十分である。 

・生息地の範囲の変化、海洋酸性化、乱獲、化学物質など
の、生物多様性を損失させる駆動要因を、生物多様性の現
状における傾向と結び付けるデータが不足している。 

・コミュニティに管理されている保護区の数や範囲につい
て包括的に評価したものがない。 
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Box 8.2  ヒマラヤ山脈の氷河のモニタリング

・ミレニアム生態系評価（MA）や「生態系と生物多様性の
経済学」（TEEB）といったイニシアチブは、広範囲に及
ぶ生態系の物品やサービス、例えば災害リスクを軽減させ
る生態系の持つ価値である調整サービス、ならびに文化サ 

アジアのヒマラヤ山脈やその他の高い山脈の氷河は、大陸の
主要な河川の源泉であり、下流の脆弱で人口密度の高い流域を
支えている。氷河の質量の変動を理解することは、下流域の水
資源、農業、災害リスク軽減に関する意思決定を行う際に不可
欠である。氷河の質量の変化は、氷河の大きさ、微気候、局所
地形、標高範囲、太陽の向き、インドのモンスーンによる影響
の変化、中央アジアと中国西部の砂漠による影響の変化など、
多くの複合要因に依存している。またヒマラヤ山脈地域の雪や
氷河の融解が、気候変動にどう反応していくのか、またその変
化が生態系や人の幸福にどう影響するのかということについ
ても不確定な要素が大きい。 

適切な衛星画像の入手や、野外調査（グランドトゥルーシン
グ）による結果の確認などの制限はまだあるものの、氷河の面
積や長さを測定する能力は、リモートセンシングによって改善 

された。しかし、氷河の長さと面積だけが、重要な要素なので
はなく、その厚みが重要であるのだが、その測定が非常に難し
い。また必要なヒマラヤ山脈の気象データや観測基地の不足が、
氷河、積雪、ならびに氷河湖決壊洪水といった関連現象に対す
る気候変動の影響に結論を出す上で、大きな障害になっている。
さらにもう一つの難題は、ヒマラヤ山脈が、財政能力や社会経
済的目標の異なる８つの国にまたがっていることであり、それ
は、この地域の長期プログラムの強化には、国際協力が必要で
あることを意味している。 

「我々は氷河が後退しているかもしれないという事例に基
づく証拠は持っているが、人工衛星画像と地上調査の両方によ
る、注意深く入念に調べられた正確なデータが必要である。」
インドのマンモハン・シン首相 



ービスなどを算定し評価する手法を開発した。しかし、
これらの手法をサポートするための統計システムの能力
は、ほとんどの国々においてまだ限定的である。 

化学物質と廃棄物 
・人の健康や環境への化学物質の影響は、単に少数の化学

物質に対して、最新規格(USEPA 2005)に違反していな
いか評価されてきただけである。様々な暴露量や濃度によ
る影響、複数の化学物質への暴露が結合された場合の影響
についてのデータは、まだ調査の初期段階にあるか、行わ
れていない。さらに、リスク評価の手続きの多くは、平均
的な成人データを用いてなされているので、子供へのリス
クも検討される必要がある。 

・多くの化学物質が、体系立てた評価がなされる前に、商
品として定着されてしまう結果(Lowell Center for 
Sustainable Production 2003)、人や動物のホルモンや
生殖器系に損傷を与える可能性がある化学物質による内
分泌腺かく乱などの予期せぬ特性に対して、懸念が示され
るようになった(UNEP 2010)。 

・多くの先進国では、欧州委員会の REACH プログラムの
ような化学物質に関する規則によって、化学物質の毒性や
社会経済的影響といった問題に関する情報へのアクセス
を、大きく向上させるデータ目録が作成された(EC 2012)。 

・ナノ粒子を含有する多くの新素材が生産され、広く売買
されているが、人体暴露の何らかの可能性が確認されても、
安全性試験は限定的にしか行われていない(Morris et al. 
2011; Sass et al. 2006)。 

・国際レベルでの有害廃棄物に関するデータは、主として
「有害廃棄物の越境移動及びその処分の規制に関するバ
ーゼル条約」の事務局に提出される報告書を通して提供さ
れる。しかし、各国の報告書の数は減少してきており、そ
れらが含むデータも少なく、解釈が困難なこともある。最
近の分析レポートによれば、報告している締約国からのデ
ータが、報告していない締約国が関与する越境移動につい
ての情報を含んでいる場合には、有害廃棄物の越境移動に
関するデータは満たされていると言える。それでも、輸入
の状況によっては、有害廃棄物の生成とそれらの処理につ
いて、もっと多くのデータが必要とされる。また、いくつ
かのデータについては、その質について懸念が表明されて
おり、不法活動やインフォーマルセクターで生成および廃
棄された分のデータが反映されていない(Basel Conven- 
tion 2010)。 

・世界中の廃棄物の生成、収集、処理に関する信頼できる
データが不足しており、特に最も発展しつつある地域にお
いて、それらのデータが不足している。都市や家庭での廃
棄物は、産業廃棄物や有害廃棄物と共に、特に優先される 
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北極圏に置かれた燃料や化学薬品の錆びたドラム。© Vladimir Melnik/iStock
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サンゴ礁を回復させようとするダイバーのチームが、タンザニ
アのペンバ島の北西海岸沖を調査している。© J Tamelander/IUCN 

べき事項である。都市や家庭廃棄物のデータ収集は、複
雑で多くの時間を要し、また様々な発生源、例えば廃棄
物の収集会社やゴミ処理施設などによる二重計上の危険
性もある。 

・ほとんどの高所得国では、激しく汚染された現場は、既
に特定され改善されてきているが、多くの低所得国や中所
得国では、汚染の多発地点がしっかり文書化されておらず、
時には、地元や政府に全く知られていない(Blacksmith 
Institute 2011)。 

・環境内や人体内の残留性有機汚染物質（POPs）に対する
長期的なモニタリングプログラムが、特に南半球において
維持され拡張される必要がある(UNEP 2009a)。 

・海洋汚染についての長期モニタリングは、特に開発途上
国において財政的制度的な能力の制約に直面している
(UNEP/GPA 2006)。 

政策と対応 
・数値目標が掲げられたターゲットは、ターゲットが達成

されつつあるか否かの追跡がなされるために、データ収集
に拍車をかけることができる。しかし、水と衛生施設のた
めのミレニアム開発目標 MDG７のターゲットのように、
数値目標が掲げられた環境ターゲットは、ほんの少しの国
際的目標にしか採用されていない。 

・エコラベルや認証、またそれらに類似するプログラムの
実施状況については、いくつかの情報が入手可能である。
また保護区に関する情報や、条約の批准や実施に関する情
報も入手可能である。これらの情報は条約事務局や
ECOLEX（www.ecolex.org）のような編纂物によって
もたらされる。 

・環境対策費、グリーン投資、グリーン GDP 勘定、「生態
系サービスへの支払い」（PES）構想の動向や有効性、環
境犯罪、環境政策の有効性、などの項目に関しては、限ら
れたデータが利用可能である。 

・政府やその他利害関係者は、保護区の拡がりや、車の排
ガス規制の順守などの遂行状況を見たり、種の絶滅リスク
や大気質の傾向などの影響を見ることにより、環境政策を
モニターすることができる。 

社会経済的な事項 
・社会経済のデータや指標、例えば、国勢調査データや従

来の国内総生産（GDP）は、環境領域に適合させること
が難しいということが、これまでの経緯ではっきりと分か
っている。環境経済統合勘定（SEEA）(UN et al. 2003)
や UNEP のグリーン経済イニシアチブ(UNEP 2011c)の
ような多くのイニシアチブが、GDP を補完するための環
境指標や社会指標の開発を支援しており、世界中の様々な
国々で適用され始めている。 

・人口趨勢と分布に関する基礎データは向上している。環 

境の現状とより密接に関係する社会経済的なデータ、例
えば、貧困と環境の関係や、環境と安全保障の関係など
の項目は、まだ主として代理データや事例研究に基づい
ている。ミレニアムインスティチュート（Millennnium 
Institute）の T-21 モデルのような手法(UNEP 2011b)
は、環境データと社会経済的なデータを結合させて、政
策関連の情報、例えば、資源の枯渇がどのように GDP
に影響するかを実証するための情報を生成している。 

・環境に関する問題についての男女別のデータが、特に開
発途上国のほとんどで不足していて、自然資源を使用し管
理する仕組みにおける男女間格差を分析し理解すること
を困難にしている。 

・物流、ならびに資源の利用や効率に関するデータは向上
しているが、資源の貯蔵といった項目について信頼できる
基本データが、多くの場合、不足している。 

・再生可能エネルギーを含む、エネルギーの生産と消費に
関するデータを入手できる可能性は、国際エネルギー機関
やその他の組織を通して向上しつつある(IEA 2011)。 

大陸域イニシアチブと優先事項 
多くの大陸域のプログラムは、各大陸域内の国々の、特定ニ

ーズ、発展状況、優先順位の高い環境項目、に基づいて環境情
報の強化を目指している。表 8.2 は、これらのプログラムと大
陸域での優先順位の高い項目について選定されたものを表に
している。 
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アフリカ •	 国連統計部(UNSD)、アフリカ統計センター、およびUNEPが、持続可能な開発委員会（CSD）の指標、ミレニアム開
発目標（MDGs）、およびアフリカ開発のための新パートナーシップ（NEPAD）に基づき、アフリカのための核とな
る指標リストが開発されるよう各国を支援している。

•	 西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）のようなサブ大陸域団体が、食糧安全保障や経済発展のような関連分野のプ
ログラムに基づき、関与を増大させつつある。
概して、アフリカは環境統計における能力開発を行うことへの優先順位が高い地域である。•	

アジア太平洋地域
•	 全体としてアジアの国々は、国連統計部とUNEPによる環境統計のアンケート調査に対して、比較的高い回答率を示す

が、太平洋の国々からの回答率は低い(UN 2011)。この大陸域での発展の度合いは、国によって大きく異なる。
UNEPのこの大陸域での諸機関は、アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）やアジア開発銀行による、様々な情報源か
らもたらされる統計値の編纂などの課題に支援を提供している。
特定のテーマに関する、また様々なサブ大陸域をカバーする、多くのプログラムが存在する。例えば、
 オーストラリア連邦科学産業研究機構（CSIRO）とUNEPによるアジア太平洋の物流（AsiaPacific Material Flows）
 東南アジア諸国連合（ASEAN）の生物多様性センター
 UNEPと南アジア地域協力連合（SAARC）による評価報告書である南アジア環境概観
 東アジア酸性雨モニタリングネットワーク（EANET）
 アジアのクリーンエアーイニシアティブ（Clean Air Initiative）（アジアの都市の大気質、エネルギー、輸送などの
　問題に関するデータ)
 メコン河委員会（Mekong River Commission）（例えば水位データ）

•	

•	

ヨーロッパ
•	  欧州委員会、EU統計局、欧州環境機構（EEA）が、西ヨーロッパおよび中央ヨーロッパにおける環境データの主要な

情報源である。またそれらの機関は、関連する能力向上の取り組みを中央アジアへと拡げつつある。
EU統計局は、主として加盟国の統計局によって提供されるデータに基づいて、関連する様々な経済社会データや、環
境の現状と環境への圧力に関する統計を収集、制作、分析、提供している(Eurostat 2010)。
EEAとそのメンバーおよび協力国は、欧州環境情報観察ネットワーク（EIONET）を運営し、多国間データを収集、統
合、提供している。
EU統計局とOECDは、両組織の加盟国を対象にする環境の現状について合同でアンケート調査を実施している。
東ヨーロッパや南東ヨーロッパの多くの国々など、上記いずれの組織のメンバーでもないヨーロッパの国々では、環
境のデータや情報はわずかであり、これらの国々の多くで最優先事項となっているものは、1990年代に中止されたモ
ニタリングネットワークとその関連データの時系列を復旧することである(UNECE 2003)。
バルト海のヘルシンキ委員会（the Helsinki Commission for the Baltic Sea）、北東大西洋のオスパール委員会（the
OSPAR commission）、地中海のバルセロナ条約（the Barcelona Convention for the Mediterranean Sea）、黒海委員
会（the Black Sea Commission）は、それぞれの海洋区域をカバーするデータプログラムを運用している。
国連欧州経済委員会（UNECE）による長距離越境大気汚染条約（CLRTAP）の汎ヨーロッパ科学モニタリングネット
ワーク（the panEuropean scientific monitoring network）は、ヨーロッパの最も重要な大気質問題を特定する証拠を
提供する際に、極めて重要になっている。

•	

•	

•	

•	

•	

•	

中南米とカリブ
諸国

•	 この大陸域では、次のような多くのイニシアチブが、大陸域の環境統計を促進し統合している。
 持続可能な発展に関する中南米カリブ諸国イニシアチブ（ILAC； 2011年末時点で24ヶ国32局 ）
 南北アメリカ統計会議の環境統計に関するワーキンググループ（10ヶ国15機関）
 アンデス共同体指標＊５やカリブ共同体（CARICOM）指標といったサブ大陸域のイニシアチブ
この大陸域内の各国の統計局や環境省に対する最近の調査によれば、参加機関の81％が環境統計プログラムを持って
いるが、環境統計の専用予算を持っていたのは36％だけであった。なお、その他制度上の重大な課題が多くの国々に
残っている(ECLAC 2011)。

•	

北アメリカ •	 カナダの環境省、米国の環境保護庁（EPA）や海洋大気局（NOAA）などの、諸官庁ならびに学術機関やその他機
関によって、環境の状況を追跡するためのデータや情報が収集され分析されている。
また米国の政府や学術機関は、海水位、表面温度、土地被覆、サンゴ白化現象など、多くの問題に関する世界的な
環境データを収集し、それらへのアクセスを提供している（表 8.1）。

•	

西アジア •	 アブダビ世界環境データイニシアチブ（AGEDI）が、UNEPと共同で、環境データや情報の、収集、提供、使用の強
化を促進している。これらの組織やその他組織は、拡大していく世界の環境データの集積に対して、効果的にアクセ
スできるようにすることを目的とした、諸々のネットワークを束ねるグローバルネットワークというイニシアチブの
共同出資者になっている。
西アジア用の環境指標のコアセットは、西アジア経済社会委員会（ESCWA）とUNEPが連携して、アラブ連盟(LAS)
によって開発され、この大陸域の国々によって自発的に導入された。
アラブ連盟の保護の下で、アラブ環境情報ネットワーク（Arab Environmental Information Network）が、UNEPからの
支援を受け、ESCWAやAGEDIやその他組織の協力を得て、開発されつつある。
この大陸域の多くの国々では、環境に関する公的な統計は、めったに作成されることはなく、アクセスも困難で、
様々な公的機関に散在していて、報告も断片化している(UNEP 2006)。主要テーマで欠落していて優先度の高いもの
は、土壌の塩類化、沿岸や海洋の汚染、災害、廃棄物の処理と輸送に関するデータなどである(UNEP 2006)。

•	

•	

•	

表 8.2  環境情報に対する大陸域のイニシアチブと優先事項（選定されたもの）

出典: (UN 2011)



国家に必要とされる能力 
国レベルで集められたデータが、地球環境の現状や傾向を追

跡するための、非常に重要な情報源のいくつかになっている。
しかし環境統計はほとんどの国にとって新しい分野であるた
め、散在的なデータしか持っていない国が多い(UN 2011)。
現在、ほとんどの開発途上国は、包括的な環境観測システムを
持っていない。データは存在しても、大抵の場合、不連続であ
るため、経時変化やターゲットへの進展を評価するための基準
値 を設定 するこ とは困 難であ る。最 近の国 連開発 計 画
（UNDP）と国連環境計画（UNEP）と地球環境ファシリテ 

ィ（GEF）による国家能力自己評価（National Capacity 
SelfAssessments）を総合すると、119 の参加国の 90％以上
が「情報管理と知識」を必要な能力と見なしていることが指摘
されている。環境指標のリストの選定や情報収集は、多くの国
にとって比較的容易であったが、最大の問題は、この情報を管
理することと、調査を行う施設やプログラムなどに関わる組織
を統合することであった。各国の環境管理情報システムが、そ
の関与するスタッフの知識や技能と共に、強化される必要があ
る。その対策には、規格の適用、通信技術やネットワークの活
用、ならびに能力開発や啓発活動や環境教育が含まれる。加え
て、多くの利害関係者が、環境を管理するための伝統的知識の 
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図 8.1  環境統計上での国の概要の例、ウガンダ
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出典: UN 2011
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価値を認識したとはいえ、伝統的知識をうまく取り込んだと思
っている国はほとんどなく、仮に取り込んだとしても、環境の
政策やプログラムの開発に活用していると思っている国はほ
とんどない(UNDP et al. 2010)。 

各国の環境情報の現状についての最近の評価は、国家能力自
己評価、国連統計部と UNEP による環境統計に関するアンケ
ート調査、様々な大陸域や二国間でのニーズ調査などである。
国連統計部による各国の概要情報（図 8.1）は、各国から入手
できる環境統計を要約したものであるが、それぞれの国からは
入手できない環境統計を示す。環境情報を強化しようとする各
国のニーズは国によって異なるが、通常、次のような懸案事項
と関係している。 

・国連の持続可能な発展指標（Sustainable Development 
Indicators）(UN 2007b)のように、一貫性があって比較
可能で、環境の現状や傾向をモニターするために使用でき
る実証済みのコア指標を用いて、その指標の全範囲を十分
にカバーする高品質なデータを収集すること。図 8.2 は、
各国の環境統計プログラムについて、既に実施されている
テーマの割合と、計画中のテーマの割合についての大まか
な情報を示す。 

・財源や人材面などでの一貫した支援を基に、優先分野に
おける長期モニタリングプログラムを創設し、信頼性のあ
る比較可能な時系列で利用できるデータを収集すること 
(UNECE 2003)。 

・様々なテーマ毎に、データ収集、品質評価、分析、解釈
を行うために必要な専門知識と能力を国内で開発するこ
と。 

・様々な機関の役割と責任を明確にし、かつ経済と社会と
環境のデータを国家統計体系に取り込むことを基本にし
て、国内に存在しているが断片化しているかもしれない、
環境情報や科学情報を統合するための制度的取り決めや
専門知識の強化。 

・様々な利用者や一般大衆がデータや情報を容易に入手で
きるよう促進し(UNCED 1992)、価格、セキュリティ、
知的財産の関連だけでなく言語障壁にも対処し、オンライ
ンでアクセスできるようにし、環境情報を提供したり提示
するために他の新技術を活用すること。 

・国のデータや指標や情報の利用を増大させる制度やその
他取り決め、例えば、環境アセスメント、政策決定、条約
に基づき行う報告、教育や科学や意識向上などを支援する
こと。 

「環境統計を実施することによって引き起こされる諸
課題は、一般に、他のほとんどのタイプの統計による
それよりも大きい。恐らく最も大きな課題は、国の統
計局が大部分の一次データを集めて提供するには、そ
の他の機関に大きく依存しなければならないという事
実である。様々な政府機関が、それらの間でそのよう
に高度な相互依存を行うには、緊密な協力や協調が必
要である。」   

ADB 2002 

環境データに関しては、スケールが非常に重要である。気候
変動のようないくつかの環境問題は、地球規模のスケールで、
その他は、大陸域レベルか、海域レベル（例えば魚種資源）か、 
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ハイチでの台風「ハンナ」によって浸水している家屋。災害の危険性についてより良い情報を得ることの優先度が、ほとんどの地域で高
まっている。 © Marco Dormino/UN Photo



流域レベル（例えば水の利用可能量や質）で対処されモニター
されるのが適している。大気汚染のタイプの多くは、都市レベ
ルでモニターされるのが適している。その他、生態系に影響を
与えるスケールについては、例えばアマゾンの森林減少は、南
アメリカのいくつかの国の諸地域に影響を与えるため、生態ゾ
ーンの境界線や、環境問題の発生するスケールが、国や州の境
界および他の公の地理的輪郭線とめったに一致することはな
い(ADB 2002)。それでも各国政府によるプログラム、特に国
家統計は重要であり、データの収集と普及のための一貫した長
期支援を確保したり、政策決定に対して科学的に信頼できる情
報を使用できるようにするために必要である。これらのプログ 

ラムを強化するには、懸念されている問題のスケールで、いか
にすれば環境統計を集められるかをよく考慮することが大切
である。 

国レベルで環境データを構築する際の制約の多くは、財源や
人的資源の入手の可能性と強く結び付いている。国の環境情報
システムに要する費用は、国によって大幅に異なるかもしれな
いが、データを収集し分析し提供するための方法を明確にし、
費用効率を良くすることが重要である(ADB 2002)。また、各
国における環境データの収集を強化し、できれば国際規格との
一貫性を向上させるためには、必要な時に利用できる国際的な
財政支援、能力開発支援、技術援助を得ると共に、環境情報が
国の政策目標を下支えすること、また政策決定者が彼等の選挙
民にとっての環境情報の価値を理解していることが重要であ
る。 

結論 
適切な環境アセスメントは、高品質で科学的な環境データ、

社会データ、経済データによって裏付けられていなければなら
ない。また環境データは、環境政策や環境プログラムの影響を
モニターする上で重要である。本章で述べたように、多くのイ
ニシアチブが、世界や大陸域や国のレベルで、環境情報を取得
する機会を増やし、支持し、高めている。現在そして将来にお
いて優先されるべき事項は、できれば共通の規格を用いてデー
タを収集し分析するよう促進すること、データの共有を増やす
こと、環境観察を一貫した時系列で行うこと、広範囲の国々で
環境統計を強化するための能力開発を行うこと、政策決定者や
大衆に環境情報を効果的に伝えるために新しい技術を活用す
ること、などである。 
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図 8.2  国の環境統計プログラムとテーマ別の取組率（2007年）
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任務 
地球環境を査察していくという UNEP の全体的任務の一環

として、2009 年 2 月に第２５回国連環境計画（UNEP）の管
理理事会／グローバル閣僚級環境フォーラムが、地球環境概観
（GEO）の作成任務を再確認し、事務局長に対して 

「分野横断的な問題の分析、指標に基づく構成要素の分析
を含め、全レベルでの意志決定プロセスを支援するために、
最新科学に基づく信頼でき政策的に有効な、地球規模の環境
変化に関する情報が引き続き必要であることを踏まえて、重
複を避け、これまでの評価の上に構築する形で、広範囲にわ
たる統合的で科学的に信頼できる地球環境評価を継続して
行っていく」 

ことを要請し、また 

「2000 年のミレニアム・サミットや多国間環境協定で合
意された目標など、国際的合意目標の達成を加速するための
有望な政策オプションを特定するために、環境、経済、社会、
科学に関するデータや情報、ならびにそれらが示す費用対効
果、を組み込んだ政策オプションについての事例研究の分析
を GEO-5 に含めることによって政策の適合性を強化する」 

ことを要請した(UNEP/GC.25/2/III)（http://www. unep. 
org/gc/gc25/Docs/Proceedings-English.pdf）。 

さらに、国連総会の第２委員会（経済と財政に関する）によ
って、第 5 次地球環境概観（GEO-5）に対する支援が 2011
年 11 月に承認された（決議 A/C.2/66/L.57）（http://daccess 
-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/LTD/N11/601/65/PDF/
N1160165.pdf)。 

目的、範囲、制作工程 
GEO-5 の目的と範囲と制作工程は、2010 年 3 月に開催さ

れた、91 名の政府代表および 55 名のその他の主要な利害関係
者などで構成される「世界の政府間及び多様な利害関係者協議
会」によって定義され、最終文書において採択された。 

目的 
その協議会は、評価のための次の諸目的を特定することによ

って、上記任務を再度確認した。 
・適切なレベルでの意志決定プロセスを支援するために、

広範囲にわたる統合的で科学的に信頼のおける世界的な
環境評価を提供する。 

・その科学的信頼性、政策的妥当性、正当性を支え強化す
るために、全ての政府、関連する国連の諸機関、その他利
害関係者を GEO-5 に関与させる。 

・南南協力や三角協力を含め、UNEP や他のイニシアチブ
による進行中の関連活動と共同して、全てのレベルで環境
モニタリングと評価を行なうため、開発途上国と市場経済
移行国の能力を向上させる進行中のプロセスを強化する。 

・UNEP やその他関連する国連諸機関の戦略的方向性に対
して、必要に応じて、情報を与える。 

・2000 年のミレニアム・サミットや多国間環境協定での合
意目標など、国際的な合意目標の達成を加速する有望な政
策オプションを特定するために、環境、経済、社会、科学
に関するデータや情報、ならびにそれらが示す費用対効果、
を取り入れた政策オプションについての事例研究の分析
を含めることによって GEO5 の政策適合性を強化する。 

・これらの合意目標の進展度が議論される世界と大陸域で
の関連工程や会議に情報を提供し、またそこから学び取る。 

・そして、GEO-5 によって検討されるテーマ別課題におけ
るデータの欠落点を特定する。 

範囲 
GEO-5 はこれまでの GEO 報告書を踏まえて、引き続き地

球環境の現状、傾向、展望についての分析を提供する。GEO-5
がこれまでの GEO 報告書と異なる点は、国際的に合意された
目標を重要視している点と、それらの目標の達成を加速するた
めの可能な手段を提供している点である。GEO-5 は、別個で
あるが密接に結び付いた第１部から第３部で構成される。 

第１部では、ミレニアム開発目標および様々な多国間環境協
定の目標など、国際的に合意された重要な目標に関する、地球
環境の現状と傾向を評価する。その評価は、国、大陸域、世界
による諸々の分析やデータセットに基づいてなされる。 

第２部では、関連する国際的に合意された目標に照らして、
協議プロセスを通して選定された大陸域毎の多くの環境テー
マに優先順位を付ける。これらの目標の達成を加速するのに役
立つであろう有望な政策対応が、大陸域で行われる審査によっ
て、特定され評価される。 

第３部では、持続可能な発展に向けた遷移を助ける潜在力を
備えたオプションを特定し、地球規模での対応の可能性を示す。 

上記協議会は、UNEP が対処していく上で鍵となる 10 の質
問を提案した。これらの質問は、GEO-5 評価報告書の範囲を
明らかにし、制作工程を導いていく上で大いに役立った。 

第１部のための鍵となる質問 

ⅰ．地球環境の現在の駆動要因は何で、その現状と傾向、展
望はどうであるか？ 

ⅱ．地球環境の現在の駆動要因、現状、傾向は、国際的な合
意目標を達成する方向に進展しているか？ 



ⅲ．生命を支える地球システムの機能にとって主たる難題は
何で、難題を引き起こしている駆動要因は何か？ 

ⅳ．既存のモニタリングや観察活動、ならびに制度的な取り
決めは、環境の現状と傾向を査察していく要求にどの程度
まで対応できているか？ 

ⅴ．合意目標を達成する上で、主たる欠落点や障害は何か？ 

第２部のための鍵となる質問 

ⅵ．各大陸域でどの国際的合意目標の優先度が高いか？ 
ⅶ．国際的合意目標の達成を加速するには、各大陸域でどの

政策オプションを用いれば、最もうまくいくのか？ 
ⅷ．意思決定に際して、どの政策オプションが環境モニタリ

ングとモニタリングの使用を促進するか？ 

第３部のための鍵となる質問 

ⅸ．国際的合意目標の達成を加速させる上で、どの政策アプ
ローチが、対処規模の拡大に適していると言えるか？ 

ⅹ．どのタイプの持続可能な変化や技術革新が、長期にわた
って必要とされているか？ 

制作工程 
2010 年 3 月に上記協議会は、GEO-5 評価の制作工程を強

化するために以下の方向性も提供した。 
・利用可能な最善の科学的政策的専門知識を使用すること。 
・広範囲の利害関係者を関与させることにより評価の科学

策諮問委員会」。 
・また制作工程にコアデータによる支援を提供するための

「データ及び指標ワーキンググループ」。 
・本評価報告書に、広範囲に及ぶ科学専門家による査読な

らびに政府による審査を受けさせること。 
・開発途上国の専門家を関与させることにより制度面での

能力向上を目標にし続けること。 
・また、対象とする聴衆に対してアクセスし易い方法で重

要なメッセージや発見を伝えること。 

協力と協調 
GEO-5 の開発は、UNEP 内での広範囲に及ぶ協力、ならび

に UNEP と、多分野にわたる専門家のネットワークとの間、
研究機関との間、GEO 協力センターとの間での広範囲に及ぶ
協調を呼び起こし、それらすべてによって彼等の貴重な時間と
知識がその制作工程で利用できるようになった。 

 査読者や諮問グループを含むコンテンツ開発の専門家たち
の選考について、上記協議会は、気候変動に関する政府間パネ
ル（IPCC）の推薦手続きから得られる透明性のあるプロセス
を用い、専門家たちがその専門技術に基づき、諸政府その他主
要な利害関係者ら（GEO 協力センターその他パートナーを含
む）からの推薦を受けることを必要な条件とした。推薦された
あと、専門家たちは、性別と大陸域のバランスが十分に考慮さ
れ、その専門技術に基づき UNEP 事務局によって依頼された。 
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準備の段階

            草案 ０

第１回政府間及び
多様利害関係者

協議会

ハイレベル政府間
諮問パネルの設置

専門家の推薦

専門家の選
定（執筆者
グループ）

ハイレベル政府
間諮問パネルの

第１回会議 

大陸域で
の協議 

第1回制作会議 

注釈付き概要

内部審査

執筆者ワー
キンググ
ループ会議 

科学及び
政策諮問
委員会の
第１回会議

科学及び政策諮
問委員会の設置 

データ及び指標
ワーキンググ
ループの設置

図 1  GEO-5の開発： 作成過程での主な工程

的信頼性、政策的妥当性、正当性を確保すること。 
・透明性のあるプロセスを用いて、諸政府やその他利害関

係者による推薦を受けた専門家の学際的グループを構成
すること。 

・次の 3 つの包括的な諮問グループを設置すること。 
・専門家に指針を提供する「ハイレベル政府間諮問パネル」。 
・制作工程の科学的信頼性を確保するための「科学及び政



章の専門家グループ 
GEO-5 報告書は 17 章からなる。専門家ワーキンググルー

プが、各章毎に設置され、構想を描き、調査し、ドラフトを作
り、修正し、原稿を完成させた。310 名を超える執筆者がコン
テンツの開発に関与した。各章の専門家グループは、２～３名
の統括執筆責任者の指揮下に置かれた５～３８名のメンバー
で構成され、UNEP の各章の取りまとめ担当者から支援を受
けた。上記のグループ統括執筆責任者以外の構成メンバーは、
執筆責任者や執筆協力者である。 

GEO-5 の特別研究員（フェロー） 
GEO5 は、2005 年の GEO4 の制作過程の間に制定され

た特別研究員制度を続行した。この制度は、若手専門家を GEO
制作工程に従事させ、主要な地球環境評価に参加させることに
よって経験を得ることができるようにするもので、18 か国か
ら合計 21 人のフェローが GEO-5 に参加した。 

アウトリーチ・ワーキンググループ 
UNEP の専門家と、各章の専門家グループのうちの１名を

組み込んだアウトリーチ・ワーキンググループが設置された。
そのグループは、GEO-5 のための包括的なアウトリーチ（対
外的広報や普及）戦略を準備し、評価結果を流布するターゲッ
トとすべき聴衆や関連する会合を特定した。 

審査の工程 
GEO-5 評価報告書は、300 名以上の専門家が関与する３回

の審査（レビュー）を受けた。第１回審査は、UNEP 内での 

内部審査であった。第２回は、諸政府、ならびに科学および政
策の専門家（諸政府とその他利害関係者によって推薦された者
など）からなる UNEP の広範囲にわたるネットワークによる
外部審査であった。最終審査は、諸政府、ならびに自然科学学
会および社会科学学界の両方の著名な科学専門家によって行
われた。その専門家による最終審査は、地球システム科学パー
トナーシップ（ESSP）により推進された、利害関係者から独
立した査読のプロセスであった。ESSP は、その世界的な専門
家ネットワークに査読者を求める呼びかけをし、次に、性別と
地理的バランス、それに彼等の専門分野に基づき、興味を抱い
た専門家を選定した。専門家によるこの最終の査読では、各章
が、章の対象領域に広く経験を持つ 3～4 名の科学専門家を査
読者として擁した。科学及び政策諮問委員会は、コンテンツの
開発工程および全ての審査段階に対して支援し、その工程が科
学的に信頼でき強固なものとなるよう確保するため、各章の執
筆者、審査員および査読者、UNEP 事務局に指針を提供した。 

GEO-5 諮問グループ 
3 つの外部の専門諮問機関が評価工程を支援するために設

置された。 

ハイレベル政府間諮問パネル 

パネルは、6 つの全ての UNEP 大陸域からの 20 名のハイレ
ベル政府代表者で構成された。パネルは、世界の環境目標の枠
組み（詳しくは http:/geg.informea.org/goals を参照）を用
いて、GEO-5 が評価すべき国際的合意目標を特定し、GEO-5
の執筆者らや他のグループに戦略的な助言を組み立て、彼等が
目標を評価するための支援を行った。またパネルは専門家たち 
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政策決定者向け要約
（SPM）を承認する
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管理理事会/グローバル
閣僚級環境フォーラム
（GC/GMEF）の第12回
特別会議でSPMが発表

最終編集、
品質保証、
検査 

デザインと
レイアウト 

UNCSD事務局
の最終期間会議

リオ＋20

第１部整合会議 

第１回
外部審査 ハイレベル政府

間諮問パネルの
第２回会議 

第２回
制作会議 

草案２ 

第２回
外部審査

科学及び政策
諮問委員会の
第２回会議 

ハイレベル政府
間諮問パネルの
第３回会議 

草案３ 
執筆者による署名 

GEO-5の
発表 
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韓国の光州でGEO-5政策決定者向け要約を承認した政府間会合の
参加者たち。

に、GEO-5 の政策決定者向け要約の構成と内容についての初
期の指針、ならびに最終の政府間交渉用の草案を仕上げる際に
更なる指針を提供した。また評価工程全体にわたって、臨機応
変に UNEP に指針を提供した。特に 2012 年の国連持続可能
な開発会議（リオ+20）の関連工程と、GEO-5 の工程の歩調
を合わせるようにする指針を提供した。パネルは、2010 年と
2011 年の間に３回開かれた。 

科学及び政策諮問委員会 

委員会は、18 名の著名な科学者および政策コミュニティの
上級代表者で構成され、2011 年に２回開かれた。委員会は、
プロセス全体にわたって指針を提供することにより、本評価報
告書の科学的信頼性および政策的妥当性を強化することに責
任を負った。委員会は、ハイレベルの戦略的助言として、評価
工程と審査工程に対する基準と指針、ならびに本評価作業に対
する中間と最終時点での評価を提供した。 

データ及び指標ワーキンググループ 

このグループは、2011 年 3 月に一度開かれ、コアデータセ
ットおよび指標を利用することに関して、本評価工程に支援を
提供した。また、優先すべき環境指標を特定するために本プロ
セスの専門家たちと協議して、利用可能なデータセットを特定
し、さらにデータの欠落点および関連する課題を特定した。 

協議の工程 
UNEP は、本評価工程の全体にわたって、世界規模および

大陸域レベルでの協議や会議を組織した。下記は、2009 年 11
月の開始以降、召集された主要な会議のうちのいくつかである。 

GEO-5 計画会議 

２回の計画会議が、2009 年 11 月および 2010 年 1 月に、
UNEP の GEO 専門家を含む GEO 制作工程に精通している専
門家を召集して開催された。会議では、これまでの GEO 制作
工程から習得された教訓を検証すること、ならびに管理理事会
によって決定された 25/2/III を遂行することに焦点が当てら
れた。専門家らは、UNEP の分析枠組み、ならびに GEO-5
の「世界の政府間及び多様な利害関係者協議会」に提案すべき
未来の地球評価に関するビジョン、を策定した。 

世界の政府間及び多様な利害関係者協議会 

この協議会は 2010 年 3 月に、GEO-5 の範囲、目的、制作
工程を定義し、採択した。 

大陸域での協議 

一連の大陸域での協議が、2010 年 9 月と 10 月の間に７回
開催された。多くの様々な利害関係者が携わっているその協議
は、各大陸域において優先度の高い 5 つか 6 つの環境課題を決
定し、その課題に関連する国際的に合意された目標を選定し、
また同時に、それが実施されれば、その大陸域においてその選
定した目標の達成を促進できるであろうと思われる潜在性の
ある政策オプションを特定した。 

政策専門家の会議 

2010 年 10 月に GEO-5 の大陸域の政策分析に参加するた
めに各大陸域から推薦された各１名、および独立した数名の専
門家を含む政策専門家グループが、国際的合意目標の達成を促
進するのに役立つ政策を特定するという状況設定で、政策分析
の課題について議論するために召集された。その政策専門家グ
ループは大陸域の政策分析を行うための指針を提供した。 

世界規模の制作及び執筆者たちの会議 

世界規模の制作及び執筆者たちの会議が 2010 年 11 月と
2011 年 9 月の２回招集され、GEO-5 の章の目次とアウトラ
インを議論して開発し、審査時に寄せられた意見に対処し、
様々なアプローチや提示の様式を調整した。 

章のワーキンググループ会議 

30 回を超える会議が、個々の章の草案を準備し、見直し、
修正するために召集された。 

政策決定者向け要約についての政府間会議 

終了時間を設けない最終政府間会議が、韓国の光州市で
2012 年 1 月に召集され、GEO-5 の政策決定者向け要約につ
いて交渉がなされ、承認された。会議には 53 ヶ国の政府が参
加し、GEO-5 の政策関連の成果を示した要約が承認された。
要約は別文書で発行される。要約は、2012 年 2 月の管理理事
会/グローバル閣僚級環境フォーラムの第 12 回特別会議で発
表された。 

GEO-5 本文の発表は、「環境と開発に関する国際連合会議」
（リオ地球サミット）が持続可能な開発へ移行する計画を決め
てから 20 年経過して開催される「国連持続可能な開発会議」
（リオ+20）の準備の最終段階に、時期を合わせて実施される
だろう。GEO-5 は、地球とその住人の現状、傾向、展望を明
らかにし、世界にプラスの環境変化を呼び起こしていくための
100 を超えるイニシアチブやプロジェクトや政策を提示する。 

GEO-5 は、行動の遅延によるリスク、持続可能な発展を理
論から現実へと変えていくためのオプションを明らかにする。 

さらに詳しい情報は、www.unep.org/geo で見られる。 



3Rs
4Rs
ABC
ABS
ACC

ACCOBAMS

ACP
ACS

ACSAD

ACTO
ADB

ADFEC
AEM

AEWA
AHTEG

AICS
AIDS
ALR

AMAP
AMCs

AMCEN
ANAM
AOAD

APVMA

AQG
ASCLME

ASCOBANS

ASEAN
ATS

AZEs
BBOP

BC
BCLME

BFP
BPA

BRIC
CAA
CAC

CAFE
CAN
CAP

CAPRADE

CAR

CARICOM
CAS

reduce, reuse, recycle
reduce, reuse, recycle and re-think
atmospheric brown cloud
access and benefit sharing
adaptation to climate change
Agreement on the Conservation of Cetaceans 
of the Black Sea, Mediterranean Sea and 
contiguous Atlantic Area
Panama Canal Authority
Association of Caribbean States
Arab Center for Studies of Arid Zones and Dry 
Lands
Amazon Cooperation Treaty Organization
Asian Development Bank 
Abu Dhabi Future Energy Company
agri-environment measures
African-Eurasian Migratory Waterbird Agreement
Ad Hoc Technical Expert Group
Australian Inventory of Chemical Substances
acquired immune deficiency syndrome
Agricultural Land Reserve (Canada)
Arctic Monitoring and Assessment Programme
advanced market commitments
African Ministerial Conference on the Environment
National Environmental Authority of Panama
Arab Organization for Agricultural Development
Australian Pesticides and Veterinary Medicines 
Authority
air quality guidelines
Agulhas and Somali Current Large Marine 
Ecosystems
Agreement on the Conservation of Small 
Cetaceans of the Baltic, North East Atlantic, 
Irish and North Seas
Association of Southeast Asian Nations
Antarctic Treaty System
Alliance for Zero Extension sites
Business and Biodiversity Offsets Programme
black carbon
Benguela Current Large Marine Ecosystem
Bolsa Floresta Programme
bisphenol-A
Brazil, Russia, India and China
Clean Air Act (United States)
command and control
Corporate Average Fuel Economy (United States)
Andean Community
Common Agricultural Policy of the EU
Andean Committee for Disaster Awareness and 
Prevention
1) Central African Republic, or
2) Central Albertine Rift
Caribbean Common Market
1) complex adaptive systems, or
2) Chemicals Abstract Service

CBD
CBNRM

CBR
CCAD

CCCCC
CDC

CDEMA

CDM 
CEB
CEC

CEPA
CEHI

CEPREDENAC

CFC
CFU

CGIAR

CH4

CITES

CLRTAP

CMC
CMP
CMS

CO
CO2

CONAVI
COP

COSEWIC
CRED

CRP
CSA

CSCL
CSD
CSP

CSIRO

CSO
CSRP

CZMU
DAC

DALY
DDT

DESA
DEWA

Convention on Biological Diversity (UN)
Community Based Natural Resources Management
crude birth rate
Central American Commission on Environment 
and Development
Caribbean Community Climate Change Centre
Centers for Disease Control and Prevention 
(United States)
Caribbean Disaster Emergency Management 
Agency
Clean Development Mechanism
Chief Executive Board for Coordination (UN)
Commission for Environmental Cooperation 
(under NAFTA)
Canadian Environmental Protection Act
Caribbean Environmental Health Institute
Centre for Natural Disaster Awareness and 
Prevention
chlorofluorocarbon
community forest unit
Consultative Group on International Agricultural 
Research
methane
Convention on International Trade in 
Endangered Species of Wild Fauna and Flora
Convention on Long-range Transboundary Air 
Pollution
Chemical Management Center
Chemicals Management Plan
Convention on the Conservation of Migratory 
Species of Wild Animals
carbon monoxide
carbon dioxide
Comisión Nacional de Vivienda
conference of the parties
Status of Endangered Wildlife in Canada
Centre for Research on the Epidemiology of 
Disasters
Conservation Reserve Program (United States)
environmental services certificates
Chemical Substance Control Law
Commission on Sustainable Development
Conservation Security Program (United States)
Commonwealth Scientific and Industrial 
Research Organisation (Australia)
civil society organisation
Sub-regional Fisheries Commission
Coastal Zone Management Unit (Barbados)
Development Assistance Committee (OECD)
disability adjusted life year
dichlorodiphenyltrichloroethane
Department of Economic and Social Affairs (UN)
1) Division of Early Warning and Assessment 
(UNEP), or
2) Dubai Electricity and Water Authority
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DPSIR
DRC
DRR

EA
EAC
EAF
EAP
EBA

EC
ECESA

ECHA
ECLAC

ECOWAS
EE

EEA
EU
EIA

EIONET

EKC
EM-DAT

EMEP
EMG

ENRM

EPA

EQIP

ERMA
ERS

ES
ESA

ESI
ESS
ETS
EU

EUROBATS

Ex-COPs

EWS
FAO

FDI
FIBA

FIT
FIT-FIR

FLORES

FON
FONAFIFO

FONAG

drivers, pressures, state, impacts, responses
Democratic Republic of the Congo
disaster risk reduction
ecosystem approach
East African Community
ecosystem approach to fisheries
Environmental Action Programme of the EU
ecosystem based adaptation
European Commission
Executive Committee on Economic and Social 
Affairs (UN)
European Chemicals Agency
Economic Commission for Latin America and the 
Caribbean of the United Nations
Economic Community of West African States
energy efficiency
European Environment Agency
European Union
1) Energy Information Administration, or
2) environmental impact assessment
European Environment Information and 
Observation Network
environmental Kuznets curve
Emergency Events Database
European Monitoring and Evaluation Programme
Environment Management Group
Environmental and Natural Resources 
Management (World Bank)
1) environmental performance assessment, or
2) Environmental Protection Agency (United States)
Environmental Quality Incentives Program 
(United States)
Environmental Risk Management Authority
Economic Research Service (United States)
Earth System
1) environmentally sensitive area, or
2) European Space Agency
environmental services index
Earth system science
emissions trading scheme
European Union
Agreement on the Conservation of Populations 
of European Bats
Extraordinary Conferences of the Parties to the 
Basel, Rotterdam and Stockholm Conventions
early warning system
Food and Agriculture Organization of the United 
Nations
foreign direct investment
Fondation Internationale du Banc d’Arguin
feed-in tariff
first-in-time, first-in-right (or the Doctrine of 
Prior Appropriation)
Forest Land Oriented Resources Envisioning 
System
Friends of Nature
Fondo Nacional de Financiamiento Forestal
Fund for the Protection of Water

Forest Stewardship Council
Group of Seven (Canada, France, Germany, 
Italy, Japan, United Kingdom, United States)
Group of Eight (Canada, France, Germany, 
Italy, Japan, Russian Federation, United 
Kingdom, United States)
Global Atmospheric Passive Sampling
General Agreement on Tariffs and Trade
Gulf Cooperation Council
Green Climate Fund
Guinea Current Large Marine Ecosystem
general circulation models
gross cell product
gross domestic product
Global Environment Facility
Global Environmental Monitoring System
Global Environment Outlook
Global Earth Observation System of Systems
Group of Experts on Scientific Aspects of 
Marine Environmental Protection
greenhouse gas
geographical information systems
Goddard Institute for Space Studies
Global Assessment of Human-Induced Soil 
Degradation
Global Mechanism
genetically modified organism
gross national product
Global Programme of Action for the Protection 
of the Marine Environment from Land-based 
Activities
Global Precipitation Climatology Project
genuine progress indicator
Gridded Population of the World
Global University Partnership on Environment 
and Sustainability
gigawatt
1) Global Water Partnership, or
2) global warming potential
Global Water System Project
harmful algal blooms
hydrochlorofluorocarbon
hexachlorocyclohexane
Human Development Index
Hyogo Framework for Action
hydrofluorocarbon
human immunodeficiency virus
Hindu Kush-Himalayan-Tibetan
High Level Committee on Policy
High-Level Intergovernmental Advisory Panel
Harmonized System
hemispheric transport of air pollution
human water security
Inter-agency and Expert Group
Inter-American Tropical Tuna Commission
important bird area
integrated coastal and river management
indigenous and community-conserved areas

FSC
G7

G8

GAPS
GATT
GCC
GCF

GCLME
GCM
GCP
GDP
GEF

GEMS
GEO

GEOSS
GESAMP

GHG
GIS

GISS
GLASOD

GM
GMO
GNP
GPA

GPCP
GPI

GPW
GUPES

GW
GWP

GWSP
HAB

HCFC
HCH
HDI
HFA
HFC
HIV

HKHT
HLCP

HLIAP
HS

HTAP
HWS
IAEG

IATTC
IBA

ICARM
ICCA
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ICE
ICHRP

ICLEI
ICLZT

ICRISAT

ICT
ICZM

IDB
IDMC

IEA

IFAD
IFPRI

IGRAC

IIASA
IISD

IJC
ILBM

ILC
ILEC
ILM

ILO
IMO

IMPACT

INBO
INVERMAR

IOC

IOMC

IP
IPA

IPA CIS

IPAT
IPBES

IPCC
IPR

IPSI
IPSRM

IRP
ISDR
ISEW

ITPGRFA

ITF
IUCN

IWI
IWM

IWRM
JHU

JPOI
JPoI
JRC
LAC
LAS

LECZ
LDC

LDCF
LEZ

LIFDC
LME
LPG

LRTAP
MA

MAP

MARPOL

M&E
MDG
MDTF
MEA

MERCOSUR
MFA

MINAM
MMAs

MMWD
MPA
MSC

MSW
N2O

NAAEC

NAFA
NAFTA
NAMA
NASA

NBI
NBSAP

NEG/ECP

NEPA
NEPA

NEPAD
NEPAD CAADP

NERC

NPP
NGO
NH3

NHX

International Court for the Environment
International Council on Human Rights Policy
Local Governments for Sustainability
integrated rotating crops, livestock production 
and zero-tillage operations
International Crop Research Institute for the 
Semi-Arid Tropics
information and communication technology
integrated coastal zone management
Inter-American Development Bank
Internal Displacement Monitoring Centre
1) International Energy Agency, or
2) integrated environmental assessment
International Fund for Agricultural Development
International Food Policy Research Institute
International Groundwater Resources 
Assessment Centre
International Institute for Applied System Analysis
International Institute for Sustainable Development
International Joint Commission
integrated lake basin management
indigenous and local communities
International Lake Environment Committee
1) integrated land management, or
2) indigenous land management
International Labour Organization
International Maritime Organization
International Model for Policy Analysis of 
Agricultural Commodities and Trade
International Network of Basin Organizations
Invertec Pesquera Mar de Chiloé
Intergovernmental Oceanographic Commission 
of UNESCO
Inter-organizational Programme for the Sound 
Management of Chemicals
intellectual property
indigenous protected area
Inter-Parliamentary Assembly of the 
Commonwealth of Independent States
Impact = Population x Affluence x Technology
Intergovernmental Science-Policy Platform on 
Biodiversity and Ecosystem Services
Intergovernmental Panel on Climate Change
intellectual property rights
International Partnership on Satoyama Initiative
International Panel for Sustainable Resource 
Management
integrated resource planning
International Strategy for Disaster Reduction
Index of Sustainable Economic Welfare
International Treaty on Plant Genetic Resources 
for Food and Agriculture
International Transport Forum
International Union for Conservation of Nature
International Watersheds Initiative (North America)
integrated watershed planning and management
integrated water resources management
Johns Hopkins University (United States)

Johannesburg Plan of Implementation
Joint Plan of Implementation
European Commission Joint Research Centre
Latin America and the Caribbean
League of Arab States
low elevation coastal zone
1) least developed country, or
2) London Dumping Convention: Convention
on the Prevention of Marine Pollution by 
Dumping of Wastes and Other Matter
Least Developed Countries Trust Fund
low emission zone
low-income food deficit countries
large marine ecosystem
liquefied petroleum gas
long-range transboundary air pollution
Millennium Ecosystem Assessment
Mediterranean Action Plan for the Barcelona 
Convention
International Convention for the Prevention of 
Pollution From Ships
monitoring and evaluation
Millennium Development Goal
Multi-Donor Trust Funds (UN)
multilateral environmental agreement
Mercado Común del Sur
material flow accounting
Portal del Ministerio del Ambiente del Perú
marine managed area
Marin Municipal Water District
marine protected area
Marine Stewardship Council
municipal solid waste
nitrous oxide
North American Agreement on Environmental 
Cooperation
National Forest Authority
North American Free Trade Agreement
nationally appropriate mitigation actions
National Aeronautics Space Administration 
(United States)
Nile Basin Initiative
national biodiversity strategies and action plans
New England Governors/Eastern Canadian 
Premiers
National Environment Policy Act (United States)
National Environmental Protection Agency (China)
New Partnership for Africa’s Development
NEPAD Comprehensive Africa Agriculture 
Development Programme
1) National Energy Research Center (Jordan;

Syria), or
2) Natural Environment Research Council 

(United Kingdom)
net primary productivity
non-governmental organization
ammonia
ammonia and ammonium
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NHANES
NICNAS

NOAA

NOWPAP

NO2

NOX

NPRI
NRTEE

NMVOCs
O3

OCP
ODA
ODS

OECD

OP
OPRC

OPT
OSPAR

PA
PAEC
PAH

PBDE
PCB
PCT

PERI

PES
PM

PM2.5

PM10

POPs
PPCDAm

PPP
PROCEL

PSP
PTC

QSAR
R&D

RAFNET
RCP

REACH

RE
REC

National Health and Nutrition Examination Survey
National Industrial Chemicals Notification and 
Assessment Scheme
National Oceanic and Atmospheric 
Administration (United States)
Action Plan for the Protection, Management 
and Development of the Marine and Coastal 
Environment of the Northwest Pacific Region
nitrogen dioxide
nitrogen oxides
National Pollutant Release Inventory (Canada)
National Roundtable on the Economy and the 
Environment
non-methane volatile organic compounds
ozone
organochlorine pesticides
official development assistance
ozone-depleting substance
Organisation for Economic Co-operation and 
Development
obsolete pesticide
International Convention on Oil Pollution 
Preparedness, Response and Cooperation
Occupied Palestinian Territories
Convention for the Protection of the Marine 
Environment of the North-East Atlantic
protected area
Cuban Energy Saving Programme
polycyclic aromatic hydrocarbons
polybrominated diphenyl ethers
polychlorinated biphenyls
polychlorinated terphenyls
Political Economy Research Institute, 
Univeristy of Massachusetts (United States)
payment for ecosystem services
particulate matter
particulate matter with a diameter of 2.5 
micrometres (0.0025 millimetre) or less
particulate matter with a diameter of 10 
micrometres (0.01 millimetre) or less
persistent organic pollutants
Action Plan for Protection and Control of 
Deforestation in the Amazon
purchasing power parity
Programa Nacional de Conservação de energia 
eléctrica (National Electrical Conservation 
Programme) (Brazil)
paralytic shellfish poisoning
production tax credit
quantitative structure-activity relationships
research and development
Rwanda Agro-forestry Network
representative concentration pathways
Registration, Evaluation, Authorisation 
and Restriction of Chemical substances 
programme (EU)
renewable energy
renewable energy credits

Reducing Emissions from Deforestation and 
Forest Degradation
renewable energy feed-in-tariff
renewable energy master plan
Regional Marine Pollution Emergency Response 
Centre for the Mediterranean Sea 
renewable energy systems
Regional Organization for the Protection 
of the Marine Environment of the sea area 
surrounded by Bahrain, Iran, Iraq, Kuwait, 
Oman, Qatar, Saudi Arabia and the United 
Arab Emirates
Río Plátano Biosphere Reserve (Honduras)
Renewable Portfolio Standard
rainwater harvesting
Southern African Development Community
Strategic Approach to International Chemicals 
Management
Secretariat of the Convention on Biological 
Diversity
Special Climate Change Trust Fund
strategic environmental assessment
System of Environmental-Economic Accounting
Secretaría de Medio Ambiente y Recursos 
Naturales
sustainable forest management
Sistema de la Integración Centroamericana 
(Central America Integration System)
small island developing states
short-lived climate forcer
sustainable land management
Significant New Activity Controls
sacred natural sites
Significant New Use Rules
state owned enterprises
state of the environment
State of the Environment Report of the EEA
sulphur oxides
sulphur dioxide
sustainability policy banks
System for the Transparent Allocation of 
Resources
sea surface temperature
Sovereign Wealth Funds
traditional communal lands
transboundary natural resources management
Technology and Economic Assessment Panel 
(the Montreal Protocol)
The Economics of Ecosystems and Biodiversity
traditional ecological knowledge
twenty-foot-equivalent units
transfrontier conservation areas
traditional knowledge
technology mechanism
total maximum daily load
Toxics Release Inventory (United States)
trade-related aspects of international property 
rights

REDD

REFIT
REMP

REMPEC

RES 
ROPME

RPBR
RPS

RWH
SADC

SAICM

SCBD

SCCF
SEA

SEEA
SEMARNAT

SFM 
SICA

SIDS
SLCF
SLM

SNACs
SNS

SNURs
SOE
SoE

SOER
SOX

SO2

SPB
STAR

SST
SWF
TCO

TBNRM
TEAP

TEEB
TEK
TEU

TFCA
TK

TM
TMDL

TRI
TRIPs
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Toxic Substances Control Act (United States)
United Kingdom
United Nations
United Nations Convention to Combat 
Desertification
United Nations Conference on Environment 
and Development
United Nations Convention on the Law of the Sea
United Nations Commission on Sustainable 
Development
United Nations Conference on Trade and 
Development
United Nations Development Group
United Nations Development Programme
United Nations Declaration on the Rights of 
Indigenous Peoples
United Nations Economic Commission for Europe
United Nations Environment Programme
United Nations Environment Programme – 
Caribbean Environment Programme
United Nations Environment Programme – 
Partnership for Clean Fuels and Vehicles
United Nations Environment Programme – 
World Conservation Monitoring Centre
United Nations Educational, Scientific and 
Cultural Organization
United Nations Framework Convention on 
Climate Change
United Nations Forum on Forests
The United Nations Refugee Agency
United Nations Children’s Fund
United Nations Industrial Development 
Organization
United Nations Institute for Training and Research

United Nations collaborative initiative on 
Reducing Emissions from Deforestation and 
forest Degradation in Developing Countries
United Nations Statistics Division
United Nations University
United Nations World Tourism Organization
United States of America
United States Agency for International 
Development
United States Environmental Protection Agency
ultraviolet
vitality of traditional ecological knowledge
volatile organic compound
very persistent and very bioaccumulative
West Antarctic ice sheet
World Business Council for Sustainable 
Development 
Western Climate Initiative (North America)
World Climate Research Programme
Waste Framework Directive of the EU
World Food Programme (United Nations)
World Heritage Convention
World Health Organization
Western Indian Ocean
World Meteorological Organization
World Resources Institute
World Summit on Sustainable Development
World Trade Organization
willingness to pay
water-use efficiency
World Water Assessment Programme
World Water Development Report
World Wide Fund for Nature
economic and ecological zoning

TSCA
UK
UN

UNCCD

UNCED

UNCLOS
UNCSD

UNCTAD

UNDG
UNDP

UNDRIP

UNECE
UNEP

UNEP-CEP

UNEP-PCFV

UNEP-WCMC

UNESCO

UNFCCC

UNFF
UNHCR
UNICEF
UNIDO

UNITAR

UN-REDD

UNSD
UNU

UNWTO
USA

USAID

US EPA
UV

VITEK
VOC

vPvB
WAIS

WBCSD 

WCI
WCRP

WFD
WFP
WHC 
WHO
WIO

WMO
WRI

WSSD
WTO
WTP
WUE

WWAP
WWDR

WWF
ZZE
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Kenya; Yeojoo Kim, Korea Environment Institute, Republic of Korea; Marc 
A. Levy, Center for International Earth Science Information Network, USA; 
David López-Carr, University of California, Santa Barbara, USA; Catherine 
P. McMullen, independent consultant, Canada; Alexandra C. Morel, Centre 
for International Earth Science Information Network, USA; Ana Rosa 
Moreno, National Autonomous University of Mexico, Mexico; Siwa Msangi, 
International Food Policy Research Institute, USA; Matthew Paterson, 
University of Ottawa, Canada; Batimaa Punsalmaa, Water Authority, 
Ministry of Nature, Environment and Tourism, Mongolia; Eugene A. Rosa, 
Washington State University, USA; Paul F. Steinberg, Harvey Mudd College, 
USA; Ray Tomalty, McGill University, Canada; Craig Townsend, Johns 
Hopkins University, USA.

第２章 大気: May Antoniette Ajero, Clean Air Initiative-Asia Center, 
Philippines; Susan Casper Anenberg, US Environmental Protection Agency, 
USA; Paulo Artaxo, University of São Paulo, Brazil; Geir Braathen, World 
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Environment Institute, UK; Sara Feresu, University of Zimbabwe, Zimbabwe; 
Kevin Hicks, Stockholm Environment Institute, UK; Msafiri Jackson, Ardhi 
University, Tanzania; Johan C. I. Kuylenstierna, Stockholm Environment 
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Australia; Seydi Ababacar Ndiaye, Labo de Physique et de l’Atmosphère et 
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Panwar, The Energy and Resources Institute, India; Linn Persson, 
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Arendal, Norway; Fethi Ayache, Université de Sousse, Tunisia; Asmeret Asefaw 
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Tom P. Evans, Indiana University, USA; Jana Frélichová, Charles University, 
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Hopkins University, USA; Narcisa G. Pricope (GEO Fellow), University of Florida, 
USA; Roberto Sánchez-Rodríguez, University of California, Riverside, USA; Björn 
Schulte-Herbrüggen, UNEP-WCMC, UK; Jessica Smith, UNEP-WCMC, UK; Carlos 
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Biología Aplicada del Segura, Consejo Superior de Investigaciones Científicas, 
Spain; Leo C. Zulu, Michigan State University, USA.

第４章 水: Maite Aldaya, Botín Foundation, Spain; Hermanni Backer, 
Helsinki Commission, Finland; Erica Brown Gaddis, SWCA Environmental 
Consultants, USA; Paul Roger Glennie, UNEP-DHI Centre for Water and 
Environment, Denmark; Yi Huang, Peking University, China; Hans Günter 
Brauch, Freie University of Berlin, Germany; Peter Koefoed Bjørnsen, 
UNEP-DHI Centre for Water Environment, Denmark; Salif Diop, UNEP, 
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Kenya; Mariele Evers, Leuphana University of Lueneburg, Germany; 
Carlo Giupponi, University of Venice Ca’ Foscari, Italy; Sherry Heileman, 
independent consultant, France; Gensuo Jia, Chinese Academy of Sciences, 
China; Ljubomir Jeftic, independent consultant, Croatia; Alioune Kane, 
Universite Cheikh Anta Diop de Dakar, Senegal; Tiina Kurvits, UNEP/GRID-
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Italy; Yogesh Gokhal, The Energy and Resources Institute, India; Simon 
Hales, University of Otago, New Zealand; Marc Hockings, University of 
Queensland, Australia; Robert Höft, Secretariat of the UN Convention 
on Biological Diversity, Canada; J. Carter Ingram, Wildlife Conservation 
Society, USA; Valerie Kapos, UNEP-WCMC, UK; Justin Kitzes, University of 
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Group, India; Linda Krueger, Wildlife Conservation Society, USA; Melodie 
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for Environmental Cooperation, Canada; Jim Lazar, The Regulatory 
Assistance Project, USA; Philippe Le Prestre, Université Laval, Canada; 
Lailai Li, Stockholm Environment Institute, Thailand; Alexander Kenny, 
Center for International Sustainable Development Law, Canada; Lori Lynch, 
University of Maryland, USA; Russell M. Meyer, Pew Center on Global 
Climate Change, USA; Robin Newmark, US Department of Energy, USA; 
Janet Peace, Pew Center on Global Climate Change, USA; Julie A. Suhr 
Pierce, US Department of Agriculture Natural Resources Conservation 
Service, USA; Marc Sydnor, University of Denver, USA; Stephen Yamasaki, 
EcoTerra Solutions, Canada.

第14章 西アジア: Asma Abahussain, Arabian Gulf University, Bahrain; 
Ibrahim Abdel Gelil, Arabian Gulf University, Egypt; Mohamed 
Abdulrazzak, Independent Expert, Saudi Arabia; Anwar Abdu Khalil, 
Arabian Gulf University, Bahrain; Mohammad S. Abido, Damascus 
University, Syria; Fouad Abousamra, UNEP, Syria; Mukdad Al-Khateeb, 
Environment Research Center, Iraq; Maha Al-Sabbagh, Arabian Gulf 
University, Bahrain; Lulwa N Ali, Kuwait Institute for Scientific Research, 
Kuwait; Mahmoud Al-Sibai, Arab Center for the Studies of Arid Zones and 
Dry Lands, Syria; Hashim Al-Sayed, University of Bahrain, Bahrain; 
Abdullah Droubi, Arab Center for the Studies of Arid Zones and Dry Lands, 
Syria; Amr El-Sammak, Arabian Gulf University, Egypt; Ahmad Fares Asfary, 
Independent Expert, Syria; Nesreen Ghaddar, American University of 
Beirut, Lebanon; Mohamed Abdel Raouf Abdel Hamid Aly, Gulf Research 
Center, Egypt; Amir Ibrahim, Tishreen University, Syria; Mohammad Abdul 
Rahman Hassan, Dubai Municipality, UAE, Muhyiddine Jradi, American 
University of Beirut, Lebanon; Ahmed Khalil, Regional Organization for the 
Conservation of the Environment of the Red Sea and Gulf of Aden, Sudan; 
Abdel Hadi Mohamed, Arabian Gulf University, Sudan; Amr El-Sammak and 
Ahmed Ali Salih, Arabian Gulf University, Sudan.

第15章 大陸域の要約: Jane Barr, independent expert, Canada; 
Ludgarde Angèle Elisa Coppens, UNEP, Kenya; Nicolai Dronin, Moscow 
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State University, Russia; Amir El-Sammak, Arabian Gulf University, Bahrain; 
Jose Etcheverry, York University, Toronto, Canada; Lailai Li, Stockholm 
Environment Institute, Thailand; Clever Mafuta, UNEP/GRID-Arendal, 
Norway; Catherine P. McMullen, independent consultant, Canada; Renat 
Perelet, Institute for Systems Analysis, Russia; Flavia Rovira (GEO Fellow), 
Centro de Investigaciones Económicas, Uruguay; Asha Singh, CaribInvest 
(West Indies) Limited, Guyana; Joanna Noelia Kamiche Zegarra, Universidad 
del Pacifico, Peru. 

第16章 シナリオと持続可能性への転換: Pinar Ertör Akyazi (GEO Fellow), 
Boğaziçi University, Turkey; Rob Alkemade, PBL Netherlands Environmental 
Assessment Agency, Netherlands; Andrea Bassi, Millennium Institute, USA; 
Livia Bizikova, International Institute for Sustainable Development, 
Canada; Villy Christensen, University of British Columbia, Canada; Fabio 
Feldmann, consultant, Brazil; Martina Floerke, University of Kassel, 
Germany; Jill Jäger, independent expert, UK; Marcel Kok, PBL Netherlands 
Environmental Assessment Agency, Netherlands; Paul Lucas, PBL 
Netherlands Environmental Assessment Agency, Netherlands; Diane 
Mangalagiu, University of Oxford, UK; Washington Ochola, Regional 
University Forum for Capacity Building, Kenya; Begum Ozkaynak, Boğaziçi 
University, Turkey; Trista Patterson, US Department of Agriculture, Forest 
Service, USA; Natalia Pervushina (GEO Fellow), Central European University, 
Hungary; Laszlo Pinter, Central European University/International Institute 
for Sustainable Development, Hungary/Canada; Weishuang Qu, 
Millennium Institute, USA; Kilaparti Ramakrishna, Woods Hole Research 
Center, USA; Claudia Ringler, International Food Policy Research Institute, 
Germany; John Shilling, Millennium Institute, USA; Darren Swanson, 
International Institute for Sustainable Development, Canada; Detlef van 
Vuuren, PBL Netherlands Environmental Assessment Agency, Netherlands.

第17章 地球規模での対応: Ibrahim Abdel Gelil, Arabian Gulf University, 
Bahrain; Ivar Baste, Directorate for Nature Management, Norway; 
Satishkumar Belliethathan, Horn of Africa – Regional Environment Centre/
Network, Ethiopia; Vivien Campal, Secretary of State for Environment 
and Sustainable Development, Guinea-Bissau; Bradnee Chambers, 
UNEP, Kenya; Melissa Goodall (GEO Fellow), Yale University, USA; Joyeeta 
Gupta, Vrije Universiteit Amsterdam, Netherlands; Peter M. Haas, 
University of Massachusetts Amherst, USA; Zerisenay Habtezion, Harvard 
University, USA; Achim Halpaap, UNITAR, Switzerland; Maria Ivanova, 
University of Massachusetts Boston, USA; Peter N. King, Institute for 
Global Environmental Strategies, Thailand; Marcel Kok, PBL Netherlands 
Environmental Assessment Agency, Netherlands; Bernice Lee, Chatham 
House, UK; Marcus Lee, The World Bank, USA; Slobodan Milutinovic, 
University of Nis, Serbia; Jennifer Clare Mohamed-Katerere, independent 
expert, South Africa; Trista Patterson, US Department of Agriculture, Forest 
Service, USA; Felix Preston (GEO-Fellow), Chatham House, UK.

科学査読者 (ESSPによるコーディネイト)
秋元 圭吾, 地球環境産業技術研究機構(RITE), 日本; Mahmoud Ali, Arab 
Organization for Agricultural Development, Syria; Erik Ansink, Vrije 
Universiteit Amsterdam, Netherlands; Masroor Ellahi Babar, University 
of Veterinary and Animal Sciences, Pakistan; David Barkin, Universidad 
Autónoma Metropolitana, Mexico; Janos Bogardi, University of Bonn, 
Germany; Philippe Bourdeau, Director (ret.) DG Research, European 
Commission; Josep Canadell, Marine and Atmospheric Research, 
Commonwealth Scientific and Industrial Research Organization, Australia; 
Graciela Ana Canziani, Universidad Nacional del Centro de la Provincia de 
Buenos Aires, Argentina; Andrea Birgit Chavez Michaelesen, Universidad 
Nacional Amazonica de Madre de Dios, Peru; Kevin Cheung, Macquarie 
University, Australia; Antonio Cruzado, Oceans Catalonia International SL, 
Spain; Shobhakar Dhakal, 国立環境研究所, 日本; Serigne Faye, Universite 
Cheikh Anta Diop de Dakar, Senegal; Marina Fischer-Kowalski, Alpen Adria 
Universitaet, Austria; Amadou Thierno Gaye, Universite Cheikh Anta Diop 
de Dakar, Senegal; Mark O. Gessner, Berlin Institute of Technology, 
Germany; Evgeny Gordov, Institute of Monitoring of Climatic and Ecological 
Systems, Russia; Dagmar Haase, Helmholtz Centre for Environmental 
Research, Germany; 半藤 逸樹, 総合地球環境学研究所, 日本; Nick Harvey, 
University of Adelaide, Australia; Lars Hein, Wageningen University, 
Netherlands; Gerhard J. Herndl, Royal Netherlands Institute for Sea 
Research, Netherlands; Shu-Li Huang, National Taipei University, Taiwan 
Province of China; Falk Huettmann, University of Alaska-Fairbanks, USA; 
Ada Ignaciuk, Earth System Sciences 

Partnership, France; Muhammad Mohsin Iqbal, Global Change Impact 
Studies Centre, Pakistan; Louise Jackson, University of California, Davis, 
USA; Sharad Jain, Indian Institute of Technology Roorkee, India; Ian 
Jenkinson, Agency for Consultation and Research in Oceanography, France; 
Rainer Krug, Stellenbosch University, South Africa; Nelson Lourenco, IGBP-
International Geosphere Biosphere Programme/Global Change, Portugal; 
Angela M. Maharaj, Macquarie University, Australia; 長島 美由紀, 地球環
境産業技術研究機構(RITE),  日本; 成田 大樹, キール世界経済研究所, ド
イツ; Isabelle Niang, University of Dakar, Senegal; Patrick Nunn, University 
of New England, Australia; Jay O’Keeffe, Rhodes University, South Africa; 
Jean-Pierre Ometto, Brazilian National Institute for Space Research, Brazil; 
Ursula Oswald Spring, National University of Mexico, Mexico; Claudia Pahl-
Wostl, Institute for Environmental Systems Research, Germany; Nirmalie 
Pallewatta, University of Colombo, Sri Lanka; Henrique M. Pereira, 
University of Lisbon, Portugal; Erika Pires Ramos, Brazilian Institute for the 
Environment and Renewable Natural Resources, Brazil; Germán Poveda, 
Universidad Nacional de Colombia, Colombia; Francesc Prenafeta, Institute 
of Agrifood Research and Technology, Spain; Seema Purushothaman, 
Centre for Conservation Governance and Policy, ATREE, India; Dork 
Sahagian, Lehigh University, USA; Galia Selaya, Madre de Dios-Pando 
Consortium, Bolivia; Mika Sillanpaa, Lappeenranta University of 
Technology, Finland; Maria Siwek, University of Technology and Life 
Sciences, Poland; Erika Techera, University of Western Australia, Australia; 
Holm Tiessen, Inter-American Institute for Global Change Research, Brazil; 
Klement Tockner, Institute of Freshwater Ecology and Inland Fisheries, 
Germany; Aysun Uyar, 総合地球環境学研究所, 日本; Emma Archer van 
Garderen, Council for Scientific and Industrial Research, South Africa; 
Tracy Van Holt, East Carolina University, USA; Stefano Vignudelli, National 
Research Council, Italy; Hassan Virji, International START Secretariat, USA; 
Angela Wagener, Pontifical Catholic University of Rio de Janeiro, Brazil; 
Hong Yang, Swiss Federal Institute for Aquatic Science and Technology, 
Switzerland.

ハイレベル政府間諮問パネル
Rajender Ahlawat, Ministry of Environment and Forests, India; Hussein A. 
Al-Gunied, Ministry of Water and Environment, Yemen; Wahid Al-Shuely, 
Ministry of Environment and Climate Change, Oman; Liana Bratasida, 
Ministry of Environment, Indonesia; Burcu Bursali, Ministry of Environment 
and Forestry, Turkey; Sandra De Carlo, Ministry of Environment, Brazil; 
Mantang Cai, Peking University, China; Jorge Laguna Celis, Ministry of 
Foreign Affairs, Mexico; Guilherme da Costa, Secretariat of State for 
Environment and Sustainable Development, Guinea Bissau; Raouf Dabbas, 
Ministry of Environment, Jordan; Martijn Dadema, Ministry of Foreign 
Affairs, Netherlands; Idunn Eidheim, Ministry of Environment, Norway; 
Prudence Galega, Ministry of Environment and Protection of Nature, 
Cameroon; Nilkanth Ghosh, Ministry of Environment and Forests, India; 
Rosario Gomez, Ministry of Environment, Peru; Xia Guang, Ministry of 
Environmental Protection, China; Han Huiskamp, Ministry of Foreign 
Affairs, Netherlands; Jos Lubbers, Ministry of Foreign Affairs, Netherlands; 
John Michael Matuszak, US Department of State, USA; Samira Nateche, 
Ministry of Land and Planning, Environment and Tourism, Algeria; Kim Thi 
Thuy Ngoc, Ministry of Natural Resources and Environment, Vietnam; Jose 
Rafael Almonte Perdomo, Ministry of Environment and Natural Resources, 
Dominican Republic; Majid Shafie-Pour-Motlagh, Department of 
Environment, Iran; Van Tai Nguyen, Institute of Strategy and Policy on 
Natural Resources and Environment, Vietnam; Jiang Wei, Ministry of 
Environmental Protection, China; Albert Williams, Department of the 
Environment, Vanuatu; Daniel Ziegerer, Federal Office of Environment, 
Switzerland.

科学及び政策諮問委員会 
Asma Ali Abahussain, Arabian Gulf University, Bahrain; Pinhas Alpert, Tel Aviv 
University, Israel; Torkil Jonch Clausen, UNEP-DHI Centre for Water and 
Environment, Denmark; Ahmed Djoghlaf, Secretariat of the UN Convention on 
Biological Diversity, Canada; Susanne Dröge, German Institute for 
International and Security Affairs, Germany; Kejun Jiang, Energy Research 
Institute, China; Nicholas King, Global Biodiversity Information Facility, 
Denmark; Filipo Lansigan, University of Los Banos, Philippines; Anne 
Larigauderie, DIVERSITAS, France; Emilio Lèbre La Rovere, Laboratório 
Interdisciplinar de Meio Ambiente/COPPE/UFRJ, Brazil; Jacqueline McGlade, 
European Environment Agency, Denmark; Luisa T. Molina, Massachusetts 
Institute of Technology, USA; Toral Patel-Weynand, US Department of 
Agriculture Forest Service, USA; Nicolas Perritaz, Federal Office for the 
Environment, Switzerland; Carlos A. Quesada, University of San Jose, 
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Costa Rica; Chirapol Sintunawa, Mahidol University, Thailand; Sandra Torrusio, 
National Commission of Space Activities, Argentina; George Varughese, 
Development Alternatives Group, India; Robert Watson, Department for 
Environmental, Food and Rural Affairs, UK.

データ及び指標ワーキンググループ
Asma Ali Abahussain, Arabian Gulf University, Bahrain; Ezgi Akpinar-
Ferrand, University of Cincinnati, Turkey; Barbara Clark, European 
Environment Agency, Denmark; Sandra de Carlo, Ministry of Environment, 
Brazil; Volodymyr Demkine, UNEP, Kenya; Alexander Gorobets, Sevastopol 
National Technical University, Ukraine; Eszter Horvath, United Nations 
Statistics Division, USA; Koffi Kouadio, Ministry of Environment, Water and 
Forest, Cote d’Ivoire; Murari Lal, University of the South Pacific, Fiji; 
Samwiri Musisi-Nkambwe, University of Botswana, Botswana; Ambinistoa 
Lucie Noasilalaonomenjanahary, Ministry of Environment and Forest, 
Madagascar; Toral Patel-Weynand, US Forest Service, USA; Muhammad 
Munir Sheikh, Global Change Impact Studies Center, Pakistan; Ashbindu 
Singh, UNEP, USA; Anil Kumar Thanappan, Environmental Agency – Abu 
Dhabi, UAE; Susan Tumwebaze, Makerere University, Uganda; Héctor Tuy, 
University Raphael Landivar, Guatemala; Jaap van Woerden, UNEP, Switzerland.

拡大UNEPチーム
Henry Aguilar, Mozaharul Alam, Jacqueline Alder, Jacqueline Alvarez, 
Meryem C. Amar, Neville Ash, Margarita Astrálaga, Mario Boccucci, Vivienne 
Caballero, Christopher Corbin, Mara Angélica Murillo Correa, Artie Dubrie, 
Heidelore Fiedler, Alex Forbes, Amy Fraenkel, Sandor Frigyik, Joanna 
Granados, Julie Greenwalt, Moustapha Kamal Gueye, Niklas Hagelberg, 
Jonathan Gilman, Silja Halle, Ampai Harakunarak, Arab Hoballah, Melanie 
Hutchinson, David Jensen, Bob Kakuyo, Khaled Klaly, Alexander Koch, 
Fanina R. Kodre-Alexander, Nicolas Kosoy, Angela Lusigi, Janet Macharia, 
Kaj Madsen, Katarina Magulova, Isabel Martínez, Patricia Miranda, David 
H.W. Morgan, Richard Munang, Masa Nagai, Theodore Oben, Young-Woo 
Park, Wahida Patwa-Shah, Alex Pires, Ravi Prabhu, Purna Rajbhandari, Jean 
Jacob Sahou, Andrea Salinas, John Scanlon, Yasmin Shehata, Gemma 
Shepherd, Guido Sonnemann, Tunnie Srisakulchairak, Angele Lu Sy, Claudia 
ten Have, Dechen Tshering, Stephen Twomlow, Carla Valle-Klann, James 
Vener, Kamar Yousuf, Massimiliano Zandomeneghi, Max Zieren. 

他の国連機関
Russel Arthuton, IOC of UNESCO; Magaran Bagayoko, WHO; Juan Carlos 
Belausteguigoitia, The World Bank; Ruhiza Jean Boroto, FAO; Christopher 
Briggs, UNDP; Seon-Mi Choi, UNDP; Henrik Oksfeldt Enevoldsen, UNESCO; 
José Escamilla, PAHO; José Javier Gómez, UN ECLAC; Jacob Gyamfi-Aidoo, 
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外部審査者
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International, Germany; Stephanie Aktipis, US Department of State, USA; 
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Khateeb, University of Technology, Iraq; Habiba Al Marashi, Emirates 
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and Marine Affairs, Spain; Li An, San Diego State University, USA; Matheus 
Marques Andreozzi, Ministry of Environment, Brazil; Michelle 
Andriamahazo, Ministry of Agriculture, Madagascar; Fabio Franca Silva 
Araujo, Ministry of Environment, Brazil; Fethi Ayache, Université de 
Sousse, Tunisia; Julio Cesar Baena, Ministry of Environment, Brazil; Robert 
Bakiika, Environmental Management for Livelihood Improvement Bwaise 
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Commission, Italy; Carmen Burghelea, University of Vigo, Romania; Nadia 
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Secretariat, USA; Rita Cerutti, Environment Canada, Canada; Antony 
Challenger, Ministry of Environment and Natural Resources, Mexico; Hung 
Chak Ho, Mississippi State University, USA; Ge Chazhong, Chinese Academy 
for Environmental Planning, China; Marion Cheatle, independent expert, 
UK; Mbow Cheikh, Université Cheikh Anta Diop de Dakar, Senegal; Weixue 
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– Local Governments for Sustainability, Germany; Dawn Parker, University 
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Anand Sookun, Central Statistics Office, Mauritius; Mary Beth Steisslinger, 
Global Commons Trust, USA; Karen Regina Suassuna, Ministry of 
Environment, Brazil; Danling Tang, South China Sea Institute of Oceanology, 
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of Nairobi, Kenya; Sives Govender, Network for the Co-operative Management 
of Environmental Information in Africa (EIS Africa), South Africa; Youssouf 
Hamadi, Ministry of Production, Fisheries, Environment, Industry, Energy and 
Handicraft, Comoros; Mamoudou Hamadou, Ministère de l’Hydraulique et 
de l’Environnement, Niger; Mohamed Salem Hamouda, Environment General 
Authority, Libya; Pascal Houenou, Network for Environment and Sustainable 
Development in Africa, Cote d’Ivoire; Issa Ibro, Ministère de l’Environnement 
et de la Lutte Contre la Désertification, Niger; I. A. Jaiyeoba, Ahmadu Bello 
University, Nigeria; Remi Jiagho, Union Internationale pour la Conservation 
de la Nature, Cameroon; Marie Rose Kabura, Ministry of Water, Environment, 
Land Use and Urban Planning, Burundi; Wilfred Kadewa, University of Malawi, 
Malawi; Adjakouma Kakou, Radio des Nations Unies, Cote d’Ivoire; Timothy 
Kaluma, Ministry of Foreign Affairs, Kenya; Mona Mohamed Kamal, Egyptian 
Environmental Affairs Agency, Egypt; Macharia Kamau, Ministry of Foreign 
Affairs, Kenya; Alioune Kane, Universite Cheikh Anta Diop de Dakar, Senegal; 
Samuel Kanyamibwa, independent consultant, Rwanda; Lydia Karanja, 
National Environment Management Authority, Kenya; Charlotte Karibuhoye, 
Foundation Internationale du Banc d’Arguin, Senegal; Habtemariam Kassa, 
Center for International Forestry Research – Ethiopia Office, Ethiopia; Norah 
M. Kendeli, Ministry of Foreign Affairs, Kenya; Ahmed Khalil, Regional 
Organization for the Conservation of the Environment of the Red Sea and 
Gulf of Aden, Sudan; Mamadou Khouma, International Development 
Consulting, Senegal; John Kiringe, University of Nairobi, Kenya; Boniface 
Kiteme, Centre for Training and Research in ASAL Development, Kenya; Yao 
Bernard Koffi, Ministry of Environment, Water and Forest, Cote d’Ivoire; 
Kassim Kulindwa, Norwegian University of Life Sciences/University of Dar 
es Salaam, Tanzania; Christian Padingani Kunkadi, Ministry of Environment, 
Nature Conservation and Tourism, Democratic Republic of Congo; Winnie Lau, 
Forest Trends, USA; Robert Lewis Lettington, legal consultant, Kenya; Everlyn 
Macharia, Ministry of Foreign Affairs, Kenya; Lapologang Magole, University 
of Botswana, Botswana; Amadou Maiga, Ministère de l’Environnement 
et de l’Assainissement, Mali; Willy R. Makundi, independent consultant, 
Tanzania; Joel Celestin Mamboundou, Croissance Saine Environnement, 
Gabon; Anna Mampye, Department of Environmental Affairs and Tourism, 
South Africa; Paul Stephen Maro, University of Dar es Salaam, Tanzania; 
Isabelle Masinde, African Wildlife Foundation, Kenya; Klaus Mithoefer, 
African Insect Science for Food and Health, Kenya; Nosiku S. Munyinda, 
University of Zambia, Zambia; Telly Eugene Muramira, National Environment 
Management Authority, Uganda; John K. Musingi, University of Nairobi, 
Kenya; Mukundi Mutasa, Topline Research Solutions, Zimbabwe; Nyawira 
Muthiga, Wildlife Conservation Society, Kenya; Francis Mwaura, University of 
Nairobi, Kenya; Richard Mwendandu, Ministry of Environment and Mineral 
Resources, Kenya; David Melchisédéck Yangbondo, Central African Republic; 
Jacques Andre Ndione, Centre de Suivi Ecologique, Senegal; Parkinson 
Ndonye, Ministry of Environment and Mineral Resources, Kenya; Alleta R. 
Nenguke, Environment Management Agency, Zimbabwe; Tcharbuahbokengo 
Nfinn, Federation of Environmental and Ecological Diversity for Agricultural 
Revampment and Human Rights, Cameroon; Erasmo Roberto Nhachungue, 
Ministry of Environmental Affairs, Mozambique; Musisi Nkambwe, 
University of Botswana, Botswana; Isabelle Niang, Universite Cheikh Anta 
Diop de Dakar, Senegal; Betty Nzioka, National Environment Management 
Authority, Kenya; Jorge Rafael Jora Obiamo, Ministry of Fisheries and the 
Environment, Equatorial Guinea; David Obura, Coastal Oceans Research 
and Development in the Indian Ocean, Kenya; Ochieng Ogodo, Science and 
Development Network, Kenya; Jay O’Keeffe, Rhodes University, South Africa; 
Olukayode Oladipo, Bells University of Technology, Nigeria; Alice Oluoko-
Odingo, University of Nairobi, Kenya; David Ongare, National Environment 
Management Authority, Kenya; Alfred Opere, University of Nairobi, Kenya; 
George Olago Owuor, Ministry of Foreign Affairs, Kenya; Chedly Rais, Regional 
Activity Centre for Specially Protected Areas, Tunisia; Belinda Reyers, 
Council for Scientific and Industrial Research, South Africa; John L. Roberts, 
independent consultant, Mauritius; Houssein Rirache Roble, Direction de 
l’Environnement du Territoire et de l’Énvironnement, Djibouti; Mayar Sabet, 
Centre for Environment and Development for the Arab Region and Europe, 
Egypt; Jefter Sakupwanya, ORGUT Consulting AB, Mozambique; Camille Flore 
Jepang Sandjong, Programme Regional Eau et Zones Humides, Cameroon; 
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Gerald Musoke Sawula, National Environment Management Authority, 
Uganda; Ashraf Nour Shalaby, League of Arab States, Egypt; Constantine 
Shayo, Tanzania; Cletus Ignace Shengena, Vice-President’s Office, Tanzania; 
Gift Sikaundi, Environment Council of Zambia, Zambia; Nouri Soussi, Ministry 
of Environment and Sustainable Development, Tunisia; Sokhna Sy Diallo, 
Direction de l’Environnement et des Etablissements Classés, Senegal; Egline 
Tawuya, Southern African Research and Documentation Centre/Musokotwane 
Environment Resource Centre for Southern Africa, Zimbabwe; Ben Wandago, 
International Union for Conservation of Nature Eastern Africa Regional Office, 
Kenya; Baraza Wangwe, National Environment Management Authority, Kenya; 
Harun Warui, Kenya Agricultural Research Institute, Kenya.

アジア太平洋地域: Joseph Aitaro, Ministry of Natural Resources, 
Environment and Tourism, Palau; Chamina Priyankari Alexander, South Asia 
Cooperative Environment Programme, Sri Lanka; Cholpon Alibakieva, State 
Agency on Environment Protection and Forestry, Kyrgyz Republic; 
Chonchinee Amawatana, Asian Development Bank, Thailand; Saikia 
Anshuman, International Union for Conservation of Nature Asia Regional 
Office, Thailand; Kamil Ashimov, State Agency on Environment Protection 
and Forestry, Kyrgyzstan; Uddhav Prasad Baskota, Ministry of Environment, 
Nepal; Henry Bastaman, Ministry of Environment, Indonesia; Mirza Salman 
Babar Beg, Ministry of Foreign Affairs, Pakistan; Mantang Cai, Peking 
University, China; 知足 章宏, 立命館大学, 日本; Kanchan Chopra, 
University of Delhi Enclave, India; Munir Chowdhury, Ministry 
of Environment and Forests, Bangladesh; Yoo Yeon Chul, Ministry of 
Environment, Republic of Korea; Nicholas T. Dammen, Ministry of Foreign 
Affairs, Indonesia; Ashish Despande, Maulana Azud National Institute of 
Technology, India; Laksmi Dhewanthi, Ministry of Environment, Indonesia; 
Chazhong Ge, Chinese Academy of Environment Planning, China; Manuel 
D. Gerochi, Department of Environment and Natural Resources, Philippines; 
Abbas Golriz, Department of International Economic Affairs and Specialized 
Agencies, Iran; Xia Guang, Ministry of Environmental Protection, China; 一
ノ瀬 俊明, 国立環境研究所, 日本; Dahe Jiang, Tongji University, China; 
Galiya Karibzhanova, Ministry of Environment Protection, Kazakhstan; 
Soudavee Keopaseuth, Water Resources and Environment Administration, 
Lao PDR; Cheol Hee Kim, Pusan National University, Republic of Korea; 小林
正典, 地球環境戦略研究機関(IGES), 日本; Peter Kouwenhoven, 
CLIMsystems, New Zealand; D. Johny Kusumo, Ministry of Environment, 
Indonesia; Murari Lal, University of the South Pacific, Fiji; Kosimiki Latu, 
Secretariat of the Pacific Regional Environment Programme, Samoa; Byoung 
Yoon Lee, National Institute of Biological Resources, Republic of Korea; 
Dong Li, Tongji University, China; Daniela Liggett, University of Canterbury, 
New Zealand; Demetrio Jr. Luciano, Department of Environment and Natural 
Resources, Philippines; Nguyen Hung Minh, Vietnam Environment 
Administration, Vietnam; Arabindra Mishra, The Energy and Resources 
Institute, India; Khieu Muth, Ministry of Environment, Cambodia; Seul-ki 
Myoung, UNEP National Committee, Republic of Korea; Hasnun Nahar, 
Ministry of Environment and Forests, Bangladesh; Somrudee 
Nicrowattanayingyong, Thailand Environment Institute, Thailand; Nuradi 
Noeri, Ministry of Foreign Affairs, Indonesia; Rahul Pandey, Integrated 
General Systems Analysis Labs, India; Majid Shafie-Pour-Motlagh, 
Department of Environment, 
Iran; Meera Pandit Pattni, Ministry of Foreign Affairs, Thailand; Batimaa 
Punsalmaa, Ministry of Nature, Environment and Tourism, Mongolia; Atiq 
Rahman, Bangladesh Centre for Advanced Studies, Bangladesh; Bakhodir 
Rakhmanov, State Committee for the Nature Protection, Uzbekistan; 
Neelam Rana, Development Alternatives Group, India; Kim Sanghoon, 
Ministry of Environment, Republic of Korea; Vivek Saxena, Ministry of 
Environment and Forests, India; Heinz Schandl, Commonwealth Scientific 
and Industrial Research Organization, Australia; M. I. Sharif, Bangladesh 
Centre for Advanced Studies, Bangladesh; Keshav Prasad Sharma, Ministry 
of Environment, Nepal; Leena Srivastava, The Energy and Resources 
Institute, India; Anond Snidvongs, Southeast Asia START Regional Center, 
Thailand; Laska Sophal, Ministry of Environment, Cambodia; Nguyen Van 
Tai, Institute of Strategy and Policy on Natural Resources and Environment, 
Vietnam; 高橋 潔, 国立環境研究所, 日本; Eiji Tanaka, 外務省, 日本; 
Abhimuk Tantihabhakul, Office of National Resources and Environmental 
Policy and Planning, Thailand; Tshering Tashi, National Environment 
Commission, Bhutan; Nenenteiti Teariki-Ruatu, Ministry of Environment, 
Lands and Agriculture Development, Kiribati; Maung Maung Than, Ministry 
of Environment Conservation and Forestry, Myanmar; Somsak 
Triamjangarun, Ministry of Foreign Affairs, 

Thailand; Karma Tshering, National Environment Commission, Bhutan; 
Hoang Duong Tung, Ministry of Natural Resources and Environment, 
Vietnam; Ahmed Ashan Uddin, Center for Global Change, Bangladesh; 
Jinnan Wang, Chinese Academy for Environmental Planning, China; Supat 
Wangwongwatana, Ministry of Natural Resources and Environment, Thailand; 
Yohpy Ichsan Wardana, Ministry of Foreign Affairs, Indonesia; Albert Abel 
Williams, Department of Environment and Conservation, Vanuatu; Huang 
Yi, Peking University, China; Hai Yu, Ministry of Environmental Protection, 
China; Zhang Yutian, Ministry of Foreign Affairs, China; Tshewang Zangmo, 
National Environment Commission, Bhutan.

ヨーロッパ: Rashad Allahverdiyev, Ministry of Ecology and Natural Resources, 
Azerbaijan; Ros Almond, World Wildlife Fund IUCN/SSC Sustainable Use 
Specialist Group, UK; Valentine Altmater, Ministry of Foreign Affairs, France; 
Markus Amann, International Institute for Applied Systems Analysis, 
Austria; Erik Ansik, Vrije Universiteit Amsterdam, Netherlands; John Barrett, 
University of York, UK; Heike Baumueller, Chatham House, UK; Volodymyr 
Bilokon, Ministry of Ecology and Natural Resources, Ukraine; Bastian 
Bomhard, UNEP-WCMC, UK; Ninni Maud Christina Lundblad Borén, Swedish 
Environmental Protection Agency, Sweden; Daniela Breidler, Ministry of 
Foreign Affairs, Austria; Andreas Michael Burger, Federal Environmental 
Agency, Germany; Olga Butko, Ministry of Ecology and Natural Resources, 
Ukraine; Francisco Cadarso, Ministry of Agriculture, Food and Environment, 
Spain; Sophie Condé, National Museum of Natural History, France; William 
Darwall, International Union for Conservation of Nature, UK; Nicolas 
Dasnois, Ministry of Foreign Affairs, France; David Dent, CABI Bioscience, 
UK; Erdoğan Erturk, Ministry of Forestry and Water Affairs, Turkey; Joan 
Fabres, UNEP/GRID-Arendal, Norway; Jon Geddes, Ministry of Foreign Affairs, 
UK; Luminita Guminita Ghita, Ministry of Environment and Forests, Romania; 
Nino Gokhelashvili, Ministry of Environment Protection, Georgia; Richard 
Gregory, Royal Society for the Protection of Birds, UK; Charles Hieronymi, 
Federal Office for the Environment, Switzerland; Peter Hooda, Kingston 
University London, UK; Monika Kaczyńska, Ministry of the Environment, 
Poland; Larisa Kharatova, Ministry of Nature Protection, Armenia; Richard 
Klein, Stockholm Environment Institute, Sweden; Natalija Koprivanac, 
University of Zagreb, Croatia; Hratch Kouyoumjian, Regional Science, 
Technology and Innovation Observatory, UK; Fred Langeweg, PBL 
Netherlands Environmental Assessment Agency, Netherlands; Evgeny 
Lazarev, Ministry of Foreign Affairs, Belarus; Melissa Leach, Institute for 
Development Studies, UK; Rik Leemans, Earth Systems Science Partnership, 
Netherlands; Roger Levett, Levett-Therivel, UK; Georgina Mace, Imperial 
College London, UK; Tural Mammadov, Ministry of Ecology and Natural 
Resources, Azerbaijan; Tom Manders, PBL Netherlands Environmental 
Assessment Agency, Netherlands; Peter P. Mollinga, University of London, 
UK; Davut Oguz, Ministry of Forest and Water Affairs, Turkey; Nebojsa D. 
Redzic, Environmental Protection Agency, Serbia; Lisa Schipper, Stockholm 
Environment Institute, Sweden; Rima Mekdaschi Studeer, University of 
Bern, Switzerland; George Dragos Zaharescu, Vigo University, Spain; Dalia 
Maier, Ministry of Environment and Forests, Romania; Juliet Migwi, Ministry 
of Foreign Affairs, United Kingdom; Marketa Mohn, Ministry of the 
Environment, Czech Republic; Markus Ohndorf, Institut für 
Umweltentscheidungen (ETH Zürich), Switzerland; Véronique Plocq-Fichelet, 
Scientific Committee on Problems of the Environment, France; John Laing 
Roberts, independent expert, UK; Renate Schubert, Swiss Federal Institute 
of Technology, Switzerland; David Stanners, European Environment Agency, 
Denmark; Wendelin Stark, Swiss Federal Institute of Technology, 
Switzerland; Thomas Stratenwerth, Federal Ministry for the Environment, 
Nature Conservation and Nuclear Safety, Germany; Petra Tacheci, Ministry of 
the Environment, Czech Republic; Victoria Thoresen, Partnership for 
Education and Research about Responsible Living, Norway; Jurjen van der 
Vlugt, Ministry of Foreign Affairs, Netherlands. 

中南米とカリブ諸国: Gherda Barreto, Ministerio del Ambiente y Recursos 
Naturales, Nicaragua; Marcela Bonilla, Ministry of the Environment, 
Colombia; Ralph Carnegie, University of West Indies, Barbados; Mónica 
Castillo, Comisión Centroamericana de Ambiente 
y Desarrollo, El Salvador; Candy Degracia, Asociación Panamá Verde, 
Panama; Randolph Antonio Edmead, Ministry of Sustainable Development, 
Saint Kitts and Nevis; Edgar Ek, Department of the Environment, Belize; 
Kenneth Fearon, Panama; Jose Feres, Institute of Applied Economic 
Research, Brazil; Argelia Estela Fernández, Agencia de Medio Ambiente, 
Cuba; Edwin Giovanni Tobar Guzman, Ministerio de Ambiente y Recursos 
Naturales, Guatemala; Arica Marianne Hill, Ministry of Agriculture, Land, 
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Housing, and the Environment, Antigua and Barbuda; Kenrick Leslie, 
Caribbean Community Climate Change Centre, Belize; Patricia Maccagno, 
Secretaría de Medio Ambiente y Desarrollo Sustentable, Argentina; 
Mirella Martinez, Florida State University, USA; Diana Martucci, Ministerio 
del Ambiente, Ecuador; Anthony McKenzie, National Environment and 
Planning Agency, Jamaica; Marcelo Núñez, Ministry of the Environment, 
Ecuador; Gabriel Rodríguez Márquez, Instituto Interamericano de 
Cooperación para la Agricultura, Costa Rica; César E. Rodríguez Ortega, 
Secretaría de Medio Ambiente y Recursos Naturales – SEMARNAT, Mexico; 
Luis Javier Campuzano Pina, Ministry of Foreign Affairs, Mexico;  
Jose-Manuel Sandoval, Ministry of Environment and Sustainable 
Development, Colombia; Sealy Sean, Ministry of Environment, Water 
Resources and Drainage, Barbados; Rodrigo Tarté, Fundación Ciudad del 
Saber, Panama; Vaitoti Tupa, National Environment Service, Cook Islands; 
Malena Sarlo, Fundacion Mar Viva, Panama; Jessica Young,  
Fundación Mar Viva, Panama.

北アメリカ: Karen Bakker, University of British Columbia, Canada; Scott 
Barclay, National Science Foundation, USA; M. Bruce Beck, University of 
Georgia, USA; Luc Bouthilier, Université Laval, Canada; Paula Brand, 
Environment Canada, Canada; Edward Carr, University of 
South Carolina, USA; Richard Connor, Unisféra International Centre, 
Canada; Tooney Darin, US Department of State, USA; Ligia Castro de 
Doens, Land Eco Services, USA; Stewart Elgie, University of Ottawa, 
Canada; James Galloway, Nitrogen Initiative, USA; Kathryn Harrison, 
University of British Columbia, Canada; David Houle, University of Toronto, 
Canada; Giorgios Kallis, University of California, Berkeley, USA; Douglas 
Macdonald, University of Toronto, Canada; Ronald Macfarlane, Toronto 
Public Health, Canada; Jerry Melillo, The Ecosystems Center, USA; Jean 
Mercier, Université Laval, Canada; Tim Morris, Walter and Duncan Gordon 
Foundation, USA; Adil Najam, Boston University, USA; Daniel Pauly, 
University of British Columbia, Canada; Jim Perry, University of Minnesota, 
USA; Rebecca L. Powell, University of Denver, USA; Carmen Revenga, The 
Nature Conservancy, USA; Andrew Rosenberg, Conservation International, 
USA; Roberto Sanchez-Rodriguez, University of California, Riverside, 
USA; Beverly Sithole, Management Consulting, USA; John D. Shilling, 
Millennium Institute, USA; Sarah Ryker, Science and Technology Policy 
Institute, USA; Liana Talaue-Mcmanus, University of Miami, USA; Tim Weis, 
The Pembina Institute, Canada.

西アジア: Hesham Abd-El Rasol, Arabian Gulf University, Bahrain; Yousef 
Attallah Ibrahim Abu-Safieh, Palestinian Environment Quality Authority, 
Palestine; Mohammad Mosa Afaneh, Ministry of Environment, Jordan; 
Saif Saad Abdaljabbar Al-Aany, Ministry of Foreign Affairs, Iraq; Ahmed 
Hammodi Hamdi Al-Husseini, Ministry of Environment, Iraq; Lulwa N. Ali, 
Kuwait Institute for Scientific Research, Kuwait; Sabah Aljenaid, College of 
Graduate Studies, Bahrain; Khalil Ismail Abdulsahib Al-Mosawi, Ministry 
of Foreign Affairs, Iraq; Bara Al-Nakeeb, Ministry of Environment, Iraq; 
Maha Al-Sabbagh, Arabian Gulf University, Bahrain; Hashim Al-Sayed, 
University of Bahrain, Bahrain; Waleed Al-Zubari, Arabian Gulf University, 
Bahrain; Yahia Awaidah, Consultants for Sustainable Development, 
Syria; Mohammad Badran, Regional Organization for the Conservation 
of the Environment of the Red Sea and Gulf of Aden, Saudi Arabia; 
Abdullah Droubi, The Arab Center for the Studies of Arid Zones, Syria; 
Alaa El-Sadek, Arabian Gulf University, Bahrain; Anwar Abdu Khalil, 
Arabian Gulf University, Bahrain; Mohammed Alaa Abdel Moati, Ministry 
of Environment, Qatar; Abdel Hadi Mohamed, Arabian Gulf University, 
Bahrain; Riad Sadek, American University of Beirut, Lebanon; Mohammed 
Saidam, Environment Monitoring and Research Central Unit, Jordan; 
Ahmed Salih, Arabian Gulf University, Bahrain; Walid Rajab Shahin, 
National Energy Research Center, Jordan; Batir Wardam, Ministry of 
Environment, Jordan.

GEOフェローのための非資金援助: American University of Beirut, 
Lebanon; Antioch University, USA; Regional Resource Centre for Asia and 
the Pacific, Thailand; Bogazici University, Turkey; University of Calgary, 
Canada; Central European University, Hungary; Concepción University, 
Chile; UNEP/GRID-Arendal, Norway; 地球環境戦略研究機関(IGES), 日本; 
IGAD Climate Prediction and Application Centre, Kenya; Lanzhou 
University, China; Lund University, Sweden; McGill University, Canada; 
Peking University, China; Red Mercosur, Uruguay; Chatham House, UK; 
The Cropper Foundation, Trinidad and Tobago; Universidad Nacional de 
Colombia; University of Florida, USA; Water Center for the Humid Tropics 
of Latin America and the Caribbean, Panama.

寄与している機関と団体: Abu Dhabi Global Environmental Data Initiative 
(AGEDI); Arabian Gulf University, Bahrain; Alexandria University, Egypt; 
American University of Beirut, Lebanon; ASEAN Centre for Biodiversity, 
Philippines; Central European University, Hungary; Centre de Suivi 
Ecologique, Senegal; Centre for Environment and Development for the 
Arab Region and Europe, Egypt; Centre for International Earth Science 
Information Network, Columbia University, USA; Centro de 
Investigaciones de la Economía Mundial, Cuba; College of Science, 
Technology and Applied Arts of Trinidad and Tobago, Trinidad and 
Tobago; Columbia University, USA; Commission for Environmental 
Cooperation, Canada; Deutsche Gesellschaft für Internationale 
Zusammenarbeit (GIZ) GmbH, Uzbekistan; DIVERSITAS – International 
Programme of Biodiversity Science, France; Earth System Science 
Partnership, France; European Environment Agency, Denmark; Federal 
University of Rio de Janeiro Interdisciplinary Environment Laboratory, 
Brazil; Higher Institute for Water Management, Syria; ICLEI – Local 
Governments for Sustainability, Germany; Indiana University, USA; Indian 
Ocean Commission, Mauritius; Institut für Umweltentscheidungen (ETH 
Zürich), Switzerland; 地球環境戦略研究機関(IGES), 日本; Institute 
Oswaldo Cruz, Brazil; Institute for Sustainable Development, Colombia; 
International Institute for Sustainable Development, Canada; 
International Sustainable Development Center, Panama; International 
Union for Conservation of Nature, Cameroon 
and Thailand; International Water Management Institute – Southeast 
Asia, Lao PDR; Kuwait Institute for Scientific Research, Kuwait; Moscow 
State University, Russia; National Environment Management Authority, 
Uganda; 国立環境研究所, 日本; National Institute of Agricultural 
Technology, Argentina; Network for Environment and Sustainable 
Development in Africa, Côte d’Ivoire; PBL Netherlands Environmental 
Assessment Agency, Netherlands; Regional Organization for the 
Conservation of the Environment of the Red Sea and Gulf of Aden, 
Kingdom of Saudi Arabia; Research Center for Eco-Environmental 
Science, Chinese Academy of Sciences, China; Secretaria de Medio 
Ambiente y Recursos Naturales, Mexico; Secretariat of the UN Convention 
on Biological Diversity, Canada; Secretariat of the UN Convention to 
Combat Desertification in Countries Experiencing Serious Drought and/or 
Desertification, Particularly in Africa, Germany; Secretariat of the UN-
REDD Programme, Switzerland; Southern African Research and 
Documentation Centre/Musokotwane Environment Resource Centre for 
Southern Africa, Zimbabwe; Stockholm Environment Institute, Sweden, 
Thailand and United Kingdom; The Arab Center for the Studies of Arid 
Zones, Syria; The Cropper Foundation, Trinidad and Tobago; The Energy 
and Resources Institute, India; Tishreen University, Syria; Universidad del 
Pacífico, Peru; Universidad Nacional Autónoma de México, Mexico; 
University of Bahrain, Bahrain; University of Technology, Iran; University 
of Toronto, Faculty of Forestry, Canada; World Resources Institute, USA.

注釈：専門家らの所属は識別する目的のためだけに提供されている。国
名は通常、その専門家が所属している機関の所在を指す。
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用語解説 

この用語集は、各章における引用文から集めた用語を、次の組織、ネットワーク、およびプロジェクトのウェブサイト上で利用
可能な用語解説やその他資料をもとに解説したものである。 

REDD/REDD+ 

開発途上国の森林減少や森林劣化から生じる温室効果ガスの
排出を削減すること。REDD+は、その上に既存の森林を増強
させること、および森林被覆を増大させることを伴う。これら
の目的を果たすために、政策によって、これらの区域への資金
と投資を提供して、炭素貯蔵の増強に取り組む必要がある。 

IPCC シナリオ IPCC scenarios 
4 つのシナリオ群である A1、A2、B1、B2 に基づいた 6 つの
将来の排出量シナリオで、A がグローバル化される発展を表わ
し、B が地域志向の発展を表わす一方で、1 は経済成長を指し、
2 は環境保護を指す。 

青の水 Blue water 
淡水の地表水および地下水であり、言いかえれば淡水湖や河川
や帯水層の水。青の水フットプリントは、物品やサービスを生
み出すために消費される地表水および地下水の容積である。青
の水の消費とは、使用された淡水の容積と、その後に蒸発また
は産物に組み込まれた淡水の容積を加えたものを言う。また青
の水の消費には、地表水や地下水から貯水池に取り込まれたあ
と、別の貯水池や海に戻される水が含まれる。つまりそれは、
地表水や地下水から取り込まれ、それが取水された貯水池には
戻されない水量のことである。 

安全保障 Security 
個人や環境の安全保障に関するもの。自然や人が引き起こす災
害からの安全保障だけでなく、自然やその他資源を利用できる
こと、ならびに暴力、犯罪、戦争の心配が無いことも含まれる。 

閾値 Threshold 
そのレベルに達すると、突然または急速な変化が起こる、ある
システム作用の大きさのレベル。ある生態システム、経済シス
テム、またはその他システムにおいて、そこに達すると、より
低レベルで当てはまっていた数学的関係に基づく予測が無効
になり、新しい特性が出現する点またはレベル。 

一次エネルギー Primary energy 
人為的ないかなる変換も転換も施されていない天然資源（石炭、
原油、日光、またはウランなど）から得られるエネルギー。 

1 兆 Trillion 
1012（1, 000, 000, 000, 000） 

遺伝的多様性 Genetic diversity 
ある特定の種、亜種、または品種内の遺伝子の多様性。 

渦 Gyres 
風の動きによって主として引き起こされる、海流を回転させる
大規模なシステム。大きな渦は、インド洋、北大西洋、北太平
洋、南大西洋、南太平洋に存在する。 

エアロゾル Aerosols 
空中に浮かんだ固形または液体の微粒子の集合体であり、微粒
子の典型的な大きさは 0.01～10 マイクロメーター(μm)で、
少なくとも数時間大気に存在する。エアロゾルは自然起源か人
為起源のいずれかである。 

American Meteorological Society; Asian Development Bank; Center for Transportation Excellence (United States); Charles Darwin University 
(Australia); Consultative Group on International Agricultural Research; Convention on Wetlands of International Importance especially 
as Waterfowl Habitat (Ramsar); Edwards Aquifer Website (United States); Encyclopedia of Earth; Europe’s Information Society; European 
Commission Environment A to Z; European Environment Agency; European Nuclear Society; Food and Agriculture Organization of the United 
Nations; Foundation for Research; Science and Technology (New Zealand); Global Earth Observation System of Systems; Global Footprint 
Network; GreenFacts Glossary; Illinois Clean Coal Institute (United States); Intergovernmental Panel on Climate Change; International Centre 
for Research in Agroforestry; International Comparison Program; International Federation of Organic Agriculture Movements; International 
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永久凍土層 Permafrost 
永久に寒冷地に置かれ、２年以上にわたって年中凍り続けてい
る土壌、沈泥、岩。 

 
栄養塩汚染 Nutrient pollution 
栄養塩類が過度に投入されることによる水資源の汚染。 
 
栄養塩類 Nutrients 
窒素、硫黄、リン、炭素などの、生物の成長にとって不可欠で
あると認識されているおよそ 20 の化学元素とその塩。 
 
栄養段階 Trophic level 
食物連鎖のつながりによって表現される、連続した栄養の諸段
階。簡単に言えば、一次生産者（植物プランクトン）が第一栄
養段階に相当し、草食性の動物プランクトンが第二で、肉食性
の生物が第三栄養段階である。 
 
エコツーリズム Ecotourism 
特別の場所や地域の質の高い自然や生態を見るために行われ
る旅行で、そのような旅行を促進するための環境にやさしいサ
ービスを提供することも含まれる。 
 
エコロジカルフットプリント Ecological footprint 
一般に普及している技術と資源管理の慣習を用いて、個人、集
団、または組織体が消費する全ての資源を生産するためと、そ
の生産に対応する廃棄物（化石燃料の使用による二酸化炭素排
出など）を吸収するために、必要となる生物学的に生産可能な
陸域と水域の面積の大きさ。エコロジカルフットプリントは通
常、グローバルヘクタールという単位で表される。 
 
エネルギー強度 Energy intensity 
経済的または物的生産量と比べたエネルギー消費量の比率。全
国レベルでは、エネルギー強度は、国内総生産または物的総生
産量に対する、国内全体の一次エネルギー消費量または最終エ
ネルギー消費量の比率である。エネルギー強度が低いことは、
エネルギー使用の効率がより高いことを示す。 
 
塩類化/塩化 Salinization/salination 
水溶性塩分が土壌に蓄積する作用。塩類化は自然に発生するか、
管理慣行に起因する状況によって発生することもある。 
 
オーバーシュート Overshoot 
人類の生物圏に対する需要が、供給や再生能力を超過する場合
に発生する状況。地球レベルでは、惑星への資源の純輸入がな
いので、生態上の不足分とオーバーシュートは同じである。 
 
オイルサンド Oil sands 
ビチューメンとして知られる非常に重い石油を閉じ込めてい
る砂、水、粘土の複雑な混合物。 

 

汚染 Pollution 
良い（受容可能な）質と、良くない（受容不可能な）質との間
の境界を指すと考えられる値を超えて、鉱物や化学物質や物理
的性質が現れることで、特定の汚染物質による作用である。 
 
汚染物質 Pollutant 
それが土壌、水、または大気に混ざる場合に、環境に害をもた
らすあらゆる物質。 
 
オゾン層 Ozone layer 
地表上空 10～50km（成層圏と呼ばれる）の高度に位置する、
希薄オゾンを構成している大気の領域。 
 
温室効果ガス（GHG） Greenhouse gases 
熱放射を吸収し、また放出する、自然および人為起源の大気の
ガス成分。このガスの性質が温室効果を引き起こす。水蒸気
(H2O)、二酸化炭素(CO2)、亜酸化窒素(N2O)、メタン(CH4)、
オゾン(O3)は、地球の大気中の主要な温室効果ガスである。大
気中には、ハロゲン化炭素化合物、その他塩素や臭素を含む物
質など人間によって作られた温室効果ガスがある。京都議定書
は、CO2、N2O、CH4 以外に、六フッ化硫黄(SF6)、ハイドロ
フルオロカーボン(HFCs)、パーフルオロカーボン(PFCs)、三
フッカ窒素(NF3)も対象としている。 
 
温室効果 Greenhouse effect 
地球表面からの熱放射が大気の温室効果ガスによって吸収さ
れ、四方八方に再放射される作用。この再放射の一部が地表や
下層大気の方へ戻るので、ガスが無い場合と比べて平均表面温
度を高める結果になる。 
 
温帯地域 Temperate region 
気候が気温や湿度における季節的変化を示す地域。地球の温帯
地域は、両方の半球の主として緯度30～60度の間に位置する。 
 
改善された飲料水 Improved drinking water 
「改善された」飲料水の源泉には、管で住居に送られる水、管
で庭や小地面に送られる水、公共の蛇口やスタンドパイプ、管
井戸や試錐孔、保護された掘り井戸、保護された泉、雨水など
がある。 
 
改善された下水設備 Improved sanitation 
「改善された」下水設備には、水洗便所、管で送られる下水道、
汚水処理タンク、おとし便所に洗浄水を流すか注ぐもの、改善
され換気されたおとし便所（VIP）、平板を備えたおとし便所、
堆肥化トイレなどがある。 
 
海洋保護区（MPA） Marine protected area 
特定の保全目的を達成するために、指定または規制され管理さ
れる、地理的に範囲の定められた海洋区域。 
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隔離 Sequestration 
GEO-5 でいう隔離とは、特定の期間、大気へ放出されるのを
防ぐやり方で二酸化炭素を捕獲しておくことを指す。 
 
化石燃料 Fossil fuel 
何百万年も前に死んだ動植物の腐った体から生成された石炭、
天然ガス、石油生成物（油など）。 
 
河川分断化 River fragmentation 
ダムや貯水池によるものがほとんどであるが、川の接続性や流
動様式が、それらによって変更されてしまう程度。 
 
仮想水取引 Virtual water trade 
財やサービスが取り引きされる時、それらを生産するために必
要とされた水も同様に取り引きされるという考え方。 
 
川岸の Riparian 
自然の川岸に関する、または川岸に位置する。通常は川である
が、時には湖、潮水、または閉鎖性海域。 
 
環境影響評価（EIA）  
Environmental impact assessment 
与えられる活動やプロジェクトによって起こり得る環境影響
を体系的に調べる分析の過程または手順。その目標は、決定が
下される前に、確実に環境影響が考慮に入れられるよう確保す
ることである。 
 
環境衛生 Environmental health 
環境の要因によって決定される人の健康や疾病の側面。また可
能性として健康に影響を及ぼし得る環境中の要因を評価し制
御する理論とその実践も指す。環境衛生には、化学物質、放射
線、いくつかの生物的因子、による直接的な病理学的影響、な
らびに広範な物理的、心理的、社会的、美的な環境によって健
康や幸福に及ぶ多くは間接的な影響も含まれる。この間接的影
響を及ぼすものには住宅供給、市街地開発、土地利用、輸送な
どがある。 
 
環境教育 Environmental education 
人間とその文化と生物物理的な周辺環境が相互に関係してい
ることを理解し評価する際に必要となる技術や考え方を開発
するために、その価値を認識し、概念を明確にする作業。また
環境教育には、環境の質に関する問題について行動規範を政策
決定したり自己制定する演習が必要である。 
 
環境政策 Environmental policy 
環境問題と課題に取り組むことを目指した政策。 

 
環境統計 Environment statistics 
環境の現状および傾向について記述する統計で、自然環境とい
う媒体（大気/気候、水、陸地/土壌）と、その媒体内の生命体、

および人の居留地が対象になる。 
 
環境評価 Environmental assessment 
環境の政策決定を支援するようデザインされた情報を客観的
に評価し分析する全過程。政策関連の疑問に対して科学的に信
頼できる回答を示すために、既存の知識に専門家の判断を適用
する。可能な場合は信頼度を数値化する。環境評価は複雑さを
減らすが、シナリオを要約し総合し構築することによる価値を
加え、広く知られて受け入れられているものと、そうでないも
のとを選別してコンセンサスを特定する。それは、政策ニーズ
に対する科学関係者の感性を高め、また行動を起こすための科
学的根拠に対する政策関係者の感性を高める。 
 
環境モニタリング Environmental monitoring 
環境に関するデータの比較可能な定期的測定や時系列測定。 
 
環境流量 Environmental flows 
淡水および河口の生態系ならびにこれらの生態系に依存して
いる人々の生計や幸福を持続させるために必要となる、流量、
タイミング、質を備えた水の流れ。環境流量の運用を通して、
水管理者は、人の利用のための供給と、健全な川の生態系を支
えるために必要不可欠な作用を維持するための流況や流れの
パターンを達成するよう奮闘する。 
 
乾燥地域 Drylands 
水の不足を特徴とする区域であり、一次生産と栄養循環という
二つの深い結び付きのある主要な生態系サービスが制約され
る。乾燥地域は、乾燥または湿度不足の強度によって分けられ
る、乾燥半湿潤、半乾燥、乾燥、極乾燥という４つのサブタイ
プが一般に広く知られている。 
 
官民のパートナーシップ Public-private partnership 
公的機関（連邦、州、または地方)と民間部門の組織との間で
契約される協定。そのような協定を通して、各部門（公的およ
び民間）の技術や資産が、サービスまたは施設の提供時に共有
される。 
 
外来種  Alien species (non-native, non-indigenous, 
foreign, exotic とも言われる) 
その通常分布の範囲を超えて、偶発的あるいは故意に導入され
た種。 
 
ガバナンス Governance 
単一または複数の社会組織を統治する行為、過程、または力。
例えば、国や市場によるガバナンス、市民社会グループや地方
組織によるものがある。ガバナンスは、法律、所有権システム、
種々の形態の社会組織といった制度や機構を通して行われる。 
 
気候の変動性 Climate variability 
個々の気象現象の変動を超えた、全ての時間的空間的スケール
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での気候の平均状態やその他の統計値（標準偏差、極端な現象
の発生頻度など）における変動。変動性（variability）は、気
候システムにおける自然の内部作用によるもの（内部変動性）、
あるいは自然または人為的な外部強制力の変化によるもの（外
部変動性）によって引き起こされる場合がある。 
 
気候変動 Climate change 
国連気候変動枠組条約は気候変動を次のように定義している。
「地球規模の大気組成に変化をもたらしている人間活動に直
接あるいは間接に起因する気候の変化であって、その同じ期間
にわたって観察される自然によってもたらされる気候変化の
上に追加的に生じているもの」 
 
基盤サービス Supporting services 
他のすべての生態系サービスのうち、生産のために必要である
生態系サービス。いくつかの例は、バイオマス生産、大気の酸
素の生産、土壌の形成や保持、栄養循環、水循環、生息地の提
供などである。 
 
供給サービス Provisioning services 
生態系から得られる産物で、例えば、遺伝資源、食糧や繊維、
淡水など。 
 
京都議定書 Kyoto Protocol 
1992 年の国連気候変動枠組条約（UNFCCC）に従って、1997
年に日本の京都で開かれた第３回国連気候変動枠組条約締約
国会議で採択された議定書。それは UNFCCC に含まれている
ものに加えて、法的拘束力のある誓約を含んでいる。京都議定
書付属書 B に含まれる国 （々ほとんどの OECD 諸国および市
場経済に移行する国）は、人為起源の温室効果ガス（CO2、
CH4、N2O、HFC、PFC、SF6、NF3）の排出について、2008
～2012 年の誓約期間に、自国からの総排出量を 1990 年レベ
ルより少なくとも 5%削減するよう規制することに合意した。 
 
共有水域 Shared waters 
２つ以上の政府の管轄権によって共有されている水資源。 
 
技術 Technology 
知識を物理的に実用化したり形にすることが、技術の一つの表
現である。例は、管井戸のような水を汲み上げる構造物、再生
可能エネルギー技術、また伝統的知識である。技術と制度は関
連づけられている。どんな技術にも、それを使用、アクセス、
分配、管理するに当たって一連の慣行や規則や規制が伴う。 
 
クズネッツ曲線（環境） Kuznets curve 
経済発展と環境汚染との間の関係。実証的証拠によれば、工業
先進国では経済が力強く成長しているにもかかわらず、いくつ
かの形態の局地汚染（空中浮遊の鉛、硫黄）が著しく減少した。
この曲線は、貧しい国々は比較的汚染されず、中所得国になる
と、より汚染されるようになるが、豊かな国々になると再び汚

染されなくなるという大まかなパターンを示したものである。 
 
駆動要因 Driver 
環境の状態に圧力をかける全体に及ぶ社会経済的な力。 
 
クラウドソーシング Crowd-sourcing 
クラウドとしても知られている、人々のネットワークに外部委
託して問題解決や生産を行うこと。この行為は、オンラインで
もオフラインでも行える。 

 
クリーン開発メカニズム(CDM)  
Clean Development Mechanism  
京都議定書の第 12 条により提供されるメカニズムで、工業先
進国が開発途上国の温室効果ガス排出を削減するためのプロ
ジェクトに融資し、その代わりに炭素クレジットを受け取るこ
とができるようにして、開発途上国の持続可能な開発が達成さ
れるよう支援することを目的とするメカニズム。 
 
クロロフルオロカーボン（CFC） 
Chlorofluorocarbons 
塩素、フッ素、炭素で構成される化学物質のグループで、揮発
性が高く低毒性で、冷媒、溶剤、噴射剤、発泡剤として過去に
広く使用されていた。クロロフルオロカーボンはオゾン層を破
壊する潜在力、地球を温暖化する潜在力の両方を持っている。 
 
グランドトルゥーシング Ground-truthing 
衛星画像や航空写真の内容、あるいはそれらに基づく地図を、
現場査察や現地調査を通して、その土地の現実と比較する作業。
それは画像の正確さ、あるいは地図を作るために画像が解釈さ
れた方法の正しさを確認するために用いられる。 
 
グローバル化 Globalization 
特に貿易や金融の流れ、文化や技術の移転を通して、世界中の
経済や社会の統合が進展すること。 
 
グローバル公共財 Global public good 
複数のグループの国々や全国民を対象とする、普遍的な恩恵を
もたらす公共財。 
 
グローバルヘクタール Global hectare 
資源を生産し、廃棄物を吸収する能力の世界平均値を備えた仮
想の１ヘクタール。 
 
形態（学） Morphology 
生物の形状や、生物の組織間の結び付きを扱う生物学の部門。 
 
公海 High seas 
各国の排他的経済水域またはその他の領海を越えた、国の管轄
権の外側の海洋。 
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耕作可能な土地 Arable land 
一時的な作物用の土地（二毛作地は一度だけ計上される)、草
刈りや牧草のための一時的な牧草地、市場向け栽培や家庭菜園
に使用される土地、および一時休耕地（5 年未満）。移動耕作
が原因で放棄された土地は、このカテゴリーに含まれない。 
 
洪水（川、鉄砲水、高潮） Floods 
通常、3 つのタイプに分類される。川の洪水、鉄砲水、高潮。
川の洪水は、広い区域にわたって激しく、かつ/または長く降
り続く雨に起因する。鉄砲水は、小さな区域に短時間に強烈な
雨が降ることに起因する多くは局所的な現象である。高潮洪水
は、海洋または大きな湖からあふれる水が、風や嵐によって陸
地へと押し出される場合に発生する。 
 
購買力平価（PPP） Purchasing power parity 
基準国の通貨１単位（例えば US$）で買えるものと等価な量
の物品やサービスを、そことは別の国で購入する際に必要とさ
れる通貨量。 
 
公正さ Equity 
権利、分配、アクセスの公平。文脈によって、資源やサービス
や力へのアクセスを指すことがある。 
 
黒色炭素 Black carbon 
吸光度と化学反応性および/または熱安定性の測定に基づき、
操作的に定義されるエアロゾル。黒色炭素は、化石燃料、バイ
オ燃料、バイオマスの不完全燃焼によって形成されるもので、
人為起源のすすと自然発生のすすの一部として放出される。そ
れはいくつかが連結した形になった純粋な炭素から成る。黒色
炭素は、日光を吸収して大気に熱を再放射することによって、
また雪や氷の上に積もった時にアルベド（日光を反射する能
力）を減少させることによって、地球を温暖化する。 
 
国内総生産（GDP） Gross domestic product 
年間に国で生産される全ての最終財とサービスの価値。GDP
は経済の収入（賃金、利子、利益、賃貸料）、あるいは支出（消
費、投資、政府購入、純輸出(輸出－輸入)）のすべてを合計す
ることにより計算できる。 
 
個体数 Abundance 
ある集団やコミュニティや空間の単位で、個体の数あるいは関
連する量を計測したもの（生物量など）。 
 
災害リスク軽減 Disaster risk reduction 
持続可能な発展という広い脈絡の中で、災害の悪影響を回避
（予防）あるいは制限（緩和および備え）するために、社会全
体にわたる災害への脆弱性を最小限にしようとする行為の概
念的枠組み。 
 
 

災害 Hazard 
死亡または負傷、物的損害、社会的経済的崩壊、あるいは環境
劣化を引き起こすかもしれない、潜在的に有害な物理的事象ま
たは現象または人間活動。 
 
砂漠化 Desertification 
気候変動や人の活動など様々な要素に起因して、乾燥、半乾燥、
乾燥半湿潤地帯で起こる土地の荒廃。それは基盤となる生態系
がそれを超えるとそれ自体を回復することができなくなる閾
値の超過が引き起こされているのであり、回復させるには、よ
り大きな外部資源が必要となる。 
 
サヘル Sahel 
サハラ砂漠の南縁部にあってサハラ砂漠を熱帯サバンナから
分離していて、植生の移行部にあたる、大まかに定義された細
長い地帯。その地域は農業や放牧に使用されているが、砂漠の
境界にあるという困難な環境条件のために、人為的な土地被覆
の変更に非常に影響を受けやすい。そこは、セネガル、ガンビ
ア、モーリタニア、マリ、ニジェール、ナイジェリア、ブルキ
ナファソ、カメルーン、チャドの各一部を含んでいる。 
 
参加型アプローチ Participatory approach 
人々がすべてのグループメンバーに対して、意思決定するまで
の間に、議題に対して疑問を抱いたり、最終結果について彼等
の好みを示すのに必要な、十分かつ公平な機会を確保すること。
参加は、直接あるいは正当な代表を通して行うことができる。
参加は、協議することから、コンセンサスを成し遂げる義務に
まで及んでよい。 
 
酸欠海域 Dead zone 
非常に低酸素であるため、通常の生命が生き残ることができな
い水域箇所。低酸素の状態は、通常、陸からの肥料流出によっ
て引き起こされる富栄養化に起因する。 
 
酸性化 Acidification 
酸性の成分濃度が増加することによって引き起こされる、自然
の化学的平衡の変化。 
 
酸性度 Acidity 
溶液がどれくらい酸性であるかを示す度合い。7.0 以下の pH
値である溶液は、酸性であると考えられる。 
 
残留性有機汚染物質（POPs）  
Persistent organic pollutants 
環境に存続し、食物網を通して生物濃縮し、人の健康および環
境に悪影響を引き起こす危険がある化学物質。 

 
CO2換算  

Carbon dioxide equivalent (CO2-equivalent ) 
様々な温室効果ガスの地球温暖化係数を示すために用いられ
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る世界共通の測定単位。二酸化炭素（自然発生しているガスで、
化石燃料やバイオマスを燃やしたり、土地利用変化やその他工
業工程によって排出される副産物）が、その他の温室効果ガス
を測定する際の基準になっている。 
 
ジェヴォンズのパラドックス Jevons paradox 
資源の使用効率を向上させる技術的進歩が、その資源の消費速
度を加速させる（減速ではなく）傾向があるという問題。 
 
システム System 
ある枠内で互いに影響を及ぼし合う構成要素が集合したもの。 
 
自然資本 Natural capital 
経済生産に対して、自然資源を投入したり環境サービスを提供
する役割をしている自然資産。自然資本には、土地、鉱物や化
石燃料、太陽エネルギー、水、生物、ならびに生態系内でこれ
ら全要素の相互作用によって提供されるサービスなどがある。 
 
湿地 Wetland 
湿原、沼沢地、泥炭地、泥沼または水に覆われた区域であり、
自然または人工のもの、永続的または一時的なもの、静止また
は流れている淡水か汽水か塩水を湛えている区域、干潮時の水
深が６メートルを超えない海洋水の区域も含まれる。 
 
シナリオ Scenario 
仮定の提案に基づいて未来がどう展開するかを示す記述で、通
常、初期状況の説明に続き、主要な駆動要因についての説明、
特定の未来の状態に至る変化から成る。例えば、「休日で海岸
にいると仮定すれば、明日 30℃ならば、砂浜に行くだろう。」 
 
資本 Capital 
個々の目標の達成に向けて動員されることができる資源。例え
ば、自然資本（土地、水などの自然資源）、物的資本（技術、
加工品）、社会資本（社会関係、ネットワーク、結び付き)、金
融資本（銀行預金、借入金、クレジット）、人的資本（教育、
技能）。 
 
市民社会 Civil society 
市民の利益や意志を代表する非政府組織や機関の集合体。 
 
社会ネットワーク Social network 
個々人や組織など一連の関係者で構成される社会構造、ならび
に関係や連結や相互作用などこれら関係者間の結び付き。 
 
種（生物学） Species 
すべての他の生物から生殖的に隔離されている、生物のうちの
お互いに交配しているグループのことであるが、この規則には
多くの部分的例外はある。いったん特定され受理されると、唯
一の学名が付けられる、広く合意されている基本的な分類の単
位。 

集水域 Catchment (area) 
そこに降った降雨が川、盆地、または貯水池に流れ込む陸の区
域。「流域」も参照のこと。 
 
種多様性 Species diversity 
種レベルでの生物多様性のことで、多くの場合、種の豊富さ、
それらの相対存在量、相違度、の側面が組み合わされる。 
 
種の豊富さ/種数 Species richness/abundance 
与えられたサンプル、コミュニティ、または区域内での種の数。 
 
主流化 Mainstreaming 
問題になっている論点を、必須要素として考慮に入れること。 
 
障害調整生命年（DALYS） Disability-adjusted life 
years 
若年死のために失われた潜在的な生命年と、身体障害により失
われた生産的な生命年の合計。 
 
消費される水使用 Consumptive water use 
さらなる利用ができない状態になる、流域からの水使用や取り
去り。 
 
植物プランクトン Phytoplankton 
淡水または海水の水域に浮かぶか弱々しく泳ぐ、顕微鏡でしか
見れない程度の小さな植物。 
 
食糧安全保障 Food security 
人々の好みの食べ物と同様に、人々の食事ニーズを満たす食物
も人々が物理的、経済的に入手できること。 
 
植林 Afforestation 
森林として分類されていない土地に木を植えて森林プランテ
ーションを造ること。 
 
シルト沈積 Siltation 
水路や河床および貯水池の底に、細かく砕けた土壌や岩の粒子
が集積したもの。 
 
人新世 Anthropocene 
直近の完新世に続く、新たな地質学上の時代の名前として、科
学者によって用いられている用語で、この新たな時代は主とし
て人類の活動が原因で地球の大気圏、生物圏、水圏に著しい変
化がもたらされたことが特徴である。 
 
森林管理 Forest management 
特定の環境上の、経済的、社会的、かつ/または文化的な目的
の達成を目指して、森林やその他木の茂った土地を管理し使用
する業務を計画し実施すること。 
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森林再生 Reforestation 
他の用途に転換されていた以前は森林であった土地を、植林に
よって森林にすること。 
 
森林伐採、森林破壊、または森林減少 Deforestation 
森林地を非森林地帯に転換すること。 
 
森林プランテーション Forest plantation 
植林や森林再生の過程で、植えたり種をまくことにより造られ
る林分。それらは外来種（すべて植林された群生）か、集中的
に管理された土着種の群生のいずれかであり、ほぼ次の基準に
当てはまる。同程度の樹齢の１種類か２種類からなり規則的な
間隔で配置される。「人工林」はプランテーションの代わりに
用いられるもう一つの用語である。 
 
森林劣化 Forest degradation 
森林の群生や用地の構造や機能に悪影響が及び、そのために産
物やサービスの供給能力が低下する森林内の変化。 
 
森林 Forest 
樹高 5 メートル以上ある樹木の林冠被覆が 10%以上、または
自然のままで樹木がその閾値に達しうる、面積が 0.5 ヘクター
ル以上広がっている土地。主として農業や都市の目的に使用さ
れている土地は含まれない。 
 
GEO Data Portal  

（現在は Environmental Data Explorer） 
地球環境概観報告書やその他の統合的な環境影響評価書の中
で UNEP とそのパートナーによって使用されているデータセ
ットの情報源。そのオンラインのデータベースは、500 以上
の変数を保持しており、地理空間のデータセット（地図）をは
じめ、淡水、個体群数、森林、排出量、気候、災害、健康、
GDP などのテーマを対象とする、国、サブ大陸域、大陸域、
世界の統計資料を含む。geodata.grid.unep.ch 
 
持続可能性 Sustainability 
将来世代やその他の場所の住民の能力を危険にさらすことな
く、現在の住民のニーズが満たされていくことを可能にする特
性または状況。 
 
持続可能な発展 Sustainable development 
現在の世代のニーズを満たすために、将来世代の能力を危険に
さらすことなく、現在の世代のニーズを満たす発展。 
 
持続可能な森林管理(SFM)  
Sustainable forest management 
現在および将来において、関連する生態的、経済的、社会的な
森林の諸機能を、地方、国家、地球レベルで満たすために、森
林が持っている生物多様性、生産性、再生能力、活力、潜在力
を維持し、かつその他の生態系に被害をもたらさない方法およ

びペースで、森林および林地を管理し使用すること。 
 
持続可能な農業や畜産  

Sustainable agriculture and livestock production 
将来世代のために環境の質を維持または向上させ、かつ天然資
源を保全しながら、人間のニーズを満足させるための農業や家
畜資源の管理。 
 
１０億 Billion 
109 （1,000,000,000） 
 
重金属 Heavy metals 

金属の特性を示す元素のうちの一部で、ヒ素、カドミウム、
クロム、銅、鉛、水銀、ニッケル、亜鉛といった遷移金属およ
び半金属で、汚染や潜在毒性を伴う。 
 
寿命（大気中での） Lifetime 
別の化学化合物に転換されるか、除去源によって大気から取り
除かれることで、大気汚染物の濃度が（排出を止めたと仮定し
て）バックグラウンド濃度に戻るまでに要するおおよその期間。
大気中での一生は、数時間や数週間のもの（硫酸塩エアロゾル）
から、1 世紀以上のもの（CFC）まで様々である。 
 
純一次生産（NPP） Net primary productivity 
生態系内の全植物が、正味の有用な化学エネルギーを生産する
速度。純一次生産のいくらかは、一次生産者の成長と生殖作用
のために使われ、いくらかは草食動物によって消費される。 
 
順応的ガバナンス Adaptive governance 
複雑で不確かで動的な問題に対処するために、順応的な管理や、
適応性のある政策決定、遷移プロセスの管理、の手法を取り入
れるガバナンスのやり方。順応的ガバナンスは、様々なスケー
ルで意思決定を行えるよう組織が多中心的に配備されるか否
かに依存する。局所レベルと世界レベルにわたるこの種のガバ
ナンスは、協力的で、柔軟で、学習に基づく、生態系管理に向
けたアプローチを提供する。 
 
順応的管理 Adaptive management 
自然資源を管理するための政策や行動は、固定的なものではな
く、新たな科学情報や社会経済的情報を組み合わせたものに基
づいて調節することが前提であるとする体系的な管理の概念。 
 
蒸散 Transpiration 
植物の各部位からの水蒸気の損失、特に葉だけでなく、茎、花、
根からの損失。 
 
蒸発散量 Evapotranspiration 
土壌や地表水からの蒸発による水の損失と、動植物からの蒸散
を合わせたもの。 
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水界生態系 Aquatic ecosystem 
水中において相互作用する生きている要素と生きていない要
素で構成される、基本的な生態学上の単位。 
 
水圏 Hydrosphere 
地表水（海洋や湖や川の水)、地下水（土壌中の水、地表の下
にある水)、雪、氷、および水蒸気を含む大気中の水など、地
球の水のすべて。 
 
水質 Water quality 
水の化学的、物理的、生物的な特性で、通常、特別な目的に対
するその水の適性を見るために使用される。 
 
スケール Scale 
何らかの現象を測定したり調査するために用いられる空間的、
時間的な（量的または分析するための）大きさ。そうして、あ
るスケールは、地方、地域、国家、世界といった社会的単位の
レベルを指す場合がある。 
 
スプロール（都市の） Urban sprawl 
分散開発が無条件に都市縁辺部の外側へ拡張していくことに
よって都心が分散することを指し、そこでは住居や商業開発の
密度が低いために土地利用に及ぶ力が分断化される。 
 
成果重視型管理 Results-based management 
一つの管理アプローチであり、実現可能な期待される成果を明
確にし、それらの達成に向かう進展をモニタリングし、学習さ
れる教訓を管理の意思決定に組み入れ、実績を報告する、こと
から成るアプローチ。 
 
政策 Policy 
何らかの介入または社会的対応。これは、意向を表明するだけ
でなく、経済的な手法の使用、市場創出、補助金、制度改革、
法改革、地方分権、機構開発などの他の形での介入も含まれる。
政策は、ガバナンスを行使するための手法と見なすこともでき
る。そのような介入が国によって施行される場合、公共政策と
呼ばれる。 
 
脆弱性 Vulnerability 
リスクに曝（さら）されている人々についていう特性。脆弱性
は、曝露の関数（曝露の強弱で変化するもの）で、曝露されて
いる特定の社会的単位（流域、島、世帯、村、都市、または国
など）が曝露による影響をどれほど受けやすいか、また曝露に
対処したり適応したりできるか否かを示す度合いである。曝露
とは、干ばつ、紛争、極端な価格変動といった危険に曝される
ことを指すが、内在する社会経済的、制度的、環境上の制約に
曝されることも指す。 
 
成層圏オゾン層破壊 Stratospheric ozone depletion 
特に人の活動によって生産された物質によって成層圏オゾン

層が化学的に破壊されること。 
 
生息地 Habitat 
（１）生物や個体群が自然に発生する現場である場所またはタ

イプ。 
（２）英語の Habitat には、「地理的特徴、生物および無生物

の特徴、完全な自然であるか半自然であるか、によって識
別される陸域または水域」という意味もある。 

 
生態系 Ecosystem 
植物、動物、微生物の群集、およびそれらを取り巻く非生物的
な環境が、互いに作用し、一つのユニットとして機能する動的
な複合体。 
 
生態系アプローチ Ecosystem approach 
公平なやり方で保全と持続可能な利用を促進する土地、水、生
物資源を統合管理するための戦略。生態系アプローチは、生物
と生物を育む環境の間の本質的な構造、作用、機能、相互作用
を包含する生物学的機構といったレベルに焦点を当てて、適切
な科学的手法を適用することに基本が置かれる。そこでは、文
化的な多様性を持つ人類も、多くの生態系の中の不可欠な構成
要素として認識される。 
 
生態系機能 Ecosystem function 
生態系がそれによってその完全な状態（一次生産力、食物連鎖、
生物地球化学的循環など）を維持している、一連の状態や作用
に関する生態系内に元から備わっている特性。生態系機能には、
分解、生産、栄養素の循環、栄養素とエネルギーの輸送などの
作用がある。 
 
生態系サービス Ecosystem services 
生態系によってもたらされる恩恵。これらには、食糧や水など
を供給するサービス、洪水制御や疾病制御などの調整サービス、
精神的、レクリエーション的、文化的な恩恵などをもたらす文
化的サービス、栄養塩類の循環などを支える基盤サービスがあ
り、地球上の生命のための状態を維持している。生態系の財お
よびサービスと呼ばれることもある。 
 
生態系サービスに対する支払い（PES） payment for 
ecosystem services  
環境サービスの供給を改善させる土地利用者の行為に対して、
その環境サービスを求める需要に見合った金銭的インセンテ
ィブが支払われるようにする、適切な仕組み。 
 
生態系農業 Ecoagriculture 
農業の生産、生物多様性と生態系サービスの保全、持続可能な
農村の暮らし、を同時に前進させていくという景観を管理する
ためのアプローチ。 
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生態系の健全性 Ecosystem health 
生態学的な要素とそれらの相互作用が、適切であり、かつ生態
系のレジリエンス、生産性、更新を維持する上でうまく機能し
ている程度。 
 
生態系のレジリエンス Ecosystem resilience 
生態系が異なった構造になったり、異なった出力をもたらすよ
うになってしまう閾値を越えることなく、環境のかく乱に対し
て生態系が持ちこたえることができる程度。レジリエンスは、
生態動力学に左右されると同時に、人間が生態動力学を理解し、
管理し、対応する組織的能力や制度的能力にも左右される。 
 
正当性 Legitimacy 
公民的に容認できる程度、または認知される公平さの程度。国
家の法は国家においてその正当性を持ち、地域の法や慣習は、
その正当性を社会的な組織や関係の制度から導き出すので、社
会的制裁システムがあってその上で機能する。 
 
制度 Institutions 
社会がそれによって社会自体を組織へと組み立てている相互
関係のパターンを規則化したものであり、人の相互関係を構築
する規則、慣行、しきたりである。この用語は、広く包括的な
もので、多国間の環境協定、国際条約、融資メカニズムに対し
ても、法律、社会関係、財産権や土地保有上のシステム、規範、
信仰、習慣、行動規範などに対しても使用されることができる。
制度という用語は、公式なものである場合もあれば（明示的で、
記述され、多くの場合に国の拘束力を持つもの）、非公式なも
のである場合もある（暗示的で、記述されず、言葉に表されな
いが、互いに同意し受け入れられたもの）。公式な制度とは、
法律、国際的な環境協定、付属定款、覚書などである。非公式
な制度とは、暗黙の規則、行動規範、価値観などである。制度
という用語は、組織（organization）と区別されるべきである。 
 
生物群系（バイオーム） Biome 
地球レベルの下にあって、識別に便利である最大の生態系分類
の単位。陸域の生物群系は、通常、優勢な植生構造（森林や草
地など）を基盤にしている。非常に多様な種で構成されていて
も、生物群系内の生態系は概ね同様の方法で機能する。例えば
森林はすべて、栄養循環や変動や生物量に関して、草地の特性
と異なる一定の特徴を有する。 
 
生物圏 Biosphere 
生きた生物が存在しているか、または生命を維持する能力を持
つ、地球および地球大気の部分。 
 
生物コリドー、生物学的回廊 Biological corridor 
人間や自然の原因によって分断された生息生育地の間の連結
を修復し保全するために設けられる生息生育地の回廊。 
 
 

生物多様性 Biodiversity 
地球上の生命が多様であることであり、遺伝子レベルでの多様
性、種間および生態系や生息地間の多様性も含まれる。個体数、
分布、習性における多様性も含まれる。また生物多様性には人
の文化的多様性も含まれ、それらはいずれも、生物多様性の受
けているのと同じ駆動要因によって影響を受けている可能性
があり、さらに生物多様性はそれ自体が、遺伝子の多様性や、
その他の種や生態系の多様性に影響を及ぼしている。 
 
生物蓄積 Bioaccumulation 
生物体内で化学物質が濃縮されて濃度が増すこと。またその物
質を取り込む速度が新陳代謝や排泄より大きくなることによ
って、生物体内に蓄積される化学物質の量が段階的に増加する
ことを表現するために使用される。 
 
絶滅危惧種 Endangered species 
利用可能な最良の証拠資料によって、IUCN レッドリストの絶
滅危惧カテゴリーに指定されたA～Eの基準のいずれかに該当
し、野生において非常に高い絶滅の危険に直面していると考え
られる種。 
 
遷移 Transitions 
その構造や文化や慣行と共に、社会システムの構成や機能が、
非線形、体系的、根本的に変化すること。 

 
早期警報 Early warning 
災害に無防備な個々人が、災害のリスクを避け、または低減し、
効果的に対処する行動を採れるようにする時宜を得た情報を、
特定の機関を通して提供すること。 
 
相乗効果 Synergies 
２つ以上の行為や組織や物質やその他動因による成果が、それ
らが別々の場合に生じる成果を合計したものよりも大きくな
るようなやり方で相互作用する場合に、発生する効果。 
 
組織 Organizations 
特定の共通目的を持った個々人からなる集まり。組織には、政
治組織、政党、政府、省； また経済組織や産業の連合； また
社会組織（非政府組織(NGO)や自助グループ）や宗教団体（教
会や宗教トラスト）が挙げられる。組織という用語は、制度
（institutions）と区別されるべきである。 
 
堆積物 Sediment 
その大半は崩れた岩から始まり、水、風、氷、その他有機的な
化学作用によって運ばれ、浮遊し、堆積する固形物。 
 
対流圏オゾン Tropospheric ozone 
大気の底部にあるオゾンで、それは人間や作物や生態系がさら
される高さに存している。地表オゾンとしても知られている。 
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多中心的な Polycentric 
特に権限や制御を担う中心が多くあること。 
 
短寿命気候強制力因子 Short-lived climate forcers 
メタン、黒色炭素、対流圏オゾン、および多くのハイドロフル
オロカーボンなどの物質で、気候変動に著しい影響を及ぼし、
二酸化炭素やその他寿命の長いガスに比べると大気中での寿
命が比較的短い。 
 
炭素隔離 Carbon sequestration 
大気以外の貯蔵庫の炭素含有量を増大させる一連の作業。 
 
炭素貯蔵 Carbon stock 
炭素を蓄積または放出する能力を持つ貯蔵庫またはシステム
を意味する「プール」に保持されている炭素量。 
 
男女別のデータ Sex-disaggregated data 
男性と女性への影響の違いを測定できるよう、男女別に分けら
れたデータ。 
 
データ Datum 
参照したり分析のために使用される単一の情報（Data の単数
形）。 
 
地下水 Groundwater 
地下へ流れるか浸透する水で、土壌や岩を浸し、泉や井戸に水
を供給する。水で満たされている層の天端は、地下水面と呼ば
れる。 
 
地球温暖化 Global warming 
地球の温度とされている大気表層の気温が上昇することであ
り、大気への温室効果ガスの排出によって引き起こされる。 
 
地球観測システム Global observation system 
生物多様性、水の質および量、大気汚染、土地荒廃、化学物質
放出などの様々な指標について、地球規模で必要とされる多く
のデータを集める一連の統合的なモニタリング活動。 
 
地球公共財 Global commons 
大気、海洋、大気圏外、南極地域のような所有されていない自
然資産。 
 
地球システム Earth System 
地球システムは、惑星とそこに住む生命の状態や進化を決定し
ている、相互作用する物理的、化学的、生物的、社会的な構成
要素と作用からなる、複雑な社会-環境システムである。 
 
地形学 Topography 
ある地域の表面の特徴についての研究または詳細な記述。 
 

窒素沈着 Nitrogen deposition 
主として窒素酸化物とアンモニアの排出から生じる反応性窒
素が大気から生物圏へ投入されること。 
 
地表水 Surface water 
河川、湖、貯水池、水路、人工湖、海、河口などの、自然に大
気に開放されているすべての水。この用語には、地表水によっ
て直接影響を受ける泉、井戸、その他の水を収集するものも含
まれる。 
 
調整サービス Regulating services 
生態系の諸作用の調整によって得られる恩恵で、例えば、気候、
水、いくつかの人間の疾病、の制御など。 
 
ティッピングポイント Tipping point 
進行しつつある状況の中で、そこを超えると、新しい、時には
不可逆的な展開に至ってしまう臨界点。 
 
抵抗力 Resistance 
その現状を置き換えることなく、駆動要因の影響に耐えるシス
テムの能力。 

 
低酸素 Hypoxia 
酸素の不足。富栄養化やアオコによる低酸素は、水中の溶存酸
素が使い果たされる作用による結果である。アオコは水をより
不透明にし、それによって、水中の水生植物が利用できる光の
量が減り、また人の有益な利水が妨げられる。アオコが次々に
死んでいく時、底に沈んだアオコをバクテリアが分解し、有効
酸素を使い果たす。低酸素は晩夏に特に深刻で、バクテリアだ
けがそこに生き残ることができるので、「酸欠海域」と呼ばれ
るいくつかのエリアでは低酸素が非常に深刻になりうる。 
 
適応 Adaptation 
新しいまたは変化していく環境に対して自然や人間のシステ
ムが適応することであって、予期して行う適応と問題が起きて
から対応する適応、民間による適応と公的な適応、自主的な適
応と計画的な適応などがある。 
 
大転換 Transformation 
転換されていく状態。GEO-5 の文脈では、大転換は、間違っ
た方向に地球システムを引き寄せる諸行を止め、かつ同時に持
続可能な世界構想に合致するものすべてに対して、資源や能力
ならびにそれらを可能にする環境を提供する、機会を模索する
一連の活動を指す。 
 
データセット Dataset 
ある特定の問題に関するデータを集めたもの。 
 
DDT dichlorodiphenyltrichloroethane 
合成有機塩素系殺虫剤。残留性有機汚染物質に関するストック
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ホルム条約の下で規制リストに挙げられている残留性有機汚
染物質のうちの 1 つ。 
 
電子廃棄物 E-waste (electronic waste) 
価値を考慮されなくなり処分される様々な形態の電気電子機
器の総称。 

 
伝統的あるいは地元民の生態学的知識  

Traditional or local ecological knowledge 
自然環境との相互作用に関する広範な歴史を持つ民族によっ
て維持され開発された知識、ノウハウ、慣習、表現を累積した
もの。 
 
統合的沿岸域管理 (ICZM)   
Integrated coastal zone management 
海岸沿いの資源および区域を管理するための経済的、社会的、
生態的な視点を統合するアプローチ。 
 
統合的水資源管理（IWRM）  
Integrated water resources management 
極めて重要な生態系の持続可能性を危険にさらすことなく、公
平なやり方で、結果として得られる経済的社会的福祉が最大に
なるよう、水、土地、関連する資源の統合的開発や管理を促進
すること。 
 
都市化 Urbanization 
都市部に住んでいる人口の割合が増加すること。 
 
土地荒廃 Land degradation 
気候変動、自然作用、持続不可能な人類の活動が原因となって、
耕地、牧草地、森林、林地における生物学的または経済的な生
産性や複雑性が減少または損失すること。 
 
土地被覆 Land cover 
土地の物理的な被覆のことで、草木によって覆われているか否
かを言葉で表現したもの。土地利用によって影響を受けるが、
土地利用と同義ではない。 
 
土地利用 Land use 
様々な人の目的や経済活動用のための、土地が持つ機能的な側
面。土地利用の例を分類すると、農業、工業使用、輸送、保護
区などがある。 
 
土地利用計画 Land-use planning 
土地と水のポテンシャル、土地利用の代替パターン、その他物
理的、社会的、経済的な状態を体系的に評価することで、土地
の利用者にとって最も有益となる土地利用オプションを選択
し採用できるようにする作業。 
 
 

突然の変化 Abrupt change 
非常に急激に予期せず起こるために、人間や自然システムがそ
れに適合するのに困難を伴う変化。 
 
毒性汚染物質 Toxic pollutants 
それらを摂取するか吸収している生物に、死、疾病、または先
天的欠損症を引き起こす汚染物質。 

 
土壌酸性化 Soil acidification 
長らく調査対象とされてきた、湿潤気候において自然発生して
いる作用で、調査結果によれば、酸性雨が陸上植物の生産性に
影響を与えていることが示唆されている。 
 
内分泌かく乱物質 Endocrine disruptor 
ホルモン系の機能を阻害（模倣、遮断、抑制、または刺激によ
る）することによって、無傷の生命体や、その子孫や、（亜）
個体群に、有害な健康影響を引き起こす外部物質。 
 
ナノ材料 Nanomaterial 
粒子の外形の少なくとも１次元の大きさが1～100ナノメート
ル（１ナノメートルは１メートルの 10 億分の１）である粒子
を個数粒度分布において 50%以上含有する材料であり、粒子
が結合していない状態で一つの集合体（aggregate）または塊
り（agglomerate）として存在し、自然によるもの、偶発的な
もの、または製造されたものがある。そのような粒子/材料を、
一般にナノ粒子（NP）、ナノ化学物質、またはナノ材料（NM）
と呼んでいる 
 
二次汚染物質 Secondary pollutant 
直接放出されるのではなく、他の汚染物質（一次汚染質）が大
気中で反応する際に形成される汚染物質。 
 
燃料電池 Fuel cell 
化学反応のエネルギーを直接電気エネルギーに転換する装置。
それは、燃料（水素など）と酸化剤（酸素など）を外部から供
給して電気を生産する。必要な流れが維持される限り、燃料電
池は稼働することができる。電池が閉鎖系に電気エネルギーを
化学的に貯蔵しているのに対して、燃料電池は補充されなけれ
ばならない反応物を消費するという点で電池と異なる。燃料電
池の大きな利点の一つは、それらが非常に少ししか汚染を出さ
ずに電気を生み出すということである。電気の生成に使用され
る水素と酸素の多くが、結合して最終的に水になる。燃料電池
は静止している動力源としても、自動車用の動力源としても開
発されている。 
 
能力開発 Capacity development 
個人、組織、社会が、自分自身の開発目標を設定し達成する能
力を、時間をかけて獲得、強化、維持すること。 
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灰色の水 Grey water 
工業や農業や生活において人が使用することで、質的に悪影響
を受けている水。ある製品の灰色の水フットプリントは、その
全サプライ・チェーンにわたってその製品の製作に関係し得る
淡水汚染を表す指標である。自然のバックグラウンド濃度と、
既存の周囲の水質基準に基づいて、汚染の負荷を周囲と同質化
するのに必要となる淡水の容積として定義される。それは、水
質が上記合意された水質基準を維持する程度まで、汚染物質を
希釈するために必要とされる水の容積として計算される。 
 
廃水処理 Wastewater treatment 
汚染度を下げるよう廃水の質を改良するために用いられるも
ので、機械的、生物的、または化学的な処理の方法がある。 
 
廃水 Effluent 
水質問題において、工業工程や汚水処理プラントなどの発生源
から環境に放出される液体廃棄物（処理または未処理のもの）
を指す。 
 
ハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）  
Hydrochloro- fluorocarbons 
人によって作られた有機物で、水素、塩素、フッ素、炭素原子
で構成されている。HCFC のオゾン破壊の潜在性は CFC より
はるかに低いので、HCFC は CFC の受容可能な臨時の代用品
になると考えられた。 
 
白化現象（サンゴ礁の） Bleaching 
ストレスを受けているサンゴ礁がゾオキサンテラと呼ばれる
サンゴに共生している微細藻類を放出する場合に起こる現象。
これは光合成色素の深刻な減少か、場合によっては全喪失をも
たらす。ほとんどの造礁サンゴは白い炭酸カルシウムの骨格を
持っているので、その時これらがサンゴの細胞組織を通して現
れ、サンゴ礁が白化したように見える。 
 
バイオキャパシティ Biocapacity 
現在の管理の仕組みや採取技術を用いて、生態系が、有用な生
物由来の物質を生産する能力、および人によって生成された廃
棄物を吸収する能力。ある区域のバイオキャパシティは、実際
の物理的な面積に収量ファクターと適切な等価ファクターを
掛けることにより計算される。通常、グローバルヘクタールと
いう単位で表わされる。 
 
バイオテクノロジー（現代の） Biotechnology 
試験管内で核酸技術を適用するものであり、デオキシリボ核酸
（DNA）の組換え、および細胞や細胞器官の中への核酸の直
接注入、あるいは生物分類学上の科を超えて細胞を融合させる
など、従来の品種改良や淘汰において用いられる技術ではなく、
自然の生理や生殖や組換え障壁を克服したものである。 
 
 

バイオ燃料 Biofuel 
乾燥有機物から作られる燃料、あるいは植物から作られる燃焼
性の油。後者には糖やトウモロコシを発酵させて造られるアル
コールや、油ヤシ、菜種、大豆から得られる油などがある。 
 
バイオマス Biomass 
地上と地下ならびに水中の生きている有機物と死んでいる有
機物の両方で、樹木や作物や草および樹木の落葉落枝や根など。 
 
早死 Premature deaths 
その危険要因がない場合にもたらされるであろう時期よりも
早く、危険要因によりもたらされる死。 
 
人の幸福 Human well-being 
個々の人間が、自分の大望を追求する機会を持てることなど、
彼等が価値あると考える人生を生きる能力を持っている程度。
人の幸福の基本的構成要素は、安全保障、物質ニーズが満たさ
れていること、健康、社会関係などである。 
 
貧困 Poverty 
定義された量の物的財産や金銭を欠いている人の状態。絶対的
貧困は、一般に、清らかで新鮮な水、栄養、医療、教育、衣類、
住まいなどの、基本的な人間としてのニーズを欠いている状態
を指す。 
 
フィードバック Feedback 
変化を抑える反応（負のフィードバック）か、変化を増強する
反応（正のフィードバック）のいずれかによって非線形な変化
が引き起こされること。 
 
富栄養化 Eutrophication 
主として窒素やリンの栄養塩類の濃縮のために水や土地の品
質が劣化することで、過度の植物（主に藻類）の成長と崩壊に
帰着する。湖の富栄養化は通常、湖が泥沼や湿原へとゆっくり
変化し、最終的に乾燥地に至る一因となる。富栄養化は、人の
活動がその変化の過程を早めることによって加速される可能
性がある。 
 
物質フロー勘定 Material flow accounting 
経済活動で使用された全ての原材料の数量化。原材料の採取時
に動員された全ての原材料と、経済過程の中で実際に使用され
た原材料と、の質量を測定して計上する。 
 
文化的サービス Cultural services 
生態系が人々に与える恩恵のうちの非物質的なもので、精神的
に豊かになること、認知の発達、レクリエーション、美的体験
など。 
 
分野横断的な問題 Cross-cutting issue 
通常は別々に定義されるそれの諸側面のいくつかについての
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相互作用を考慮しなければ、十分に理解または説明されること
ができない問題。 
 
放射強制力 Radiative forcing 
地球の宇宙とのエネルギー収支における純変化量のことで、地
球に入ってくる太陽放射から、出て行く地球放射を差し引いた
変化量。 
 
保護区 Protected area 
関連する生態系サービスや文化的価値を備えた自然を長期に
保護するために、法的またはその他効果的な手段を通して認定
され、専用に割り当てられ、管理され、範囲を明確に定められ
た地理的空間。 
 
牧草地 Pasture 
家畜の放牧に使用されるか、または適した草や牧草で覆われて
いる土地。 
 
牧畜 Pastoralism, pastoral system 
資源を得る主要な手段として家畜を飼育する仕事。 
 
保全耕うん Conservation tillage 
土壌をひっくり返さずに、土壌の表面を耕すこと。 
 
水安全保障 Water security 
水系の持続可能な使用や保全、水災害（洪水や干ばつ）の予防、
水資源の持続可能な開発、ならびに人と環境に対して水が持つ
機能やサービス（へのアクセス）の保護などを、幅広く指す言
葉。 
 
水循環 Hydrological cycle 
水が大気から地球表面へ、そして大気へ戻る経路で、水が経て
いく一連の流れ。その流れは、陸や海や陸水からの蒸発、雲を
形成する凝結、降雨、土壌や水域への貯留、再蒸発などである。 
 
水ストレス Water stress 
水の供給が少ないことによって、食糧生産や経済発展が制限を
受けたり、人の健康に影響を来す場合にそれが起こっている。
年間の水の供給量が１人当たり 1,700 m3 以下に減少する場合、
その区域は水ストレスの状態にある。 
 
水フットプリント Water footprint 
消費者または生産者による直接的水利用および間接的水利用
の両方をとらえる水利用に関する指標。個人、コミュニティ、
国、または企業の水フットプリントは、個人、コミュニティ、
または国によって消費される製品やサービス、あるいは企業に
よって生産される製品やサービス、を生産するために使用され
る淡水の全容積として定義される。 
 
 

水紛争 Water conflict 
水資源に関わる国、州、またはグループ間の対立。 
 
水不足 Water scarcity 
年間の水の供給が一人当たり 1,000 m3 以下に減少する場合、
または利用可能水の 40％以上が使用されている場合を指す。 
 
緑の水 Green water 
陸上への降雨のうち、流出せず地下水も涵養しないで、土壌中
に保持されるか、土壌や植生の上に一時的に留まる部分。結局、
降雨のこの部分は植物を通して蒸発するか放出される。緑の水
フットプリントは、植物による生産過程で消費される雨水の容
積である。このフットプリントは、特に農産物や林産物（作物
や木材に基づく産物）に関連するもので、雨水の蒸発散量（畑
やプランテーションからの）に収穫された作物や木材に組み込
まれた水を加えた合計のことである。 
 
ミレニアム開発目標（MDGs)   
Millennium Development Goals 
ターゲット期限の 2015 年までに極度の貧困を半減すること、
HIV/エイズのまん延防止、普遍的な初等教育の提供などの８
つのミレニアム開発目標であり、世界中の国々および世界中の
代表的な開発機関によって合意され青写真を形成している。 
2016 年からは持続可能な開発目標（SDGｓ）に置き換わった。 
 
無耕農業 No-till (zero tillage) 
ほとんどまたは全く事前に土地を耕すことなく種子をまく技
術で、土壌侵食にプラスの影響を及ぼす。 
 
メガ都市 Mega-cities 
1000 万人以上の住民を抱える都市部。 
 
有害廃棄物 Hazardous waste 
人の健康および環境に害を及ぼす可能性がある、使用されてい
るか廃棄された物質。有害廃棄物には、重金属、有毒化学物質、
医療廃棄物、放射性物質などがある。 
 
有機塩素化合物 Organochlorine compounds 
ダイオキシン、ポリ塩化 ビフェニル（PCB）など炭素、水素、
塩素を含む有機化合物の類、および DDT のようないくつかの
農薬など。 
 
有機炭素（OC） Organic carbon 
有機炭素は、気候調査で使用されるが、通常、黒くないエアロ
ゾルの炭素成分を指す。有機炭素は、変動する大気の振る舞い
と共に、何百あるいは何千もの様々な有機化合物を包含するも
のなので、この用語は過度に単純化した表現である。炭素エア
ロゾルを熱分析することで得られる量である。 
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有機農業 Organic agriculture 
土壌の健康、生態系の健康、人々の健康を持続させる作物生産
システム。合成肥料を使用することに依存せず、地場の条件に
適応した生態系の作用や生物多様性や循環に依存する。 
 
予測 Projection 
「明日 30℃なら砂浜に行くだろう」といった、ある前提条件
を想定して、将来の課題について描写しようとする行為、また
は描写そのもの。 
 
予防的措置/原則 Precautionary approach/principle 
予防的措置または予防原則は、ある行為または政策が有害であ
るという科学的なコンセンサスがない状況で、その行為または
政策に民衆や環境に害をもたらす疑わしい危険性があるなら
ば、有害でないという立証責任はその行為を起こす人々が負う
というものである。 
 
ライフサイクル分析 Life-cycle analysis 
原材料の採取から材料の加工、製造、配布、使用、維持管理、
および廃棄またはリサイクルまで（一生）、製品の生涯の全て
の段階で関係する環境影響を算定する技術。 
 
乱開発 Overexploitation 
そのような使用により発生する長期にわたる生態への影響を
考慮することなく、原材料を過度に使用すること。 
 
リモートセンシング Remote sensing 
遠く離れたところから目的物についてのデータを収集するこ
と。環境の分野では通常、気象学、海洋学、または土地被覆評
価に用いられる航空機または人工衛星によるデータを指す。 
 
流域  Drainage basin （ watershed 、 river basin 、
catchment とも呼ばれる) 
降雨が小川、河川、湖、貯水池に流出する陸地の区域。その区
域の地形の特定は、異なった区域間の最も標高の高い箇所（尾
根など）に沿って線を引くことによって行える。 
 
粒子状物質（PM) Particulate matter 
空中に浮遊する小さな固形微粒子または液滴。 
 
流出 Run-off 
降雨や融雪の一部、または地面を流れて最終的に水路に戻る灌
漑用水。流出は、大気や陸から汚染物質を拾い上げて、排出水
域に運ぶことができる。 
 
林地 Woodland 
樹高5メートル以上ある樹木の林冠被覆が5～10%以上あるか、
または自然のままで樹木がこれらの閾値に達しうるか、または
低木と灌木と樹木の組み合わせによる被覆が 10％を超えてい
る、そういった面積が 0.5 ヘクタール以上広がっている木の茂

った土地。主に農業や都市の目的に使用されている区域は含ま
ない。 
 
レジリエンス Resilience 
潜在的に災害にさらされる可能性のあるシステム、コミュニテ
ィ、社会が、許容水準の機能や構造を達成し維持していけるよ
う、災害に耐えるかまたは変化することによって適応していく
能力。 
 
レバレッジポイント Leverage point 
比較的少量の力で変化を達成できるシステム構造内のポイン
ト。システムの挙動において、少量の力が小さな変化を引き起
こす場合は、低いレバレッジポイントであり、少量の力が大き
い変化を引き起こす場合は、高いレバレッジポイントである。 
 
惑星限界 Planetary boundaries 
持続可能な発展のための必須条件として、すべてのレベルの行
政、国際組織、市民社会、科学界、民間企業を含む国際社会に
対して、人類が安全に活動し得る領域を定義するために策定さ
れた枠組み。 
 
湾岸海洋環境保護機構（ROPME）  
Regional Organization for the Protection of the Marine 
Environment 
湾岸海洋環境保護機構の８つの加盟国であるバーレーン、イラ
ン、イラク、クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビ
ア、アラブ首長国連邦、に囲まれた海域。 
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持続可能な開発会議（リオ+20）に時期を合わせて出版される国
連環境計画（UNEP）の 2012 年地球環境概観（GEO-5）は、世
界の指導者に対して、国際的な環境悪化に対処し、持続可能な発展
についての世界的な議論から実行に切り替える行動をただちに起
こすよう要請している。 

国連環境計画は 1997 年に最初の GEO 報告書を世に発表した。
GEO は、科学的知見に基づき、何千人もの科学者と、何百もの組
織による支援と協力によって構築されてきたものであり、政府、地
方自治体、企業、個々の市民に対して、21 世紀に持続可能な社会
を築いていくために必要となる情報を提供してきた。 

GEO-5 では、これまでの GEO の成果を踏まえ、地球環境の現
状の説明、これから先の傾向の予測、そして持続可能な未来へとつ
ながる軌道に地球を載せることができるであろう賢明な政策を提
示することに重点を置いている。肝心なことは、行動が必要かどう
かではなく、現在とこれからの世代がより幸福になるために利用で
きる充分な証拠と選択肢を提示して、あらゆるレベルの政策決定者
に行動を引き起こさせることができるかどうかである。 
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